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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づき実施する１号機取水槽の地震

応答解析について説明するものである。 

本地震応答解析は，１号機取水槽北側壁，１号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡

ダクト部底版が耐震性に関する技術基準へ適合することを確認するために用いる応答値を

抽出するものである。その際，耐震評価に用いる応答値は，この地震応答解析により構造

物に発生する変形，断面力及び基礎地盤に発生する接地圧とする。また，１号機取水槽流

路縮小工が耐震性に関する技術基準へ適合することを確認するために用いる応答値の抽出

を行う。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

１号機取水槽の位置図を図 2－1 に示す。 

 

 図 2－1 １号機取水槽 位置図 
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2.2 構造概要 

１号機取水槽の平面図を図 2－2 に，断面図を図 2－3 に示す。 

１号機取水槽のうち北側壁は，１号機取水槽流路縮小工を間接支持する鉄筋コンクリー

ト造の地中構造物であり，十分な支持性能を有するＣＭ級岩盤に支持される。 

１号機取水槽は，地下２階構造となっており，上部は除じん機エリア，海水ポンプエリ

ア，ストレーナエリアの３エリアに分かれている。下部は水路となっており，除じん機エ

リアの下部は６連のボックスカルバート構造，海水ポンプエリアの下部は３連のボックス

カルバート構造となっている。 

なお，１号機取水槽ピット部下部に閉塞版を設置し，１号機取水槽ピット部内をコンク

リートで充填する。１号機取水槽ピット部（閉塞版）及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版

の範囲を図 2－4 に示す。 

 

 

図 2－2 １号機取水槽 平面図 

  

 

 

 

 

漸拡ダクト部底版位置 

流路縮小工及び 
北側壁 
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Ａ 
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図 2－3 1 号機取水槽 断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

図 2－4 １号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版の範囲 
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2.3 解析方針 

１号機取水槽は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づき、基準地震動Ｓｓ及

び弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄに対して地震応答解析を実施する。 

図 2－5 に１号機取水槽の地震応答解析フローを示す。 

地震応答解析は,「2. 基本方針」に基づき，「3.1 評価対象断面」に示す断面におい

て，「3.2 解析方法」に示す水平地震動と鉛直地震動の同時加振による時刻歴応答解析

により行うこととし，地盤物性のばらつきを適切に考慮する。 

時刻歴応答解析は，「3.3 荷重及び荷重の組合せ」及び「3.5 解析モデル及び諸元」に

示す条件に基づき，「3.4 入力地震動」により設定する入力地震動を用いて実施する。 

地震応答解析による応答加速度は，１号機取水槽流路縮小工の設計震度設定に用い，

変形，断面力及び基礎地盤の接地圧は，１号機取水槽北側壁，１号機取水槽ピット部及

び１号機取水槽漸拡ダクト部底版の耐震評価に用いる。 
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図 2－5 １号機取水槽 地震応答解析フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年制定） 

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，2005

年） 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1987（日本電気協会） 

・松江市建築基準法施行細則（平成 17 年 3 月 31 日松江市規則第 234 号） 

・道路橋示方書・同解説 Ⅴ耐震設計編（日本道路協会，2002 年） 

・道路橋示方書・同解説 Ⅴ耐震設計編（日本道路協会，2012 年） 
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3. 解析方法 

3.1 評価対象断面 

１号機取水槽の評価対象断面位置図を図 3－1 に示す。評価対象断面は，評価対象の

１号機取水槽流路縮小工，１号機取水槽北側壁，１号機取水槽ピット部及び１号機取水

槽漸拡ダクト部底版を通る南北断面とする。 

評価対象地質断面図を図 3－2 に示す。 

 

図 3－1 １号機取水槽 評価対象断面位置図 

  

（単位:mm） 
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図 3－2 １号機取水槽 評価対象地質断面図（南北断面）  
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3.2 解析方法 

１号機取水槽の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6 「地震応答解析の基本方針」のうち，「2.3 

屋外重要土木構造物」に示す解析方法及び解析モデルを踏まえて実施する。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元有限要素法解析を用い

て，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄに基づき設定した水平地震動と鉛直

地震動の同時加振による逐次時間積分の時刻歴応答解析により行うこととする。１号機

取水槽周辺には，地下水位以深の液状化対象層が存在し，施設が液状化対象層と接する

ことから，解析方法は「有効応力解析」とする。 

構造部材については，有効応力解析における北側壁及び１号機取水槽ピット部につい

ては，鉄筋コンクリートのＭ－φ関係を適切にモデル化し，地盤については地盤のひず

み依存性を適切に考慮できるようモデル化する。 

地震応答解析については，有効応力解析において解析コード「ＦＬＩＰ」を使用する。

なお，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム

(解析コード)の概要」に示す。 

 

3.2.1 構造部材 

有効応力解析において，１号機取水槽流路縮小工を間接支持する北側壁及び波及的

影響を及ぼす可能のある１号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版

等の鉄筋コンクリート部材は，非線形はり要素でモデル化する。また，面内壁及び

埋戻コンクリートについては，平面応力要素でモデル化する。 

なお，非線形はり要素については，図 3－3 に示すＭ－φ関係のトリリニアモデ

ルとする。履歴特性は，図 3－4 に示すとおり修正武田モデルを適用し，図 3－5 に

示すコンクリートの応力－ひずみ関係を考慮する。 

また，図 3－6 に鉄筋の応力－ひずみ関係を示す。 
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（原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，2005 年）より引用） 

図 3－3 鉄筋コンクリート部材のＭ－φ関係 

 

（道路橋示方書・同解説 Ⅴ耐震設計編（日本道路協会，2002 年）より引用） 

図 3－4 鉄筋コンクリート部材の履歴特性（修正武田モデル） 

 

 

（コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年制定）より引用） 

図 3－5 構造部材の非線形特性（コンクリートの応力－ひずみ関係） 
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（コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年制定）より引用） 

図 3－6 構造部材の非線形特性（鉄筋の応力－ひずみ関係） 
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3.2.2 地盤 

埋戻土及び岩盤の平均値を用いて，地震応答解析を実施する。 

表 3－1 に示す解析ケースを設定する。 

 

表 3－1 解析ケース（Ａ－Ａ断面） 

解析ケース 解析手法 

地盤物性 

埋戻土 

（Ｇ０：初期せん断 

弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断 

弾性係数） 

ケース① 

（基本ケース） 
有効応力解析 平均値 平均値 
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3.2.3 減衰定数 

Rayleigh 減衰定数を考慮することとし，剛性比例型減衰（α＝0，β＝0.002）と

する。なお，係数βの設定については，「FLIP 研究会 14 年間の検討成果のまとめ

「理論編」」による。 

設定したα，βを表 3－2 に示す。 

 

[C]＝α[m]＋β[k] 

[C] ：減衰係数マトリックス 

[m] ：質量マトリックス 

[k] ：剛性マトリックス 

α，β：係数 

 

表 3－2 Rayleigh 減衰における係数α，βの設定結果 

評価対象断面 α β 

Ａ－Ａ断面 0 0.002 
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3.2.4 地震応答解析の解析ケースの選定 

(1) １号機取水槽流路縮小工に対する応答加速度抽出  

１号機取水槽流路縮小工に対する応答加速度抽出においては，基準地震動Ｓｓ全波

（６波）及びこれらに位相反転を考慮した地震動（６波）を加えた全 12 波に対し，

解析ケース①（基本ケース）を実施する。 

また，津波に伴う荷重と余震に伴う荷重作用時（以下「重畳時」という。）の強度

計算のため弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄに対し，解析ケース①（基本ケース）を実施す

る。 

１号機取水槽流路縮小工に対する応答加速度抽出における解析ケースを表 3－3 に

示す。 

 

表 3―3 応答加速度抽出における地震応答解析の解析ケース 

解析ケース 
ケース① 

基本ケース 

地盤物性 平均値 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

＋－＊ ○ 

－－＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） 
＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） 
＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

Ｓｄ－Ｄ ＋＋＊ ○ 

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位相

を反転させたケースを示す。 
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(2) １号機取水槽北側壁及び１号機取水槽ピット部の耐震評価  

１号機取水槽北側壁及び１号機取水槽ピット部の耐震評価においては，基準地震

動Ｓｓ全波（６波）及びこれらに位相反転を考慮した地震動（６波）を加えた全 12

波に対し，解析ケース①（基本ケース）を実施する。 

１号機取水槽北側壁及び１号機取水槽ピット部の耐震評価における解析ケース

を表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 耐震評価における解析ケース 

解析ケース 
ケース① 

基本ケース 

地盤物性 平均値 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

＋－＊ ○ 

－－＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） 
＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） 
＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位相

を反転させたケースを示す。 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

3.3.1 耐震評価上考慮する状態 

１号機取水槽の地震応答解析において，地震以外に考慮する状態を以下に示す。 

(1)  運転時の状態 

発電用原子炉施設が運転状態にあり，通常の条件下におかれている状態。ただし，

運転時の異常な過渡変化時の影響を受けないことから考慮しない。 

(2)  設計基準事故時の状態 

設計基準事故時の影響を受けないことから考慮しない。 

(3)  設計用自然条件 

積雪を考慮する。埋設構造物であるため風の影響は考慮しない。 

(4)  重大事故等時の状態 

重大事故等時の影響を受けないことから考慮しない。 

 

3.3.2 荷重 

１号機取水槽の地震応答解析において，考慮する荷重を以下に示す。 

(1)  固定荷重(Ｇ) 

固定荷重として，躯体自重，機器・配管荷重及び流路縮小工荷重を考慮する。 

(2)  積載荷重(Ｐ) 

積載荷重として，水圧，土圧及び積雪荷重Ｐｓを考慮する。 

(3)  積雪荷重(Ｐｓ) 

積雪荷重として，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観測さ

れた観測史上１位の月最深積雪 100cm に平均的な積雪荷重を与えるための係数

0.35 を考慮し 35.0 ㎝とする。積雪荷重については，松江市建築基準法施行細則に

より，積雪量１㎝ごとに 20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 

(4) 地震荷重(Ｐｋ) 

風荷重については，設計基準風速を 30m/s とし，設計基準に基づき算定する。 

(5)  地震荷重(Ｓｓ) 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 

(6) 余震荷重(Ｓｄ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄによる荷重を考慮する。  
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3.3.3 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－5 に示す。 

 

表 3－5 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

地震時（Ｓｓ）＊1 Ｇ＋Ｐｓ＋Ｐｋ＋Ｓｓ 

余震時（Ｓｄ）＊2 Ｇ＋Ｐｓ＋Ｐｋ＋Ｓｄ 

注記＊1：１号機取水槽流路縮小工の地震時の強度計算に用いる。 

＊2：１号機取水槽流路縮小工の重畳時の強度計算に用いる。 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

Ｐｓ：積雪荷重 

Ｐｋ：風荷重 

Ｓｓ：地震荷重(基準地震動Ｓｓ) 

Ｓｄ：余震荷重(基準地震動Ｓｄ－Ｄ) 
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3.4 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構造

物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓ及び

弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄを一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価

したものを用いる。なお，入力地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地

盤の支持性能に係る基本方針」のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデ

ル」を用いる。 

図 3－7 に入力地震動算定の概念図を，図 3－8～図 3－21 に入力地震動の加速度時刻

歴波形及び加速度応答スペクトルを示す。入力地震動の算定には，解析コード「ＳＨＡ

ＫＥ」及び解析コード「ｍｉｃｒｏＳＨＡＫＥ」を使用する。解析コードの検証及び妥

当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム(解析コード)の概要」に示す。 

 

 

図 3－7 入力地震動算定の概念図 

 

  

反射波
(F2)

▽ELｰ85m
(解析モデル下端位置)

▽EL-10m
(解放基盤表面)

▽ EL-215m

基準地震動
(2E0)

反射波
(F1)

入射波
(E1)

▽EL-215m

地表面
▽EL 8.5m
(地表面)

ELｰ85m

地下構造モデル 構造物位置地盤モデル

入力地震動
(2E2)

取水槽

地震応答解析モデル

EL 8.5m

入射波
(E1)

反射波
(F1’)

入射波
(E2)

 

・逆応答解析においては解析プログラム
「SHAKE」を使用

・順応答解析においては解析プログラム
「ｍｉｃｒｏＳＨＡＫＥ／３Ｄ」を使用

一次元波動論による

応答計算（順応答解
析）

一次元波動論による

応答計算（逆応答解
析）
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－8 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－9 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－14 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 

  

-1000

-500

0

500

1000

0 2.5 5 7.5 10 12.5 15 17.5 20

加
速
度

(c
m

/s
2

)

時刻 (s)

MAX  -713cm/s² (7.46s)

0

500

1000

1500

2000

0.01 0.1 1 10

加
速
度

(c
m

/s
2

)

周期 (s)

h=0.05



 

27 

 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-
10

-2
-5
 R
0 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－15 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－16 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－17 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－18 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－19 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－20 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－21 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－Ｄ） 
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3.5 解析モデル及び諸元 

3.5.1 解析モデル 

１号機取水槽の地震応答解析モデルを図 3－22 に示す。 

(1)解析領域 

解析領域は，側方境界及び底面境界が構造物の応答に影響しないよう，構造物と

側方境界及び底面境界との距離を十分に大きく設定する。 

(2) 境界条件 

解析領域の側方及び底面には,エネルギーの逸散効果を考慮するため，粘性境界

を設ける。 

(3) 構造物のモデル化 

鉄筋コンクリート部材は，非線形はり要素，線形はり要素及び平面応力要素でモ

デル化する。 

機器・配管荷重は解析モデルに付加質量として与えることで考慮する。 

(4) 地盤のモデル化 

岩盤は線形の平面ひずみ要素でモデル化する。また，埋戻土は，地盤の非線形性

をマルチスプリング要素で考慮した平面ひずみ要素でモデル化する。 

(5) 隣接構造物のモデル化 

南北断面の解析モデル範囲において隣接構造物となるタービン建物は，等価剛性

として線形の平面ひずみ要素としてモデル化する。また，防波壁（多重鋼管杭式擁

壁）は，線形はり要素でモデル化する。 

(6) 埋戻コンクリートのモデル化 

埋戻コンクリートは線形の平面ひずみ要素でモデル化する。 

(7) ジョイント要素の設定 

地震時の「地盤と構造物」，「構造物とＭＭＲ」及び「地盤とＭＭＲ」の接合面

における接触，剥離及びすべりを考慮するため，これらの接合面にジョイント要素

を設定する。 

(8) 水位条件 

１号機取水槽の内水位は，EL 0.58m とする。 
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図 3－22 １号機取水槽 地震応答解析モデル図（南北断面） 
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3.5.2 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3－6 に，材料の物性値を表 3－7 に示す。 

 

表 3－6 使用材料 

材料 仕様 

構造物 
コンクリート 設計基準強度 20.6N/mm2 

鉄筋 SD345 

 

表 3－7 材料の物性値 

材料 
ヤング係数 

(N/mm2) 

単位体積重量 

(kN/m3) 
ポアソン比 

構造物 2.33×104 24.0＊ 0.2 

注記＊：鉄筋コンクリートの単位体積重量を示す。 

 

3.5.3 地盤の物性値 

地盤については， Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定してい

る物性値を用いる。 
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3.5.4 地下水位 

設計地地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定する。

設計地下水位の一覧を表 3－8 に示す。 

 

表 3－8 設計用地下水位の一覧 

施設名称 解析断面 設計地下水位（EL m） 

１号機取水槽 南北断面 3.0 
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4. 解析結果 

4.1 南北断面の解析結果 

１号機取水槽流路縮小工に対する応答加速度，１号機取水槽北側壁及び１号機取水槽

ピット部の耐震評価のために用いる応答加速度として，解析ケース①（基本ケース）に

ついて，すべての基準地震動Ｓｓ対する最大加速度分布図を図 4－1～図 4－12 に示す。 

また，重畳時の検討のための弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄに対する最大加速度分布図を

図 4－13 に示す。 
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図 4－1 最大応答加速度分布図(1/13)（解析ケース①） 
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図 4－2 最大応答加速度分布図(2/13)（解析ケース①） 

  

(a)　Ｓｓ－Ｄ（－＋）　水平

(b)　Ｓｓ－Ｄ（－＋）　鉛直
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図 4－3 最大応答加速度分布図(3/13)（解析ケース①） 

  

(a)　Ｓｓ－Ｄ（＋－）　水平

(b)　Ｓｓ－Ｄ（＋－）　鉛直
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図 4－4 最大応答加速度分布図(4/13)（解析ケース①） 

  

(a)　Ｓｓ－Ｄ（－－）　水平

(b)　Ｓｓ－Ｄ（－－）　鉛直
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図 4－5 最大応答加速度分布図(5/13)（解析ケース①） 

  

(a)　Ｓｓ－Ｆ１＿ＮＳ（＋＋）　水平

(b)　Ｓｓ－Ｆ１＿ＮＳ（＋＋）　鉛直
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図 4－6 最大応答加速度分布図(6/13)（解析ケース①） 
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図 4－7 最大応答加速度分布図(7/13)（解析ケース①） 

  

(a)　Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）　水平

(b)　Ｓｓ－Ｎ１（＋＋）　鉛直
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図 4－8 最大応答加速度分布図(8/13)（解析ケース①） 

  

(a)　Ｓｓ－Ｎ１（－＋）　水平

(b)　Ｓｓ－Ｎ１（－＋）　鉛直
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図 4－9 最大応答加速度分布図(9/13)（解析ケース①） 

  

(a)　Ｓｓ－Ｎ２＿ＮＳ（＋＋）　水平

(b)　Ｓｓ－Ｎ２＿ＮＳ（＋＋）　鉛直
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図 4－10 最大応答加速度分布図(10/13)（解析ケース①） 

  

(a)　Ｓｓ－Ｎ２＿ＮＳ（－＋）　水平

(b)　Ｓｓ－Ｎ２＿ＮＳ（－＋）　鉛直
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図 4－11 最大応答加速度分布図(11/13)（解析ケース①） 

  

(a)　Ｓｓ－Ｎ２＿ＥＷ（＋＋）　水平

(b)　Ｓｓ－Ｎ２＿ＥＷ（＋＋）　鉛直
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図 4－12 最大応答加速度分布図(12/13)（解析ケース①） 

(a)　Ｓｓ－Ｎ２＿ＥＷ（－＋）　水平

(b)　Ｓｓ－Ｎ２＿ＥＷ（－＋）　鉛直
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図 4－13 最大応答加速度分布図(13/13)（解析ケース①） 

 

(a)　Ｓｄ－Ｄ（＋＋）　水平

(b)　Ｓｄ－Ｄ（＋＋）　鉛直
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Ⅵ-2-10-2-6 １号機取水槽流路縮小工の 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の

設計方針に基づき，津波防護施設のうち１号機取水槽流路縮小工（以下，「流路縮小工」

という。）及びその間接支持構造物である１号機取水槽北側壁（以下，「取水槽北側壁」

という。）が設計用地震力に対して，主要な構造部材が十分な構造強度を有することを確

認するものである。 

流路縮小工及び取水槽北側壁に要求される機能維持の確認は，地震応答解析に基づく構

造部材の健全性評価により行う。 
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2. 一般事項 

2.1 配置概要 

流路縮小工は，１号機取水槽と１号機取水管の境界部に設置し，取水槽北側壁に間接

支持される構造とする。 

流路縮小工の設置位置図を図 2－1 に，１号機取水槽の構造図を図 2－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 流路縮小工設置の設置位置図 
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平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

縦断図 

図 2－2 １号機取水槽 構造図 
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2.2 構造計画 

流路縮小工は，既設取水管の終端部のフランジに，鋼製の縮小板を取付板及び固定ボ

ルトにより固定する構造とする。なお，１号機の原子炉補機海水ポンプに必要な海水を。

取水するため，縮小板に直径  m の開口部を設ける。 

流路縮小工の構造計画を表 2－1 に示す。 

 

表 2－1 流路縮小工の構造計画 

計画の概要 

構造概略図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

既設取水管

の終端部の

フランジ

に，鋼製の

縮小板を取

付板及び固

定ボルトに

より固定す

る。 

縮小板，取

付板及び固

定ボルトに

より構成す

る。 

組立図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

縮小板 
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2.3 評価方針 

流路縮小工の耐震評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷

重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 構造計画」に示す流路縮小工及び取水槽北

側壁の構造を踏まえ，「3.評価対象部位」にて設定する評価部位において，「4.固有値

解析」で算出した固有振動数に基づく設計用地震力により算出した応力等が許容限界内

に収まることを，「5.構造強度評価」に示す方法にて確認する。応力評価の確認結果を

「6.評価結果」にて確認する。 

耐震評価フロ－を図 2－3 に示す。 

 

図 2－3 耐震評価フロ－ 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会， 

2005 年）（以下「土木学会マニュアル」という） 

・コンクリ－ト標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年） 

・港湾の施設の技術上の基準・同解説（日本港湾協会，2007 年） 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（日本建築学会，2005 年改訂） 

・構造力学公式集（土木学会，1986 年） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（日本電気協会） 
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2.5 記号の説明 

流路縮小工の耐震評価に用いる記号を表 2－2～表 2－6 にそれぞれ示す。 

表 2－2 流路縮小工の固有振動数の計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｆ Hz 固有振動数 

Ｌ mm はりの長さ 

Ｅ N/mm2 ヤング率

I mm4 断面二次モ－メント 

ｍ kg/mm 質量分布 

表 2－3 流路縮小工の縮小板の耐震計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｓｓ N 基準地震動Ｓｓによる地震荷重 

Ｇ N 固定荷重 

ｋ － 基準地震動Ｓｓの設計震度 

ｐ0 N/mm2 縮小板に作用する単位面積当たりの等分布荷重 

Ｐ N 地震時荷重 

Ａ11 mm2 縮小板の作用面積 

ａ1 mm 縮小板の外半径 

ｂ1 mm 縮小板の内半径 

Ｍｒ1 N･mm/mm 縮小板に作用する半径方向の曲げモ－メント 

Ｍθ1 N･mm/mm 縮小板に作用する周方向の曲げモ－メント 

ν － ポアソン比 

κ１ － 係数(＝β 1
2{(1－ν)β 1

2+(1+ν)(1+4β 1
2lnβ 1)}/{1－ν+(1+ν)β 1

2}) 

β１ － 係数(＝b1/a1) 

ρ１ － 係数(＝r1/a1) 

ｒ1 mm 縮小板の中心から半径方向の距離 

σ1 N/mm2 縮小板に作用する最大曲げ応力度 

Ｚ1 mm2 縮小板の断面係数 

ｔ1 mm 縮小板の板厚 

τ1 N/mm2 縮小板に作用する最大せん断応力度 

Ｓ1 N 縮小板に作用するせん断力 

Ａ12 mm2 縮小板の有効せん断面積 
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表 2－4 流路縮小工の固定ボルトの耐震計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

σ2 N/mm2 固定ボルトに作用する最大応力度 

Ｔ N 固定ボルトに作用する引張力 

Ｐ N 地震時荷重 

Ａ21 mm2 固定ボルトの有効断面積の合計 

ｎ 本 固定ボルトの本数 

Ａ22 mm2 固定ボルト１本の有効断面積 

 

表 2－5 流路縮小工の取水管（フランジ部）の耐震計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｐ ’ N/mm 取水管(フランジ部)に作用する単位長さ当たりの等分布荷重 

Ｐ N 地震時荷重 

Ｌf mm 取水管（フランジ部）の外周長 

ｂf mm 取水管（フランジ部）の外半径 

Ｍrf N･mm/mm 取水管(フランジ部)に作用する半径方向の曲げモ－メント 

Ｍθf N･mm/mm 取水管(フランジ部)に作用する周方向の曲げモ－メント 

ａf mm 取水管（フランジ部）の内半径 

ν － ポアソン比 

κf － 係数(＝βf
2{1+(1+ν)lnβf}/{1-ν+(1+ν)βf

2}) 

βf － 係数(＝bf/af) 

ρf － 係数(＝rf/af) 

ｒf mm 取水管（フランジ部）の中心から半径方向の距離 

σf N/mm2 取水管(フランジ部)に作用する最大曲げ応力度 

Ｚf mm2 取水管（フランジ部）の断面係数 

ｔf mm 取水管（フランジ部）の板厚 

τf N/mm2 取水管(フランジ部)に作用する最大せん断応力度 

Ｓf N 取水管(フランジ部)に作用するせん断力 

Ａ3 mm2 取水管（フランジ部）付け根の断面積 

Ｄi mm 取水管（フランジ部）の管内径 

ｔp mm 取水管（管胴部）の管厚 

ｌf mm 取水管（フランジ部）付け根の周長 
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表 2－6 流路縮小工の取水管（管胴部）の耐震計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｗ1 N 取水管（管胴部）張り出し部の自重 

Ｌd mm 取水管（管胴部）の張り出し長さ 

γs N/mm3 単位体積重量 

Ａ4 mm2 取水管（管胴部）の断面積 

Ｄ mm 取水管（管胴部）の内径 

ｔp mm 取水管（管胴部）の管厚 

Ｍd N･mm 取水管（管胴部）に作用する曲げモ－メント 

Ｗ2 N 取水管（管胴部）の自重（管内部の水を含む） 

Ｚd mm2 取水管（管胴部）の断面係数 

τd N/mm2 取水管（管胴部）のせん断応力度 

Ｓd N 取水管（管胴部）のせん断力 

Ａ5 mm2 取水管（管胴部）の有効せん断面積 

Ｄi mm 取水管（管胴部）の取水管内径 
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3. 評価対象部位 

流路縮小工の評価対象部位は，「2.2 構造計画」に設定している構造を踏まえて，地

震に伴う荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し設定する。 

評価対象部位を図 3－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1(1) 評価対象部位（縮小板） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1(2) 評価対象部位（縮小板，固定ボルト，取水管（フランジ部） 

及び取水管（管胴部）） 
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4. 固有値解析 

4.1 固有振動数の計算方法 

4.1.1  解析モデルの設定 

流路縮小工は，既設取水管の終端部のフランジに，鋼製の縮小板を固定ボルト

により固定する構造であることから，片持ち梁に単純化したモデルとする。図 4－

1 に解析モデルを示す。 

 

 

 

 

 

図 4－1 流路縮小工の固有値解析モデル 

 

4.1.2  固有振動数の算出方法 

固有振動数ｆについて，「構造力学公式集（土木学会，1986 年）」に基づき以

下の式より算出する。 

ｆ＝
π2

８πＬ
2

√
Ｅ∙Ｉ∙103

ｍ
 

 

4.2 固有振動数の計算条件 

固有振動数の計算条件を表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 固有振動数の計算条件 

はりの長さ 
Ｌ(mm) 

ヤング率 
Ｅ(N/mm2) 

断面二次モ－メント 
Ｉ(mm4) 

質量分布 
ｍ(kg/mm) 

750 2.0×105 7099 3.4569×10－4 

 

4.3 固有振動数の計算結果 

固有振動数の計算結果を表 4－2 に示す。固有振動数は 20Ｈｚ以上であることか

ら，剛構造である。 

 

表 4－2 固有振動数の計算結果 

固有振動数(Hz) 44.74 
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5. 流路縮小工の耐震評価 

5.1 耐震評価方法 

流路縮小工の耐震評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している荷重

及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，「3.評価対象部位」にて設定する評価

対象部位に作用する応力等が「5.3 許容限界」にて示す許容限界以下であることを確

認する。 

 

5.2 荷重及び荷重の組合せ 

5.2.1  荷重の組合せ 

流路縮小工の評価に用いる荷重の組合せを以下に示す。 

Ｇ＋Ｓｓ 

ここで，Ｇ ：固定荷重（N） 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重（N） 

 

5.2.2 荷重の設定 

耐震評価に用いる荷重は以下のとおりとする。 

 

（1） 固定荷重(Ｇ) 

固定荷重として，流路縮小工を構成する部材の自重を考慮する。 

 

（2） 基準地震動Ｓｓによる地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重として，基準地震動Ｓｓに伴う慣性力を考慮する。地震荷重は流路 

縮小工の固定荷重に設計震度を乗じた次式により算出する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

ここで，Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重（N） 

Ｇ ：固定荷重（N） 

ｋ ：基準地震動Ｓｓの設計震度 

  



 

13 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
1
0-
2-

6 
R0
 

5.3 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏まえ

て設定する。 

5.3.1  使用材料 

（1） 流路縮小工 

流路縮小工を構成する各部材の使用材料を表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

縮小板 SS400 t＝40(mm)＊ 

固定ボルト SS400 M24 

取水管（フランジ部） SS400 t＝46(mm) 

取水管（管胴部） SS400 t＝28(mm) 

注記＊：鋼材の腐食代を両面で 4mm として考慮し，板厚を 44－4＝40(mm)と設定する。 

 

5.3.2  許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

(1) 流路縮小工 

流路縮小工を構成する各部材は，「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（日

本建築学会，2005 年改訂）」を踏まえて表 5－2 の値とする。 

 

表 5－2 流路縮小工を構成する各部材の許容限界 

評価対象部位 材質 
短期許容応力度（N/mm2） 

曲げ せん断 引張 

縮小板 SS400 235 135 － 

固定ボルト SS400 － － 235 

取水管（フランジ部） SS400 215 124 － 

取水管（管胴部） SS400 235 135 － 
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5.4 設計用地震力 

「4.固有値解析」に示したとおり，流路縮小工の固有振動数は 20Hz 以上であること

を確認したため，流路縮小工の耐震評価に用いる設計震度は，１号機取水槽付近の地

盤物性及び材料物性の不確かさを考慮したものとして，Ⅵ-2-10-2-5「１号機取水槽の

地震応答計算書」の地震応答解析結果から裕度を考慮した震度を用いる。 

耐震評価に用いる設計震度を表 5－3 に示す。 

 

表 5－3 設計震度 

設置場所 
基準地震動Ｓｓの設計震度 

水平方向 kH 鉛直方向 kV 

１号機取水槽北側壁 1.50 1.50 
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5.5 評価方法 

5.5.1 流路縮小工 

流路縮小工を構成する各部材に発生する応力より算定する応力度が，許容限界

以下であることを確認する。 

(1) 縮小板 

縮小板の管軸方向（水平方向）に対する耐震評価を実施する。外径を固定とす

る有孔円板に等分布荷重が作用するものとして検討する。 

 

a. 基準地震動による地震荷重（Ｓｓ） 

 Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

ここで，Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重（N） 

Ｇ ：固定荷重（N） 

ｋ ：基準地震動Ｓｓの設計震度 

 

b. 縮小板に作用する単位面積当たりの等分布荷重（ｐ
0
） 

 ｐ
0
＝

Ｐ

Ａ
11

＝
Ｓｓ

Ａ
11

 

 Ａ
11
＝ (ａ

1

2
− ｂ

1

2
) × π 

ここで，ｐ
0 
：縮小板に作用する単位面積当たりの等分布荷重（N/mm2） 

Ｐ ：地震時荷重（N） 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重（N） 

Ａ
11
：作用面積（mm2） 

ａ
1 
：縮小板の外半径（mm） 

ｂ
1 
：縮小板の内半径（mm） 
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c. 縮小板に作用する曲げモ－メント（Ｍ
r1
，Ｍ

θ1
） 

縮小板に作用する曲げモ－メント（Ｍ
r1
，Ｍ

θ1
）について，「構造力学公式集

（土木学会，1986 年）」に基づき以下の式より算出する。 

 Ｍ
r1
＝

ｐ
0
ａ

1

2

16
[(１＋ν)(１ − κ1)＋４β1

2 − (３＋ν)ρ1
2

−
(１ − ν)κ1

ρ1
2 ＋４β1

2(１＋ν) ln ρ1] 

 Ｍ
θ1
＝

ｐ
0
ａ

1

2

16
[(１＋ν)(１ − κ1)＋４νβ1

2 − (１＋３ν)ρ1
2

−
(１ − ν)κ1

ρ1
2 ＋４β1

2(１＋ν)ln ρ1] 

  κ1＝β1
2

(１－ν)β1
2＋(１＋ν)(１＋４β1

2 lnβ1)

１－ν＋(１＋ν)β1
2

 

  β1＝
ｂ

1

ａ
1

 

  ρ1＝
ｒ

1

ａ
1

 

ここで，Ｍ
r1
：縮小板に作用する半径方向の曲げモ－メント（N・mm/mm） 

Ｍ
θ1
：縮小板に作用する周方向の曲げモ－メント（N・mm/mm） 

ｐ
0 
：縮小板に作用する単位面積当たりの等分布荷重（N/mm2） 

ａ
1 
：縮小板の外半径（mm） 

ｂ
1 
：縮小板の内半径（mm） 

ν   ：ポアソン比 

ｒ
1 
：縮小板の中心から半径方向の距離（mm） 

κ1，β1，ρ1：係数 
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d. 縮小板に作用する最大曲げ応力度（σ
1
） 

縮小板に作用する最大曲げ応力度（σ1）について，「構造力学公式集（土木

学会,1986 年）」に基づき以下の式より算出する。 

 σ1＝
√Ｍ

r1

2
+ Ｍ

θ1

2

Ｚ
1

 

 Ｚ
1
＝

ｔ
1

2

６  
 

 

ここで，σ1 ：縮小板に作用する最大曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ
r1
：縮小板に作用する半径方向の曲げモ－メント（N・mm/mm） 

Ｍ
θ1
：縮小板に作用する周方向の曲げモ－メント（N・mm/mm） 

Ｚ
1 
：断面係数（mm2） 

ｔ
1
：縮小板の板厚（mm） 

 

e. 縮小板に作用する最大せん断応力度（τ1） 

 τ1＝
Ｓ

1

Ａ
12

 

 Ａ
12
＝２π∙ａ

1
∙ｔ

1
 

ここで，τ1  ：縮小板に作用する最大せん断応力度（N/mm2） 

Ｓ
1 
：縮小板に作用するせん断力（＝Ｐ(N)） 

Ｐ  ：地震時荷重（N） 

Ａ
12
：縮小板の有効せん断面積（mm2） 

          ａ
1 
：縮小板の外半径（mm） 

          ｔ
1 
：縮小板の板厚（mm） 

  



 

18 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
1
0-
2-

6 
R0
 

(2) 固定ボルト 

固定ボルトについては，管軸方向（水平方向）に対する耐震評価を実施する。

作用荷重の合計値を有効断面積で除することで求めた応力度が許容応力度以下で

あることを確認する。 

 

a. 固定ボルトに作用する最大応力度（σ2） 

  σ2＝
Ｔ

Ａ
21

 

 Ａ
21
＝ｎ・Ａ

22
 

ここで，σ
2
：固定ボルトに作用する最大応力度（N/mm2） 

Ｔ ：固定ボルトに作用する引張力（＝Ｐ(N)） 

Ｐ  ：地震時荷重（N） 

Ａ
21
：固定ボルトの有効断面積の合計（mm2） 

ｎ ：固定ボルトの本数（本） 

Ａ
22
：固定ボルト１本の有効断面積（mm2） 
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(3)  取水管（フランジ部） 

取水管（フランジ部）については，管軸方向（水平方向）荷重に対する耐震評

価を実施する。フランジ部の外縁に線荷重が作用し内径を固定とする有孔円板と

して検討する。 

 

a. 取水管（フランジ部）に作用する単位長さ当たりの水平方向の荷重 

 Ｐ
′
＝

Ｐ

Ｌ
f

 

 Ｌ
f
＝２π × ｂ

f
 

ここで，Ｐ
′
：取水管（フランジ部）に作用する単位長さ当たりの等分布荷重 

（N/mm） 

Ｐ ：地震時荷重（N） 

Ｌ
f
：取水管（フランジ部）の外周長（mm） 

ｂ
f
：取水管（フランジ部）の外半径（mm） 

 

b. 取水管（フランジ部）に作用する曲げモ－メント（Ｍ
rf
，Ｍ

θf
） 

取水管（フランジ部）に作用する曲げモ－メント（Ｍ
r1
，Ｍ

θ1
）について，

「構造力学公式集（土木学会，1986 年）」に基づき以下の式より算出する。 

 Ｍ
rf
＝

Ｐ′ａ
f
βf

２
[−1 + (１＋ν)κf + (１ − ν)

κf

ｐ
f

2 − (１＋ν)ln ρf] 

 Ｍ
θf
＝

Ｐ′ａ
f
βf

２
[−ν + (１＋ν)κf − (１ − ν)

κf

ｐ
f

2 − (１＋ν)ln ρf] 

 κf＝βf
2 1＋(１＋ν) ln βf

１－ν＋(１＋ν)βf
2
 

 βf ＝
ｂ

f

ａ
f

 

 ρf ＝
ｒ

f

ａ
f
 
 

ここで，Ｍ
rf
 ：取水管（フランジ部）に作用する半径方向の曲げモ－メント 

（N・mm/mm） 

 Ｍ
θf
 ：取水管（フランジ部）に作用する周方向の曲げモ－メント 

（N・mm/mm） 

 Ｐ′：取水管（フランジ部）に作用する単位長さ当たりの 

等分布荷重（N/mm） 
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 ａ
f
 ：取水管（フランジ部）の内半径（mm） 

 ν  ：ポアソン比 

 ｒ
f
 ：取水管（フランジ部）の中心から半径方向の距離（mm） 

κf，βf，ρf：係数 

 

c. 取水管（フランジ部）に作用する最大曲げ応力度（σf） 

取水管（フランジ部）に作用する最大曲げ応力度（σ1）について，「構造力

学公式集（土木学会）」に基づき以下の式より算出する。 

 σf＝
√Ｍ

rf

2
＋Ｍ

θf

2

Ｚ
f

 

 Ｚ
f
＝

ｔ
f

2

６
 

ここで，σf  ：取水管（フランジ部）に作用する最大曲げ応力度（N/mm2） 

    Ｍ
rf 

：取水管（フランジ部）の半径方向の曲げモ－メント 

（N・mm/mm） 

    Ｍ
θf
：取水管（フランジ部）の周方向の曲げモ－メント 

（N・mm/mm） 

    Ｚ
f 
：取水管（フランジ部）の断面係数（mm2） 

    ｔ
f 
：取水管（フランジ部）の板厚（mm） 

 

d. 取水管（フランジ部）に作用する最大せん断応力度（τf） 

 τf ＝
Ｓ

f

Ａ
3

 

 Ａ
3
＝ｔ

f
∙ ｌ

f
 

 ｌ
f
＝π (Ｄ

i
+２ｔ

p
) 

ここで， τf ：取水管（フランジ部）に作用する最大せん断応力度（N/mm2） 

 Ｓ
f
：取水管（フランジ部）に作用するせん断力（＝Ｐ(N)） 

     Ａ
3
：取水管（フランジ部）付け根の断面積（mm2） 

     Ｄ
i
：取水管（フランジ部）の管内径（mm） 

     ｔ
p
：取水管（管胴部）の管厚（mm） 

     ｔ
f
：取水管（フランジ部）の板厚（mm） 

     ｌ
f
：取水管（フランジ部）付け根の周長（mm）  
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(4)  取水管（管胴部） 

取水管（管胴部）の検討では，取水槽北側壁を固定端とした片持ち梁として，

管軸方向（水平方向）に対する耐震評価を実施する。 

a. 取水管（管胴部）の自重(Ｗ
1
) 

  Ｗ
1
＝Ａ

4
× Ｌ

d
× γs 

 Ａ
4
＝

{(
Ｄ

２  
＋ｔ

p
)

2

× π − (
Ｄ

２  
)

2

× π}

２
 

ここで， Ｗ
1
 ：取水管（管胴部）の自重（N） 

     Ｌ
d
 ：取水管（管胴部）張り出し長さ（mm） 

     γs  ：単位体積重量（N/mm3） 

     Ａ
4
 ：取水管（管胴部）の断面積（mm2） 

     Ｄ ：取水管（管胴部）の内径（mm） 

     ｔ
p
 ：取水管（管胴部）の管厚（mm） 

 

b. 取水管（管胴部）に作用する曲げ応力度（σd） 

 σd＝
Ｍ

d

Ｚ
d

 

 Ｍ
d
＝

Ｗ
２

× Ｌ
d

２
 

 Ｚ
d
＝

ｔ
p

2

６
 

ここで，σd ：取水管（管胴部）に作用する曲げ応力度 

Ｍ
d
：取水管（管胴部）に作用する曲げモ－メント（N・mm） 

Ｗ
2
：取水管（管胴部）の自重（管内部の水を含む）（N） 

 Ｌ
d
：取水管（管胴部）の張り出し長さ（mm） 

 Ｚ
d
：取水管（管胴部）の断面係数（mm2） 

 ｔ
p
：取水管（管胴部）の管厚（mm） 
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c. 取水管（管胴部）に作用するせん断応力度（τd） 

 τd＝
Ｓ

d

Ａ
5

 

 Ｓ
d
＝Ｗ

2
 

 Ａ
5
＝

{(
Ｄi

２  
＋ｔ

p
)

2

× π − (
Ｄi

２  
)

2

× π}

２
 

ここで，τd  ：取水管（管胴部）に作用するせん断応力度（N/mm2） 

    Ｓ
d
 ：取水管（管胴部）に作用するせん断力（N） 

    Ｗ
2  

：取水管（管胴部）の自重(管内部の水を含む)（N） 

    Ａ
5 
 ：取水管（管胴部）の有効せん断面積（mm2） 

    Ｄi  ：取水管（管胴部）の取水管内径（mm） 

    ｔ
p
 ：取水管（管胴部）の管厚（mm） 
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5.6 評価条件 

流路縮小工の耐震評価に用いる入力値を表に示す。 

表 5－4 流路縮小工の縮小板の耐震計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｐ N 地震時荷重 1,420 

ａ1 mm 縮小板の外半径 1,925 

ｂ1 mm 縮小板の内半径 

ｒ1 mm 縮小板の中心から半径方向の距離 1,925 

ν － ポアソン比 0.3 

ｔ1 mm 縮小板の板厚 40 

表 5－5 流路縮小工の固定ボルトの耐震計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｐ N 地震時荷重 1,420 

ｎ 本 固定ボルトの本数 24 

Ａ22 mm2 固定ボルト１本の有効断面積 353 

表 5－6 流路縮小工の取水管（フランジ部）の耐震計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｐ kN 地震時荷重 1,452 

ｂf mm 取水管（フランジ部）の外半径 1,853 

ａf mm 取水管（フランジ部）の内半径 1,675 

ｒf mm 
取水管（フランジ部）の中心から

半径方向の距離 
1,675 

ν － ポアソン比 0.3 

ｔf mm 取水管（フランジ部）の板厚 46 

Ｄｉ mm 取水管（フランジ部）の管内径 3,350 

ｔｐ mm 取水管（フランジ部）の管厚 28 
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表 5－7 流路縮小工の取水管（管胴部）の耐震計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Ｄ mm 取水管（管胴部）の内径 3,350 

ｔｐ mm 取水管（管胴部）の管厚 28 

Ｌd mm 取水管（管胴部）の張り出し長さ 450 

γｓ N/mm3 単位体積重量 66.9 

Ｗ2 N 
取水管（管胴部）の自重(管内部

の水を含む) 
111.9 

Ｄｉ mm 取水管（管胴部）の取水管内径 3,350 
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6. 流路縮小工の評価結果 

6.1 流路縮小工の評価結果 

流路縮小工の耐震評価結果を表 6－1 に示す。各部材の断面照査を行った結果，すべ

ての部材において応力度が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 6－1 流路縮小工の耐震評価結果 

評価対象部位 発生値（応力度） 許容荷重 照査値 

縮小板 
曲げ 157 N/mm2 235 N/mm2 0.67 

せん断   3 N/mm2 135 N/mm2 0.03 

固定ボルト 引張 168 N/mm2 235 N/mm2 0.72 

取水管 

（フランジ部） 

曲げ  72 N/mm2 215 N/mm2 0.34 

せん断   3 N/mm2 124 N/mm2 0.03 

取水管 

（管胴部） 

曲げ   7 N/mm2 235 N/mm2 0.03 

せん断   4 N/mm2 135 N/mm2 0.03 
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7. １号機取水槽北側壁の耐震評価 

7.1 構造及び補強の概要 

取水槽北側壁は，１号機取水槽流路縮小工を間接支持する間接支持構造物であり，

十分な支持性能を有するＣＭ級岩盤に支持された鉄筋コンクリート造の地中構造物であ

る。１号機取水槽の平面図を図 7－1 に，断面図を図 7－2 に，概略配筋図を図 7－3 に

示す。 

１号機取水槽は，地下２階構造となっており，上部は除じん機エリア，海水ポンプ

エリア，ストレーナエリアの３エリアに分かれている。下部は水路となっており，除

じん機エリアの下部は６連のボックスカルバート構造，海水ポンプエリアの下部は３

連のボックスカルバート構造となっている。 

１号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版は，上位クラス施設である１

号機取水槽流路縮小工及び１号機取水槽北側壁の上部に設置されている。下位クラス施設

である１号機取水槽ピット部の側壁の損傷及び落下に伴う上位クラス施設への衝突を防止

するため，１号機取水槽ピット部下部に閉塞版を設置し，１号機取水槽ピット部内をコン

クリートで充填する。１号機取水槽ピット部（閉塞版）及び１号機取水槽漸拡ダクト部底

版の範囲を図 7－4 に示す。 

1 号機取水槽の耐震性を確保するために耐震補強を実施する。せん断破壊に対する

補強として，後施工せん断補強工法（ポストヘッドバー工法）（以下「PHb 工法」と

いう。）によるせん断補強を実施する。取水槽北側壁の補強箇所を図 7－5 に示す。 

 

図 7－1 １号機取水槽 平面図  

Ａ 

Ａ 

（単位:mm） 
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図 7－2 １号機取水槽 断面図(Ａ－Ａ断面)  

 

 

図 7－3 1 号機取水槽概略配筋図(北側壁)  

（単位:mm） 

S N 
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図 7－4 １号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版の範囲 

 

 

 

 

図 7－5 耐震補強箇所(北側壁)  

（単位:mm） 

：ポストヘッドバー工法：D19＠400×300，SD345 
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7.2 評価方針 

取水槽北側壁は，１号機取水槽流路縮小工の間接支持構造物である。 

取水槽北側壁の耐震評価フローを図 7－6 に示す。 

取水槽北側壁は，Ⅵ-2-10-2-5「1 号機取水槽の地震応答計算書」より得られた地震

応答解析の結果に基づき，津波防護施設の間接支持構造物として，表 7－1 に示すとお

り，構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を行う。 

構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実施することで，構造強度を

有すること及び津波防護施設を支持する機能を損なわないことを確認する。 

構造部材の健全性評価については，Ⅵ-2-10-2-5「1 号機取水槽の地震応答計算書」

より得られた地震応答解析の結果に基づき，曲げ・軸力系の破壊に対しては構造部材

の照査用層間変形角が許容限界を下回ることを確認する。せん断破壊に対しては照査

用せん断力が許容限界を下回ることを確認する。 

なお，せん断破壊に対する補強として PHb 工法を用いる場合には，構造部材に対し

て PHb 工法の適用条件を満たしていることを確認し，Phb 工法を採用する。 

基礎地盤の支持性能評価については，Ⅵ-2-10-2-5「1 号機取水槽の地震応答計算

書」より得られた地震応答解析の結果に基づき，基礎地盤に発生する接地圧が許容限

界を下回ることを確認する。 
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図 7－6 1 号機取水槽 耐震評価フロー 

  

評価開始 

評価方針 

評価対象断面の設定 

許容限界の設定 

構造部材の応答値算定 

構造部材の健全性評価 

評価終了 

1 号機取水槽流路縮小工への 

応答加速度 

接地圧の算定 

基礎地盤の支持性能評価 

Ⅵ-2-10-2-5 １号機取水槽の地震応答計算書 
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表 7－1 取水槽北側壁 評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を有す

ること 

 

構造部材の

健全性 

鉄筋コンク

リート部材 

照査用層間変

形角及びせん

断力が許容限

界を下回るこ

とを確認 

曲げ・軸力 
限 界 層 間 変

形角＊ 

せん断力 せん断耐力＊ 

基礎地盤の

支持性能 
基礎地盤 

発生する接地

圧が許容限界

を下回ること

を確認 

岩盤の極限支持力度＊ 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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7.3 評価対象断面 

１号機取水槽北側壁の評価対象断面位置図を図 7－7 に示す。構造物の耐震設計にお

ける評価対象断面は，図 7－7 のＡ－Ａ断面とする。 

評価対象地質断面図を図 7－8 に示す。 

 

図 7－7 １号機取水槽 評価対象断面位置図 

  

（単位:mm） 

Ａ 

Ａ 
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図 7－8 １号機取水槽 評価対象地質断面図（Ａ－Ａ断面） 

  

取水槽 

タービン建物 
防波壁 

（多重鋼管杭式擁壁） 

取水管 
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7.4 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 7－2，材料の物性値を表 7－3 に示す。 

 

表 7－2 使用材料 

材料 仕様 

１号機取水槽

北側壁 

コンクリート 設計基準強度 20.6N/mm2 

鉄筋 SD345 

 

表 7－3 材料の物性値 

材料 
ヤング係数 

(N/mm2) 

単位体積重量 

(kN/m3) 
ポアソン比 

１号機取水槽 

北側壁 
2.33×104 24.0＊ 0.2 

注記＊：鉄筋コンクリートの単位体積重量を示す。 
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7.5 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

7.5.1 構造部材の健全性に対する許容限界 

(1) 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

構造部材の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界は，原子力発電所屋外重要土

木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，2005 年）（以下「土木学

会マニュアル」という。）に基づき，限界層間変形角（層間変形角 1/100））とす

る。 

土木学会マニュアルでは，曲げ・軸力系の破壊に対する限界状態は，コンクリ

ートの圧縮縁のかぶりが剥落しないこととされており，層間変形角 1/100 又は圧

縮縁コンクリートひずみ 1.0％の状態は，かぶりコンクリートが剥落する前の状態

であることが，屋外重要土木構造物を模したラーメン構造の破壊実験及び数値シ

ミュレーション等の結果より確認されている。この状態を限界値とすることで構

造全体としての安定性が確保できるとして設定されたものである。 

１号機取水槽北側壁の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界を表 7－4 に示す。 

 

表 7－4 取水槽北側壁の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

要求機能 許容限界 

構造強度を有すること 限界層間変形角 1/100 

 

(2) せん断破壊に対する許容限界 

構造部材のせん断破壊に対する許容限界は，PHb 工法を用いる構造部材につい

て，PHb によりせん断補強された部材のせん断耐力式を用いる。 

  



 

36 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
1
0-
2-

6 
R0
 

PHb によりせん断補強された部材のせん断耐力式 

１号機取水槽北側壁において後施工せん断補強（ポストヘッドバー（PHb））を

配置した構造部材のせん断耐力については，「建設技術審査証明報告書 技術名称 

後施工プレート定着型せん断補強鉄筋「Post－Head－bar」，一般財団法人土木研

究センタ一」（以下「建設技術証明書」という。）に示されている以下の設計式

により求める。 

 

V𝑝𝑦𝑑 = 𝑉𝑐𝑑 + V𝑠𝑑 + V𝑝ℎ𝑏 

V𝑝ℎ𝑏 = 𝛽aw ∙ Vawd = 𝛽aw・{Aaw ∙ 𝑓𝑎𝑤𝑦𝑑(𝑠𝑖𝑛 𝛼𝑎𝑤 + 𝑐𝑜𝑠 𝛼𝑎𝑤) Saw⁄ }・z∕𝛾𝑏 

𝛽aw = 1 − 𝐼𝑦 {2 ∙ (𝑑 − 𝑑`)}  ただし，𝛽aw ≤ 0.9 

 

ここで， 

V𝑐𝑑 ：せん断補強鋼材を用いない RC 部材の単位長さあたりのせん断耐力 

V𝑠𝑑 ：既存のせん断補強鋼材により受け持たれる壁部材の単位幅あたりのせん

断耐力 

𝑉𝑝ℎ𝑏 ：PHb により受け持たれる RC 部材の単位長さあたりのせん断耐力 

V𝑎𝑤𝑑 ：PHb を通常のスターラップと見なして求められる単位長さあたりのせん     

断耐力 

𝛽𝑎𝑤 ：PHb のせん断耐力の向上への有効性を示す係数 

A𝑎𝑤 ：単位長さ当たりの区間Sawにおける PHb の総断面積 

f𝑎𝑤𝑦𝑑 ：PHb の設計降伏強度で 400N/mm2以下とする。 

αaw ：PHb が部材軸となす角度 

S𝑎𝑤 ：PHb の配置間隔 

𝑧  ：圧縮応力の合力の作用位置から引張鋼材図心までの距離で一般にd∕1.15

としてよい。 

𝛾b ：部材係数（一般に 1.10 としてよい） 

I𝑦 ：PHb の埋込側に必要な定着長 

d-d' ：補強対象部材の圧縮鉄筋と引張鉄筋の間隔（d-d'≧I𝑦） 
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PHb が負担するせん断耐力は，先端型定着体の定着長が 3.5D～5.5D であること

から，通常のせん断鉄筋に比べ補強効率が低下する。PHb が負担するせん断耐力は

同定着長と補強対象部材の主鉄筋間隔から算出される有効率βａｗを通常のせん断

補強鉄筋の負担分に乗じることにより考慮されている。図 7－8 に有効率算定にお

ける概念図を示す。 

 

 

 

図 7－8 ポストヘッドバー（PHb）の有効率算定の概念図 
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7.5.2 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

(1) 基礎地盤 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に

係る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

基礎地盤の支持性能に対する許容限界を表 7－5 に示す。 

 

表 7－5 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

評価項目 基礎地盤 
許容限界 

（N/mm2） 

極限支持力度 ＣＭ級 9.8 
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7.6 評価方法 

１号機取水槽北側壁の耐震評価は，地震応答解析により算定した照査用応答値が，

「7.6 許容限界」に示す許容限界以下であることを確認する。 

 

7.6.1 構造部材の健全性評価 

構造部材の曲げ・軸力系及びせん断破壊に対する照査に対して，地震応答解析

により算定した照査用層間変形角及び照査用せん断力が許容限界以下であること

を確認する。 

曲げ・軸力系の破壊に対して照査値が最大となる地震動及び解析ケースでの層

間変形角の時刻歴波形を図 7－9 に，せん断破壊に対する照査値最大時の断面力図

を図 7－10 に示す。 

 

 

図 7－9 曲げ・軸力系の破壊に対する照査における層間変形角の時刻歴波形 

（Ａ－Ａ断面，解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（＋＋））  
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数値：評価位置における断面力 

(a)曲げモーメント（kN・m） 

 

 

数値：評価位置における断面力 

(b)軸力（kN）（＋：引張，－：圧縮） 

 

 

数値：評価位置における断面力 

(c)せん断力（kN） 

図 7－10 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力図 

（Ａ－Ａ断面，解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（－－），t＝23.67s） 
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7.6.2 基礎地盤の支持性能評価 

基礎地盤の支持性能評価においては基礎地盤に発生する接地圧が許容限界以下

であることを確認する。 
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8. 耐震評価結果 

8.1 構造部材の健全性に対する評価結果 

構造部材の曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値を表 8－1 に，せん断破壊に対す

る各評価位置での最大照査値を表 8－2 に示す。 

１号機取水槽北側壁の照査用層間変形角及び照査用せん断力が許容限界以下である

ことを確認した。 

 

表 8－1 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

解析 

ケース 
地震動 

照査用 

層間変形角＊ 

Rd 

限界 

層間変形角 

Ru 

照査値 

Rd/Ru 

① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
1.01×10-4 1.00×10-2 0.02 

注記＊：照査用層間変形角Ｒｄ＝最大層間変形角Ｒ×構造解析係数γａ 

 

表 8－2 せん断破壊に対する最大照査値（北側壁） 

評価位置＊1 
解析 

ケース 
地震動 

照査用 

せん断力＊2 

Ｖｄ(kN) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN) 

照査値 

Ｖｄ/Ｖｙｄ 

北側壁 １ ① 
Ｓｓ－Ｄ 

（－－） 
500 730 0.69 

注記＊1：評価位置は図 8－1 に示す。 

＊2：照査用せん断力Ｖｄ＝発生せん断力Ｖ×構造解析係数γａ 
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Ａ－Ａ断面 

図 8－1 評価位置 
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8.2 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

基礎地盤の支持性能に対する照査結果を表 8－3 に示す。 

 

表 8－3 基礎地盤の支持性能に対する照査結果 

解析 

ケース 
地震動 

最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｕ 

① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
1.98 9.8 0.21 
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Ⅵ-2-10-2-7 屋外排水路逆止弁の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度に基づき，浸

水防護施設のうち屋外排水路逆止弁が設計用地震力に対して，主要な構造部材が十分な

構造健全性を有することを確認するものである。 

屋外排水路逆止弁は，浸水防護施設としてＳクラス施設に分類される。以下，浸水防

護施設としての構造強度評価を示す。また，屋外排水路逆止弁が設置される集水桝は耐

震重要度分類Ｓクラスの間接支持構造物としての機能が要求されることから，基準地震

動Ｓｓに対して，構成する部材がおおむね弾性範囲にとどまることを確認するため，地

震応答解析に基づく構造部材の健全性評価及び支持性能評価を行う。 
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2. 一般事項 

2.1 配置概要 

屋外排水路逆止弁の設置位置及び屋外排水路逆止弁⑦，⑧-2 の構造概要図を図 2－1

に示す。以降，Ⅵ-2-10-2-2-2「防波壁（逆 T 擁壁）の地震応答計算書」の地震応答解

析結果に基づき評価する逆止弁のうち，敷地側と海側の代表として屋外排水路逆止弁

⑦，⑧-2 を対象とする。 

 

 

図 2－1(1) 屋外排水路逆止弁の設置位置図 
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図 2－1(2) 屋外排水路逆止弁⑦の構造概要図 
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図 2－1(3) 屋外排水路逆止弁⑧-2 の構造概要図 
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2.2 構造計画 

屋外排水路逆止弁の構造は，鋼製の扉体部（スキンプレート，吊り金具及び吊りピ

ン），固定部（吊り金具，吊りピン，戸当り，集水桝（戸当り部コンクリート）及び

アンカーボルト）及びそれらを接続する吊り手で構成される。アンカーボルトで鉄筋

コンクリート造の集水桝に固定し，屋外排水路を経路とした津波の流入を防止する。 

屋外排水路逆止弁の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1(1) 構造計画（屋外排水路逆止弁⑦） 

計画の概要 
説明図 

基礎・支持構造 主体構造 

スキンプレート

を吊り手，吊り

ピン，吊り金具

及びアンカーボ

ルトを介して集

水桝に固定す

る。 

スキンプレート

により構成す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        側面図 

 

  

スキンプレート 

吊りピン 

吊りピン 

アンカーボルト 

戸当り 

集水桝 

(戸当り部コンクリート) 

スキンプレート 

吊り手 

吊り金具（固定部側） 

吊り金具（扉体部側） 

戸当り 

（単位:mm） 
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表 2－1(2) 構造計画（屋外排水路逆止弁⑧-2） 

計画の概要 
説明図 

基礎・支持構造 主体構造 

スキンプレート

を吊り手，吊り

ピン，吊り金具

及びアンカーボ

ルトを介して集

水桝に固定す

る。 

スキンプレート

により構成す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        側面図 

 

 

 

 

 

 

 

（単位:mm） 

スキンプレート 

吊り手 

吊り金具（固定部側） 

吊り金具（扉体部側） 

戸当り 

スキンプレート 

吊りピン 

吊りピン 

アンカーボルト 

戸当り 

集水桝 

(戸当り部コンクリート) 
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2.3 評価方針 

屋外排水路逆止弁の耐震評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷

重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 構造計画」に示す屋外排水路逆

止弁の構造を踏まえ，「3．評価対象部位」にて設定する評価部位において，「4．固

有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収ま

ることを，「5．構造強度評価」に示す方法で確認することで実施する。応力評価の確

認結果を「6．評価結果」に示す。 

屋外排水路逆止弁の耐震評価フローを図 2－2 に示す。 

  

 

 

 

 

 

図 2－2 屋外排水路逆止弁の耐震評価フロー 

評価式による計算 

・応力の計算 

設計震度の設定＊２  

評価対象部位の設定 

屋外排水路逆止弁の設計 基準地震動 Ss 

入力地震動の設定 

地震応答計算書＊１  

荷重及び荷重の組

合せの設定 

屋外排水路逆

止弁の固有周

期の設定 

Ⅵ-2-10-2-2-2「防波壁（逆 T 擁壁）の地震応答計算書 

評価対象部位の応力評価 

注記 ＊1：地震応答解析は，Ⅵ-2-10-2-2-2「防波壁（逆Ｔ擁壁）の地震応答計算書」

の結果を用いる。 

＊2：地震応答解析にて算出された固有周期に基づき設計用震度を設定する。 

固有値解析 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１

・補－1984（日本電気協会） 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987 （日本電気協会） 

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（日本電気

協会） 

(4) 日本工業規格ＪＩＳ Ｇ４０５３－2008 機械構造用合金鋼鋼材 

(5) ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説編・設備計画マニュアル編）（ダム・堰

施設技術協会，2016 年） 

(6) コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002 年制定） 

(7) 構造力学公式集（土木学会，1988 年） 

(8) 各種合成構造設計指針・同解説（日本建築学会，2010 年） 

(9) 機械工学便覧 基礎編（日本機械学会，1987 年） 
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2.5 記号の説明 

屋外排水路逆止弁の固有周期の計算に用いる記号を表 2－2 に，応力評価に用いる記

号を表 2－3 にそれぞれ示す。 

 

表 2－2 屋外排水路逆止弁の固有周期の計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｔ s 固有周期 

ｆ Hz 一次固有振動数 

L1 mm 梁の長さ（扉体の直径） 

Ｅ N/mm2 ヤング係数 

Ｉ mm4 屋外排水路逆止弁の断面二次モーメント 

ｍ kg/mm 扉体部の単位長さ当り質量 

g mm/s2 重力加速度 

L2 mm 振り子の長さ（回転支点から扉体重心までの距離） 
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表 2－3(1) 屋外排水路逆止弁の応力評価に用いる記号（1/2） 

記号 単位 定義 

σmax N/mm2 スキンプレートの最大応力度 

Ｋｈ － 水平方向の設計震度 

Ｐ N/mm2 地震時作用単位荷重 

Ｄ mm スキンプレートの受水径 

ｔ mm スキンプレートの板厚 

Ｗｇ1 N 扉体自重 

σAx N/mm2 吊り金具の水平震度による曲げ応力度（断面Ａ水平方向） 

Ｗkh1 N 扉体自重の水平震度による地震時慣性力 

ａ1 mm ピン穴中心間の距離 

ａ2 mm 固定部吊り金具のピン穴中心から戸当りまでの距離 

ＺAx mm3 断面係数 

τAx N/mm2 吊り金具の水平震度によるせん断応力度（断面Ａ水平方向） 

ＡA mm2 断面Ａの断面積 

σxmax N/mm2 
吊り金具の曲げ応力とせん断応力の合成応力度 
（断面Ａ水平方向） 

σAy N/mm2 吊り金具の鉛直震度による曲げ応力度（断面Ａ鉛直方向） 

Ｗkv1 N 扉体自重の鉛直震度による地震時慣性力 

ＺAy mm3 断面係数 

Ｋｖ － 鉛直方向の設計震度 

τAy N/mm2 吊り金具の鉛直震度によるせん断応力度（断面Ａ鉛直方向） 

σymax N/mm2 
吊り金具の曲げ応力とせん断応力の合成応力度 
（断面Ａ鉛直方向） 

τB N/mm2 吊り金具の同時加振によるせん断応力度（断面Ｂ） 

Ｗk1 N 扉体自重の同時加振による地震時慣性力 

ＡB mm2 断面Ｂの断面積 

σC1 N/mm2 吊り手の水平震度による曲げ応力度（断面Ｃ水平方向） 

ＺC mm3 断面係数 

σC2 N/mm2 吊り手の鉛直震度による引張応力度（断面Ｃ鉛直方向） 

ＡC mm2 断面Ｃの断面積 

σCmax N/mm2 吊り手の曲げ応力と引張応力の合成応力度（断面Ｃ） 

τD N/mm2 吊り手の同時加振によるせん断応力度（断面Ｄ） 

ＡD mm2 断面Ｄの断面積 
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表 2－3(2) 屋外排水路逆止弁の応力評価に用いる記号（2/2） 

記号 単位 定義 

σE N/mm2 吊りピンの同時加振による曲げ応力度（断面Ｅ水平方向） 

ａ3 mm 吊りピンの支点間距離 

ＺE mm3 断面係数 

τF N/mm2 吊りピンの同時加振によるせん断応力度（断面Ｆ） 

ＡF mm2 断面Ｆの断面積 

σ N/mm2 戸当りの支圧応力度 

Ｐ1 N 戸当りへ作用する荷重 

ｂw mm 戸当りの幅 

σc N/mm2 コンクリートの支圧応力度 

ｂf mm コンクリート支圧幅 

τc N/mm2 コンクリートのせん断応力度 

Ｌ1 mm 有効径内径より戸当りアンカー板端面までの距離 

Ｆ1 N アンカーボルト 1 本当りに作用する引抜き力 

Ｗk1’ N 扉体に作用する地震時慣性力による引抜き力又はせん断力 

Ｗk2’ N 戸当りに作用する地震時慣性力による引抜き力又はせん断力 

ｎ1 本 引抜き力を受け持つアンカーボルトの本数 

Ｗkh2 N 戸当り自重の水平震度による地震時慣性力 

Ｗkv2 N 戸当り自重の鉛直震度による地震時慣性力 

Ｗｇ2 N 戸当り自重 

Ｓ1 N アンカーボルト 1 本当りに作用するせん断力 

ｎ2 本 せん断力を受け持つアンカーボルトの本数 
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3. 評価対象部位 

屋外排水路逆止弁⑦,⑧-2 は，鋼製の扉体部（スキンプレート，吊り金具及び吊り

ピン），固定部（吊り金具，吊りピン，戸当り，集水桝（戸当り部コンクリート）及

びアンカーボルト）及びそれらを接続する吊り手で構成されることから，屋外排水路

逆止弁⑦,⑧-2 の耐震評価においては，スキンプレート，吊り金具，吊り手，吊りピ

ン，戸当り，集水桝（戸当り部コンクリート）及びアンカーボルトを選定する。 

屋外排水路逆止弁の評価対象部位を図 3－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 屋外排水路逆止弁の評価対象部位（⑦，⑧-2） 

 

  

吊り金具（固定部側） 吊り手 

吊り金具（扉体部側） 

戸当り 

スキンプレート 

アンカーボルト 

吊りピン 

吊りピン 

スキンプレート 戸当り 

集水桝 

（戸当り部コンクリート） 
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4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

屋外排水路逆止弁は扉体部及び固定部で構成されるため，固有周期の計算に用いる

解析モデルは扉体部及び固定部をモデル化する。固定部のモデル化については，地震

力が屋外排水路逆止弁の閉方向に作用する場合（以下「閉門時」という。）には扉体

部は戸当りと密着した状態となることから戸当りを支点とする両端支持梁でモデル化

し，地震力が屋外排水路逆止弁の開方向に作用する場合（以下「開門時」という。）

には屋外排水路逆止弁がヒンジを中心に縦断方向（水位方向）に振動することから，

振り子振動としてモデル化する。なお，横断方向（水平方向）及び鉛直方向について

は振動が生じる構造ではないことから，集水桝と一体の剛体として評価する。 

閉門時及び開門時における固有周期の計算を以下で実施する。 

 

4.1.1 閉門時 

(1) 解析モデル（閉門時） 

屋外排水路逆止弁の扉体部を両端支持梁としてモデル化する。 

 

(2) 固有周期の計算（閉門時） 

固有周期の計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

両端支持梁の一次固有振動数ｆ及び固有周期Ｔは次のとおり与えられる。 

 

T =
1

ｆ
 

f =
π2

2π𝐿1
2
√E・I

m
 

 

Ｔ   ：固有周期（s） 

ｆ  ：一次固有振動数（Hz） 

L1    ：梁の長さ（扉体の直径）（mm） 

Ｅ    ：ヤング係数（N/mm2） 

Ｉ  ：屋外排水路逆止弁の断面二次モーメント（mm4） 

ｍ  ：扉体部の単位長さ当り質量（kg/mm） 
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4.1.2 開門時 

(1) 解析モデル（開門時） 

扉体がヒンジ部を回転中心とした振り子と考えてモデル化する。解析モデル図

を図 4－1 に示す。 

 

図 4－1 解析モデル図（開門時） 

 

(2) 固有周期の計算（開門時） 

固有周期の計算に用いる寸法は，公称値を使用する。開門時の固有周期は次式

により計算する。 

 

T =
1

ｆ
 

f =
1

2π
√
g

𝐿2
 

 

Ｔ   ：固有周期（s） 

ｆ  ：一次固有振動数（Hz） 

g      ：重力加速度（mm/s2） 

L2    ：振り子の長さ（回転支点から扉体重心までの距離）（mm） 

 

  

扉体重心位置 

回転支点 
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4.2 固有周期の計算条件 

4.2.1 閉門時 

屋外排水路逆止弁の閉門時における固有周期の計算に必要な諸元を表 4－1 に示

す。 

表 4－1 固有周期の計算に必要な諸元（閉門時） 

設備名称 

ヤング係数 

Ｅ 

（N/mm2） 

断面二次モーメント 

Ｉ 

（mm4） 

扉体部の単位長さ当り質量 

ｍ 

（kg/mm） 

梁の長さ 

(扉体の径) 

L1 

（mm） 

屋外排水路逆止弁 

（⑦） 
1.93×105 

6.92×105 0.17 780 

屋外排水路逆止弁 

（⑧-2） 
1.15×106 0.21 880 
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4.2.2 開門時 

屋外排水路逆止弁の開門時におけるの固有周期の計算に必要な諸元を表 4－2 に

示す。 

 

表 4－2 固有周期の計算に必要な諸元（開門時） 

設備名称 

振り子の長さ 

L2 

（mm） 

重力加速度 

ɡ 

（mm/s2） 

屋外排水路逆止弁 

（⑦） 
454 

9806.65 
屋外排水路逆止弁 

（⑧-2） 
505 
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4.3 固有周期の計算結果 

4.3.1 閉門時 

屋外排水路逆止弁の閉門時における固有周期の計算結果を表 4－3 に示す。固有

周期は，0.05s 以下であることから，剛構造である。 

 

表 4－3 固有周期の計算結果（閉門時） 

設備名称 

固有振動数 

ｆ 

（Hz） 

固有周期 

Ｔ 

（s） 

屋外排水路逆止弁 

（⑦） 
72.05 0.014 

屋外排水路逆止弁 

（⑧-2） 
66.10 0.015 
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4.3.2 開門時 

屋外排水路逆止弁の開門時における固有周期の計算結果を表 4－4 に示す。固有

周期が，0.05s を超えたことから，開門時における屋外排水路逆止弁の耐震評価に

用いる設計震度のうち水平方向については固有周期の計算結果を踏まえて設定す

る。 

 

表 4－4 固有周期の計算結果（開門時） 

設備名称 

固有振動数 

ｆ 

（Hz） 

固有周期 

Ｔ 

（s） 

屋外排水路逆止弁 

（⑦） 
0.74 1.35 

屋外排水路逆止弁 

（⑧-2） 
0.70 1.43 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

屋外排水路逆止弁の耐震評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定してい

る荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，「3. 評価対象部位」にて設定

する評価対象部位に作用する応力等が「5.3 許容限界」にて示す許容限界以下である

ことを確認する。 

 

5.2 荷重及び荷重の組合せ 

5.2.1 荷重の設定 

屋外排水路逆止弁の耐震評価において考慮する荷重を以下に示す。 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，扉体自重を考慮する。 

(2) 地震荷重（Ｓs） 

地震荷重として，基準地震動Ｓs による地震力を考慮する。 

 

5.2.2 荷重の組合せ 

屋外排水路逆止弁は，構内排水路の集水桝に設置されるため，その構造及び設

置位置から風荷重及び積雪荷重の影響は考慮しない。 

荷重の組合せを表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時 Ｇ＋ＳＳ 

Ｇ  ：固定荷重 

Ｓｓ：地震荷重 
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5.3 許容限界 

屋外排水路逆止弁の各評価対象部位の許容限界は，評価対象部位毎に「ダム・堰施

設技術基準（案）（基準解説編・設備計画マニュアル編）（ダム・堰施設技術協会 

平成 28 年 3 月）」に規定される短期許容応力度を用いる。アンカーボルトの耐力は

「各種合成構造設計指針・同解説（日本建築学会 2010 年）」に基づき設定した耐力

を用いる。 

屋外排水路逆止弁の許容限界を表 5－2 に示す。 

なお，地震後の再使用性を想定し，当該構造物全体の変形能力に対して浸水防護機

能として十分な余裕を有するよう，評価対象部位が弾性域内に収まることを基本とす

る。 

 

表 5－2(1) 屋外排水路逆止弁の許容限界 

評価対象部位 材質 

短期許容応力度（N/mm2） 

曲げ 

σ ab
＊ 

引張 

σ at
＊ 

せん断 

τ a
＊ 

支圧 

σ as
＊ 

扉体部 

スキンプレート SUS316L 135 - - - 

吊り金具 SUS316L 135 - 75 - 

吊り手 SUS316L 135 135 75 - 

吊りピン SUS316L 135 - 75 - 

固定部 

戸当り SUS316L - - - 202.5 

集水桝（戸当り部

コンクリート） 
ｺﾝｸﾘｰﾄ - - 0.6 8.8 

 

表 5－2(2) 屋外排水路逆止弁の許容限界 

評価対象部位 材質 
引張耐力＊ 

（N/本） 

せん断耐力＊ 

（N/本） 

固定部  

アンカーボルト  

（屋外排水路逆止弁⑦） 

SUS316L 

（M16） 
24800 15300 

アンカーボルト  

（屋外排水路逆止弁⑧-2） 

SUS316L 

（M16） 
26300 18300 

  

注記 ＊：σ ab：短期許容曲げ応力度，σ at：短期許容引張応力度，τ a：短期許容せ

ん断応力度，σ as：短期許容支圧応力度を示す。    

注記 ＊：「各種合成構造設計指針・同解説（日本建築学会 2010 年）」に基づき，引張耐力及びせ

ん断耐力とする。 
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5.4 設計用地震力 

「4．固有周期」に示したとおり，閉門時において屋外排水路逆止弁は剛構造として

考慮し，屋外排水路逆止弁の設計震度は，Ⅵ-2-10-2-2-2「防波壁（逆 T 擁壁）の地震

応答計算書」の結果に基づき設定する。 

屋外排水路逆止弁⑦，⑧-2 の評価対象断面は，集水桝が設置されている断面と同じ

投影位置の関係にある荷揚護岸北側部（図 5－1 中の①－①断面）を選定する。 

当該エリアの屋外排水路逆止弁の評価対象断面位置を図 5－1 に，評価対象断面の地

震応答解析モデル図を図 5－2 に示す。 
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図 5－1 屋外排水路逆止弁⑦，⑧-２の評価対象断面位置図 

 

 

図 5－2 防波壁（逆Ｔ擁壁）の地震応答解析モデル図 

（荷揚護岸北側部（①－①断面）） 

  

7 8-1

9

8-2

EL(m) 
EL 15.0m 

EL 8.5m EL 8.5m 
EL 6.0m 

EL 0.58m 

EL(m) 
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屋外排水路逆止弁の閉門時の評価に用いる設計震度を表 5－3 に，開門時の評価に

用いる設計用地震力を表 5－4 に示す。 

開門時においては屋外排水路逆止弁の固有周期が 0.05s を超えたことから，屋外

排水路逆止弁の開門時の設計震度は，Ⅵ-2-10-2-2-2「防波壁（逆 T 擁壁）の地震応

答計算書」の結果を踏まえ作成した防波壁（逆 T 擁壁）の設備評価用床応答曲線を

踏まえ固有周期を考慮し設定する。 
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表 5－3 設計用地震力（閉門時） 

設備名称 地震動 
設置場所及び 
床面高さ(m) 

地震による 
設計震度 

屋外排水路逆止弁 

⑦ 

基準地震動 
Ｓs 

集水桝 

EL 6.21 m 

(屋外排水路底面高さ) 

水平方向 

Ｋｈ 
0.91 

鉛直方向 

Ｋｖ 
0.85 

屋外排水路逆止弁 

⑧-2 

集水桝 

EL 5.54 m 

(屋外排水路底面高さ) 

水平方向 

Ｋｈ 
0.91 

鉛直方向 

Ｋｖ 
0.85 

 

表 5－4 設計用地震力（開門時） 

設備名称 地震動 
設置場所及び 
床面高さ(m) 

地震による 
設計震度 

屋外排水路逆止弁 

⑦ 

基準地震動 
Ｓs 

集水桝 

EL 6.21 m 

(屋外排水路底面高さ) 

水平方向 

Ｋｈ 
1.24 

鉛直方向 

Ｋｖ 
0.85 

屋外排水路逆止弁 

⑧-2 

集水桝 

EL 5.54 m 

(屋外排水路底面高さ) 

水平方向 

Ｋｈ 
1.16 

鉛直方向 

Ｋｖ 
0.85 

 

「閉門時」及び「開門時」にて設定した設計震度から，水平方向については，よ

り震度の大きくなった「開門時」における設計震度を応力評価に考慮し，鉛直方向

については「開門時」における設計震度を応力評価に考慮する。 
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5.5 計算方法 

各評価対象部位に加わる応力等の算出式を以下にまとめる。 

5.5.1 スキンプレート 

スキンプレートの曲げ応力は円盤周辺単純支持等分布荷重による最大曲げ応力

を考える。 

スキンプレートのモデル図を図 5－3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－3 スキンプレートのモデル図 

 

スキンプレートの最大応力度算定式を以下に示す。 

    σ
max

=Ｋｈ ∙

Ｐ ∙ (
Ｄ
2 )

2

ｔ
2  

     Ｐ =
Ｗ

g1
∙Ｋｈ

π･ (
Ｄ
2 )

2  

 

σmax  ：スキンプレートの最大応力度（N/mm2） 

Ｋｈ ：水平方向の設計震度 

Ｐ    ：地震時作用単位荷重（N/mm2） 

Ｄ   ：スキンプレートの受水径（mm） 

ｔ      ：スキンプレートの板厚（mm） 

Ｗｇ1 ：扉体自重（N） 

  

円板

周辺単純支持

等分布荷重

ｔ

Ｄ

外板スキンプレート 
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5.5.2 吊り金具（扉体部，固定部） 

吊り金具（扉体部，固定部）のモデル図を図 5－4 に示す。 

 

 

図 5－4 吊り金具（扉体部，固定部）のモデル図 

 

吊り金具の最大応力度算定式を以下に示す。 

（断面Ａ） 

曲げ応力度（水平方向） 

   σ
Ax
=

Ｗ
kh1

・（ａ
1
＋ａ

2
）

2・Ｚ
Ax

 

   Ｗ
Kh1

=Ｗ
g1
･Ｋｈ 

 

σAx   ：吊り金具の水平震度による曲げ応力度（断面Ａ水平方向）（N/mm2） 

Ｗkh1 ：扉体自重の水平震度による地震時慣性力（N） 

ａ1   ：ピン穴中心間の距離（mm） 

ａ2   ：固定部吊り金具のピン穴中心から戸当りまでの距離（mm） 

ＺAx  ：断面係数（mm3） 

Ｗｇ1 ：扉体自重（N） 

Ｋｈ ：水平方向の設計震度 

 

 

 

 

 

（正面図） （側面図） 

断面A 
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せん断応力度（水平方向） 

 τ
Ax
=

Ｗ
kh1

2・Ａ
A

 

 

τAx   ：吊り金具の水平震度によるせん断応力度（断面Ａ水平方向）（N/mm2） 

Ｗkh1 ：扉体自重の水平震度による地震時慣性力（N） 

ＡA   ：断面Ａの断面積（mm2） 

 

曲げ応力とせん断応力の合成応力度（水平方向） 

 σ
xmax

= √σ
Ax

2
+ 3 ×τ

Ax

2
 

 

σxmax  ：吊り金具の曲げ応力とせん断応力の合成応力度（断面Ａ水平方向） 

（N/mm2） 

σAx   ：吊り金具の水平震度による曲げ応力度（断面Ａ水平方向）（N/mm2） 

τAx   ：吊り金具の水平震度によるせん断応力度（断面Ａ水平方向）（N/mm2） 

 

曲げ応力度（鉛直方向） 

 σ
Ay

=
（Ｗ

kv1
＋Ｗ

g1
）・ａ

2

2・Ｚ
Ay

 

 Ｗ
Kv1

= Ｗ
g1
･Ｋｖ 

 

σAy   ：吊り金具の鉛直震度による曲げ応力度（断面Ａ鉛直方向）（N/mm2） 

Ｗkv1 ：扉体自重の鉛直震度による地震時慣性力（N） 

Ｗｇ1 ：扉体自重（N） 

ａ2   ：固定部吊り金具のピン穴中心から戸当りまでの距離（mm） 

ＺAｙ   ：断面係数（mm3） 

Ｋｖ ：鉛直方向の設計震度 
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せん断応力度（鉛直方向） 

 τ
Ay

=
Ｗ

kv1
＋Ｗ

g1

2・Ａ
A

 

 

τAy   ：吊り金具の鉛直震度によるせん断応力度（断面Ａ鉛直方向）（N/mm2） 

Ｗkv1 ：扉体自重の鉛直震度による地震時慣性力（N） 

Ｗｇ1 ：扉体自重（N） 

ＡA   ：断面Ａの断面積（mm2） 

 

 

曲げ応力とせん断応力の合成応力度（鉛直方向） 

 σ
ymax

= √σ
Ay

2
+ 3 ×τ

Ay

2
 

 

σymax ：吊り金具の曲げ応力とせん断応力の合成応力度（断面Ａ鉛直方向）

（N/mm2） 

σAy   ：吊り金具の鉛直震度による曲げ応力度（断面Ａ鉛直方向）（N/mm2） 

τAy   ：吊り金具の鉛直震度によるせん断応力度（断面Ａ鉛直方向）（N/mm2） 

 

（断面Ｂ） 

せん断応力度 

 τ
B
=

Ｗ
k1
＋Ｗ

g1

4・Ａ
B

 

 Ｗ
k1
= √Ｗ

Kh1

2
+Ｗ

kv1

2
 

 

τB    ：吊り金具の同時加震によるせん断応力度（断面Ｂ）（N/mm2） 

Ｗk1  ：扉体自重の同時加震による地震時慣性力（N） 

Ｗｇ1 ：扉体自重（N） 

ＡB   ：断面Ｂの断面積（mm2） 

Ｗkh1 ：扉体自重の水平震度による地震時慣性力（N） 

Ｗkv1 ：扉体自重の鉛直震度による地震時慣性力（N） 
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5.5.3 吊り手 

吊り手のモデル図を図 5－5 に示す。 

 

 

図 5－5 吊り手のモデル図 

 

吊り手の最大応力度算定式を以下に示す。 

（断面Ｃ） 

曲げ応力度（水平方向） 

 σ
C1
=

Ｗ
kh1

・ａ
1

2・Ｚ
C

 

 

σC1   ：吊り手の水平震度による曲げ応力度（断面Ｃ水平方向）（N/mm2） 

Ｗkh1 ：扉体自重の水平震度による地震時慣性力（N） 

ａ1   ：ピン穴中心間の距離（mm） 

ＺC   ：断面係数（mm3） 

 

 

 

 

 

（正面図） （側面図） 
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引張応力度（鉛直方向） 

 σ
C2
=

Ｗ
kv1

・Ｗ
g1

2・Ａ
C

 

 

σC2   ：吊り手の鉛直震度による引張応力度（断面Ｃ鉛直方向）（N/mm2） 

Ｗkv1 ：扉体自重の鉛直震度による地震時慣性力（N） 

Ｗg1 ：扉体自重（N） 

ＡC   ：断面Ｃの断面積（mm2） 

 

曲げ応力と引張応力の合成応力度 

 σ
Cmax

=σ
C1
＋σ

C2
 

 

σCmax  ：吊り手の曲げ応力と引張応力の合成応力度（断面Ｃ）（N/mm2） 

σC1   ：吊り手の水平震度による曲げ応力度（断面Ｃ水平方向）（N/mm2） 

σC2   ：吊り手の鉛直震度による引張応力度（断面Ｃ鉛直方向）（N/mm2） 

 

（断面Ｄ） 

せん断応力度 

 τ
D
=

Ｗ
k1
＋Ｗ

g1

2・Ａ
D

 

 

τD    ：吊り手の同時加震によるせん断応力度（断面Ｄ）（N/mm2） 

Ｗk1  ：扉体自重の同時加震による地震時慣性力（N） 

Ｗg1  ：扉体自重（N） 

ＡD   ：断面Ｄの断面積（mm2） 
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5.5.4 吊りピン 

吊りピンのモデル図を図 5－6 に示す。 

 

図 5－6 吊りピンのモデル図 

 

吊ピンの最大応力度算定式を以下に示す。 

（断面Ｅ） 

曲げ応力度（水平方向） 

 σ
E
=
1

2
・

（Ｗ
k1
＋Ｗ

g1
）・ａ

3

4・Ｚ
E

 

 

σE    ：吊りピンの同時加震による曲げ応力度（断面Ｅ水平方向）（N/mm2） 

Ｗk1  ：扉体自重の同時加震による地震時慣性力（N） 

Ｗg1 ：扉体自重（N） 

ａ3   ：吊りピンの支点間距離（mm） 

ＺE   ：断面係数（mm3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（正面図） （側面図） 

50mm 

40mm 
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（断面Ｆ） 

せん断応力度 

 τ
F
=

Ｗ
k1
＋Ｗ

g1

4・Ａ
F

 

 

τF    ：吊りピンの同時加震によるせん断応力度（断面Ｆ）（N/mm2） 

Ｗk1  ：扉体自重の同時加震による地震時慣性力（N） 

Ｗｇ1 ：扉体自重（N） 

ＡF   ：断面Ｆの断面積（mm2） 
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5.5.5 戸当り 

戸当りは，等分布荷重を受ける支圧材として，発生する支圧応力度が許容限界

以下であることを確認する。 

戸当りのモデル図を図 5－7 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－7 戸当りのモデル図 

 

戸当りの最大応力度算定式を以下に示す。 

σ＝
Ｐ

1

bw・Ｄ・π
 

 Ｐ
1
=Ｗ

g1
･Ｋｈ 

 

σ    ：戸当りの支圧応力度（N/mm2） 

Ｐ1     ：戸当りへ作用する荷重（N） 

ｂw    ：戸当りの幅（mm） 

Ｄ     ：スキンプレートの受圧径（mm） 

Ｗｇ1    ：扉体自重（N） 

Ｋｈ   ：鉛直方向の設計震度  

   

戸当り 

集水桝 

(戸当り部 

コンクリート) 

ｂw 
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5.5.6 集水桝（戸当り部コンクリート） 

戸当り部コンクリートは，コンクリートに加わる圧力を戸当り全周で支持する

ものとして，コンクリートに発生する支圧応力度及びせん断応力度が許容限界以

下であることを確認する。 

戸当り部コンクリートのモデル図を図 5－8 に示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－8 集水桝（戸当り部コンクリート）のモデル図 

 

集水桝（戸当り部コンクリート）の最大応力度算定式を以下に示す。 

σc＝
Ｐ

1

bf・Ｄ・π
 

τc＝
Ｐ

1

2・Ｌ
1
・Ｄ・π

 

 

σc    ：コンクリートの支圧応力度（N/mm2） 

Ｐ1    ：戸当りへ作用する荷重（N） 

ｂf    ：コンクリート支圧幅（mm） 

Ｄ    ：スキンプレートの受圧径（mm） 

τc    ：コンクリートのせん断応力度（N/mm2） 

Ｌ1    ：有効径内径より戸当りアンカー板端面までの距離（mm） 

 

  

45° ｺﾝｸﾘｰﾄ 45°
　受圧幅

φ 800 (有効径)

 

戸当り 

集水桝（戸当り部 

コンクリート） 
コンクリート 

支圧幅 
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5.5.7 アンカーボルト 

アンカーボルトの応力算定式を以下に示す。 

 

アンカーボルトに作用する引抜き力 

 Ｆ
1
=

Ｗ
k1
′＋Ｗ

k2
′

ｎ
1

 

 Ｗ
k1
′ = √Ｗ

kh1

2
+（Ｗ

Kv1
＋Ｗ

g1
）

2
 

 Ｗ
k2
′ = √Ｗ

kh2

2
+（Ｗ

Kv2
＋Ｗ

g2
）

2
 

 

Ｆ1     ：アンカーボルト 1 本当りに作用する引抜き力（N） 

Ｗk1’   ：扉体に作用する地震時慣性力による引抜き力（N） 

Ｗk2’  ：戸当りに作用する地震時慣性力による引抜き力（N） 

ｎ1    ：引抜き力を受け持つアンカーボルトの本数（本） 

Ｗkh1  ：扉体自重の水平震度による地震時慣性力（N） 

Ｗkv1  ：扉体自重の鉛直震度による地震時慣性力（N） 

Ｗg1  ：扉体自重（N） 

Ｗkh2  ：戸当り自重の水平震度による地震時慣性力（N） 

Ｗkv2  ：戸当り自重の鉛直震度による地震時慣性力（N） 

Ｗg2  ：戸当り自重（N） 

 

 

アンカーボルトに作用するせん断力 

 Ｓ
1
=

Ｗ
k1
′＋Ｗ

k2
′

ｎ
2

 

 

Ｓ1     ：アンカーボルト 1 本当りに作用するせん断力（N） 

Ｗk1’  ：扉体に作用する地震時慣性力によるせん断力（N） 

Ｗk2’   ：戸当りに作用する地震時慣性力によるせん断力（N） 

ｎ2    ：せん断力を受け持つアンカーボルトの本数（本） 
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5.6 計算条件 

屋外排水路逆止弁の応力評価に用いる計算条件を表 5－5 に示す。 
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表 5－5(1) 応力評価に用いる計算条件（屋外排水路逆止弁⑦） 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

Ｋｈ － 水平方向の設計震度 1.24 

Ｋｖ － 鉛直方向の設計震度 0.85 

Ｗｇ1 N 扉体自重 1300 

Ｗｇ2 N 戸当り自重 2280 

Ｗkh1 N 扉体自重の水平震度による地震時慣性力 1612 

Ｗkv1 N 扉体自重の鉛直震度による地震時慣性力 1105 

Ｗk1 N 扉体自重の同時加振による地震時慣性力 1954 

Ｗk1’ N 
扉体に作用する地震時慣性力による引抜き
力又はせん断力 

2895 

Ｗkh2 N 戸当り自重の水平震度による地震時慣性力 2827 

Ｗkv2 N 戸当り自重の鉛直震度による地震時慣性力 1938 

Ｗk2’ N 
戸当りに作用する地震時慣性力による 
引抜き力又はせん断力 

5078 

Ｄ mm スキンプレートの受水径 740 

ｔ mm スキンプレートの板厚 22 

ａ1 mm ピン穴中心間の距離 140 

ａ2 mm 
固定部吊り金具のピン穴中心から戸当り 
までの距離 

90 

ａ3 mm 吊りピンの支点間距離 67 

スキン 
プレート 

Ｐ N/mm2 地震時作用単位荷重 0.004 

吊り金具 

ＺAx mm3 断面係数 153174 

ＡA mm2 断面Ａの断面積 6000 

ＺAy mm3 断面係数 120000 

ＡB mm2 断面Ｂの断面積 850 

吊り手 

ＺC mm3 断面係数 18400 

ＡC mm2 断面Ｃの断面積 2760 

ＡD mm2 断面Ｄの断面積 1360 

吊りピン 
ＺE mm3 断面係数 12272 

ＡF mm2 断面Ｆの断面積 1963 

戸当り 
Ｐ1 N 戸当りへ作用する荷重 1612 

ｂw mm 戸当りの幅 25 

集水桝
（戸当り
部コンク
リート） 

ｂf mm コンクリート支圧幅 57 

Ｌ1 mm 
有効径内径より戸当りアンカー板端面まで
の距離 

120 

アンカー
ボルト 

ｎ1 本 引抜き力を受け持つアンカーボルトの本数 4 

ｎ2 本 せん断力を受け持つアンカーボルトの本数 4 
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表 5－5(2) 応力評価に用いる計算条件（屋外排水路逆止弁⑧-2） 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

Ｋｈ － 水平方向の設計震度 1.16 

Ｋｖ － 鉛直方向の設計震度 0.85 

Ｗｇ1 N 扉体自重 1800 

Ｗｇ2 N 戸当り自重 2700 

Ｗkh1 N 扉体自重の水平震度による地震時慣性力 2088 

Ｗkv1 N 扉体自重の鉛直震度による地震時慣性力 1530 

Ｗk1 N 扉体自重の同時加振による地震時慣性力 2589 

Ｗk1’ N 
扉体に作用する地震時慣性力による引抜き
力又はせん断力 

3930 

Ｗkh2 N 戸当り自重の水平震度による地震時慣性力 3132 

Ｗkv2 N 戸当り自重の鉛直震度による地震時慣性力 2295 

Ｗk2’ N 
戸当りに作用する地震時慣性力による 
引抜き力又はせん断力 

5896 

Ｄ mm スキンプレートの受水径 840 

ｔ mm スキンプレートの板厚 25 

ａ1 mm ピン穴中心間の距離 140 

ａ2 mm 
固定部吊り金具のピン穴中心から戸当り 
までの距離 

90 

ａ3 mm 吊りピンの支点間距離 67 

スキン 
プレート 

Ｐ N/mm2 地震時作用単位荷重 0.004 

吊り金具 

ＺAx mm3 断面係数 153174 

ＡA mm2 断面Ａの断面積 6000 

ＺAy mm3 断面係数 120000 

ＡB mm2 断面Ｂの断面積 850 

吊り手 

ＺC mm3 断面係数 18400 

ＡC mm2 断面Ｃの断面積 2760 

ＡD mm2 断面Ｄの断面積 1360 

吊りピン 
ＺE mm3 断面係数 12272 

ＡF mm2 断面Ｆの断面積 1963 

戸当り 
Ｐ1 N 戸当りへ作用する荷重 2088 

ｂw mm 戸当りの幅 25 

集水桝
（戸当り
部コンク
リート） 

ｂf mm コンクリート支圧幅 57 

Ｌ1 mm 
有効径内径より戸当りアンカー板端面まで
の距離 

120 

アンカー
ボルト 

ｎ1 本 引抜き力を受け持つアンカーボルトの本数 4 

ｎ2 本 せん断力を受け持つアンカーボルトの本数 4 
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6. 評価結果 

屋外排水路逆止弁の評価部位の耐震評価結果を表 6－1 に示す。 

発生応力が許容応力以下であることから，構造部材が十分な構造健全性を有すること

を確認した。  
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表 6－1(1) 耐震評価結果（屋外排水路逆止弁⑦） 

評価部位 評価応力 
応力度 

(a) 

許容限界 

(b) 

照査値 

(a/b) 

スキンプレート 曲げ応力度(N/mm2) 1.40 135 0.02 

吊り金具 

（扉体部，固定部） 

曲げ応力度（水平方向） 

〈A 断面〉(N/mm2) 
1.20 135.0 0.01 

せん断応力度（水平方向）  

〈A 断面〉(N/mm2) 
0.10 75.0 0.01 

合成応力度（水平方向） 

〈A 断面〉(N/mm2) 
1.20 148.5 0.01 

曲げ応力度（鉛直方向） 

〈A 断面〉(N/mm2) 
0.90 135.0 0.01 

せん断応力度（鉛直方向）  

〈A 断面〉(N/mm2) 
0.20 75.0 0.01 

合成応力度（鉛直方向） 

〈A 断面〉(N/mm2) 
1.00 148.5 0.01 

せん断応力度（鉛直方向）   

〈B 断面〉(N/mm2) 
1.00 75.0 0.02 

吊り手 

曲げ応力度（水平方向） 

〈C 断面〉(N/mm2) 
6.10 135.0 0.05 

引張応力度（鉛直方向）  

〈C 断面〉(N/mm2) 
0.40 135.0 0.01 

合成応力度（鉛直方向） 

〈C 断面〉(N/mm2) 
6.50 135.0 0.05 

せん断応力度 

〈D 断面〉(N/mm2) 
1.20 75.0 0.02 

吊りピン 

曲げ応力度〈E 断面〉(N/mm2) 2.20 135.0 0.02 

せん断応力度〈F 断面〉

(N/mm2) 
0.40 75.0 0.01 

戸当り 支圧応力度(N/mm2) 0.03 202.5 0.01 

集水桝 (戸当り部コン

クリート) 

支圧応力度(N/mm2) 0.01 8.8 0.01 

せん断応力度(N/mm2) 0.003 0.6 0.01 

アンカーボルト

〈M16〉 

引抜き力（N/本） 1993 24800 0.09 

せん断力（N/本） 1993 15300 0.14 
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表 6－1(2) 耐震評価結果（屋外排水路逆止弁⑧-2） 

 

  

評価部位 評価応力 
応力度 

(a) 

許容限界 

(b) 

照査値 

(a/b) 

スキンプレート 曲げ応力度(N/mm2) 1.40 135 0.02 

吊り金具 

（扉体部，固定部） 

曲げ応力度（水平方向） 

〈A 断面〉(N/mm2) 
1.60 135.0 0.02 

せん断応力度（水平方向）  

〈A 断面〉(N/mm2) 
0.20 75.0 0.01 

合成応力度（水平方向） 

〈A 断面〉(N/mm2) 
1.60 148.5 0.02 

曲げ応力度（鉛直方向） 

〈A 断面〉(N/mm2) 
1.20 135.0 0.01 

せん断応力度（鉛直方向）  

〈A 断面〉(N/mm2) 
0.30 75.0 0.01 

合成応力度（鉛直方向） 

〈A 断面〉(N/mm2) 
1.30 148.5 0.01 

せん断応力度（鉛直方向）   

〈B 断面〉(N/mm2) 
1.30 75.0 0.02 

吊り手 

曲げ応力度（水平方向） 

〈C 断面〉(N/mm2) 
7.90 135.0 0.06 

引張応力度（鉛直方向）  

〈C 断面〉(N/mm2) 
0.60 135.0 0.01 

合成応力度（鉛直方向） 

〈C 断面〉(N/mm2) 
8.50 135.0 0.07 

せん断応力度 

〈D 断面〉(N/mm2) 
1.60 75.0 0.03 

吊りピン 

曲げ応力度〈E 断面〉(N/mm2) 3.00 135.0 0.03 

せん断応力度〈F 断面〉

(N/mm2) 
0.60 75.0 0.01 

戸当り 支圧応力度(N/mm2) 0.03 202.5 0.01 

集水桝 (戸当り部コン

クリート) 

支圧応力度(N/mm2) 0.01 8.8 0.01 

せん断応力度(N/mm2) 0.003 0.6 0.01 

アンカーボルト

〈M16〉 

引抜き力（N/本） 2457 26300 0.10 

せん断力（N/本） 2457 18300 0.14 
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7. 集水桝の耐震評価 

7.1 集水桝の構造概要 

集水桝は，底版と４面の壁からなる鉄筋コンクリート構造物であり，防波壁（逆 T

擁壁）にアンカー筋により固定する。 

集水桝に要求される機能維持の確認として，地震応答解析に基づく構造部材の健全

性評価及び構造部材の支持性能評価を行う。 

集水桝の位置図を図 7－1 に，構造図を図 7－2 に示す。 

 

図 7－1 集水桝位置図 

 

  

屋外排水路逆止弁⑦ 

屋外排水路逆止弁⑧-2 

PN
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図 7－2(1) 集水桝⑦構造図 

（単位:mm） 
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図 7－2(2)  集水桝⑧-2 構造図 

  

（単位:mm） 
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7.2 評価方針 

集水桝の耐震評価は，「8. 集水桝の耐震評価方法」に示す方法により評価し，

「9. 集水桝の耐震評価結果」より，集水桝の評価対象部位の発生応力が許容限界以

下であることを確認する。 

集水桝の耐震評価においては，その構造を踏まえ，地震荷重の作用方向や伝達過程

を考慮し，評価対象部位を設定する。耐震評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-

2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

(1) 集水桝 

集水桝の耐震評価は，Ⅵ-2-10-2-2-2「防波壁（逆Ｔ擁壁）の地震応答計算書」に

より得られた地震荷重に対して，設計基準対象施設の評価として，表 7－1 の評価項

目に示すとおり，構造部材の健全性評価及び集水桝の支持性能評価を行う。 

構造部材の健全性評価及び集水桝の支持性能評価を実施することで，集水桝が構

造強度を有すること及び屋外排水路逆止弁を支持する機能を損なわないことを確認

する。 

構造部材のうち集水桝（底版，側壁）及び集水桝蓋の健全性評価については，発

生する応力が許容限界以下であることを確認する。また，アンカーボルト（集水桝

蓋）については，発生するせん断力が許容限界以下であることを確認する。 

集水桝の支持性能評価については，集水桝が防波壁とアンカー筋により固定する

ことから，防波壁との接合アンカー筋に発生する引張力及びせん断力が許容限界以

下であることを確認する。 

集水桝の耐震評価フローを図 7－3 に示す。 

 

表 7－1 集水桝の評価項目 

評価方針 評価項目 評価対象部位 評価方法 許容限界 

構造強度を有

すること 

構造部材の

健全性 

集水桝 

（底版，側壁） 
発生する応力が許

容限界を下回るこ

とを確認 

短期許容応力度 

集水桝蓋 

アンカーボルト 

（集水桝蓋） 

発生するせん断力

が許容限界を下回

ることを確認 

せん断耐力 

止水性を損な

わないこと 

構造部材の

支持性能 
アンカー筋 

発生する引張力及

びせん断力が許容

限界を下回ること

を確認 

引張耐力及びせん断耐力 
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図 7－3 集水桝の耐震評価フロー 

  

評価開始 

地震応答計算書 *1 

評価対象部位の設定 

・集水桝(底版，側壁) 

・アンカー筋 

・集水桝蓋 

・アンカーボルト（集水桝蓋） 

設計震度の設定 *2 

静的解析による評価 

評価終了 

荷重及び荷重組合せの設定 

・地震事象（地震時） 

基準地震動Ｓs 

入力地震動の算定 

注記 ＊1：地震応答解析は，Ⅵ-2-10-2-2-2「防波壁（逆Ｔ擁壁）の地震応答計算書」の

結果を用いる。 

＊2：地震応答解析にて算出された最大加速度による設計用震度を設定する。 

構造部材の健全性評価 構造部材の支持性能評価 

Ⅵ-2-10-2-2-2「防波壁（逆 T 擁壁）の地震応答計算書 
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7.3 適用規格・基準等 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

(1) コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002 年制定） 

(2) 道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（日本道路協会，2002 年 3

月） 

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会） 

(4) 原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会

原子力土木委員会，2005 年 6 月） 

(5) 各種合成構造設計指針・同解説（日本建築学会，2010 年） 
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8. 集水桝の耐震評価方法 

8.1 評価対象断面及び部位 

集水桝の評価対象断面は「 5.4 設計用地震力」に示す断面とする。構造部

材の健全性評価対象部位は，集水桝の底版と側壁，集水桝蓋及び集水桝と集水

桝蓋を接合するアンカーボルトとする。集水桝の支持性能の評価対象部位は，

集水桝を防波壁に固定するアンカー筋とする。  

 

8.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

8.2.1 荷重の設定 

集水桝の耐震評価には，以下の荷重を用いる。 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重を考慮する。 

 

(2) 積載荷重（Ｐ） 

積載荷重として，屋外排水路逆止弁及び蓋の荷重を考慮する。 

 

(3) 地震荷重（Ｓs） 

地震荷重として，基準地震動Ｓs による地震力を考慮する。 

 

8.2.2 荷重の組合せ 

集水桝における荷重の組合せを表 8－1 に示す。 

 

表 8－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時 Ｇ＋Ｐ＋Ｓs 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

ＳＳ：地震荷重 
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8.3 許容限界 

8.3.1 集水桝 

集水桝（底版及び側壁）の許容限界は，「コンクリート標準示方書[構造性能照

査編]（土木学会，2002 年制定）」に基づき，表 8－2 に示す短期許容応力度とす

る。 

 

表 8－2 鉄筋コンクリートの許容限界 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

コンクリート 
(ｆ’ck＝24 N/mm2) 

短期許容曲げ圧縮応力度 σca 13.5＊ 

短期許容せん断応力度 τa1 0.675＊ 

鉄筋 

（SD345） 

短期許容曲げ圧縮応力度 σｓａ２ 

（曲げ軸力） 
294＊ 

短期許容曲げ圧縮応力度 σｓａ２ 

（せん断力） 
294＊ 

注記 ＊：コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年制定） 
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8.3.2 アンカー筋 

集水桝のアンカー筋の許容限界は，「各種合成構造設計指針・同解説（日本建

築学会，2010 年）」に基づき，表 8－3 に示す引張耐力及びせん断耐力とする。 

 

表 8－3 アンカー筋の許容限界 

設備名称 
引張耐力 

（kN/本） 

せん断耐力 

（kN/本） 

集水桝（屋外排水路逆止弁⑦） 105.40 98.17 

集水桝（屋外排水路逆止弁⑧-2） 105.40 98.17 

 

8.3.3 集水桝蓋 

集水桝に設置する集水桝蓋の許容限界は，「道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編・

Ⅱ鋼橋編（日本道路協会，平成 24 年 3 月）」に基づき，表 8－4 に示す曲げ応力

度及びせん断応力度とする。また，評価においては防波壁の敷地側に設置してい

る集水桝（逆止弁⑧-2）を評価する。 

 

表 8－4 集水桝蓋（鋼板）の許容限界 

設備名称 
曲げ応力度 

（N/mm2） 

せん断応力度 

（N/mm2） 

集水桝（屋外排水路逆止弁⑧-2） 210 120 

 

8.3.4 アンカーボルト（集水桝蓋） 

集水桝と桝蓋を接合するアンカーボルト（集水桝蓋）の許容限界は，「各種合

成構造設計指針・同解説（日本建築学会，2010 年）」に基づき，表 8－5 に示すせ

ん断耐力とする。また，評価においては浸水防止の観点から防波壁の敷地側に設

置している集水桝（逆止弁⑧-2）を評価する。 

 

表 8－5 アンカーボルト（集水桝蓋）の許容限界 

設備名称 
せん断耐力 

（kN/本） 

集水桝（屋外排水路逆止弁⑧-2） 35.34 
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8.4 設計用地震力 

集水桝の設計震度は，Ⅵ-2-10-2-2-2「防波壁（逆 T 擁壁）の地震応答計算書」にお

ける地表面（EL 8.5m）の最大応答加速度に基づき設定する。 

集水桝の評価の用いる設計用地震力を表 8－6 に示す。 

 

表 8－6 設計用地震力（集水桝） 

設備名称 地震動 
設置場所及び 
床面高さ(m) 

地震による 
設計震度 

屋外排水路逆止弁 

⑦ 

基準地震動 
Ｓs 

集水桝 

EL 6.21 m 

(屋外排水路底面高さ) 

水平方向 

Ｋｈ 
0.91 

鉛直方向 

Ｋｖ 
0.85 

屋外排水路逆止弁 

⑧－2 

集水桝 

EL 5.54 m 

(屋外排水路底面高さ) 

水平方向 

Ｋｈ 
0.91 

鉛直方向 

Ｋｖ 
0.85 
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8.5 評価方法 

8.5.1 集水桝(底版)の評価 

集水桝の底版については，法線方向及び法線直交方向の側壁との結合部を固定

端とする四辺固定スラブとして鉄筋コンクリート部材の構造健全性を確認する。

底版に生じる曲げモーメント及びせん断力によって底版のみを有効断面として応

力度を算出し許容限界以下であることを確認する。四辺固定版モデル概要図を図 8

－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8－1 四辺固定版モデル概要図 

 

8.5.2 集水桝(側壁)の評価 

集水桝の側壁については，底版及び法線直交方向の側壁との結合部を固定端，

開口面となる上面を自由端とする三辺固定一辺自由スラブとして曲げモーメント

及びせん断力を算出し，鉄筋コンクリートの構造健全性を確認する。側壁に生じ

る曲げモーメント及びせん断力によって側壁のみを有効断面として応力度を算出

し許容限界以下であることを確認する。三辺固定版モデルの概要図を図 8－2 に示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8－2 三辺固定版モデル概要図 

  

側壁 

底版 
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8.5.3 アンカー筋の評価 

アンカー筋の支持性能評価においては，アンカー筋に作用する引張力及びせん

断力が許容限界以下であることを確認する。 

 

8.5.4 集水桝蓋の評価 

集水桝蓋の構造健全性評価においては，両端固定梁モデルにより集水桝蓋（鋼

板）に作用する曲げ応力及びせん断応力が許容限界以下であることを確認する。 

 

8.5.5 アンカーボルト（集水桝蓋）の評価 

アンカーボルト（集水桝蓋）の構造健全性評価においては，アンカーボルト

（集水桝蓋）に作用するせん断力が許容限界以下であることを確認する。 
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8.6 使用材料及び材料の物性値 

使用材料を表 8－7 に，材料の物性値を表 8－8 に示す。 

 

表 8－7 使用材料 

諸元 

集水桝 

鉄筋（主筋） 

SD345 

屋外排水路逆止弁⑦  ：Ｄ19 

屋外排水路逆止弁⑧－2：Ｄ22 

コンクリート 設計基準強度 24 N/mm2 

アンカー筋 SD345（D25） 

集水桝蓋 
鋼板 SS400（PL25） 

アンカーボルト ABR400（M20） 

 

 

表 8－8 材料の物性値 

材料 

設計 

基準強度 

（N/mm2） 

単位体積重量 

（kN/m3） 

ヤング係数 

（N/mm2） 
ポアソン比 

鉄筋コンクリート 24 24.5 2.50×104 0.2 
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9. 集水桝の耐震評価結果 

9.1 集水桝の曲げ軸力評価結果 

集水桝の概略配筋図を図 9－1 に，曲げ軸力に対する照査結果を表 9－1 及び表 9－2

に示す。 

集水桝（底版及び側壁）のコンクリートに発生する曲げ圧縮応力及び鉄筋に発生す

る曲げ引張応力が短期許容応力度以下であることを確認した。なお，発生応力は各部

材において最大となる値を示している。 
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図 9－1(1) 概略配筋図（集水枡（屋外排水路逆止弁⑦）） 
（単位:mm） 
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図 9－1(2) 概略配筋図（集水枡（屋外排水路逆止弁⑧－2）） 

（単位:mm） 
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表 9－1 曲げ軸力に対する照査結果（底版） 

設備名称 

曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

曲げ 

圧縮応力 

（N/mm2） 

曲げ 

引張応力 

（N/mm2） 

短期許容応力度 

（N/mm2） 
曲げ 

圧縮応力 

照査値 

曲げ 

引張応力 

照査値 
曲げ 

圧縮 

曲げ 

引張 

集水桝（屋外排水

路逆止弁⑦）  
18.31 4.46 40.64 13.5 294 0.34 0.14 

集水桝（屋外排水

路逆止弁⑧－2）  
28.04 1.35 50.07 13.5 294 0.10 0.18 

 

表 9－2 曲げ軸力に対する照査結果（側壁） 

設備名称 

曲げ 

モーメント 

（kN・m） 

曲げ 

圧縮応力 

（N/mm2） 

曲げ 

引張応力 

（N/mm2） 

短期許容応力度 

（N/mm2） 
曲げ 

圧縮応力 

照査値 

曲げ 

引張応力 

照査値 
曲げ 

圧縮 

曲げ 

引張 

集水桝（屋外排水

路逆止弁⑦）  
39.50 2.13 94.12 13.5 294 0.16 0.33 

集水桝（屋外排水

路逆止弁⑧－2）  
45.76 2.20 81.72 13.5 294 0.17 0.28 
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9.2 集水桝のせん断力評価結果 

集水桝のせん断力に対する照査結果を表 9－3 に示す。 

集水桝（底版及び側壁）に発生するせん断応力が短期許容応力度以下であることを

確認した。なお，発生応力は各地震動において最大となる値を示している。 

 

表 9－3(1) せん断力に対する照査結果（底版） 

設備名称 設計基準強度 

発生せん断 

応力度 

（N/mm2） 

許容せん断 

応力度 

（N/mm2） 

照査値 

集水桝（屋外排水路

逆止弁⑦）  
24N/mm2 0.23 0.675 0.35 

集水桝（屋外排水路

逆止弁⑧－2）  
24N/mm2 0.34 0.675 0.51 

 

表 9－3(2) せん断力に対する照査結果（側壁） 

設備名称 設計基準強度 

発生せん断 

応力度 

（N/mm2） 

許容せん断 

応力度 

（N/mm2） 

照査値 

集水桝（屋外排水路

逆止弁⑦）  
24N/mm2 0.36 0.675 0.54 

集水桝（屋外排水路

逆止弁⑧－2）  
24N/mm2 0.39 0.675 0.58 
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9.3 アンカー筋の支持性能評価結果 

集水桝のアンカー筋の耐力について，アンカー筋の引張耐力及びせん断耐力に対す

る照査結果を表 9－4 に示す。照査を行った結果，作用力が許容耐力以下であることを

確認した。 

 

表 9－4(1) アンカー筋の引張力に対する照査結果 

設備名称 
作用 

引張力 
（kN 本） 

許容引張 
耐力 

（kN 本） 
照査値 

集水桝（屋外排水路  

逆止弁⑦）  
65.05 105.40 0.62 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑧－2） 
69.93 105.40 0.67 

 

表 9－4(2) アンカー筋のせん断力に対する照査結果 

設備名称 
作用 

せん断力 
（kN） 

許容 
せん断耐力 

（kN） 
照査値 

集水桝（屋外排水路  

逆止弁⑦）  
33.14 98.17 0.34 

集水桝（屋外排水路 

逆止弁⑧－2） 
32.83 98.17 0.34 
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9.4 集水桝蓋の応力評価結果 

集水桝蓋の曲げ応力度及びせん断応力度に対する照査結果を表 9－5 に示す。照査を

行った結果，許容応力度以下であることを確認した。 

 

表 9－5(1)  集水桝蓋の曲げ応力に対する照査結果 

設備名称 評価部位 
曲げ応力度 

（N/mm2） 

許容応力度 

（N/mm2） 
照査値 

集水桝（屋外排水

路逆止弁⑧－2） 

集水桝蓋

（t=25mm） 
2.50 210 0.02 

 

表 9－5(2)  集水桝蓋のせん断応力に対する照査結果 

設備名称 評価部位 
せん断応力度 

（N/mm2） 

許容応力度 

（N/mm2） 
照査値 

集水桝（屋外排水

路逆止弁⑧－2） 

集水桝蓋

（t=25mm） 
0.21 120 0.01 

 

9.5 アンカーボルト（集水桝蓋）のせん断力評価結果 

集水桝蓋のアンカーボルトのせん断耐力に対する照査結果を表 9－6 に示す。照査を

行った結果，作用力が許容耐力以下であることを確認した。 

 

表 9－6 アンカーボルト（集水桝蓋）のせん断力に対する照査結果 

設備名称 評価部位 
発生せん断力 

（kN/本） 

許容限界 

（kN/本） 
照査値 

集水桝（屋外排水

路逆止弁⑧－2） 

アンカーボルト 

（集水桝蓋） 
0.22 35.34 0.01 
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Ⅵ-2-10-2-8 防水壁の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」の構造強度及び機能維持の設計方針並

びにⅥ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」に基づき，タービン建物復水器エ

リア防水壁，ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備防水壁，取水槽除じん機エ

リア防水壁及び取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁（以下「防水壁」という。）

が設計用地震力に対して，十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

その耐震評価は，防水壁に要求される機能の維持を確認するために，応力評価に基づ

く，構造部材の健全性評価により行う。 

防水壁は，設計基準対象施設においては耐震Ｓクラス設備，耐震Ｃ－１クラス設備及

び耐震Ｃ－２クラス設備に分類される。 

以下，設計基準対象施設としての構造強度評価を示す。 
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2. 一般事項 

2.1 配置概要 

防水壁の一覧及び設置位置図を図 2－1 に示す。 

 

 

 

1 タービン建物 地下 1 階 復水系配管室防水壁 

2 タービン建物 地下 1 階 復水器室北西側防水壁 

3 タービン建物 地下 1 階 復水器室北側防水壁 

4 タービン建物 地下 1 階 復水器室北東側防水壁 

 

図 2－1(1) 防水壁の設置位置図（タービン建物復水器エリア） 
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5 ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側防水壁＊ 

6 ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側防水壁＊ 

注記＊：耐震Ｃ－１，Ｃ－２クラス設備を示す。 

 

図 2－1(2) 防水壁の設置位置図（ディーゼル燃料移送ポンプエリア） 

  

5 

6 

PN

排気筒（鉄塔）

排気筒
モニタ室 排気筒（筒身）

ディーゼル燃料移送
ポンプエリア防護
対策設備南側防水壁

ディーゼル燃料移送
ポンプエリア防護
対策設備北側防水壁
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7 取水槽除じん機エリア防水壁 

8 
取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁 

（区間-1（東，西側）） 

9 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁（区間-1（南側）） 

10 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁（区間-2） 

図 2－1(3)  防水壁の設置位置図 

（取水槽除じん機エリア，取水槽海水ポンプエリア） 

 

 PN
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2.2 構造計画 

2.2.1 タービン建物復水器エリア防水壁 

タービン建物復水器エリア防水壁は鋼板，柱，はり，胴縁，根太，斜材，ブレ

ース及びアンカーボルトにより構成され，アンカーボルトにより建物躯体と接合

する構造とする。タービン建物復水器エリア防水壁の構造計画を表 2－1 に示す。 

 

表 2－1(1) タービン建物復水器エリア防水壁の構造計画 

（タービン建物地下 1 階復水系配管室防水壁） 

計画の概要 

概略構造図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

柱 及 び 胴 縁

で 補 強 し た

鋼 板 を 建 物

床 及 び 壁 面

にアンカーボ

ル ト に て 固

定する。  

鋼板，胴縁，

柱 及 び ア ン

カーボルトに

よ り 構 成 す

る。 

 

 

 

 

平面図 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

A－A 正面図 B－B 断面図 

  
 

 

  

胴縁 

アンカーボルト 

鋼板 

柱 

Ａ Ａ

Ｂ
Ｂ
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表 2－1(2) タービン建物復水器エリア防水壁の構造計画 

（タービン建物地下 1 階復水器室北西側防水壁） 

計画の概要 

概略構造図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

柱，はり及

び胴縁で補

強した鋼板

を建物床及

び壁面にア

ンカーボル

トにて固定

する。  

鋼板，柱，は

り，胴縁及

びアンカー

ボルトによ

り 構 成 す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面図（はり伏図）    平面図（一般部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A-A 正面図 

 
 

  

柱 

(状 d 名) 

胴縁 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

鋼板 

柱 

胴縁 

はり 

アンカーボルト 

(状 d 名) 
A A 

はり 

(状 d 名) 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

A A 
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表 2－1(3) タービン建物復水器エリア防水壁の構造計画 

（タービン建物地下 1 階復水器室北側防水壁） 

計画の概要 

概略構造図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

柱，はり，水

平 ブ レ ー ス

及 び 胴 縁 で

補 強 し た 鋼

板 を 建 物 床

及 び 壁 面 に

アンカーボル

ト に て 固 定

する。  

鋼板，柱，は

り，水平ブレ

ース，胴縁及

びアンカーボ

ルトにより構

成する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面図（一般部）    平面図（はり（中段）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A-A 正面図 
 

  

N

はり(上段) 

鋼板 

柱 

胴縁 

はり(中段) 

水平ブレース 

はり(上段) 

(状 d 名) 
柱 

(状 d 名) 胴縁 

(状 d 名) 

はり(中段) 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

A A A A 

A A 

平面図（はり（上段）） 

 



 

8 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-8
 R
0 

表 2－1(4) タービン建物復水器エリア防水壁の構造計画 

（タービン建物地下 1 階復水器室北東側防水壁） 

計画の概要 

概略構造図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

柱，はり，胴

縁，根太及び

斜 材 で 補 強

し た 鋼 板 を

建 物 壁 面 に

アンカーボル

ト に て 固 定

する。  

鋼板，柱，は

り，胴縁，根

太，斜材及び

アンカーボル

ト に よ り 構

成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面図（床はり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A-A 正面図 
 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

はり 

(状 d 名) 

柱 

(状 d 名) 

胴縁 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

 

根太 

(状 d 名) 鋼板 

(状 d 名) 
はり 

(状 d 名) 

斜材 

(状 d 名) 

胴縁 

(状 d 名) 

柱 

(状 d 名) 

はり 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 斜材 

(状 d 名) 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

A A 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

平面図（壁頂部） 

(状 d 名) 

平面図（一般部） 

(状 d 名) 
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2.2.2 ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備防水壁 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備防水壁は鋼板，はり，柱，胴縁，

ブレース及びアンカーボルトにより構成され，既設コンクリートを基礎として，

アンカーボルトで固定する構造とする。ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対

策設備防水壁の構造計画を表 2－2 に示す。 

 

表 2－2(1) ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備防水壁の構造計画 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側防水壁 

計画の概要 

概略構造図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

胴縁，はり，

柱及びブレー

スで補強した

鋼板を基礎に

アンカーボル

トにて固定す

る。  

 

 

 

鋼板，胴縁，

はり，柱，ブ

レース及びア

ンカーボルト

により構成す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

軸組図 

 

 

 

  

アンカーボルト 

鋼板 

柱 

柱 

ブレース 

胴縁 

はり 
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表 2－2(2) ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備防水壁の構造計画 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側防水壁 

計画の概要 

概略構造図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

胴縁，はり，

柱及びブレー

スで補強した

鋼板を基礎に

アンカーボル

トにて固定す

る。  

 

 

 

鋼板，胴縁，

はり，柱，ブ

レース及びア

ンカーボルト

により構成す

る。 

 

 

 

 

 

平面図 

 

 

 

 

 

軸組図 

 

 

 

 

アンカーボルト 

柱 

柱 

胴縁 

鋼板 

ブレース 
はり 
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2.2.3 取水槽除じん機エリア防水壁 

取水槽除じん機エリア防水壁は，鋼板，はり，柱及びアンカーボルトにより構

成され，取水槽にアンカーボルトで固定する構造とする。 

取水槽除じん機エリア防水壁の構造計画を表 2－3 に示す。 

 

表 2－3(1) 取水槽除じん機エリア防水壁の構造計画 

計画の概要 

概略構造図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

はり，柱で

補強した鋼

板を取水槽

にアンカー

ボルトにて

固定する。 

 

 

 

 

 

鋼板，柱， 

はり，アン

カーボルト

により構成

する。 

  

 

正面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンカーボルト 

（標準部） 

(状 d 名) 

柱（補強部） 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

はり 

(状 d 名) 

取水槽躯体 

(状 d 名) 

柱（標準部） 

(状 d 名) 

アンカーボルト 

（補強部） 

(状 d 名) 
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表 2－3(2) 取水槽除じん機エリア防水壁の構造計画 

計画の概要 

概略構造図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

はり，柱で

補強した鋼

板を取水槽

にアンカー

ボルトにて

固定する。 

 

 

 

 

 

鋼板，柱， 

はり，アン

カーボルト

により構成

する。 

 

 

断面図 

 

 

 

 

 

 

 

平面図 

 

 

 

  

柱（補強部） 

(状 d 名) 

アンカーボルト 

(標準部) 

鋼板 

(状 d 名) 

取水槽躯体 

(状 d 名) 

取水槽外側 取水槽内側 

柱（標準部） 

(状 d 名) 

アンカーボルト 

(補強部) 

アンカーボルト 

(標準部) 

アンカーボルト 

(補強部) 
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2.2.4 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁は，鋼板，柱，はり及びアンカー

ボルトから構成され，取水槽にアンカーボルトで固定する構造とする。取水槽海

水ポンプエリア防護対策設備防水壁の構造計画を表 2－4 に示す。 

 

表 2－4(1) 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁の構造計画 

（区間-1（東，西側）） 

計画の概要 

概略構造図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

はり，柱で補

強した鋼板を

取水槽にアン

カーボルトに

て固定する。 

鋼板，柱， 

はり，アンカ

ーボルトによ

り構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面図 

柱 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

正面図 

柱 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

取水槽躯体 

(状 d 名) 

取水槽躯体 

(状 d 名) 

はり 

(状 d 名) 
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表 2－4(2) 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁の構造計画（区間-1（南側）） 

計画の概要 

概略構造図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

はり，柱で補

強した鋼板を

取水槽にアン

カーボルトに

て固定する。 

鋼板，柱， 

はり，アンカ

ーボルトによ

り構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

断面図 

柱 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

柱 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

正面図 

取水槽躯体 

(状 d 名) 

取水槽躯体 

(状 d 名) 

はり 

(状 d 名) 
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表 2－4(3) 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁の構造計画 （区間-2） 

計画の概要 

概略構造図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

はり，柱で補

強した鋼板を

取水槽にアン

カーボルトに

て固定する。 

鋼板，柱， 

はり，アンカ

ーボルトによ

り構成する。 

 

 

 

 断面図 

正面図 

柱 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) はり 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 
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2.3 評価方針 

防水壁の耐震評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重

の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 構造計画」に示す防水壁の構造を踏まえ，

第 3 章～第 8 章の各章において，「評価対象部位」にて設定する評価対象部位につい

て，「固有振動数及び設計用地震力」で算出した固有振動数に基づく設計用地震力に

より算出した応力等が許容限界以下であることを，「3.2 耐震評価方法」，「4.2 耐

震評価方法」，「5.2 耐震評価方法」，「6.2 耐震評価方法」，「7.2 耐震評価方

法」及び「8.2 耐震評価方法」に示す方法にて確認する。応力評価の確認結果を「12. 

評価結果」にて確認する。 

耐震評価フローを図 2－2 に示す。 

 

図 2－2 防水壁の耐震評価フロー 

  

基準地震動Ｓｓ 

設計用地震力 

荷重及び荷重の組合せの設定 

許容限界の設定 

評価方法の設定 

評価条件の設定 

耐震評価 

固有値解析 

Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」 

（水平，鉛直方向の応答加速度）（第 3 章～第 7 章） 

Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」（第 8 章） 

 

評価対象部位の設定 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 改定） 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 

・構造力学公式集（（社）土木学会） 
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3. タービン建物地下 1 階復水系配管室防水壁 

3.1 固有振動数及び設計用地震力 

3.1.1 固有振動数の算出 

タービン建物地下 1階復水系配管室防水壁の構造に応じて解析モデルを設定し，

固有振動数を算出する。 

 

(1) 解析モデルの設定 

当該防水壁は，鋼板，胴縁及び柱により構成しており，アンカーボルトにて躯

体に固定する構造であることから，当該防水壁の柱及び胴縁を両端ピンはりに単

純化したモデルとし，モデル化に用いるはり長さは，柱及び胴縁の全長とする。

図 3－1 に解析モデル図を示す。 

 

 

図 3－1 固有値解析モデル 

 

 

 

  

柱及び胴縁の全長 

柱及び胴縁 

柱
の
全
長

柱

胴縁の全長

胴縁
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(2) 記号の説明 

当該防水壁の固有振動数算出に用いる記号を表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 固有振動数算出に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｆ Hz 固有振動数 

Ｌ mm モデル化に用いる胴縁及び柱の全長 

Ｅ N/m2 ヤング率 

Ｉ mm4 断面二次モーメント 

ｍ kg/m 質量分布 

 

(3) 固有振動数の算出方法 

固有振動数ｆを「構造力学公式集（（社）土木学会）」（以下「構造力学公式

集」という。）に基づき以下の式より算出する。 

ここで，固有振動数は水平方向（防水壁面外方向）について算出するものとし，

鉛直方向（防水壁面内方向）については，防水壁に配された鉛直方向の部材等の

軸剛性が十分に大きいため，固有振動数の算出を省略する。 

 

a. 両端ピンはりモデル（柱及び胴縁をモデル化） 

2

2

π ＥＩ
ｆ＝

ｍ2 Ｌ  
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(4) 固有振動数の算出結果 

固有振動数の算出条件及び算出結果を表 3－2 に示す。固有振動数は 20Hz 以上

であり，剛構造であることを確認した。 

 

表 3－2 固有振動数（柱，胴縁） 

項目 記号 単位 
数値 

柱 胴縁 

モデル化に用いる胴縁及び柱の全長 Ｌ mm 2816 1500 

ヤング率 Ｅ N/m2 2.05×1011 2.05×1011 

断面二次モーメント Ｉ mm4 20.20×107 24.90×106 

質量分布 ｍ kg/m 533.9 157.2 

固有振動数 ｆ Hz 55.167 125.802 
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3.1.2 設計用地震力 

基準地震動Ｓｓによる設計用地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの

作成方針」に基づき設定する。 

設計震度は当該防水壁設置階と上階の最大値とし，水平震度はＮＳ方向とＥＷ

方向の大きい方を用いる。 

当該防水壁の設計震度を表 3－3 に示す。 

 

表 3－3 設計震度 

建物 設置場所 

基準地震動Ｓｓの 

設計震度＊ 

水平ｋＨ 鉛直ｋＶ 

タービン建物 EL 2.0m 1.28 0.60 

       注記＊：設計用震度Ⅰ（1.0ZPA）を示す。 
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3.2 耐震評価方法 

3.2.1 記号の説明 

タービン建物地下 1 階復水系配管室防水壁の評価に用いる記号を表 3－4 に示

す。 

 

表 3－4(1) タービン建物地下 1 階復水系配管室防水壁の耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｗ１ kN/m 鋼板に作用する地震荷重による等分布荷重 

Ｓｓ kN/m  水平地震荷重 

ｔ mm 鋼板の厚さ 

αＨ － 水平方向の設計震度 

ρｓ t/m3 鋼板の密度 

g m/s2 重力加速度 

ｂ1 mm 鋼板の幅 

σ１ N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 

Ｍ１ kN・m 鋼板の曲げモーメント 

Ｌ１ mm 鋼板の短辺長さ 

Ｚ１ mm3 鋼板の断面係数 

ｗ2 kN/m 胴縁に作用する地震荷重による等分布荷重 

ｂ2 mm 胴縁に作用する荷重の負担幅 

ｍ2 kg/m 胴縁の質量分布 

σ2 N/mm2 胴縁に生じる曲げ応力度 

Ｍ2 kN・m 胴縁の曲げモーメント 

Ｌ2 mm 胴縁全長 

Ｚ2 mm3 胴縁の断面係数 

τ2 N/mm2 胴縁に生じるせん断応力度 

Ｑ2 kN 胴縁のせん断力 

ＡＳ 2 mm2 胴縁のせん断断面積 

ｓｆｔ 2 N/mm2 胴縁の短期許容引張応力度 
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表 3－4(2) タービン建物地下 1 階復水系配管室防水壁の耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｗ3 kN/m 柱に作用する地震荷重による等分布荷重 

ｂ3 mm 柱に作用する荷重の負担幅 

ｍ3 kg/m 柱の質量分布 

σ3 N/mm2 柱に生じる曲げ応力度 

Ｍ3 kN・m 柱の曲げモーメント 

Ｌ3 mm 柱全長 

Ｚ3 mm3 柱の断面係数 

τ3 N/mm2 柱に生じるせん断応力度 

Ｑ3 kN 柱のせん断力 

ＡＳ 3 mm2 柱のせん断断面積 

ｓｆｔ 3 N/mm2 柱の短期許容引張応力度 

Ｑｄ kN アンカーボルト 1 本当たりのせん断力 

Ｑ4 kN 柱のせん断力 

ｎ 本 柱に取り付くアンカーボルトの本数 
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3.2.2 評価対象部位 

評価対象部位は「2.2 構造計画」に示す当該防水壁の構造上の特性を踏まえ選

定する。 

基準地震動Ｓｓによる地震動により当該防水壁に生じる慣性力は鋼板，胴縁及

び柱に伝わり，柱を固定するアンカーボルトを介して躯体に伝達されることから，

評価対象部位を鋼板，胴縁，柱及びアンカーボルトとする。評価対象部位を図 3－

2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

A－A 正面図 B－B 断面図 

 

図 3―2 評価対象部位 

  

胴縁 

アンカーボルト 

鋼板 

柱 

Ａ Ａ

Ｂ
Ｂ
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3.2.3 荷重及び荷重の組合せ 

(1) 荷重の組合せ 

当該防水壁の評価に用いる荷重の組合せを以下に示す。 

Ｇ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重(kN) 

Ｓｓ ：地震荷重(kN) 

 

(2) 荷重の設定 

a. 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として当該防水壁の自重を考慮する。 

 

b. 地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重は，基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。「3.1.2 設計用地震力」

で設定した設計震度を用いて，次式により算定する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

 Ｓｓ ：地震荷重(kN) 

 Ｇ ：固定荷重(kN) 

 ｋ ：設計震度 
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3.2.4 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏

まえて設定する。 

 

(1) 使用材料 

当該防水壁を構成する鋼板，胴縁，柱及びアンカーボルトの使用材料を表 3－5

に示す。 

 

表 3－5 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

鋼板 SS400 PL-16 

胴縁 SS400 [-200×90×8×13.5 

柱 SS400 H-300×300×10×15 

アンカーボルト SS400 M24 

 

 

(2) 許容限界 

a. 鋼材 

鋼材の許容限界は，「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建

築学会，2005 改定）」（以下「Ｓ規準」という。）を踏まえて表 3－6 の値とす

る。 

 

表 3－6 鋼材の許容限界 

材質 
短期許容応力度(N/mm2) 

引張 圧縮 曲げ* せん断 

SS400 235 235 235 135 

        注記＊：上限値であり，座屈長さ等を勘案して設定する。 
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b. アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は「各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本

建築学会，2010 改定）」（以下「各種合成構造設計指針・同解説」という。）

を踏まえて表 3－7 の値とする。 

なお，アンカーボルトがせん断力を受ける場合においては，アンカーボルト

のせん断強度により決まる耐力，定着したコンクリート躯体の支圧強度及びコ

ーン状破壊により決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を採用する。 

 

表 3－7 アンカーボルトの許容限界 

材質 
許容耐力(kN) 

せん断 

SS400(M24) 58 
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3.2.5 評価方法 

当該防水壁を構成する鋼板，胴縁，柱及びアンカーボルトに発生する応力より

算定する応力度が，許容限界以下であることを確認する。 

 

(1) 鋼板 

鋼板に生じる応力は，鋼板を両端ピンの単純はりとして算出する。鋼板に作用

する荷重の例を図 3－3 に示す。 

 

a. 単位長さ当たりの等分布荷重 

ｗ１＝Ｓｓ 

 

ｗ１  ：地震荷重による等分布荷重(kN/m) 

ｂ 1 ：鋼板の幅（単位幅：1000mm） 

Ｓｓ  ：水平地震荷重（ｔ・ｂ1・10-6・αＨ・ρｓ・g）(kN/m) 

t ：鋼板の厚さ(mm) 

αＨ  ：水平方向の設計震度 

ρｓ  ：鋼板の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

 

b. 鋼板に生じる曲げ応力度 

σ1＝（Ｍ 1・106）／Ｚ1 

Ｍ1＝ｗ 1・（Ｌ 1・10-3）2／8 

 

σ 1 ：鋼板に生じる曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ 1 ：鋼板の曲げモーメント (kN・m) 

Ｌ 1 ：鋼板の短辺長さ(mm) 

Ｚ 1 ：鋼板の断面係数(mm3)  
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         断面概念図              立面図 

 

図 3－3 鋼板に作用する荷重の例 

 

(2) 胴縁 

胴縁に生じる応力は，胴縁を両端ピンの単純はりとして算出する。胴縁に作用

する荷重の例を図 3－4 に示す。 

 

a. 単位長さ当たりの等分布荷重 

ｗ2＝Ｓｓ 

ｗ 2 ：地震荷重による等分布荷重(kN/m) 

Ｓｓ  ：水平地震荷重(kN/m) 

（（ρｓ・ｂ 2・ｔ・10-6＋ｍ2・10-3）・αＨ・g） 

ｂ 2 ：胴縁に作用する荷重の負担幅(mm) 

ρｓ  ：鋼板の密度(t/m3) 

t ：鋼板の厚さ(mm) 

ｍ 2 ：胴縁の質量分布(kg/m) 

αＨ  ：水平方向の設計震度 

g ：重力加速度(m/s2) 

 

b. 胴縁に生じる曲げ応力度 

σ2＝（Ｍ 2・106）／Ｚ2 

Ｍ2＝ｗ 2・（Ｌ 2・10-3）2／8 

 

σ 2 ：胴縁に生じる曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ 2 ：胴縁の曲げモーメント(kN・m) 

Ｌ１  

Ｌ
1
 ｗ1 

鋼板 
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Ｌ 2 ：胴縁全長(mm) 

Ｚ 2 ：胴縁の断面係数(mm3) 

  

c. 胴縁に生じるせん断応力度 

τ2＝（Ｑ 2・103）／Ａｓ 2 

Ｑ2＝ｗ 2・Ｌ 2・10-3／2 

 

τ 2 ：胴縁に生じるせん断応力度(N/mm2) 

Ｑ 2 ：胴縁のせん断力(kN) 

Ｌ 2 ：胴縁全長(mm) 

Ａｓ 2 ：胴縁のせん断断面積(mm2) 

 

d. 胴縁に生じる組合せ応力度 

胴縁に生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を「Ｓ規準」

に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

σ 2 ：胴縁に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

τ 2 ：胴縁に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｓｆｔ 2 ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        断面概念図                 立面図 

 

図 3－4 胴縁に作用する荷重の例 

  

2 2
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(3) 柱 

柱に生じる応力は，柱を両端ピンの単純はりとして算出する。柱に作用する荷

重の例を図 3－5 に示す。 

 

a. 単位長さ当たりの等分布荷重 

ｗ3＝Ｓｓ 

 

ｗ 3 ：地震荷重による等分布荷重(kN/m) 

Ｓｓ ：水平地震荷重(kN/m) 

（（ρｓ・ｂ3・ｔ・10-6＋ｍ2・Ｌ 2／ｂ 2・10-3＋ｍ3・10-3）・αＨ・g） 

ｂ 3 ：柱に作用する荷重の負担幅(mm) 

ρｓ ：鋼板の密度(t/m3) 

ｔ ：鋼板の厚さ(mm) 

ｍ 2 ：胴縁の質量分布(kg/m) 

Ｌ 2 ：胴縁全長(mm) 

ｂ 2 ：胴縁に作用する荷重の負担幅(mm) 

ｍ 3 ：柱の質量分布(kg/m) 

αＨ ：水平方向の設計震度 

g ：重力加速度(m/s2) 

 

b. 柱に生じる曲げ応力度 

σ3＝（Ｍ 3・106）／Ｚ 3 

Ｍ3＝ｗ 3・（Ｌ 3・10-3）2／8 

 

σ 3 ：柱に生じる曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ 3 ：柱の曲げモーメント(kN・m) 

Ｌ 3 ：柱全長(mm) 

Ｚ 3 ：柱の断面係数(mm3) 

 

c. 柱に生じるせん断応力度 

τ3＝（Ｑ 3・103）／Ａｓ3 

Ｑ3＝ｗ 3・Ｌ 3・10-3／2 

 

τ 3 ：柱に生じるせん断応力度(N/mm2) 

Ｑ 3 ：柱のせん断力(kN) 

Ｌ 3 ：柱全長(mm) 
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Ａｓ 3 ：柱のせん断断面積(mm2) 

  

d. 柱に生じる組合せ応力度 

柱に生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を「Ｓ規準」に

基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

σ 3 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

τ 3 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｓｆｔ 3 ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         断面概念図          立面図 

 

図 3－5 柱に作用する荷重の例 
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(4) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力は次式より算出し，アンカーボルト

の短期許容荷重以下であることを確認する。アンカーボルトに生じる荷重の例を図

3－6 に示す。 

Ｑｄ＝Ｑ 4／ｎ 

 

Ｑｄ ：アンカーボルト 1 本当たりのせん断力（kN） 

Ｑ4 ：柱のせん断力（kN） 

ｎ ：柱に取り付くアンカーボルトの本数（本） 

 

 

 

 

図 3－6 アンカーボルトに生じる荷重の例 

 

  

Ｑ
４
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3.2.6 評価条件 

耐震評価に用いる評価条件を表 3－8 に示す。 

 

表 3－8 耐震評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 
g m/s2 重力加速度 9.80665 

αＨ － 水平方向の設計震度 1.28 

鋼板 

ρｓ t/m3 鋼板の密度 7.85 

t mm 鋼板の厚さ 16 

Ｚ1 mm3 鋼板の断面係数 6.400×104 

Ｌ１ mm 鋼板の短辺長さ 620 

胴縁 

ｂ2 mm 胴縁に作用する荷重の負担幅 606 

ｍ2 kg/m 胴縁の質量分布 46.9 

Ｌ2 mm 胴縁全長 1500 

Ｚ2 mm3 胴縁の断面係数 2490×102 

ＡＳ 2 mm2 胴縁のせん断断面積 1384 

柱 

ｂ3 mm 柱に作用する荷重の負担幅 1500 

ｍ3 kg/m 柱の質量分布 153.0 

Ｚ3 mm3 柱の断面係数 1350×103 

Ｌ3 mm 柱全長 2816 

ＡＳ 3 mm2 柱のせん断断面積 2700 

アンカーボルト n 本 柱に取り付くアンカーボルトの本数 6 
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4. タービン建物地下 1 階復水器室北西側防水壁 

4.1 固有振動数及び設計用地震力 

4.1.1 固有振動数の算出 

タービン建物地下 1 階復水器室北西側防水壁の構造に応じて解析モデルを設定

し，固有振動数を算出する。 

 

(1) 解析モデルの設定 

当該防水壁は，各部位の寸法や形状を踏まえ，胴縁を両端ピンはりに，柱及び

はりをはり要素でモデル化し，実情に合わせて境界条件を定めた解析モデルとす

る。解析モデル図を図 4-1 に示す。 

解析に用いる部材の物性値は以下する。 

ヤング係数   ：Ｅ＝2.05×105(N/mm2) 

せん断弾性係数 ：Ｇ＝0.79×105(N/mm2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1(1) 固有値解析モデル 

 

胴縁の全長 

胴縁 
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図 4－1(2) 固有値解析モデル 

 

  

△：ピン支持 

〇：ピン接合 
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(2) 記号の説明 

当該防水壁の固有振動数算出に用いる記号を表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 固有振動数算出に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｆ Hz 固有振動数 

Ｌ mm 
モデル化に用いる胴縁の長さ及び鋼

板の短辺長さ 

Ｅ N/m2 ヤング率 

Ｉ mm4 断面二次モーメント 

ｍ kg/m 質量分布 

 

(3) 固有振動数の算出方法 

胴縁については，「鋼構造力学公式集」に基づき以下の式より固有振動数を算

出する。 

 

a. 両端ピンはりモデル（胴縁をモデル化） 

2

2

π ＥＩ
ｆ＝

ｍ2 Ｌ  
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柱及びはりは，「(1) 解析モデルの設定」にて設定した解析モデルを用いて，

固有値解析により算出する。解析に使用するコードは，「ＫＡＮＳＡＳ２」であ

る。なお，解析コードの検証及び妥当性の確認の概要については，Ⅵ-5「計算機

プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

(4) 固有振動数の算出結果 

胴縁の固有振動数の算出条件及び算出結果を表 4－2 に，柱及びはりの固有振動

数の算出結果を表 4－3 に示す。 

 

表 4－2 固有振動数（胴縁） 

項目 記号 単位 数値 

モデル化に用いる胴縁の長さ Ｌ mm 2300 

ヤング率 Ｅ N/m2 2.05×1011 

断面二次モーメント Ｉ mm4 29000×104 

質量分布 ｍ kg/m 344.2 

固有振動数 ｆ Hz 123.406 

 

表 4－3 固有振動数（柱及びはり） 

設備名称 方向 
固有振動数 

ｆ（Hz） 

固有周期 

Ｔ（s） 

タービン建物地下 1 階 

復水器室北西側防水壁 

水平方向 
ＮＳ方向 19.780 0.0506 

ＥＷ方向 30.391 0.0329 

鉛直方向 55.263 0.0181 
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4.1.2 設計用地震力 

基準地震動Ｓｓによる設計用地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの

作成方針」に基づき設定し，設計用床応答スペクトルに基づき設定する場合に適

用する減衰定数は 2％とする。また，設計震度は当該防水壁設置階と上階の最大

値とし，水平震度はＮＳ方向とＥＷ方向の大きい方を用いる。当該防水壁の設計

震度を表 4－4 に示す。 

 

表 4－4 設計震度 

設置場所 タービン建物 EL 0.25m 

固有周期(s) ＮＳ方向：0.0506 ＥＷ方向：0.0329 鉛直：0.0181 

減衰定数(%) ＮＳ方向：2.0 ＥＷ方向：－ 鉛直：－ 

地震力 基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

水平震度 
鉛直震度 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 

1 次 0.0506 3.93＊ 1 － － 

動的地震力＊ 2 － 1.21 0.60 

注記＊1：設計用床応答スペクトルⅠ（Ｓｓ）に基づき設定した震度 

  ＊2：設計用震度Ⅰ(1.0ZPA)を示す。 
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4.2 耐震評価方法 

4.2.1 記号の説明 

当該防水壁の評価に用いる記号を表 4－5 に示す。 

 

表 4－5(1) タービン建物地下 1 階復水器室北西側防水壁の耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｗ１ kN/m 鋼板に作用する地震荷重による等分布荷重 

g m/s2 重力加速度 

ｂ1 mm 鋼板の幅 

αＨ － 水平方向の設計震度 

αＶ － 鉛直方向の設計震度 

Ｓｓ kN/m 水平地震荷重 

ＳｓＶ kN/m 鉛直地震荷重 

t mm 鋼板の厚さ 

ρｓ t/m3 鋼板の密度 

σb1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 

Ｍ１ kN・m 鋼板の曲げモーメント 

Ｚ１ mm3 鋼板の断面係数 

Ｌ１ mm 鋼板の短辺長さ 

ｗｘ 2 kN/m 胴縁に作用する水平地震荷重による等分布荷重 

ｗｙ 2 kN/m 胴縁に作用する鉛直地震荷重による等分布荷重 

ｂ2 mm 胴縁に作用する荷重の負担幅 

ｍ2 kg/m 胴縁の質量分布 

σｂｘ 2 N/mm2 胴縁に生じる強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 2 N/mm2 胴縁に生じる弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 2 kN・m 胴縁の強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 2 kN・m 胴縁の弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 2 mm3 胴縁の強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 2 mm3 胴縁の弱軸回りの断面係数 

Ｌ2 mm 胴縁全長 

τｘ 2 N/mm2 胴縁に生じる強軸方向のせん断応力度 

τｙ 2 N/mm2 胴縁に生じる弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 2 kN 胴縁の強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 2 kN 胴縁の弱軸方向のせん断力 
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表 4－5(2) タービン建物地下 1 階復水器室北西側防水壁の耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

ＡＳｘ 2 mm2 胴縁の強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 2 mm2 胴縁の弱軸方向のせん断断面積 

ｓｆｔ 2 N/mm2 胴縁の短期許容引張応力度 

ｗ3 kN/m 柱に作用する地震荷重による等分布荷重 

ｂ3 mm 柱に作用する荷重の負担幅 

ｍ3 kg/m 柱の質量分布 

σｂｘ 3 N/mm2 柱に生じる強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 3 N/mm2 柱に生じる弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 3 kN・m 柱の強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 3 kN・m 柱の弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 3 mm3 柱の強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 3 mm3 柱の弱軸回りの断面係数 

Ｌ3 mm 柱全長 

τｘ 3 N/mm2 柱に生じる強軸方向のせん断応力度 

τｙ 3 N/mm2 柱に生じる弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 3 kN 柱の強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 3 kN 柱の弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 3 mm2 柱の強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 3 mm2 柱の弱軸方向のせん断断面積 

σｃ（ｔ）3 N/mm2 柱に生じる軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）3 kN 柱の圧縮又は引張軸力 

Ａｇ 3 mm2 柱の断面積 

Ｎ3 kN 柱の軸力 

ｓｆｂｘ3 N/mm2 柱の強軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆｂｙ3 N/mm2 柱の弱軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆ c（ｔ） 3 N/mm2 柱の短期許容圧縮又は許容引張応力度 

ｓｆｔ 3 N/mm2 柱の短期許容引張応力度 

ｗｘ 4 kN/m はりに作用する水平地震荷重による等分布荷重 

ｗｙ 4 kN/m はりに作用する鉛直地震荷重による等分布荷重 

σｂｘ 4 N/mm2 はりに生じる強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 4 N/mm2 はりに生じる弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 4 kN・m はりの強軸回りの曲げモーメント 
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表 4－5(3) タービン建物地下 1 階復水器室北西側防水壁の耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｂ4 mm はりに作用する荷重の負担幅 

ｍ4 kg/m はりの質量分布 

Ｍｙ 4 kN・m はりの弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 4 mm3 はりの強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 4 mm3 はりの弱軸回りの断面係数 

Ｌ4 mm はり全長 

Ｐ4 kN 柱の反力 

Ｌa mm はり支点間距離のうち長い方 

Ｌb mm はり支点間距離のうち短い方 

τｘ 4 N/mm2 はりに生じる強軸方向のせん断応力度 

τｙ 4 N/mm2 はりに生じる弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 4 kN はりの強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 4 kN はりの弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 4 mm2 はりの強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 4 mm2 はりの弱軸方向のせん断断面積 

σｃ（ｔ）4 N/mm2 はりに生じる軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）4 kN はりの圧縮又は引張軸力 

Ａｇ 4 mm2 はりの断面積 

Ｑ4 kN 柱の反力 

Ｎ4 kN はりの軸力 

ｓｆｂｘ4 N/mm2 はりの強軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆｂｙ4 N/mm2 はりの弱軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆ c（ｔ） 4 N/mm2 はりの短期許容圧縮又は許容引張応力度 

ｓｆｔ 4 N/mm2 はりの短期許容引張応力度 

Ｔ5 kN 柱又ははりの引張力 

ｎ5 本 柱又ははりに取り付くアンカーボルトの本数 

Ｔｄ 5 kN アンカーボルト 1 本当たりの引張力 

Ｔa kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力 

Ｑ5 kN 柱又ははりに生じるせん断力 

Ｑｄ 5 kN アンカーボルト 1 本当たりのせん断力 

Ｑa kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力 
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4.2.2 評価対象部位 

評価対象部位は「2.2 構造計画」に示す当該防水壁の構造上の特徴を踏まえ選

定する。 

基準地震動Ｓｓによる地震力により当該防水壁に生じる慣性力は鋼板，胴縁，

はり及び柱に伝わり，はり及び柱を固定するアンカーボルトを介して躯体に伝達

されることから，評価対象部位を鋼板，胴縁，柱，はり及びアンカーボルトとす

る。評価対象部位を図 4－2 に示す。 
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図 4―2 評価対象部位 
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4.2.3 荷重及び荷重の組合せ 

(1) 荷重の組合せ 

当該防水壁の評価に用いる荷重の組合せを以下に示す。 

Ｇ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重(kN) 

Ｓｓ ：地震荷重(kN) 

 

(2) 荷重の設定 

a. 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として当該防水壁の自重を考慮する。 

 

b. 地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重は，基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。「4.1.2 設計用地震力」

で設定した設計震度を用いて，次式により算定する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

Ｓｓ ：地震荷重(kN) 

Ｇ ：固定荷重(kN) 

ｋ ：設計震度 

 

なお，水平及び鉛直地震力による組合せ応力が作用する部位の評価は，水平方

向と鉛直方向の地震力が同時に作用するものとして評価する。 
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4.2.4 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏

まえて設定する。 

 

(1) 使用材料 

当該防水壁を構成する鋼板，胴縁，柱，はり及びアンカーボルトの使用材料を

表 4－6 に示す。 

 

表 4－6 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

鋼板 SS400 PL-22 

柱 SN490B 
BH-600×600×28×40 

BH-600×940×40×40 

はり SN490B 
BH-400×400×36×40 

BH-400×500×28×40 

胴縁 SS400 2-[-380×100×10.5×16 

アンカーボルト SS400 M24 

 

(2) 許容限界 

a. 鋼材 

鋼材の許容限界は，「Ｓ規準」を踏まえて表 4－7 の値とする。 

 

表 4－7 鋼材の許容限界 

材質 
短期許容応力度(N/mm2) 

引張 圧縮＊ 曲げ＊ せん断 

SS400 235 235 235 135 

SN490B 325 325 325 187 

注記＊：上限値であり，座屈長さ等を勘案して設定する。 
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b. アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は「各種合成構造設計指針・同解説」を踏まえて

表 4－8 の値とする。 

なお，アンカーボルトが引張力を受ける場合においては，アンカーボルトの

降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較して，いずれか小さ

い値を採用する。また，アンカーボルトがせん断力を受ける場合においては，

アンカーボルトのせん断強度により決まる耐力，定着したコンクリート躯体の

支圧強度及びコーン状破壊により決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を

採用する。 

 

表 4－8 アンカーボルトの許容限界 

材質 
許容耐力(kN) 

引張 せん断 

SS400(M24) 76 58 
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4.2.5 評価方法 

当該防水壁を構成する鋼板，胴縁，柱，はり及びアンカーボルトに発生する応

力より算定する応力度が，許容限界以下であることを確認する。 

 

(1) 鋼板 

鋼板に生じる応力は，鋼板を両端ピンの単純はりとして算出する。鋼板に作用

する荷重の例を図 4－3 に示す。 

 

a. 単位長さ当たりの等分布荷重 

ｗ１＝Ｓｓ 

 

ｗ１  ：地震荷重による等分布荷重(kN/m) 

ｂ 1 ：鋼板の幅（単位幅：1000mm） 

Ｓｓ  ：水平地震荷重（ｔ・ｂ1・10-6・αＨ・ρｓ・g）(kN/m) 

t ：鋼板の厚さ(mm) 

αＨ  ：水平方向の設計震度 

ρｓ  ：鋼板の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

 

b. 鋼板に生じる曲げ応力度 

σb1＝（Ｍ１・106）／Ｚ１  

Ｍ１＝ｗ１・（Ｌ１・10-3）2／8 

 

σ b1 ：鋼板に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ１ ：鋼板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ１ ：鋼板の断面係数（mm3） 

Ｌ１  ：鋼板の短辺長さ（mm） 
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          断面概念図              立面図 

図 4－3 鋼板に作用する荷重の例 

 

(2) 胴縁 

胴縁に生じる応力は，胴縁を両端ピンの単純はりとして算出する。胴縁に作用

する荷重の例を図 4－4 に示す。 

 

a. 単位長さ当たりの等分布荷重 

ｗｘ 2＝Ｓｓ 

ｗｙ 2＝ＳｓＶ  

 

ｗｘ 2 ：水平地震荷重による等分布荷重(kN/m) 

ｗｙ 2 ：鉛直地震荷重による等分布荷重(kN/m) 

Ｓｓ  ：水平地震荷重(kN/m) 

（（ρｓ・ｂ 2・ｔ・10-6＋ｍ2・10-3）・αＨ・g） 

ＳｓＶ  ：鉛直地震荷重(kN/m) 

（（ρｓ・ｂ 2・ｔ・10-6＋ｍ2・10-3）・（１±αＶ）・g） 

ｂ 2 ：胴縁に作用する荷重の負担幅(mm) 

ρｓ  ：鋼板の密度(t/m3) 

t ：鋼板の厚さ(mm) 

ｍ 2 ：胴縁の質量分布(kg/m) 

αＨ  ：水平方向の設計震度 

αＶ  ：鉛直方向の設計震度 

g ：重力加速度(m/s2)  

Ｌ１ 

Ｌ
1
 ｗ 1 

 

鋼板 
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b. 胴縁に生じる曲げ応力度 

σｂｘ 2＝（ＭＸ 2・106）／Ｚｘ 2 

σｂｙ 2＝（ＭＹ 2・106）／Ｚｙ 2 

Ｍｘ 2＝ｗｘ 2・（Ｌ 2・10-3）2／8 

Ｍｙ 2＝ｗｙ 2・（Ｌ 2・10-3）2／8 

 

σｂｘ 2，σｂｙ2 ：胴縁に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｘ 2，Ｍｙ2 ：胴縁の強軸及び弱軸回りの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚｘ 2，Ｚｙ2 ：胴縁の強軸及び弱軸回りの断面係数（mm3） 

Ｌ 2 ：胴縁全長（mm） 

 

c. 胴縁に生じるせん断応力度 

τｘ 2＝（Ｑｘ 2・103）／ＡＳｘ 2 

τｙ 2＝（Ｑｙ 2・103）／ＡＳｙ 2 

Ｑｘ 2＝ｗｘ 2・（Ｌ 2・10-3）／2 

Ｑｙ 2＝ｗｙ 2・（Ｌ 2・10-3）／2 

 

τｘ 2，τｙ2 ：胴縁に生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｘ 2，Ｑｙ2 ：胴縁の強軸及び弱軸方向のせん断力（kN） 

ＡＳｘ 2,ＡＳｙ 2 ：胴縁の強軸及び弱軸方向のせん断断面積（mm2）  

Ｌ 2 ：胴縁全長(mm) 

 

d. 胴縁に生じる組合せ応力度 

胴縁に生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を「Ｓ規準」

に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

σｂｘ 2，σｂｙ2 ：胴縁に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度(N/mm2) 

τ 2 ：胴縁に生じるせん断応力度 max（τｘ2，τｙ2）(N/mm2) 

ｓｆｔ 2 ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

 

 

 

 

 

 
2 2

bｘ2 bｙ2 2 s ｔ23 ≦　f     
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 断面概念図                立面図 

図 4－4 胴縁に作用する荷重の例 

 

(3) 柱 

柱に生じる応力は，柱を両端ピンの単純はりとして算出する。柱に作用する荷

重の例を図 4－5 に示す。 

 

a. 単位長さ当たりの等分布荷重  

ｗ3＝Ｓｓ 

 

ｗ 3 ：地震荷重による等分布荷重(kN/m) 

Ｓｓ  ：水平地震荷重(kN/m) 

（（ρｓ・ｂ3・ｔ・10-6＋ｍ2／ｂ 2・ｂ 3・10-3＋ｍ3・10-3）・αＨ・g） 

ｂ 3 ：柱に作用する荷重の負担幅(mm) 

ρｓ ：鋼板の密度(t/m3) 

ｔ ：鋼板の厚さ(mm) 

ｍ 2 ：胴縁の質量分布(kg/m) 

ｂ 2 ：胴縁に作用する荷重の負担幅(mm) 

ｍ 3 ：柱の質量分布(kg/m) 

αＨ ：水平方向の設計震度 

g ：重力加速度(m/s2) 

  

ｂ2 
Ｌ

2
 

ｗ2 
胴縁 

Ｌ2 
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b. 柱に生じる曲げ応力度 

σｂｘ 3＝（Ｍｘ 3・106）／Ｚｘ 3 

σｂｙ 3＝（Ｍｙ 3・106）／Ｚｙ 3 

Ｍｘ 3＝ｗｘ 3・（Ｌ 3・10-3）2／8 

Ｍｙ 3＝ｗｙ 3・（Ｌ 3・10-3）2／8 

 

σｂｘ 3，σｂｙ3 ：柱に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｘ 3，Ｍｙ3 ：柱の強軸及び弱軸回りの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚｘ 3，Ｚｙ3 ：柱の強軸及び弱軸回りの断面係数（mm3） 

Ｌ 3 ：柱全長（mm） 

 

c. 柱に生じるせん断応力度 

τｘ 3＝（Ｑｘ 3・103）／ＡＳｘ 3 

τｙ 3＝（Ｑｙ 3・103）／ＡＳｙ 3 

Ｑｘ 3＝ｗｘ 3・（Ｌ 3・10-3）／2 

Ｑｙ 3＝ｗｙ 3・（Ｌ 3・10-3）／2 

 

τｘ 3，τｙ3 ：柱に生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｘ 3，Ｑｙ3 ：柱の強軸及び弱軸方向のせん断力（kN） 

ＡＳｘ 3，ＡＳｙ3 ：柱の強軸及び弱軸方向のせん断断面積（mm2） 

Ｌ 3 ：柱全長（mm） 

 

d. 柱に生じる軸応力度 

σｃ（ｔ） 3＝（Ｎｃ（ｔ）3・103）／Ａｇ3 

Ｎｃ（ｔ） 3＝Ｎ3・（１±αＶ） 

 

σｃ（ｔ）3 ：柱に生じる軸応力度（N/mm2） 

Ｎｃ（ｔ）3 ：柱の圧縮又は引張軸力（kN） 

Ａｇ 3 ：柱の断面積（mm2） 

Ｎ 3 ：柱の軸力（kN） 

αＶ  ：鉛直方向の設計震度 
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e. 柱に生じる組合せ応力度 

柱に生じる曲げ応力度及び軸応力度の組合せに対する検定比は，次式により

算出し，検定比 1.0 以下であることを確認する。 

σｂｘ 3／ｓｆｂｘ3 ＋σｂｙ 3／ｓｆｂｙ3 ＋ σc（ｔ）3／ｓｆ c（ｔ）3≦1.0 

 

σｂｘ 3，σｂｙ3 ：柱に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

ｓｆｂｘ3，ｓｆｂｙ 3 ：柱の強軸及び弱軸回りの短期許容曲げ応力度（N/mm2） 

σ c（ｔ） 3 ：柱に生じる軸応力度（N/mm2） 

ｓｆ c（ｔ） 3 ：短期許容圧縮又は許容引張応力度（N/mm2） 

 

柱に生じる曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する応力度

は，次式により算出し，短期許容引張応力度以下であることを確認する。 

 

 

σｂｘ 3，σｂｙ3 ：柱に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σ c（ｔ） 3 ：柱に生じる軸応力度（N/mm2） 

τ 3 ：柱に生じるせん断応力度 max（τｘ3，τｙ 3）(N/mm2) 

ｓｆｔ 3 ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          断面概念図           立面図 

図 4－5 柱に作用する荷重の例 

 

  

 
2 2

bｘ3 bｙ3 ｃ（ｔ）3 3 s ｔ33 ≦　f      

ｂ3 

Ｌ
3
 ｗ 3  

柱 

Ｌ
3
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(4) はり 

はりに生じる応力は，はりを両端ピンの単純はりとして算出する。はりに作用

する荷重の例を図 4－6 に示す。 

 

a. 単位長さ当たりの等分布荷重 

ｗｘ 4＝Ｓｓ 

ｗｙ 4＝ＳｓＶ  

 

ｗｘ 4 ：水平地震荷重による等分布荷重(kN/m) 

ｗｙ 4 ：鉛直地震荷重による等分布荷重(kN/m) 

Ｓｓ  ：水平地震荷重(kN/m) 

        （（ρｓ・ｂ 4・ｔ・10-6＋ｍ 2／ｂ 2・ｂ4・10-3＋ｍ4・10-3）・αＨ・

g） 

ＳｓＶ  ：鉛直地震荷重(kN/m) 

        （（ρｓ・ｂ 4・ｔ・10-6＋ｍ 2／ｂ 2・ｂ4・10-3＋ｍ4・10-3）・αⅤ・

g） 

ｂ 4 ：はりに作用する荷重の負担幅(mm) 

ρｓ ：鋼板の密度(t/m3) 

ｔ ：鋼板の厚さ(mm) 

ｍ 2 ：胴縁の質量分布(kg/m) 

ｂ 2 ：胴縁に作用する荷重の負担幅(mm) 

ｍ 4 ：はりの質量分布(kg/m) 

αＨ ：水平方向の設計震度 

αⅤ ：鉛直方向の設計震度 

g ：重力加速度(m/s2) 
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b. はりに生じる曲げ応力度 

σｂｘ 4＝（Ｍｘ 4・106）／Ｚｘ 4 

σｂｙ 4＝（Ｍｙ 4・106）／Ｚｙ 4 

Ｍｘ 4＝ｗｘ 4・（Ｌ 4・10-3）2／8＋Ｐ 4・Ｌ a・Ｌb／Ｌ 4 

Ｍｙ 4＝ｗｙ 4・（Ｌ a ・10-3） 2／8 

 

σｂｘ 4，σｂｙ4 ：はりに生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｘ 4，Ｍｙ4 ：はりの強軸及び弱軸回りの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚｘ 4，Ｚｙ4 ：はりの強軸及び弱軸回りの断面係数（mm3） 

Ｌ 4 ：柱の反力（kN） 

Ｐ 4 ：はり全長（mm） 

Ｌ a ：はり支点間距離のうち長い方（mm） 

Ｌ b ：はり支点間距離のうち短い方（mm） 

 

c. はりに生じるせん断応力度 

τｘ 4＝（Ｑｘ 4・103）／ＡＳｘ 4 

τｙ 4＝（Ｑｙ 4・103）／ＡＳｙ 4 

Ｑｘ 4＝ｗｘ 4・（Ｌ 4・10-3）／2＋Ｐ4・Ｌa／Ｌ4 

Ｑｙ 4＝ｗｙ 4・（Ｌ a・10-3）／2 

 

τｘ 4，τｙ4 ：はりに生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｘ 4，Ｑｙ4 ：はりの強軸及び弱軸方向のせん断力（kN） 

ＡＳｘ 4，ＡＳｙ4 ：はりの強軸及び弱軸方向のせん断断面積（mm2） 

Ｌ 4 ：はり全長（mm） 

Ｐ 4 ：柱の反力（kN） 

Ｌ a ：はり支点間距離のうち長い方（mm） 

Ｌ b ：はり支点間距離のうち短い方（mm） 
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d. はりに生じる軸応力度 

σｃ（ｔ） 4＝（Ｎｃ（ｔ）4・103）／Ａｇ4 

Ｎｃ（ｔ） 4＝Ｑ4＋Ｎ4・α H 

 

σｃ（ｔ）4 ：はりに生じる軸応力度（N/mm2） 

Ｎｃ（ｔ）4 ：はりの圧縮又は引張軸力（kN） 

Ａｇ 4 ：はりの断面積（mm2） 

Ｑ 4 ：柱の反力（kN） 

Ｎ 4 ：はりの軸力（kN） 

α H ：水平方向の設計震度 

 

e. はりに生じる組合せ応力度 

はりに生じる曲げ応力度及び軸応力度の組合せに対する検定比は，次式によ

り算出し，検定比 1.0 以下であることを確認する。 

σｂｘ 4／ｓｆｂｘ4 ＋σｂｙ 4／ｓｆｂｙ4 ＋ σc（ｔ）4／ｓｆ c（ｔ）4≦1.0 

 

σｂｘ 4，σｂｙ4 ：はりに生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

ｓｆｂｘ4，ｓｆｂｙ 4 ：はりの強軸及び弱軸回りの短期許容曲げ応力度

（N/mm2） 

σ c（ｔ） 4 ：はりに生じる軸応力度（N/mm2） 

ｓｆ c（ｔ） 4 ：短期許容圧縮又は許容引張応力度（N/mm2） 

 

はりに生じる曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する応力

度は，次式により算出し，短期許容引張応力度以下であることを確認する。 

 

 

σｂｘ 4,σｂｙ4 ：はりに生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σ c（ｔ） 4 ：はりに生じる軸応力度（N/mm2） 

τ 4 ：はりに生じるせん断応力度 max（τｘ4，τｙ4）(N/mm2) 

ｓｆｔ 4 ：短期許容引張応力度(N/mm2) 

  

 
2 2

bｘ4 bｙ4 ｃ（ｔ）4 4 s ｔ43 ≦　f      
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        断面概念図               立面図 

図 4－6 はりに作用する荷重の例 
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(5) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力又はせん断力が，「各種合成構造設

計指針・同解説」に基づき算定したアンカーボルトの短期許容荷重以下であるこ

とを確認する。アンカーボルトに生じる荷重の例を図 4－7 に示す。 

 

（Ｔｄ 5／Ｔ a） 2＋（Ｑｄ 5／Ｑa） 2≦1 

 

Ｔｄ 5＝Ｔ 5／ｎ 5 

Ｔｄ 5／Ｔ a ≦ 1.0 

Ｔｄ 5 ：アンカーボルト 1 本当たりの引張力(kN) 

Ｔ5 ：柱又ははりの引張力(kN) 

ｎ5 ：柱又ははりに取り付くアンカーボルトの本数（本） 

Ｔa ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力(kN) 

 

Ｑｄ 5＝Ｑ 5／ｎ 5 

Ｑｄ 5／Ｑ a ≦ 1.0 

Ｑｄ 5 ：アンカーボルト 1 本当たりのせん断力(kN) 

Ｑ5 ：柱又ははりのせん断力(kN) 

Ｑa ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力(kN) 

 

 

 

 

 

図 4－7 アンカーボルトに生じる荷重の例 
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4.2.6 評価条件 

耐震評価に用いる評価条件を表 4－9 に示す。 

 

表 4－9(1) 耐震評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

αＨ － 水平方向の設計震度 3.93 

αＶ － 鉛直方向の設計震度 0.60 

鋼板 

ρｓ t/m3 鋼板の密度 7.85 

t mm 鋼板の厚さ 22 

Ｚ１ mm3 鋼板の断面係数 80.67×103 

Ｌ１ mm 鋼板の短辺長さ 750 

胴縁 

ｂ2 mm 胴縁に作用する荷重の負担幅 725 

ｍ2 kg/m 胴縁の質量分布 214.1 

Ｚｘ 2 mm3 胴縁の強軸回りの断面係数 1526×103 

Ｚｙ 2 mm3 胴縁の弱軸回りの断面係数 141×103 

Ｌ2 mm 胴縁全長 2300 

ＡＳｘ 2 mm2 胴縁の強軸方向のせん断断面積 7308 

ＡＳｙ 2 mm2 胴縁の弱軸方向のせん断断面積 6400 

柱 

ｂ3 mm 柱に作用する荷重の負担幅 1800 

ｍ3 kg/m 柱の質量分布 601.6 

Ｚｘ 3 mm3 柱の強軸回りの断面係数 13659×103 

Ｚｙ 3 mm3 柱の弱軸回りの断面係数 4803×103 

Ｌ3 mm 柱全長 5280 

ＡＳｘ 3 mm2 柱の強軸方向のせん断断面積 14560 

ＡＳｙ 3 mm2 柱の弱軸方向のせん断断面積 48000 

Ａｇ 3 mm2 柱の断面積 62560 
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表 4－9(2) 耐震評価に用いる入力値 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

はり 

Ｚｘ 4 mm3 はりの強軸回りの断面係数 5697×103 

Ｚｙ 4 mm3 はりの弱軸回りの断面係数 2140×103 

Ｌ4 mm はり全長 3600 

Ｌa mm はり支点間距離のうち長い方 1950 

Ｌb mm はり支点間距離のうち短い方 1650 

Ｐ4 kN 
はりの強軸方向における柱からの反

力 
150.48 

Ｑ4 kN はりの軸方向における柱からの反力 76.03 

ＡＳｘ 4 mm2 はりの強軸方向のせん断断面積 11520 

ＡＳｙ 4 mm2 はりの弱軸方向のせん断断面積 32000 

Ａｇ 4 mm2 はりの断面積 43520 

アンカーボルト ｎ5 本 
柱又ははりに取り付くアンカーボルト

の本数 
14 
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5. タービン建物地下 1 階復水器室北側防水壁 

5.1 固有振動数及び設計用地震力 

5.1.1 固有振動数の算出方法 

タービン建物地下 1階復水器室北側防水壁の構造に応じて解析モデルを設定し，

固有振動数を算出する。 

 

(1) 解析モデルの設定 

当該防水壁は，各部位の寸法や形状を踏まえ，胴縁を両端ピンはりに，柱及び

はりをはり要素でモデル化し，実情に合わせて境界条件を定めた解析モデルとす

る。解析モデル図を図 5－1 に示す。 

解析の用いる部材の物性値は以下とする。 

ヤング係数   ：Ｅ＝2.05×105(N/mm2) 

せん断弾性係数 ：Ｇ＝0.79×105(N/mm2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1(1) 固有値解析モデル 

 

 

  

胴縁の全長 

胴縁 
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図 5－1(2) 固有値解析モデル 

 

 

 

 

 

  

△：ピン支持 

〇：ピン接合 
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(2) 記号の説明 

当該防水壁の固有振動数算出に用いる記号を表 5－1 に示す。 

 

表 5－1 固有振動数算出に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｆ Hz 固有振動数 

Ｌ mm モデル化に用いる胴縁の長さ 

Ｅ N/m2 ヤング率 

Ｉ mm4 断面二次モーメント 

ｍ kg/m 質量分布 

 

(3) 固有振動数の算出方法 

胴縁については，「鋼構造力学公式集」に基づき以下の式より固有振動数を算

出する。 

 

a. 両端ピンはりモデル（胴縁をモデル化） 

 

 

 

 

  

2

2

π ＥＩ
ｆ＝

ｍ2 Ｌ
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柱及びはりは，「(1) 解析モデルの設定」にて設定した解析モデルを用いて，

固有値解析により算出する。解析に使用するコードは，「ＫＡＮＳＡＳ２」であ

る。なお，解析コードの検証及び妥当性の確認の概要については，Ⅵ-5「計算機

プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

(4) 固有振動数の算出結果 

胴縁の固有周期の算出条件及び算出結果を表 5－2 に，柱及びはりの固有周期の

算出結果を表 5－3 に示す。 

 

表 5－2 固有振動数（胴縁） 

項目 記号 単位 数値 

モデル化に用いる胴縁の長さ Ｌ mm 1560 

ヤング率 Ｅ N/m2 2.05×1011 

断面二次モーメント Ｉ mm4 29000×104 

質量分布 ｍ kg/m 386.5 

固有振動数 ｆ Hz 253.146 

 

表 5－3 固有振動数（柱及びはり） 

設備名称 方向 
固有振動数 

ｆ（Hz） 

固有周期 

Ｔ（s） 

タービン建物地下 1 階 

復水器室北側防水壁 

水平方向 
ＮＳ方向 65.040 0.0154 

ＥＷ方向 48.321 0.0207 

鉛直方向 16.854 0.0593 
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5.1.2 設計用地震力 

基準地震動Ｓｓによる設計用地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの

作成方針」に基づき設定し，設計用床応答スペクトルに基づき設定する場合に適

用する減衰定数は 2％とする。また，設計震度は当該防水壁設置階と上階の最大

値とし，水平震度はＮＳ方向とＥＷ方向の大きい方を用いる。当該防水壁の設計

震度を表 5－4 に示す。 

 

表 5－4 設計震度 

設置場所 タービン建物 EL 0.25m 

固有周期(s) ＮＳ方向：0.0154 ＥＷ方向：0.0207 鉛直：0.0593 

減衰定数(%) ＮＳ方向：－ ＥＷ方向：－ 鉛直：2.0 

地震力 基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

水平震度 
鉛直震度 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 

1 次 0.0593 － － 3.38＊ 1 

動的地震力＊ 2 1.28 1.21 － 

注記＊1：設計用床応答スペクトルⅠ（Ｓｓ）に基づき設定した震度 

       ＊2：設計用震度Ⅰ(1.0ZPA)を示す。 
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5.2 耐震評価方法 

5.2.1 記号の説明 

当該防水壁の評価に用いる記号を表 5－5 に示す。 

 

表 5－5(1) タービン建物地下 1 階復水器室北側防水壁の耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｗ１ kN/m 鋼板に作用する地震荷重による等分布荷重 

αＨ － 水平方向の設計震度 

αＶ － 鉛直方向の設計震度 

g m/s2 重力加速度 

ｂ1 mm 鋼板の幅 

Ｓｓ kN/m 水平地震荷重 

ＳｓＶ kN/m 鉛直地震荷重 

t mm 鋼板の厚さ 

ρｓ t/m3 鋼板の密度 

σb1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 

Ｍ１ kN・m 鋼板の曲げモーメント 

Ｚ１ mm3 鋼板の断面係数 

Ｌ１ mm 鋼板の短辺長さ 

ｗｘ 2 kN/m 胴縁に作用する水平地震荷重による等分布荷重 

ｗｙ 2 kN/m 胴縁に作用する鉛直地震荷重による等分布荷重 

ｂ2 mm 胴縁に作用する荷重の負担幅 

ｍ2 kg/m 胴縁の質量分布 

σｂｘ 2 N/mm2 胴縁に生じる強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 2 N/mm2 胴縁に生じる弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 2 kN・m 胴縁の強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 2 kN・m 胴縁の弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 2 mm3 胴縁の強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 2 mm3 胴縁の弱軸回りの断面係数 
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表 5－5(2) タービン建物地下 1 階復水器室北側防水壁の耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｌ2 mm 胴縁全長 

τｘ 2 N/mm2 胴縁に生じる強軸方向のせん断応力度 

τｙ 2 N/mm2 胴縁に生じる弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 2 kN 胴縁の強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 2 kN 胴縁の弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 2 mm2 胴縁の強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 2 mm2 胴縁の弱軸方向のせん断断面積 

ｓｆｔ 2 N/mm2 胴縁の短期許容引張応力度 

ｗ3 kN/m 柱に作用する地震荷重による等分布荷重 

ｂ3 mm 柱に作用する荷重の負担幅 

ｍ3 kg/m 柱の質量分布 

σｂｘ 3 N/mm2 柱に生じる強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 3 N/mm2 柱に生じる弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 3 kN・m 柱の強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 3 kN・m 柱の弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 3 mm3 柱の強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 3 mm3 柱の弱軸回りの断面係数 

Ｌ3 mm 柱全長 

τｘ 3 N/mm2 柱に生じる強軸方向のせん断応力度 

τｙ 3 N/mm2 柱に生じる弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 3 kN 柱の強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 3 kN 柱の弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 3 mm2 柱の強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 3 mm2 柱の弱軸方向のせん断断面積 

σｃ（ｔ）3 N/mm2 柱に生じる軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）3 kN 柱の圧縮又は引張軸力 

Ａｇ 3 mm2 柱の断面積 

Ｎ3 kN 柱の軸力 

ｓｆｂｘ3 N/mm2 柱の強軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆｂｙ3 N/mm2 柱の弱軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆ c（ｔ） 3 N/mm2 柱の短期許容圧縮又は許容引張応力度 

ｓｆｔ 3 N/mm2 柱の短期許容引張応力度 
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表 5－5(3) タービン建物地下 1 階復水器室北側防水壁の耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｗｘ 4 kN/m はりに作用する水平地震荷重による等分布荷重 

ｗｙ 4 kN/m はりに作用する鉛直地震荷重による等分布荷重 

σｂｘ 4 N/mm2 はりに生じる強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 4 N/mm2 はりに生じる弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 4 kN・m はりの強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 4 kN・m はりの弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 4 mm3 はりの強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 4 mm3 はりの弱軸回りの断面係数 

τｘ 4 N/mm2 はりに生じる強軸方向のせん断応力度 

τｙ 4 N/mm2 はりに生じる弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 4 kN はりの強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 4 kN はりの弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 4 mm2 はりの強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 4 mm2 はりの弱軸方向のせん断断面積 

σｃ（ｔ）4 N/mm2 はりに生じる軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）4 kN はりの圧縮又は引張軸力 

Ａｇ 4 mm2 はりの断面積 

ｓｆｘｂ4 N/mm2 はりの強軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆｙｂ4 N/mm2 はりの弱軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆ c（ｔ） 4 N/mm2 はりの短期許容圧縮又は許容引張応力度 

ｓｆｔ 4 N/mm2 はりの短期許容引張応力度 

σｃ（ｔ）5 N/mm2 水平ブレースに生じる軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）5 kN 水平ブレースの圧縮又は引張軸力 

Ａｇ 5 mm2 水平ブレースの断面積 

Ｔ6 kN 柱又ははりに生じる引張力 

ｎ6 本 柱又ははりに取り付くアンカーボルトの本数 

Ｔｄ 6 kN アンカーボルト 1 本当たりの引張力 

Ｔa kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力 

Ｑ6 kN 柱又ははりのせん断力 

Ｑｄ 6 kN アンカーボルト 1 本当たりのせん断力 

Ｑa kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力 
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5.2.2 評価対象部位 

評価対象部位は「2.2 構造計画」に示す当該防水壁の構造上の特徴を踏まえ選

定する。 

基準地震動Ｓｓによる地震力により当該防水壁に生じる慣性力は鋼板，胴縁，

はり，柱及び水平ブレースに伝わり，柱及びはりを固定するアンカーボルトを介

して躯体に伝達されることから，評価対象部位を鋼板，胴縁，柱，はり，水平ブ

レース及びアンカーボルトとする。評価対象部位を図 5－2 に示す。 

  



 

70 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-8
 R
0 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A-A 正面図 

 

 

図 5―2 評価対象部位 
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5.2.3 荷重及び荷重の組合せ 

(1) 荷重の組合せ 

当該防水壁の評価に用いる荷重の組合せを以下に示す。 

Ｇ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重(kN) 

Ｓｓ ：地震荷重(kN) 

 

(2) 荷重の設定 

a. 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として当該防水壁の自重を考慮する。 

 

b. 地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重は，基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。「5.1.2 設計用地震力」

で設定した設計震度を用いて，次式により算定する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

Ｓｓ ：地震荷重(kN) 

Ｇ ：固定荷重(kN) 

ｋ ：設計震度 

 

なお，水平及び鉛直地震力による組合せ応力が作用する部位の評価は，水平

方向と鉛直方向の地震力が同時に作用するものとして評価する。 
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5.2.4 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏

まえて設定する。 

 

(1) 使用材料 

当該防水壁を構成する鋼板，胴縁，柱，はり，水平ブレース及びアンカーボル

トの使用材料を表 5－6 に示す。 

 

表 5－6 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

鋼板 SS400 PL-22 

柱 SN490B BH-500×500×22×32 

はり SN490B BH-500×500×19×22 

胴縁 SS400 2-[-380×100×10.5×16 

水平ブレース SS400 2-[-380×100×10.5×16 

アンカーボルト SS400 M24 

 

(2) 許容限界 

a. 鋼材 

鋼材の許容限界は，「Ｓ規準」を踏まえて表 5－7 の値とする。 

 

表 5－7 鋼材の許容限界 

材質 
部材厚さ 

(mm) 

短期許容応力度(N/mm2) 

引張 圧縮 曲げ＊ せん断 

SS400 ｔ≦40 235 235 235 135 

注記＊：上限値であり，座屈長さ等を勘案して設定する。 
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b. アンカーボルト 

アンカーボルトの許容荷重は「各種合成構造設計指針・同解説」を踏まえて

表 5－8 の値とする。 

なお，アンカーボルトが引張力を受ける場合においては，アンカーボルトの

降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較して，いずれか小さ

い値を採用する。また，アンカーボルトがせん断力を受ける場合においては，

アンカーボルトのせん断強度により決まる耐力，定着したコンクリート躯体の

支圧強度及びコーン状破壊により決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を

採用する。 

 

表 5－8 アンカーボルトの許容限界 

材質 

許容耐力(kN) 

引張 せん断 

SS400(M24) 64 58 

 

  



 

74 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-8
 R
0 

5.2.5 評価方法 

当該防水壁を構成する鋼板，胴縁，柱，はり，水平ブレース及びアンカーボル

トに発生する応力より算定する応力度が，許容限界以下であることを確認する。 

 

(1) 鋼板 

鋼板に生じる応力は，鋼板を両端ピンの単純はりとして算出する。鋼板に作用

する荷重の例を図 5－3 に示す。 

 

a. 単位長さ当たりの等分布荷重 

ｗ１＝Ｓｓ 

 

ｗ１  ：地震荷重による等分布荷重 

ｂ 1 ：鋼板の幅（単位幅：1000mm） 

Ｓｓ  ：水平地震荷重（ｔ・ｂ1・10-6・αＨ・ρｓ・g）(kN/m) 

t ：鋼板の厚さ(mm) 

ρｓ  ：鋼板の密度(t/m3) 

αＨ  ：水平方向の設計震度 

g ：重力加速度(m/s2) 

 

b. 鋼板に生じる曲げ応力度 

σb1＝（Ｍ１・106）／Ｚ１  

Ｍ１＝ｗ１・（Ｌ１・10-3）2／8 

 

σ b1 ：鋼板に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ１ ：鋼板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ１ ：鋼板の断面係数（mm3） 

Ｌ１  ：鋼板の短辺長さ（mm） 
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          断面概念図            立面図 

図 5－3 鋼板に作用する荷重の例 

 

(2) 胴縁 

胴縁に生じる応力は，胴縁を両端ピンの単純はりとして算出する。胴縁に作用

する荷重の例を図 5－4 に示す。 

 

a. 単位長さ当たりの等分布荷重 

ｗｘ 2＝Ｓｓ 

ｗｙ 2＝ＳｓＶ  

 

ｗｘ 2 ：水平地震荷重による等分布荷重(kN/m) 

ｗｙ 2 ：鉛直地震荷重による等分布荷重(kN/m) 

Ｓｓ  ：水平地震荷重(kN/m) 

（（ρｓ・ｂ 2・ｔ・10-6＋ｍ2・10-3）・αＨ・g） 

ＳｓＶ  ：鉛直地震荷重(kN/m) 

（（ρｓ・ｂ 2・ｔ・10-6＋ｍ2・10-3）・（１±αＶ）・g） 

ｂ 2 ：胴縁に作用する荷重の負担幅(mm) 

ρｓ  ：鋼板の密度(t/m3) 

t ：鋼板の厚さ(mm) 

ｍ 2 ：胴縁の質量分布(kg/m) 

αＨ  ：水平方向の設計震度 

αＶ  ：鉛直方向の設計震度 

g ：重力加速度(m/s2) 

Ｌ１ 

Ｌ
1
 ｗ 1 

 

鋼板 
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b. 胴縁に生じる曲げ応力度 

σｂｘ 2＝（Ｍｘ 2・106）／Ｚｘ 2 

σｂｙ 2＝（Ｍｙ 2・106）／Ｚｙ 2 

Ｍｘ 2＝ｗｘ 2・（Ｌ 2・10-3）2／8 

Ｍｙ 2＝ｗｙ 2・（Ｌ 2・10-3）2／8 

 

σｂｘ 2，σｂｙ2 ：胴縁に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍｘ 2，Ｍｙ2 ：胴縁の強軸及び弱軸回りの曲げモーメント(kN・m) 

Ｚｘ 2，Ｚｙ2 ：胴縁の強軸及び弱軸回りの断面係数(mm3) 

Ｌ 2 ：胴縁全長(mm) 

 

c. 胴縁に生じるせん断応力度 

τｘ 2＝（Ｑｘ 2・103）／ＡＳｘ 2 

τｙ 2＝（Ｑｙ 2・103）／ＡＳｙ 2 

Ｑｘ 2＝ｗｘ 2・（Ｌ 2・10-3）／2 

Ｑｙ 2＝ｗｙ 2・（Ｌ 2・10-3）／2 

 

τｘ 2，τｙ2 ：胴縁に生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｘ 2，Ｑｙ2 ：胴縁の強軸及び弱軸方向のせん断力（kN） 

ＡＳｘ 2，ＡＳｙ2 ：胴縁の強軸及び弱軸方向のせん断断面積（mm2） 

Ｌ 2 ：胴縁全長(mm) 
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d. 胴縁に生じる組合せ応力度 

胴縁に生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を「Ｓ規準」

に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

σｂｘ 2，σｂｙ2 ：胴縁に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度(N/mm2) 

τ 2 ：胴縁に生じるせん断応力度 max（τｘ2，τｙ2）(N/mm2) 

ｓｆｔ 2 ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面概念図            立面図 

図 5－4 胴縁に作用する荷重の例 
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(3) 柱 

柱に生じる応力は，柱を両端ピンの単純はりとして算出する。柱に作用する荷

重の例を図 5－5 に示す。 

 

a. 単位長さ当たりの等分布荷重 

ｗ3＝Ｓｓ 

 

ｗ 3 ：地震荷重による等分布荷重(kN/m) 

Ｓｓ  ：水平地震荷重(kN/m) 

（（ρｓ・ｂ3・ｔ・10-6＋ｍ2／ｂ 2・ｂ 3・10-3＋ｍ3・10-3）・αＨ・g） 

ｂ 3 ：柱に作用する荷重の負担幅(mm) 

ρｓ ：鋼板の密度(t/m3) 

ｔ ：鋼板の厚さ(mm) 

ｍ 2 ：胴縁の質量分布(kg/m) 

ｂ 2 ：胴縁に作用する荷重の負担幅(mm) 

ｍ 3 ：柱の質量分布(kg/m) 

αＨ ：水平方向の設計震度 

g ：重力加速度(m/s2) 

 

b. 柱に生じる曲げ応力度 

σｂｘ 3＝（Ｍｘ 3・106）／Ｚｘ 3 

σｂｙ 3＝（Ｍｙ 3・106）／Ｚｙ 3 

Ｍｘ 3＝ｗｘ 3・（Ｌ 3・10-3）2／8 

Ｍｙ 3＝ｗｙ 3・（Ｌ 3・10-3）2／8 

 

σｂｘ 3，σｂｙ3 ：柱に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｘ 3，Ｍｙ3 ：柱の強軸及び弱軸回りの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚｘ 3，Ｚｙ3 ：柱の強軸及び弱軸回りの断面係数（mm3） 

Ｌ 3 ：柱全長（mm） 
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c. 柱に生じるせん断応力度 

τｘ 3＝（Ｑｘ 3・103）／ＡＳｘ 3 

τｙ 3＝（Ｑｙ 3・103）／ＡＳｙ 3 

Ｑｘ 3＝ｗｘ 3・（Ｌ 3・10-3）／2 

Ｑｙ 3＝ｗｙ 3・（Ｌ 3・10-3）／2 

 

τｘ 3，τｙ3 ：柱に生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｘ 3，Ｑｙ3 ：柱の強軸及び弱軸方向のせん断力（kN） 

ＡＳｘ 3，ＡＳｙ3 ：柱の強軸及び弱軸方向のせん断断面積（mm2） 

Ｌ 3 ：柱全長(mm) 

 

d. 柱に作用する軸応力度 

σｃ（ｔ） 3＝（Ｎｃ（ｔ）3・103）／Ａｇ3 

Ｎｃ（ｔ） 3＝Ｎ3・（１±αＶ） 

 

σｃ（ｔ）3 ：柱に生じる軸応力度（N/mm2） 

Ｎｃ（ｔ）3 ：柱の圧縮又は引張軸力（kN） 

Ａｇ 3 ：柱の断面積（mm2） 

Ｎ 3 ：柱の軸力（kN） 

αＶ  ：鉛直方向の設計震度 
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e. 柱に作用する組合せ応力度 

柱に生じる曲げ応力度及び軸応力度の組合せに対する検定比は，次式により

算出し，検定比 1.0 以下であることを確認する。 

σｂｘ／ｓｆｂｘ 3 ＋σｂｙ3／ｓｆｂｙ 3 ＋  σ c（ｔ） 3／ｓｆ c（ｔ） 3≦1.0 

 

σｂｘ 3，σｂｙ3 ：柱に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

ｓｆｂｘ3，ｓｆｂｙ 3 ：柱の強軸及び弱軸回りの短期許容曲げ応力度（N/mm2） 

σ c（ｔ） 3 ：柱に生じる軸応力度（N/mm2） 

ｓｆ c（ｔ） 3 ：短期許容圧縮又は許容引張応力度（N/mm2） 

 

柱に生じる曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する応力度

は，次式により算出し，短期許容引張応力度以下であることを確認する。 

 

 

σｂｘ 3，σｂｙ3 ：柱の強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σ c（ｔ） 3 ：柱に生じる軸応力度（N/mm2） 

τ 3 ：柱に生じるせん断応力度 max（τｘ3，τｙ 3）(N/mm2) 

ｓｆｔ 3 ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            断面概略図            立面図 

図 5－5 柱に作用する荷重の例 
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(4) はり及び水平ブレース 

はり及び水平ブレースは，2 次元フレームモデルにモデル化し，はり及び水平ブ

レースに生じる応力がはり及び水平ブレースの短期許容応力度以下であることを

確認する。 

 

a. 解析モデル 

はり及び水平ブレースは，はり要素にモデル化し，2 次元フレーム解析により

応力を算定する。検討スパンは，接合部の現況を考慮した有効長さとして評価

する。解析に使用するコードは，「ＳＤ」である。なお，解析コードの検証及

び妥当性の確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の

概要」に示す。解析モデル図を図 5－6 に，はりに作用する荷重の例を図 5－7

に示す。解析に用いる物性値は以下とする。 

ヤング係数  ：Ｅ＝2.05×105(N/mm2) 

せん断弾性係数：Ｇ＝0.79×105(N/mm2) 

 

 

 

条件 記号 備考 

部材接合条件 ○ ピン接合 

支点境界条件 △ ピン支点 

 

はり（上段） 

図 5－6(1) はり解析モデル図 
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条件 記号 備考 

部材接合条件 ○ ピン接合 

支点境界条件 △ ピン支点 

 

はり（中段） 

図 5－6(2) はり及び水平ブレース解析モデル図 

 

b. 単位長さ当たりの等分布荷重 

ｗｘ 4＝Ｓｓ 

ｗｙ 4＝ＳｓＶ  

 

ｗｘ 4 ：水平地震荷重による等分布荷重(kN/m) 

ｗｙ 4 ：鉛直地震荷重による等分布荷重(kN/m) 

Ｓｓ  ：水平地震荷重(kN/m) 

ＳｓＶ  ：鉛直地震荷重(kN/m) 
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c. はりに生じる曲げ応力度 

σｂｘ 4＝（Ｍｘ 4・106）／Ｚｘ 4 

σｂｙ 4＝（Ｍｙ 4・106）／Ｚｙ 4 

 

σｂｘ 4，σｂｙ4 ：はりに生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｘ 4，Ｍｙ4 ：はりの強軸及び弱軸回りの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚｘ 4，Ｚｙ4 ：はりの強軸及び弱軸回りの断面係数（mm3） 

 

d. はりに生じるせん断応力度 

τｘ 4＝（Ｑｘ 4・103）／ＡＳｘ 4 

τｙ 4＝（Ｑｙ 4・103）／ＡＳｙ 4 

 

τｘ 4，τｙ4 ：はりに生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｘ 4，Ｑｙ4 ：はりの強軸及び弱軸方向のせん断力（kN） 

ＡＳｘ 4，ＡＳｙ4 ：はりの強軸及び弱軸方向のせん断断面積（mm2） 

 

e. はりに生じる軸応力度 

σｃ（ｔ） 4＝（Ｎｃ（ｔ）4・103）／Ａｇ4 

 

σｃ（ｔ）4 ：はりに生じる軸応力度（N/mm2） 

Ｎｃ（ｔ）4 ：はりの圧縮又は引張軸力（kN） 

Ａｇ 4 ：はりの断面積（mm2） 

 

f. はりに生じる組合せ応力度 

はりに生じる曲げ応力度及び軸応力度の組合せに対する検定比は，次式によ

り算出し，検定比 1.0 以下であることを確認する。 

σｂｘ 4/ｓｆｂｘ4 ＋σｂｙ4/ｓｆｂｙ 4 ＋  σc（ｔ） 4/ｓｆc（ｔ） 4≦1.0 

 

σｂｘ 4，σｂｙ4 ：はりに生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

ｓｆｂｘ4，ｓｆｂｙ 4 ：はりの強軸及び弱軸回りの短期許容曲げ応力度

（N/mm2） 

σ c（ｔ） 4 ：はりに生じる軸応力度（N/mm2） 

ｓｆ c（ｔ） 4 ：短期許容圧縮又は許容引張応力度（N/mm2） 
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はりに生じる曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する応力

度は，次式により算出し，短期許容引張応力度以下であることを確認する。 

 

 

σｂｘ 4，σｂｙ4 ：はりに生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σ c（ｔ） 4 ：はりに生じる軸応力度（N/mm2） 

τ 4 ：はりに生じるせん断応力度 max（τｘ4，τｙ4）(N/mm2) 

ｓｆｔ 4 ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       平面図                    立面図 

図 5－7 はりに作用する荷重の例 

 

g. 水平ブレースに生じる軸応力度 

σｃ（ｔ） 5＝（Ｎｃ（ｔ）5・103）／Ａｇ5 

 

σｃ（ｔ）5 ：水平ブレースに生じる軸応力度（N/mm2） 

Ｎｃ（ｔ）5 ：水平ブレースの圧縮又は引張軸力（kN） 

Ａｇ 5 ：水平ブレースの断面積（mm2） 
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(5) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力又はせん断力が，「各種合成構造設

計指針・同解説」に基づき算定したアンカーボルトの短期許容荷重以下であるこ

とを確認する。アンカーボルトに生じる荷重の例を図 5－8 に示す。 

 

（Ｔｄ 6／Ｔ a） 2＋（Ｑｄ 6／Ｑa） 2≦1 

 

Ｔｄ 6＝Ｔ 6／ｎ 6 

Ｔｄ 6／Ｔ a ≦ 1.0 

Ｔ6 ：柱又ははりの引張力(kN) 

ｎ6 ：柱又ははりに取り付くアンカーボルトの本数（本） 

Ｔｄ 6 ：アンカーボルト 1 本当たりの引張力(kN) 

Ｔa ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力(kN) 

 

Ｑｄ 6＝Ｑ 6／ｎ 6 

Ｑｄ 6／Ｑ a ≦ 1.0 

Ｑ6 ：柱又ははりのせん断力(kN) 

Ｑｄ 6 ：アンカーボルト 1 本当たりのせん断力(kN) 

Ｑa ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力(kN) 

 

 

 

 

図 5－8 アンカーボルトに生じる荷重の例 
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5.2.6 評価条件 

耐震評価に用いる評価条件を表 5－9 に示す。 

 

表 5－9(1) 耐震評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

αＨ － 水平方向の設計震度 1.28 

αＶ － 鉛直方向の設計震度 3.38 

鋼板 

ρｓ t/m3 鋼板の密度 7.85 

t mm 鋼板の厚さ 22 

Ｚ１ mm3 鋼板の断面係数 80.67×103 

Ｌ１ mm 鋼板の短辺長さ 850 

胴縁 

ｂ2 mm 胴縁に作用する荷重の負担幅 700 

ｍ2 kg/m 胴縁の質量分布 265.1 

Ｚｘ 2 mm3 胴縁の強軸回りの断面係数 1526×103 

Ｚｙ 2 mm3 胴縁の弱軸回りの断面係数 141×103 

Ｌ2 mm 胴縁の全長 1610 

ＡＳｘ 2 mm2 胴縁の強軸方向のせん断断面積 7308 

ＡＳｙ 2 mm2 胴縁の弱軸方向のせん断断面積 6400 

柱 

ｂ3 mm 柱に作用する荷重の負担幅 2040 

ｍ3 kg/m 柱の質量分布 428.3 

Ｚｘ 3 mm3 柱の強軸回りの断面係数 7627×103 

Ｚｙ 3 mm3 柱の弱軸回りの断面係数 2668×103 

Ｌ3 mm 柱全長 3000 

ＡＳｘ 3 mm2 柱の強軸方向のせん断断面積 9592 

ＡＳｙ 3 mm2 柱の弱軸方向のせん断断面積 32000 

Ａｇ 3 mm2 柱の断面積 41592 
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表 5－9(2) 耐震評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

はり 

Ｍｘ 4 kN・m はりの強軸回りの曲げモーメント 39.2 

Ｍｙ 4 kN・m はりの弱軸回りの曲げモーメント 4.73 

Ｚｘ 4 mm3 はりの強軸回りの断面係数 5631×103 

Ｚｙ 4 mm3 はりの弱軸回りの断面係数 1834×103 

Ｑｘ 4 kN はりの強軸方向のせん断力 44.3 

Ｑｙ 4 kN はりの弱軸方向のせん断力 14.69 

ＡＳｘ 4 mm2 はりの強軸方向のせん断断面積 8664 

ＡＳｙ 4 mm2 はりの弱軸方向のせん断断面積 22000 

Ｎｃ（ｔ）4 kN はりの圧縮又は引張軸力 92.20 

Ａｇ 4 mm2 はりの断面積 30664 

水平ブレース 
Ｎｃ（ｔ）5 kN 水平ブレースの圧縮又は引張軸力 107.05 

Ａｇ 5 mm2 水平ブレースの断面積 13880 

アンカーボルト ｎ6 本 
柱又ははりに取り付くアンカーボ

ルトの本数 
15 
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6. タービン建物地下 1 階復水器室北東側防水壁 

6.1 固有振動数及び設計用地震力 

6.1.1 固有振動数の算出方法 

タービン建物地下 1 階復水器室北東側防水壁の構造に応じて解析モデルを設定

し，固有振動数を算出する。 

 

(1) 解析モデルの設定 

当該防水壁は，各部位の寸法や形状を踏まえ，胴縁及び根太を両端ピンはりに，

柱，はり及び斜材をはり要素でモデル化し，実状に合わせて境界条件を定めた解

析モデルとする。解析モデル図を図 6－1 に示す。 

解析に用いる部材の物性値は以下とする。 

ヤング係数   ：Ｅ＝2.05×105(N/mm2) 

せん断弾性係数 ：Ｇ＝0.79×105(N/mm2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6－1(1) 固有値解析モデル 

 

 

  

胴縁及び根太の全長 

胴縁及び根太 
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図 6－1(2) 固有値解析モデル 
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(2) 記号の説明 

当該防水壁の固有振動数算出に用いる記号を表 6－1 に示す。 

 

表 6－1 固有振動数算出に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｆ Hz 防水壁の 1 次固有振動数 

Ｌ mm モデル化に用いる胴縁及び根太の長さ 

Ｅ N/m2 ヤング率 

Ｉ mm4 断面二次モーメント 

ｍ kg/m 質量分布 

 

(3) 固有振動数の算出方法 

胴縁及び根太については，「構造力学公式集」に基づき以下の式より固有振動

数を算出する。 

 

a. 両端ピンはりモデル（胴縁及び根太をモデル化） 

 

 

 

  

2

2

π ＥＩ
ｆ＝

ｍ2 Ｌ
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柱，はり及び斜材は，「(1) 解析モデルの設定」にて設定した解析モデルを用

いて，固有値解析により算出する。解析に使用するコードは，「ＫＡＮＳＡＳ２」

である。なお，解析コードの検証及び妥当性の確認の概要については，Ⅵ-5「計

算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

(4) 固有振動数の算出結果 

胴縁及び根太の固有振動数の算出条件及び算出結果を表 6－2 に，柱，はり及び

斜材の固有振動数の算出結果を表 6－3 に示す。固有振動数は 20Hz 以上であり，

剛構造であることを確認した。 

 

表 6－2 固有振動数（胴縁及び根太） 

項目 記号 単位 
数値 

胴縁 根太 

モデル化に用いる胴縁及び根太の

長さ 
Ｌ mm 1150 2100 

ヤング率 Ｅ N/m2 2.05×1011 2.05×1011 

断面二次モーメント Ｉ mm4 7410×104 7410×104 

質量分布 ｍ kg/m 266.3 227.3 

固有振動数 ｆ Hz 401.180 434.236 

 

表 6－3 固有振動数（柱，はり及び斜材） 

設備名称 方向 
固有振動数 

ｆ（Hz） 

タービン建物地下 1 階 

復水器室北東側防水壁 

水平方向 
ＮＳ方向 83.333 

ＥＷ方向 90.909 

鉛直方向 45.455 
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6.1.2 設計用地震力 

基準地震動Ｓｓによる設計用地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの

作成方針」に基づき設定する。また，設計震度は当該防水壁設置階と上階の最大

値とし，水平震度はＮＳ方向とＥＷ方向の大きい方を用いる。当該防水壁の設計

震度を表 6－4 に示す。 

 

表 6－4 設計震度 

建物 設置場所 

基準地震動Ｓｓの 

設計震度＊ 

水平ｋＨ 鉛直ｋＶ 

タービン建物 EL 0.250m 1.28 0.60 

       注記＊：設計用震度Ⅰ（1.0ZPA）を示す。 
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6.2 耐震評価方法 

6.2.1 記号の説明 

当該防水壁の評価に用いる記号を表 6－5 に示す。 

 

表 6－5(1) タービン建物地下 1 階復水器室北東側防水壁の耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｗ１ kN/m 鋼板に作用する地震荷重による等分布荷重 

g m/s2 重力加速度 

ｂ1 mm 鋼板の幅 

αＨ － 水平方向の設計震度 

αＶ － 鉛直方向の設計震度 

Ｓｓ kN/m 水平地震荷重 

ＳｓＶ kN/m 鉛直地震荷重 

t mm 鋼板の厚さ 

ρｓ t/m3 鋼板の密度 

σb1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 

Ｍ１ kN・m 鋼板の曲げモーメント 

Ｚ１ mm3 鋼板の断面係数 

Ｌ１ mm 鋼板の短辺長さ 

ｗｘ 2 kN/m 胴縁に作用する水平地震荷重による等分布荷重 

ｗｙ 2 kN/m 胴縁に作用する鉛直地震荷重による等分布荷重 

ｂ2 mm 胴縁に作用する荷重の負担幅 

ｍ2 kg/m 胴縁の質量分布 

σｂｘ 2 N/mm2 胴縁に生じる強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 2 N/mm2 胴縁に生じる弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 2 kN・m 胴縁の強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 2 kN・m 胴縁の弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 2 mm3 胴縁の強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 2 mm3 胴縁の弱軸回りの断面係数 
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表 6－5(2) タービン建物地下 1 階復水器室北東側防水壁の耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｌ2 mm 胴縁全長 

τｘ 2 N/mm2 胴縁に生じる強軸方向のせん断応力度 

τｙ 2 N/mm2 胴縁に生じる弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 2 kN 胴縁の強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 2 kN 胴縁の弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 2 mm2 胴縁の強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 2 mm2 胴縁の弱軸方向のせん断断面積 

σｃ（ｔ）2 N/mm2 胴縁に生じる軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）2 kN 胴縁の圧縮又は引張軸力 

Ａｇ 2 mm2 胴縁の断面積 

Ｎ2 kN 胴縁の軸力 

ｓｆｂｘ2 N/mm2 胴縁の強軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆｂｙ2 N/mm2 胴縁の弱軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆ c（ｔ） 2 N/mm2 胴縁の短期許容圧縮又は許容引張応力度 

ｓｆｔ 2 N/mm2 胴縁の短期許容引張応力度 

ｗｘ 3 kN/m 根太に作用する水平地震荷重による等分布荷重 

ｗｙ 3 kN/m 根太に作用する鉛直地震荷重による等分布荷重 

ｂ3 mm 根太に作用する荷重の負担幅 

ｍ3 kg/m 根太の質量分布 

σｂｘ 3 N/mm2 根太に生じる強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 3 N/mm2 根太に生じる弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 3 kN・m 根太の強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 3 kN・m 根太の弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 3 mm3 根太の強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 3 mm3 根太の弱軸回りの断面係数 

Ｌ3 mm 根太全長 

τｘ 3 N/mm2 根太に生じる強軸方向のせん断応力度 

τｙ 3 N/mm2 根太に生じる弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 3 kN 根太の強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 3 kN 根太の弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 3 mm2 根太の強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 3 mm2 根太の弱軸方向のせん断断面積 

ｓｆｔ 3 N/mm2 根太の短期許容引張応力度 
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表 6－5(3) タービン建物地下 1 階復水器室北東側防水壁の耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｗ4 kN/m 柱に作用する地震荷重による等分布荷重等分布荷重 

σｂｘ 4 N/mm2 柱に生じる強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 4 N/mm2 柱に生じる弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 4 kN・m 柱の強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 4 kN・m 柱の弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 4 mm3 柱の強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 4 mm3 柱の弱軸回りの断面係数 

Ｌ4 mm 柱全長 

τｘ 4 N/mm2 柱に生じる強軸方向のせん断応力度 

τｙ 4 N/mm2 柱に生じる弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 4 kN 柱の強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 4 kN 柱の弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 4 mm2 柱の強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 4 mm2 柱の弱軸方向のせん断断面積 

σｃ（ｔ）4 N/mm2 柱に生じる軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）4 kN 柱の圧縮又は引張軸力 

Ａｇ 4 mm2 柱の断面積 

Ｎ4 kN 柱の軸力 

ｓｆｂｘ4 N/mm2 柱の強軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆｂｙ4 N/mm2 柱の弱軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆ c（ｔ） 4 N/mm2 柱の短期許容圧縮又は許容引張応力度 

ｓｆｔ 4 N/mm2 柱の短期許容引張応力度 

ｗｘ 5 kN/m はりに作用する水平地震荷重による等分布荷重 

ｗｙ 5 kN/m はりに作用する鉛直地震荷重による等分布荷重 

σｂｘ 5 N/mm2 はりに生じる強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 5 N/mm2 はりに生じる弱軸回りの曲げ応力度 

ｂ5 mm はりに作用する荷重の負担幅 

ｍ5 kg/m はりの質量分布 

Ｍｘ 5 kN・m はりの強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 5 kN・m はりの弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 5 mm3 はりの強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 5 mm3 はりの弱軸回りの断面係数 

Ｌ5 mm はり全長 
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表 6－5(4) タービン建物地下 1 階復水器室北東側防水壁の耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

τｘ 5 N/mm2 はりに生じる強軸方向のせん断応力度 

τｙ 5 N/mm2 はりに生じる弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 5 kN はりの強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 5 kN はりの弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 5 mm2 はりの強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 5 mm2 はりの弱軸方向のせん断断面積 

σｃ（ｔ）5 N/mm2 はりに生じる軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）5 kN はりの圧縮又は引張軸力 

Ｎ5 kN はりの軸力 

Ａｇ 5 mm2 はりの断面積 

ｓｆｂｘ5 N/mm2 はりの強軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆｂｙ5 N/mm2 はりの弱軸方向の短期許容曲げ応力度 

ｓｆ c（ｔ） 5 N/mm2 はりの短期許容圧縮又は許容引張応力度 

ｓｆｔ 5 N/mm2 はりの短期許容引張応力度 

ｗｘ 6 kN/m 斜材に作用する水平地震荷重による等分布荷重 

ｗｙ 6 kN/m 斜材に作用する鉛直地震荷重による等分布荷重 

ｍ6 kg/m 斜材の質量分布 

σｂｘ 6 N/mm2 斜材に生じる強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 6 N/mm2 斜材に生じる弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 6 kN・m 斜材の強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 6 kN・m 斜材の弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 6 mm3 斜材の強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 6 mm3 斜材の弱軸回りの断面係数 

Ｌ6 mm 斜材全長 

τｘ 6 N/mm2 斜材に生じる強軸方向のせん断応力度 

τｙ 6 N/mm2 斜材に生じる弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 6 kN 斜材の強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 6 kN 斜材の弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 6 mm2 斜材の強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 6 mm2 斜材の弱軸方向のせん断断面積 

σｃ（ｔ）6 N/mm2 斜材に生じる軸応力度 
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表 6－5(5) タービン建物地下 1 階復水器室北東側防水壁の耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｓｆｂｘ6 N/mm2 斜材の強軸回りの短期許容曲げ応力度 

ｓｆｂｙ6 N/mm2 斜材の弱軸回りの短期許容曲げ応力度 

ｓｆ c（ｔ） 6 N/mm2 斜材の短期許容圧縮又は許容引張応力度 

Ｎｃ（ｔ）6 kN 斜材の圧縮又は引張軸力 

Ｎ6 kN 斜材の軸力 

Ａｇ 6 mm2 斜材の断面積 

ｓｆｔ 6 N/mm2 斜材の短期許容引張応力度 

Ｔ7 kN 斜材の引張力 

ｎ7 本 斜材に取り付くアンカーボルトの本数 

Ｔｄ 7 kN アンカーボルト 1 本当たりの引張力 

Ｔa kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力 

Ｑ7 kN 斜材のせん断力 

Ｑｄ 7 kN アンカーボルト 1 本当たりのせん断力 

Ｑa kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力 
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6.2.2 評価対象部位 

評価対象部位は「2.2 構造計画」に示す当該防水壁の構造上の特徴を踏まえ選

定する。 

基準地震動Ｓｓによる地震力により当該防水壁に生じる慣性力は鋼板，胴縁，

根太，柱，はり及び斜材に伝わり，はり及び斜材を固定するアンカーボルトを介

して躯体に伝達されることから，評価対象部位を鋼板，胴縁，根太，柱，はり，

斜材及びアンカーボルトとする。評価対象部位を図 6－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面図（壁頂部） 

 

平面図（床はり） 

 

 

 

 

 

 

平面図（一般部）  

 

図 6－2(1) 評価対象部位 
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正面図 東側立面図 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

西側立面図 

 

 

図 6―2(2) 評価対象部位 
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6.2.3 荷重及び荷重の組合せ 

(1) 荷重の組合せ 

当該防水壁の評価に用いる荷重の組合せを下記に示す。 

Ｇ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重(kN) 

Ｓｓ ：地震荷重(kN) 

 

(2) 荷重の設定 

a. 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として当該防水壁の自重を考慮する。 

 

b. 地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重は，基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。「6.1.2 設計用地震力」

で設定した設計震度を用いて，次式により算定する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

Ｓｓ ：地震荷重(kN) 

Ｇ ：固定荷重(kN) 

ｋ ：設計震度 

 

なお，水平及び鉛直地震力による組合せ応力が作用する部位の評価は，水平

方向と鉛直方向の地震力が同時に作用するものとして評価する。 
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6.2.4 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏

まえて設定する。 

 

(1) 使用材料 

当該防水壁を構成する鋼板，胴縁，根太，柱，はり，斜材及びアンカーボルト

の使用材料を表 6－6 に示す。 

 

表 6－6 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

鋼板 SS400 PL-22 

胴縁，根太 SS400 [-300×90×10×15.5 

柱，はり，斜材 SS400 H-300×300×10×15 

アンカーボルト SS400 M22 

 

 

(2) 許容限界 

a. 鋼材 

鋼材の許容限界は，「Ｓ規準」を踏まえて表 6－7 の値とする。 

 

表 6－7 鋼材の許容限界 

材質 
短期許容応力度(N/mm2) 

引張 圧縮 曲げ＊ せん断 

SS400 235 235 235 135 

注記＊：上限値であり，座屈長さ等を勘案して設定する。 
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b. アンカーボルト 

アンカーボルトの許容限界は「各種合成構造設計指針・同解説」を踏まえて

表 6－8 の値とする。 

なお，アンカーボルトが引張力を受ける場合においては，アンカーボルトの

降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較して，いずれか小さ

い値を採用する。また，アンカーボルトがせん断力を受ける場合においては，

アンカーボルトのせん断強度により決まる耐力，定着したコンクリート躯体の

支圧強度及びコーン状破壊により決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を

採用する。 

 

表 6－8 アンカーボルトの許容限界 

材質 
許容耐力(kN) 

引張 せん断 

SS400(M22) 71 49 
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6.2.5 評価方法 

当該防水壁を構成する鋼板，胴縁，根太，柱，はり，斜材及びアンカーボルト

に発生する応力より算定する応力度が，許容限界以下であることを確認する。 

 

(1) 鋼板 

鋼板に生じる応力は，鋼板を両端ピンの単純はりとして算出する。鋼板に作用

する荷重の例を図 6－3 に示す。 

 

a. 単位長さ当たりの等分布荷重 

ｗ１＝Ｓｓ 

 

ｗ１  ：地震荷重による等分布荷重(kN/m) 

ｂ 1 ：鋼板の幅（単位幅：1000mm） 

Ｓｓ  ：水平地震荷重（ｔ・ｂ1・10-6・αＨ・ρｓ・g）(kN/m) 

t ：鋼板の厚さ(mm) 

αＨ  ：水平方向の設計震度 

ρｓ  ：鋼板の密度(t/m3) 

g ：重力加速度(m/s2) 

 

b. 鋼板に生じる曲げ応力度 

σb1＝（Ｍ１・106）／Ｚ１  

Ｍ１＝ｗ１・（Ｌ１・10-3）2／8 

 

σ b1 ：鋼板に生じる曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍ１ ：鋼板の曲げモーメント(kN・m) 

Ｚ１ ：鋼板の断面係数(mm3) 

Ｌ１  ：鋼板の短辺長さ(mm） 
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         断面概念図              立面図 

図 6－3 鋼板に作用する荷重の例 

 

(2) 胴縁 

胴縁に生じる応力は，胴縁を両端ピンの単純はりとして算出する。胴縁に作用

する荷重の例を図 6－4 に示す。 

 

a. 単位長さ当たりの等分布荷重 

ｗｘ 2＝Ｓｓ 

ｗｙ 2＝ＳｓＶ  

 

ｗｘ 2 ：水平地震荷重による等分布荷重(kN/m) 

ｗｙ 2 ：鉛直地震荷重による等分布荷重(kN/m) 

Ｓｓ  ：水平地震荷重(kN/m) 

（（ρｓ・ｂ 2・ｔ・10-6＋ｍ2・10-3）・αＨ・g） 

ＳｓＶ  ：鉛直地震荷重(kN/m) 

（（ρｓ・ｂ 2・ｔ・10-6＋ｍ2・10-3）・（１±αＶ）・g） 

ｂ 2 ：胴縁に作用する荷重の負担幅(mm) 

ρｓ  ：鋼板の密度(t/m3) 

t ：鋼板の厚さ(mm) 

ｍ 2 ：胴縁の質量分布(kg/m) 

αＨ  ：水平方向の設計震度 

αＶ  ：鉛直方向の設計震度 

g ：重力加速度(m/s2)  

Ｌ１ Ｌ
1
 

ｗ 1  

鋼板 
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b. 胴縁に生じる曲げ応力度 

σｂｘ 2＝（Ｍｘ 2・106）／Ｚｘ 2 

σｂｙ 2＝（Ｍｙ 2・106）／Ｚｙ 2 

Ｍｘ 2＝ｗｘ 2・（Ｌ 2・10-3）2／8 

Ｍｙ 2＝ｗｙ 2・（Ｌ 2・10-3）2／8 

 

σｂｘ 2，σｂｙ2 ：胴縁に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍｘ 2，Ｍｙ2 ：胴縁の強軸及び弱軸回りの曲げモーメント(kN・m) 

Ｚｘ 2，Ｚｙ2 ：胴縁の強軸及び弱軸回りの断面係数(mm3) 

Ｌ 2 ：胴縁全長(mm) 

 

c. 胴縁に生じるせん断応力度 

τｘ 2＝（Ｑｘ 2・103）／ＡＳｘ 2 

τｙ 2＝（Ｑｙ 2・103）／ＡＳｙ 2 

Ｑｘ 2＝ｗｘ 2・（Ｌ 2・10-3）／2 

Ｑｙ 2＝ｗｙ 2・（Ｌ 2・10-3）／2 

 

τｘ 2，τｙ2 ：胴縁に生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度(N/mm2) 

Ｑｘ 2，Ｑｙ2 ：胴縁の強軸及び弱軸方向のせん断力(kN) 

ＡＳｘ 2，ＡＳｙ2 ：胴縁の強軸及び弱軸方向のせん断断面積(mm2) 

Ｌ 2 ：胴縁全長(mm) 

 

d. 胴縁に作用する軸応力度 

σｃ（ｔ） 2＝（Ｎｃ（ｔ）2・103）／Ａｇ2 

Ｎｃ（ｔ） 2＝Ｎ2・（１±αＶ） 

 

σｃ（ｔ）2 ：胴縁に生じる軸応力度（N/mm2） 

Ｎｃ（ｔ）2 ：胴縁の圧縮又は引張軸力（kN） 

Ａｇ 2 ：胴縁の断面積（mm2） 

Ｎ 2 ：胴縁の軸力（kN） 

αＶ  ：鉛直方向の設計震度 
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e. 胴縁に生じる組合せ応力度 

胴縁に生じる曲げ応力度及び軸応力度の組合せに対する検定比は，次式によ

り算出し，検定比 1.0 以下であることを確認する。 

σｂｘ 2/ｓｆｂｘ2 ＋σｂｙ2/ｓｆｂｙ 2 ＋  σc（ｔ） 2/ｓｆc（ｔ） 2≦1.0 

 

σｂｘ 2，σｂｙ2  ：胴縁に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

ｓｆｂｘ2，ｓｆｂｙ 2 ：胴縁の強軸及び弱軸回りの短期許容曲げ応力度(N/mm2) 

σ c（ｔ） 2 ：胴縁に生じる軸応力度（N/mm2） 

ｓｆ c（ｔ） 2 ：短期許容圧縮又は許容引張応力度（N/mm2） 

 

胴縁に生じる曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する応力

度は，次式により算出し，短期許容引張応力度以下であることを確認する。 

 

 

σｂｘ 2，σｂｙ2 ：胴縁の強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σ c（ｔ） 2 ：胴縁に生じる軸応力度（N/mm2） 

τ 2 ：胴縁に生じるせん断応力度 max（τｘ2，τｙ2）(N/mm2) 

ｓｆｔ 2 ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面概念図              立面図 

図 6－4 胴縁に作用する荷重の例 
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(3) 根太 

根太に生じる応力は，根太を両端ピンの単純はりとして算出する。根太に作用

する荷重の例を図 6－5 に示す。 

 

a. 単位長さ当たりの等分布荷重 

ｗｘ 3＝Ｓｓ 

ｗｙ 3＝ＳｓＶ  

 

ｗｘ 3 ：水平地震荷重による等分布荷重(kN/m) 

ｗｙ 3 ：鉛直地震荷重による等分布荷重(kN/m) 

Ｓｓ  ：水平地震荷重(kN/m) 

（（ρｓ・ｂ 3・ｔ・10-6＋ｍ3・10-3）・αＨ・g） 

ＳｓＶ  ：鉛直地震荷重(kN/m) 

（（ρｓ・ｂ 3・ｔ・10-6＋ｍ3・10-3）・（１±αＶ）・g） 

ρｓ  ：鋼板の密度(t/m3)  

ｂ 3 ：根太に作用する荷重の負担幅(mm) 

t ：鋼板の厚さ(mm) 

ｍ 3 ：根太の質量分布(kg/m) 

αＨ  ：水平方向の設計震度 

αＶ  ：鉛直方向の設計震度 

g ：重力加速度(m/s2) 

 

b. 根太に生じる曲げ応力度 

σｂｘ 3＝（Ｍｘ 3・106）／Ｚｘ 3 

σｂｙ 3＝（Ｍｙ 3・106）／Ｚｙ 3 

Ｍｘ 3＝ｗｘ 3・（Ｌ 3・10-3）2／8 

Ｍｙ 3＝ｗｙ 3・（Ｌ 3・10-3）2／8 

 

σｂｘ 3，σｂｙ3 ：根太に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｘ 3，Ｍｙ3 ：根太の強軸及び弱軸回りの曲げモーメント(kN・m) 

Ｚｘ 3，Ｚｙ3 ：根太の強軸及び弱軸回りの断面係数(mm3) 

Ｌ 3 ：根太全長(mm) 
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c. 根太に生じるせん断応力度 

τｘ 3＝（Ｑｘ 3・103）／ＡＳｘ 3 

τｙ 3＝（Ｑｙ 3・103）／ＡＳｙ 3 

Ｑｘ 3＝ｗｘ 3・（Ｌ 3・10-3）／2 

Ｑｙ 3＝ｗｙ 3・（Ｌ 3・10-3）／2 

 

τｘ 3，τｙ3 ：根太に生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度(N/mm2) 

Ｑｘ 3，Ｑｙ3 ：根太の強軸及び弱軸方向のせん断力(kN) 

ＡＳｘ 3，ＡＳｙ3 ：根太の強軸及び弱軸方向のせん断断面積(mm2) 

Ｌ 3 ：根太全長(mm) 

 

d. 根太に生じる組合せ応力度 

根太に生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を「Ｓ規準」

に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

σｂｘ 3，σｂｙ3 ：根太に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

τ 3 ：根太に生じるせん断応力度 max（τｘ3，τｙ3）(N/mm2) 

ｓｆｔ 3 ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面概念図              平面図 

図 6－5 根太に作用する荷重の例 
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(4) 柱 

柱に生じる応力は，柱を両端ピンの単純はりとして算出する。柱に作用する荷

重の例を図 6－6 に示す。 

 

a. 単位長さ当たりの等分布荷重 

ｗ4＝Ｓｓ 

 

ｗ 4 ：地震荷重による等分布荷重(kN/m) 

Ｓｓ  ：水平地震荷重(kN/m) 

  （（ρｓ・ｂ 4・ｔ・10-6＋ｍ4・10-3）・αＨ・g） 

ｂ 4 ：柱に作用する荷重の負担幅(mm) 

ρｓ ：鋼板の密度(t/m3) 

ｔ ：鋼板の厚さ(mm) 

ｍ 4 ：柱の質量分布(kg/m) 

αＨ ：水平方向の設計震度 

g ：重力加速度(m/s2) 

 

b. 柱に生じる曲げ応力度 

σｂｘ 4＝（Ｍｘ 4・106）／Ｚｘ 4 

σｂｙ 4＝（Ｍｙ 4・106）／Ｚｙ 4 

Ｍｘ 4＝ｗｘ 4・（Ｌ 4・10-3）2／8 

Ｍｙ 4＝ｗｙ 4・（Ｌ 4・10-3）2／8 

 

σｂｘ 4，σｂｙ4 ：柱に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2) 

Ｍｘ 4，Ｍｙ4 ：柱の強軸及び弱軸回りの曲げモーメント(kN・m) 

Ｚｘ 4，Ｚｙ4 ：柱の強軸及び弱軸回りの断面係数(mm3) 

Ｌ 4 ：柱全長(mm) 
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c. 柱に生じるせん断応力度 

τｘ 4＝（Ｑｘ 4・103）／ＡＳｘ 4 

τｙ 4＝（Ｑｙ 4・103）／ＡＳｙ 4 

Ｑｘ 4＝ｗｘ 4・（Ｌ 4・10-3）／2 

Ｑｙ 4＝ｗｙ 4・（Ｌ 4・10-3）／2 

 

τｘ 4，τｙ4 ：柱に生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度(N/mm2) 

Ｑｘ 4，Ｑｙ4 ：柱の強軸及び弱軸方向のせん断力(kN) 

ＡＳｘ 4，ＡＳｙ4 ：柱の強軸及び弱軸方向のせん断断面積(mm2) 

Ｌ 4 ：柱全長(mm) 
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d. 柱に生じる軸応力度 

σｃ（ｔ） 4＝（Ｎｃ（ｔ）4・103）／Ａｇ4 

Ｎｃ（ｔ） 4＝Ｎ4・（１±αＶ）  

 

σｃ（ｔ）4 ：柱に生じる軸応力度(N/mm2) 

Ｎｃ（ｔ）4 ：柱の圧縮又は引張軸力(kN) 

Ａｇ 4 ：柱の断面積(mm2) 

Ｎ 4 ：柱の軸力(kN) 

αＶ  ：鉛直方向の設計震度 

 

e. 柱に生じる組合せ応力度 

柱に生じる曲げ応力度及び軸応力度の組合せに対する検定比は，次式により

算出し，検定比 1.0 以下であることを確認する。 

σｂｘ 4/ｓｆｂｘ4 ＋σｂｙ4/ｓｆｂｙ 4 ＋  σc（ｔ） 4/ｓｆc（ｔ） 4≦1.0 

 

σｂｘ 4，σｂｙ4 ：柱に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2) 

ｓｆｂｘ4，ｓｆｂｙ 4 ：柱の強軸及び弱軸回りの短期許容曲げ応力度(N/mm2) 

σｃ（ｔ）4 ：柱に生じる軸応力度(N/mm2) 

ｓｆ c（ｔ） 4 ：短期許容圧縮又は許容引張応力度(N/mm2) 

 

柱に生じる曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する応力度

は，次式により算出し，短期許容引張応力度以下であることを確認する。 

 

 

σｂｘ 4，σｂｙ4 ：柱に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2) 

σｃ（ｔ）4 ：柱に生じる軸応力度(N/mm2) 

τ 4 ：柱に生じるせん断応力度 max（τｘ4，τｙ 4）(N/mm2) 

ｓｆｔ 4 ：短期許容引張応力度(N/mm2) 
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          断面概念図             立面図 

図 6－6 柱に作用する荷重の例 

 

(5) はり 

はりに生じる応力は，はりを両端ピンの単純はりとして算する。はりに作用す

る荷重の例を図 6－7 に示す。 

 

a. 単位長さ当たりの等分布荷重 

ｗｘ 5＝Ｓｓ 

ｗｙ 5＝ＳｓＶ  

 

ｗｘ 5 ：水平地震荷重による等分布荷重(kN/m) 

ｗｙ 5 ：鉛直地震荷重による等分布荷重(kN/m) 

Ｓｓ  ：水平地震荷重(kN/m) 

        （（ρｓ・ｂ 5・ｔ・10-6＋ｍ 2／ｂ 2・ｂ3・10-3＋ｍ5・10-3） 

・αＨ・g） 

ＳｓＶ  ：鉛直地震荷重(kN/m) 

        （（ρｓ・ｂ 5・ｔ・10-6＋ｍ 2／ｂ 2・ｂ3・10-3＋ｍ5・10-3）・

（１±αＶ）・g） 

ｂ 5 ：はりに作用する荷重の負担幅(mm) 

ρｓ ：鋼板の密度(t/m3) 

ｔ ：鋼板の厚さ(mm) 

ｍ 2 ：胴縁の質量分布(kg/m) 

ｂ 2 ：胴縁に作用する荷重の負担幅(mm) 

ｂ4 

 Ｌ
4 

ｗ 4 

柱 

Ｌ
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ｍ 5 ：はりの質量分布(kg/m) 

α H ：水平方向の設計震度 

α V ：鉛直方向の設計震度 

g   ：重力加速度(m/s2) 

 

b. はりに生じる曲げ応力度 

σｂｘ 5＝（Ｍｘ 5・106）／Ｚｘ 5 

σｂｙ 5＝（Ｍｙ 5・106）／Ｚｙ 5 

Ｍｘ 5＝ｗｘ 5・（Ｌ 5・10-3）2／8 

Ｍｙ 5＝ｗｙ 5・（Ｌ 5・10-3）2／8 

 

σｂｘ 5，σｂｙ5 ：はりに生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｘ 5，Ｍｙ5 ：はりの強軸及び弱軸回りの曲げモーメント(kN・m) 

Ｚｘ 5，Ｚｙ5 ：はりの強軸及び弱軸回りの断面係数(mm3) 

Ｌ 5 ：はり全長(mm) 

 

c. はりに生じるせん断応力度 

τｘ 5＝（Ｑｘ 5・103）／ＡＳｘ 5 

τｙ 5＝（Ｑｙ 5・103）／ＡＳｙ 5 

Ｑｘ 5＝ｗｘ 5・（Ｌ 5・10-3）／2 

Ｑｙ 5＝ｗｙ 5・（Ｌ 5・10-3）／2 

 

τｘ 5，τｙ5 ：はりに生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｘ 5，Ｑｙ5 ：はりの強軸及び弱軸方向のせん断力(kN)  

ＡＳｘ 5，ＡＳｙ5 ：はりの強軸及び弱軸方向のせん断断面積(mm2) 

Ｌ 5 ：はり全長(mm) 

 

d. はりに生じる軸応力度 

σｃ（ｔ）5＝（Ｎｃ（ｔ）5・103）／Ａｇ5 

Ｎｃ（ｔ） 5＝Ｎ5・（１±α H）  

 

σｃ（ｔ）5 ：はりに生じる軸応力度(N/mm2) 

Ｎｃ（ｔ）5 ：はりの圧縮又は引張軸力(kN) 

Ａｇ 5 ：はりの断面積(mm2) 

Ｎ 5 ：はりの軸力(kN) 

α H ：水平方向の設計震度 
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e. はりに生じる組合せ応力度 

はりに生じる曲げ応力度及び軸応力度の組合せに対する検定比は，次式によ

り算出し，検定比 1.0 以下であることを確認する。 

σｂｘ 5/ｓｆｂｘ5 ＋σｂｙ5/ｓｆｂｙ 5 ＋  σc（ｔ） 5/ｓｆc（ｔ） 5≦1.0 

 

σｂｘ 5，σｂｙ5 ：はりに生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

ｓｆｂｘ5，ｓｆｂｙ 5 ：はりの強軸及び弱軸回りの短期許容曲げ応力度(N/mm2) 

σｃ（ｔ）5 ：はりに生じる軸応力度(N/mm2) 

ｓｆ c（ｔ） 5 ：短期許容圧縮又は許容引張応力度(N/mm2) 

 

はりに生じる曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する応力

度は，次式により算出し，短期許容引張応力度以下であることを確認する。 

 

 

σｂｘ 5，σｂｙ5 ：はりに生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σｃ（ｔ）5 ：はりに生じる軸応力度(N/mm2) 

τ 5 ：はりに生じるせん断応力度 max（τｘ5，τｙ5）(N/mm2) 

ｓｆｔ 5 ：短期許容引張応力度(N/mm2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         断面概念図              立面図 

図 6－7 はりに作用する荷重の例 
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(6) 斜材 

斜材に生じる応力は，斜材を一端ピン他端固定の単純はりとして算出する。斜

材に作用する荷重の例を図 6－8 に示す。 

 

a. 単位長さ当たりの等分布荷重 

ｗｘ 6＝Ｓｓ 

ｗｙ 6＝ＳｓＶ  

 

ｗｘ 6 ：水平地震荷重による等分布荷重(kN/m) 

ｗｙ 6 ：鉛直地震荷重による等分布荷重(kN/m) 

Ｓｓ  ：水平地震荷重(kN/m) 

（ｍ6・10-3・αＨ・g） 

ＳｓＶ  ：鉛直地震荷重(kN/m) 

（ｍ6・10-3・（１±αＶ）・g） 

ｍ 6 ：斜材の質量分布(kg/m) 

αＨ  ：水平方向の設計震度 

αＶ  ：鉛直方向の設計震度 

g ：重力加速度(m/s2) 

 

b. 斜材に生じる曲げ応力度 

σｂｘ 6＝（Ｍｘ 6・106）／Ｚｘ 6 

σｂｙ 6＝（Ｍｙ 6・106）／Ｚｙ 6 

Ｍｘ 6＝ｗｘ 6・（Ｌ 6・10-3）2／8 

Ｍｙ 6＝ｗｙ 6・（Ｌ 6・10-3）2／8 

 

σｂｘ 6，σｂｙ6 ：斜材に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｘ 6，Ｍｙ6 ：斜材の強軸及び弱軸回りの曲げモーメント(kN・m) 

Ｚｘ 6，Ｚｙ6 ：斜材の強軸及び弱軸回りの断面係数(mm3) 

Ｌ 6 ：斜材全長(mm) 

 

c. 斜材に生じるせん断応力度 

τｘ 6＝（Ｑｘ 6・103）／ＡＳｘ 6 

τｙ 6＝（Ｑｙ 6・103）／ＡＳｙ 6 

Ｑｘ 6＝ｗｘ 6・（Ｌ 6・10-3）・5／8 

Ｑｙ 6＝ｗｙ 6・（Ｌ 6・10-3）・5／8 
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τｘ 6，τｙ6 ：斜材に生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度(N/mm2) 

Ｑｘ 6，Ｑｙ6 ：斜材の強軸及び弱軸方向のせん断力(kN) 

ＡＳｘ 6，ＡＳｙ6 ：斜材の強軸及び弱軸方向のせん断断面積(mm2) 

Ｌ 6 ：斜材全長(mm) 

 

d. 斜材に生じる軸応力度 

σｃ（ｔ） 6＝（Ｎｃ（ｔ）6・103）／Ａｇ6 

Ｎｃ（ｔ） 5＝Ｎ6・（１±α V）  

σｃ（ｔ）6 ：斜材に生じる軸応力度(N/mm2) 

Ｎｃ（ｔ）6 ：斜材の圧縮又は引張軸力(kN) 

Ａｇ 6 ：斜材の断面積(mm2) 

Ｎ 6 ：斜材の軸力(kN) 

α V ：鉛直方向の設計震度 

 

e. 斜材に生じる組合せ応力度 

斜材に生じる曲げ応力度及び軸応力度の組合せに対する検定比は，次式によ

り算出し，検定比 1.0 以下であることを確認する。 

σｂｘ 6/ｓｆｂｘ6 ＋σｂｙ6/ｓｆｂｙ 6 ＋  σc（ｔ） 6/ｓｆc（ｔ） 6≦1.0 

 

σｂｘ 6，σｂｙ6 ：斜材に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

ｓｆｂｘ6，ｓｆｂｙ 6 ：斜材の強軸及び弱軸回りの短期許容曲げ応力度(N/mm2) 

σｃ（ｔ）6 ：斜材に生じる軸応力度(N/mm2) 

ｓｆ c（ｔ） 6 ：短期許容圧縮又は許容引張応力度(N/mm2) 

 

斜材に生じる曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する応力

度は，次式により算出し，短期許容引張応力度以下であることを確認する。 

 

 

σｂｘ 6，σｂｙ6 ：斜材に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2）  

σｃ（ｔ）6 ：斜材に生じる軸応力度(N/mm2) 

τ 6 ：斜材に生じるせん断応力度 max（τｘ6，τｙ6）(N/mm2) 

ｓｆｔ 6 ：短期許容引張応力度(N/mm2) 

  

 
2 2

bｘ6 bｙ6 ｃ（ｔ）6 6 s ｔ63 ≦　f      
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断面概念図              立面図 

 

図 6－8 斜材に作用する荷重の例 

 

  

Ｌ6 

斜材 
Ｌ

6
 

ｗ 6 
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(7) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力又はせん断力が，「各種合成構造設

計指針・同解説」に基づき算定したアンカーボルトの短期許容荷重以下であるこ

とを確認する。アンカーボルトに生じる荷重の例を図 6－9 に示す。 

 

（Ｔｄ 7／Ｔ a） 2＋（Ｑｄ 7／Ｑa） 2≦1 

 

Ｔｄ 7＝Ｔ 7／ｎ 7 

Ｔｄ 7／Ｔ a ≦ 1.0 

Ｔ7 ：斜材の引張力(kN)  

ｎ7 ：斜材に取り付くアンカーボルトの本数（本） 

Ｔｄ 7 ：アンカーボルト 1 本当たりの引張力(kN) 

Ｔa ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力(kN) 

 

Ｑｄ 7＝Ｑ 7／ｎ 7 

Ｑｄ 7／Ｑ a ≦ 1.0 

Ｑ7 ：斜材のせん断力(kN) 

Ｑｄ 7 ：アンカーボルト 1 本当たりのせん断力(kN) 

Ｑa ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力(kN) 

 

 

 

 

図 6－9 アンカーボルトに生じる荷重の例  

Ｑ
7
 

Ｔ
7
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6.2.6 評価条件 

耐震評価に用いる評価条件を表 6－9 に示す。 

 

表 6－9(1) 耐震評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

αＨ － 水平方向の設計震度 1.28 

αＶ － 鉛直方向の設計震度 0.60 

鋼板 

ρｓ t/m3 鋼板の密度 7.85 

t mm 鋼板の厚さ 22 

Ｚ１ mm3 鋼板の断面係数 80.67×103 

Ｌ１ mm 鋼板の短辺長さ 825 

胴縁 

ｂ2 mm 胴縁に作用する荷重の負担幅 713 

ｍ2 kg/m 胴縁の質量分布 142.8 

Ｚｘ 2 mm3 胴縁の強軸回りの断面係数 988×103 

Ｚｙ 2 mm3 胴縁の弱軸回りの断面係数 108.2×103 

Ｌ2 mm 胴縁の全長 1150 

ＡＳｘ 2 mm2 胴縁の強軸方向のせん断断面積 5380 

Ｎ2 kN 胴縁の軸力 3.0 

ＡＳｙ 2 mm2 胴縁の弱軸方向のせん断断面積 5580 

Ａｇ2 mm2 胴縁の断面積 11140 

根太 

ｂ3 mm 根太に作用する荷重の負担幅 488 

ｍ3 kg/m 根太の質量分布 142.8 

Ｚｘ 3 mm3 根太の強軸回りの断面係数 988×103 

Ｚｙ 3 mm3 根太の弱軸回りの断面係数 108.2×103 

Ｌ3 mm 根太の全長 2100 

ＡＳｘ 3 mm2 根太の強軸方向のせん断断面積 5380 

ＡＳｙ 3 mm2 根太の弱軸方向のせん断断面積 5580 

柱 

ｂ4 mm 柱に作用する荷重の負担幅 1094 

Ｚｘ 4 mm3 柱の強軸回りの断面係数 1350×103 

Ｚｙ 4 mm 柱の弱軸回りの断面係数 450×103 

Ｌ4 mm 柱全長 1150 

Ｎ4 kN 柱の軸力 38.3 

ＡＳｘ 4 mm2 柱の強軸方向のせん断断面積 2700 

ＡＳｙ 4 mm2 柱の弱軸方向のせん断断面積 9000 
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表 6－9(2) 耐震評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

柱 Ａｇ 4 mm2 柱の断面積 11800 

はり 

Ｚｘ 5 mm3 はりの強軸回りの断面係数 1350×103 

Ｚｙ 5 mm3 はりの弱軸回りの断面係数 450×103 

ｂ5 mm はりに作用する荷重の負担幅 735 

Ｌ5 mm はり全長 2700 

Ｎ5 kN はりの軸力 44.8 

ＡＳｘ 5 mm2 はりの強軸方向のせん断断面積 2700 

ＡＳｙ 5 mm2 はりの弱軸方向のせん断断面積 9000 

Ａｇ 5 mm2 はりの断面積 11800 

斜材 

Ｚｘ 6 mm3 斜材の強軸回りの断面係数 1350×103 

Ｚｙ 6 mm3 斜材の弱軸回りの断面係数 450×103 

Ｎ6 kN 斜材の軸力 3.0 

Ｌ6 mm 斜材全長 3000 

ＡＳｘ 6 mm2 斜材の強軸方向のせん断断面積 2700 

ＡＳｙ 6 mm2 斜材の弱軸方向のせん断断面積 9000 

Ａｇ 6 mm2 斜材の断面積 11800 

アンカーボルト ｎ7 本 
斜材に取り付くアンカーボルトの本

数 
4 
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7. ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備防水壁 

7.1 固有振動数及び設計用地震力 

7.1.1 固有振動数の算出方法 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備防水壁の構造に応じて解析モデ

ルを設定し，固有振動数を算出する。 

 

(1) 柱，はり及びブレース 

当該防水壁の固有振動数は次式により算定する。なお，水平方向は，Ⅵ-2-11-

2-6-1「燃料移送ポンプエリア竜巻防護対策設備の耐震性についての計算書」に示

す地震応答解析モデルを用い，鉛直方向は層剛性を柱軸剛性とした解析モデルを

用いて評価する。固有値解析モデルを図 7－1 及び図 7－2 に，固有振動数算定に

用いる物性値を表 7-1 及び表 7-2 に示す。 

 

 f＝1／ 2π ｍ／ｋ
 

ｍ：ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備防水壁の重量（kg） 

ｋ：各方向における層剛性（N/m） 
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1

(m)

EL 10.8

EL  8.7

84

質点番号質点重量(kN)

せん断断面積（m2)
断面2次モーメント（m4）

3
.
6
36

m

3.961m

0.0313
  

振動方向

PN

 

図 7－1(1) 固有値解析モデル（ＮＳ方向） 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備防水壁（北側）
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84

質点番号質点重量(kN)

せん断断面積（m2)
断面2次モーメント（m4）

3
.
6
36

m

3.961m

0.0227
  

振動方向

PN

 

 

図 7－1(2) 地震応答解析モデル（ＥＷ方向） 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備防水壁（北側） 
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120

質点番号質点重量(kN)

せん断断面積（m2)
断面2次モーメント（m4）

6
.
0
36

m

0.0621
  

振動方向

PN

 

 

図 7－2(1) 地震応答解析モデル（ＮＳ方向） 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備防水壁（南側） 
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断面2次モーメント（m4）

6
.
0
36

m

0.0228
  

振動方向

PN

 

 

図 7－2(2) 地震応答解析モデル（ＥＷ方向） 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備防水壁（南側） 
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表 7-1（1） 水平方向の固有振動数算定に用いる物性値 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側防水壁 

方向 

重量 せん断弾性係数 断面積 高さ 層剛性 

ｍ

（kg） 

Ｇ 

（N/m2） 

Ａ 

（m2） 

ｈ 

（m） 

ｋ 

（N/m） 

水平 

方向 

ＮＳ 8566 7.9×1010 0.0313 2.1 1177476190 

ＥＷ 8566 7.9×1010 0.0227 2.1 853952381 

 

表 7-1（2） 水平方向の固有振動数算定に用いる物性値 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側防水壁 

方向 

重量 せん断弾性係数 断面積 高さ 層剛性 

ｍ

（kg） 

Ｇ 

（N/m2） 

Ａ 

（m2） 

ｈ 

（m） 

ｋ 

（N/m） 

水平 

方向 

ＮＳ 12237 7.9×1010 0.0621 2.1 2336142857 

ＥＷ 12237 7.9×1010 0.0228 2.1 857714286 

 

 

表 7-2（1） 鉛直方向の固有振動数算定に用いる物性値 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側防水壁 

方向 

重量 ヤング係数 断面積 高さ 層剛性 

ｍ

（kg） 

Ｅ 

（N/m2） 

Ａ 

（m2） 

ｈ 

（m） 

ｋ 

（N/m） 

鉛直 

方向 
ＵＤ 8566 2.05×1011 0.038118 2.1 3721042857 

 

表 7-2（2） 鉛直方向の固有振動数算定に用いる物性値 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側防水壁 

方向 

重量 ヤング係数 断面積 高さ 層剛性 

ｍ

（kg） 

Ｅ 

（N/m2） 

Ａ 

（m2） 

ｈ 

（m） 

ｋ 

（N/m） 

鉛直 

方向 
ＵＤ 12237 2.05×1011 0.050824 2.1 4961390476 
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(2) 胴縁及び鋼板 

当該防水壁の胴縁については，「構造力学公式集」に基づき以下の式より固有

振動数を算出する。 

 

a. 両端ピンはりモデル（胴縁をモデル化） 

2

2

π ＥＩ
ｆ＝

ｍ2 Ｌ  

 

7.1.2 固有振動数の算出結果 

固有振動数の算定結果を表 7－3 及び表 7－4 に示す。固有振動数は 20Hz 以上

であり，剛構造であることを確認した。 

 

表 7－3 固有振動数の算定結果（柱，はり及びブレース） 

設備名称 方向 

固有振動数 

ｆ 

（Hz） 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア 

防護対策設備北側防水壁 

水平

方向 

ＮＳ方向 59.01 

ＥＷ方向 50.25 

鉛直方向 104.90 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア 

防護対策設備南側防水壁 

水平

方向 

ＮＳ方向 69.54 

ＥＷ方向 42.14 

鉛直方向 101.34 
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表 7－4(1) 固有振動数（胴縁） 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側防水壁 

項目 記号 単位 数値 

モデル化に用いる胴縁の

長さ 
Ｌ m 2.265 

ヤング率 Ｅ N/m2 2.05×1011 

断面二次モーメント Ｉ m4 861×10-8 

質量分布 ｍ kg/m 52.9 

固有振動数 ｆ Hz 55.91 

 

表 7－4(2) 固有振動数（胴縁） 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側防水壁 

項目 記号 単位 数値 

モデル化に用いる胴縁の

長さ 
Ｌ m 2.265 

ヤング率 Ｅ N/m2 2.05×1011 

断面二次モーメント Ｉ m4 861×10-8 

質量分布 ｍ kg/m 52.9 

固有振動数 ｆ Hz 55.91 
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7.1.3 設計用地震力 

基準地震動Ｓｓによる設計用地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用応答スペクトルの作

成方針」に基づき設定する。 

設計震度は当該防水壁設置階とし，水平震度はＮＳ方向とＥＷ方向の大きい方

を用いる。 

当該防水壁の設計震度を表 7－5 に示す。 

 

表 7－5 設計震度 

建物 設置場所 

基準地震動Ｓｓの 

設計震度＊ 

水平ｋＨ 鉛直ｋＶ 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア 

防護対策設備防水壁 
EL 8.7m 1.22 0.78 

  注記＊：設計用震度Ⅰ(1.0ZPA)を示す。  
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7.2 耐震評価方法 

7.2.1 記号の説明 

当該防水壁の耐震評価に用いる記号を表 7－6 に示す。 

 

表 7－6(1) 耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｆｓ kN/m2 積雪荷重 

Ｗ kN 風荷重 

ｑ N/m2 設計用速度圧 

Ｃ － 風力係数 

Ａ1 m2 風の受圧面積 

Ｅ’ － 速度圧の高さ方向の分布を示す係数 

ⅤＤ m/s 基準風速 

Ｅｒ － 平均風速の高さ方向の分布を表す係数 

Ｇ － ガスト影響係数 

ＺＧ － 
地表面粗度区分に応じて建設省告示第１４５４号に掲げ

る数値 

Ｚｂ － 
地表面粗度区分に応じて建設省告示第１４５４号に掲げ

る数値 

α － 
地表面粗度区分に応じて建設省告示第１４５４号に掲げ

る数値 

Ｈ m 建物高さ 

αＨ  － 水平方向の設計震度 

ｗ1 kN/m  
鋼板に作用する地震荷重及び風荷重を考慮した等分布荷

重 

Ｇ1 kN/m 鋼板の自重 

Ｗ1 kN/m 鋼板に作用する風荷重 

σｂ 1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 

Ⅿ1 kN・m 鋼板の曲げモーメント 

Ｚ1 mm3 鋼板の断面係数 

Ⅼ1 mm 鋼板の短辺長さ 

ｗ2 kN/m  
胴縁に作用する地震荷重及び風荷重を考慮した等分布荷

重 

Ｇ2 kN/m 胴縁支配幅の鋼板重量を含む胴縁の自重 
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表 7－6(2) 耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｗ2 kN/m 胴縁に作用する風荷重 

σｂ 2 N/mm2 胴縁に生じる曲げ応力度 

Ⅿ2 kN・m 胴縁の曲げモーメント 

Ｚ2 mm3 胴縁の断面係数 

Ⅼ2 mm 胴縁全長 

τ2 N/mm2 胴縁に生じるせん断応力度 

Ｑ 2 kN 胴縁のせん断力 

Ａ2 mm2 胴縁のせん断断面積 

σｂｘ 3 N/mm2 はりに生じる強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 3 N/mm2 はりに生じる弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 3 N・mm はりの強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 3 N・mm はりの弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 3 mm3 はりの強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 3 mm3 はりの弱軸回りの断面係数 

τｘ 3 N/mm2 はりに生じる強軸方向のせん断応力度 

τｙ 3 N/mm2 はりに生じる弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 3 N はりの強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 3 N はりの弱軸方向のせん断力 

Ａｗ 3 mm2 はりのウェブ断面積 

Ａｆ 3 mm2 はりのフランジ断面積 

σｃ（ｔ）3 N/mm2 はりに生じる軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）3 N はりの圧縮又は引張軸力 

Ａｇ 3 mm2 はりの断面積 

ｓｆｂｘ3 N/mm2 はりの強軸回りの短期許容曲げ応力度 

ｓｆｂｙ3 N/mm2 はりの弱軸回りの短期許容曲げ応力度 

ｓｆ c（ｔ） 3 N/mm2 はりの短期許容圧縮又は引張応力度 

τ3 N/mm2 
はりに生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度のうち最

大値 

ｓｆ t3 N/mm2 はりの短期許容引張応力度 

σｂｘ 4 N/mm2 柱に生じる強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 4 N/mm2 柱に生じる弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 4 N・mm 柱の強軸回りの曲げモーメント 
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表 7－6(3) 耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｍｙ 4 N・mm 柱の弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 4 mm3 柱の強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 4 mm3 柱の弱軸回りの断面係数 

τｘ 4 N/mm2 柱に生じる強軸方向のせん断応力度 

τｙ 4 N/mm2 柱に生じる弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 4 N 柱の強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 4 N 柱の弱軸方向のせん断力 

Ａｗ 4 mm2 柱のウェブ断面積 

Ａｆ 4 mm2 柱のフランジ断面積 

σｃ（ｔ）4 N/mm2 柱に生じる軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）4 N 柱の圧縮又は引張軸力 

Ａｇ 4 mm2 柱の断面積 

ｓｆｂｘ4 N/mm2 柱の強軸回りの短期許容曲げ応力度 

ｓｆｂｙ4 N/mm2 柱の弱軸回りの短期許容曲げ応力度 

ｓｆ c（ｔ） 4 N/mm2 柱の短期許容圧縮又は引張応力度 

τ4 N/mm2 
柱に生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力のうち最大

値 

ｓｆ t4 N/mm2 柱の短期許容引張応力度 

σｔ 5 N/mm2 ブレースに生じる軸応力度 

Ｎｔ 5 N ブレースの引張軸力 

Ａｇ 5 mm2 ブレースの断面積 

Ｔ6 kN 鉛直方向の支点反力 

ｎ6 本 アンカーボルトの本数 

Ｔｄ 6 kN アンカーボルト 1 本当たりの引張力 

Ｔa kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力 

Ｑ6 kN 水平方向の支点反力 

ｎ6 本 アンカーボルトの本数 

Ｑd6 kN アンカーボルト 1 本当たりのせん断力 

Ｑa kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力 
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7.2.2 評価対象部位 

評価対象部位は「2.2 構造計画」に示す当該防水壁の構造上の特徴を踏まえ選

定する。 

基準地震動Ｓｓによる地震力により当該防水壁に生じる慣性力は，鋼板，胴縁，

はり，柱及びブレースに伝わり，柱を固定するアンカーボルトを介して躯体に伝

達されることから，評価対象部位を鋼板，胴縁，はり，柱，ブレース及びアンカ

ーボルトとする。評価対象部位を図 7－3 に示す。 

 

 

   

 

平面図             軸組図 

（1）ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側防水壁 

 

 

    

 

平面図              軸組図 

（2）ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側防水壁 

図 7－3 評価対象部位 

  

柱 

鋼板 

ブレース 
はり 

鋼板 

柱 

アンカーボルト 

アンカーボルト 
胴縁 

胴縁 

柱 

柱 

はり 
ブレース 
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7.2.3 荷重及び荷重の組合せ 

応力解析において，考慮する荷重を以下に示す。 

 

(1) 積雪荷重（Ｆｓ） 

積雪荷重は，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対する自然現象等による損傷

の防止に関する基本方針」の「4.1 自然現象の組合せについて」で設定している

自然現象の組合せに従って考慮することとし，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設

に対する自然現象等による損傷の防止に関する基本方針」の「4.1 自然現象の組

合せについて」に示す組み合わせる積雪深を踏まえて，発電所敷地に最も近い気

象官署である松江地方気象台で観測された観測史上 1 位，月最深積雪 100cm に平

均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を考慮し 35.0cm とする。積雪荷重につ

いては，松江市建築基準法施工細則により，積雪深 1cm ごとに 20N/m2 の積雪荷重

が作用することを考慮し設定する。 

 

(2) 風荷重（Ｗ） 

風速は，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対する自然現象等による損傷の防

止に関する基本方針」の「4.1 自然現象の組合せについて」に示す組み合わせる

風速を踏まえて，建築基準法施行令に基づく平成 12 年建設省告示第１４５４号に

定められた松江市の基準風速である 30m/s とする。風荷重（Ｗ）の算出は，建物

の形状を考慮して算出した風力係数Ｃ及び風の受圧面積Ａ 1 に基づき実施する。 

Ｗ＝ｑ・Ｃ・Ａ 1・10-3 

ここで， 

ｑ＝0.6・Ｅ’・ ⅤＤ
2 

Ｅ’＝Ｅｒ 2・Ｇ 

Ｅｒ＝1.7・（Ｈ／ＺＧ）α（ＨがＺｂを超える場合） 

Ｅｒ＝1.7・（Ｚｂ／ＺＧ）α（ＨがＺｂ以下の場合） 

Ｗ ：風荷重(kN) 

ｑ ：設計用速度圧(N/m2) 

ＶＤ  ：基準風速(m/s) 

Ｇ ：ガスト影響係数 

Ｈ ：建物高さ(m) 

ＺＧ，Ｚｂ，α：地表面粗度区分に応じて建設省告示第１４５４号に掲げる数値 

Ｃ ：風力係数 

Ａ1 ：風の受圧面積(m2) 

 

風荷重算定に使用する入力条件を表 7－7 及び 7－8 に示す。 
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表 7－7 設計風荷重の条件 

施設名称 

基準風速 

ＶＤ 

(m/s) 

全高 

Ｈ 

(m) 

ＺＧ 

(m) 
α 

ガスト 

影響係数 

Ｇ 

設計用 

速度圧 

ｑ(N/m2) 

ディーゼル

燃料移送ポ

ンプエリア

防護対策設

備防水壁 

30 2.1 350 0.15 2.2 960.1 

 

表 7－8(1) ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側防水壁 

の風力係数及び受圧面積 

（a） 南から北方向 

高さ(EL) 

(m) 

風力係数Ｃ 受圧面積Ａ 1(m2) 

風上 風下 風上 風下 

9.3～8.7 0.8 0.4 2.235 2.235 

10.8～9.3 0.8 0.5 5.5875 7.6431 

 

（b） 北から南方向 

高さ(EL) 

(m) 

風力係数Ｃ 受圧面積Ａ 1(m2) 

風上 風下 風上 風下 

9.3～8.7 0.8 0.4 2.235 2.235 

10.8～9.3 0.472 0.4 7.6431 5.5875 

 

（c） 東西方向 

高さ(EL) 

(m) 

風力係数Ｃ 受圧面積Ａ 1(m2) 

風上 風下 風上 風下 

10.8～8.7 0.8 0.4 6.09 6.09 
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表 7－8(2) ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側防水壁 

の風力係数及び受圧面積 

（a） 南から北方向 

高さ(EL) 

(m) 

風力係数Ｃ 受圧面積Ａ 1(m2) 

風上 風下 風上 風下 

9.3～8.7 0.8 0.4 2.235 2.235 

10.8～9.3 0.472 0.4 7.6431 5.5875 

 

（b） 北から南方向 

高さ(EL) 

(m) 

風力係数Ｃ 受圧面積Ａ 1(m2) 

風上 風下 風上 風下 

9.3～8.7 0.8 0.4 2.235 2.235 

10.8～9.3 0.8 0.5 5.5875 7.6431 

 

（c） 東西方向 

高さ(EL) 

(m) 

風力係数Ｃ 受圧面積Ａ 1(m2) 

風上 風下 風上 風下 

10.8～8.7 0.8 0.4 11.13 11.13 

 

 

(3) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる水平 2 方向（ＮＳ方向及びＥＷ方向）と鉛直方向（ＵＤ

方向）の荷重を考慮する。3 方向地震荷重の組合せは，組合せ係数法（1.0，0.4，

0.4）による。 

 

(4) 荷重の組合せ 

当該防水壁の耐震評価に用いる荷重の組合せは，以下に設定する。 

Ｆｓ＋Ｗ＋Ｓｓ 

Ｆｓ ：積雪荷重 

Ｗ ：風荷重 

Ｓｓ  ：地震荷重 
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7.2.4 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏

まえて設定する。 

(1) 使用材料

当該防水壁を構成する鋼板，はり，胴縁，柱，ブレース及びアンカーボルトの

使用材料を表 7－9 に示す。 

表 7－9 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

鋼板 SS400 

はり SS400 

胴縁 SS400 

柱 SS400 

ブレース SS400 

アンカーボルト SUS304 

(2) 許容限界

a. 鋼材

鋼材の許容限界は，「Ｓ規準」を踏まえて表 7－10 の値とする。

表 7－10 鋼材の許容限界 

材質 
短期許容応力度(N/mm2) 

引張 圧縮 曲げ* せん断 

SS400 235 235 235 135 

注記＊：上限値であり，座屈長さ等を勘案して設定する。 
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b. アンカーボルト

アンカーボルトの許容限界は「各種合成構造設計指針・同解説」を踏まえて

表 7－11 の値とする。 

なお，アンカーボルトが引張力を受ける場合においては，アンカーボルトの

降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較して，いずれか小さ

い値を採用する。また，アンカーボルトがせん断力を受ける場合においては，

アンカーボルトのせん断強度により決まる耐力，定着したコンクリート躯体の

支圧強度及びコーン状破壊により決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を

採用する。 

表 7－11 アンカーボルトの許容限界 

設備名称 材料 

許容耐力（kN） 

引張 せん断 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備

北側防水壁 
SUS304(      ) 37 16 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備

南側防水壁 
SUS304(      ) 37 17 
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7.2.5 評価方法 

当該防水壁を構成する鋼板，胴縁，柱，はり及びアンカーボルトに発生する応

力より算定する応力度が，許容限界以下であることを確認する。 

 

(1) 鋼板 

鋼板に生じる応力は，鋼板を両端ピンの単純はりとして算出する。鋼板に作用

する荷重の例を図 7－4 に示す。 

 

a． 単位長さ当たりの等分布荷重 

      ｗ1＝Ｇ1・αＨ＋Ｗ1 

  ｗ 1 ：地震荷重及び風荷重を考慮した等分布荷重（kN/m） 

  Ｇ 1  ：鋼板の自重（kN/m） 

Ｗ 1  ：風荷重（kN/m） 

αＨ  ：水平方向の設計震度 

 

b． 鋼板に生じる曲げ応力度 

σｂ 1＝（Ｍ 1・106）／Ｚ 1 

Ｍ1＝ｗ 1・（Ｌ 1・10-3）2／8 

 

σｂ 1 ：鋼板に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ 1  ：鋼板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ 1   ：鋼板の断面係数（mm3） 

Ｌ 1 ：鋼板の短辺長さ（mm） 

 

 

断面概念図          立面図 

図 7－4 鋼板に作用する荷重の例 

Ｌ
1
 ｗ 1 

Ｌ1 

鋼板 
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(2) 胴縁 

胴縁に生じる応力は，胴縁を両端ピンの単純はりとして算出する。胴縁に作用

する荷重の例を図 7－5 に示す。 

 

a． 単位長さ当たりの等分布荷重 

      ｗ2＝Ｇ2・αＨ＋Ｗ2 

  ｗ 2 ：地震荷重及び風荷重を考慮した等分布荷重（kN/m） 

Ｇ 2  ：胴縁支配幅の鋼板重量を含む胴縁の自重（kN/m） 

Ｗ 2  ：風荷重（kN/m） 

αＨ  ：水平方向の設計震度  

          

b． 胴縁に生じる曲げ応力度 

σｂ 2＝（Ｍ 2・106）／Ｚ 2 

Ｍ2＝ｗ 2・（Ｌ 2・10-3）2／8 

σｂ 2 ：胴縁に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ 2  ：胴縁の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ 2   ：胴縁の断面係数（mm3） 

Ｌ 2  ：胴縁全長（mm） 

 

c． 胴縁に生じるせん断応力度 

τ2＝（Ｑ 2・103）／Ａ2 

Ｑ2＝ｗ 2・Ｌ 2・10-3／2 

τ 2 ：胴縁に生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ 2 ：胴縁のせん断力（kN） 

Ａ 2  ：胴縁のせん断断面積（mm3） 

Ｌ 2 ：胴縁全長（mm） 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面概念図              立面図 

図 7－5 胴縁に作用する荷重の例 

胴縁 

Ｌ
2
 

ｗ
2
 

Ｌ
2
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(3) 柱，はり及びブレース 

   柱，はり及びブレースに生じる応力は，解析モデルを用いた 3 次元静的線形応

力解析に基づき行う。応力解析は以下の方針に基づく。 

 

a. モデルに作用する荷重及び荷重の組合せは，「7.2.3 荷重及び荷重の組合

せ」による。 

 

b. 地震荷重は，水平 2 方向（ＮＳ方向及びＥＷ方向）と鉛直方向（ＵＤ方向）

を考慮する。3 方向地震荷重の組合せは，組合せ係数法（1.0，0.4，0.4）

による。 

 

c. 応力解析に使用するコードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」である。なお，

解析コードの検証及び妥当性の確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プロ

グラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

d. 解析モデルは，鋼板をシェル要素，はり，柱及びブレースをはり要素でモ

デル化し，はりと柱の接合部は実状に合わせて接合条件を定める。柱脚は，

ピン支点としてモデル化する。3 次元静的線形応力解析に用いる解析モデ

ルを図 7－6 及び図 7－7 に示す。 

 

e. 解析に用いる部材の物性値は以下とする。 

ヤング係数  ：Ｅ＝205000(N/mm2) 

せん断弾性係数：Ｇ＝79000(N/mm2) 
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部位 凡例 

鋼板  

はり  

柱  

ブレース  

 

 

条件 記号 備考 

部材接合条件 ○ ピン接合 

支点境界条件 △ ピン支点 

注：ブレースの両端部はピン接合とする。 

 

図 7－6 解析モデル（ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側防水壁） 
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部位 凡例 

鋼板  

はり  

柱  

ブレース  

 

 

条件 記号 備考 

部材接合条件 ○ ピン接合 

支点境界条件 △ ピン支点 

注：ブレースの両端部はピン接合とする。 

 

図 7－7 解析モデル（ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側防水壁）  
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 (a) はり 

ⅰ. はりに生じる曲げ応力度 

σｂｘ 3＝Ｍｘ3／Ｚｘ3 

σｂｙ 3＝Ｍｙ3／Ｚｙ3 

 

σｂｘ 3，σｂｙ3 ：はりに生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍｘ 3，Ｍｙ 3 ：はりの強軸及び弱軸回りの曲げモーメント(N・mm) 

Ｚｘ 3，Ｚｙ 3 ：はりの強軸及び弱軸回りの断面係数(mm3) 

 

ⅱ. はりに生じるせん断応力度 

τｘ 3＝Ｑｘ 3／Ａｗ3 

τｙ 3＝Ｑｙ 3／Ａｆ3 

 

τｘ 3，τｙ 3 ：はりに生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度(N/mm2) 

Ｑｘ 3，Ｑｙ 3 ：はりの強軸及び弱軸方向のせん断力(N) 

Ａｗ 3  ：はりのウェブ断面積(mm2) 

Ａｆ 3  ：はりのフランジ断面積(mm2) 

 

ⅲ. はりに生じる軸応力度 

σｃ（ｔ）3＝Ｎｃ（ｔ）3／Ａｇ 3 

 

σｃ（ｔ）3 ：はりに生じる軸応力度(N/mm2) 

Ｎｃ（ｔ）3 ：はりの圧縮又は引張軸力(N) 

Ａｇ 3              ：はりの断面積(mm2) 
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ⅳ. はりに生じる組合せ応力度 

はりに生じる曲げ応力度及び軸応力度の組合せに対する検定比は，次式

により算出し，検定比 1.0 を下回ることを確認する。 

σｂｘ 3／ｓｆｂｘ3＋σｂｙ 3／ｓｆｂｙ 3＋σ c（ｔ） 3／ｓｆc（ｔ） 3≦1.0 

 

σｂｘ 3，σｂｙ3            ：はりに生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度 

(N/mm2) 

ｓｆｂｘ3，ｓｆｂｙ3 ：はりの強軸及び弱軸回りの短期許容曲げ応力 

度(N/mm2) 

σｃ（ｔ）3  ：はりに生じる軸応力度(N/mm2) 

ｓｆ c（ｔ） 3  ：短期許容圧縮又は許容引張応力度 

(N/mm2) 

 

はりに生じる曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する

応力度は，次式により算出し，短期許容引張応力度以下であることを確認

する。 

  
 

2 2
bｘ3 bｙ3 ｃ（ｔ）3 3 s ｔ33 ≦　f      

 

 

σｂｘ 3，σｂｙ3 ：はりに生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度(N/mm2) 

σｃ（ｔ）3 ：はりに生じる軸応力度(N/mm2) 

τ 3  ：はりに生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度のうち最 

大値(N/mm2) 

ｓｆｔ 3  ：短期許容引張応力度(N/mm2) 
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(b) 柱 

ⅰ. 柱に生じる曲げ応力度 

σｂｘ 4＝Ｍｘ4／Ｚｘ4 

σｂｙ 4＝Ｍｙ4／Ｚｙ4 

 

σｂｘ 4，σｂｙ4 ：柱に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度(N/mm2) 

Ｍｘ 4，Ｍｙ 4 ：柱の強軸及び弱軸回りの曲げモーメント(N・mm) 

Ｚｘ 4，Ｚｙ 4 ：柱の強軸及び弱軸回りの断面係数(mm3) 

 

ⅱ. 柱に生じるせん断応力度 

τｘ 4＝Ｑｘ 4／Ａｗ4 

τｙ 4＝Ｑｙ 4／Ａｆ4 

 

τｘ 4，τｙ 4    ：柱に生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度(N/mm2) 

Ｑｘ 4，Ｑｙ 4    ：柱の強軸及び弱軸方向のせん断力(N) 

Ａｗ 4          ：柱のウェブ断面積(mm2) 

Ａｆ 4          ：柱のフランジ断面積(mm2) 

 

ⅲ. 柱に生じる軸応力度 

σｃ（ｔ）4＝Ｎｃ（ｔ）4／Ａｇ 4 

 

σｃ（ｔ）4 ：柱に生じる軸応力度(N/mm2) 

Ｎｃ（ｔ）4 ：柱の圧縮又は引張軸力(N) 

Ａｇ 4 ：柱の断面積(mm2) 
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ⅳ. 柱に生じる組合せ応力度 

柱に生じる曲げ応力度及び軸応力度の組合せに対する検定比は，次式に

より算出し，検定比 1.0 を下回ることを確認する。 

σｂｘ 4／ｓｆｂｘ4＋σｂｙ 4／ｓｆｂｙ 4＋σ c（ｔ） 4／ｓｆc（ｔ） 4≦1.0 

 

σｂｘ 4，σｂｙ4      ：柱に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度(N/mm2) 

ｓｆｂｘ4，ｓｆｂｙ4 ：柱の強軸及び弱軸回りの短期許容曲げ応力度(N/mm2) 

σｃ（ｔ）4        ：柱に生じる軸応力度(N/mm2) 

ｓｆ c（ｔ） 4            ：短期許容圧縮又は引張応力度(N/mm2) 

 

柱に生じる曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する応

力度は，次式により算出し，短期許容引張応力度以下であることを確認す

る。 

 
 

2 2
bｘ4 bｙ4 ｃ（ｔ）4 4 s ｔ43 ≦　f      

 

  

σｂｘ 4，σｂｙ4 ：柱に生じる強軸及び弱軸回りの曲げ応力度(N/mm2) 

σｃ（ｔ）4 ：柱に生じる軸応力度(N/mm2) 

τ 4  ：柱に生じる強軸及び弱軸方向のせん断応力度のうち最 

大値(N/mm2) 

ｓｆｔ 4  ：短期許容引張応力度(N/mm2) 

 

(c) ブレース 

ⅰ. ブレースに生じる軸応力度 

σｔ 5＝Ｎｔ 5／Ａｇ5 

σｔ 5 ：ブレースに生じる軸応力度(N/mm2) 

Ｎｔ 5 ：ブレースの引張軸力(N) 

Ａｇ 5 ：ブレースの断面積(mm2) 
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(4) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力又はせん断力は，応力解析により求

めた支点反力を用いて算定し，アンカーボルトの短期許容荷重以下であることを

確認する。 

 

（Ｔｄ 6／Ｔ a） 2＋（Ｑｄ 6／Ｑa） 2≦1.0 

 

Ｔｄ 6＝Ｔ 6／ｎ 6 

Ｔｄ 6／Ｔ a ≦ 1.0 

Ｔ 6 ：鉛直方向の支点反力(kN) 

ｎ 6 ：アンカーボルトの本数（本） 

Ｔｄ 6 ：アンカーボルト 1 本当たりの引張力(kN) 

Ｔ a ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力(kN) 

 

         Ｑｄ 6＝Ｑ 6／ｎ6 

    Ｑｄ6／Ｑ a ≦ 1.0 

              Ｑ 6 ：水平方向の支点反力(kN) 

ｎ 6 ：アンカーボルトの本数（本） 

              Ｑｄ6 ：アンカーボルト 1 本当たりのせん断力(kN) 

Ｑ a ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力(kN) 
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7.2.6 評価条件 

ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側防水壁の耐震評価に用いる

評価条件を表 7－12 に，ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側防水

壁の耐震評価に用いる評価条件を表 7－13 に示す。 

 

表 7－12(1) ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側防水壁 

の耐震評価に用いる評価条件 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

Ｆｓ kN/m2 積雪荷重 0.7 

Ｃ － 風力係数 0.4～0.8 

Ａ 1 m2 風の受圧面積 
2.235～

7.6431 

ⅤＤ m/s 基準風速 30 

Ｅｒ － 平均風速の高さ方向の分布を表す係数 0.899 

Ｇ － ガスト影響係数 2.2 

ＺＧ － 
地表面粗度区分に応じて建設省告示第１

４５４号に掲げる数値 
350 

Ｚｂ － 
地表面粗度区分に応じて建設省告示第１

４５４号に掲げる数値 
5 

α － 
地表面粗度区分に応じて建設省告示第１

４５４号に掲げる数値 
0.15 

αＨ － 水平震度 1.22 

鋼板 

Ｇ 1 kN/m 鋼板の自重 0.462 

Ｗ 1 kN/m 鋼板に作用する風荷重 0.453 

Ｚ 1 mm3 鋼板の断面係数 6000 

Ⅼ 1 mm 鋼板の短辺長さ 838 

胴縁 

Ｇ 2 kN/m 胴縁の自重 0.519 

Ｗ 2 kN/m 胴縁に作用する風荷重 0.330 

Ｚ 2 mm3 胴縁の断面係数 115000 

Ⅼ 2 mm 胴縁の長さ 2265 

Ａ 2 mm2 胴縁のせん断断面積 845 
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表 7－12(2) ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側防水壁 

の耐震評価に用いる評価条件 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

はり 

Ｍｘ 3 N・mm はりの強軸回りの曲げモーメント 24930000 

Ｍｙ 3 N・mm はりの弱軸回りの曲げモーメント 490000 

Ｚｘ 3 mm3 はりの強軸回りの断面係数 472000 

Ｚｙ 3 mm3 はりの弱軸回りの断面係数 160000 

Ｑｘ 3 N はりの強軸方向のせん断力 14160 

Ｑｙ 3 N はりの弱軸方向のせん断力 640 

Ａｗ 3 mm2 はりのウェブ断面積 1408 

Ａｆ 3 mm2 はりのフランジ断面積 4800 

Ｎｃ（ｔ）3 N はりの圧縮又は引張軸力 3410 

Ａｇ 3 mm2 はりの断面積 6353 

柱 

Ｍｘ 4 N・mm 柱の強軸回りの曲げモーメント 24500000 

Ｍｙ 4 N・mm 柱の弱軸回りの曲げモーメント 410000 

Ｚｘ 4 mm3 柱の強軸回りの断面係数 472000 

Ｚｙ 4 mm3 柱の弱軸回りの断面係数 160000 

Ｑｘ 4 N 柱の強軸方向のせん断力 16220 

Ｑｙ 4 N 柱の弱軸方向のせん断力 2750 

Ａｗ 4 mm2 柱のウェブ断面積 1408 

Ａｆ 4 mm2 柱のフランジ断面積 4800 

Ｎｃ（ｔ）4 N 柱の圧縮又は引張軸力 20340 

Ａｇ 4 mm2 柱の断面積 6353 

ブレース 
Ｎｔ 5 N ブレースの引張軸力 43920 

Ａｇ 5 mm2 ブレースの断面積 1656 

アンカー 

ボルト 

Ｔ 6 kN 鉛直方向の支点反力 21.54 

ｎ 6 本 アンカーボルトの本数 4 

Ｑ 6 kN 水平方向の支点反力 48.15 
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表 7－13(1) ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側防水壁 

の耐震評価に用いる評価条件 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

Ｆｓ kN/m2 積雪荷重 0.7 

Ｃ － 風力係数 0.4～0.8 

Ａ 1 m2 風の受圧面積 
2.235～

11.13 

ⅤＤ m/s 基準風速 30 

Ｅｒ － 平均風速の高さ方向の分布を表す係数 0.899 

Ｇ － ガスト影響係数 2.2 

ＺＧ － 
地表面粗度区分に応じて建設省告示第１

４５４号に掲げる数値 
350 

Ｚｂ － 
地表面粗度区分に応じて建設省告示第１

４５４号に掲げる数値 
5 

α － 
地表面粗度区分に応じて建設省告示第１

４５４号に掲げる数値 
0.15 

αＨ － 水平震度 1.22 

鋼板 

Ｇ 1 kN/m 鋼板の自重 0.462 

Ｗ 1 kN/m 風荷重 0.453 

Ｚ 1 mm3 鋼板の断面係数 6000 

Ⅼ 1 mm 鋼板の短辺長さ 838 

胴縁 

Ｇ 2 kN/m 胴縁の自重 0.519 

Ｗ 2 kN/m 鋼板に作用する風荷重 0.330 

Ｚ 2 mm3 胴縁の断面係数 115000 

Ⅼ 2 mm 胴縁の長さ 2265 

Ａ 2 mm2 胴縁のせん断断面積 845 
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表 7－13(2) ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側防水壁 

の耐震評価に用いる評価条件 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

はり 

Ｍｘ 3 N・mm はりの強軸回りの曲げモーメント 36960000 

Ｍｙ 3 N・mm はりの弱軸回りの曲げモーメント 470000 

Ｚｘ 3 mm3 はりの強軸回りの断面係数 472000 

Ｚｙ 3 mm3 はりの弱軸回りの断面係数 160000 

Ｑｘ 3 N はりの強軸方向のせん断力 20740 

Ｑｙ 3 N はりの弱軸方向のせん断力 570 

Ａｗ 3 mm2 はりのウェブ断面積 1408 

Ａｆ 3 mm2 はりのフランジ断面積 4800 

Ｎｃ（ｔ）3 N はりの圧縮又は引張軸力 1830 

Ａｇ 3 mm2 はりの断面積 6353 

柱 

Ｍｘ 4 N・mm 柱の強軸回りの曲げモーメント 36970000 

Ｍｙ 4 N・mm 柱の弱軸回りの曲げモーメント 530000 

Ｚｘ 4 mm3 柱の強軸回りの断面係数 472000 

Ｚｙ 4 mm3 柱の弱軸回りの断面係数 160000 

Ｑｘ 4 N 柱の強軸方向のせん断力 23220 

Ｑｙ 4 N 柱の弱軸方向のせん断力 3560 

Ａｗ 4 mm2 柱のウェブ断面積 1408 

Ａｆ 4 mm2 柱のフランジ断面積 4800 

Ｎｃ（ｔ）4 N 柱の圧縮又は引張軸力 31810 

Ａｇ 4 mm2 柱の断面積 6353 

ブレース 
Ｎｔ 5 N ブレースの引張軸力 46970 

Ａｇ 5 mm2 ブレースの断面積 1656 

アンカー 

ボルト 

Ｔ 6 kN 鉛直方向の支点反力 4.770 

ｎ 6 本 アンカーボルトの本数 4 

Ｑ 6 kN 水平方向の支点反力 48.50 

 

  



 

153 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-8
 R
0 

8. 取水槽除じん機エリア防水壁 

8.1 固有振動数及び設計用地震力 

8.1.1 固有振動数の算出方法 

取水槽除じん機エリア防水壁の構造に応じて解析モデルを設定し，固有振動数

を算出する。 

 

(1) 解析モデルの設定 

当該防水壁は，はり及び柱の組合せにより剛な断面を有しているとともに，ア

ンカーボルトにて躯体に固定する構造であることから，当該防水壁の柱を片側固

定-片側自由はりに，はりを両端ピンはりに単純化したモデルとし，モデル化に用

いるはり長さは，柱及びはりの全長とする。図 8－1 に解析モデル図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8－1 固有値解析モデル 

  

柱の長さ

柱

はりの全長 

はり 
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(2) 記号の説明 

当該防水壁の固有振動数算出に用いる記号を表 8－1 に示す。 

 

表 8－1 固有振動数算出に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｆ Hz 1 次固有振動数 

Ｌ mm 
モデル化に用いる柱及びはり

の長さ 

Ｅ N/m2 ヤング率 

Ｉ m4 断面二次モーメント 

ｍ kg/m 質量分布 

λ ― 定数 

 

(3) 固有振動数の算出方法 

固有振動数ｆを「構造力学公式集」に基づき以下の式より算出する。 

 

  a.  固定-自由はりモデル（柱をモデル化） 

1
T

f


 

 f = 
λ2

2πL2
√

EI

m
 

  b.  両端ピンはりモデル（はりをモデル化） 

1
T

f


 

f = 
π

2

2πL2
√

EI

m
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8.1.2 固有振動数の計算条件 

固有振動数の計算条件を表 8－2 に示す。 

表 8－2(1) 固有周期の計算条件（柱） 

項目 記号 単位 数値 

定数 λ ― 1.8751 

部材長 Ｌ m 3.000 

ヤング率 Ｅ N/m2 2.05×1011 

断面二次モーメント I m4 4.72×10-5 

質量分布 m kg/m 49.9 

 

表 8－2(2) 固有周期の計算条件（はり） 

項目 記号 単位 数値 

部材長 Ｌ m 0.650 

ヤング率 Ｅ N/m2 2.05×1011 

断面二次モーメント I m4 3.68×10-7 

質量分布 m kg/m 7.7 

 

  



 

156 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-8
 R
0 

8.1.3 固有振動数の算出結果 

固有振動数の算出結果を表 8－3 に示す。固有振動数は 20Hz 以上であり，剛構

造であることを確認した。 

 

表 8－3 固有周期 

扉名称 対象部位 固有振動数(Hz) 固有周期(s) 

取水槽除じん機エリア防水壁 
はり 368.960 0.003 

柱 27.379 0.037 

 

8.1.4 設計用地震力 

基準地震動Ｓｓによる設計用地震力は，Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」

に基づき設定する。 

地震応答解析に基づいて算定された当該防水壁設置床の最大応答加速度から設

計震度を設定する。 

当該防水壁の設計震度を表 8－4 に示す。 

 

表 8－4 設計震度 

構造物 設置場所 

基準地震動Ｓｓの 

設計震度 

水平ｋＨ 鉛直ｋＶ 

取水槽 除じん機エリア 1.8 0.9 
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8.2 耐震評価方法 

8.2.1 記号の説明 

取水槽除じん機エリア防水壁の評価に用いる記号を表 8－5 に示す。 

 

表 8－5(1) 取水槽除じん機エリア防水壁の強度評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

g m/s2 重力加速度 

ｋＨ － 基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

ｋＶ － 基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 

Ｇ kN 固定荷重 

ｗss１ kN/m 鋼板に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重 

Ｂ m 支柱間隔 

ｚ1 m 鋼板に作用する風荷重の作用高さ 

σｂ 1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 

Ｍmax1 kN・m 鋼板の曲げモーメント 

Ｚ1 mm3 鋼板の断面係数 

Ｌ1 m 鋼板の部材長 

τ1 N/mm2 鋼板に生じるせん断応力度 

Ｓmax1 kN 鋼板のせん断力 

ｈ1 mm 鋼板のせん断負担幅 

ｔ1 mm 鋼板の厚さ 

Ｖ2 kN 柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重 

ｗss2 kN/m 柱に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重 

Ｗ2 kN 柱に作用する風荷重 

Ｌ21 m 柱全長 

Ｗss2 kN 柱に作用する水平方向の荷重 

σb2 N/mm2 柱に生じる曲げ応力度 

Ｍmax2 kN・m 柱の曲げモーメント 

Ｚ2 mm3 柱の断面係数 

Ｌ22 m 
柱に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重を集中

荷重にした時の作用位置 

σt2 N/mm2 柱に生じる引張応力度 

Ｖtmax2 kN 柱の引張荷重 

Ａ2 mm2 柱の断面積 

σc2 N/mm2 柱に生じる圧縮応力度 



 

158 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-8
 R
0 

表 8－5(2) 取水槽除じん機エリア防水壁の強度評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｖmax2 kN 柱の鉛直荷重 

τ2 N/mm2 柱に生じるせん断応力度 

Ｓmax2 kN 柱のせん断力 

ｈ2 mm 柱のウェブ高 

ｔ2 mm 柱のウェブ厚 

fb N/mm2 短期許容曲げ応力度 

ft N/mm2 短期許容引張応力度 

fc N/mm2 短期許容圧縮応力度 

ｗss3 kN/m2 はりに作用する単位面積当たりの水平方向の等分布荷重 

Ａ3 m2 防水壁の面積 

ｗ3 kN/m2 はりに作用する風圧力 

σｂ 3 N/mm2 はりに生じる曲げ応力度 

Ｍmax3 kN・m はりの曲げモーメント 

Ｚ3 mm3 はりの断面係数 

Ｂ3 m はりの荷重載荷幅 

Ｌ3 m はりの部材長 

τ3 N/mm2 はりに生じるせん断応力度 

Ｓmax3 kN はりのせん断力 

Ｎ 本 柱に取り付くアンカーボルトの総本数 

xi m 偏心距離 

Σn・xi
2 m2 2 次モーメントの合計値 

Ｐ kN アンカーボルト 1 本当たりの引張力 

Ｐａ kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力 

Ｑ kN アンカーボルト 1 本当たりのせん断力 

Ｑａ kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力 
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アンカーボルト 

（標準部） 

アンカーボルト 

（補強部） 

8.2.2 評価対象部位 

当該防水壁の評価対象部位は「2.2 構造計画」に示す構造上の特性を踏まえ選

定する。 

基準地震動Ｓs による地震力により当該防水壁に生じる慣性力及び風荷重は鋼

板，はり及び柱に伝わり，柱を固定するアンカーボルトを介して取水槽躯体に伝

達されることから，評価対象部位を鋼板，はり，柱及びアンカーボルトとする。 

なお，柱及びアンカーボルトの評価対象部位はそれぞれの仕様を踏まえ，柱（標

準部），アンカーボルト（標準部）とする。 

評価対象部位を図 8－2 に示す。 

正面図 

図 8－2(1) 評価対象部位 

  

鋼板 

(状 d 名) 

柱（標準部） 

(状 d 名) 
はり 

(状 d 名) 

柱（補強部） 

(状 d 名) 
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断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面図 

図 8－2(2) 評価対象部位 

  

柱（標準部）

＾ 

(状 d 名) 

アンカーボルト（標準部） 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

取水槽外側 取水槽内側 

アンカーボルト（補強部） 

(状 d 名) 

柱（補強部）

＾ 

(状 d 名) 

アンカーボルト（補強部） 

(状 d 名) 

アンカーボルト（標準部） 

(状 d 名) 
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8.2.3 荷重及び荷重の組合せ 

(1) 荷重の組合せ 

当該防水壁の評価に用いる荷重の組合せを下記に示す。 

Ｇ＋Ｓｓ＋Ｗ 

Ｇ   ：固定荷重(kN) 

Ｓｓ ：地震荷重(kN) 

Ｗ  ：風荷重(kN) 

 

(2) 荷重の設定 

a. 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として当該防水壁の自重を考慮する。 

 

b. 地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重は，基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。「8.1.4 設計用地震力」

で設定した設計震度を用いて，次式により算定する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

Ｓｓ  ：地震荷重(kN) 

 Ｇ  ：固定荷重(kN) 

 ｋ  ：設計震度 

 

c. 風荷重（Ｗ） 

風速 30m/s 時の風荷重を考慮する。風荷重は，評価対象部位周辺の風圧力に

風の受圧面積を乗じた次式により算出する。風荷重の算定に用いる風圧力を表

8－6 に示す。 

 

Ｗ＝ｗ・Ａ 

Ｗ  ：風荷重（kN） 

ｗ  ：風圧力（kN/m2） 

Ａ   ：風の受圧面積(m2) 

 

表 8－6 風圧力 

風圧力 

ｗ（kN/m2） 
1.71 
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なお，水平及び鉛直地震力による組合せ応力が作用する部位の評価は，水平

方向と鉛直方向の地震力が同時に作用するものとして評価する。 
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8.2.4 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏

まえて設定する。 

 

(1) 使用材料 

当該防水壁を構成する鋼板，はり，柱，アンカーボルトの使用材料を表 8－7 に

示す。 

 

表 8－7 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

鋼板 SS400 PL-9 

柱（標準部） SS400 H-200×200×8×12 

柱（補強部） SS400 H-250×250×9×14 

はり SS400 L-65×65×8 

アンカーボルト 

（標準部） 
SUS304 M20 

アンカーボルト 

（補強部） 
SUS304 M24 

 

 

(2) 許容限界 

  a. 鋼材 

鋼材の許容応力度は，「Ｓ規準」を踏まえて表 8－8 の値とする。 

 

表 8－8 鋼材の短期許容応力度 

材質 
短期許容応力度(N/mm2) 

引張 圧縮 曲げ せん断 

SS400 235 235 235 135 
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b. アンカーボルト（標準部） 

アンカーボルト（標準部）の許容荷重は「各種合成構造設計指針・同解説」

を踏まえて表 8－9 の値とする。 

なお，アンカーボルト（標準部）が引張力を受ける場合においては，アンカ

ーボルト（標準部）の降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比

較して，いずれか小さい値を採用する。また，評価部位のアンカーボルト（標

準部）がせん断力を受ける場合においては，アンカーボルト（標準部）のせん

断強度により決まる耐力，定着したコンクリート躯体の支圧強度により決まる

耐力及びコーン状破壊により決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を採用

する。 

 

表 8－9 アンカーボルト（標準部）の短期許容応力 

評価対象部位 材質 
許容耐力(kN) 

引張 せん断 

アンカーボルト 

（標準部） 
SUS304（M20） 41 35 
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8.2.5 評価方法 

当該防水壁を構成する鋼板，はり，柱及びアンカーボルトに発生する応力より

算定する応力度が，許容限界以下であることを確認する。 

 

(1) 鋼板 

鋼板に生じる応力は，鋼板を単純支持のはりとして次式により算出し，鋼板の

短期許容応力度以下であることを確認する。鋼板に作用する荷重の例を図 8－3 に

示す。 

 

a. 鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる地震荷重Ｓｓ  

Ｓｓ＝Ｇ・ｋＨ 

Ｓｓ  ：地震荷重(kN) 

Ｇ ：固定荷重(kN) 

ｋＨ  ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

 

b. 鋼板に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重  

ｗss1＝（Ｓｓ/Ｂ）＋ｗ・ｚ 1 

 

ｗ ss1 ：鋼板に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｓｓ   ：地震荷重(kN) 

Ｂ ：支柱間隔(m) 

ｗ   ：風荷重(kN/m2) 

ｚ 1 ：鋼板に作用する風荷重の作用高さ(m) 

 

c. 鋼板に生じる曲げ応力度 

σｂ 1＝（Ｍ max1・106）／Ｚ1 

Ｍmax1＝ｗss1・Ｌ 1
2／8 

 

σｂ 1 ：鋼板に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ max1 ：鋼板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ 1 ：鋼板の断面係数（mm3） 

ｗ ss1   ：鋼板に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｌ 1 ：鋼板の部材長（m） 
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d. 鋼板に生じるせん断応力度 

τ1＝（Ｓ max1・103）／（ｈ 1・ｔ 1）  

Ｓmax1＝ｗss1・Ｌ 1／2 

 

τ 1 ：鋼板に生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｓ max1 ：鋼板のせん断力（kN） 

ｈ 1 ：鋼板のせん断負担幅（mm） 

ｔ 1 ：鋼板の厚さ（mm） 

ｗ ss1   ：鋼板に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｌ 1 ：鋼板の部材長（m） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面図              正面図 

図 8－3 鋼板に作用する荷重の例 

 

(2) 柱 

柱に生じる応力は，床面を固定端とする片持ちはりとして次式により算出し，

柱の短期許容応力度以下であることを確認する。 

柱に作用する荷重の例を図 8－4 に示す。 

 

a. 柱に作用する基準地震動Ｓｓによる地震荷重Ｓｓ  

Ｓｓ＝Ｇ・ｋＨ  

Ｖ2＝Ｇ・ｋｖ 

 

Ｓｓ  ：地震荷重(kN) 

Ｇ ：固定荷重(kN) 

ｋＨ  ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

 

Ｌ
1
 

Ｌ１ 

ｗsｓ1 
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Ｖ 2   ：柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重 

(kN) 

ｋＶ  ：基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 

 

b. 柱に作用する単位長さ当たりの等分布荷重  

ｗss2＝（Ｓｓ＋Ｗ 2）/Ｌ21 

 

ｗ ss2  ：柱に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｓｓ ：地震荷重(kN) 

Ｗ 2 ：柱に作用する風荷重(kN) 

Ｌ 21 ：柱全長(m) 

 

c. 柱に作用する水平荷重 

Ｗss2＝Ｓｓ＋Ｗ 2 

 

Ｗ ss2  ：柱に作用する水平方向の荷重(kN) 

Ｓｓ  ：地震荷重(kN) 

Ｗ 2 ：柱に作用する風荷重（ｗ・Ｂ・Ｌ21）(kN) 

ｗ   ：風荷重(kN/m2) 

Ｂ ：支柱間隔(m) 

Ｌ 21 ：柱全長(m) 

 

d. 柱に生じる曲げ応力度 

σb2＝（Ｍ max2・106）／Ｚ 2 

Ｍmax2＝ｗss2・Ｌ 21・Ｌ22 

σ b2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ max2 ：柱の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ 2 ：柱の断面係数（mm3） 

ｗ ss2  ：柱に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｌ 21 ：柱全長（m）   

Ｌ 22     ：柱に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重を集中荷

重にした時の作用位置（m） 

 

e. 柱に生じる鉛直応力度 

①引張応力度（鉛直上向き）注：安全側の検討として自重は考慮しない 

σ t2＝（Ｖ tmax2・103）／Ａ 2 
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Ｖ tmax2＝Ｖ 2 

 

σt2    ：柱に生じる引張応力度（N/mm2） 

Ｖtmax2    ：柱の引張荷重（kN） 

Ａ2    ：柱の断面積（mm2） 

Ｖ2   ：柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重 

（kN） 

 

②圧縮応力度（鉛直下向き） 

σ c2＝（Ｖ max2・103）／Ａ 2 

Ｖ max2＝Ｇ＋Ｖ 2 

 

σc2  ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 

Ｖmax2  ：柱の鉛直荷重（kN） 

Ａ2  ：柱の断面積（mm2） 

Ｇ ：固定荷重(kN) 

Ｖ2   ：柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重

（kN） 

 

f. 柱に生じるせん断応力度 

τ2＝（Ｓ max2・103）／（ｈ 2・ｔ 2）  

Ｓmax2＝Ｗss2 

 

τ 2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｓ max2 ：柱のせん断力（kN） 

ｈ 2 ：柱のウェブ高（mm） 

ｔ 2 ：柱のウェブ厚（mm） 

Ｗ ss2  ：柱に作用する水平方向の荷重(kN) 

 

g. 柱に生じる組合せ応力度 

柱に生じる曲げ応力度，引張応力度，圧縮応力度及びせん断応力度から，組

合せ応力度を「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であ

ることを確認する。 

 

①  曲げ応力度と引張応力度 

     σb2 fb⁄ +σt2 f⁄ t≦1 
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σ b2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

ｆ b ：短期許容曲げ応力度（N/mm2） 

σ t2 ：柱に生じる引張応力度（N/mm2） 

ｆ t ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

②  曲げ応力度と圧縮応力度    

σb2 fb⁄ +σc2 fc⁄ ≦1 

 

σ b2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

ｆ b ：短期許容曲げ応力度（N/mm2） 

σ c2 ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 

ｆ c ：短期許容圧縮応力度（N/mm2） 

 

③  曲げ応力度とせん断応力度 

√σb2
2+3∙τ2

2≦ft 

σ b2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

τ 2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

④  曲げ応力度，引張応力度，せん断応力度 

√(σb2+σt2)
2
+3・τ2

2≦ft 

 

σ b2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

σ t2 ：柱に生じる引張応力度（N/mm2） 

τ 2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

⑤  曲げ応力度，圧縮応力度，せん断応力度 

√(σb2+σc2)
2
+3・τ2

2≦ft 

 

σ b2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

σ c2 ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 
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τ 2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平面図               正面図 

図 8－4 柱に作用する荷重の例  

Ｌ２ 1 ｗ ss２  Ｌ21 
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(3) はり 

はりに生じる応力は，はりを単純支持のはりとして次式により算出し，はりの

短期許容応力度以下であることを確認する。はりに作用する荷重の例を図 8－5 に

示す。 

 

a. はりに作用する基準地震動Ｓｓによる地震荷重  

Ｓｓ＝Ｇ・ｋＨ 

Ｓｓ    ：地震荷重(kN) 

Ｇ ：固定荷重(kN) 

ｋＨ  ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

 

b. はりに作用する単位長さ当たりの等分布荷重  

ｗss3＝Ｓｓ/Ａ3＋ｗ3 

 

ｗ ss3  ：はりに作用する単位面積当たりの水平方向の等分布荷重  

(kN/m2) 

Ｓｓ    ：地震荷重(kN) 

Ａ 3 ：防水壁の面積(m2) 

ｗ 3 ：はりに作用する風圧力(kN/m2) 

 

c. はりに生じる曲げ応力度 

σｂ 3＝（Ｍ max3・106）／Ｚ3 

Ｍmax3＝ｗss3・Ｂ 3・Ｌ 3
2／8 

 

σｂ 3 ：はりに生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ max3 ：はりの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ 3   ：はりの断面係数（mm3） 

ｗ ss3  ：はりに作用する単位面積当たりの水平方向の等分布荷重 (kN/m2) 

Ｂ 3 ：はりの荷重載荷幅（m） 

Ｌ 3 ：はりの部材長（m） 

 

d.  はりに生じるせん断応力度 

τ3＝（Ｓ max3・103）／（ｈ 1・ｔ 1）  

Ｓmax3＝ｗss3・Ｂ 3・Ｌ 3／2 

 

τ 3 ：はりに生じるせん断応力度（N/mm2） 
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Ｌ３ 

Ｓ max3 ：はりのせん断力（kN） 

ｈ 1 ：鋼板のせん断負担幅（mm） 

ｔ 1 ：鋼板の厚さ（mm） 

ｗss3    ：はりに作用する単位面積当たりの水平方向の等分布荷重(kN/ m2) 

Ｂ 3 ：はりの荷重載荷幅（m） 

Ｌ 3 ：はりの部材長(m)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平面図               正面図 

図 8－5 はりに作用する荷重の例 

 

(4) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力又はせん断力を「各種合成構造設計

指針」に基づき算定し，アンカーボルトの許容荷重を下回ることを確認する。ア

ンカーボルトに生じる荷重の例を図 8－6 に示す。 

 

（Ｐ／Ｐa）2＋（Ｑ／Ｑa）2≦1 

 

Ｐ＝Ｖmax2／Ｎ＋Ｍ max2・xi／Σn・xi
2 

Ｐ／Ｐa ≦ 1.0 

       Ｖ max2 ：柱の鉛直荷重(kN) 

Ｎ ：柱に取り付くアンカーボルトの総本数（本） 

Ｍ max2 ：柱の曲げモーメント（kN・m） 

xi ：偏心距離（m） 

Σn・xi
2 ：2 次モーメントの合計値（m2） 

Ｐ ：アンカーボルト 1 本当たりの引張力(kN) 

       Ｐ a ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力(kN) 

 

Ｌ3 ｗ ss３  
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Ｑ＝Ｓmax2／Ｎ 

Ｑ／Ｑa ≦ 1.0 

       Ｓ max2 ：柱に発生するせん断力(kN) 

Ｑ ：アンカーボルト 1 本当たりのせん断力(kN) 

       Ｑ a ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力(kN) 

 

 

 

 

    

 

 

図 8－6 アンカーボルトに生じる荷重の例  

Ｑ
ｄ 4
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8.2.6 評価条件 

「8.2.5 評価方法」に用いる入力値を表 8－10 に示す。 

 

表 8－10(1) 耐震評価に用いる入力値 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

g m/s2 重力加速度 9.80665 

ｋＨ － 
基準地震動Ｓｓの水平方向の設計

震度 
1.8 

ｋｖ － 
基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計

震度 
0.9 

Ｇ kN 固定荷重 4.8 

鋼板 

ｗss１ kN/m 
鋼板に作用する単位長さ当たりの

水平方向の等分布荷重 
16.65 

Ｂ m 支柱間隔 0.750 

ｚ1 m 鋼板に作用する風荷重の作用高さ 3.00 

σｂ 1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 154.07 

Ｍmax1 kN・m 鋼板の曲げモーメント 2.08 

Ｚ1 mm3 鋼板の断面係数 1.35×104 

Ｌ1 m 鋼板の部材長 1.000 

τ1 N/mm2 鋼板に生じるせん断応力度 0.93 

Ｓmax1 kN 鋼板のせん断力 8.33 

ｈ1 mm 鋼板のせん断負担幅 1000 

ｔ1 mm 鋼板の厚さ 9 

柱 

（標準部） 

Ｖ2 kN 
柱に作用する基準地震動Ｓｓによ

る鉛直方向の設計地震荷重 
4.32 

ｗss2 kN/m 
柱に作用する単位長さ当たりの水

平方向の等分布荷重 
4.16 

Ｗ2 kN 柱に作用する風荷重 3.84 

Ｌ21 m 柱全長 3.000 

Ｗss2 kN 柱に作用する水平方向の荷重 12.48 

σb2 N/mm2 柱に生じる曲げ応力度 39.66 

Ｍmax2 kN・m 柱の曲げモーメント 18.72 

Ｚ2 mm3 柱の断面係数 4.72×105 
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表 8－10(2) 耐震評価に用いる入力値 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

柱 

（標準部） 

Ｌ22 m 

柱に作用する単位長さ当たり

の水平方向の等分布荷重を集

中荷重にした時の作用位置 

1.500 

σt2 N/mm2 柱に生じる引張応力度 0.68 

Ｖtmax2 kN 柱の引張荷重 4.32 

Ａ2 mm2 柱の断面積 6353 

σc2 N/mm2 柱に生じる圧縮応力度 1.44 

Ｖmax2 kN 柱の鉛直荷重 9.12 

τ2 N/mm2 柱に生じるせん断応力度 8.86 

Ｓmax2 kN 柱のせん断力 12.48 

ｈ2 mm 柱のウェブ高 176 

ｔ2 mm 柱のウェブ厚 8 

はり 

ｗss3 kN/m2 
はりに作用する単位面積当たり

の水平方向の等分布荷重 
5.55 

Ａ3 m2 防水壁の面積 2.25 

ｗ3 kN/m2 はりに作用する風圧力 1.71 

σｂ 3 N/mm2 はりに生じる曲げ応力度 28.89 

Ｍmax3 kN・m はりの曲げモーメント 0.23 

Ｚ3 mm3 はりの断面係数 7.96×103 

Ｂ3 m はりの荷重載荷幅 0.800 

Ｌ3 m はりの部材長 0.650 

τ3 N/mm2 はりに生じるせん断応力度 0.20 

Ｓmax3 kN はりのせん断力 1.44 

アンカー 

ボルト 

（標準部） 

Ｎ 本 
柱に取り付くアンカーボルト

の総本数 
4 

xi m 偏心距離 0.175 

Σn・

xi
2 

m2 2 次モーメントの合計値 0.122 

Ｐ kN 
アンカーボルト 1 本当たりの

引張力 

27.93 

Ｑ kN 
アンカーボルト 1 本当たりの

せん断力 

3.12 
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9. 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁（区間-1（東，西側）） 

当該防水壁の耐震性についてはⅥ-2-11-2-5「取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の

耐震性についての計算書」に示す。 

 

10. 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁（区間-1（南側）） 

当該防水壁の耐震性についてはⅥ-2-11-2-5「取水槽海水ポンプエリア防護対策設備

の耐震性についての計算書」に示す。 

 

11. 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備防水壁（区間-2） 

当該防水壁の耐震性についてはⅥ-2-11-2-5「取水槽海水ポンプエリア防護対策設備

の耐震性についての計算書」に示す。 
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12. 評価結果 

耐震評価結果を表 12－1～表 12－6に示す。防水壁の各部材の断面検定を行った結果，

発生応力度又は荷重は許容限界以下であることから，防水壁が構造健全性を有すること

を確認した。 

ディーゼル燃料移送ポンプ室ポンプリア防護対策設備防水壁の各部材毎の検定比が最

大となる部材を図 12－1 に示す。 

 

表 12－1 耐震評価結果（タービン建物地下 1 階復水系配管室防水壁） 

評価対象部位 
発生値 

（応力度又は荷重） 
許容限界値 

発生値／ 

許容限界値 

鋼板 曲げ 2 N/mm2 235 N/mm2 0.01 

胴縁 

曲げ 2 N/mm2 229 N/mm2 0.01 

せん断 1 N/mm2 135 N/mm2 0.01 

組合せ 3 N/mm2 235 N/mm2 0.02 

柱 

曲げ 5 N/mm2 223 N/mm2 0.03 

せん断 4 N/mm2 135 N/mm2 0.03 

組合せ 9 N/mm2 235 N/mm2 0.04 

アンカー

ボルト 
せん断 2 kN 58 kN 0.04 
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表 12－2 耐震評価結果（タービン建物地下 1 階復水室北西側防水壁） 

評価対象部位 
発生値 

（応力度又は荷重） 
許容限界値 

発生値／ 

許容限界値 

鋼板 曲げ 6 N/mm2 235 N/mm2 0.03 

胴縁 

曲げ（強軸） 3 N/mm2 178 N/mm2 0.02 

曲げ（弱軸） 25 N/mm2 235 N/mm2 0.11 

せん断 1 N/mm2 135 N/mm2 0.01 

組合せ 29 N/mm2 235 N/mm2 0.13 

柱 

曲げ（強軸） 6 N/mm2 304 N/mm2 0.02 

曲げ（弱軸） 42 N/mm2 325 N/mm2 0.13 

せん断 4 N/mm2 187 N/mm2 0.03 

圧縮 2 N/mm2 217 N/mm2 0.01 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.16 

組合せ 

（曲げ＋せん断＋

軸力） 

51 N/mm2 325 N/mm2 0.16 

はり 

曲げ（強軸） 29 N/mm2 310 N/mm2 0.10 

曲げ（弱軸） 2 N/mm2 325 N/mm2 0.01 

せん断 11 N/mm2 187 N/mm2 0.06 

圧縮 3 N/mm2 210 N/mm2 0.02 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.13 

組合せ 

（曲げ＋せん断＋

軸力） 

39 N/mm2 325 N/mm2 0.12 

アンカー

ボルト 

引張 15 kN 76 kN 0.20 

せん断 8 kN 58 kN 0.14 

組合せ 

（引張＋せん断） 
― ― ― ― 0.06 
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表 12－3 耐震評価結果（タービン建物地下 1 階復水器室北側防水壁） 

評価対象部位 
発生値 

（応力度又は荷重） 
許容限界値 

発生値／ 

許容限界値 

鋼板 曲げ 3 N/mm2 235 N/mm2 0.02 

胴縁 

曲げ（強軸） 1 N/mm2 202 N/mm2 0.01 

曲げ（弱軸） 39 N/mm2 235 N/mm2 0.17 

せん断 3 N/mm2 135 N/mm2 0.03 

組合せ 41 N/mm2 235 N/mm2 0.18 

柱 

曲げ（強軸） 1 N/mm2 318 N/mm2 0.01 

曲げ（弱軸） 7 N/mm2 325 N/mm2 0.03 

せん断 1 N/mm2 187 N/mm2 0.01 

圧縮 3 N/mm2 268 N/mm2 0.02 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.06 

組合せ 

（曲げ＋せん断＋

軸力） 

12 N/mm2 325 N/mm2 0.04 

はり 

曲げ（強軸） 7 N/mm2 322 N/mm2 0.03 

曲げ（弱軸） 3 N/mm2 325 N/mm2 0.01 

せん断 6 N/mm2 187 N/mm2 0.04 

圧縮 4 N/mm2 306 N/mm2 0.02 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.06 

組合せ 

（曲げ＋せん断＋

軸力） 

18 N/mm2 325 N/mm2 0.06 

水平ブレー

ス 
圧縮 8 N/mm2 100 N/mm2 0.08 

アンカー 

ボルト 

引張 13 kN 64 kN 0.21 

せん断 1 kN 58 kN 0.02 

組合せ 

（引張＋せん断） 
－ － － － 0.05 
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表 12－4(1) 耐震評価結果（タービン建物地下 1 階復水器室北東側防水壁） 

評価対象部位 
発生値 

（応力度又は荷重） 
許容限界値 

発生値／ 

許容限界値 

鋼板 曲げ 4 N/mm2 235 N/mm2 0.02 

胴縁 

曲げ（強軸） 1 N/mm2 217 N/mm2 0.01 

曲げ（弱軸） 6 N/mm2 235 N/mm2 0.03 

せん断 1 N/mm2 135 N/mm2 0.01 

圧縮 1 N/mm2 143 N/mm2 0.01 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.05 

組合せ 

（曲げ＋せん断＋

軸力） 

9 N/mm2 235 N/mm2 0.04 

根太 

曲げ（強軸） 3 N/mm2 181 N/mm2 0.02 

曲げ（弱軸） 21 N/mm2 235 N/mm2 0.09 

せん断 1 N/mm2 135 N/mm2 0.01 

組合せ 25 N/mm2 235 N/mm2 0.11 

柱 

曲げ（強軸） 1 N/mm2 232 N/mm2 0.01 

曲げ（弱軸） 2 N/mm2 235 N/mm2 0.01 

せん断 1 N/mm2 135 N/mm2 0.01 

圧縮 5 N/mm2 222 N/mm2 0.03 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.05 

組合せ 

（曲げ＋せん断＋

軸力） 

9 N/mm2 235 N/mm2 0.04 

はり 

曲げ（強軸） 5 N/mm2 225 N/mm2 0.03 

曲げ（弱軸） 43 N/mm2 235 N/mm2 0.19 

せん断 4 N/mm2 135 N/mm2 0.03 

圧縮 2 N/mm2 172 N/mm2 0.02 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.24 

組合せ 

（曲げ＋せん断＋

軸力） 

51 N/mm2 235 N/mm2 0.22 
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表 12－4(2) 耐震評価結果（タービン建物地下 1 階復水器室北東側防水壁） 

評価対象部位 
発生値 

（応力度又は荷重） 
許容限界値 

発生値／ 

許容限界値 

斜材 

曲げ（強軸） 1 N/mm2 229 N/mm2 0.01 

曲げ（弱軸） 4 N/mm2 235 N/mm2 0.02 

せん断 1 N/mm2 135 N/mm2 0.01 

圧縮 7 N/mm2 160 N/mm2 0.05 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.08 

組合せ 

（曲げ＋せん断＋

軸力） 

13 N/mm2 235 N/mm2 0.06 

アンカー

ボルト 

引張 24 kN 71 kN 0.34 

せん断 1 kN 49 kN 0.03 

組合せ 

（引張＋せん断） 
－ － － － 0.12 
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表 12－5(1) 耐震評価結果（ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側防水

壁） 

評価対象部位 
発生値 

（応力度又は荷重） 
許容限界値 

発生値／ 

許容限界値 

鋼板 曲げ 15 N/mm2 235 N/mm2 0.07 

胴縁 
曲げ 6 N/mm2 235 N/mm2 0.03 

せん断 2 N/mm2 135 N/mm2 0.02 

はり 

曲げ（強軸） 53 N/mm2 187 N/mm2 0.29 

曲げ（弱軸） 4 N/mm2 235 N/mm2 0.02 

せん断 11 N/mm2 135 N/mm2 0.09 

圧縮 1 N/mm2 187 N/mm2 0.01 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.32 

組合せ 

（曲げ＋せん断 

＋軸力） 

60 N/mm2 235 N/mm2 0.26 

柱 

曲げ（強軸） 52 N/mm2 219 N/mm2 0.24 

曲げ（弱軸） 3 N/mm2 235 N/mm2 0.02 

せん断 12 N/mm2 135 N/mm2 0.09 

圧縮 4 N/mm2 177 N/mm2 0.03 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.29 

組合せ 

（曲げ＋せん断 

＋軸力） 

62 N/mm2 235 N/mm2 0.27 

ブレース 引張 27 N/mm2 235 N/mm2 0.12 

アンカー

ボルト 

引張 6 kN 37 kN 0.17 

せん断 13 kN 16 kN 0.82 

組合せ 

（引張＋せん断） 
－ － － － 0.71 
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表 12－5(2) 耐震評価結果（ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側防水

壁） 

評価対象部位 
発生値 

（応力度又は荷重） 
許容限界値 

発生値／ 

許容限界値 

鋼板 曲げ 15 N/mm2 235 N/mm2 0.07 

胴縁 
曲げ 6 N/mm2 235 N/mm2 0.03 

せん断 2 N/mm2 135 N/mm2 0.02 

はり 

曲げ（強軸） 79 N/mm2 187 N/mm2 0.43 

曲げ（弱軸） 3 N/mm2 235 N/mm2 0.02 

せん断 15 N/mm2 135 N/mm2 0.12 

圧縮 1 N/mm2 187 N/mm2 0.01 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.46 

組合せ 

（曲げ＋せん断 

＋軸力） 

86 N/mm2 235 N/mm2 0.37 

柱 

曲げ（強軸） 79 N/mm2 219 N/mm2 0.37 

曲げ（弱軸） 4 N/mm2 235 N/mm2 0.02 

せん断 17 N/mm2 135 N/mm2 0.13 

圧縮 6 N/mm2 177 N/mm2 0.04 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.43 

組合せ 

（曲げ＋せん断 

＋軸力） 

92 N/mm2 235 N/mm2 0.40 

ブレース 引張 29 N/mm2 235 N/mm2 0.13 

アンカー

ボルト 

引張 － － － － － 

せん断 13 kN 17 kN 0.77 

組合せ 

（引張＋せん断） 
－ － － － － 
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表 12－6 耐震評価結果（取水槽除じん機エリア防水壁） 

評価対象部位 
発生値 

（応力度又は荷重） 
許容限界 

発生値／ 

許容限界値 

鋼板 
曲げ 155 N/mm2 235 N/mm2 0.66 

せん断 1 N/mm2 135 N/mm2 0.01 

はり 
曲げ 29 N/mm2 235 N/mm2 0.13 

せん断 1 N/mm2 135 N/mm2 0.01 

柱 

曲げ 40 N/mm2 235 N/mm2 0.18 

せん断 9 N/mm2 135 N/mm2 0.07 

組合せ（上向き） 

（曲げ＋引張） 
－ － － － 0.17 

組合せ（下向き） 

（曲げ＋圧縮） 
－ － － － 0.17 

組合せ 

（曲げ＋せん断） 
43 N/mm2 235 N/mm2 0.19 

組合せ（上向き） 

（曲げ＋引張 

＋せん断） 

44 N/mm2 235 N/mm2 0.19 

組合せ（下向き） 

（曲げ＋圧縮 

＋せん断） 

44 N/mm2 235 N/mm2 0.19 

アンカー 

ボルト 

引張 28 kN 41 kN 0.69 

せん断 4 kN 35 kN 0.12 

組合せ 

（引張＋せん断） 
－ － － － 0.47 
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図 12－1(1) 最大検定比箇所（ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側防水壁） 

：はり最大 

：柱最大 

：ブレース最大 

：アンカーボルト最大 

Ｎ 

Ｎ 
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図 12－1(2) 最大検定比箇所（ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側防水壁） 

：はり最大 

：柱最大 

：ブレース最大 

：アンカーボルト最大 

Ｎ 
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Ⅵ-2-10-2-9 水密扉の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書はⅥ-2-1-9「機能維持の基本方針」の構造強度及び機能維持の設計方針並び

にⅥ-1-1-9-5「溢水防護に関する施設の詳細設計」に基づき，原子炉建物水密扉，ター

ビン建物水密扉，廃棄物処理建物水密扉，ディーゼル燃料移送ポンプエリア水密扉，制

御室建物水密扉，サイトバンカ建物水密扉，取水槽除じん機エリア水密扉，取水槽海水

ポンプエリア水密扉，復水貯蔵タンクエリア水密扉及び屋外配管ダクト（B-ディーゼル

燃料貯蔵タンク～原子炉建物）エリア水密扉（以下「水密扉」という。）が地震力に対

して十分な構造強度及び止水性を有していること，溢水伝搬を防止する機能を維持する

ために，十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

その耐震評価は，水密扉に要求される機能の維持を確認するために，応力評価に基づ

く，構造部材の健全性評価により行う。 

水密扉は，設計基準対象施設においては耐震Ｓクラス施設，耐震Ｂクラス施設，耐震

Ｃ－１クラス施設及び耐震Ｃ－２クラス施設に分類される。 

以下，設計基準対象施設としての構造強度評価を示す。  
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2. 一般事項 

2.1 検討対象水密扉一覧 

検討対象の水密扉を表 2－1 に示す。 

なお，原子炉建物 1 階大物搬入口水密扉の評価は，Ⅵ-2-9-3-2「原子炉建物機器搬

出入口の耐震性についての計算書」で示しているため，本計算書では対象外とする。 

 

表 2－1(1) 検討対象水密扉一覧 

水密扉 No. 扉名称 
設置高さ 

EL 

1 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室北側水密扉 2.6m 

2 原子炉建物地下 2 階 A-RHR ポンプ室北側水密扉 1.3m 

3 原子炉建物地下 2 階トーラス室北東水密扉 1.3m 

4 原子炉建物地下 2 階トーラス室南東水密扉 1.3m 

5 原子炉建物地下 2 階トーラス室北西水密扉 1.3m 

6 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室南側水密扉 2.8m 

7 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室北側水密扉 2.6m 

8 原子炉建物地下 2 階 RCIC ポンプ室西側水密扉 1.3m 

9 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室南側水密扉 2.8m 

10 原子炉建物地下 2 階 C-RHR ポンプ室南側水密扉 1.3m 

11 原子炉建物地下 2 階トーラス室南西水密扉 1.3m 

12 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（南側） 8.8m 

13 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室南側水密扉 8.8m 

14 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室東側水密扉 8.8m 

15 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（階段室） 8.8m 

16 原子炉建物地下 1 階東側エアロック前水密扉 8.8m 

17 原子炉建物 1 階 RCW 熱交換器室南側水密扉 15.3m 

18 タービン建物地下 1 階 TCW 熱交換器室南側水密扉 2.65m 

19 タービン建物地下 1 階復水系配管室北側水密扉 2.0m 

20 タービン建物地下 1 階復水系配管室南側水密扉 2.0m 

21 タービン建物地下 1 階封水回収ポンプ室北側水密扉 0.25m 

22 タービン建物地下 1 階復水系配管室南東側水密扉 2.0m 

23 タービン建物 1 階西側エアロック前水密扉 8.8m 

24 タービン建物 2 階常用電気室南側水密扉 12.5m 

25 タービン建物 2 階大物搬入口水密扉 12.5m 

26 タービン建物 2 階離相母線室南側水密扉 12.5m 

27 廃棄物処理建物地下 1 階被服置場北側水密扉 8.8m 
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表 2－1(2) 検討対象水密扉一覧 

水密扉 No. 扉名称 
設置高さ 

EL 

28 廃棄物処理建物 1 階大物搬入口水密扉 15.3m 

29 廃棄物処理建物 1 階ドラム缶搬入口水密扉 15.3m 

30 廃棄物処理建物 2 階非常用再循環送風機室東側水密扉 25.3m 

31 
ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備 

北側水密扉 
8.7m 

32 
ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備 

南側水密扉 
8.7m 

33 制御室建物 2 階チェックポイント連絡水密扉 8.8m 

34 サイトバンカ建物 1 階南東側ポンプ室水密扉 8.8m 

35 取水槽除じん機エリア水密扉（東） 8.8m 

36 取水槽除じん機エリア水密扉（西） 8.8m 

37 取水槽除じん機エリア水密扉（北） 8.8m 

38 取水槽海水ポンプエリア水密扉（東） 1.1m 

39 取水槽海水ポンプエリア水密扉（中） 1.1m 

40 取水槽海水ポンプエリア水密扉（西） 1.1m 

41 復水貯蔵タンク水密扉 16.1m 

42 補助復水貯蔵タンク水密扉 16.1m 

43 トーラス水受入タンク水密扉 16.1m 

44 
屋外配管ダクト（B-ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子

炉建物）水密扉 
11.26m 
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2.2 配置概要 

原子炉建物水密扉の設置位置図を図 2－1 に，タービン建物水密扉の設置位置図を

図 2－2 に，廃棄物処理建物水密扉の設置位置図を図 2－3 に，燃料移送ポンプエリア

水密扉の設置位置図を図 2－4 に，制御室建物水密扉の設置位置図を図 2－5 に，サイ

トバンカ建物水密扉の設置位置図を図 2－6 に，取水槽除じん機エリア水密扉の設置

位置を図 2－7 に，取水槽海水ポンプエリア水密扉の設置位置を図 2－8 に，復水貯蔵

タンクエリア水密扉及び屋外配管ダクト（B-ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）

エリア水密扉の設置位置を図 2－9 に示す。 

PN

123

4

5

6

7 8

9

10

11  

 

1 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室北側水密扉 

2 原子炉建物地下 2 階 A-RHR ポンプ室北側水密扉 

3 原子炉建物地下 2 階トーラス室北東水密扉 

4 原子炉建物地下 2 階トーラス室南東水密扉 

5 原子炉建物地下 2 階トーラス室北西水密扉 

6 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室南側水密扉 

7 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室北側水密扉 

8 原子炉建物地下 2 階 RCIC ポンプ室西側水密扉 

9 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室南側水密扉 

10 原子炉建物地下 2 階 C-RHR ポンプ室南側水密扉 

11 原子炉建物地下 2 階トーラス室南西水密扉 

図 2－1(1) 水密扉の設置位置図（原子炉建物 地下 2 階） 

原子炉建物 EL 1300 
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12 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（南側） 

13 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室南側水密扉 

14 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室東側水密扉 

15 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（階段室） 

16 原子炉建物地下 1 階東側エアロック前水密扉 

図 2－1(2) 水密扉の設置位置図（原子炉建物 地下 1 階） 

 

  

原子炉建物 EL 8800 
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17 原子炉建物 1 階 RCW 熱交換器室南側水密扉 

図 2－1(3) 水密扉の設置位置図（原子炉建物 1 階） 
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18 タービン建物地下 1 階 TCW 熱交換器室南側水密扉 

19 タービン建物地下 1 階復水系配管室北側水密扉 

20 タービン建物地下 1 階復水系配管室南側水密扉 

21 タービン建物地下 1 階封水回収ポンプ室北側水密扉 

22 タービン建物地下 1 階復水系配管室南東側水密扉 

図 2－2(1) 水密扉の設置位置図（タービン建物 地下 1 階）  

タービン建物 EL 2000 
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23 タービン建物 1 階西側エアロック前水密扉 

図 2－2(2) 水密扉の設置位置図（タービン建物 1 階）  

タービン建物 EL 5500 
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24 タービン建物 2 階常用電気室南側水密扉 

25 タービン建物 2 階大物搬入口水密扉＊ 

26 タービン建物 2 階離相母線室南側水密扉 

注記＊：耐震Ｂクラス施設を示す。 

図 2－2(3) 水密扉の設置位置図（タービン建物 2 階） 

  

タービン建物 EL 12500 



 

10 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-9
 R
0 

PN

27

 

 

27 廃棄物処理建物地下 1 階被服置場北側水密扉 

図 2－3(1) 水密扉の設置位置図（廃棄物処理建物 地下 1 階） 

 

  

廃棄物処理建物 EL 8800 
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28 廃棄物処理建物 1 階大物搬入口水密扉＊ 

29 廃棄物処理建物 1 階ドラム缶搬入口水密扉＊ 

注記＊：耐震Ｂクラス施設を示す。 

図 2－3(2) 水密扉の設置位置図（廃棄物処理建物 1 階） 

  

廃棄物処理建物 EL 15300 
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30 廃棄物処理建物 2 階非常用再循環送風機室東側水密扉 

図 2－3(3) 水密扉の設置位置図（廃棄物処理建物 2 階） 

  

廃棄物処理建物 EL 22100 



 

13 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-9
 R
0 

PN

排気筒（鉄塔）

排気筒
モニタ室 排気筒（筒身）

32

31

 

 

31 ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側水密扉 

32 ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側水密扉 

図 2－4 水密扉の設置位置図（燃料移送ポンプエリア） 

  

ディーゼル燃料移送ポンプエリア EL 8700 
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33 制御室建物 2 階チェックポイント連絡水密扉＊ 

注記＊：耐震Ｂクラス施設を示す。 

図 2－5 水密扉の設置位置図（制御室建物 2 階） 

  

制御室建物 EL 8800 
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34 サイトバンカ建物 1 階南東側ポンプ室水密扉＊ 

注記＊：耐震Ｂクラス施設を示す。 

図 2－6 水密扉の設置位置図（サイトバンカ建物 1 階） 

  

サイトバンカ建物 EL 8800 
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35 取水槽除じん機エリア水密扉（東） 

36 取水槽除じん機エリア水密扉（西） 

37 取水槽除じん機エリア水密扉（北） 

図 2－7 水密扉の設置位置図（取水槽除じん機エリア） 

 

  

取水槽除じん機エリア EL 8800 

37 

36 35 
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38 取水槽海水ポンプエリア水密扉（東） 

39 取水槽海水ポンプエリア水密扉（中） 

40 取水槽海水ポンプエリア水密扉（西） 

図 2－8 水密扉の設置位置図（取水槽海水ポンプエリア） 

  

取水槽海水ポンプエリア EL 1100 

38 39 40 
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41 復水貯蔵タンク水密扉 

42 補助復水貯蔵タンク水密扉 

43 トーラス水受入タンク水密扉 

44 屋外配管ダクト（B-ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）水密扉 

図 2－9 水密扉の設置位置図（復水貯蔵タンクエリア及び 

屋外配管ダクト（B-ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）エリア） 

43 

42 

41 
44 
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2.3 構造計画 

水密扉の構造は，タイプⅠ～タイプⅤに区分しており，各水密扉の構造計画を表 2

－2～表 2－6 に示す。 

 

表 2－2 水密扉の構造計画（タイプⅠ） 

計画の概要 
概略構造図 

支持構造 主体構造 

扉開放時におい

ては，ヒンジに

より扉が扉枠に

固定され，扉閉

止 時 に お い て

は ， カ ン ヌ キ

（差込形）によ

り扉と扉枠が一

体化する構造と

する。 

扉枠はアンカー

ボルトにより躯

体へ固定する構

造とする。 

片開型の鋼製扉

とし，鋼製の扉

板に芯材を取付

け，扉に設置さ

れ た カ ン ヌ キ

（差込形）を鋼

製の扉枠に差込

み，扉と扉枠を

一体化させる構

造とする。 

また，扉と躯体

の接続はヒンジ

を介する構造と

する。 

 

 

 

 

 

 

  

アンカー 

ボルト 

扉枠 

扉板 

芯材 

ヒンジ カンヌキ 

床面 

建物（躯体) 

芯材 

扉板 

建物（躯体) 

アンカーボルト 

アンカーボルト 

建物（躯体) 
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表 2－3 水密扉の構造計画（タイプⅡ） 

計画の概要 
概略構造図 

支持構造 主体構造 

扉開放時におい

ては，ヒンジに

より扉が扉枠に

固定され，扉閉

止 時 に お い て

は ， カ ン ヌ キ

（回転形）によ

り扉と扉枠が一

体化する構造と

する。 

扉枠はアンカー

ボルトにより躯

体へ固定する構

造とする。 

片開型の鋼製扉

とし，鋼製の扉

板に芯材を取付

け，扉に設置さ

れ た カ ン ヌ キ

（回転形）を鋼

製の扉枠に差込

み，扉と扉枠を

一体化させる構

造とする。 

また，扉と躯体

の接続はヒンジ

を介する構造と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

扉枠 扉板 芯材 

床面 

ヒンジ カンヌキ 

扉板 芯材 

アンカーボルト 
建物（躯体) 

アンカーボルト 

建物（躯体） 
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表 2－4 水密扉の構造計画（タイプⅢ） 

計画の概要 
概略構造図 

支持構造 主体構造 

扉開放時におい

ては，ヒンジに

より扉が鉄骨躯

体に固定され，

扉閉止時におい

ては，カンヌキ

（レバー形）に

より扉と鉄骨躯

体が一体化する

構造とする。 

 

片開型の鋼製扉

とし，鋼製の扉

板に芯材を取付

け，扉に設置さ

れ た カ ン ヌ キ

（レバー形）を

鉄骨躯体に差込

み，扉と鉄骨躯

体を一体化させ

る構造とする。 

また，扉と躯体

の接続はヒンジ

を介する構造と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

鉄骨躯体 

扉板 

芯材 

ヒンジ 

カンヌキ 

床面 

扉板 

芯材 

躯体 
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表 2－5 水密扉の構造計画（タイプⅣ） 

計画の概要 
概略構造図 

支持構造 主体構造 

扉開放時及び扉

閉止時ともに，

水密扉戸当り用

支柱及び外部縦

柱により扉板と

防水壁とを一体

化させる構造と

する。 

水密扉戸当り用

支柱及び外部縦

柱はアンカーボ

ルトにより躯体

へ固定する構造

とする。 

スライド式の鋼

製扉とし，鋼製

の扉板に水平材

を取付け，外部

縦柱に設置され

た締付ボルトに

より扉と一体化

させる構造とす

る。 

 

 

 

 

アンカーボルト 

外部縦柱 

外部縦柱 

扉板 

水平材 

水 密 扉 戸 当 り

用支柱 

アンカーボルト 

水平材 

取水槽（躯体） 

取水槽（躯体） 

扉板 

外部縦柱 

防水壁 

（取水槽側） （外側） 
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表 2－6 水密扉の構造計画（タイプⅤ） 

計画の概要 
概略構造図 

支持構造 主体構造 

扉開放時におい

ては，ヒンジに

より扉が扉枠に

固定され，扉閉

止 時 に お い て

は，カンヌキに

より扉と扉枠が

一体化する構造

とする。 

扉枠はパネル部

へ接合される構

造 と す る 。 ま

た，パネル部は

アンカーボルト

により躯体へ固

定する構造とす

る。 

扉部と躯体との

間にパネル部を

有 す る 構 造 と

し，扉部とパネ

ル部により構成

する。扉部は片

開型の鋼製扉と

し，鋼製の扉板

に 芯 材 を 取 付

け，扉に設置さ

れたカンヌキを

鋼製の扉枠に差

込み，扉と扉枠

を一体化させる

構造とする。 

また，扉枠はパ

ネ ル 部 と 接 合

し，一体化させ

る構造とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

扉枠 

カンヌキ 

ヒンジ 

床面 

建物 
（躯体） 

扉板 

扉板 
アンカー
ボルト 

はり 

はり 

パネル板 

建物 
（躯体） 

アンカー
ボルト 

建物 
（躯体） 

柱 
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2.4 評価方針 

水密扉の耐震評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重

の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.3 構造計画」に示す水密扉の構造を踏まえ，

「4.1.1 評価対象部位」，「4.2.1 評価対象部位」，「4.3.1 評価対象部位」，

「4.4.1 評価対象部位」及び「4.5.1 評価対象部位」にて設定する評価対象部位に

おいて，「3. 固有振動数及び設計用地震力」で算出した固有振動数に基づく設計用

地震力により算出した応力等が許容限界以下であることを，「4.1.4 評価方法」，

「4.2.4 評価方法」，「4.3.4 評価方法」，「4.4.4 評価方法」及び「4.5.4 評

価方法」に示す方法にて確認する。応力評価の確認結果を「5. 評価結果」にて確認

する。 

耐震評価フローを図 2－10 に示す。水密扉の耐震評価においては，その構造を踏ま

え地震荷重の作用方向及び伝達経路を考慮し，評価対象部位を設定する。 

 

(1) タイプⅠ 

水密扉のタイプⅠの耐震評価においては，荷重を静的に作用させる静的解析によ

り，ヒンジ部（ヒンジ板，ヒンジピン，ヒンジボルト）及びカンヌキ部（カンヌキ，

カンヌキ受けピン，カンヌキ受けボルト）の発生応力並びにアンカーボルトの発生

荷重を算定し，許容限界との比較を行う。 

 

(2) タイプⅡ 

水密扉のタイプⅡの耐震評価においては，荷重を静的に作用させる静的解析によ

り，ヒンジ部（ヒンジ板，ヒンジピン，ヒンジボルト）及びカンヌキ部（カンヌキ，

カンヌキ受けボルト）の発生応力並びにアンカーボルトの発生荷重を算定し，許容

限界との比較を行う。 

 

(3) タイプⅢ 

水密扉のタイプⅢの耐震評価においては，荷重を静的に作用させる静的解析によ

り，ヒンジ部（ヒンジ板，ヒンジピン，ヒンジボルト）及びカンヌキ部（カンヌキ，

カンヌキ受けプレート）の発生応力を算定し，許容限界との比較を行う。 

 

(4) タイプⅣ 

水密扉のタイプⅣの耐震評価においては，荷重を静的に作用させる静的解析によ

り，扉板，水平材，水密扉戸当り用支柱，外部縦柱及びアンカーボルトの発生応力

を算定し，許容限界との比較を行う。 
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(5) タイプⅤ 

水密扉のタイプⅤの耐震評価においては，荷重を静的に作用させる静的解析によ

り，パネル部を構成するパネル板，柱，はり及びパネル芯材の発生応力並びにアン

カーボルトの発生荷重を算定し，許容限界との比較を行う。 

なお，扉部については，タイプⅠ及びタイプⅡに含めて評価する。 
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図 2－10 水密扉の耐震評価フロー 

固有値解析 

設計用地震力 

評価対象部位の設定 

荷重及び荷重の組合せの設定 

許容限界の設定 

評価方法の設定 

・応力算定方法 

・断面算定方法 

評価条件の設定 

耐震評価 
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2.5 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

(1) 建築基準法・同施行令 

(2) 各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 改定） 

(3) 鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 

(4) ＪＩＳ Ｇ ４３０３－2012 ステンレス鋼棒 

(5) ＪＩＳ Ｇ ４０５１－2016 機械構造用炭素鋼鋼材 

(6) ＪＩＳ Ｇ ４０５３－2016 機械構造用合金鋼鋼材 

(7) ＪＩＳ Ｂ １０５４－１－2013 耐食ステンレス鋼製締結用部品の機械的性質 

(8) 構造力学公式集（土木学会） 
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2.6 記号の説明 

水密扉の耐震評価に用いる記号を表 2－7～表 2－11 に示す。 

 

表 2－7(1) 水密扉の耐震評価に用いる記号（タイプⅠ） 

記号 単位 定義 

Ｗ1 kN スラスト荷重 

Ｆ1 kN 扉幅方向の転倒力 

Ｆ2 kN 扉厚方向の転倒力 

ＧＤ kN 扉重量 

ｋＨ － 水平震度 

ｋＵＤ － 鉛直震度 

Ｌ1 mm 扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離 

Ｌ2 mm 扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離 

Ｌ3 mm ヒンジ芯間距離 

Ｍ1 kN・m ヒンジ板の曲げモーメント 

Ｑ1 kN ヒンジ板のせん断力 

Ｌ4 mm ヒンジ板の 2 軸間距離 

Ｚ1 mm3 ヒンジ板の断面係数 

Ａ1 mm2 ヒンジ板のせん断断面積 

σ1 N/mm2 ヒンジ板の曲げ応力度 

τ1 N/mm2 ヒンジ板のせん断応力度 

ｓｆｔ 1 N/mm2 ヒンジ板の短期許容引張応力度 

Ｍ2 kN・m ヒンジピンの曲げモーメント 

Ｑ2 kN ヒンジピンのせん断力 

Ｌ5 mm ヒンジ板と受板間距離 

Ｚ2 mm3 ヒンジピンの断面係数 

Ａ2 mm2 ヒンジピンのせん断断面積 

σ2 N/mm2 ヒンジピンの曲げ応力度 

τ2 N/mm2 ヒンジピンのせん断応力度 

ｓｆｔ 2 N/mm2 ヒンジピンの短期許容引張応力度 

Ｑ3 kN ヒンジボルトのせん断力 

ｎ1 本 ヒンジボルトの本数 

Ａ3 mm2 ヒンジボルトのせん断断面積 

τ3 N/mm2 ヒンジボルトのせん断応力度 

  



 

29 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-9
 R
0 

表 2－7(2) 水密扉の耐震評価に用いる記号（タイプⅠ） 

記号 単位 定義 

Ｒ1 kN 地震力に伴う荷重の反力 

ｎ2 本 カンヌキの本数 

Ｍ4 kN・m カンヌキの曲げモーメント 

Ｑ4 kN カンヌキのせん断力 

Ｌ6 mm カンヌキの突出長さ 

Ｚ4 mm3 カンヌキの断面係数 

Ａ4 mm2 カンヌキのせん断断面積 

σ4 N/mm2 カンヌキの曲げ応力度 

τ4 N/mm2 カンヌキのせん断応力度 

ｓｆｔ 4 N/mm2 カンヌキの短期許容引張応力度 

Ｍ5 kN・m カンヌキ受けピンの曲げモーメント 

Ｑ5 kN カンヌキ受けピンのせん断力 

Ｌ7 mm カンヌキ受けピン長さ 

Ｚ5 mm3 カンヌキ受けピンの断面係数 

Ａ5 mm2 カンヌキ受けピンのせん断断面積 

σ5 N/mm2 カンヌキ受けピンの曲げ応力度 

τ5 N/mm2 カンヌキ受けピンのせん断応力度 

ｓｆｔ 5 N/mm2 カンヌキ受けピンの短期許容引張応力度 

Ｔ6 kN カンヌキ受けボルトの引張力 

ｎ3 本 カンヌキ受けボルト本数 

Ａ6 mm2 カンヌキ受けボルトの軸断面積 

σ6 N/mm2 カンヌキ受けボルトの引張応力度 

Ｗ2 kN 扉枠重量を考慮したスラスト荷重 

Ｆ3 kN 扉枠重量を考慮した扉幅方向の転倒力 

Ｔ7A kN アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力 

Ｔ7B kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力 

Ｑ7A kN アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力 

Ｑ7B kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力 

ＧＷ kN 扉枠重量 

ｎ4 本 アンカーボルト本数 
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表 2－8(1) 水密扉の耐震評価に用いる記号（タイプⅡ） 

記号 単位 定義 

Ｗ1 kN スラスト荷重 

Ｗ2 kN 扉枠重量を考慮したスラスト荷重 

Ｆ1 kN 扉幅方向の転倒力 

Ｆ2 kN 扉厚方向の転倒力 

Ｆ3 kN 扉枠重量を考慮した扉幅方向の転倒力 

ＧＤ kN 扉重量 

ＧＷ kN 扉枠重量 

ｋＨ － 水平震度 

ｋＵＤ － 鉛直震度 

Ｌ1 mm 扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離 

Ｌ2 mm 扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離 

Ｌ3 mm ヒンジ芯間距離 

Ｍ1 kN・m ヒンジ板の曲げモーメント 

Ｑ1 kN ヒンジ板のせん断力 

Ｌ4 mm ヒンジ板の 2 軸間距離 

Ｚ1 mm3 ヒンジ板の断面係数 

Ａ1 mm2 ヒンジ板のせん断断面積 

σ1 N/mm2 ヒンジ板の曲げ応力度 

τ1 N/mm2 ヒンジ板のせん断応力度 

ｓｆｔ 1 N/mm2 ヒンジ板の短期許容引張応力度 

Ｍ2 kN・m ヒンジピンの曲げモーメント 

Ｑ2 kN ヒンジピンのせん断力 

Ｌ5 mm ヒンジ板と受板間距離 

Ｚ2 mm3 ヒンジピンの断面係数 

Ａ2 mm2 ヒンジピンのせん断断面積 

σ2 N/mm2 ヒンジピンの曲げ応力度 

τ2 N/mm2 ヒンジピンのせん断応力度 

ｓｆｔ 2 N/mm2 ヒンジピンの短期許容引張応力度 

Ｑ3 kN ヒンジボルトのせん断力 

ｎ1 本 ヒンジボルトの本数 

Ａ3 mm2 ヒンジボルトのせん断断面積 

τ3 N/mm2 ヒンジボルトのせん断応力度 

Ｒ1 kN 地震力に伴う荷重の反力 

ｎ2 本 カンヌキの本数 

Ｑ4 kN カンヌキのせん断力 
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表 2－8(2) 水密扉の耐震評価に用いる記号（タイプⅡ） 

記号 単位 定義 

Ｔ5 kN カンヌキ受けボルトの引張力 

ｎ3 本 カンヌキ受けボルト本数 

Ａ5 mm2 カンヌキ受けボルトの軸断面積 

σ5 N/mm2 カンヌキ受けボルトの引張応力度 

Ｔ6A kN アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力 

Ｔ6B kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力 

Ｑ6A kN アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力 

Ｑ6B kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力 

ｎ4 本 アンカーボルトの本数 
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表 2－9(1) 水密扉の耐震評価に用いる記号（タイプⅢ） 

記号 単位 定義 

Ｗ1 kN スラスト荷重 

Ｆ1 kN 扉幅方向の転倒力 

Ｆ2 kN 扉厚方向の転倒力 

ＧＤ kN 扉重量 

ｋＨ － 水平震度 

ｋＵＤ － 鉛直震度 

Ｌ1 mm 扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離 

Ｌ2 mm 扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離 

Ｌ3 mm ヒンジ芯間距離 

Ｍ1 kN・m ヒンジ板の曲げモーメント 

Ｑ1 kN ヒンジ板のせん断力 

Ｌ4 mm ヒンジ板の 2 軸間距離 

Ｚ1 mm3 ヒンジ板の断面係数 

Ａ1 mm2 ヒンジ板のせん断断面積 

σ1 N/mm2 ヒンジ板の曲げ応力度 

τ1 N/mm2 ヒンジ板のせん断応力度 

ｓｆｔ 1 N/mm2 ヒンジ板の短期許容引張応力度 

Ｍ2 kN・m ヒンジピンの曲げモーメント 

Ｑ2 kN ヒンジピンのせん断力 

Ｌ5 mm ヒンジ板と受板間距離 

Ｚ2 mm3 ヒンジピンの断面係数 

Ａ2 mm2 ヒンジピンのせん断断面積 

σ2 N/mm2 ヒンジピンの曲げ応力度 

τ2 N/mm2 ヒンジピンのせん断応力度 

ｓｆｔ 2 N/mm2 ヒンジピンの短期許容引張応力度 

Ｑ3 kN ヒンジボルトのせん断力 

ｎ１ 本 ヒンジボルトの本数 

Ａ3 mm2 ヒンジボルトのせん断断面積 

τ3 N/mm2 ヒンジボルトのせん断応力度 
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表 2－9(2) 水密扉の耐震評価に用いる記号（タイプⅢ） 

記号 単位 定義 

Ｒ1 kN 地震力に伴う荷重の反力 

ｎ2 本 カンヌキの本数 

Ｍ4 kN・m カンヌキの曲げモーメント 

Ｑ4 kN カンヌキのせん断力 

Ｌ6 mm カンヌキの突出長さ 

Ｚ4 mm3 カンヌキの断面係数 

Ａ4 mm2 カンヌキのせん断断面積 

σ4 N/mm2 カンヌキの曲げ応力度 

τ4 N/mm2 カンヌキのせん断応力度 

ｓｆｔ 4 N/mm2 カンヌキの短期許容引張応力度 

Ｍ5 kN・m カンヌキ受けプレートの曲げモーメント 

Ｑ5 kN カンヌキ受けプレートのせん断力 

σ5 N/mm2 カンヌキ受けプレートの曲げ応力度 

τ5 N/mm2 カンヌキ受けプレートのせん断応力度 

ｓｆｔ 5 N/mm2 カンヌキ受けピンの短期許容引張応力度 

Ｌ７ mm カンヌキ受けプレートの長さ 

Ｚ5 mm3 カンヌキ受けプレートの断面係数 

Ａ5 mm2 カンヌキ受けプレートのせん断断面積 
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表 2－10(1) 耐震評価に用いる記号（タイプⅣ） 

記号 単位 定義 

Ｓｓ1 kN 扉板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

Ｇ1 kN 水密扉材の自重 

ｋＨ ― 基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

ｗss1 kN/m 扉板に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重 

ｗｈ１ kN/m2 扉板に作用する単位面積当たりの設計水平等分布荷重 

ｐ２ ’ kN/m2 扉板に作用する単位面積当たりの設計水平等分布地震荷重 

Ｂ３ m 荷重の載荷幅 

ｗ kN/m2 風圧力 

Ｂ２ m 水密扉幅 

Ｌ２ m 水密扉高さ 

Ｍ1 kN・m 扉板に生じる曲げモーメント 

Ｌ３ m 扉板の部材長 

ｗss2 kN/m 水平材に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重 

Ｂ４ m 荷重の載荷幅 

Ｍ2 kN・m 水平材の曲げモーメント 

Ｌ４ m 水平材の部材長 

Ｑ2 kN 水平材のせん断力 

ｗｈ２ kN/m 外部縦柱に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重 

Ｂ５ m 外部縦柱スパン 

Ｍ3 kN・m 外部縦柱の曲げモーメント 

Ｌ５ m 外部縦柱全長 

Ｑ3 kN 外部縦柱のせん断力 

Ｓｓ2 kN 
水密扉戸当り用支柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向

の設計地震荷重 

Ｓｓｖ kN 
水密扉戸当り用支柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向

の設計地震荷重 

Ｇ２ kN 水密扉材と壁材の合計自重 

ｋＵＤ ― 基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 

ｗｈ３ kN/m 
水密扉戸当り用支柱に作用する単位長さ当たりの水平方向の等

分布荷重 

Ｗｈ kN 水密扉戸当り用支柱に作用する水平方向の荷重 

Ｌ１ m 水密扉戸当り用支柱全長 

Ｗ１ kN 設計水平風荷重 

Ｍ４ kN・m 水密扉戸当り用支柱の曲げモーメント 

Ｎ4 kN 水密扉戸当り用支柱の引張荷重 

Ｎ5 kN 水密扉戸当り用支柱の圧縮荷重 

Ｑ4 kN 水密扉戸当り用支柱のせん断力 

ＴＡ１ kN  アンカーボルト 1 本当たりの引張力 

ＱＡ１ kN アンカーボルト 1 本当たりのせん断力 

ⅤＡ１ kN 水密扉戸当り用支柱に発生する引張荷重 

ＮＡ１ 本 アンカーボルト全本数 

ＭＡ１ kN・m 水密扉戸当り用支柱に発生する曲げモーメント 
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表 2－10(2) 耐震評価に用いる記号（タイプⅣ） 

記号 単位 定義 

ｘｉＡ１ mm 偏心距離 

∑n・ｘｉＡ１
2 mm2 2 次モーメントの合計値 

ＳＡ１ kN 水密扉戸当り用支柱に発生するせん断力 

σ1 N/mm2 扉板の曲げ応力度 

Ｚ1 mm3 扉板の断面係数 

τ1 N/mm2 扉板のせん断応力度 

Ｑ1 kN 扉板のせん断力 

ｈ1 mm 単位幅当たり高さ 

ｔ1 mm 扉板の厚さ 

σ2 N/mm2 水平材の曲げ応力度 

Ｚ2 mm3 水平材の断面係数 

τ2 N/mm2 水平材のせん断応力度 

ｈ2 mm 荷重負担幅 

ｔ2 mm せん断抵抗部材の厚さ 

σ3 N/mm2 外部縦柱の曲げ応力度 

Ｚ3 mm3 外部縦柱の断面係数 

τ3 N/mm2 外部縦柱のせん断応力度 

ｈ3 mm 外部縦柱のウェブ高 

ｔ3 mm 外部縦柱のウェブ厚 

ｆｔ N/mm2 短期許容応力度 

σ4 N/mm2 水密扉戸当り用支柱の曲げ応力度 

Ｚ4 mm3 水密扉戸当り用支柱の断面係数 

σ５ N/mm2 水密扉戸当り用支柱の引張応力度 

Ａ mm2 水密扉戸当り用支柱の断面積 

σ６ N/mm2 水密扉戸当り用支柱の圧縮応力度 

τ4 N/mm2 水密扉戸当り用支柱のせん断応力度 

ｈ4 mm 水密扉戸当り用支柱のウェブ高 

ｔ4 mm 水密扉戸当り用支柱のウェブ厚 

ｆb N/mm2 短期許容曲げ応力度 

ｆc N/mm2 短期許容圧縮応力度 

Ｔa kN アンカーボルト１本当たりの短期許容引張力 

Ｑa kN アンカーボルト１本当たりの短期許容せん断力 
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表 2－11(1) 水密扉の耐震評価に用いる記号（タイプⅤ） 

記号 単位 定義 

Ｍ1 kN・m/m パネル板の曲げモーメント 

ＧＰ kN/m パネル板の自重 

ｋＨ － 水平震度 

ｋＵＤ － 鉛直震度 

Ｌ1 mm パネル板の短辺長さ 

σｂ 1 N/mm2 パネル板の曲げ応力度 

Ｚ1 mm3/m パネル板の断面係数 

Ｍ2 kN・m パネル芯材の曲げモーメント 

Ｑ2 kN パネル芯材のせん断力 

ＧＢ kN/m パネル芯材の自重 

Ｌ2 mm パネル芯材の支持スパン 

σｂ 2 N/mm2 パネル芯材の曲げ応力度 

Ｚ2 mm3 パネル芯材の断面係数 

τ2 N/mm2 パネル芯材のせん断応力度 

Ａ2 mm2 パネル芯材のせん断断面積 

σｂｘ 3 N/mm2 柱の強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 3 N/mm2 柱の弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 3 kN・m 柱の強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 3 kN・m 柱の弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 3 mm3 柱の強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 3 mm3 柱の弱軸回りの断面係数 

τｘ 3 N/mm2 柱の強軸方向のせん断応力度 

τｙ 3 N/mm2 柱の弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 3 kN 柱の強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 3 kN 柱の弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 3 mm2 柱の強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 3 mm2 柱の弱軸方向のせん断断面積 

σｃ（ｔ）3 N/mm2 柱の軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）3 kN 柱の圧縮又は引張軸力 

Ａｇ 3 mm2 柱の断面積 

ｓｆｂｘ3 N/mm2 柱の強軸回りの短期許容曲げ応力度 

ｓｆｂｙ3 N/mm2 柱の弱軸回りの短期許容曲げ応力度 

ｓｆ c（ｔ） 3 N/mm2 柱の短期許容圧縮又は許容引張応力度 

ｓｆｔ 3 N/mm2 柱の短期許容引張応力度 

ｓｆｔ 4 N/mm2 はりの短期許容引張応力度 
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表 2－11(2) 水密扉の耐震評価に用いる記号（タイプⅤ） 

記号 単位 定義 

σｂｘ 4 N/mm2 はりの強軸回りの曲げ応力度 

σｂｙ 4 N/mm2 はりの弱軸回りの曲げ応力度 

Ｍｘ 4 kN・m はりの強軸回りの曲げモーメント 

Ｍｙ 4 kN・m はりの弱軸回りの曲げモーメント 

Ｚｘ 4 mm3 はりの強軸回りの断面係数 

Ｚｙ 4 mm3 はりの弱軸回りの断面係数 

τｘ 4 N/mm2 はりの強軸方向のせん断応力度 

τｙ 4 N/mm2 はりの弱軸方向のせん断応力度 

Ｑｘ 4 kN はりの強軸方向のせん断力 

Ｑｙ 4 kN はりの弱軸方向のせん断力 

ＡＳｘ 4 mm2 はりの強軸方向のせん断断面積 

ＡＳｙ 4 mm2 はりの弱軸方向のせん断断面積 

σｃ（ｔ）4 N/mm2 はりの軸応力度 

Ｎｃ（ｔ）4 kN はりの圧縮又は引張軸力 

Ａｇ 4 mm2 はりの断面積 

ｓｆｂｘ4 N/mm2 はりの強軸回りの短期許容曲げ応力度 

ｓｆｂｙ4 N/mm2 はりの弱軸回りの短期許容曲げ応力度 

ｓｆ c（ｔ） 4 N/mm2 はりの短期許容圧縮又は許容引張応力度 

ｓｆｔ 4 N/mm2 はりの短期許容引張応力度 

Ｔ5 kN アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力 

Ｔ5a kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力 

Ｑ5 kN アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力 

Ｑ5a kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力 
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3. 固有振動数及び設計用地震力 

3.1 固有値解析 

水密扉の構造に応じて解析モデルを設定し，1 次固有振動数を算出する。 

 

3.1.1 解析モデルの設定 

(1) 水密扉（タイプⅠ，Ⅱ，Ⅲ） 

水密扉（タイプⅠ，Ⅱ，Ⅲ）は，ヒンジ部及びカンヌキ部により扉と扉枠を固

定する構造であることから，扉閉止時については両端固定はり又は四辺固定の長

方形板に，扉開放時についてはヒンジ，自由端はりに単純化したモデルとし，モ

デル化に用いる芯材又は扉板の長さは扉幅又は扉高さとする。解析モデル図を図

3－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 水密扉の固有値解析モデル 

  

 
（芯材又は扉板の長さ）

芯材又は扉板

・扉開放時

 
（芯材又は扉板の長さ）

芯材又は扉板

・扉閉止時
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(2) 水密扉（タイプⅣ） 

水密扉（タイプⅣ）は，水密扉戸当り用支柱，外部縦柱及び上下レールにより

扉板と防水壁を固定する構造であることから，外部縦柱は固定，自由端はりに，

水平材は両端ヒンジはりに，扉板は四辺固定の長方形板に単純化したモデルとし

て解析する。解析モデル図を図 3－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－2 水密扉（タイプⅣ）の固有値解析モデル 

  

柱の長さ

柱外部縦柱

外部縦柱の長さ

（扉板の短辺方向の長さ）

a

（扉板の長辺方向の長さ）

b

（扉板の長辺方向の長さ）

水平材の長さ 

水平材 
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ピン 支持 

ピン 接合 

2
3
3
7
 

2
1
1
0
 

PＮ 

(3) パネル部（タイプⅤ） 

パネル部は，各部位の寸法や形状を踏まえ，パネル芯材を両端ピンはりに，柱

及びはりをはり要素でモデル化し，実状に合わせて境界条件を定めた解析モデル

とする。パネル部の評価モデルを図 3－3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（パネル芯材） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         （柱及びはり）     （単位：㎜） 

 

図 3－3 パネル部の評価モデル  

ℓ 

（パネル芯材の長さ） 

パネル芯材 
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3.2 固有振動数の算出条件等 

3.2.1 記号の説明 

水密扉及びパネル部の固有振動数算出に用いる記号を表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 固有振動数算出に用いる記号 

記号 単位 定義 

f Hz 水密扉の 1 次固有振動数 

ℓ mm モデル化に用いる芯材の長さ 

Ｅ N/m2 ヤング率 

Ｉ mm4 断面二次モーメント 

ｍ kg/m 質量分布 

λ ― 定数 

a m モデル化に用いる扉板の長さ 

ｈ m モデル化に用いる扉板の厚さ 

ν ― ポアソン比 

ρ kg/m3 材料の密度 

 

3.2.2 固有振動数の算出方法 

3.2.2.1 水密扉（タイプⅠ，Ⅱ，Ⅲ） 

水密扉（タイプⅠ，Ⅱ，Ⅲ）は，1 次固有振動数ｆを「構造力学公式集

（土木学会）（以下「構造力学公式集」という。)」に基づき以下の式より

算出する。ここで，固有振動数は水平方向（扉体面外方向）について算出す

るものとし，鉛直方向（扉体面内方向）については，扉に配された鉛直方向

の芯材等の軸剛性が，面外方向の剛性に比べて十分に大きいため，固有振動

数の算出を省略する。 

モデル化の対象は，扉板及び芯材の組合せによる断面を有する水密扉につ

いては芯材を，芯材がなく扉板そのものにより断面を構成する水密扉につい

ては扉板とする。なお，扉開放時は芯材の有無に関わらず同一の評価式を用

いる。 
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(1) 扉閉止時 

a. 両端固定はりモデル（芯材をモデル化） 

1

ｆ
Ｔ＝  

2

2

4.7300 ＥI
ｆ＝

ｍ2πℓ
 

 

b. 四辺固定の長方形板モデル（扉板をモデル化） 

 



 

2 2

ｈ Ｅ
ｆ

4a 3 1-
 

 

(2) 扉開放時（芯材又は扉板をモデル化） 

扉開放時においては，面外方向については剛体モード（固有振動数がほぼ

ゼロ）となり，これに伴う荷重の増幅は生じないが，本評価においては保守

的に芯材又は扉板が自由振動するものとして，下記の評価式にて固有振動数

を算出する。 

 

ヒンジ，自由端はりモデル 

1

ｆ
Ｔ＝

 

2

2

3.9266 ＥI
ｆ＝

ｍ2πℓ
 

 

3.2.2.2 水密扉（タイプⅣ） 

水密扉（タイプⅣ）は，1 次固有振動数ｆを「構造力学公式集」に基づき

以下の式より算出する。 

 

(1) 固定，自由端はりモデル（外部縦柱をモデル化） 

1

ｆ
Ｔ＝  

f＝
λ2

2πℓ2
√
EI

m  
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(2) 両端ヒンジはりモデル（水平材をモデル化） 

1

ｆ
Ｔ＝

 

f＝
π2

2πℓ2
√
EI

m  

 

(3) 四辺固定の長方形板モデル（扉板をモデル化） 

  

 

3.2.2.3 パネル部（タイプⅤ） 

パネル芯材は，固有振動数 f を「構造力学公式集」に基づき以下の式より

算出する。 

 

両端ピンはりモデル（パネル芯材をモデル化） 

1

ｆ
Ｔ＝  

2

2

π ＥI
ｆ＝

ｍ2πℓ
 

 

柱及びはりは，「3.1.1 解析モデルの設定」にて設定した解析モデルを

用いて，固有値解析により算出する。 

解析プログラムは，「ＫＡＮＳＡＳ２」とする。なお，解析プログラムの

検証及び妥当性の確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コ

ード）の概要」に示す。 

  

 



 

2 2

ｈ Ｅ
ｆ

4a 3 1-
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3.2.3 固有振動数の算出条件 

水密扉の固有振動数の算出条件のうち，芯材をモデル化した場合の算出条件を

表 3－2 に，扉板をモデル化した場合の算出条件を表 3－3 及び表 3－4 に，外部

縦柱をモデル化した場合の算出条件を表 3－5 に，水平材をモデル化した場合の

算出条件を表 3－6 及び表 3－7 に，パネル部をモデル化した場合の算出条件を表

3－8 に，パネル芯材をモデル化した場合の算出条件を表 3－9 に示す。 

 

表 3－2(1) 芯材をモデル化した場合の算出条件（扉閉止時及び扉開放時） 

水

密

扉 

No. 

扉名称 
モデル化に用い
る芯材の長さ 

ℓ（mm） 

ヤング率 
Ｅ 

（N/m2） 

断面二次 
モーメント 
（mm4） 

質量分布 
（kg/m） 

1 
原子炉建物地下 2 階 A-DG 制

御盤室北側水密扉 
2648 2.05×1011 4720×104 140.8 

2 
原子炉建物地下 2 階 A-RHR ポ

ンプ室北側水密扉 
1060 2.05×1011 1380×104 80.8 

3 
原子炉建物地下 2 階トーラス

室北東水密扉 
1060 2.05×1011 1380×104 80.8 

4 
原子炉建物地下 2 階トーラス

室南東水密扉 
1060 2.05×1011 1380×104 80.8 

5 
原子炉建物地下 2 階トーラス

室北西水密扉 
1060 2.05×1011 1380×104 80.8 

6 
原子炉建物地下 2 階 H-DG 制

御盤室南側水密扉 
2751 2.05×1011 378×104 110.1 

7 
原子炉建物地下 2 階 H-DG 制

御盤室北側水密扉 
2085 2.05×1011 1620×104 118.7 

10 
原子炉建物地下 2 階 C-RHR ポ

ンプ室南側水密扉 
1090 2.05×1011 188×104 118.1 

11 
原子炉建物地下 2 階トーラス

室南西水密扉 
1060 2.05×1011 1380×104 80.8 

12 
原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮

機室水密扉（南側） 
2116 2.05×1011 378×104 147.3 

14 
原子炉建物地下 1 階 CRD ポン

プ室東側水密扉 
1050 2.05×1011 188×104 126.8 

15 
原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮

機室水密扉（階段室） 
1060 2.05×1011 188×104 126.1 



 

45 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-9
 R
0 

 

表 3－2(2) 芯材をモデル化した場合の算出条件（扉閉止時及び扉開放時） 

水密扉 

No. 
扉名称 

モデル化に
用いる芯材
の長さℓ 
（mm） 

ヤング率 
Ｅ 

（N/m2） 

断面二次 
モーメント 
（mm4） 

質量分布 
（kg/m） 

16 
原子炉建物地下 1 階東側エア

ロック前水密扉 
1390 2.05×1011 1950×104 154.1 

17 
原子炉建物 1 階 RCW 熱交換器

室南側水密扉 
1060 2.05×1011 861×104 190.8 

18 
タービン建物地下 1 階 TCW 熱

交換器室南側水密扉 
860 2.05×1011 188×104 128.6 

20 
タービン建物地下 1 階復水系

配管室南側水密扉 
870 2.05×1011 861×104 229.2 

23 
タービン建物 1 階西側エアロ

ック前水密扉 
1100 2.05×1011 188×104 131.8 

24 
タービン建物 2 階常用電気室

南側水密扉 
1100 2.05×1011 188×104 126.1 

26 
タービン建物 2 階離相母線室

南側水密扉 
1095 2.05×1011 861×104 177.7 

27 
廃棄物処理建物地下 1 階被服

置場北側水密扉 
2181 2.05×1011 2490×104 147.8 

28 
廃棄物処理建物 1 階大物搬入

口水密扉 
3750 2.05×1011 7310×104 190.6 

29 
廃棄物処理建物 1 階ドラム缶

搬入口水密扉 
3650 2.05×1011 10700×104 191.5 

30 
廃棄物処理建物 2 階非常用再

循環送風機室東側水密扉 
2136 2.05×1011 2490×104 169.0 

31 
ディーゼル燃料移送ポンプエ

リア防護対策設備北側水密扉 
980 2.05×1011 188×104 108.3 

32 
ディーゼル燃料移送ポンプエ

リア防護対策設備南側水密扉 
980 2.05×1011 188×104 108.3 

33 
制御室建物 2 階チェックポイ

ント連絡水密扉 
1190 2.05×1011 861×104 272.7 

34 
サイトバンカ建物 1 階南東側

ポンプ室水密扉 
830 2.05×1011 861×104 222.3 
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表 3－3(1) 扉板をモデル化した場合の算出条件（扉閉止時） 

水

密

扉 

No. 

扉名称 

扉板の 
厚さ 
ｈ 

（m） 

扉板の
長さ 
a 

（m） 

ヤング率 
Ｅ 

（N/m2） 

振動数 
係数 
λ 

密度 
ρ 

（kg/m3） 

8 
原子炉建物地下 2 階 RCIC ポ

ンプ室西側水密扉 
0.050 0.995 2.05×1011 2.336 7.85×103 

9 
原子炉建物地下 2 階 A-DG 制

御盤室南側水密扉 
0.050 2.190 2.05×1011 2.730 7.85×103 

13 
原子炉建物地下 1 階 CRD ポ

ンプ室南側水密扉 
0.050 1.220 2.05×1011 2.480 7.85×103 

19 
タービン建物地下 1 階復水

系配管室北側水密扉 
0.050 1.120 2.05×1011 2.480 7.85×103 

21 
タービン建物地下 1 階封水

回収ポンプ室北側水密扉 
0.050 1.320 2.05×1011 2.480 7.85×103 

22 
タービン建物地下 1 階復水

系配管室南東側水密扉 
0.050 1.020 2.05×1011 2.336 7.85×103 

25 
タービン建物 2 階大物搬入

口水密扉 
0.050 1.875 2.05×1011 2.730 7.85×103 

35 
取水槽除じん機エリア 

水密扉（東） 
0.009 0.538 2.05×1011 2.700 7.85×103 

36 
取水槽除じん機エリア 

水密扉（西） 
0.009 0.563 2.05×1011 3.500 7.85×103 

37 
取水槽除じん機エリア 

水密扉（北） 
0.012 2.248 2.05×1011 4.700 7.85×103 

38 
取水槽海水ポンプエリア 

水密扉（東） 
0.016 1.145 2.05×1011 2.480 7.85×103 

39 
取水槽海水ポンプエリア 

水密扉（中） 
0.016 0.980 2.05×1011 2.480 7.85×103 

40 
取水槽海水ポンプエリア 

水密扉（西） 
0.016 0.980 2.05×1011 2.480 7.85×103 
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表 3－3(2) 扉板をモデル化した場合の算出条件（扉閉止時） 

水

密

扉 

No. 

扉名称 

扉板の 
厚さ 
ｈ 

（m） 

扉板の
長さ 
a 

（m） 

ヤング率 
Ｅ 

（N/m2） 

振動数 
係数 
λ 

密度 
ρ 

（kg/m3） 

41 復水貯蔵タンク水密扉 0.025 1.660 2.05×1011 4.500 7.85×103 

42 補助復水貯蔵タンク水密扉 0.025 0.860 2.05×1011 2.480 7.85×103 

43 
トーラス水受入タンク水密

扉 
0.025 0.680 2.05×1011 2.336 7.85×103 

44 

屋外配管ダクト（ B-ディー

ゼル燃料貯蔵タンク～原子

炉建物）水密扉 

0.025 0.750 2.05×1011 2.480 7.85×103 
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表 3－4 扉板をモデル化した場合の算出条件（扉開放時） 

水

密

扉 

No. 

扉名称 
モデル化に用い
る芯材の長さ 

ℓ（mm） 

ヤング率 
Ｅ 

（N/m2） 

断面二次 
モーメント 
（mm4） 

質量分布 
（kg/m） 

8 
原子炉建物地下 2 階 RCIC 

ポンプ室西側水密扉 
2115 2.05×1011 4680×104 390.0 

9 
原子炉建物地下 2階 A-DG制

御盤室南側水密扉 
2910 2.05×1011 4680×104 627.0 

13 
原子炉建物地下 1 階 CRD 

ポンプ室南側水密扉 
2160 2.05×1011 4680×104 439.8 

19 
タービン建物地下 1 階 

復水系配管室北側水密扉 
1871 2.05×1011 4680×104 427.6 

21 
タービン建物地下 1 階封水

回収ポンプ室北側水密扉 
2136 2.05×1011 4680×104 421.3 

22 
タービン建物地下 1 階復水

系配管室南東側水密扉 
2121 2.05×1011 4680×104 377.2 

25 
タービン建物 2 階大物搬入

口水密扉 
2610 2.05×1011 4680×104 565.1 

37 
取水槽除じん機エリア 

水密扉（北） 
2248 2.05×1011 4180×104 322.5 

38 
取水槽海水ポンプエリア 

水密扉（東） 
1920 2.05×1011 7310×104 235.6 

39 
取水槽海水ポンプエリア 

水密扉（中） 
1910 2.05×1011 7310×104 222.5 

40 
取水槽海水ポンプエリア 

水密扉（西） 
1910 2.05×1011 7310×104 222.5 

41 復水貯蔵タンク水密扉 1660 2.05×1011 1950×104 391.6 

42 補助復水貯蔵タンク水密扉 1660 2.05×1011 1950×104 225.8 

43 
トーラス水受入タンク水密

扉 
1660 2.05×1011 1950×104 210.7 

44 

屋外配管ダクト（B-ディー

ゼル燃料貯蔵タンク～原子

炉建物）水密扉 

1305 2.05×1011 1950×104 268.0 
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表 3－5 外部縦柱をモデル化した場合の算出条件 

水密扉 

No. 
扉名称 

 
定数 
λ 

部材長
ℓ 

（m） 

ヤング
率 
Ｅ 

(N/m2) 

断面二次モ
ーメント 

I 
（m4） 

質量 
分布 
ｍ 

（kg/
m） 

35 
取水槽除じん機エリア 

水密扉（東） 
1.875 2.527 

2.05×

1011 
4.18×10-5 34.6 

36 
取水槽除じん機エリア 

水密扉（西） 
1.875 2.572 

2.05×

1011 
4.18×10-5 34.6 

 

表 3－6 水平材（縦）をモデル化した場合の算出条件 

水密扉 

No. 
扉名称 

部材長ℓ 
（m） 

ヤング率 
Ｅ 

(N/m2) 

断面二次モ
ーメント 

I 
（m4） 

質量 
分布 
ｍ

（kg/m） 

35 
取水槽除じん機エリア 

水密扉（東） 
0.613 

2.05×

1011 
8.61×10-6 18.6 

36 
取水槽除じん機エリア 

水密扉（西） 
0.638 

2.05×

1011 
8.61×10-6 18.6 

 

表 3－7 水平材（横）をモデル化した場合の算出条件 

水密扉 

No. 
扉名称 

部材長ℓ 
（m） 

ヤング率 
Ｅ 

(N/m2) 

断面二次モ
ーメント 

I 
（m4） 

質量 
分布 
ｍ

（kg/m） 

35 
取水槽除じん機エリア 

水密扉（東） 
0.933 

2.05×

1011 
8.61×10-6 18.6 

36 
取水槽除じん機エリア 

水密扉（西） 
0.773 

2.05×

1011 
8.61×10-6 18.6 
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表 3－8(1) パネル部をモデル化した場合の算出条件 

水

密

扉 

No. 

扉名称 
モデル化する 

部材 
（柱・はり） 

ヤング率 
Ｅ 

（N/mm2） 

せん断弾性係数 
Ｇ 

（N/mm2） 

13 

原子炉建物地下 1

階 CRD ポンプ室南

側水密扉 

柱 

H-300×300×10×15 

[-300×90×9×13 

はり 

BH-470×200×12×19 

2.05×105 7.90×104 

14 

原子炉建物地下 1

階 CRD ポンプ室東

側水密扉 

柱 

H-200×200×8×12 

[-200×90×8×13.5 

はり 

H-200×200×8×12 

2.05×105 7.90×104 

15 

原子炉建物地下 1

階 IA 圧縮機室水密

扉（階段室） 

柱 

H-300×300×10×15 

[-300×90×9×13 

はり 

H-300×300×10×15 

2.05×105 7.90×104 

17 

原子炉建物 1 階 RCW

熱交換器室南側水

密扉 

柱 

BH-300×470×12×16 

H-300×300×10×15 

[-300×90×9×13 

はり 

H-300×300×10×15 

2.05×105 7.90×104 

21 

タービン建物地下 1

階 封水回収ポンプ

室北側水密扉 

柱 

BH-300×200×16×22 

H-300×300×10×15 

[-300×90×9×13 

はり 

H-300×300×10×15 

[-300×90×9×13 

2.05×105 7.90×104 
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表 3－8(2) パネル部をモデル化した場合の算出条件 

水

密

扉 

No. 

扉名称 
モデル化する 

部材 
（柱・はり） 

ヤング率 
Ｅ 

（N/mm2） 

せん断弾性係数 
Ｇ 

（N/mm2） 

27 

廃棄物処理建物地

下 1 階被服置場北

側水密扉 

柱 

H-300×300×10×15 

[-300×90×9×13 

はり 

BH-300×125×12×16 

2.05×105 7.90×104 

33 

制御室建物 2 階チ

ェックポイント連

絡水密扉 

柱 

H-300×300×10×15 

[-300×90×9×13 

はり 

H-300×300×10×15 

[-300×90×9×13 

2.05×105 7.90×104 
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表 3－9 パネル芯材をモデル化した場合の算出条件 

水

密

扉 

No. 

扉名称 
モデル化に用い
る芯材の長さ 

ℓ（mm） 

ヤング率 
Ｅ 

（N/m2） 

断面二次 
モーメント 
（mm4） 

質量分布 
（kg/m） 

13 
原子炉建物地下 1 階 CRD

ポンプ室南側水密扉 
330 2.05×1011 6440×104 82.9 

14 
原子炉建物地下 1 階 CRD

ポンプ室東側水密扉 
968 2.05×1011 2490×104 77.4 

15 

原子炉建物地下 1 階 IA

圧縮機室水密扉（階段

室） 

1253 2.05×1011 6440×104 89.7 

17 
原子炉建物 1 階 RCW 熱

交換器室南側水密扉 
1185 2.05×1011 7210×104 92.9 

21 

タービン建物地下 1 階 

封水回収ポンプ室北側

水密扉 

1253 2.05×1011 6440×104 96.3 

27 
廃棄物処理建物地下 1

階被服置場北側水密扉 
428 2.05×1011 6440×104 85.2 

33 
制御室建物 2 階チェッ

クポイント連絡水密扉 
480 2.05×1011 6440×104 112.5 
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3.3 固有振動数の算出結果 

3.3.1 水密扉（タイプⅠ，Ⅱ，Ⅲ） 

水密扉（タイプⅠ，Ⅱ，Ⅲ）の固有振動数の算出結果を表 3－10 に示す。固有

振動数は，いずれの水密扉も 20Hz 以上であり，剛構造であることを確認した。 

 

表 3－10(1) 水密扉の固有振動数の算出結果 

水

密

扉 

No. 

扉名称 

固有振動数 

f（Hz） 

扉開放時 扉閉止時 

1 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室北側水密扉 91.74 133.12 

2 原子炉建物地下 2 階 A-RHR ポンプ室北側水密扉 408.65 592.98 

3 原子炉建物地下 2 階トーラス室北東水密扉 408.65 592.98 

4 原子炉建物地下 2 階トーラス室南東水密扉 408.65 592.98 

5 原子炉建物地下 2 階トーラス室北西水密扉 408.65 592.98 

6 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室南側水密扉 27.20 39.47 

7 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室北側水密扉 94.42 137.01 

8 原子炉建物地下 2 階 RCIC ポンプ室西側水密扉 86.04 286.58 

9 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室南側水密扉 35.85 69.13 

10 原子炉建物地下 2 階 C-RHR ポンプ室南側水密扉 117.99 171.21 

11 原子炉建物地下 2 階トーラス室南西水密扉 408.65 592.98 

12 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（南側） 39.75 57.68 

13 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室南側水密扉 77.68 202.37 

14 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室東側水密扉 122.71 178.06 

15 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（階段室） 120.74 175.20 

16 原子炉建物地下 1 階東側エアロック前水密扉 204.56 296.83 

17 原子炉建物 1 階 RCW 熱交換器室南側水密扉 210.05 304.80 

18 タービン建物地下 1 階 TCW 熱交換器室南側水密扉 181.63 263.56 

19 タービン建物地下 1 階復水系配管室北側水密扉 105.00 240.12 

20 タービン建物地下 1 階復水系配管室南側水密扉 284.50 412.83 

21 タービン建物地下 1 階封水回収ポンプ室北側水密扉 81.16 172.87 

22 タービン建物地下 1 階復水系配管室南東側水密扉 86.99 272.71 

23 タービン建物 1 階西側エアロック前水密扉 109.67 159.13 

24 タービン建物 2 階常用電気室南側水密扉 112.12 162.69 

25 タービン建物 2 階大物搬入口水密扉 46.94 94.31 
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表 3－10(2) 水密扉の固有振動数の算出結果 

水

密

扉 

No. 

扉名称 

固有振動数 

f（Hz） 

扉開放時 扉閉止時 

26 タービン建物 2 階離相母線室南側水密扉 203.97 295.97 

27 廃棄物処理建物地下 1 階被服置場北側水密扉 95.87 139.11 

28 廃棄物処理建物 1 階大物搬入口水密扉 48.93 71.00 

29 廃棄物処理建物 1 階ドラム缶搬入口水密扉 62.34 90.46 

30 廃棄物処理建物 2 階非常用再循環送風機室東側水密扉 93.47 135.64 

31 
ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備北側 

水密扉 
152.42 221.17 

32 
ディーゼル燃料移送ポンプエリア防護対策設備南側 

水密扉 
152.42 221.17 

33 制御室建物 2 階チェックポイント連絡水密扉 139.41 202.30 

34 サイトバンカ建物 1 階南東側ポンプ室水密扉 317.40 460.57 

37 取水槽除じん機エリア水密扉（北） 79.15 27.11 

38 取水槽海水ポンプエリア水密扉（東） 167.90 73.52 

39 取水槽海水ポンプエリア水密扉（中） 174.57 100.36 

40 取水槽海水ポンプエリア水密扉（西） 174.57 100.36 

41 復水貯蔵タンク水密扉 89.97 99.17 

42 補助復水貯蔵タンク水密扉 118.49 203.63 

43 トーラス水受入タンク水密扉 122.67 306.79 

44 
屋外配管ダクト（B-ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子

炉建物）水密扉 
175.98 267.74 
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3.3.2 水密扉（タイプⅣ） 

水密扉（タイプⅣ）の固有振動数の算出結果を表 3－11 から表 3－14 に示す。

固有振動数は，いずれも 20Hz 以上であり，剛構造であることを確認した。 

 

表 3－11 外部縦柱の固有振動数の算出結果 

水密扉 

No. 
扉名称 

固有振動数 
f（Hz） 

35 取水槽除じん機エリア水密扉（東） 43.61 

36 取水槽除じん機エリア水密扉（西） 42.10 

 

表 3－12 水平材（縦）の固有振動数の算出結果 

水密扉 

No. 
扉名称 

固有振動数 
f（Hz） 

35 取水槽除じん機エリア水密扉（東） 1287.72 

36 取水槽除じん機エリア水密扉（西） 1188.78 

 

表 3－13 水平材（横）の固有振動数の算出結果 

水密扉 

No. 
扉名称 

固有振動数 
f（Hz） 

35 取水槽除じん機エリア水密扉（東） 555.88 

36 取水槽除じん機エリア水密扉（西） 809.81 

 

表 3－14 扉板の固有振動数の算出結果 

水密扉 

No. 
扉名称 

固有振動数 
f（Hz） 

35 取水槽除じん機エリア水密扉（東） 203.94 

36 取水槽除じん機エリア水密扉（西） 241.40 
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3.3.3 パネル部（タイプⅤ） 

パネル部の固有振動数の算出結果を表 3－15 に示す。固有振動数は 20Hz 以上

であり，剛構造であることを確認した。 

 

表 3－15 パネル部の固有振動数の算出結果 

水

密

扉 

No. 

扉名称 

固有振動数 

f（Hz） 

柱，はり パネル芯材 

13 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室南側水密扉 36.66 5757 

14 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室東側水密扉 26.46 430.5 

15 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（階段室） 61.92 383.8 

17 原子炉建物 1 階 RCW 熱交換器室南側水密扉 25.88 446.2 

21 タービン建物地下 1 階封水回収ポンプ室北側水密扉 33.28 370.5 

27 廃棄物処理建物地下 1 階被服置場北側水密扉 48.38 3375 

33 制御室建物 2 階チェックポイント連絡水密扉 45.41 2335 
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3.4 設計用地震力 

耐震Ｓクラス施設，耐震Ｃ－１クラス施設及び耐震Ｃ－２クラス施設の水密扉の基

準地震動Ｓｓによる設計用地震力は，Ⅵ-2-2-2「原子炉建物の地震応答計算書」，Ⅵ

-2-2-7「タービン建物の地震応答計算書」，Ⅵ-2-2-9「廃棄物処理建物の地震応答計

算書」，Ⅵ-2-2-5「制御室建物の地震応答計算書」，Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答

計算書」，Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」，Ⅵ-2-2-24「屋外配管ダクト（B-

ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）の地震応答計算書」，Ⅵ-2-11-2-12「復水

貯蔵タンク遮蔽壁の耐震性についての計算書」及びⅥ-2-別添 2-2「溢水源としない

Ｂ，Ｃクラス機器の耐震性についての計算書」に基づき設定する。 

耐震Ｂクラス施設の水密扉の設計用地震力は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に

基づく静的地震力から設計震度を設定する。なお，タービン建物及び廃棄物処理建物

の耐震Ｂクラス施設の水密扉の設計用地震力は，保守的に基準地震動Ｓｓによる設計

震度とする。また，水密扉は建物・構築物として評価する。 

耐震Ｓクラス施設，耐震Ｃ－１クラス施設及び耐震Ｃ－２クラス施設の各水密扉の

設置床の最大応答加速度から算出した設計震度及び耐震Ｂクラス施設の各水密扉の設

計震度を表 3－16 に示す。 

ここで，最大応答加速度を保守的に評価するために，最大応答加速度の抽出位置は

水密扉設置床と上階のうち，最大応答加速度が大きい値とする。 
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表 3－16 (1) 水密扉の設計震度 

建物 階 
床高さ 

EL 

水平震度＊ 

（－）  

鉛直震度 

（－） 

原子炉建物 

地上 2 階 23.8m 1.02 1.28 

地上 1 階 15.3m 0.92 0.97 

地下 1 階 
10.1m 

8.8m 

0.98 

0.88 

0.70 

0.64 

地下 2 階 

2.8m 

2.6m 

1.3m 

0.88 

0.88 

0.81 

0.64 

0.64 

0.58 

タービン建物 

地上 3 階 20.6m 2.23 0.90 

地上 2 階 
12.5m 

8.8m 

1.61 

1.16 

0.72 

0.72 

地上 1 階 5.5m 1.28 0.60 

地下 1 階 

2.65m 

2.0m 

0.25m 

1.28 

0.98 

0.98 

0.60 

0.56 

0.56 

廃棄物処理建物 

地上 3 階 
26.7m 

25.3m 

1.21 

1.21 

0.96 

0.96 

地上 2 階 22.1m 1.10 0.92 

地上 1 階 15.3m 1.10 0.77 

地下 1 階 8.8m 1.02 0.64 

制御室建物 
地上 3 階 12.8m 1.43 0.78 

地上 2 階 8.8m 1.01 0.66 

ディーゼル燃料移送

ポンプエリア 
屋外 8.7m 1.22 0.78 

サイトバンカ建物 
地上 2 階 14.1m 0.278 － 

地上 1 階 8.8m 0.240 － 

注記＊：ＮＳ方向及びＥＷ方向の最大値を用いる。 
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表 3－16 (2) 水密扉の設計震度（土木構造物） 

構造物 エリア 
床高さ 

（EL） 

水平震度 

（－）  

鉛直震度 

（－） 

取水槽 

除じん機エリア 

（水密扉（東）及び 

水密扉（西）） 

8.8m 1.8 0.8 

除じん機エリア 

（水密扉（北）） 
8.8m 1.2 0.6 

海水ポンプ 

エリア 
1.1m 0.9 0.8 

復水貯蔵タンク 

復水貯蔵タンクエリア 16.1m 1.3 0.9 

補助復水貯蔵タンク 

エリア 
16.1m 2.0 1.5 

トーラス水受入タンク

エリア 
16.1m 2.0 1.5 

屋外配管ダクト

（B-ディーゼル燃

料貯蔵タンク～原

子炉建物） 

－ 11.261m 2.0 1.0 
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4. 耐震評価方法 

4.1 タイプⅠ 

4.1.1 評価対象部位 

評価対象部位は「2.3 構造計画」に示す水密扉の構造上の特徴を踏まえ選定

する。地震荷重により水密扉に生じる慣性力は，ヒンジ部（ヒンジ板，ヒンジピ

ン，ヒンジボルト）及びカンヌキ部（カンヌキ，カンヌキ受けピン，カンヌキ受

けボルト）から扉枠に伝わり，扉枠を固定するアンカーボルトを介し，開口部周

囲の躯体に伝達されることから，評価対象部位をヒンジ部，カンヌキ部及びアン

カーボルトとする。 

また，結果が厳しい評価対象部位を有する水密扉を代表として評価するものと

し，「No.24」の結果を示すものとする。 

水密扉に作用する荷重の作用図を図 4.1－1に，タイプⅠ水密扉リストを表 4.1

－1 に示す。 
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図 4.1－1 水密扉に作用する荷重の作用図  

：水平方向地震力 

：鉛直方向地震力 

：評価対象部位 
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Ｈ
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表 4.1－1 水密扉リスト（タイプⅠ） 

水密扉 No. 扉名称 

評価対象 

設備 

（代表） 

8 原子炉建物地下 2 階 RCIC ポンプ室西側水密扉  

9 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室南側水密扉  

10 原子炉建物地下 2 階 C-RHR ポンプ室南側水密扉  

13 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室南側水密扉  

14 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室東側水密扉  

15 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（階段室）  

17 原子炉建物 1 階 RCW 熱交換器室南側水密扉  

18 タービン建物地下 1 階 TCW 熱交換器室南側水密扉  

19 タービン建物地下 1 階 復水系配管室北側水密扉  

20 タービン建物地下 1 階 復水系配管室南側水密扉  

21 タービン建物地下 1 階封水回収ポンプ室北側水密扉  

22 タービン建物地下 1 階復水系配管室南東側水密扉  

23 タービン建物 1 階西側エアロック前水密扉  

24 タービン建物 2 階常用電気室南側水密扉 〇 

25 タービン建物 2 階大物搬入口水密扉  

26 タービン建物 2 階離相母線室南側水密扉  

33 制御室建物 2 階チェックポイント連絡水密扉  

34 サイトバンカ建物 1 階南東側ポンプ室水密扉  

  



 

63 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-9
 R
0 

4.1.2 荷重及び荷重の組合せ 

4.1.2.1 荷重の組合せ 

水密扉の評価に用いる荷重の組合せを下記に示す。 

Ｇ＋Ｓｓ 

ここで，Ｇ ：固定荷重（kN） 

Ｓｓ ：地震荷重（kN） 

水密扉は，上載物の荷重を負担する又は影響を受ける構造となっていない

ことから，積載荷重については考慮しない。 

 

4.1.2.2 荷重 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として水密扉の自重を考慮する。自重は「4.1.5 評価条件」に

示す。 

 

(2) 地震荷重（Ｓｓ） 

耐震Ｓクラス施設及び耐震Ｃ－２クラスの施設の地震荷重は，基準地震動

Ｓｓによる荷重を考慮する。耐震Ｂクラス施設の地震荷重は地震力ＳＢによ

る荷重を考慮する。なお，タービン建物及び制御室建物に設置される耐震Ｂ

クラス施設の水密扉は保守的に基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。地震

荷重は「3. 固有振動数及び設計用地震力」で設定した設計震度を用いて，

次式により算定する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

ここで，Ｓｓ ：地震荷重（kN） 

Ｇ ：固定荷重（kN） 

ｋ ：設計震度 

なお，水平及び鉛直地震力による組合せ応力が作用する部位の評価は，水

平方向と鉛直方向の地震力が同時に作用するものとして評価する。 
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4.1.3 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏

まえて設定する。 

 

4.1.3.1 使用材料 

タイプⅠを構成するヒンジ部，カンヌキ部及びアンカーボルトの使用材料 

を表 4.1－2 に示す。 

 

表 4.1－2 ヒンジ部，カンヌキ部及びアンカーボルトの使用材料 

評価対象部位 
材質 

強度区分 
仕様 

ヒンジ部 

ヒンジ板 SS400 PL-40×80 

ヒンジピン S45C 25φ 

ヒンジボルト SCM435 M16 

カンヌキ部 

カンヌキ SUS304 40φ 

カンヌキ受け

ピン 
S45C 20φ 

カンヌキ受け

ボルト 
SCM435 M10 

アンカーボルト SS400 M16 
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4.1.3.2 許容限界 

(1) 鋼材 

鋼材の許容限界は，「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，2005 改定）（以下「Ｓ規準」という。）」に基づき算定した短

期許容応力度を表 4.1－3 の値とする。 

 

表 4.1－3 鋼材の許容限界 

材質 

短期許容応力度（N/mm2） 

引張 曲げ せん断 

SS400 235 235 135 

SUS304 205 205 118 

S45C 345 345 199 

SCM435 651 651 375 

 

(2) アンカーボルトの許容限界 

アンカーボルトの許容限界は，「4.1.1 評価対象部位」に記載したアン

カーボルトに作用する荷重の向きを踏まえて，「各種合成構造設計指針・同

解説（（社）日本建築学会， 2010 改定）」（以下「各種合成構造設計指

針・同解説」という。）に基づき算定した，表 4.1－4 の値とする。 

なお，評価対象部位のアンカーボルトが引張力を受ける場合においては，

アンカーボルトの降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較

して，いずれか小さい値を採用する。また，評価対象部位のアンカーボルト

がせん断力を受ける場合においては，アンカーボルトのせん断強度により決

まる耐力，定着したコンクリート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコー

ン状破壊により決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を採用する。 
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表 4.1－4 アンカーボルトの許容限界 

水密扉 

No. 
扉名称 

許容耐力（kN／本） 

引張 せん断 

24 タービン建物 2 階常用電気室南側水密扉 23 25 
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4.1.4 評価方法 

4.1.4.1 応力算定 

(1) ヒンジ部 

ヒンジ部は，ヒンジ板，ヒンジピン及びヒンジボルトで構成されており，

次式により算定するスラスト荷重（回転軸線方向荷重）及び転倒力から，各

部材に発生する応力を算定する。ヒンジ部に生じる荷重の例を図 4.1-2 に示

す。 

Ｗ 1＝ＧＤ＋ｋＵＤ・ＧＤ 

Ｆ 1＝Ｗ 1・Ｌ 1／Ｌ 3＋ｋＨ・ＧＤ／2 

Ｆ 2＝Ｗ 1・Ｌ 2／Ｌ 3 

ここで， 

Ｗ 1 ：スラスト荷重（kN） 

ＧＤ ：扉重量（kN） 

ｋＨ ：水平震度 

ｋＵＤ ：鉛直震度 

Ｆ 1 ：扉幅方向の転倒力（kN） 

Ｆ 2 ：扉厚方向の転倒力（kN） 

Ｌ 1 ：扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離（mm） 

Ｌ 2 ：扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離（mm） 

Ｌ 3 ：ヒンジ芯間距離（mm） 

 

 

 

 

図 4.1－2 ヒンジ部に生じる荷重の例  

Ｆ1 

Ｌ3 

Ｆ1 

ｋＨ 

ｋＵＤ 

扉重心 
位置 

Ｌ1 

Ｗ1 
Ｆ2 

Ｌ2 
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a. ヒンジ板 

ヒンジ板に生じる応力は，次式により算定する。ヒンジ板に生じる荷重

の例を図 4.1－3 に示す。 

 

Ｍ1＝Ｗ 1・Ｌ 4・10-3 

Ｑ1＝Ｗ 1 

ここで， 

Ｍ1 ：ヒンジ板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ1 ：ヒンジ板のせん断力（kN） 

Ｗ1 ：スラスト荷重（kN） 

Ｌ4 ：ヒンジ板の 2 軸間距離（mm） 

 

 

 

 

図 4.1－3 ヒンジ板に生じる荷重の例 

 

  

Ｗ1 

Ｌ4 

ヒンジ板 ヒンジピン 

ヒンジボルト 
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b. ヒンジピン 

ヒンジピンに生じる応力は，次式により算定する。ヒンジピンに生じる

荷重の例を図 4.1－4 に示す。 

 

Ｍ2＝
2 2
1 2Ｆ Ｆ ・Ｌ5・10-3 

Ｑ2＝
2 2
1 2Ｆ Ｆ  

ここで， 

Ｍ2 ：ヒンジピンの曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ2 ：ヒンジピンのせん断力（kN） 

Ｆ1 ：扉幅方向の転倒力（kN） 

Ｆ2 ：扉厚方向の転倒力（kN） 

Ｌ5 ：ヒンジ板と受板間距離（mm） 

 

 

 

図 4.1－4 ヒンジピンに生じる荷重の例 

 

  

2Ｆ  

Ｌ5 

ヒンジ板 

ヒンジピン 

ヒンジボルト 

1Ｆ  

2 2
1 2Ｆ Ｆ  
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c. ヒンジボルト 

ヒンジボルトに生じる応力は，次式により算定する。ヒンジボルトに生

じる荷重の例を図 4.1－5 に示す。 

 

Ｑ3＝
2 2
1 1

1

Ｗ Ｆ

n


 

ここで， 

Ｑ3 ：ヒンジボルトのせん断力（kN） 

Ｗ1 ：スラスト荷重（kN） 

Ｆ1 ：扉幅方向の転倒力（kN） 

ｎ1 ：ヒンジボルトの本数（本） 

 

          

 

図 4.1－5 ヒンジボルトに生じる荷重の例 

  

ヒンジボルト 

2 2
1 1Ｗ Ｆ  

1Ｗ  

2 2
1 1

1

Ｗ Ｆ

n

  

Ｆ1 
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(2) カンヌキ部 

カンヌキ部は，カンヌキ，カンヌキ受けピン及びカンヌキ受けボルトで構

成されており，生じる応力は次式により算定する。カンヌキ部に作用する荷

重の例を図 4.1－6 に示す。 

 

Ｒ 1＝ｋＨ・ＧＤ／ｎ 2 

ここで， 

Ｒ 1 ：地震力に伴う荷重の反力（kN） 

ｋＨ  ：水平震度 

ＧＤ  ：扉重量（kN） 

ｎ 2 ：カンヌキの本数（本） 

 

 

 

図 4.1－6 カンヌキ部に作用する荷重の例 

  

Ｒ1 

Ｒ1 

 

Ｒ1 
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a. カンヌキ 

カンヌキに生じる応力は，次式により算定する。なお，算定に当たって

は，カンヌキの一端を固定端としてモデル化した片持ちはりとして評価し，

カンヌキの取付部位に応じて作用する応力を考慮する。カンヌキに生じる

荷重の例を図 4.1－7 に示す。 

 

Ｍ4＝Ｒ 1・Ｌ 6・10-3
 

Ｑ4＝Ｒ 1 

ここで， 

Ｍ4 ：カンヌキの曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ4 ：カンヌキのせん断力（kN） 

Ｒ1 ：地震力に伴う荷重の反力（kN） 

Ｌ6 ：カンヌキの突出長さ（mm） 

 

 

 

図 4.1－7 カンヌキに生じる荷重の例 

  

Ｒ 1 

 

カンヌキ 

Ｌ6 
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b. カンヌキ受けピン 

カンヌキ受けピンに生じる応力は，次式により算定する。なお，算定に

当たっては，カンヌキ受けピン端部をピン支持とした単純はりとして評価

し，カンヌキ受けピンの中央に作用する応力を考慮する。カンヌキ受けピ

ンに生じる荷重の例を図 4.1－8 に示す。 

 

Ｍ5＝Ｒ 1・Ｌ 7・10-3／4 

Ｑ5＝Ｒ 1／2 

ここで， 

Ｍ5 ：カンヌキ受けピンの曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ5 ：カンヌキ受けピンのせん断力（kN） 

Ｒ1 ：地震力に伴う荷重の反力（kN） 

Ｌ7 ：カンヌキ受けピン長さ（mm） 

 

 

 

図 4.1－8 カンヌキ受けピンに生じる荷重の例 

  

Ｒ1 

 
Ｌ 7 

カンヌキ受けピン 
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c. カンヌキ受けボルト 

カンヌキ受けボルトに生じる応力は，次式により算定する。カンヌキ受

けボルトに生じる荷重の例を図 4.1－9 に示す。 

 

Ｔ6＝Ｒ 1／ｎ 3 

ここで， 

Ｔ6 ：カンヌキ受けボルトの引張力（kN） 

Ｒ1 ：地震力に伴う荷重の反力（kN） 

ｎ3 ：カンヌキ受けボルト本数（本） 

 

 

 

図 4.1－9 カンヌキ受けボルトに生じる荷重の例 

  

Ｒ1／ｎ 3 

 

Ｒ1／ｎ 3 

 

カンヌキ受けボルト 
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(3) アンカーボルト 

アンカーボルトに生じる応力は次式により算定する。アンカーボルトに作

用する荷重の例を図 4.1－10 に示す。 

 

Ｗ 2＝（1＋ｋＵＤ）・（ＧＤ＋ＧＷ） 

Ｆ 3＝ｋＨ・（ＧＤ＋ＧＷ） 

Ｔ 7A＝Ｑ7A＝
2 2
2 3

4

Ｗ Ｆ

n


 

ここで， 

Ｗ 2 ：扉枠重量を考慮したスラスト荷重（kN） 

Ｆ 3 ：扉枠重量を考慮した扉幅方向の転倒力（kN） 

Ｔ 7A ：アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力（kN） 

Ｑ 7A ：アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力（kN） 

ｋＵＤ ：鉛直震度 

ｋＨ ：水平震度 

ＧＤ ：扉重量（kN） 

ＧＷ ：扉枠重量（kN） 

ｎ 4 ：アンカーボルト本数（本） 

 

 

   

図 4.1－10 アンカーボルトに作用する荷重の例 

  

Ｆ3 
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4.1.4.2 断面検定 

評価対象部位に発生する応力より算定する応力度及び荷重が，許容限界値

以下であることを確認する。 

 

(1) ヒンジ部 

a. ヒンジ板 

ヒンジ板に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，ヒンジ板の短

期許容応力度以下であることを確認する。 

 

(a) ヒンジ板に生じる曲げ応力度 

σ1＝（Ｍ 1・106）／Ｚ 1 

ここで， 

σ1 ：ヒンジ板の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ1 ：ヒンジ板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ1 ：ヒンジ板の断面係数（mm3） 

 

(b) ヒンジ板に生じるせん断応力度 

τ1＝（Ｑ 1・103）／Ａ 1 

ここで， 

τ1 ：ヒンジ板のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ1 ：ヒンジ板のせん断力（kN） 

Ａ1 ：ヒンジ板のせん断断面積（mm2） 

 

(c) ヒンジ板に生じる組合せ応力度 

ヒンジ板に生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力

度を「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，ヒンジ板の短期許容応

力度以下であることを確認する。 

   2 2
1 s1 ｔ13 ≦　f

 

ここで， 

ｓｆｔ 1  ：ヒンジ板の短期許容引張応力度（N/mm2） 

σ1 ：ヒンジ板の曲げ応力度（N/mm2）  

τ1 ：ヒンジ板のせん断応力度（N/mm2） 
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b. ヒンジピン 

ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，ヒンジピン

の短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

(a) ヒンジピンに生じる曲げ応力度 

σ2＝（Ｍ 2・106）／Ｚ 2 

ここで， 

σ2 ：ヒンジピンの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ2 ：ヒンジピンの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2 ：ヒンジピンの断面係数（mm3） 

 

(b) ヒンジピンに生じるせん断応力度 

τ2＝（Ｑ 2・103）／Ａ 2 

ここで， 

τ2 ：ヒンジピンのせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ2 ：ヒンジピンのせん断力（kN） 

Ａ2 ：ヒンジピンのせん断断面積（mm2） 

 

(c) ヒンジピンに生じる組合せ応力度 

ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応

力度を「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，ヒンジピンの短期許

容応力度以下であることを確認する。 

   2 2
2 s2 ｔ23 ≦　f  

ここで， 

ｓｆｔ 2 ：ヒンジピンの短期許容引張応力度（N/mm2） 

σ2 ：ヒンジピンの曲げ応力度（N/mm2） 

τ2 ：ヒンジピンのせん断応力度（N/mm2） 
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c. ヒンジボルト 

ヒンジボルトに生じるせん断応力度を次式により算定し，ヒンジボルト

の短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

τ3＝（Ｑ 3・103）／Ａ 3 

ここで， 

τ3 ：ヒンジボルトのせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ3 ：ヒンジボルトのせん断力（kN） 

Ａ3 ：ヒンジボルトのせん断断面積（mm2） 
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(2) カンヌキ部 

a. カンヌキ 

カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，カンヌキの短

期許容応力度以下であることを確認する。 

 

(a) カンヌキに生じる曲げ応力度 

σ4＝（Ｍ 4・106）／Ｚ 4 

ここで， 

σ4 ：カンヌキの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ4 ：カンヌキの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ4 ：カンヌキの断面係数（mm3） 

 

(b) カンヌキに生じるせん断応力度 

τ4＝（Ｑ 4・103）／Ａ 4 

ここで， 

τ4 ：カンヌキのせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ4 ：カンヌキのせん断力（kN） 

Ａ4 ：カンヌキのせん断断面積（mm2） 

 

(c) カンヌキに生じる組合せ応力度 

カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力

度を「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，カンヌキの短期許容応

力度以下であることを確認する。 

2 2
4 4 s t 43 ≦　f     

ここで， 

ｓｆｔ 4 ：カンヌキの短期許容引張応力度（N/mm2） 

σ4 ：カンヌキの曲げ応力度（N/mm2） 

τ4 ：カンヌキのせん断応力度（N/mm2） 

  



 

80 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-9
 R
0 

b. カンヌキ受けピン 

カンヌキ受けピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，カン

ヌキ受けピンの短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

(a) カンヌキ受けピンに生じる曲げ応力度 

σ5＝（Ｍ 5・106）／Ｚ 5 

ここで， 

σ5 ：カンヌキ受けピンの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ5 ：カンヌキ受けピンの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ5 ：カンヌキ受けピンの断面係数（mm3） 

 

(b) カンヌキ受けピンに生じるせん断応力度 

τ5＝（Ｑ 5・103）／Ａ 5 

ここで， 

τ5 ：カンヌキ受けピンのせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ5 ：カンヌキ受けピンのせん断力（kN） 

Ａ5 ：カンヌキ受けピンのせん断断面積（mm2） 

 

(c) カンヌキ受けピンに生じる組合せ応力度 

カンヌキ受けピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組

合せ応力度を「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，カンヌキ受け

ピンの短期許容応力度以下であることを確認する。 

2 2
5 5 s t 53 ≦　f     

ここで， 

ｓｆｔ 5 ：カンヌキ受けピンの短期許容引張応力度（N/mm2） 

σ5 ：カンヌキ受けピンの曲げ応力度（N/mm2） 

τ5 ：カンヌキ受けピンのせん断応力度（N/mm2） 
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c. カンヌキ受けボルト 

カンヌキ受けボルトに生じる引張応力度を次式により算定し，カンヌ

キ受けボルトの短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

σ6＝（Ｔ 6・103）／Ａ 6 

ここで， 

σ6 ：カンヌキ受けボルトの引張応力度（N/mm2） 

Ｔ6 ：カンヌキ受けボルトの引張力（kN） 

Ａ6 ：カンヌキ受けボルトの軸断面積（mm2） 
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(3) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力及びせん断力を「各種合成構造

設計指針・同解説」に基づき算定したアンカーボルトの短期許容荷重以下で

あることを確認する。 

 

（Ｑ7A／Ｑ7B） 2＋（Ｔ 7A／Ｔ 7B）2≦1.0 

 

Ｑ 7A／Ｑ7B≦1.0 

ここで，  

Ｑ 7A ：アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力(kN) 

Ｑ 7B ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力(kN) 

 

Ｔ 7A／Ｔ7B≦1.0 

ここで， 

Ｔ 7A ：アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力(kN) 

Ｔ 7B ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力(kN) 
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4.1.5 評価条件 

耐震評価に用いる評価条件を表 4.1－5 に示す。 

 

表 4.1－5 耐震評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 

水密扉

No. 

24 

共通 

Ｗ1 kN スラスト荷重 11.18 

ＧＤ kN 扉重量 5.884 

ｋＨ － 水平震度 2.23 

ｋＵＤ － 鉛直震度 0.90 

Ｌ1 mm 扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離 610 

Ｌ2 mm 扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離 65 

Ｌ3 mm ヒンジ芯間距離 1667 

ヒ

ン

ジ

部 

ヒンジ板 

Ｌ4 mm ヒンジ板の 2 軸間距離 235 

Ｚ1 mm3 ヒンジ板の断面係数 42670 

Ａ1 mm2 ヒンジ板のせん断断面積 3200 

ヒンジピン 

Ｌ5 mm ヒンジ板と受板間距離 38 

Ｚ2 mm3 ヒンジピンの断面係数 1534 

Ａ2 mm2 ヒンジピンのせん断断面積 490.9 

ヒンジボルト 
ｎ1 本 ヒンジボルトの本数 4 

Ａ3 mm2 ヒンジボルトのせん断断面積 157 

カ

ン

ヌ

キ

部 

共通 ｎ2 本 カンヌキの本数 2 

カンヌキ 

Ｌ6 mm カンヌキの突出長さ 41 

Ｚ4 mm3 カンヌキの断面係数 6283 

Ａ4 mm2 カンヌキのせん断断面積 1257 

カンヌキ受け

ピン 

Ｌ7 mm カンヌキ受けピン長さ 70 

Ｚ5 mm3 カンヌキ受けピンの断面係数 785.4 

Ａ5 mm2 カンヌキ受けピンのせん断断面積 314.2 

カンヌキ受け

ボルト 

ｎ3 本 カンヌキ受けボルト本数 2 

Ａ6 mm2 カンヌキ受けボルトの軸断面積 58 

アンカ―ボルト 
ＧＷ kN 扉枠重量 1.317 

ｎ4 本 アンカーボルトの本数 7 
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4.2 タイプⅡ 

4.2.1 評価対象部位 

評価対象部位は「2.3 構造計画」に示す水密扉の構造上の特徴を踏まえ選定

する。基準地震動Ｓｓによる地震荷重により水密扉に生じる慣性力は，ヒンジ部

（ヒンジ板，ヒンジピン，ヒンジボルト）及びカンヌキ部（カンヌキ，カンヌキ

受けボルト）から扉枠に伝わり，扉枠を固定するアンカーボルトを介し，開口部

周囲の躯体に伝達されることから，評価対象部位をヒンジ部，カンヌキ部及びア

ンカーボルトとする。 

また，結果が厳しい評価対象部位を有する水密扉を代表として評価するものと

し，「No.28」の結果を示すものとする。 

水密扉に作用する荷重の作用図を図 4.2－1に，タイプⅡ水密扉リストを表 4.2

－1 に示す。 
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図 4.2－1 水密扉に作用する荷重の作用図  

：水平方向地震力 

：鉛直方向地震力 

：評価対象部位 

ｋＵＤ 

ｋ
Ｈ
 

：評価対象部位に作用する荷重 

ｋ
Ｈ
 

ｋＵＤ 

ヒンジ部 
扉板 カンヌキ部 

躯体 

カンヌキ 
カンヌキ受けボルト 

ヒンジ板 
ヒンジピン 
ヒンジボルト 

ｋ
Ｈ
 

アンカーボルト 

ｋ
Ｈ
 

アンカーボルト 
（ヒンジ側) 

アンカーボルト 

カンヌキ部 

ヒンジ部 

正面図 断面図 

平面図 

ヒンジ板 

ヒンジピン 

ヒンジボルト 

カンヌキ受けボルト カンヌキ 

カンヌキ部詳細平面図 カンヌキ部詳細立面図 ヒンジ部立面図 

扉枠 

ｋＵＤ 

アンカーボルト 
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表 4.2－1 タイプⅡ水密扉リスト 

水密扉

No. 
扉名称 

評価対象 

設備 

（代表） 

1 原子炉建物地下 2 階 A-DG 制御盤室北側水密扉  

2 原子炉建物地下 2 階 A-RHR ポンプ室北側水密扉  

3 原子炉建物地下 2 階トーラス室北東水密扉  

4 原子炉建物地下 2 階トーラス室南東水密扉  

5 原子炉建物地下 2 階トーラス室北西水密扉  

6 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室南側水密扉  

7 原子炉建物地下 2 階 H-DG 制御盤室北側水密扉  

11 原子炉建物地下 2 階トーラス室南西水密扉  

12 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（南側）  

16 原子炉建物地下 1 階東側エアロック前水密扉  

27 廃棄物処理建物地下 1 階被服置場北側水密扉  

28 廃棄物処理建物 1 階大物搬入口水密扉 〇 

29 廃棄物処理建物 1 階ドラム缶搬入口水密扉  

30 廃棄物処理建物 2 階非常用再循環送風機室東側水密扉  

37 取水槽除じん機エリア水密扉（北）  

38 取水槽海水ポンプエリア水密扉（東）  

39 取水槽海水ポンプエリア水密扉（中）  

40 取水槽海水ポンプエリア水密扉（西）  

41 復水貯蔵タンク水密扉  

42 補助復水貯蔵タンク水密扉  

43 トーラス水受入タンク水密扉  

44 
屋外配管ダクト（B-ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）

水密扉 
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4.2.2 荷重及び荷重の組合せ 

4.2.2.1 荷重の組合せ 

水密扉の評価に用いる荷重の組合せを下記に示す。 

Ｇ＋Ｓｓ 

ここで，Ｇ ：固定荷重（kN） 

Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重（kN） 

水密扉は，上載物の荷重を負担する又は影響を受ける構造となっていない

ことから，積載荷重については考慮しない。 

 

4.2.2.2 荷重 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として水密扉の自重を考慮する。自重は「4.2.5 評価条件」に

示す。 

 

(2) 地震荷重（Ｓｓ） 

耐震Ｓクラス施設及び耐震Ｃ－２クラス施設の地震荷重は，基準地震動Ｓｓ

による荷重を考慮する。なお，廃棄物処理建物に設置される耐震Ｂクラス施

設の水密扉は保守的に基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。地震荷重は

「3. 固有振動数及び設計用地震力」で設定した設計震度を用いて，次式に

より算定する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

ここで，Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重（kN） 

Ｇ ：固定荷重（kN） 

ｋ ：設計震度 

なお，水平及び鉛直地震力による組合せ応力が作用する部位の評価は，水

平方向と鉛直方向の地震力が同時に作用するものとして評価する。 
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4.2.3 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏

まえて設定する。 

 

4.2.3.1 使用材料 

タイプⅡを構成するヒンジ部，カンヌキ部及びアンカーボルトの使用材料 

を表 4.2－2 に示す。 

 

表 4.2－2 ヒンジ部，カンヌキ部及びアンカーボルトの使用材料 

評価対象部位 
材質 

強度区分 
仕様 

ヒンジ部 

ヒンジ板 SS400 PL-70×150 

ヒンジピン S45C 60φ 

ヒンジボルト SCM435 M22 

カンヌキ部 

カンヌキ － CM16UUM 

カンヌキ受け

ボルト 
SS400 M16 

アンカーボルト SS400 M16 
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4.2.3.2 許容限界 

(1) 鋼材 

鋼材の許容限界は，「Ｓ規準」に基づき算定した短期許容応力度を表 4.2

－3 の値とする。 

 

表 4.2－3 鋼材の許容限界 

材質 

短期許容応力度（N/mm2） 

引張 曲げ せん断 

SS400（ｔ≦40）＊ 235 235 135 

SS400（40＜ｔ≦100）＊ 215 215 124 

S45C 345 345 199 

SCM435 651 651 375 

注記＊：ｔは板厚を示す。 

 

(2) アンカーボルトの許容限界 

アンカーボルトの許容限界は，「4.2.1 評価対象部位」に記載したアン

カーボルトに作用する荷重の向きを踏まえて，「各種合成構造設計指針・同

解説」に基づき算定した，表 4.2－4 の値とする。 

なお，評価対象部位のアンカーボルトが引張力を受ける場合においては，

アンカーボルトの降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較

して，いずれか小さい値を採用する。また，評価対象部位のアンカーボルト

がせん断力を受ける場合においては，アンカーボルトのせん断強度により決

まる耐力，定着したコンクリート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコー

ン状破壊により決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を採用する。 
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表 4.2－4 アンカーボルトの許容限界 

水密扉 

No. 
扉名称 

許容耐力（kN／本） 

引張 せん断 

28 廃棄物処理建物 1 階大物搬入口水密扉 20 22 

 

(3) カンヌキ 

カンヌキの許容荷重は，表 4.2－5 の値とする。 

 

表 4.2－5 カンヌキの許容荷重 

材質 

許容荷重 

定格荷重（kN） 

CM16UUM 20 
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4.2.4 評価方法 

4.2.4.1 応力算定 

(1) ヒンジ部 

ヒンジ部は，ヒンジ板，ヒンジピン及びヒンジボルトで構成されており，

次式により算定するスラスト荷重（回転軸線方向荷重）及び転倒力から，各

部材に発生する応力を算定する。ヒンジ部に生じる荷重の例を図 4.2－2 に

示す。 

 

Ｗ 1＝ＧＤ＋ｋＵＤ・ＧＤ 

Ｆ 1＝Ｗ 1・Ｌ 1／Ｌ 3＋ｋＨ・ＧＤ／2 

Ｆ 2＝Ｗ 1・Ｌ 2／Ｌ 3 

ここで， 

Ｗ 1 ：スラスト荷重（kN） 

ＧＤ ：扉重量（kN） 

ｋＨ ：水平震度 

ｋＵＤ ：鉛直震度 

Ｆ 1 ：扉幅方向の転倒力（kN） 

Ｆ 2 ：扉厚方向の転倒力（kN） 

Ｌ 1 ：扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離（mm） 

Ｌ 2 ：扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離（mm） 

Ｌ 3 ：ヒンジ芯間距離（mm） 

 

 

 

 

図 4.2－2 ヒンジ部に生じる荷重の例  

Ｆ1 

Ｌ3 

Ｆ1 

Ｗ1 

ｋＨ 

ｋＵＤ 

扉重心 
位置 

Ｌ1 

Ｆ2 

Ｌ2 
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a. ヒンジ板 

ヒンジ板に生じる応力は，次式により算定する。ヒンジ板に生じる荷重

の例を図 4.2－3 に示す。 

 

Ｍ1＝Ｗ 1・Ｌ 4・10-3 

Ｑ1＝Ｗ 1 

ここで， 

Ｍ1 ：ヒンジ板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ1 ：ヒンジ板のせん断力（kN） 

Ｗ1 ：スラスト荷重（kN） 

Ｌ4 ：ヒンジ板の 2 軸間距離（mm） 

 

 

 

 

 

図 4.2－3 ヒンジ板に生じる荷重の例 

 

  

Ｗ1 

Ｌ4 

ヒンジ板 
ヒンジピン 

ヒンジボルト 
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b. ヒンジピン 

ヒンジピンに生じる応力は，次式により算定する。ヒンジピンに生じる

荷重の例を図 4.2－4 に示す。 

 

Ｍ2＝
2 2
1 2Ｆ Ｆ ・Ｌ5・10-3 

Ｑ2＝
2 2
1 2Ｆ Ｆ  

ここで， 

Ｍ2 ：ヒンジピンの曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ2 ：ヒンジピンのせん断力（kN） 

Ｆ1 ：扉幅方向の転倒力（kN） 

Ｆ2 ：扉厚方向の転倒力（kN） 

Ｌ5 ：ヒンジ板と受板間距離（mm） 

 

 

 

図 4.2－4 ヒンジピンに生じる荷重の例 

 

  

 

 

 

Ｌ5 

ヒンジピン 

ヒンジボルト 
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c. ヒンジボルト 

ヒンジボルトに生じる応力は，次式により算定する。ヒンジボルトに生

じる荷重の例を図 4.2－5 に示す。 

 

Ｑ3＝
2 2
1 1

1

Ｗ Ｆ

n


 

ここで， 

Ｑ3 ：ヒンジボルトのせん断力（kN） 

Ｗ1 ：スラスト荷重（kN） 

Ｆ1 ：扉幅方向の転倒力（kN） 

ｎ1 ：ヒンジボルトの本数（本） 

 

          

  

 

 

図 4.2－5 ヒンジボルトに生じる荷重の例 

  

ヒンジボルト 

 

 
 

2 2
1 1

1

Ｗ Ｆ

n
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(2) カンヌキ部 

カンヌキ部は，カンヌキ及びカンヌキ受けボルトで構成されており，生じ

る応力は次式により算定する。カンヌキ部に作用する荷重の例を図 4.2－6

に示す。 

 

Ｒ 1＝ｋＨ・ＧＤ／ｎ 2 

ここで， 

Ｒ 1 ：地震力に伴う荷重の反力（kN） 

ｋＨ  ：水平震度 

ＧＤ  ：扉重量（kN） 

ｎ 2 ：カンヌキの本数 

 

 

 

 

 

 

図 4.2－6 カンヌキ部に作用する荷重の例 

  

Ｒ1 

Ｒ1 

Ｒ1 

カンヌキ 

カンヌキ 
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a. カンヌキ 

カンヌキに生じる応力は，次式により算定する。カンヌキに生じる荷重

の例を図 4.2－7 に示す。 

 

Ｑ4＝Ｒ 1 

ここで， 

Ｑ4 ：カンヌキのせん断力（kN） 

Ｒ1 ：地震力に伴う荷重の反力（kN） 

 

 

図 4.2－7 カンヌキに生じる荷重の例 

  

Ｒ１ 

 

カンヌキ 
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b. カンヌキ受けボルト 

カンヌキ受けボルトに生じる応力は，次式により算定する。カンヌキ受

けボルトに生じる荷重の例を図 4.2－8 に示す。 

 

Ｔ5＝Ｒ 1／ｎ 3 

ここで， 

Ｔ5 ：カンヌキ受けボルトの引張力（kN） 

Ｒ1 ：カンヌキ受けボルトに作用する荷重（kN） 

ｎ3 ：カンヌキ受けボルト本数（本） 

 

 

 

 

図 4.2－8 カンヌキ受けボルトに生じる荷重の例  

Ｒ1／ｎ 3 

 

カンヌキ受けボルト 
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(3) アンカーボルト 

アンカーボルトに生じる応力は次式により算定する。アンカーボルトに作

用する荷重の例を図 4.2－9 に示す。 

 

Ｗ 2＝（1＋ｋＵＤ）・（ＧＤ＋ＧＷ） 

Ｆ 3＝ｋＨ・（ＧＤ＋ＧＷ） 

Ｔ 6A＝Ｑ6A＝
2 2
2 3

4

Ｗ Ｆ

n


 

ここで， 

Ｗ 2 ：扉枠重量を考慮したスラスト荷重（kN） 

Ｆ 3 ：扉枠重量を考慮した扉幅方向の転倒力（kN） 

Ｔ 6A ：アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力（kN）  

Ｑ 6A ：アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力（kN） 

ｋＵＤ ：鉛直震度 

ｋＨ ：水平震度 

ＧＤ ：扉重量（kN） 

ＧＷ ：扉枠重量（kN） 

ｎ 4 ：アンカーボルトの本数（本） 

 

 

 

 

 

図 4.2－9 アンカーボルトに作用する荷重の例 

  

Ｆ3 

Ｗ 2 

Ｔ6A 

Ｑ6A 

２ ３
2 2Ｗ Ｆ



 

99 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-9
 R
0 

4.2.4.2 断面検定 

評価対象部位に発生する応力より算定する応力度及び荷重が，許容限界以

下であることを確認する。 

 

(1) ヒンジ部 

a. ヒンジ板 

ヒンジ板に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，ヒンジ板の短

期許容応力度以下であることを確認する。 

 

(a) ヒンジ板に生じる曲げ応力度 

σ1＝（Ｍ 1・106）／Ｚ 1 

ここで， 

σ1 ：ヒンジ板の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ1 ：ヒンジ板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ1 ：ヒンジ板の断面係数（mm3） 

 

(b) ヒンジ板に生じるせん断応力度 

τ1＝（Ｑ 1・103）／Ａ 1 

ここで， 

τ1 ：ヒンジ板のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ1 ：ヒンジ板のせん断力（kN） 

Ａ1 ：ヒンジ板のせん断断面積（mm2） 

 

(c) ヒンジ板に生じる組合せ応力度 

ヒンジ板に生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力

度を「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，ヒンジ板の短期許容応

力度以下であることを確認する。 

   2 2
1 s1 ｔ13 ≦　f

 

ここで， 

ｓｆｔ 1 ：ヒンジ板の短期許容引張応力度（N/mm2） 

σ1 ：ヒンジ板の曲げ応力度（N/mm2） 

τ1 ：ヒンジ板のせん断応力度（N/mm2） 
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b. ヒンジピン 

ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，ヒンジピン

の短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

(a) ヒンジピンに生じる曲げ応力度 

σ2＝（Ｍ 2・106）／Ｚ 2 

ここで， 

σ2 ：ヒンジピンの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ2 ：ヒンジピンの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2 ：ヒンジピンの断面係数（mm3） 

 

(b) ヒンジピンに生じるせん断応力度 

τ2＝（Ｑ 2・103）／Ａ 2 

ここで， 

τ2 ：ヒンジピンのせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ2 ：ヒンジピンのせん断力（kN） 

Ａ2 ：ヒンジピンのせん断断面積（mm2） 

 

(c) ヒンジピンに生じる組合せ応力度 

ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応

力度を「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，ヒンジピンの短期許

容応力度以下であることを確認する。 

   2 2
2 s2 ｔ23 ≦　f  

ここで， 

ｓｆｔ 2 ：ヒンジピンの短期許容引張応力度（N/mm2） 

σ2 ：ヒンジピンの曲げ応力度（N/mm2） 

τ2 ：ヒンジピンのせん断応力度（N/mm2） 

  



 

101 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-9
 R
0 

c. ヒンジボルト 

ヒンジボルトに生じるせん断応力度を次式により算定し，ヒンジボルト

の短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

τ3＝（Ｑ 3・103）／Ａ 3 

ここで， 

τ3 ：ヒンジボルトのせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ3 ：ヒンジボルトのせん断力（kN） 

Ａ3 ：ヒンジボルトのせん断断面積（mm2） 
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(2) カンヌキ部 

a. カンヌキ 

カンヌキに生じるせん断力がカンヌキの短期許容耐力以下であることを

確認する。 

 

b. カンヌキ受けボルト 

カンヌキ受けボルトに生じる引張応力度を次式により算定し，カンヌ

キ受けボルトの短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

σ5＝（Ｔ 5・103）／Ａ 5 

ここで，  

σ5 ：カンヌキ受けボルトの引張応力度（N/mm2） 

Ｔ5 ：カンヌキ受けボルトの引張力（kN） 

Ａ5 ：カンヌキ受けボルトの軸断面積（mm2） 

 

(3) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力及びせん断力を「各種合成構造

設計指針・同解説」に基づき算定したアンカーボルトの短期許容荷重以下で

あることを確認する。 

 

（Ｑ6A／Ｑ6B） 2＋（Ｔ 6A／Ｔ 6B）2≦1.0 

 

Ｑ 6A／Ｑ6B≦1.0 

ここで， 

Ｑ 6A ：アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力(kN) 

Ｑ 6B ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力(kN) 

 

Ｔ 6A／Ｔ6B≦1.0 

ここで，  

Ｔ 6A ：アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力(kN) 

Ｔ 6B ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力(kN) 
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4.2.5 評価条件 

耐震評価に用いる評価条件を表 4.2－6 に示す。 

 

表 4.2－6 耐震評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 

水密扉

No. 

28 

共通 

Ｗ1 kN スラスト荷重 52.72 

ＧＤ kN 扉重量 27.46 

ｋＨ － 水平震度 1.10 

ｋＵＤ － 鉛直震度 0.92 

Ｌ1 mm 扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離 2014.5 

Ｌ2 mm 扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離 136 

Ｌ3 mm ヒンジ芯間距離 1740 

ヒ

ン

ジ

部 

ヒンジ板 

Ｌ4 mm ヒンジ板の 2 軸間距離 340 

Ｚ1 mm3 ヒンジ板の断面係数 262500 

Ａ1 mm2 ヒンジ板のせん断断面積 10500 

ヒンジピン 

Ｌ5 mm ヒンジ板と受板間距離 46 

Ｚ2 mm3 ヒンジピンの断面係数 21210 

Ａ2 mm2 ヒンジピンのせん断断面積 2827 

ヒンジボルト 
ｎ1 本 ヒンジボルトの本数 6 

Ａ3 mm2 ヒンジボルトのせん断断面積 303 

カ

ン

ヌ

キ

部 

共通 ｎ2 本 カンヌキの本数 2 

カンヌキ受け 

ボルト 

ｎ3 本 カンヌキ受けボルト本数 2 

Ａ5 mm2 カンヌキ受けボルトの軸断面積 157 

アンカ―ボルト 
ＧＷ kN 扉枠重量 8.715 

ｎ4 本 アンカーボルトの本数 64 
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4.3 タイプⅢ 

4.3.1 評価対象部位 

評価対象部位は「2.3 構造計画」に示す水密扉の構造上の特徴を踏まえ選定

する。地震荷重により水密扉に生じる慣性力は，ヒンジ部（ヒンジ板，ヒンジピ

ン，ヒンジボルト）及びカンヌキ部（カンヌキ，カンヌキ受けプレート）から鉄

骨躯体に伝達されることから，評価対象部位をヒンジ部及びカンヌキ部とする。 

タイプⅢ水密扉については，風荷重も作用するが，風荷重による水密扉の評価

は，Ⅵ-3-別添 3-4-2「水密扉の強度計算書（溢水）」に示しているため，本書

では検討しない。また，風荷重は鉄骨躯体を介して，水密扉を支持する防水壁に

伝わる構造となっている。防水壁の検討については，Ⅵ-2-10-2-8「防水壁の耐

震性についての計算書」にて検討を実施している。 

タイプⅢ水密扉は No.31 及び No.32 であり，同様の構造であることから代表と

して水密扉「No.31」にて評価を行う。 

水密扉に作用する荷重の作用図を図 4.3－1 に示す。 
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図 4.3－1 水密扉に作用する荷重の作用図 

  

：水平方向地震力 

：鉛直方向地震力 

：評価対象部位 

ｋＵＤ 

ｋ
Ｈ
 

：評価対象部位に作用する荷重 

ｋ
Ｈ
 

ｋＵＤ 

ヒンジ部 

扉板 

カンヌキ部 

躯体 

カンヌキ 
カンヌキ受けプレート 

ヒンジ板 
ヒンジピン 
ヒンジボルト 

ｋ
Ｈ
 

鉄骨躯体 

正面図 断面図 

ｋ
Ｈ
 

カンヌキ部 ヒンジ部 

平面図 

ｋＵＤ 
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4.3.2 荷重及び荷重の組合せ 

4.3.2.1 荷重の組合せ 

水密扉の評価に用いる荷重の組合せを下記に示す。 

Ｇ＋Ｓｓ 

ここで，Ｇ ：固定荷重（kN） 

Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重（kN） 

水密扉は，上載物の荷重を負担する又は影響を受ける構造となっていない

ことから，積載荷重については考慮しない。 

 

4.3.2.2 荷重 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として水密扉の自重を考慮する。自重は「4.3.5 評価条件」に

示す。 

 

(2) 地震荷重（Ｓｓ） 

耐震Ｃ－１クラス施設及び耐震Ｃ－２クラス施設の地震荷重は，基準地震

動Ｓｓによる荷重を考慮する。地震荷重は「3. 固有振動数及び設計用地震

力」で設定した設計震度を用いて，次式により算定する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

ここで，Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重（kN） 

Ｇ ：固定荷重（kN） 

ｋ ：設計震度 

なお，水平及び鉛直地震力による組合せ応力が作用する部位の評価は，水

平方向と鉛直方向の地震力が同時に作用するものとして評価する。 
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4.3.3 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏

まえて設定する。 

 

4.3.3.1 使用材料 

タイプⅢを構成するヒンジ部及びカンヌキ部の使用材料を表 4.3－1 に示

す。 

 

表 4.3－1 ヒンジ部及びカンヌキ部の使用材料 

評価対象部位 
材質 

強度区分 
仕様 

ヒンジ部 

ヒンジ板 SUS304 PL-40×40 

ヒンジピン SUS304 20φ 

ヒンジボルト SUS304 M10 

カンヌキ部 

カンヌキ SCM435 12φ 

カンヌキ受け

プレート 
SS400 ｔ12 
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4.3.3.2 許容限界 

(1) 鋼材 

鋼材の許容限界は，「Ｓ規準」に基づき算定した短期許容応力度を表 4.3

－2 の値とする。 

 

表 4.3－2 鋼材の許容限界 

材質 

短期許容応力度（N/mm2） 

引張 曲げ せん断 

SS400 235 235 135 

SUS304 205 205 118 

SCM435 651 651 375 
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4.3.4 評価方法 

4.3.4.1 応力算定 

(1) ヒンジ部 

ヒンジ部は，ヒンジ板，ヒンジピン及びヒンジボルトで構成されており，

次式により算定するスラスト荷重（回転軸線方向荷重）及び転倒力から，各

部材に発生する応力を算定する。ヒンジ部に生じる荷重の例を図 4.3－2 に

示す。 

 

Ｗ 1＝ＧＤ＋ｋＵＤ・ＧＤ 

Ｆ 1＝Ｗ 1・Ｌ 1／Ｌ 3＋ｋＨ・ＧＤ／2 

Ｆ 2＝Ｗ 1・Ｌ 2／Ｌ 3 

ここで， 

Ｗ 1 ：スラスト荷重（kN） 

ＧＤ ：扉重量（kN） 

ｋＨ ：水平震度 

ｋＵＤ ：鉛直震度 

Ｆ 1 ：扉幅方向の転倒力（kN） 

Ｆ 2 ：扉厚方向の転倒力（kN） 

Ｌ 1 ：扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離（mm） 

Ｌ 2 ：扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離（mm） 

Ｌ 3 ：ヒンジ芯間距離（mm） 

 

 

図 4.3－2 ヒンジ部に生じる荷重の例  

Ｌ1 

ｋＨ 

ｋＵＤ 

扉重心 
位置 

Ｆ1 

Ｌ 3 

Ｆ1 

Ｗ１ 

Ｌ 2 

Ｆ2 
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a. ヒンジ板 

ヒンジ板に生じる応力は，次式により算定する。ヒンジ板に生じる荷重

の例を図 4.3－3 に示す。 

 

Ｍ1＝Ｗ 1・Ｌ 4・10-3 

Ｑ1＝Ｗ 1 

ここで， 

Ｍ1 ：ヒンジ板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ1 ：ヒンジ板のせん断力（kN） 

Ｗ1 ：スラスト荷重（kN） 

Ｌ4 ：ヒンジ板の 2 軸間距離（mm） 

 

 

 

 

図 4.3－3 ヒンジ板に生じる荷重の例 

 

  

Ｗ１ 

Ｌ4 

ヒンジピン 

ヒンジ板 

ヒンジボルト 
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b. ヒンジピン 

ヒンジピンに生じる応力は，次式により算定する。ヒンジピンに生じる

荷重の例を図 4.3－4 に示す。 

 

Ｍ2＝
2 2
1 2Ｆ Ｆ ・Ｌ5・10-3 

Ｑ2＝
2 2
1 2Ｆ Ｆ  

ここで， 

Ｍ2 ：ヒンジピンの曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ2 ：ヒンジピンのせん断力（kN） 

Ｆ1 ：扉幅方向の転倒力（kN） 

Ｆ2 ：扉厚方向の転倒力（kN） 

Ｌ5 ：ヒンジ板と受板間距離（mm） 

 

 

 

図 4.3－4 ヒンジピンに生じる荷重の例 

 

  

2Ｆ  

1Ｆ  

2 2
1 2Ｆ Ｆ  

ヒンジ板 

ヒンジピン 

ヒンジボルト 

Ｌ5 
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c. ヒンジボルト 

ヒンジボルトに生じる応力は，次式により算定する。ヒンジボルトに生

じる荷重の例を図 4.3－5 に示す。 

 

Ｑ3＝
2 2
1 1

1

Ｗ Ｆ

n


 

ここで， 

Ｑ3 ：ヒンジボルトのせん断力（kN） 

Ｗ1 ：スラスト荷重（kN） 

Ｆ1 ：扉幅方向の転倒力（kN） 

ｎ1 ：ヒンジボルトの本数 

 

 

 

 

図 4.3－5 ヒンジボルトに生じる荷重の例 

  

 

 

1Ｗ  

ヒンジ板 

ヒンジピン 

ヒンジボルト 

2 2
1 1Ｗ Ｆ

1Ｆ

2 2
1 1

1

Ｗ Ｆ

n
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(2) カンヌキ部 

カンヌキ部は，カンヌキ及びカンヌキ受けプレートで構成されており，生

じる応力は次式により算定する。カンヌキ部に作用する荷重の例を図 4.3－

6 に示す。 

 

Ｒ 1＝ｋＨ・ＧＤ／ｎ 2 

ここで， 

Ｒ 1 ：地震力に伴う荷重の反力（kN） 

ｋＨ  ：水平震度 

ＧＤ  ：扉重量（kN） 

ｎ 2 ：カンヌキの本数 

 

 

 

 

 

図 4.3－6 カンヌキ部に作用する荷重の例 

  

Ｒ1 

 

カンヌキ 

カンヌキ受けプレート 
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a. カンヌキ 

カンヌキに生じる応力は，次式により算定する。なお，算定に当たって

は，カンヌキの一端を固定端としてモデル化した片持ちはりとして評価し，

カンヌキの取付部位に応じて作用する応力を考慮する。カンヌキに生じる

荷重の例を図 4.3－7 に示す。 

 

Ｍ4＝Ｒ 1・Ｌ 6・10-3 

Ｑ4＝Ｒ 1 

ここで，  

Ｍ4 ：カンヌキの曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ4 ：カンヌキのせん断力（kN） 

Ｒ1 ：地震力に伴う荷重の反力（kN） 

Ｌ6 ：カンヌキの突出長さ（mm） 

 

 

 

 

 

図 4.3－7 カンヌキに生じる荷重の例 

  

Ｒ1 

 

Ｌ6 

カンヌキ 
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b. カンヌキ受けプレート 

カンヌキ受けプレートに生じる応力は，次式により算定する。なお，算

定に当たっては，カンヌキ受けプレート端部を固定端としてモデル化した

片持ちはりとして評価し，カンヌキ受けプレートに作用する応力を考慮す

る。カンヌキ受けプレートに生じる荷重の例を図 4.3－8 に示す。 

 

Ｍ5＝Ｒ 1・Ｌ 7・10-3 

Ｑ5＝Ｒ 1 

ここで， 

Ｍ5 ：カンヌキ受けプレートの曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ5 ：カンヌキ受けプレートのせん断力（kN） 

Ｒ1 ：カンヌキ受けプレートに作用する荷重（kN） 

Ｌ7 ：カンヌキ受けプレートの長さ（mm） 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3－8 カンヌキ受けプレートに生じる荷重の例 

  

Ｌ7 

Ｒ1 カンヌキ受けプレート 
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4.3.4.2 断面検定 

評価対象部位に発生する応力より算定する応力度及び荷重が，許容限界値

以下であることを確認する。 

 

(1) ヒンジ部 

a. ヒンジ板 

ヒンジ板に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，ヒンジ板の短

期許容応力度以下であることを確認する。 

 

(a) ヒンジ板に生じる曲げ応力度 

σ1＝（Ｍ 1・106）／Ｚ 1 

ここで， 

σ1 ：ヒンジ板の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ1 ：ヒンジ板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ1 ：ヒンジ板の断面係数（mm3） 

 

(b) ヒンジ板に生じるせん断応力度 

τ1＝（Ｑ 1・103）／Ａ 1 

ここで， 

τ1 ：ヒンジ板のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ1 ：ヒンジ板のせん断力（kN） 

Ａ1 ：ヒンジ板のせん断断面積（mm2） 

 

(c) ヒンジ板に生じる組合せ応力度 

ヒンジ板に生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力

度を「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，ヒンジ板の短期許容応

力度以下であることを確認する。 

   2 2
1 s1 ｔ13 ≦　f

 

ここで， 

ｓｆｔ 1 ：ヒンジ板の短期許容引張応力度（N/mm2） 

σ1 ：ヒンジ板の曲げ応力度（N/mm2） 

τ1 ：ヒンジ板のせん断応力度（N/mm2） 
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b. ヒンジピン 

ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，ヒンジピン

の短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

(a) ヒンジピンに生じる曲げ応力度 

σ2＝（Ｍ 2・106）／Ｚ 2 

ここで， 

σ2 ：ヒンジピンの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ2 ：ヒンジピンの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2 ：ヒンジピンの断面係数（mm3） 

 

(b) ヒンジピンに生じるせん断応力度 

τ2＝（Ｑ 2・103）／Ａ 2 

ここで， 

τ2 ：ヒンジピンのせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ2 ：ヒンジピンのせん断力（kN） 

Ａ2 ：ヒンジピンのせん断断面積（mm2） 

 

(c) ヒンジピンに生じる組合せ応力度 

ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応

力度を「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，ヒンジピンの短期許

容応力度以下であることを確認する。 

   2 2
2 s2 ｔ23 ≦　f  

ここで， 

ｓｆｔ 2 ：ヒンジピンの短期許容引張応力度（N/mm2） 

σ2 ：ヒンジピンの曲げ応力度（N/mm2） 

τ2 ：ヒンジピンのせん断応力度（N/mm2） 
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c. ヒンジボルト 

ヒンジボルトに生じるせん断応力度を次式により算定し，ヒンジボルト

の短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

τ3＝（Ｑ 3・103）／Ａ 3 

ここで， 

τ3 ：ヒンジボルトのせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ3 ：ヒンジボルトのせん断力（kN） 

Ａ3 ：ヒンジボルトのせん断断面積（mm2） 
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(2) カンヌキ部 

a. カンヌキ 

カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，カンヌキの短

期許容応力度以下であることを確認する。 

 

(a) カンヌキに生じる曲げ応力度 

σ4＝（Ｍ 4・106）／Ｚ 4 

ここで， 

σ4 ：カンヌキの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ4 ：カンヌキの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ4 ：カンヌキの断面係数（mm3） 

 

(b) カンヌキに生じるせん断応力度 

τ4＝（Ｑ 4・103）／Ａ 4 

ここで， 

τ4 ：カンヌキのせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ4 ：カンヌキのせん断力（kN） 

Ａ4 ：カンヌキのせん断断面積（mm2） 

 

(c) カンヌキに生じる組合せ応力度 

カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力

度を「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，カンヌキの短期許容応

力度以下であることを確認する。 

2 2
4 4 s t 43 ≦　f     

ここで， 

ｓｆｔ 4 ：カンヌキの短期許容引張応力度（N/mm2） 

σ4 ：カンヌキの曲げ応力度（N/mm2） 

τ4 ：カンヌキのせん断応力度（N/mm2） 
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b. カンヌキ受けプレート 

カンヌキ受けプレートに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，

カンヌキ受けプレートの短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

(a) カンヌキ受けプレートに生じる曲げ応力度 

σ5＝（Ｍ 5・106）／Ｚ 5 

ここで， 

σ5 ：カンヌキ受けプレートの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ5 ：カンヌキ受けプレートの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ5 ：カンヌキ受けプレートの断面係数（mm3） 

 

(b) カンヌキ受けプレートに生じるせん断応力度 

τ5＝（Ｑ 5・103）／Ａ 5 

ここで， 

τ5 ：カンヌキ受けプレートのせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ5 ：カンヌキ受けプレートのせん断力（kN） 

Ａ5 ：カンヌキ受けプレートのせん断断面積（mm2） 

 

(c) カンヌキ受けプレートに生じる組合せ応力度 

カンヌキ受けプレートに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，

組合せ応力度を「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，カンヌキ受

けプレートの短期許容応力度以下であることを確認する。 

2 2
5 5 s t53 ≦　f     

ここで， 

ｓｆｔ 5 ：カンヌキ受けプレートの短期許容引張応力度（N/mm2） 

σ5 ：カンヌキ受けプレートの曲げ応力度（N/mm2） 

τ5 ：カンヌキ受けプレートのせん断応力度（N/mm2） 
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4.3.5 評価条件 

耐震評価に用いる評価条件を表 4.3－3 に示す。 

 

表 4.3－3 耐震評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 

水密扉

No. 

31 

共通 

Ｗ1 kN スラスト荷重 7.332 

ＧＤ kN 扉重量 4.119 

ｋＨ － 水平震度 1.22 

ｋＵＤ － 鉛直震度 0.78 

Ｌ1 mm 扉幅方向の扉重心とヒンジ芯間距離 540 

Ｌ2 mm 扉厚方向の扉重心とヒンジ芯間距離 148 

Ｌ3 mm ヒンジ芯間距離 1570 

ヒ

ン

ジ

部 

ヒンジ板 

Ｌ4 mm ヒンジ板の 2 軸間距離 80 

Ｚ1 mm3 ヒンジ板の断面係数 10670 

Ａ1 mm2 ヒンジ板のせん断断面積 1600 

ヒンジピン 

Ｌ5 mm ヒンジ板と受板間距離 27 

Ｚ2 mm3 ヒンジピンの断面係数 785.4 

Ａ2 mm2 ヒンジピンのせん断断面積 314.2 

ヒンジボルト 
ｎ1 本 ヒンジボルトの本数 4 

Ａ3 mm2 ヒンジボルトのせん断断面積 58 

カ

ン

ヌ

キ

部 

共通 ｎ2 本 カンヌキの本数 3 

カンヌキ 

Ｌ6 mm カンヌキの突出長さ 45 

Ｚ4 mm3 カンヌキの断面係数 169.6 

Ａ4 mm2 カンヌキのせん断断面積 113.1 

カンヌキ受け 

プレート 

Ｌ7 mm カンヌキ受けプレートの長さ 144 

Ｚ5 mm3 カンヌキ受けプレートの断面係数 5520 

Ａ5 mm2 カンヌキ受けプレートのせん断断面積 2760 
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4.4 タイプⅣ 

4.4.1 評価対象部位 

評価対象部位は「2.3 構造計画」に示す水密扉の構造上の特徴を踏まえ選定

する。地震荷重により水密扉に生じる慣性力は，扉板から水密扉戸当り用支柱，

水平材及び外部縦柱に伝わり，水密扉戸当り用支柱を固定するアンカーボルトを

介し，取水槽躯体に伝達されることから，評価対象部位は扉板，水密扉戸当り用

支柱，水平材，外部縦柱及びアンカーボルトとする。 

タイプⅣ水密扉は No.35 及び No.36 であり，扉の横幅が広いことから，代表と

して「No.35」を評価する。 

水密扉に作用する荷重の作用図を図 4.4－1に，タイプⅣ水密扉リストを表 4.4

－1 に示す。 
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図 4.4－1 水密扉に作用する荷重の作用図（水密扉閉止時） 

取水槽除じん機エリア水密扉（東） 

  

扉板 

外部縦柱 
外部縦柱 

水平材 

扉板 

水平材 

（取水槽側） （外側） 

（外側） 

（取水槽側） 

水密扉戸当り用支柱 

取水槽（躯体） 取水槽 

（躯体） アンカーボルト  アンカーボルト  

正面図  断面図  

平面図  

：水平方向地震力 

：鉛直方向地震力 

：評価対象部位 

ｋＵＤ 

ｋ
Ｈ
 

：評価対象部位に作用する荷重 

ｋ
Ｈ
 

ｋＵＤ 

ｋ
Ｈ
 

ｋＵＤ 

扉板 

外部縦柱 

水密扉戸当り用支柱 アンカーボルト  

ｋ
Ｈ
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表 4.4－1 タイプⅣ水密扉リスト 

水密扉

No. 
扉名称 

評価対象 

設備 

（代表） 

35 取水槽除じん機エリア水密扉（東） ○ 

36 取水槽除じん機エリア水密扉（西）  
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4.4.2 荷重及び荷重の組合せ 

4.4.2.1 荷重の組合せ 

水密扉の評価に用いる荷重の組合せを下記に示す。 

Ｇ＋Ｓｓ＋Ｗ 

ここで，Ｇ ：固定荷重（kN） 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重（kN） 

Ｗ ：風荷重（kN） 

水密扉は，上載物の荷重を負担する又は影響を受ける構造となっていな 

いことから，積載荷重については考慮しない。 

 

4.4.2.2 荷重 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として水密扉の自重を考慮する。自重は「4.4.5 評価条件」に

示す。 

 

(2) 地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重は，基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。「3. 固有振動数及

び設計用地震力」で設定した設計震度を用いて，次式により算定する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

ここで，Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重（kN） 

            Ｇ ：固定荷重（kN） 

            ｋ ：設計震度 

なお，水平及び鉛直地震力による組合せ応力が作用する部位の評価は，水

平方向と鉛直方向の地震力が同時に作用するものとして評価する。 
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(3) 風荷重（Ｗ） 

風速 30m/s 時の風荷重を考慮する。風荷重は，評価対象部位周辺の風圧力

に風の受圧面積を乗じた次式により算出する。風荷重の算定に用いる風圧力

を表 4.4－2 に示す。 

Ｗ＝ｗ・Ａ 

Ｗ  ：風荷重（kN） 

ｗ  ：風圧力（kN/m2） 

Ａ   ：風の受圧面積(m2) 

 

表 4.4－2 風圧力 

風圧力 

ｗ（kN/m2） 
1.71 
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4.4.3 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏

まえて設定する。 

 

4.4.3.1 使用材料 

タイプⅣを構成する扉板，水密扉戸当り用支柱，水平材，外部縦柱及び

アンカーボルトの使用材料を表 4.4－3 に示す。 

 

表 4.4－3 水密扉の使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

扉板 SS400 PL-9 

水密扉戸当り用支柱 SS400 H-200×200×8×12 

水平材 SS400 [-150×75×6.5×10 

外部縦柱 SS400 [-250×90×9×13 

アンカーボルト SUS304 M24 
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4.4.3.2 許容限界 

(1) 鋼材 

鋼材の許容限界は，「Ｓ規準」を踏まえて表 4.4－4 の値とする。 

 

表 4.4－4 鋼材の許容限界 

材質 

短期許容応力度(N/mm2) 

引張 圧縮 曲げ せん断 

SS400（ｔ≦40）＊ 235 235 235 135 

注記＊：ｔは板厚を示す。 

 

(2) アンカーボルトの許容限界の算定値 

アンカーボルトの許容限界は，「4.4.1 評価対象部位」に記載したアン

カーボルトに作用する荷重の向きを踏まえて，「各種合成構造設計指針・同

解説」に基づき算出した表 4.4－5 の値とする。 

なお，評価対象部位のアンカーボルトが引張力を受ける場合においては，

アンカーボルトの降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較

して，いずれか小さい値を採用する。また，評価対象部位のアンカーボルト

がせん断力を受ける場合においては，アンカーボルトのせん断強度により決

まる耐力，定着したコンクリート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコー

ン状破壊により決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を採用する。 

 

 

表 4.4－5 アンカーボルトの許容限界 

材質 
許容耐力(kN/本) 

引張 せん断 

アンカーボルト

（SUS304） 
90 51 
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4.4.4 評価方法 

4.4.4.1 応力算定 

(1) 扉板 

扉板に生じる応力は，水平材を支点とした単純支持ばりとして算定する。

扉板に作用する荷重の例を図 4.4－2 に示す。 

 

a. 扉板に作用する基準地震動Ｓｓによる地震荷重  

Ｓｓ1＝Ｇ 1・ｋＨ  

 

Ｓｓ1 ：扉板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷 

重(kN) 

Ｇ1 ：水密扉材の自重(kN) 

ｋＨ  ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

 

b. 扉板に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重  

ｗss1＝Ｂ３・ｗｈ１ 

ｗｈ１＝ｐ２ ’＋ｗ 

ｐ２ ’＝ Ｓｓ 1 / (Ｂ２・Ｌ２) 

 

ｗss1 ：扉板に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重 

  (kN/m) 

Ｂ３ ：荷重の載荷幅(m) 

ｗｈ１ ：扉板に作用する単位面積当たりの設計水平等分布荷重 (kN/m2) 

ｐ２ ’ ：扉板に作用する単位面積当たりの設計水平等分布地震荷重 

(kN/m2) 

ｗ ：風圧力（kN/m2） 

Ｓｓ1 ：扉板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重  

 (kN) 

Ｂ２ ：水密扉幅 (m) 

Ｌ２ ：水密扉高さ (m) 

 

c. 扉板に生じる曲げ応力度 

Ｍ1＝ｗ ss1・Ｌ３
2／8 

 

Ｍ1 ：扉板に生じる曲げモーメント（kN・m） 
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ｗss1 ：扉板に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重 

  (kN/m) 

Ｌ３ ：扉板の部材長（m） 

 

 

 

 

 

図 4.4－2 扉板に生じる荷重の例 

 

  

除じん機エリア水密扉(西)

Ｌ3 

Ｌ3 

Ｗss１ 
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(2) 水平材 

水平材の引張側は，縦枠端部を支点とする単純ばりとして計算する。水平

材に作用する荷重の例を図 4.4－3 に示す。 

  

a. 水密扉戸当り用支柱に作用する基準地震動Ｓｓによる地震荷重  

Ｓｓ1＝Ｇ 1・ｋＨ 

 

Ｓｓ1 ：扉板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震 

荷重(kN) 

Ｇ1 ：水密扉材の自重 (kN) 

ｋＨ  ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

 

b. 水平材に作用する単位長さ当たりの等分布荷重  

ｗss2＝Ｂ４・ｗｈ１ 

ｗｈ１＝ｐ２ ’＋ｗ 

ｐ２ ’＝ Ｓｓ 1/ (Ｂ２・Ｌ２) 

 

ｗss2 ：水平材に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重 

  (kN/m) 

Ｂ４ ：荷重の載荷幅(m) 

ｗｈ１ ：扉板に作用する単位面積当たりの水平方向の等分布荷重 

  (kN/m2) 

ｐ２ ’ ：扉板に作用する単位面積当たりの設計水平等分布地震荷重 

(kN/m2) 

ｗ ：風圧力（kN/m2） 

Ｓｓ1 ：扉板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

 (kN) 

Ｂ２ ：水密扉幅 (m) 

Ｌ２ ：水密扉高さ (m) 

 

c. 水平材に生じる曲げ応力度 

Ｍ2＝ｗ ss2・Ｌ４
2／8 

 

Ｍ2 ：水平材の曲げモーメント（kN・m） 

ｗss2  ：対象水平材に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重 

  (kN/m) 
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Ｌ４  ：水平材の部材長（m） 

 

d. 水平材に生じるせん断応力度 

Ｑ2＝ｗ ss2・Ｌ４／2 

 

Ｑ2 ：水平材のせん断力（kN） 

ｗss2 ：水平材に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷 

重(kN/m) 

Ｌ４  ：水平材の部材長 (m) 

 

 

図 4.4－3 水平材に作用する荷重の例 

 

  

ｗss２ 

Ｌ4 
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(3) 外部縦柱 

外部縦柱に生じる応力は，床面を固定端とする片持ちばりとして計算する。

外部縦柱に作用する荷重の例を図 4.4－4 に示す。 

 

a. 外部縦柱に作用する基準地震動Ｓｓによる地震荷重  

Ｓｓ1＝Ｇ 1・ｋＨ 

 

Ｓｓ1 ：扉板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷 

重(kN) 

Ｇ1 ：水密扉材の自重(kN) 

ｋＨ  ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

 

b. 外部縦柱に作用する単位長さ当たりの等分布荷重 

ｗｈ２＝(ｐ２ ’＋ ｗ)・Ｂ５/2 

ｐ２ ’＝Ｓｓ 1 / (Ｂ２・Ｌ２) 

 

ｗｈ２ ：外部縦柱に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重 

(kN/m) 

ｐ２ ’ ：扉板に作用する単位面積当たりの設計水平等分布地震荷重 

(kN/m2) 

ｗ ：風圧力（kN/m2） 

Ｂ５ ：外部縦柱スパン(m) 

Ｓｓ1 ：扉板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷 

重(kN) 

Ｂ２ ：水密扉幅 (m) 

Ｌ２ ：水密扉高さ（m） 

 

c. 外部縦柱に生じる曲げ応力度 

Ｍ3＝ｗｈ２・Ｌ５
2 /2 

 

Ｍ3 ：外部縦柱の曲げモーメント（kN・m） 

ｗｈ２   ：外部縦柱に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重 

(kN/m) 

Ｌ５  ：外部縦柱全長（m） 
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d. 外部縦柱に生じるせん断応力度 

Ｑ3＝ｗｈ２・Ｌ５ 

 

Ｑ3 ：外部縦柱のせん断力（kN） 

ｗｈ２   ：外部縦柱に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重 

(kN/m) 

Ｌ５  ：外部縦柱全長(m)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4－4 外部縦柱に生じる荷重の例 

 

 

 

 

 

 

  

ｋＨ 

ｋＵＤ 

Ｌ
５
 



 

135 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-9
 R
0 

(4) 水密扉戸当り用支柱 

水密扉戸当り用支柱に生じる応力は，床面を固定端とする片持ちばりとし

て計算する。水密扉戸当り用支柱に作用する荷重の例を図 4.4－5 に示す。 

 

a. 水密扉戸当り用支柱に作用する基準地震動Ｓｓによる地震荷重  

Ｓｓ2＝Ｇ 2・ｋＨ  

Ｓｓｖ＝Ｇ 2・ｋＵＤ 

 

Ｓｓ2 ：水密扉戸当り用支柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向 

の設計地震荷重(kN) 

Ｇ2 ：水密扉材と壁材の合計自重(kN) 

ｋＨ  ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

Ｓｓｖ ：水密扉戸当り用支柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方 

向の設計地震荷重 (kN) 

ｋＵＤ  ：基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 

 

b. 水密扉戸当り用支柱に作用する単位長さ当たりの等分布荷重  

ｗｈ３＝Ｗｈ/Ｌ１ 

Ｗｈ＝Ｓｓ２＋Ｗ１ 

 

ｗｈ３   ：水密扉戸当り用支柱に作用する単位長さ当たりの水平方向の等 

分布荷重 (kN/m) 

Ｗｈ   ：水密扉戸当り用支柱に作用する水平方向の荷重(kN) 

Ｌ１ ：水密扉戸当り用支柱全長(m) 

Ｓｓ２ ：水密扉戸当り用支柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向 

の設計地震荷重(kN) 

Ｗ１  ：設計水平風荷重(kN) 

 

c. 水密扉戸当り用支柱に生じる曲げ応力度 

Ｍ４＝ｗｈ３・Ｌ１
2/2 

 

Ｍ４ ：水密扉戸当り用支柱の曲げモーメント（kN・m） 

ｗｈ３   ：水密扉戸当り用支柱に作用する単位長さ当たりの水平方向の 

等分布荷重 (kN/m) 

Ｌ１  ：水密扉戸当り用支柱全長（m） 
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d. 水密扉戸当り用支柱に生じる鉛直荷重 

① 引張応力度（鉛直上向き）（安全側の検討として自重は考慮しない） 

Ｎ4＝Ｓｓｖ  

 

Ｎ4 ：水密扉戸当り用支柱の引張荷重（kN） 

Ｓｓｖ ：水密扉戸当り用支柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直 

方向の設計地震荷重（kN） 

 

② 圧縮応力度（鉛直下向き） 

Ｎ5＝Ｓｓｖ＋Ｇ 2 

 

Ｎ5 ：水密扉戸当り用支柱の圧縮荷重（kN） 

Ｓｓｖ ：水密扉戸当り用支柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直 

方向の設計地震荷重（kN） 

Ｇ2 ：水密扉材と壁材の合計自重(kN) 

 

e. 水密扉戸当り用支柱に生じるせん断応力度 

Ｑ4＝Ｗｈ 

 

Ｑ4 ：水密扉戸当り用支柱のせん断力（kN） 

Ｗｈ  ：水密扉戸当り用支柱に作用する水平方向の荷重(kN)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4－5 水密扉戸当り用支柱に生じる荷重の例 

  

M

L1
Wh

Ｌ１ 

Ｗｈ 

Ｍ４ 
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(5) アンカーボルト 

アンカーボルトに生じる力は，支柱下端の断面力を基に算出する。アンカ

ーボルトに作用する荷重の例を図 4.4－6 に示す。 

 

ＴＡ１＝ⅤＡ１/ＮＡ１＋ＭＡ１・ｘｉＡ１/Σｎ・ｘｉＡ１
2
 

ＱＡ１＝ＳＡ１/ＮＡ１  

 

ＴＡ１   ：アンカーボルト 1 本当たりの引張力（kN） 

ＱＡ１   ：アンカーボルト 1 本当たりのせん断力（kN） 

ⅤＡ１   ：水密扉戸当り用支柱に発生する引張荷重（kN） 

ＮＡ１   ：アンカーボルト全本数（本） 

ＭＡ１   ：水密扉戸当り用支柱に発生する曲げモーメント（kN・m） 

ｘｉＡ１  ：偏心距離（mm） 

∑n・ｘｉＡ１
2 ：2 次モーメントの合計値（mm2） 

ＳＡ１   ：水密扉戸当り用支柱に発生するせん断力（kN） 

 

 

 

 

 

図 4.4－6 アンカーボルトに生じる荷重の例 
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4.4.4.2 断面検定 

評価対象部位に発生する応力より算定する応力度及び荷重が，許容限界値

以下であることを確認する。 

 

(1) 扉板 

扉板に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，扉板の短期許容応力

度以下であることを確認する。 

 

a. 扉板に生じる曲げ応力度 

σ1＝（Ｍ 1・106）／Ｚ 1 

 

σ1    ：扉板の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ1    ：扉板の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ1    ：扉板の断面係数（mm3） 

 

b. 扉板に生じるせん断応力度 

τ1＝（Ｑ 1・103）／（ｈ 1・ｔ 1） 

 

τ1   ：扉板のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ1   ：扉板のせん断力（kN） 

ｈ1   ：単位幅当たり高さ（mm） 

ｔ1   ：扉板の厚さ（mm） 

 

(2) 水平材 

水平材に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，水平材の短期許容

応力度以下であることを確認する。 

 

a. 水平材に生じる曲げ応力度 

σ2＝（Ｍ 2・106）／Ｚ 2 

 

σ2    ：水平材の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ2   ：水平材の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2   ：水平材の断面係数（mm3） 
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b. 水平材に生じるせん断応力度 

τ2＝（Ｑ 2・103）／（ｈ 2・ｔ 2） 

 

τ2   ：水平材のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ2   ：水平材のせん断力（kN） 

ｈ2   ：荷重負担幅（mm） 

ｔ2   ：せん断抵抗部材の厚さ（mm） 

 

(3) 外部縦柱 

外部縦柱に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，各短期許容応力

度以下であることを確認する。 

 

a. 外部縦柱に生じる曲げ応力度 

σ3＝（Ｍ 3・106）／Ｚ 3 

 

σ3    ：外部縦柱の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ3   ：外部縦柱の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ3   ：外部縦柱の断面係数（mm3） 

 

b. 外部縦柱に生じるせん断応力度 

τ3＝（Ｑ 3・103）／（ｈ 3・ｔ 3） 

 

τ3   ：外部縦柱のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ3    ：外部縦柱のせん断力（kN） 

ｈ3    ：外部縦柱のウェブ高（mm） 

ｔ3    ：外部縦柱のウェブ厚（mm） 

 

c. 外部縦柱に生じる組合せ応力度 

外部縦柱に生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応力度を「Ｓ

規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認

する。 

√σ3
2+3∙τ3

2 ≦ ft 

 

σ3    ：外部縦柱の曲げ応力度（N/mm2） 

τ3   ：外部縦柱のせん断応力度（N/mm2） 

ｆt    ：短期許容引張応力度（N/mm2） 
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(4) 水密扉戸当り用支柱 

水密扉戸当り用支柱に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，水密

扉戸当り用支柱の短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

a. 水密扉戸当り用支柱に生じる曲げ応力度 

σ4＝（Ｍ 4・106）／Ｚ 4 

 

σ4 ：水密扉戸当り用支柱の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ4 ：水密扉戸当り用支柱の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ4 ：水密扉戸当り用支柱の断面係数（mm3） 

 

b. 水密扉戸当り用支柱に生じる鉛直応力度 

① 引張応力度（鉛直上向き）（安全側の検討として自重は考慮しない） 

σ5＝（Ｎ 4・103）／Ａ 

 

σ5 ：水密扉戸当り用支柱の引張応力度（N/mm2） 

Ｎ4 ：水密扉戸当り用支柱の引張荷重（kN） 

Ａ ：水密扉戸当り用支柱の断面積（mm2） 

 

② 圧縮応力度（鉛直下向き） 

σ6＝（Ｎ 5・103）／Ａ 

 

σ6 ：水密扉戸当り用支柱の圧縮応力度（N/mm2） 

Ｎ5 ：水密扉戸当り用支柱の鉛直荷重（kN） 

Ａ ：水密扉戸当り用支柱の断面積（mm2） 

 

c. 水密扉戸当り用支柱に生じるせん断応力度 

τ4＝（Ｑ 4・103）／（ｈ 4・ｔ 4） 

 

τ4 ：水密扉戸当り用支柱のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ4 ：水密扉戸当り用支柱のせん断力（kN） 

ｈ4 ：水密扉戸当り用支柱のウェブ高（mm） 

ｔ4 ：水密扉戸当り用支柱のウェブ厚（mm） 

 

d. 水密扉戸当り用支柱に生じる組合せ応力度 

水密扉戸当り用支柱に生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応
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力度を「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下である

ことを確認する。 

① 曲げ応力度と引張応力度 

   σ4 fb⁄ +σ5 ft⁄ ≦1 

 

σ4 ：水密扉戸当り用支柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

ｆb ：短期許容曲げ応力度（N/mm2） 

σ5 ：水密扉戸当り用支柱に生じる引張応力度（N/mm2）  

ｆt ：短期許容引張応力度（N/mm2）  

 

② 曲げ応力度と圧縮応力度 

   σ4 fb⁄ +σ6 fc⁄ ≦1 

 

σ4 ：水密扉戸当り用支柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

ｆb ：短期許容曲げ応力度（N/mm2） 

σ6 ：水密扉戸当り用支柱に生じる圧縮応力度（N/mm2）  

ｆc ：短期許容圧縮応力度（N/mm2）  

 

③ 曲げ応力度とせん断応力度 

         √σ4
2+3∙τ4

2 ≦ ft 

 

σ4 ：水密扉戸当り用支柱の曲げ応力度（N/mm2） 

τ4 ：水密扉戸当り用支柱のせん断応力度（N/mm2） 

ｆt ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

④ 曲げ応力度，引張応力度，せん断応力度 

√(σ4+σ5)2＋3×τ4
2≦ft 

 

σ4 ：水密扉戸当り用支柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

σ5 ：水密扉戸当り用支柱に生じる引張応力度（N/mm2）  

τ4 ：水密扉戸当り用支柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ  ：短期許容引張応力度（N/mm2）  

 

⑤ 曲げ応力度，圧縮応力度，せん断応力度 

√(σ4＋σ6)
2
＋3×τ4

2≦ft 
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σ4 ：水密扉戸当り用支柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

σ6 ：水密扉戸当り用支柱に生じる圧縮応力度（N/mm2）  

τ4 ：水密扉戸当り用支柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ  ：短期許容引張応力度（N/mm2）  

 

(5) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力又はせん断力を「各種合成構造

設計指針」に基づき算定し，アンカーボルトの許容荷重以下であることを確

認する。 

 

（ＴＡ１／Ｔa）2＋（ＱＡ１／Ｑ a） 2≦1 

ＴＡ１／Ｔa≦1.0 

ＱＡ１／Ｑa≦1.0 

 

ＴＡ１  ：アンカーボルト 1 本当たりの引張力(kN) 

Ｔ a         ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力(kN) 

ＱＡ１  ：アンカーボルト 1 本当たりのせん断力(kN) 

Ｑ a      ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力(kN) 
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4.4.5 評価条件 

「4.4.4 評価方法」に用いる評価条件を表 4.4－6 に示す。 

 

表 4.4－6(1) 耐震評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 

水密扉

No. 

35 

共通 

Ｓｓ 1 kN 
扉板に作用する基準地震動Ｓｓによる水

平方向の設計地震荷重 
19.8 

Ｇ 1 kN 水密扉材の自重 11.0 

ｋＨ ― 基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 1.8 

ｗｈ１ kN/m2 
扉板に作用する単位面積当たりの設計水

平等分布荷重 
6.09 

ｐ２ ’ kN/m2 
扉板に作用する単位面積当たりの設計水

平等分布地震荷重 
4.38 

Ｂ２ m 水密扉幅 1.940 

Ｌ２ m 水密扉高さ 2.333 

Ｇ２ kN 水密扉材と壁材の合計自重 14.7 

ｋＵＤ ― 基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 0.8 

扉板 

ｗ ss1 kN/m 
扉板に作用する単位長さ当たりの水平方

向の等分布荷重 
6.08 

Ｂ３ m 荷重の載荷幅 1.000 

ｗ kN/m2 風圧力 1.71 

Ｍ 1 kN・m 扉板に生じる曲げモーメント 0.29 

Ｌ３ m 扉板の部材長 0.613 

σ 1 N/mm2 扉板の曲げ応力度 21.48 

Ｚ 1 mm3 扉板の断面係数 1.35×104 

τ 1 N/mm2 扉板のせん断応力度 0.21 

Ｑ 1 kN 扉板のせん断力 1.86 

ｈ 1 mm 単位幅当たり高さ 1000 

ｔ 1 mm 扉板の厚さ 9 

水平材 

ｗ ss2 kN/m 
水平材に作用する単位長さ当たりの水平

方向の等分布荷重 
3.73 

Ｂ４ m 荷重の載荷幅 0.612 

Ｍ 2 kN・m 水平材の曲げモーメント 1.08 

Ｌ４ m 水平材の部材長 1.520 

Ｑ 2 kN 水平材のせん断力 2.83 

σ 2 N/mm2 水平材の曲げ応力度 9.39 

Ｚ 2 mm3 水平材の断面係数 1.15×105 

τ 2 N/mm2 水平材のせん断応力度 0.51 

ｈ 2 mm 荷重負担幅 612 

ｔ 2 mm せん断抵抗部材の厚さ 9 
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表 4.4－6(2) 耐震評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 

水密扉

No. 

35 

外部縦柱 

ｗｈ２ kN/m 
外部縦柱に作用する単位長さ当たりの水

平方向の等分布荷重 
4.63 

Ｂ５ m 外部縦柱スパン 1.520 

Ｍ 3 kN・m 外部縦柱の曲げモーメント 14.78 

Ｌ５ m 外部縦柱全長 2.527 

Ｑ 3 kN 外部縦柱のせん断力 11.70 

σ 3 N/mm2 外部縦柱の曲げ応力度 44.25 

Ｚ 3 mm3 外部縦柱の断面係数 3.34×105 

τ 3 N/mm2 外部縦柱のせん断応力度 5.80 

ｈ 3 mm 外部縦柱のウェブ高 224 

ｔ 3 mm 外部縦柱のウェブ厚 9 

水密扉戸

当り用支

柱 

Ｓｓ 2 kN 
水密扉戸当り用支柱に作用する基準地震

動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 
26.46 

Ｓｓｖ kN 
水密扉戸当り用支柱に作用する基準地震

動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重 
11.76 

ｗｈ３ kN/m 
水密扉戸当り用支柱に作用する単位長さ

当たりの水平方向の等分布荷重 
13.15 

Ｗｈ kN 
水密扉戸当り用支柱に作用する水平方向

の荷重 
32.89 

Ｌ１ m 水密扉戸当り用支柱全長 2.500 

Ｗ１ kN 設計水平風荷重 6.43 

Ｍ４ kN・m 水密扉戸当り用支柱の曲げモーメント 41.09 

Ｎ 4 kN 水密扉戸当り用支柱の引張荷重 11.76 

Ｎ 5 kN 水密扉戸当り用支柱の圧縮荷重 26.46 

Ｑ 4 kN 水密扉戸当り用支柱のせん断力 32.89 

σ 4 N/mm2 水密扉戸当り用支柱の曲げ応力度 87.06 

Ｚ 4 mm3 水密扉戸当り用支柱の断面係数 4.72×105 

σ５ N/mm2 水密扉戸当り用支柱の引張応力度 1.85 

Ａ mm2 水密扉戸当り用支柱の断面積 6353 

σ６ N/mm2 水密扉戸当り用支柱の圧縮応力度 4.16 

τ 4 N/mm2 水密扉戸当り用支柱のせん断応力度 23.36 

ｈ 4 mm 水密扉戸当り用支柱のウェブ高 176 

ｔ 4 mm 水密扉戸当り用支柱のウェブ厚 8 
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表 4.4－6(3) 耐震評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 

水密扉

No. 

35 

アンカー

ボルト 

ＴＡ１ kN  アンカーボルト 1 本当たりの引張力 61.88 

ＱＡ１ kN アンカーボルト 1 本当たりのせん断力 8.22 

ⅤＡ１ kN 水密扉戸当り用支柱に発生する引張荷重 11.76 

ＮＡ１ 本 アンカーボルト全本数 4 

ＭＡ１ kN・m 
水密扉戸当り用支柱に発生する曲げモー

メント 
41.09 

ｘｉＡ１ mm 偏心距離 0.175 

∑n・ｘｉＡ１
2 mm2 2 次モーメントの合計値 0.122 

ＳＡ１ kN 水密扉戸当り用支柱に発生するせん断力 32.89 

Ｔ a kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引

張力 

90 

Ｑ a kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せ

ん断力 

51 
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4.5 タイプⅤ 

4.5.1 評価対象部位 

水密扉の評価対象部位は「2.3 構造計画」に示す水密扉の構造上の特徴を踏

まえ選定する。 

タイプⅤのうち，扉部については，「4.1 タイプⅠ」及び「4.2 タイプⅡ」

で評価しているため，「4.5 タイプⅤ」ではパネル部（パネル板，柱，はり，

パネル芯材，アンカーボルト）を評価対象部位とする。 

タイプⅤ水密扉リストを表 4.5－1 に示す。 

また，結果が厳しい評価対象部位を有する水密扉を代表として評価するものと

し，水密扉 No.13 を抽出した。 

水密扉に作用する荷重の例を図 4.5－1 に示す。 
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図 4.5－1 水密扉に作用する荷重の作用図  

：水平方向地震力 

：鉛直方向地震力 

：評価対象部位（パネル部） 

ｋＵＤ 

ｋ
Ｈ
 

：評価対象部位に作用する荷重 

ｋ
Ｈ
 

 

ｋＵＤ 

 

アンカーボルト 建物 
（躯体） 

アンカーボルト アンカーボルト 

断面図 正面図 

パネル芯材 

パネル板 

はり 

ｋ
Ｈ
 

 

ｋＵＤ 

 

ｋ
Ｈ
 

 

平面図 

建物 
（躯体） 

建物 
（躯体） 

はり 

パネル板 

アンカーボルト 

柱 
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表 4.5－1 タイプⅤ水密扉リスト 

水密扉 No. 扉名称 

評価対象 

設備 

（代表） 

13 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室南側水密扉 〇 

14 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室東側水密扉  

15 原子炉建物地下 1 階 IA 圧縮機室水密扉（階段室）  

17 原子炉建物 1 階 RCW 熱交換器室南側水密扉  

21 タービン建物地下 1 階封水回収ポンプ室北側水密扉  

27 廃棄物処理建物地下 1 階被服置場北側水密扉  

33 制御室建物 2 階チェックポイント連絡水密扉  
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4.5.2 荷重及び荷重の組合せ 

4.5.2.1 荷重の組合せ 

パネル部の評価に用いる荷重の組合せを下記に示す。 

Ｇ＋Ｓｓ 

ここで，Ｇ ：固定荷重（kN） 

Ｓｓ ：地震荷重（kN） 

パネル部は，上載物の荷重を負担する又は影響を受ける構造となっていな 

いことから，積載荷重については考慮しない。 

 

4.5.2.2 荷重 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重としてパネル部の自重を考慮する。自重は「4.5.5 評価条件」

に示す。 

 

(2) 地震荷重（Ｓｓ） 

耐震Ｓクラス施設及び耐震Ｃ－２クラス施設の地震荷重は，基準地震動Ｓｓ

による荷重を考慮する。耐震Ｂクラス施設の地震荷重は地震力ＳＢによる荷

重を考慮する。なお制御室建物及び廃棄物処理建物に設置される耐震Ｂクラ

ス施設の水密扉は保守的に基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。地震荷重

は「3. 固有振動数及び設計用地震力」で設定した設計震度を用いて，次式

により算定する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

ここで，Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓによる地震荷重（kN） 

Ｇ ：固定荷重（kN） 

ｋ ：設計震度 

なお，水平及び鉛直地震力による組合せ応力が作用する部位の評価は，水

平方向と鉛直方向の地震力が同時に作用するものとし，パネル部については

組合せ係数法を考慮する。 
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4.5.3 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏

まえて設定する。 

 

4.5.3.1 使用材料 

タイプⅤを構成するパネル部（パネル板，柱，はり，パネル芯材，アンカ

ーボルト）の使用材料を表 4.5－2 に示す。 

 

表 4.5－2 パネル部の使用材料 

評価対象部位 
材質 

強度区分 
仕様 

パ

ネ

ル

部 

パネル板 SS400 PL-12 

柱 SS400 
H-300×300×10×15 

[-300×90×9×13 

はり SS400 BH-470×200×12×19 

パネル芯材 SS400 [-300×90×9×13 

アンカーボルト SS400 M20 
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4.5.3.2 許容限界 

(1) 鋼材 

鋼材の許容限界は，「Ｓ規準」に基づき算定した短期許容応力度を表 4.5

－3 の値とする。 

 

表 4.5－3 鋼材の許容限界 

材質 
短期許容応力度(N/mm2) 

引張 圧縮 曲げ＊ せん断 

SS400 235 235 235 135 

注記＊：上限値であり，座屈長さ等を勘案して設定する。 

 

(2) アンカーボルトの許容限界 

アンカーボルトの許容限界は，「4.5.1 評価対象部位」に記載したアン

カーボルトに作用する荷重の向きを踏まえて，「各種合成構造設計指針・同

解説」に基づき算定した，表 4.5－4 の値とする。 

なお，評価対象部位のアンカーボルトが引張力を受ける場合においては，

アンカーボルトの降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較

して，いずれか小さい値を採用する。また，評価対象部位のアンカーボルト

がせん断力を受ける場合においては，アンカーボルトのせん断強度により決

まる耐力，定着したコンクリート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコー

ン状破壊により決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を採用する。 
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表 4.5－4 アンカーボルトの許容限界 

水密扉 

No. 
扉名称 

許容耐力（kN／本） 

引張 せん断 

13 原子炉建物地下 1 階 CRD ポンプ室南側水密扉 39 39 
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4.5.4 評価方法 

4.5.4.1 応力算定 

(1) パネル板 

パネル板に生じる応力は，等分布荷重を受ける両端単純支持のはりとして

算定する。パネル板に作用する荷重の例を図 4.5－2 に示す。 

 

Ｍ 1＝ＧＰ・ｋＨ・（Ｌ 1・10-3）2／8 

ここで， 

Ｍ 1 ：パネル板の曲げモーメント（kN・m/m） 

ＧＰ  ：パネル板の自重（kN/m） 

Ｌ 1 ：パネル板の短辺長さ（mm） 

ｋＨ  ：水平方向の設計震度 

 

 

 

 

 

 

図 4.5－2 パネル板に作用する荷重の例 

 

  

Ｌ１

ＧＰ・ｋＨ
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(2) パネル芯材 

パネル芯材に生じる応力は，等分布荷重を受ける両端単純支持のはりとし

て算定する。パネル芯材に作用する荷重の例を図 4.5－3 に示す。 

 

Ｍ 2＝ＧＢ・ｋＨ・（Ｌ 2・10-3）2／8 

Ｑ 2＝ＧＢ・ｋＨ・Ｌ 2・10-3／2 

ここで， 

Ｍ 2 ：パネル芯材の曲げモーメント（kN・m） 

Ｑ 2 ：パネル芯材のせん断力（kN） 

ＧＢ  ：パネル芯材の自重（パネル板の自重を含む）（kN/m） 

ｋＨ  ：水平方向の設計震度 

Ｌ 2 ：パネル芯材の支持スパン（mm） 

Ｌ2

ＧＢ・ｋＨ

 

図 4.5－3 パネル芯材に作用する荷重の例 
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(3) 柱，はり及びアンカーボルト 

地震荷重を受けるはり要素でモデル化し，実状に合わせて境界条件を定め

た解析モデルに置き換え，柱，はり及びアンカーボルトに発生する応力を応

力解析により算定し，各許容限界との比較を行う。 

評価モデル図及び評価モデルに作用する荷重の例を図 4.5－4 及び図 4.5

－5 に示す。解析に使用するプログラムは，「ＫＡＮＳＡＳ２」である。な

お，解析プログラムの検証及び妥当性の確認の概要については，Ⅵ-5「計算

機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

解析に用いる部材の物性値は以下とする。 

ヤング係数  ：Ｅ＝205000(N/mm2) 

せん断弾性係数：Ｇ＝79000(N/mm2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         （単位：㎜） 

図 4.5－4 評価モデル図  
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図 4.5－5 評価モデルに作用する荷重の例  

  

ｋＨ  

ｋＨ  

ｋＵＤ  
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4.5.4.2 断面検定 

評価対象部位に発生する応力より算定する応力度及び荷重が，許容限界以

下であることを確認する。なお，水平及び鉛直方向の荷重が同時に作用する

部材については，組合せを考慮する。 

 

(1) パネル板 

パネル板に生じる曲げ応力度を算定し，パネル板の短期許容応力度以下で

あることを確認する。 

 

a. パネル板に生じる曲げ応力度 

σｂ 1＝（Ｍ 1・106）／Ｚ 1 

ここで，  

σｂ 1 ：パネル板の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ1 ：パネル板の曲げモーメント（kN・m/m） 

Ｚ1 ：パネル板の断面係数（mm3/m） 

 

(2) パネル芯材 

パネル芯材に生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，パネル芯材の

短期許容応力度以下であることを確認する。 

 

a. パネル芯材に生じる曲げ応力度 

σｂ 2＝（Ｍ 2・106）／Ｚ 2 

ここで，  

σｂ 2 ：パネル芯材の曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ2 ：パネル芯材の曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2 ：パネル芯材の断面係数（mm3） 

 

b. パネル芯材に生じるせん断応力度 

τ2＝（Ｑ 2・103）／Ａ 2 

ここで， 

τ2 ：パネル芯材のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ2 ：パネル芯材のせん断力（kN） 

Ａ2 ：パネル芯材のせん断断面積（mm2） 
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(3) 柱 

柱に生じる曲げ応力度，せん断応力度及び軸応力度を算定し，柱の短期許

容応力度以下であることを確認する。 

 

a. 柱に生じる曲げ応力度 

σｂｘ 3＝（Ｍｘ 3・106）／Ｚｘ 3 

σｂｙ 3＝（Ｍｙ 3・106）／Ｚｙ 3 

ここで，  

σｂｘ 3 ：柱の強軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σｂｙ 3 ：柱の弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｘ 3 ：柱の強軸回りの曲げモーメント（kN・m） 

Ｍｙ 3 ：柱の弱軸回りの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚｘ 3 ：柱の強軸回りの断面係数（mm3） 

Ｚｙ 3 ：柱の弱軸回りの断面係数（mm3） 

 

b. 柱に生じるせん断応力度 

τｘ 3＝（Ｑｘ 3・103）／ＡＳｘ 3 

τｙ 3＝（Ｑｙ 3・103）／ＡＳｙ 3 

ここで， 

τｘ 3 ：柱の強軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

τｙ 3 ：柱の弱軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｘ 3 ：柱の強軸方向のせん断力（kN） 

Ｑｙ 3 ：柱の弱軸方向のせん断力（kN） 

ＡＳｘ 3 ：柱の強軸方向のせん断断面積（mm2） 

ＡＳｙ 3 ：柱の弱軸方向のせん断断面積（mm2）  
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c. 柱に生じる軸応力度 

σｃ（ｔ）3＝（Ｎｃ（ｔ）3・103）／Ａｇ3 

ここで， 

σｃ（ｔ）3 ：柱の軸応力度（N/mm2） 

Ｎｃ（ｔ）3 ：柱の圧縮又は引張軸力（kN） 

Ａｇ 3  ：柱の断面積（mm2） 

 

d. 柱に生じる組合せ応力度 

柱に生じる曲げ応力度及び軸応力度の組合せに対する検定比は，次式に

より算出し，検定比 1.0 以下であることを確認する。 

σｂｘ 3/ｓｆｂｘ3 ＋σｂｙ3/ｓｆｂｙ 3 ＋  σc（ｔ） 3/ｓｆ c（ｔ） 3≦1.0 

ここで，  

σｂｘ 3  ：柱の強軸回りの曲げ応力度（N/mm2）  

ｓｆｂｘ3 ：柱の強軸回りの短期許容曲げ応力度（N/mm2）  

σｂｙ 3  ：柱の弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2）  

ｓｆｂｙ3 ：柱の弱軸回りの短期許容曲げ応力度（N/mm2）  

σc（ｔ） 3  ：柱の軸応力度（N/mm2）  

ｓｆ c（ｔ） 3  ：柱の短期許容圧縮又は許容引張応力度（N/mm2）  

 

柱に生じる曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する応

力度は，次式により算出し，短期許容引張応力度以下であることを確認す

る。 

 
2 2

bｘ3 bｙ3 ｃ（ｔ）3 3 s ｔ33 ≦　f      
 

ここで， 

σｂｘ 3  ：柱の強軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σｂｙ 3  ：柱の弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2）  

σc（ｔ） 3 ：柱の軸応力度（N/mm2）  

τ3  ：柱のせん断応力度（max（τｘ 3，τｙ 3））（N/mm2）  

ｓｆｔ 3   ：柱の短期許容引張応力度（N/mm2） 
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(4) はり 

はりに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を算定し，はりの短期許容応力

度以下であることを確認する。 

a. はりに生じる曲げ応力度 

σｂｘ 4＝（Ｍｘ 4・106）／Ｚｘ 4 

σｂｙ 4＝（Ｍｙ 4・106）／Ｚｙ 4 

ここで，  

σｂｘ 4 ：はりの強軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σｂｙ 4 ：はりの弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍｘ 4 ：はりの強軸回りの曲げモーメント（kN・m） 

Ｍｙ 4 ：はりの弱軸回りの曲げモーメント（kN・m） 

Ｚｘ 4 ：はりの強軸回りの断面係数（mm3） 

Ｚｙ 4 ：はりの弱軸回りの断面係数（mm3） 

 

b. はりに生じるせん断応力度 

τｘ 4＝（Ｑｘ 4・103）／ＡＳｘ 4 

τｙ 4＝（Ｑｙ 4・103）／ＡＳｙ 4 

ここで， 

τｘ 4 ：はりの強軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

τｙ 4 ：はりの弱軸方向のせん断応力度（N/mm2） 

Ｑｘ 4 ：はりの強軸方向のせん断力（kN） 

Ｑｙ 4 ：はりの弱軸方向のせん断力（kN） 

ＡＳｘ 4 ：はりの強軸方向のせん断断面積（mm2） 

ＡＳｙ 4 ：はりの弱軸方向のせん断断面積（mm2） 
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c. はりに生じる軸応力度 

σｃ（ｔ）4＝（Ｎｃ（ｔ）4・103）／Ａｇ4 

ここで， 

σｃ（ｔ）4 ：はりの軸応力度（N/mm2） 

Ｎｃ（ｔ）4 ：はりの圧縮又は引張軸力（kN） 

Ａｇ 4  ：はりの断面積（mm2） 

 

d. はりに生じる組合せ応力度 

はりに生じる曲げ応力度及び軸応力度の組合せに対する検定比は，次式

により算出し，検定比 1.0 以下であることを確認する。 

σｂｘ 4/ｓｆｂｘ4 ＋σｂｙ4/ｓｆｂｙ 4 ＋  σc（ｔ） 4/ｓｆ c（ｔ） 4≦1.0 

ここで，  

σｂｘ 4  ：はりの強軸回りの曲げ応力度（N/mm2）  

ｓｆｂｘ4 ：はりの強軸回りの短期許容曲げ応力度（N/mm2）  

σｂｙ 4  ：はりの弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2）  

ｓｆｂｙ4 ：はりの弱軸回りの短期許容曲げ応力度（N/mm2）  

σc（ｔ） 4  ：はりの軸応力度（N/mm2）  

ｓｆ c（ｔ） 4  ：はりの短期許容圧縮又は許容引張応力度（N/mm2）  

 

はりに生じる曲げ応力度，軸応力度及びせん断応力度の組合せに対する

応力度は，次式により算出し，短期許容引張応力度以下であることを確認

する。 

 
2 2

bｘ4 bｙ4 ｃ（ｔ）4 4 s ｔ43 ≦　f      
 

ここで， 

σｂｘ 4  ：はりの強軸回りの曲げ応力度（N/mm2） 

σｂｙ 4  ：はりの弱軸回りの曲げ応力度（N/mm2）  

σc（ｔ） 4 ：はりの軸応力度（N/mm2）  

τ4  ：はりのせん断応力度（max（τｘ4，τｙ 4））（N/mm2）  

ｓｆｔ 4   ：はりの短期許容引張応力度（N/mm2） 
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(5) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力又はせん断力は，応力解析によ

り求めた支点反力を用いて算定し，アンカーボルトの短期許容荷重以下であ

ることを確認する。 

 

（Ｑ5／Ｑ 5a）2＋（Ｔ5／Ｔ 5a）2≦1.0 

 

Ｑ 5／Ｑ 5a≦1.0 

ここで，  

Ｑ 5 ：アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力(kN) 

Ｑ 5a ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力(kN) 

 

Ｔ 5／Ｔ 5a≦1.0 

ここで， 

Ｔ 5 ：アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力(kN) 

Ｔ 5a ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力(kN) 
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4.5.5 評価条件 

耐震評価に用いる評価条件を表 4.5－5 に示す。 

 

表 4.5－5 耐震評価に用いる条件 

  

対象部位 記号 単位 定義 

水密扉

No. 

13 

共通 
ｋＨ － 水平震度 0.98 

ｋＵＤ － 鉛直震度 0.97 

パ

ネ

ル

部 

パネル板 

ＧＰ kN/m パネル板の自重 0.9240 

Ｌ1 mm パネル板の短辺長さ 550 

Ｚ1 mm3/m パネル板の断面係数 24000 

パネル芯材 

ＧＢ kN/m パネル芯材の自重 0.8130 

Ｌ2 mm パネル芯材の支持スパン 330 

Ｚ2 mm3 パネル芯材の断面係数 429000 

Ａ2 mm2 パネル芯材のせん断断面積 2466 

柱 

Ｍｘ 3 kN・m 柱の強軸回りの曲げモーメント 2.135 

Ｍｙ 3 kN・m 柱の弱軸回りの曲げモーメント 5.337 

Ｚｘ 3 mm3 柱の強軸回りの断面係数 1350000 

Ｚｙ 3 mm3 柱の弱軸回りの断面係数 450000 

Ｑｘ 3 kN 柱の強軸方向のせん断力 2.001 

Ｑｙ 3 kN 柱の弱軸方向のせん断力 5.003 

ＡＳｘ 3 mm2 柱の強軸方向のせん断断面積 2700 

ＡＳｙ 3 mm2 柱の弱軸方向のせん断断面積 9000 

Ｎｃ（ｔ）3 kN 柱の圧縮又は引張軸力 3.130 

Ａｇ 3 mm2 柱の断面積 11800 

はり 

Ｍｘ 4 kN・m はりの強軸回りの曲げモーメント 0.003000 

Ｍｙ 4 kN・m はりの弱軸回りの曲げモーメント 0.01700 

Ｚｘ 4 mm3 はりの強軸回りの断面係数 1989000 

Ｚｙ 4 mm3 はりの弱軸回りの断面係数 254000 

Ｑｘ 4 kN はりの強軸方向のせん断力 0.07600 

Ｑｙ 4 kN はりの弱軸方向のせん断力 0.3820 

ＡＳｘ 4 mm2 はりの強軸方向のせん断断面積 5184 

ＡＳｙ 4 mm2 はりの弱軸方向のせん断断面積 7600 

Ｎｃ（ｔ）4 kN はりの圧縮又は引張軸力 0.07000 

Ａｇ 4 mm2 はりの断面積 12780 

アンカー 

ボルト 

Ｑ5 kN 
アンカーボルト 1 本当たりに生じ

るせん断力 
9 

Ｔ5 kN 
アンカーボルト 1 本当たりに生じ

る引張力 
5 
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5. 評価結果 

水密扉の評価結果をタイプごとに表 5－1～表 5－5 に示す。パネル部の各部材ごとに

検定比が最大となる代表部材を図 5－1 に示す。水密扉及びパネル部の断面検定を行っ

た結果，発生応力度又は荷重が許容限界値以下であることから，水密扉が構造健全性を

有することを確認した。 

 

表 5－1 タイプⅠの断面検定結果 

水密扉

No. 
対象評価部位 分類 

発生応力度 

又は荷重 

(N/mm2) 

許容限

界値 

(N/mm2) 

発生応力度/ 

許容限界値 

24 

ヒンジ部 

ヒンジ板 

曲げ 62 235 0.27 

せん断 4 135 0.03 

組合せ 63 235 0.27 

ヒンジピン 

曲げ 265 345 0.77 

せん断 22 199 0.12 

組合せ 268 345 0.78 

ヒンジボルト せん断 25 375 0.07 

カンヌキ

部 

カンヌキ 

曲げ 43 205 0.21 

せん断 6 118 0.06 

組合せ 45 205 0.22 

カンヌキ 

受けピン 

曲げ 147 345 0.43 

せん断 11 199 0.06 

組合せ 149 345 0.44 

カンヌキ 

受けボルト 
引張 57 651 0.09 

アンカーボルト＊ 

せん断 4 25 0.16 

引張 4 23 0.18 

組合せ － － 0.06 

注記＊：アンカーボルトの評価は単位を kN とする。 
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表 5－2 タイプⅡの断面検定結果 

水密扉

No. 
対象評価部位 分類 

発生応力度 

又は荷重 

(N/mm2) 

許容限

界値 

(N/mm2) 

発生応力度/ 

許容限界値 

28 

ヒンジ部 

ヒンジ板 

曲げ 69 215 0.33 

せん断 6 124 0.05 

組合せ 70 215 0.33 

ヒンジピン 

曲げ 166 345 0.49 

せん断 27 199 0.14 

組合せ 173 345 0.51 

ヒンジボルト せん断 51 375 0.14 

カンヌキ

部 

カンヌキ せん断 16 20 0.80 

カンヌキ 

受けボルト 
引張 49 235 0.21 

アンカーボルト＊ 

せん断 2 22 0.10 

引張 2 20 0.10 

組合せ － － 0.02 

注記＊：アンカーボルトの評価は単位を kN とする。 
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表 5－3 タイプⅢの断面検定結果 

水密扉

No. 
対象評価部位 分類 

発生応力度 

又は荷重 

(N/mm2) 

許容限

界値 

(N/mm2) 

発生応力度/ 

許容限界値 

31 

ヒンジ部 

ヒンジ板 

曲げ 55 205 0.27 

せん断 5 118 0.05 

組合せ 56 205 0.28 

ヒンジピン 

曲げ 175 205 0.86 

せん断 17 118 0.15 

組合せ 178 205 0.87 

ヒンジボルト せん断 39 118 0.34 

カンヌキ

部 

カンヌキ 

曲げ 445 651 0.69 

せん断 15 375 0.04 

組合せ 446 651 0.69 

カンヌキ 

受けプレート 

曲げ 44 235 0.19 

せん断 1 135 0.01 

組合せ 45 235 0.20 
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表 5－4 タイプⅣの断面検定結果 

水密扉

No. 
対象評価部位 

発生応力度 

又は荷重 

(N/mm2) 

許容限界値 

(N/mm2) 

発生応力度/ 

許容限界値 

35 

扉板 
曲げ応力度 22 235 0.10 

せん断応力度 1 135 0.01 

水平材 
曲げ応力度 10 235 0.05 

せん断応力度 1 135 0.01 

外部縦柱 

曲げ応力度 45 235 0.20 

せん断応力度 6 135 0.05 

組合せ応力度 

（曲げ＋せん断） 
46 235 0.20 

水密扉戸当

り用支柱 

曲げ応力度 88 235 0.38 

せん断応力度 24 135 0.18 

組合せ応力度 

（上向き） 

（曲げ＋引張） 

－ － 0.38 

組合せ応力度 

（下向き） 

（曲げ＋圧縮） 

－ － 0.39 

組合せ応力度 

（曲げ＋せん断） 
96 235 0.41 

組合せ応力度 

（曲げ＋引張＋せ

ん断） 

（上向き） 

98 235 0.42 

組合せ応力度 

（曲げ＋圧縮＋せ

ん断） 

（下向き） 

100 235 0.43 

アンカーボ

ルト 

引張力＊ 62 90 0.69 

せん断力＊ 9 51 0.18 

組合せ － － 0.50 

注記＊：アンカーボルトの評価は単位を kN とする。 
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表 5－5 タイプⅤの断面検定結果 

水

密

扉

No. 

対象評価部位 分類 

発生応力度 

又は荷重 

（N/mm2） 

許容 

限界値 

（N/mm2） 

発生応力度

/ 

許容限界値 

13 

パ

ネ

ル

部 

パネル板 曲げ 2 235 0.01 

パネル 

芯材 

曲げ 1 235 0.01 

せん断 1 135 0.01 

柱 

曲げ（強軸） 2 230 0.01 

曲げ（弱軸） 12 230 0.06 

せん断 1 135 0.01 

軸力 1 223 0.01 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
- - 0.08 

組合せ 

（曲げ＋せん断 

＋軸力） 

16 235 0.07 

はり 

曲げ（強軸） 1 234 0.01 

曲げ（弱軸） 1 234 0.01 

せん断 1 135 0.01 

軸力 1 235 0.01 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － 0.03 

組合せ 

（曲げ＋せん断 

＋軸力） 

4 235 0.02 

アンカー

ボルト＊ 

せん断 9 39 0.24 

引張 5 39 0.13 

組合せ 

（せん断＋引張） 
－ － 0.07 

注記＊：アンカーボルトの評価は単位を kN とする。 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，取水槽水位計が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を維持

できることを説明するものである。 

取水槽水位計は，検出器及び発信器から構成される。取水槽水位計の構造図を図 1－1に示

す。 

「2. 検出器」においては，取水槽水位計のうち検出器が設計用地震力に対して十分な構造強

度を有し，電気的機能を維持できることを説明する。構造強度評価として，耐震評価上厳しくな

る基礎ボルト部について評価を実施し，電気的機能維持評価として，検出器を評価対象部位とし

て評価を実施する。 

「3. 発信器」においては，取水槽水位計のうち発信器が設計用地震力に対して十分な構造強

度を有し，電気的機能を維持できることを説明する。構造強度評価として，耐震評価上厳しくな

る基礎ボルト部について評価を実施し，電気的機能維持評価として，発信器を評価対象部位とし

て評価を実施する。 

電気的機能維持評価では，機能維持評価用加速度がすべて機能確認済加速度以下であることで

評価する。 

取水槽水位計は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以下，設計基準対

象施設としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

図 1－1 取水槽水位計の構造図 
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2. 検出器（LE215-3A，B） 

2.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，検出器が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を維持で

きることを説明するものである。 

 

2.2 一般事項 

2.2.1 構造計画 

検出器の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画（１/２） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，案内管内に設

置する。 

案内管はＵボルトにより

サポート鋼材に固定さ

れ，サポート鋼材は基礎

ボルトにより床及び壁に

設置する。 

検出器，案内管，サポ

ート鋼材及び基礎ボル

トから構成する。

サポート鋼材
（平板）

基礎ボルト

右側面

Ｂ－Ｂ矢視図

Ａ－Ａ矢視図

ケーブル

（単位：mm） （LE215-3A） 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）

後打金物

案内管 

（壁） 

正面

検出器

ＡＡ 

Ｂ

Ｂ

（据付床） 

サポート鋼材
（山形鋼）

フランジ

Ｕボルト 
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表 2－1 構造計画（２/２） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，案内管内に設

置する。 

案内管はＵボルトにより

サポート鋼材に固定さ

れ，サポート鋼材は基礎

ボルトにより床及び壁に

設置する。 

検出器，案内管，サポ

ート鋼材及び基礎ボル

トから構成する。

Ｄ－Ｄ矢視図

Ｃ－Ｃ矢視図

（単位：mm） 

サポート鋼材
（平板）

基礎ボルト 

左側面 
（LE215-3B） 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）

後打金物

案内管 

（壁） 

正面

検出器

Ｃ Ｃ

Ｄ

Ｄ

（据付床） 

サポート鋼材
（山形鋼）

ケーブル

Ｕボルト 



S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-1
6 
R0
 

5 

2.2.2 評価方針 

検出器の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組

合せ並びに許容限界に基づき，「2.2.1 構造計画」にて示す検出器の部位を踏まえ「2.3 

評価部位」にて設定する箇所において，「2.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設

計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「2.5 構造強度評価」にて示す方

法にて確認することで実施する。また，検出器の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の

基本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，機能維持評価用加速度が機能確

認済加速度以下であることを，「2.6 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実

施する。確認結果を「2.7 評価結果」に示す。 

検出器の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 検出器の耐震評価フロー 

設計用地震力 

解析モデル設定 

固有値解析 

地震時における応力 

検出器の構造強度評価 

地震応答解析 

検出器の機能維持評価 

機能維持評価用加速度 
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2.2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気

協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。）
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2.2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ

ＣＨ

ＣＶ 

ｄ 

Ｆ 

Ｆ 

Ｆｂ 

Ｆｘ 

Ｆｙ 

Ｆｚ 

ƒｓｂ 

ƒｔｏ 

ƒｔｓ

g 

１

２

３

Ｍｘ 

Ｍｙ 

Ｍｚ 

ｎ 

ｎ１ 

ｎ２ 

ｎ３ 

Ｑｂ 

Ｓｕ 

Ｓｙ

Ｓｙ(ＲＴ) 

Ｗ１ 

Ｗ２ 

π 

σｂ 

τｂ 

基礎ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

基礎ボルトの呼び径 

設計・建設規格 SSB-3131.1(1)に定める値 

設計・建設規格 SSB-3133に定める値 

基礎ボルトに作用する引張力 

サポート基礎部に作用する力（Ｘ方向）

サポート基礎部に作用する力（Ｙ方向）

サポート基礎部に作用する力（Ｚ方向）

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力

（許容組合せ応力） 

重力加速度（＝9.80665） 

ボルト間距離（Ｍｘに対する） 

ボルト間距離（Ｍｚに対する） 

ボルト間距離（Ｍｙに対する） 

サポート基礎部に作用するモーメント（Ｘ軸周り）

サポート基礎部に作用するモーメント（Ｙ軸周り）

サポート基礎部に作用するモーメント（Ｚ軸周り）

基礎ボルトの本数 

Ｍｘに耐えうる基礎ボルトの本数 

Ｍｚに耐えうる基礎ボルトの本数 

Ｍｙに耐えうる基礎ボルトの本数 

基礎ボルトに作用するせん断力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

検出器の荷重 

ケーブルの荷重

円周率 

基礎ボルトに生じる引張応力 

基礎ボルトに生じるせん断応力 

mm2 

― 

― 

mm 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm 

mm 

mm 

N・mm 

N・mm 

N・mm 

― 

― 

― 

― 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

― 

MPa 

MPa 

＊
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2.2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりである。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目＊3 四捨五入 有効数字 4桁＊2，*3 

力 N 有効数字 5桁目＊3 四捨五入 有効数字 4桁＊2，*3 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊4 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：計算機プログラム固有の桁処理により算出値が有効数字 4桁以下となる場合は，

計算機プログラム保有の最大桁数表示とする。 

＊4：設計・建設規格  付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降

伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値

とする。 
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2.3 評価部位 

検出器の耐震評価は，「2.5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しく

なる壁面サポート及び床面サポートの基礎ボルト部について実施する。検出器の耐震評価部位

については，表 2－1の概略構造図に示す。 
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2.4 固有周期 

2.4.1 固有値解析方法 

  検出器の固有値解析方法を以下に示す。 

(1) 検出器は，「2.4.2 解析モデル及び諸元」に示す三次元はりモデルとして考える。

2.4.2 解析モデル及び諸元 

検出器の解析モデルを図 2－2及び図 2－3に，解析モデルの概要を以下に示す。また，

機器の諸元を本計算書の【検出器（LE215-3A）の耐震性についての計算結果】，【検出器

（LE215-3B）の耐震性についての計算結果】のその他の機器要目に示す。 

(1) 検出器の案内管の質量は，案内管自身の質量のほか，内包水の質量及び水の付加質量＊

を考慮する。 

(2) 検出器及びケーブルの質量は，それぞれの重心に集中するものとする。

(3) 検出器及びケーブルの重心位置については，計算条件が厳しくなる位置に重心位置を設

定するものとする。 

(4) 拘束条件として，基礎部の並進方向を固定する。なお，基礎ボルト部は剛体として評価

する。 

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

(6) 解析コードは，「ＮＳＡＦＥ」を使用し，固有値及び荷重を求める。

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算

機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

注記＊：機器が流体中で加速度を受けた場合に質量が増加したような効果を模擬した質量 
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図 2－2 解析モデル（LE215-3A） 

壁面サポート① 

壁面サポート② 

壁面サポート③ 

壁面サポート④ 

壁面サポート⑤ 

壁面サポート⑦ 

壁面サポート⑥ 

ケーブル荷重点

検出器荷重点 

案内管 

サポート鋼材

（山形鋼）

剛性の高い梁要素 

サポート支持点

（壁面サポート基礎部） 

壁面サポート詳細 

(①～⑦)

サポート支持点

（床面サポート基礎部）

案内管 

X Z 

Y 
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図 2－3 解析モデル（LE215-3B） 

ケーブル荷重点

案内管 

壁面サポート詳細 

(①～⑦)

サポート支持点

（床面サポート基礎部）

壁面サポート① 

壁面サポート② 

壁面サポート③ 

壁面サポート④ 

壁面サポート⑤ 

壁面サポート⑦ 

壁面サポート⑥ 

X Z 

Y 

サポート鋼材

（山形鋼）

サポート支持点

（壁面サポート基礎部） 

案内管 

検出器荷重点 

剛性の高い梁要素 
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2.4.3 固有値解析結果 

固有値解析結果を表 2－3，振動モード図を図 2－4及び図 2－5に示す。固有周期は

0.05秒以下であり，剛構造であることを確認した。 

表 2－3 固有値解析結果 

図 2－4 振動モード（LE215-3A）（1次モード 水平方向 s） 

計器番号 モード 卓越方向 
固有周期

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

LE215-3A 1 次 水平 ― ― ― 

LE215-3B 1 次 水平 ― ― ― 
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図 2－5 振動モード（LE215-3B）（1次モード 水平方向 s） 
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2.5 構造強度評価 

2.5.1 構造強度評価方法 

2.4.2項(1)～(6)のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は，検出器に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用させる。

また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，絶対値和を適用す

る。 

2.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

2.5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

検出器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表 2－4に示す。 

2.5.2.2 許容応力 

検出器の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 2－5のとおり

とする。 

2.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

検出器の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるもの

を表 2－6に示す。
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S2 補 Ⅵ-2-10-2-16 R0 

表 2－4 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

津波監視設備 取水槽水位計 Ｓ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅢＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 2－5 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 2－6 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 

（床面サポート） 

SS400 

（径≦16mm） 
周囲環境温度 50 241 394 － 

基礎ボルト 

（壁面サポート） 
SUS316L 周囲環境温度 50 169 472 175 
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2.5.3 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 2－7に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

に基づき設定する。 

表 2－7 設計用地震力（設計基準対象施設） 

機器名称 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

水平

方向 

鉛直

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

検出器 

（LE215-3A） 

取水槽 

EL 4.0＊1 

（EL 8.8＊1） 

0.05

以下 
― ― ＣＨ＝4.85＊2 ＣＶ＝2.13＊2 

検出器 

（LE215-3B） 

取水槽 

EL 4.0＊1 

（EL 8.8＊1） 

0.05

以下 
― ― ＣＨ＝4.85＊2 ＣＶ＝2.13＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
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2.5.4 計算方法 

2.5.4.1 応力の計算方法 

2.5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，図 2－6及び図 2－7に示す三次元はりモデルによる個別

解析からサポート評価点の内力を求めて，その結果を用いて手計算にて基礎ボル

トを評価する。個別解析によって得られたサポート評価点の最大反力とモーメン

トを表 2－8及び表 2－9に示す。

図 2－6 計算モデル（基礎ボルト部）（LE215-3A） 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）

サポート評価点
床面サポート 

詳細 

 

Y Y 

Z 

基礎ボルト

壁面サポート 
詳細 

サポート評価点

ケーブル荷重点

検出器荷重点

X 

ℓ ２

ℓ

ℓ １

ℓ

ℓ ３

ℓ
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図 2－7 計算モデル（基礎ボルト部）（LE215-3B） 

サポート評価点
床面サポート 

詳細 

ℓ１ 

ℓ２ 

ℓ３ 

壁面サポート 

詳細 

サポート評価点

X 

Y 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）

基礎ボルト 

Z 

Y 

ケーブル荷重点

検出器荷重点
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表2－8 サポート発生反力，モーメント（床面サポート） 

対象機器 
反力(N) モーメント(N･mm)

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

LE215-3A 

LE215-3B 

表 2－9 サポート発生反力（壁面サポート）

対象機器 
反力(N) 

Ｆb Ｑb 

LE215-3A 

LE215-3B 

(1) 引張応力

基礎ボルト（1本当たり）に対する引張応力は，下式により計算する。

引張力（床面サポートのみ） 

Ｆｂ＝ 
Ｆｙ

ｎ
 ＋ 

Ｍｘ

１・ｎ１
 ＋ 

Ｍｚ

２・ｎ２
･･････････････････････ (2.5.4.1.1.1)

引張応力 

σｂ＝ 
Ｆｂ

Ａｂ
･･････････････････････････････････････････････ (2.5.4.1.1.2)

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ＝ 
π

4
・ｄ2  ･･････････････････････････････････････････ (2.5.4.1.1.3) 

(2) せん断応力

基礎ボルト（1本当たり）に対するせん断応力は，下式により計算する。

せん断力（床面サポートのみ） 

Ｑｂ＝ 
Ｆｘ2＋Ｆｚ2

ｎ
 ＋ 

Ｍｙ

３・ｎ３
･････････････････････････  (2.5.4.1.1.4) 

せん断応力 

τｂ＝ 
Ｑｂ

Ａｂ
 ･･････････････････････････････････････････････  (2.5.4.1.1.5) 
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2.5.5 計算条件 

2.5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【検出器（LE215-3A）の耐震性について

の計算結果】，【検出器（LE215-3B）の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機

器要目に示す。 

2.5.6 応力の評価 

2.5.6.1 基礎ボルトの応力評価 

2.5.4.1項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力ƒｔｓ以

下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ･････････････････････ (2.5.6.1.1) 

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下である

こと。ただし，ƒｓｂは下表による。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

 Ｆ 

2
・1.5

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5
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2.6 機能維持評価 

2.6.1 電気的機能維持評価方法 

検出器の電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づ

き，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度を設定する。 

検出器の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，実機の据付

状態を模擬したうえで，検出器が設置される壁における設計用床応答スペクトルを包絡す

る模擬地震波による加振試験において電気的機能の健全性を確認した加振台の最大加速度

を適用する。 

機能確認済加速度を表 2－10に示す。 

表 2－10 機能確認済加速度  (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

検出器 

（LE215-3A） 

水平 

鉛直 

検出器 

（LE215-3B） 

水平 

鉛直 
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2.7 評価結果 

2.7.1 設計基準対象施設としての評価結果 

検出器の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。 

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気

的機能を維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【検出器（LE215-3A）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

検出器 

（LE215-3A） 
Ｓ 

取水槽 

EL 4.0＊1

（EL 8.8＊1） 

0.05以下 ― ― ＣＨ＝4.85＊2 ＣＶ＝2.13＊2 50 

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ１ 
(N) 

Ｗ２ 
(N) 

ｄ 
(mm) 

Ａｂ 
(mm2) 

ℓ１ ℓ２ ℓ３ ｎ ｎ１ ｎ２ ｎ３ 
Ｓｙ

(MPa) 
Ｓｕ

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（床面サポート） 

241 

(径≦16mm) 

394 

(径≦16mm) 
― 241 ― 

基礎ボルト 

（壁面サポート） 
― ― ― ― ― ― 169 472 175 175 ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 サポート基礎部に作用する力   (単位：N) 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（床面サポート） 
― ― ― 

1.3.2 サポート基礎部に作用するモーメント    (単位：N･mm) 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（床面サポート） 
― ― ― 

1.3.3 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（床面サポート） 
― ― 

基礎ボルト 

（壁面サポート） 
― ― 
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1.4 結論 

1.4.1 基礎ボルトの応力     (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（床面サポート） 

SS400 
引張 ― ― σｂ＝8 ƒｔｓ＝180＊ 

せん断 ― ― τｂ＝3 ƒｓｂ＝139 

基礎ボルト 

（壁面サポート） 
SUS316L 

引張 ― ― σｂ＝18 ƒｔｓ＝105＊ 

せん断 ― ― τｂ＝5 ƒｓｂ＝80 

すべて許容応力以下である。   注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

検出器 

（LE215-3A） 

水平方向 1.17 

鉛直方向 0.87 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

項目 記号 単位 
入力値 

(LE215-3A) 

材質 ― ― SUS316/SUS316TP 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 50 

縦弾性係数 Ｅ MPa 193000 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）

サポート評価点
床面サポート 

詳細 

 

Y Y 

Z 

基礎ボルト

壁面サポート 

詳細 

サポート評価点

ケーブル荷重点

検出器荷重点

X 

ℓ ２

ℓ

ℓ １

ℓ

ℓ ３

ℓ
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【検出器（LE215-3B）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

検出器 

（LE215-3B） 
Ｓ 

取水槽 

EL 4.0＊1

（EL 8.8＊1） 

0.05以下 ― ― ＣＨ＝4.85＊2 ＣＶ＝2.13＊2 50 

1.2 機器要目 

部材 
Ｗ１ 
(N) 

Ｗ２ 
(N) 

ｄ 
(mm) 

Ａｂ 
(mm2) 

ℓ１ ℓ２ ℓ３ ｎ ｎ１ ｎ２ ｎ３ 
Ｓｙ

(MPa) 
Ｓｕ

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（床面サポート） 

241 

(径≦16mm) 

394 

(径≦16mm) 
― 241 ― 

基礎ボルト 

（壁面サポート） 
― ― ― ― ― ― 169 472 175 175 ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 サポート基礎部に作用する力   (単位：N) 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（床面サポート） 
― ― ― 

1.3.2 サポート基礎部に作用するモーメント    (単位：N･mm) 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（床面サポート） 
― ― ― 

1.3.3 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（床面サポート） 
― ― 

基礎ボルト 

（壁面サポート） 
― ― 
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1.4 結論 

1.4.1 基礎ボルトの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（床面サポート） 
SS400 

引張 ― ― σｂ＝8 ƒｔｓ＝180＊ 

せん断 ― ― τｂ＝3 ƒｓｂ＝139 

基礎ボルト 

（壁面サポート） 
SUS316L 

引張 ― ― σｂ＝18 ƒｔｓ＝105＊ 

せん断 ― ― τｂ＝5 ƒｓｂ＝80 

すべて許容応力以下である。   注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

検出器 

（LE215-3B） 

水平方向 1.17 

鉛直方向 0.87 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

項目 記号 単位 
入力値 

(LE215-3B) 

材質 ― ― SUS316/SUS316TP 

質量 ｍ kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Ｔ ℃ 50 

縦弾性係数 Ｅ MPa 193000 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 

サポート評価点
床面サポート 

詳細 

ℓ１ 

ℓ２ 

ℓ３ 

壁面サポート 

詳細 

サポート評価点

X 

Y 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）

基礎ボルト

Z 

Y 

ケーブル荷重点

検出器荷重点
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3. 発信器（LX215-3A，B）

3.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，発信器が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を維持で

きることを説明するものである。 

3.2 一般事項 

3.2.1 構造計画 

発信器の構造計画を表 3－1に示す。 



35
 

S2 補 Ⅵ-2-10-2-16 R0 

表 3－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

発信器は，計器取付ボル

トにより計器取付板に固

定され，計器取付板は，

計器取付板取付ボルトに

より計器サポートに固定

される。 

計器サポートは計器サポ

ート取付ボルトによりベ

ースに固定され，ベース

は基礎ボルトで壁に設置

する。 

壁掛形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた壁掛形の計器

スタンション）

機器名称 
発信器 

（LX215-3A） 

発信器 

（LX215-3B） 

たて 

横 

高さ 

横 たて 

高
さ

 

計器取付ボルト 

計器取付板取付ボルト 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）

計器サポート取付ボルト 

計器取付板 

発信器 

壁 

（左右方向）  （前後方向） 

ベース 

計器サポート 

（単位：mm） 
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3.2.2 評価方針 

発信器の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組

合せ並びに許容限界に基づき，「3.2.1 構造計画」にて示す発信器の部位を踏まえ「3.3 

評価部位」にて設定する箇所において，「3.4 固有周期」で測定した固有周期に基づく設

計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「3.5 構造強度評価」にて示す方

法にて確認することで実施する。また，発信器の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の

基本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，機能維持評価用加速度が機能確

認済加速度以下であることを，「3.6 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実

施する。確認結果を「3.7 評価結果」に示す。 

発信器の耐震評価フローを図 3－1に示す。 

図 3－1 発信器の耐震評価フロー 

固有周期 

設計用地震力 

地震時における応力 

支持構造物の構造強度評価 

機能維持評価用加速度 

計器の電気的機能維持評価 



37 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
0
-2
-1
6 
R0

 

3.2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気

協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。）
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3.2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄ ボルトの呼び径 mm 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｂ ボルトに作用する引張力（1本当たり） N 

Ｆｂ１ 鉛直方向地震及び壁掛形計器スタンション取付面に対し左右方向

の水平方向地震によりボルトに作用する引張力（1本当たり） 

N 

Ｆｂ２ 鉛直方向地震及び壁掛形計器スタンション取付面に対し前後方向

の水平方向地震によりボルトに作用する引張力（1本当たり） 

N 

ƒｓｂ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力（許容組

合せ応力） 

MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ２ 据付面又は取付面から重心までの距離 mm 

３ 重心と下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形） mm 

ｂ 上側ボルトと下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形） mm 

ａ 左側ボルトと右側ボルト間の水平方向距離（壁掛形） mm 

ｍ 計器スタンションの質量 kg 

ｎ ボルトの本数 ― 

ｎｆＶ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（前後方向）

（壁掛形） 

― 

ｎｆＨ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（左右方向）

（壁掛形） 

― 

Ｑｂ ボルトに作用するせん断力 N 

Ｑｂ１ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形） N 

Ｑｂ２ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形） N 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

＊
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記号 記号の説明 単位 

π 円周率 ― 

σｂ ボルトに生じる引張応力 MPa 

τｂ ボルトに生じるせん断応力 MPa 

ＰＳ 積雪荷重 N 
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3.2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 3－2に示すとおりである。 

表 3－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

速度 m/s ― ― 小数点以下第 1位 

速度圧 N/m2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3.3 評価部位 

発信器の耐震評価は「3.5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しく

なる基礎ボルトについて評価を実施する。 

発信器の耐震評価部位については，表 3－1の概略構造図に示す。 

3.4 固有周期 

3.4.1 固有周期の確認 

発信器の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該設備に振動を与え自由減衰振

動を振動解析装置により記録解析し，確認する。試験の結果，剛構造であることを確認し

た。固有周期の確認結果を表 3－3に示す。 

表 3－3 固有周期        （単位：s）

発信器 

（LX215-3B） 

水平 

鉛直 

発信器の固有周期は，構造が同等な計器スタンションに対する振動試験（自由振動試

験）の結果算定された固有周期を使用する。固有周期の確認結果を表 3－4に示す。 

表 3－4 固有周期        （単位：s）

発信器 

（LX215-3A） 

水平 0.05以下 

鉛直 0.05以下 
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3.5 構造強度評価 

3.5.1 構造強度評価方法 

(1) 計器スタンションの質量は重心に集中しているものとする。

(2) 地震力は計器スタンションに対して，水平方向及び鉛直方向から個別に作用させる。

また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，絶対値和を適用す

る。 

(3) 計器スタンションは基礎ボルトで壁に固定されており，固定端とする。

(4) 転倒方向は，左右方向及び前後方向について検討し，計算書には計算結果の厳しい方（許

容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(5) 計器スタンションの重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件が厳しくなる位

置に重心位置を設定して耐震性の計算を行うものとする。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

3.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

発信器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表 3－5に示す。 

3.5.2.2 許容応力 

発信器の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 3－6のとおり

とする。 

3.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

発信器の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるもの

を表 3－7に示す。 

3.5.2.4 積雪荷重 

積雪荷重は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，積雪 100cmに平均的な積

雪荷重を与えるための係数 0.35を考慮し，発信器の形状を踏まえ，算出する。算出

した積雪荷重を表 3－8に示す。 
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表 3－5 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

津波監視設備 取水槽水位計 Ｓ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋Ｐｓ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅢＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 3－6 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 3－7 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト SUS316L 周囲環境温度 50 169 472 175 

表 3－8 積雪荷重 （単位：N）

作用する部位 積雪荷重 

発信器 

（LX215-3A） 

発信器 

（LX215-3B） 
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3.5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 3－9に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

に基づき設定する。 

表 3－9 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取水槽 

EL 4.0

（EL 8.8＊1） 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

― ― ＣＨ＝5.64＊2 ＣＶ＝1.55＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
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3.5.4 計算方法 

3.5.4.1 基礎ボルトの応力計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引

張力とせん断力について計算する。 

図3－2 計算モデル（左右方向転倒） 

図 3－3 計算モデル（前後方向転倒） 

ｍ･(1＋Ｃ
Ｖ
)･g

転倒支点となる 

ボルト列 

引張を受ける 

ボルト列 

ｍ･Ｃ
Ｈ
･g

転倒方向 

ａ

ｈ
２


転倒方向 

ｍ･Ｃ
Ｈ
･g

ｍ･(1＋Ｃ
Ｖ
)･g

引張を受ける 

ボルト列 

転倒支点となる 

ボルト列 

３

ｂ

ｈ２
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(1) 引張応力

基礎ボルトに対する引張力は，図3－2及び図3－3でそれぞれのボルトを支点とす

る転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

Ｆｂ１＝
（ｍ・g＋0.35・ＰＳ）・（1＋ＣＶ）・ｈ２

ｎｆＶ・ｂ

＋
（ｍ・g＋0.35・ＰＳ）・ＣＨ・ｈ２

ｎｆＨ・ａ
･･･     (2.5.4.1.1) 

Ｆｂ２＝
（ｍ・g＋0.35・ＰＳ）・（1＋ＣＶ）・ｈ２

ｎｆＶ・ｂ

＋
（ｍ・g＋0.35・ＰＳ）・ＣＨ・３

ｎｆＶ・ｂ
･･     ･(2.5.4.1.2) 

Ｆｂ＝Max（Ｆｂ１，Ｆｂ２）････････････････････････････         (2.5.4.1.3) 

引張応力 

σｂ＝
Ｆｂ

Ａｂ

･･････････････････････････････････････････     ･    (2.5.4.1.4) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ=
π

４
・ｄ２･･･････････････････････････････････････     ･    (2.5.4.1.5)

(2) せん断応力

基礎ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。

せん断力 

Ｑｂ１＝ＣＨ・（ｍ・g＋0.35・ＰＳ）･････････････････････      (2.5.4.1.6) 

Ｑｂ２＝（1＋ＣＶ）・（ｍ・g＋0.35・ＰＳ）･･･････････････      (2.5.4.1.7) 

Ｑｂ＝√（Ｑｂ１）２＋（Ｑｂ２）２･･････････････････････   ･       (2.5.4.1.8) 

せん断応力 

τｂ＝
Ｑｂ

ｎ・Ａｂ

･･････････････････････････････････････          (2.5.4.1.9) 

･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･  

･ ･ ･  

･ ･ ･  

･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･  

･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･  

･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･  

･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･  
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3.5.5 計算条件 

3.5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【発信器（LX215-3A）の耐

震性についての計算結果】，【発信器（LX215-3B）の耐震性についての計算結果】の設

計条件及び機器要目に示す。 
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3.5.6 応力の評価 

3.5.6.1 ボルトの応力評価 

3.5.4.1項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力 ƒｔｓ以

下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ··················· (3.5.6.1.1) 

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下である

こと。ただし，ƒｓｂは下表による。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

 Ｆ 

2
・1.5

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5
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3.6 機能維持評価 

3.6.1 電気的機能維持評価方法 

発信器の電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付

資料-8 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法

に基づき行う。 

計器スタンションに設置される発信器の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基

本方針」に基づき，同形式の発信器単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性

を確認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 3－10に示す。 

表 3－10 機能確認済加速度 (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

発信器 

（LX215-3A） 

水平 

鉛直 

発信器 

（LX215-3B） 

水平 

鉛直 
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3.7 評価結果 

3.7.1 設計基準対象施設としての評価結果 

発信器の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満

足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を維持できること

を確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【発信器（LX215-3A）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

発信器 

（LX215-3A） 
Ｓ 

取水槽 

EL 4.0

（EL 8.8＊1） 

0.05以下 0.05以下 ― ― ＣＨ＝5.64＊2 ＣＶ＝1.55＊2 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

1.2 機器要目 

部材 
３

＊ 

(mm) 

ａ
＊

(mm) 

ｂ
＊

(mm) 
ｎｆＶ

＊
 ｎｆＨ

＊
 

Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 175 ― ― 左右方向 

部材 
ｍ 

(kg)

h２

(mm)

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 
ｎ 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 169 472 175 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は左右方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は前後方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力  (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ― ― 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SUS316L 
引張 ― ― σｂ＝43 ƒｔｓ＝105＊ 

せん断 ― ― τｂ＝21 ƒｓｂ＝80 

すべて許容応力以下である。  注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

発信器 

（LX215-3A） 

水平方向 2.58 

鉛直方向 1.16 
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ｍ･g 

転倒方向 

ａ

ｈ
２
  基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）

（左右方向） 

３

ｂ

３

ｂｍ･g 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）

（前後方向） 
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【発信器（LX215-3B）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

発信器 

（LX215-3B） 
Ｓ 

取水槽 

EL 4.0

（EL 8.8＊1） 

― ― ＣＨ＝5.64＊2 ＣＶ＝1.55＊2 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

1.2 機器要目 

部材 
３

＊ 

(mm) 

ａ
＊

(mm) 

ｂ
＊

(mm) 
ｎｆＶ

＊
 ｎｆＨ

＊
 

Ｆ

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 175 ― ― 左右方向 

部材 
ｍ 

(kg)

h２

(mm)

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 
ｎ 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 169 472 175 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は左右方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は前後方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力  (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ― ― 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SUS316L 
引張 ― ― σｂ＝43 ƒｔｓ＝105＊ 

せん断 ― ― τｂ＝21 ƒｓｂ＝80 

すべて許容応力以下である。  注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

発信器 

（LX215-3B） 

水平方向 2.58 

鉛直方向 1.16 
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転倒方向 

ａ

ｈ
２
  基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）

（左右方向） 

３

ｂ

３

ｂｍ･g 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ）

（前後方向） 
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1. 概要 

本説明書は，非常用取水設備の耐震計算の手法及び条件の整理について説明するもの

である。 

2. 耐震評価条件整理 

非常用取水設備に対して，設計基準対象施設の耐震重要度分類及び重大事故等対処施

設の設備分類を整理した。既設の設計基準対象施設については，耐震評価における手法

及び条件について，既に許可を受けた実績と差異の有無を整理した。また，重大事故等

対処施設のうち，設計基準対象施設であるものについては，重大事故等対処施設の評価

条件と設計基準対象施設の評価条件の差異の有無を整理した。結果を表 2－1 に示す。 

非常用取水設備の耐震計算は表 2－1 に示す計算書に記載することとする。 
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Ⅵ-2-10-3-2 非常用取水設備の耐震性についての計算書 
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非常用取水設備のうち，取水槽の耐震性については，Ⅵ-2-2-19「取水槽の耐震性につ

いての計算書」で説明する。 

非常用取水設備のうち，取水管の耐震性については，Ⅵ-2-2-28「取水管の耐震性につ

いての計算書」で説明する。 

非常用取水設備のうち，取水口の耐震性については，Ⅵ-2-2-29「取水口の耐震性につ

いての計算書」で説明する。 
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Ⅵ-2-11-2-1 建物の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-11-2-4 1 号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダク

ト部底版の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方

針」に基づき，1 号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版が，上位クラ

スである１号機取水槽流路縮小工及び１号機取水槽北側壁に対して波及的影響を及ぼさ

ないことを説明するものである。 

波及的影響の評価として，構造部材の健全性評価を実施することにより，１号機取水

槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版が十分な構造強度を有することを確認す

る。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

１号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版が配置される，1 号機取

水槽の位置図を図 2－1 に示す。 

 

 

図 2－1 １号機取水槽 位置図 
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2.2 構造及び補強の概要 

１号機取水槽は，鉄筋コンクリート造の地中構造物であり，十分な支持性能を有するＣ

Ｍ級岩盤に支持される。１号機取水槽の平面図を図 2－2 に，断面図を図 2－3 に，１号機

取水槽漸拡ダクト部底版の概略配筋図を図 2－4 に示す。 

１号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版は，上位クラス施設である１

号機取水槽流路縮小工及び１号機取水槽北側壁の上部に設置されている。下位クラス施設

である１号機取水槽ピット部の側壁の損傷及び落下に伴う上位クラス施設への衝突を防止

するため，１号機取水槽ピット部下部に閉塞版を設置し，１号機取水槽ピット部内をコン

クリートで充填する。１号機取水槽ピット部（閉塞版）及び１号機取水槽漸拡ダクト部底

版の範囲を図 2－5 に示す。 

１号機取水槽漸拡ダクト部底版の耐震性を確保するために耐震補強を実施する。せん

断破壊に対する補強として，後施工せん断補強工法（ポストヘッドバー工法）（以下「PHb

工法」という。）によるせん断補強を実施する。１号機取水槽漸拡ダクト部底版の補強箇

所を図 2－6 に示す。 

 

 

図 2－2 １号機取水槽 平面図 
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図 2－3 １号機取水槽 断面図(Ａ－Ａ断面) 

 

 

 

図 2－4 1 号機取水槽概略配筋図(漸拡ダクト部底版) 

 

  

（単位:mm） 
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図 2－5 １号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版の範囲 

 

 

 

 

図 2－6 耐震補強箇所(漸拡ダクト部底版) 

  

（単位:mm） 

：ポストヘッドバー工法：D29＠300×300，SD345 



 

6 

 

S
2 
補
 
Ⅵ
-
2-
1
1-
2-

4 
R0
 

2.3 評価方針  

1 号機取水槽ピット部（閉塞版）は，上位クラスである１号機取水槽流路縮小工及

び１号機取水槽北側壁の上部に設置され，損傷及び落下に伴う上位クラス施設への衝突

の可能性が最も高いと考えられることから，1 号機取水槽ピット部（閉塞版）の耐震評

価を実施する。1 号機取水槽ピット部（閉塞版）の耐震評価フローを図 2－7 に示す。 

1 号機取水槽ピット部（閉塞版）は，Ⅵ-2-10-2-5「1 号機取水槽の地震応答計算

書」より得られた地震応答解析の結果に基づき， 表 2－1 に示すとおり，構造部材の

健全性評価を行う。 

構造部材の健全性評価を実施することで，構造強度を有することを確認する。 

構造部材の健全性評価については，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，曲

げ・軸力系の破壊に対しては構造部材の照査用層間変形角が許容限界を下回ることを

確認する。せん断破壊に対しては照査用せん断力が許容限界を下回ることを確認す

る。なお，せん断破壊に対する補強として PHb 工法を用いる場合には，構造部材に対

して PHb 工法の適用条件を満たしていることを確認し，PHb 工法を採用する。 
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図 2－7 1 号機取水槽 地震応答解析フロー 

  

評価開始 

評価方針 

評価対象断面の設定 

許容限界の設定 

構造部材の応答値算定 

構造部材の健全性評価 

評価終了 

Ⅵ-2-10-2-5 １号機取水槽の地震応答計算書 
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表 2－1 1 号機取水槽ピット部（閉塞版） 評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を有す

ること 

構造部材の

健全性 

鉄筋コンク

リート部材 

照査用層間変

形角及びせん

断力が許容限

界を下回るこ

とを確認 

曲げ・軸力 

限 界 層 間 変

形角＊ 

 

せん断力 せん断耐力＊ 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年制定） 

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，

2005 年） 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1987（日本電気協会） 
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3. 耐震評価 

3.1 評価対象断面 

1 号機取水槽ピット部（閉塞版）の評価対象断面位置図を図 3－1 に示す。構造物の

耐震設計における評価対象断面は，図 3－1 のＡ－Ａ断面とする。 

評価対象地質断面図を図 3－2 に示す。 

 

図 3－1 １号機取水槽 評価対象断面位置図 

  

（単位:mm） 

Ａ 

Ａ 
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図 3－2 １号機取水槽 評価対象地質断面図（Ａ－Ａ断面）  

取水槽 

タービン建物 
防波壁 

（多重鋼管杭式擁壁） 

取水管 
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3.2 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3－1 に，材料の物性値を表 3－2 に示す。 

 

表 3－1 使用材料 

材料 仕様 

構造物 
コンクリート 設計基準強度 20.6N/mm2 

鉄筋 SD345 

 

表 3－2 材料の物性値 

材料 
ヤング係数 

(N/mm2) 

単位体積重量 

(kN/m3) 
ポアソン比 

構造物 2.33×104 24.0＊ 0.2 

注記＊：鉄筋コンクリートの単位体積重量を示す。 
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3.3 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

3.3.1 構造部材の健全性に対する許容限界 

(1) 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界

構造部材の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界は，原子力発電所屋外重要土

木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，2005 年）（以下「土木学

会マニュアル」という。）に基づき，限界層間変形角（層間変形角 1/100）とす

る。 

土木学会マニュアルでは，曲げ・軸力系の破壊に対する限界状態は，コンクリ 
ートの圧縮縁のかぶりが剥落しないこととされており，層間変形角 1/100 又は圧

縮縁コンクリートひずみ 1.0％の状態は，かぶりコンクリートが剥落する前の状態

であることが，屋外重要土木構造物を模したラーメン構造の破壊実験及び数値シ

ミュレーション等の結果より確認されている。この状態を限界値とすることで構

造全体としての安定性が確保できるとして設定されたものである。 

1 号機取水槽ピット部（閉塞版）の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界を表 3
－3 に示す。 

  表 3－3 1 号機取水槽ピット部（閉塞版）の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

要求機能 許容限界 

構造強度を有すること 限界層間変形角 1/100 

(2) せん断破壊に対する許容限界

構造部材のせん断破壊に対する許容限界は，土木学会マニュアルに基づき，棒

部材式で求まるせん断耐力とする。 
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3.4 評価方法 

1 号機取水槽ピット部（閉塞版）の耐震評価は，地震応答解析により算定した照査

用応答値が，「3.3 許容限界」に示す許容限界以下であることを確認する。 

 

3.4.1 構造部材の健全性評価 

構造部材の曲げ・軸力系及びせん断破壊に対する照査に対して，地震応答解析

により算定した照査用層間変形角及び照査用せん断力が許容限界以下であること

を確認する。 

曲げ・軸力系の破壊に対して照査値が最大となる地震動及び解析ケースでの層

間変形角の時刻歴波形を図 3－3 に，せん断破壊に対する照査値最大時の断面力図

を図 3－4 に示す。 

 

 

図 3－3 曲げ・軸力系の破壊に対する照査における層間変形角の時刻歴波形 

（解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（－－）） 
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数値：評価位置における断面力 

(a)曲げモーメント（kN・m） 

 

 

数値：評価位置における断面力 

(b)軸力（kN）（＋：引張，－：圧縮） 

 

 

数値：評価位置における断面力 

(c)せん断力（kN） 

図 3－4 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力図 

（解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（＋－），t＝8.94s） 
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4. 耐震評価結果 

4.1 構造部材の健全性に対する評価結果 

構造部材の曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値を表 4－1 に，せん断破壊に対す

る各評価位置での最大照査値を表 4－2 に示す。 

1 号機取水槽ピット部（閉塞版）の照査用層間変形角及び照査用せん断力が許容限

界以下であることを確認した。 

 

表 4－1 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

解析 

ケース 
地震動 

照査用 

層間変形角＊ 

Rd 

限界 

層間変形角 

Ru 

照査値 

Rd/Ru 

① 
Ｓｓ－Ｄ 

（－－） 
1.50×10-4 1.00×10-2 0.02 

注記＊：照査用層間変形角Ｒｄ＝最大層間変形角Ｒ×構造解析係数γａ 

 

表 4－2 せん断破壊に対する最大照査値 

評価位置＊1 
解析 

ケース 
地震動 

照査用 

せん断力＊2 

Ｖｄ(kN) 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN) 

照査値 

Ｖｄ/Ｖｙｄ 

閉塞部 １ ① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋－） 
123 530 0.24 

注記＊1：評価位置は図 4－1 に示す。 

＊2：照査用せん断力Ｖｄ＝発生せん断力Ｖ×構造解析係数γａ 
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Ａ－Ａ断面 

図 4－1 評価位置 
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1 号機取水槽ピット部（閉塞版） 
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Ⅵ-2-11-2-5 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方

針」に基づき，取水槽海水ポンプエリア防護対策設備が原子炉補機海水ポンプ，原子炉

補機海水系配管等，取水槽水位計及び除じん系配管（ポンプ入口配管，ポンプ出口～取

水槽海水ポンプエリア境界壁）に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明するもの

である。 

その波及的影響の評価は，原子炉補機海水ポンプ，原子炉補機海水系配管等，取水槽 

水位計及び除じん系配管（ポンプ入口配管，ポンプ出口～取水槽海水ポンプエリア境界

壁）の有する機能が保持されることを確認するために，施設の損傷による影響では，取

水槽海水ポンプエリア防護対策設備の構造部材の健全性評価を実施する。構造部材の健

全性評価にあたっては，Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」を基に算定した荷重を評

価式に代入すること及びフレーム計算に入力することにより確認する。  
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2. 基本方針 

2.1 位置 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の位置図を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1(1) 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備 位置図 

 

  

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備 

 PN
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1 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（東，西側）） 

2 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（南側）） 

3 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-2） 

 

図 2－1(2) 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備 位置図（詳細図） 
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2.2 構造の概要 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備は，鋼板，はり，柱，架構，ベースプレ

ート及びアンカーボルトから構成され，取水槽にアンカーボルトで固定する構造

とする。  

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の構造の概要を表 2－1 に示す。 

 

表 2－1(1) 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の構造の概要（区間-1（東，西側）） 

計画の概要 

概略構造図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

はり，柱で補

強した鋼板を

ベースプレー

トを介して取

水槽にアンカ

ーボルトにて

固定する。  

 

鋼板，はり，

柱，ベースプ

レート，アン

カーボルトに

より構成す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面図 

柱 

鋼板 

(状 d 名) 

正面図 

柱 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

はり 

(状 d 名) 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

ベースプレート 

(状 d 名) 

ベースプレート 

(状 d 名) 
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表 2－1(2) 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の構造の概要（区間-1（南側）） 

計画の概要 

概略構造図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

はり，柱で補

強した鋼板を

ベースプレー

トを介して取

水槽にアンカ

ーボルトにて

固定する。  

 

鋼板，はり，

柱，ベースプ

レート，アン

カーボルトに

より構成す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

断面図 

柱 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

柱 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

正面図 

はり 

(状 d 名) 

ベースプレート 

(状 d 名) 

ベースプレート 

(状 d 名) 
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表 2－1(3) 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の構造の概要 （区間-2） 

計画の概要 

概略構造図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

はり，柱で補

強した鋼板及

び架構をベー

スプレートを

介して取水槽

にアンカーボ

ルトにて固定

する。  

 

鋼板，はり，

柱，架構，ベ

ースプレー

ト，アンカー

ボルトにより

構成する。 

 

 

 

 

 

断面図（A-A 断面） 

 

 

断面図（B-B 断面，架構非表示） 

平面図 

柱 鋼板 

(状 d 名) 

架構 

(状 d

名) 

ネット 

アンカーボルト 

柱 

(状 d

名) 
鋼板 

(状 d

名) 
はり 

(状 d

名) 

ネット 

(状 d

名) 

架構 

(状 d

名) 

はり 

(状 d 名) 

柱 

(状 d 名) 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

A
 

A
 

B
 

B
 

ベースプレート 

ベースプレート 
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2.3 評価方針 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の波及的影響評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響

を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の

組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 構造の概要」に示す取水槽海水ポンプエリア

防護対策設備の構造を踏まえ，第 3 章～第 5 章の各章の「評価対象部位」にて設定す

る評価対象部位について，「固有振動数及び設計用地震力」で算出した固有振動数に

基づく設計用地震力により算出した応力等が許容限界以下であることを，「3.2 耐震

評価方法」「4.2 耐震評価方法」「5.2 耐震評価方法」に示す方法にて確認する。

応力評価の確認結果を「6. 評価結果」にて確認する。 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の波及的影響の評価フローを図 2－2 に示す。 

 

図 2－2 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の波及的影響の評価フロー 

基準地震動Ｓｓ 

設計用地震力 

荷重及び荷重の組合せの設定 

許容限界の設定 

評価方法の設定 

評価条件の設定 

耐震評価 

固有値解析 

Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」 

 

評価対象部位の設定 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法及び同施行令 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定）（以下

「Ｓ規準」という。） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 改定）（以下「各種

合成構造設計指針・同解説」という。） 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 

・構造力学公式集（（公社）土木学会）（以下「構造力学公式集」という。） 
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3. 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（東，西側）） 

3.1 固有振動数及び設計用地震力 

3.1.1 固有振動数の算出方法 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（東，西側））の構造に応じて

解析モデルを設定し，固有振動数を算出する。 

 

(1) 解析モデルの設定 

当該防護対策設備は，鋼板，はり及び柱の組合せにより剛な断面を有している

とともに，アンカーボルトにて躯体に固定する構造であることから，当該防護対

策設備の鋼板を四辺固定の長方形板に，柱を片側固定-片側自由はりに，はりを両

端ピンはりに単純化したモデルとし，モデル化に用いるはり長さは，柱及びはり

の全長とする。図 3－1 に解析モデル図を示す。 

       

           

             

 

 

 

 

図 3－1 固有値解析モデル 

  

鋼板 

鋼
板
の
短
辺
長
さ 

はりの長さ 

はり 

柱の長さ

柱
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(2) 記号の説明 

当該防護対策設備の固有振動数算出に用いる記号を表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 固有振動数算出に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｆ Hz 防護対策設備の 1 次固有振動数 

λ ― 定数 

ｈ m モデル化に用いる鋼板の厚さ 

a m モデル化に用いる鋼板の短辺長さ 

Ｅ N/m2 ヤング率 

ν ― ポアソン比 

ρ kg/m3 材料の密度 

Ｌ mm モデル化に用いる架構の長さ 

Ｉ m4 断面二次モーメント 

ｍ kg/m 質量分布 

 

(3) 固有振動数の算出方法 

固有振動数ｆを「構造力学公式集」に基づき以下の式より算出する。 

 

a. 四辺固定の長方形板モデル（鋼板をモデル化） 

 

 

 

b. 片側固定-片側自由はりモデル（柱をモデル化） 

2

2

π ＥＩ
ｆ＝

ｍ2 Ｌ
 

 

 

  

 2 2

πh Ｅ
ｆ＝

4a 3 1



  

1
T

f


1
T

f


λ2 
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c. 両端ピンはりモデル（はりをモデル化） 

2

2

π ＥＩ
ｆ＝

ｍ2 Ｌ
 

 

 

3.1.2 固有振動数の計算条件 

固有振動数の計算条件を表 3－2 に示す。 

 

表 3－2(1) 固有周期の計算条件（鋼板） 

項目 記号 単位 数値 

ヤング率 Ｅ N/m2 2.05×1011 

定数 λ ― 2.73 

モデル化に用いる鋼板の長さ a m 1.5 

モデル化に用いる鋼板の厚さ h m 0.009 

ポアソン比 ν ― 0.3 

材料の密度 ρ kg/m3 7.85×103 

 

表 3－2(2) 固有周期の計算条件（柱及びはり） 

項目 記号 単位 
数値 

柱 はり 

モデル化に用いる柱及びはりの長さ Ｌ m 2.0 1.5 

ヤング率 Ｅ N/m2 2.05×1011 2.05×1011 

定数 λ － 1.8751 － 

断面二次モーメント Ｉ m4 4,720×10-8 37×10-8 

質量分布 ｍ kg/m 226.38 83.41 

 

  

1
T

f
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3.1.3 固有振動数の算出結果 

固有振動数の算出結果を表 3－3 に示す。固有振動数は 20Hz 以上であり，剛構

造であることを確認した。 

表 3－3 固有振動数 

名称 対象部位 固有振動数(Hz) 固有周期(s) 

取水槽海水ポンプエリア 

防護対策設備 

（区間-1（東，西側）） 

鋼板 26.53 0.038 

柱 28.92 0.035 

はり 21.00 0.048 
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3.1.4 設計用地震力 

基準地震動Ｓｓによる設計用地震力は，Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」

に基づき設定する。 

地震応答解析に基づいて算定された当該防護対策設備設置床の最大応答加速度

から設計震度を設定する。 

当該防護対策設備の設計震度を表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 設計震度 

構造物 設置場所 

基準地震動Ｓｓの 

設計震度 

水平ｋＨ 鉛直ｋＶ 

取水槽 海水ポンプエリア 1.8 0.9 
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3.2 耐震評価方法 

当該防護対策設備の原子炉補機海水ポンプ，原子炉補機海水系配管等，取水槽水位   

計及び除じん系配管（ポンプ入口配管，ポンプ出口～取水槽海水ポンプエリア境界

壁）に対する波及的影響の評価はⅥ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位ク  

ラス施設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づ   

き，「2.2 構造の概要」に示す防護対策設備の構造を踏まえ，「3.2.2 評価対象部 

位」にて設定する評価部位において，「3.1 固有振動数及び設計用地震力」で算定し 

た固有振動数に基づく設計用地震力により算出した応力等が許容限界内に収まること 

を，「3.2.5 評価方法」に示す方法にて確認する。 

 

3.2.1 記号の説明 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（東，西側））の評価に用いる

記号を表 3－5 に示す。 

 

表 3－5(1) 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（東，西側））の 

耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｋＨ － 基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

ｋｖ － 基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 

Ｇ kN 防護対策設備の自重 

ｗ kN/m2 風圧力 

Ｓｓ1 kN 鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

ｗss１ kN/m2 鋼板に作用する単位面積当りの水平方向の等分布荷重 

Ｂ1 m 支柱間隔 

Ｈ1 m 鋼板の高さ 

σｂ1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 

Ｍmax1 kN・m 鋼板に生じる最大曲げモーメント 

Ｚ1 mm3 鋼板の断面係数 

Ｂ1’ m 鋼板の荷重載荷幅 

Ｌ1 m 鋼板の部材長 

τ1 N/mm2 鋼板に生じるせん断応力度 

Ｓmax1 kN 鋼板に生じる最大せん断力 

ｈ1 mm 鋼板のせん断負担幅 

ｔ1 mm 鋼板の厚さ 

Ｓｓ2 kN 柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 
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表 3－5(2) 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（東，西側））の 

耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｖ2 kN 柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重 

ｗss2 kN/m 柱に作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重 

Ｗ2 kN 柱に作用する風荷重 

Ｌ2 m 柱全長 

Ｗss2 kN 柱に作用する水平方向の荷重 

σb2 N/mm2 柱に生じる曲げ応力度 

Ｍmax2 kN・m 柱の最大曲げモーメント 

Ｚ2 cm3 柱の断面係数 

Ｌ22 m 
柱に作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重を集中荷

重にした時の作用位置 

σc2 N/mm2 柱に生じる圧縮応力度 

Ｖmax2 kN 柱の最大鉛直荷重 

Ａ2 cm2 柱の断面積 

τ2 N/mm2 柱に生じるせん断応力度 

Ｓmax2 kN 柱に生じる最大せん断力 

Ａ2’ cm2 柱のせん断断面積 

Ｓｓ3 kN はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

ｗss3 kN/m2 はりに作用する単位面積当りの水平方向の等分布荷重 

Ａ m2 防護対策設備の面積 

σｂ3 N/mm2 はりに生じる曲げ応力度 

Ｍmax3 kN・m はりの最大曲げモーメント 

Ｚ3 mm3 はりの断面係数 

Ｂ3 m はりの荷重載荷幅 

Ｌ3 m はりの部材長 

τ3 N/mm2 はりに生じるせん断応力度 

Ｓmax3 kN はりの最大せん断力 

ｈ3 mm はりのせん断負担幅 

ｔ3 mm はりの厚さ 

σｂ4 N/mm2 ベースプレート引張側に生じる曲げ応力度 

Ｍmax4 kN・m ベースプレート引張側の最大曲げモーメント 

Ｚ4 mm3 ベースプレートの断面係数 

Ｌ4 m 柱とアンカーボルト間の長さ 
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表 3－5(3) 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（東，西側））の 

耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

τ4 N/mm2 ベースプレート引張側に生じるせん断応力度 

Ｓmax4 N ベースプレート引張側の最大せん断力 

ｔ4 mm ベースプレートの厚さ 

Ｂ4 m 部材断面有効幅 

σｂ4 ’ N/mm2 ベースプレート押込側に生じる曲げ応力度 

Ｍmax4’ N・mm/mm ベースプレート押込側の最大曲げモーメント 

Ｍｘ4 － 等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 

Ｗ4 N/mm2 コンクリートの曲げ圧縮応力度 

Ｌｘ4 mm ベースプレートの版の短辺長 

τ4’ N/mm2 ベースプレート押込側に生じるせん断応力度 

Ｓmax4’ N ベースプレート押込側の最大せん断力 

Ａ4 mm2 押込側ベースプレートの断面積 

Ｔ5 kN アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力 

Ｔa kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力 

Ｎ 本 柱に取り付くアンカーボルトの総本数 

xi m 偏心距離 

Σn×xi
2 m2 2 次モーメントの合計値 

Ｑ5 kN アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力 

Ｑa kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力 

ｆｔ N/mm2 短期許容引張応力度 

ｆｂ N/mm2 短期許容曲げ応力度 

ｆｃ N/mm2 短期許容圧縮応力度 
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3.2.2 評価対象部位 

当該防護対策設備の評価対象部位は「2.2 構造の概要」に示す構造上の特性を

踏まえ選定する。 

基準地震動Ｓs による地震動により当該防護対策設備に生じる慣性力及び風荷重

は鋼板，はり，柱及びベースプレートに伝わり，ベースプレートを固定するアン

カーボルトを介して取水槽躯体に伝達されることから，評価対象部位を鋼板，は

り，柱，ベースプレート及びアンカーボルトとする。 

評価対象部位を図 3－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

図 3－2 評価対象部位 

柱 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

正面図 

柱 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

はり 

(状 d 名) 

断面図 

ベースプレート 

 

ベースプレート 
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3.2.3 荷重及び荷重の組合せ 

(1) 荷重の組合せ 

当該防護対策設備の評価に用いる荷重の組合せを下記に示す。 

Ｇ＋Ｗ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重（kN） 

Ｗ  ：風荷重（kN） 

Ｓｓ ：地震荷重（kN） 

 

(2) 荷重の設定 

a. 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として当該防護対策設備の自重を考慮する。自重は「3.2.6 評価条

件」に示す。 

 

b. 風荷重（Ｗ） 

風速 30m/s 時の風荷重を考慮する。風荷重は，評価対象部位周辺の風圧力に

当該部分の風の受圧面積を乗じた次式により算出する。風荷重の算定に用いる

風圧力を表 3－6 に示す。 

 

Ｗ＝ｗ・Ａ 

Ｗ  ：風荷重（kN） 

ｗ  ：風圧力（kN/m2） 

Ａ   ：風の受圧面積(m2) 

 

表 3－6 風圧力 

風圧力 

ｗ（kN/m2） 
1.71 
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c. 地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重は，基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。「3.1.4 設計用地震

力」で設定した設計震度を用いて，次式により算定する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

Ｓｓ  ：地震荷重(kN) 

 Ｇ  ：固定荷重(kN) 

 ｋ  ：設計震度 
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3.2.4 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐

震評価方針」にて設定している許容限界を踏まえて設定する。 

 

(1) 使用材料 

当該防護対策設備を構成する鋼板，柱，はり，ベースプレート及びアンカーボ

ルトの使用材料を表 3－7 に示す。 

 

表 3－7 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

鋼板 SS400 

柱 SS400 

はり SS400 

ベースプレート SS400 

アンカーボルト SUS304 

 

(2) 許容限界 

a. 鋼板，柱，はり，ベースプレート 

鋼板，柱，はり，ベースプレートの許容応力度は，「Ｓ規準」を踏まえて表

3－8 の値とする。 

 

表 3－8 鋼板，柱，はり，ベースプレートの短期許容応力度 

材質 
短期許容応力度(N/mm2) 

引張 圧縮＊ 曲げ＊ せん断 

SS400 235 235 235 135 

        注記＊：座屈による許容値の低減は不要。割増係数は 1.5 とした。 
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b. アンカーボルト

アンカーボルトの許容荷重は「各種合成構造設計指針・同解説」を踏まえて

表 3－9 の値とする。 

なお，アンカーボルトが引張力を受ける場合においては，アンカーボルトの

降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較して，いずれか小さ

い値を採用する。また，評価部位のアンカーボルトがせん断力を受ける場合に

おいては，アンカーボルトのせん断強度により決まる耐力，定着したコンクリ

ート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコーン状破壊により決まる耐力を比

較して，いずれか小さい値を採用する。 

表 3－9 アンカーボルトの基準強度 

材質 
許容耐力(kN) 

引張 せん断 

SUS304（　   ） 41 34 
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3.2.5 評価方法 

当該防護対策設備を構成する鋼板，柱，はり，ベースプレート及びアンカーボ

ルトに発生する応力より算定する応力度が，許容限界以下であることを確認す

る。 

(1) 鋼板

鋼板に生じる応力は，鋼板を単純支持のはりとして次式により算出し，鋼板の

短期許容応力度以下であることを確認する。鋼板に作用する荷重の例を図 3－3 に

示す。 

a. 鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる地震荷重Ｓｓ1

Ｓｓ1＝Ｇ・ｋＨ

Ｓｓ1 ：鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重  

(kN) 

Ｇ ：防護対策設備の自重(kN) 

ｋＨ ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

b. 鋼板に作用する単位面積当たりの水平方向の等分布荷重ｗss1

ｗss1＝Ｓｓ1／（Ｂ1・Ｈ1）＋ｗ

ｗss1 ：鋼板に作用する単位面積当りの水平方向の等分布荷重(kN/m2) 

Ｓｓ１ ：鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN) 

Ｂ1 ：支柱間隔(m) 

Ｈ1 ：鋼板の高さ(m) 

ｗ ：風圧力(kN/m2) 
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c. 鋼板に生じる曲げ応力度σｂ1

σｂ1＝（Ｍmax1・106）／Ｚ1

Ｍmax1＝ｗss1・Ｂ1 ’・Ｌ1
2／8

σｂ1 ：鋼板に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax1 ：鋼板に生じる最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ1 ：鋼板の断面係数（mm3） 

ｗss1 ：鋼板に作用する単位面積当りの水平方向の等分布荷重(kN/m2) 

Ｂ1’ ：鋼板の荷重載荷幅（m） 

Ｌ1 ：鋼板の部材長（m） 

d. 鋼板に生じるせん断応力度τ1

τ1＝（Ｓmax1・103）／（ｈ1・ｔ1）

Ｓmax1＝ｗss1・Ｂ1 ’・Ｌ1／2

τ1 ：鋼板に生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｓmax1 ：鋼板の最大せん断力（kN） 

ｈ1 ：鋼板のせん断負担幅（mm） 

ｔ1 ：鋼板の厚さ（mm） 

ｗss1 ：鋼板に作用する単位面積当たりの水平方向の等分布荷重(kN/m2) 

Ｂ1’ ：鋼板の荷重載荷幅（m） 

Ｌ1 ：鋼板の部材長（m） 

平面図 正面図 

図 3－3 鋼板に作用する荷重の例 

ｗss1 Ｌ
1
 

Ｌ１ 
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(2) 柱 

柱に生じる応力は，床面を固定端とする片持ちはりとして次式により算出し，

柱の短期許容応力度以下であることを確認する。 

柱に作用する荷重の例を図 3－4 に示す。 

 

a. 柱に作用する基準地震動Ｓｓによる地震荷重 

Ｓｓ2＝Ｇ・ｋＨ 

Ｖ2＝Ｇ・ｋｖ 

 

Ｓｓ2 ：柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN) 

Ｇ ：防護対策設備の自重(kN) 

ｋＨ ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

Ｖ2   ：柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重 

(kN) 

ｋＶ ：基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 

 

b. 柱に作用する単位長さ当たりの等分布荷重ｗss2 

ｗss2＝（Ｓｓ2＋Ｗ2）/Ｌ2 

 

ｗss2  ：柱に作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｓｓ2 ：柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN) 

Ｗ2 ：柱に作用する風荷重(kN) 

Ｌ2 ：柱全長(m) 

 

c. 柱に作用する水平荷重Ｗss2 

Ｗss2＝Ｓｓ2＋Ｗ2 

 

Ｗss2  ：柱に作用する水平方向の荷重(kN) 

Ｓｓ2  ：柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN) 

Ｗ2 ：柱に作用する風荷重(kN) 
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d. 柱に生じる曲げ応力度σb2 

σb2＝（Ｍmax2・106）／（Ｚ2・103） 

Ｍmax2＝ｗss2・Ｌ2・Ｌ22 

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax2 ：柱の最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2 ：柱の断面係数（cm3） 

ｗss2  ：柱に作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｌ2 ：柱全長（m）   

Ｌ22 ：柱に作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重を集中荷 

重にした時の作用位置（m） 

 

e. 柱に生じる圧縮応力度σc2 

σc2＝（Ｖmax2・103）／（Ａ2・ 102） 

Ｖmax2＝Ｖ2＋Ｇ 

 

σc2 ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 

Ｖmax2 ：柱の最大鉛直荷重（kN） 

Ａ2 ：柱の断面積（cm2） 

Ｖ2 ：柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重  

（kN） 

Ｇ ：防護対策設備の自重(kN) 

 

f. 柱に生じるせん断応力度τ2 

τ2＝（Ｓmax2・103）／（Ａ2’・ 102） 

Ｓmax2＝Ｗss2 

 

τ2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｓmax2 ：柱に生じる最大せん断力（kN） 

Ａ2’ ：柱のせん断断面積（cm2） 

Ｗss2  ：柱に作用する水平方向の荷重(kN) 
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柱に生じる曲げ応力度とせん断応力度及び圧縮応力度から，組合せ応力度を

「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認

する。 

① 曲げ応力度と圧縮応力度

𝜎𝑏2 𝑓𝑏⁄ + 𝜎𝑐2 𝑓𝑐⁄ ≦ 1 

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

ｆb ：短期許容曲げ応力度（N/mm2） 

σc2 ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 

ｆc ：短期許容圧縮応力度（N/mm2） 

② 曲げ応力度とせん断応力度

√𝜎𝑏2
2 + 3𝜏2

2 ≦ 𝑓𝑡

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

τ2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

③ 曲げ応力度，圧縮応力度，せん断応力度（慣性力上向きの場合）

√(𝜎𝑏2 + 𝜎𝑐2)2 + 3 × 𝜏2
2 ≦ 𝑓𝑡

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

σc2 ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 

τ2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

④ 曲げ応力度，圧縮応力度，せん断応力度（慣性力が下向きの場合）

√(𝜎𝑏2 − 𝜎𝑐)2 + 3 × 𝜏2
2 ≦ 𝑓𝑡

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

σc2 ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 

τ2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 
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平面図 正面図 

図 3－4 柱に作用する荷重の例 

(3) はり

はりに生じる応力は，はりを単純支持のはりとして次式により算出し，はりの

短期許容応力度以下であることを確認する。はりに作用する荷重の例を図 3－5 に

示す。 

a. はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重Ｓｓ3

Ｓｓ3＝Ｇ・ｋＨ

Ｓｓ3 ：はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN) 

Ｇ ：防護対策設備の自重(kN) 

ｋＨ ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

b. はりに作用する単位面積当たりの等分布荷重ｗss3

ｗss3＝Ｓｓ3/Ａ＋ｗ

ｗss3 ：はりに作用する単位面積当りの水平方向の等分布荷重 (kN/m2) 

Ｓｓ3  ：はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN) 

Ａ ：防護対策設備の面積(m2) 

ｗ ：風圧力(kN/m2) 

Ｌ2 
Ｌ 2ｗss2
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c. はりに生じる曲げ応力度σｂ3

σｂ3＝（Ｍmax3・106）／Ｚ3

Ｍmax3＝ｗss3・Ｂ3・Ｌ3
2／8

σｂ3 ：はりに生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax3 ：はりの最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ3  ：はりの断面係数（mm3） 

ｗss3 ：はりに作用する単位面積当りの水平方向の等分布荷重 (kN/m2) 

Ｂ3 ：はりの荷重載荷幅（m） 

Ｌ3 ：はりの部材長（m） 

d. はりに生じるせん断応力度τ3

τ3＝（Ｓmax3・103）／（ｈ3・ｔ3）

Ｓmax3＝ｗss3・Ｂ3・Ｌ3／2

τ3 ：はりに生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｓmax3 ：はりの最大せん断力（kN） 

ｈ3 ：はりのせん断負担幅（mm） 

ｔ3 ：はりの厚さ（mm） 

ｗss3 ：はりに作用する単位面積当りの水平方向の等分布荷重(kN/m2) 

Ｂ3 ：はりの荷重載荷幅（m） 

Ｌ3 ：はりの部材長(m)  

 平面図    正面図 

図 3－5 はりに作用する荷重の例 

Ｌ 3

ｗss3 

Ｌ3 
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(4) ベースプレート 

ベースプレートに生じる応力は，ベースプレートを片持ち梁として次式により

算出し，ベースプレートの短期許容応力度以下であることを確認する。ベースプ

レートに作用する荷重の例を図 3－6 に示す。 

 

a. ベースプレートに生じる曲げ応力度（引張側）σｂ4 

     σｂ4＝（Ｍmax4・106）/Ｚ4 

Ｍmax4=Ｔ5・Ｌ4
 

σｂ4 ：ベースプレート引張側に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax4 ：ベースプレート引張側の最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ4 ：ベースプレートの断面係数（mm3） 

Ｔ5 ：アンカーボルト１本当たりに生じる引張力（kN） 

Ｌ4 ：柱とアンカーボルト間の長さ（m） 

 

b. ベースプレートに生じるせん断応力度（引張側）τ4 

     τ4＝Ｓmax4/(t4・Ｂ4・103) 

Ｓmax4=Ｔ5・103
 

τ4 ：ベースプレート引張側に生じるせん断応力度(N/mm2) 

Ｓmax4 ：ベースプレート引張側の最大せん断力(N) 

t4 ：ベースプレートの厚さ(mm) 

Ｂ4 ：部材断面有効幅(m) 

Ｔ5 ：アンカーボルト１本当たりに生じる引張力（kN） 

 

ベースプレートに生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応力度を

「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認

する。 

 

① 曲げ応力度とせん断応力度 

√𝜎𝑏4
2 + 3𝜏4

2 ≦ 𝑓𝑡 

 

σb4 ：ベースプレート引張側に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

τ4 ：ベースプレート引張側に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 
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c. ベースプレートに生じる曲げ応力度（押込側）σｂ4’ 

     σｂ4’＝（6・Ｍmax4’）/ t4
2 

Ｍmax4’=Ｍｘ4・Ｗ4・Ｌｘ4
2 

σｂ4’ ：ベースプレート押込側に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax4’ ：ベースプレート押込側の最大曲げモーメント（N・mm/mm） 

t4 ：ベースプレートの厚さ(mm) 

Ｍｘ4 ：等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 

Ｗ4 ：コンクリートの曲げ圧縮応力度（N/mm2） 

Ｌｘ4 ：ベースプレートの版の短辺長（mm） 

 

d. ベースプレートに生じるせん断応力度（押込側）τ4’ 

     τ4’＝Ｓmax4 ’/(t4・Ｂ4・103) 

Ｓmax4’=Ｗ4・Ａ4 

τ4’ ：ベースプレート押込側に生じるせん断応力度(N/mm2) 

Ｓmax4’ ：ベースプレート押込側の最大せん断力(N) 

t4 ：ベースプレートの厚さ(mm) 

Ｂ4 ：部材断面有効幅(m) 

Ｗ4 ：コンクリートの曲げ圧縮応力度（N/mm2） 

Ａ4 ：押込側ベースプレートの断面積（mm2） 

 

ベースプレートに生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応力度を

「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認

する。 

 

① 曲げ応力度とせん断応力度 

√𝜎𝑏4′
2 + 3𝜏4′

2 ≦ 𝑓𝑡 

 

σb4’ ：ベースプレート押込側に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

τ4’ ：ベースプレート押込側に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 
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図 3－6 ベースプレートに作用する荷重の例 

(5) アンカーボルト

アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力又はせん断力を「各種合成構造設計

指針」に基づき算定し，アンカーボルトの許容荷重を下回ることを確認する。ア

ンカーボルトに生じる荷重の例を図 3－7 に示す。

（Ｔ5／Ｔa）2＋（Ｑ5／Ｑa）2≦1 

Ｔ5＝Ｖmax2／Ｎ＋Ｍmax2×xi／Σn×xi
2 

Ｔ5／Ｔa ≦ 1.0

Ｖmax2 ：柱の最大鉛直荷重(kN) 

Ｎ ：柱に取り付くアンカーボルトの総本数（本） 

Ｍmax2 ：柱の最大曲げモーメント（kN・m） 

xi ：偏心距離（m） 

Σn×xi
2 ：2 次モーメントの合計値（m2） 

Ｔ5 ：アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力(kN) 

Ｔa ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力(kN) 

Ｑ5＝Ｓmax2／Ｎ 

Ｑ5／Ｑa ≦ 1.0

Ｓmax2 ：柱に生じる最大せん断力(kN) 

Ｑ5 ：アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力(kN) 

Ｑa ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力(kN) 

図 3－7 アンカーボルトに生じる荷重の例 

Ｌ4 

Ｔ5 

Ｌ4 
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3.2.6 評価条件 

「3.2.5 評価方法」に用いる入力値を表 3－10 に示す。 

 

表 3－10(1) 耐震評価に用いる入力値 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

ｋＨ － 基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 1.8 

ｋｖ － 基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 0.9 

Ｇ kN 防護対策設備の自重 4.5 

ｗ kN/m2 風圧力 1.71 

鋼板 

Ｓｓ1 kN 
鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平

方向の設計地震荷重 
8.1 

ｗss１ kN/m2 
鋼板に作用する単位面積当りの水平方向の等

分布荷重 
4.41 

Ｂ1 m 支柱間隔 1.5 

Ｈ1 m 鋼板の高さ 2.0 

σｂ1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 14.81 

Ｍmax1 kN・m 鋼板に生じる最大曲げモーメント 0.2 

Ｚ1 mm3 鋼板の断面係数 1.35×104 

Ｂ1’ m 鋼板の荷重載荷幅 1.0 

Ｌ1 m 鋼板の部材長 0.6 

τ1 N/mm2 鋼板に生じるせん断応力度 0.15 

Ｓmax1 kN 鋼板に生じる最大せん断力 1.32 

ｈ1 mm 鋼板のせん断負担幅 1000 

ｔ1 mm 鋼板の厚さ 9.0 

柱 

Ｓｓ2 kN 
柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方

向の設計地震荷重 
8.1 

Ｖ2 kN 
柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方

向の設計地震荷重 
4.05 

ｗss2 kN/m 
柱に作用する単位長さあたりの水平方向の

等分布荷重 
6.62 

Ｗ2 kN 柱に作用する風荷重 5.14 

Ｌ2 m 柱全長 2.0 

Ｗss2 kN 柱に作用する水平方向の荷重 13.24 

σb2 N/mm2 柱に生じる曲げ応力度 28.1 
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表 3－10(2) 耐震評価に用いる入力値 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

柱 

Ｍmax2 kN・m 柱の最大曲げモーメント 13.24 

Ｚ2 cm3 柱の断面係数 472 

Ｌ22 m 
柱に作用する単位長さあたりの水平方向の

等分布荷重を集中荷重にした時の作用位置 
1.0 

σc2 N/mm2 柱に生じる圧縮応力度 1.4 

Ｖmax2 kN 柱の最大鉛直荷重 8.55 

Ａ2 cm2 柱の断面積 63.5 

τ2 N/mm2 柱に生じるせん断応力度 9.41 

Ｓmax2 kN 柱に生じる最大せん断力 13.24 

Ａ2’ cm2 柱のせん断断面積 14.08 

はり 

Ｓｓ3 kN 
はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平

方向の設計地震荷重 
8.1 

ｗss3 
kN/ 

m2 

はりに作用する単位面積当りの水平方向の

等分布荷重 
4.41 

Ａ m2 防護対策設備の面積 3.0 

σｂ3 N/mm2 はりに生じる曲げ応力度 64.07 

Ｍmax3 kN・m はりの最大曲げモーメント 0.51 

Ｚ3 mm3 はりの断面係数 7960 

Ｂ3 m はりの荷重載荷幅 0.55 

Ｌ3 m はりの部材長 1.3 

τ3 N/mm2 はりに生じるせん断応力度 0.32 

Ｓmax3 kN はりの最大せん断力 1.58 

ｈ3 mm はりのせん断負担幅 550 

ｔ3 mm はりの厚さ 9 

ベースプ

レート 

σｂ4 N/mm2 ベースプレート引張側に生じる曲げ応力度 86.76 

Ｍmax4 kN・m 
ベースプレート引張側の最大曲げモーメン

ト 
1.18 

Ｚ4 mm3 ベースプレートの断面係数 1.36×104 

Ｌ4 m 柱とアンカーボルト間の長さ 0.056 

τ4 N/mm2 ベースプレート引張側に生じるせん断応力度 6.45 

Ｓmax4 N ベースプレート引張側の最大せん断力 21130 

ｔ4 mm ベースプレートの厚さ 25 

Ｂ4 m 部材断面有効幅 0.131 
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表 3－10(3) 耐震評価に用いる入力値 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

ベースプ

レート

σｂ4 ’ N/mm2 ベースプレート押込側に生じる曲げ応力度 106.96 

Ｍmax4’ 
N・

mm/mm 

ベースプレート押込側の最大曲げモーメン

ト 
11142 

Ｍx4 - 等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 0.399 

Ｗ4 N/mm2 コンクリートの曲げ圧縮応力度 3.03 

Ｌx4 mm ベースプレートの版の短辺長 96 

τ4’ N/mm2 ベースプレート押込側に生じるせん断応力度 13.32 

Ｓmax4’ N ベースプレート押込側の最大せん断力 43632 

Ａ4 mm2 押込側ベースプレートの断面積 14400 

アンカー

ボルト

Ｔ5 kN アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力 21.13 

Ｔa kN 
アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張

力 
41 

Ｎ 本 柱に取り付くアンカーボルトの総本数 4 

xi m 偏心距離 0.175 

Σn×xi
2 m2 2 次モーメントの合計値 0.122 

Ｑ5 kN 
アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断

力 
3.31 

Ｑa kN 
アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん

断力 
34 
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4. 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（南側））

4.1 固有振動数及び設計用地震力 

4.1.1 固有振動数の算出方法 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（南側））の構造に応じて解析

モデルを設定し，固有振動数を算出する。

(1) 解析モデルの設定

当該防護対策設備は，鋼板，はり及び柱の組合せにより剛な断面を有している

とともに，アンカーボルトにて躯体に固定する構造であることから，当該防護対

策設備の鋼板を四辺固定の長方形板に，柱を片側固定-片側自由はりに，はりを両

端ピンはりに単純化したモデルとし，モデル化に用いるはり長さは，柱及びはり

の全長とする。図 4－1 に解析モデル図を示す。 

図 4－1 固有値解析モデル 

鋼板 

鋼
板
の
短
辺
長
さ

はりの長さ 

はり 

柱の長さ

柱
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(2) 記号の説明 

当該防護対策設備の固有振動数算出に用いる記号を表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 固有振動数算出に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｆ Hz 防護対策設備の 1 次固有振動数 

λ ― 定数 

ｈ m モデル化に用いる鋼板の厚さ 

a m モデル化に用いる鋼板の短辺長さ 

Ｅ N/m2 ヤング率 

ν ― ポアソン比 

ρ kg/m3 材料の密度 

Ｌ m モデル化に用いる架構の長さ 

Ｉ m4 断面二次モーメント 

ｍ kg/m 質量分布 

 

(3) 固有振動数の算出方法 

固有振動数ｆを「構造力学公式集」に基づき以下の式より算出する。 

 

a. 四辺固定の長方形板モデル（鋼板をモデル化） 

 

 

 

b. 片側固定-片側自由はりモデル（柱をモデル化） 

2

2

π ＥＩ
ｆ＝

ｍ2 Ｌ
 

 

 

  

 2 2

πh Ｅ
ｆ＝

4a 3 1



  

1
T

f


1
T

f


λ2 
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c.  両端ピンはりモデル（はりをモデル化） 

2

2

π ＥＩ
ｆ＝

ｍ2 Ｌ
 

 

 

4.1.2 固有振動数の計算条件 

固有振動数の計算条件を表 4－2 に示す。 

 

表 4－2(1) 固有周期の計算条件（鋼板） 

項目 記号 単位 数値 

ヤング率 Ｅ N/m2 2.05×1011 

定数 λ ― 2.73 

モデル化に用いる鋼板の長さ a m 1.5 

モデル化に用いる鋼板の厚さ h m 0.009 

ポアソン比 ν ― 0.3 

材料の密度 ρ kg/m3 7.85×103 

 

表 4－2(2) 固有周期の計算条件（柱及びはり） 

項目 記号 単位 
数値 

柱 はり 

モデル化に用いる柱及びはりの長

さ 
Ｌ m 2.0 1.5 

ヤング率 Ｅ N/m2 2.05×1011 2.05×1011 

定数 λ － 1.8751 － 

断面二次モーメント Ｉ m4 4,720×10-8 36.8×10-8 

質量分布 ｍ kg/m 219.75 80.56 

 

  

1
T

f
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4.1.3 固有振動数の算出結果 

固有振動数の算出結果を表 4－3 に示す。固有振動数は 20Hz 以上であり，剛構

造であることを確認した。 

表 4－3 固有振動数 

名称 対象部位 固有振動数(Hz) 固有周期(s) 

取水槽海水ポンプエリア 

防護対策設備 

（区間-1（南側）） 

鋼板 26.53 0.038 

柱 29.36 0.035 

はり 21.36 0.047 
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4.1.4 設計用地震力 

基準地震動Ｓｓによる設計用地震力は，Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」

に基づき設定する。 

地震応答解析に基づいて算定された当該防護対策設備設置床の最大応答加速度

から設計震度を設定する。 

当該防護対策設備の設計震度を表 4－4 に示す。 

 

表 4－4 設計震度 

構造物 設置場所 

基準地震動Ｓｓの 

設計震度 

水平ｋＨ 鉛直ｋＶ 

取水槽 海水ポンプエリア 1.8 0.9 
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4.2 耐震評価方法 

当該防護対策設備の原子炉補機海水ポンプ，原子炉補機海水系配管等，取水槽水位   

計及び除じん系配管（ポンプ入口配管，ポンプ出口～取水槽海水ポンプエリア境界

壁）に対する波及的影響の評価はⅥ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位ク  

ラス施設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づ   

き，「2.2 構造の概要」に示す防護対策設備の構造を踏まえ，「4.2.2 評価対象部 

位」にて設定する評価部位において，「4.1 固有振動数及び設計用地震力」で算定し 

た固有振動数に基づく設計用地震力により算出した応力等が許容限界内に収まること 

を，「4.2.5 評価方法」に示す方法にて確認する。 

 

4.2.1 記号の説明 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（南側））の評価に用いる記号

を表 4－5 に示す。 

 

表 4－5(1) 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（南側））の 

耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｋＨ － 基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

ｋｖ － 基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 

Ｇ kN 防護対策設備の自重 

ｗ kN/m2 風圧力 

Ｓｓ1 kN 鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

ｗss１ kN/m2 鋼板に作用する単位面積当りの水平方向の等分布荷重 

Ｂ1 m 支柱間隔 

Ｈ1 m 鋼板の高さ 

σｂ1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 

Ｍmax1 kN・m 鋼板に生じる最大曲げモーメント 

Ｚ1 mm3 鋼板の断面係数 

Ｂ1’ m 鋼板の荷重載荷幅 

Ｌ1 m 鋼板の部材長 

τ1 N/mm2 鋼板に生じるせん断応力度 

Ｓmax1 kN 鋼板に生じる最大せん断力 

ｈ1 mm 鋼板のせん断負担幅 

ｔ1 mm 鋼板の厚さ 

Ｓｓ2 kN 柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 
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表 4－5(2) 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（南側））の 

耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｖ2 kN 柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重 

ｗss2 kN/m 柱に作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重 

Ｗ2 kN 柱に作用する風荷重 

Ｌ2 m 柱全長 

Ｗss2 kN 柱に作用する水平方向の荷重 

σb2 N/mm2 柱に生じる曲げ応力度 

Ｍmax2 kN・m 柱の最大曲げモーメント 

Ｚ2 cm3 柱の断面係数 

Ｌ22 m 
柱に作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重を集中荷

重にした時の作用位置 

σc2 N/mm2 柱に生じる圧縮応力度 

Ｖmax2 kN 柱の最大鉛直荷重 

Ａ2 cm2 柱の断面積 

τ2 N/mm2 柱に生じるせん断応力度 

Ｓmax2 kN 柱に生じる最大せん断力 

Ａ2’ cm2 柱のせん断断面積 

Ｓｓ3 kN はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

ｗss3 kN/m2 はりに作用する単位面積当りの水平方向の等分布荷重 

Ａ m2 防護対策設備の面積 

σｂ3 N/mm2 はりに生じる曲げ応力度 

Ｍmax3 kN・m はりの最大曲げモーメント 

Ｚ3 mm3 はりの断面係数 

Ｂ3 m はりの荷重載荷幅 

Ｌ3 m はりの部材長 

τ3 N/mm2 はりに生じるせん断応力度 

Ｓmax3 kN はりの最大せん断力 

ｈ3 mm はりのせん断負担幅 

ｔ3 mm はりの厚さ 

σｂ4 N/mm2 ベースプレート引張側に生じる曲げ応力度 

Ｍmax4 kN・m ベースプレート引張側の最大曲げモーメント 

Ｚ4 mm3 ベースプレートの断面係数 

Ｌ4 m 柱とアンカーボルト間の長さ 
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表 4－5(3) 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（南側））の 

耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

τ4 N/mm2 ベースプレート引張側に生じるせん断応力度 

Ｓmax4 N ベースプレート引張側の最大せん断力 

ｔ4 mm ベースプレートの厚さ 

Ｂ4 m 部材断面有効幅 

σｂ4 ’ N/mm2 ベースプレート押込側に生じる曲げ応力度 

Ｍmax4’ N・mm/mm ベースプレート押込側の最大曲げモーメント 

Ｍｘ4 － 等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 

Ｗ4 N/mm2 コンクリートの曲げ圧縮応力度 

Ｌｘ4 mm ベースプレートの版の短辺長 

τ4’ N/mm2 ベースプレート押込側に生じるせん断応力度 

Ｓmax4’ N ベースプレート押込側の最大せん断力 

Ａ4 mm2 押込側ベースプレートの断面積 

Ｔ5 kN アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力 

Ｔa kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力 

Ｎ 本 柱に取り付くアンカーボルトの総本数 

xi m 偏心距離 

Σn×xi
2 m2 2 次モーメントの合計値 

Ｑ5 kN アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力 

Ｑa kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力 

ｆｔ N/mm2 短期許容引張応力度 

ｆｂ N/mm2 短期許容曲げ応力度 

ｆｃ N/mm2 短期許容圧縮応力度 
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4.2.2 評価対象部位 

当該防護対策設備の評価対象部位は「2.2 構造の概要」に示す構造上の特性を

踏まえ選定する。 

基準地震動Ｓs による地震動により当該防護対策設備に生じる慣性力及び風荷重

は鋼板，はり，柱及びベースプレートに伝わり，ベースプレートを固定するアン

カーボルトを介して取水槽躯体に伝達されることから，評価対象部位を鋼板，は

り，柱，ベースプレート及びアンカーボルトとする。 

評価対象部位を図 4－2 に示す。 

 

 

 

 

図 4－2 評価対象部位 

 

柱 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

正面図 

柱 

アンカーボルト 

(状 d 名) 

鋼板 

(状 d 名) 

はり 

(状 d 名) 

断面図 

ベースプレート 

(状 d 名) 

ベースプレート 

(状 d 名) 
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4.2.3 荷重及び荷重の組合せ 

(1) 荷重の組合せ 

当該防護対策設備の評価に用いる荷重の組合せを下記に示す。 

Ｇ＋Ｗ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重（kN） 

Ｗ  ：風荷重（kN） 

Ｓｓ ：地震荷重（kN） 

 

(2) 荷重の設定 

a. 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として当該防護対策設備の自重を考慮する。自重は「4.2.6 評価条

件」に示す。 

 

b. 風荷重（Ｗ） 

風速 30m/s 時の風荷重を考慮する。風荷重は，評価対象部位周辺の風圧力に

当該部分の風の受圧面積を乗じた次式により算出する。風荷重の算定に用いる

風圧力を表 4－6 に示す。 

 

Ｗ＝ｗ・Ａ 

Ｗ  ：風荷重（kN） 

ｗ  ：風圧力（kN/m2） 

Ａ   ：風の受圧面積(m2) 

 

表 4－6 風圧力 

風圧力 

ｗ（kN/m2） 
1.71 
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c. 地震荷重（Ｓｓ）

地震荷重は，基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。「4.1.4 設計用地震

力」で設定した設計震度を用いて，次式により算定する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

Ｓｓ  ：地震荷重(kN) 

Ｇ  ：固定荷重(kN) 

ｋ  ：設計震度 
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4.2.4 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐

震評価方針」にて設定している許容限界を踏まえて設定する。 

(1) 使用材料

当該防護対策設備を構成する鋼板，柱，はり，ベースプレート及びアンカーボ

ルトの使用材料を表 4－7 に示す。

表 4－7 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

鋼板 SS400 

柱 SS400 

はり SS400 

ベースプレート SS400 

アンカーボルト SUS304 

(2) 許容限界

a. 鋼板，柱，はり，ベースプレート

鋼板，柱，はり，ベースプレートの許容応力度は，「Ｓ規準」を踏まえて表

4－8 の値とする。 

表 4－8 鋼板，柱，はり，ベースプレートの短期許容応力度 

材質 
短期許容応力度(N/mm2) 

引張 圧縮＊ 曲げ＊ せん断 

SS400 235 235 235 135 

注記＊：座屈による許容値の低減は不要。割増係数は 1.5 とした。 
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b. アンカーボルト

アンカーボルトの許容荷重は「各種合成構造設計指針・同解説」を踏まえて

表 4－9 の値とする。 

なお，アンカーボルトが引張力を受ける場合においては，アンカーボルトの

降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較して，いずれか小さ

い値を採用する。また，評価部位のアンカーボルトがせん断力を受ける場合に

おいては，アンカーボルトのせん断強度により決まる耐力，定着したコンクリ

ート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコーン状破壊により決まる耐力を比

較して，いずれか小さい値を採用する。 

表 4－9 アンカーボルトの基準強度 

材質 
許容耐力(kN) 

引張 せん断 

SUS304（       ） 63 8 
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4.2.5 評価方法 

当該防護対策設備を構成する鋼板，柱，はり，ベースプレート及びアンカーボ

ルトに発生する応力より算定する応力度が，許容限界以下であることを確認す

る。 

(1) 鋼板

鋼板に生じる応力は，鋼板を単純支持のはりとして次式により算出し，鋼板の

短期許容応力度以下であることを確認する。鋼板に作用する荷重の例を図 4－3 に

示す。 

a. 鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重Ｓｓ1

Ｓｓ1＝Ｇ・ｋＨ

Ｓｓ1 ：鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重  

(kN) 

Ｇ ：防護対策設備の自重(kN) 

ｋＨ ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

b. 鋼板に作用する単位長さ当たりの水平方向の等分布荷重ｗss1

ｗss1＝Ｓｓ1／（Ｂ1・Ｈ1）＋ｗ

ｗss1 ：鋼板に作用する単位面積当りの水平方向の等分布荷重(kN/m2) 

Ｓｓ１ ：鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN) 

Ｂ1 ：支柱間隔(m) 

Ｈ1 ：鋼板の高さ(m) 

ｗ ：風圧力(kN/m2) 
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c. 鋼板に生じる曲げ応力度σｂ1

σｂ1＝（Ｍmax1・106）／Ｚ1

Ｍmax1＝ｗss1・Ｂ1 ’・Ｌ1
2／8

σｂ1 ：鋼板に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax1 ：鋼板に生じる最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ1 ：鋼板の断面係数（mm3） 

ｗss1 ：鋼板に作用する単位面積当りの水平方向の等分布荷重(kN/m2) 

Ｂ1’ ：鋼板の荷重載荷幅（m） 

Ｌ1 ：鋼板の部材長（m） 

d. 鋼板に生じるせん断応力度τ1

τ1＝（Ｓmax1・103）／（ｈ1・ｔ1）

Ｓmax1＝ｗss1・Ｂ1 ’・Ｌ1／2

τ1 ：鋼板に生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｓmax1 ：鋼板に生じる最大せん断力（kN） 

ｈ1 ：鋼板のせん断負担幅（mm） 

ｔ1 ：鋼板の厚さ（mm） 

ｗss1 ：鋼板に作用する単位面積当たりの水平方向の等分布荷重(kN/m2) 

Ｂ1’ ：鋼板の荷重載荷幅（m） 

Ｌ1 ：鋼板の部材長（m） 

 平面図    正面図 

図 4－3 鋼板に作用する荷重の例 

ｗss1 Ｌ
1
 

Ｌ
1
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(2) 柱 

柱に生じる応力は，床面を固定端とする片持ちはりとして次式により算出し，

柱の短期許容応力度以下であることを確認する。 

柱に作用する荷重の例を図 4－4 に示す。 

 

a. 柱に作用する基準地震動Ｓｓによる地震荷重 

Ｓｓ2＝Ｇ・ｋＨ 

Ｖ2＝Ｇ・ｋｖ 

 

Ｓｓ2 ：柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN) 

Ｇ ：防護対策設備の自重(kN) 

ｋＨ ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

Ｖ2   ：柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重 

(kN) 

ｋＶ ：基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 

 

b. 柱に作用する単位長さ当たりの等分布荷重ｗss2 

ｗss2＝（Ｓｓ2＋Ｗ2）/Ｌ2 

 

ｗss2  ：柱に作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｓｓ2 ：柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN) 

Ｗ2 ：柱に作用する風荷重(kN) 

Ｌ2 ：柱全長(m) 

 

c. 柱に作用する水平方向の荷重Ｗss2 

Ｗss2＝Ｓｓ2＋Ｗ2 

 

Ｗss2  ：柱に作用する水平方向の荷重(kN) 

Ｓｓ2  ：柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN) 

Ｗ2 ：柱に作用する風荷重(kN) 
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d. 柱に生じる曲げ応力度σb2

σb2＝（Ｍmax2・106）／（Ｚ2・103）

Ｍmax2＝ｗss2・Ｌ2・Ｌ22

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax2 ：柱の最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2 ：柱の断面係数（cm3） 

ｗss2 ：柱に作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｌ2 ：柱全長（m）  

Ｌ22 ：柱に作用する単位長さあたりの水平方向の等分布荷重を集中荷 

重にした時の作用位置（m） 

e. 柱に生じる圧縮応力度σc2

σc2＝（Ｖmax2・103）／（Ａ2・ 102）

Ｖmax2＝Ｖ2＋Ｇ

σc2 ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 

Ｖmax2 ：柱の最大鉛直荷重（kN） 

Ａ2 ：柱の断面積（cm2） 

Ｖ2 ：柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重 

（kN） 

Ｇ ：防護対策設備の自重(kN) 

f. 柱に生じるせん断応力度τ2

τ2＝（Ｓmax2・103）／（Ａ2’・ 102）

Ｓmax2＝Ｗss2

τ2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｓmax2 ：柱に生じる最大せん断力（kN） 

Ａ2’ ：柱のせん断断面積（cm2） 

Ｗss2 ：柱に作用する水平方向の荷重(kN) 
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柱に生じる曲げ応力度とせん断応力度及び圧縮応力度から，組合せ応力度を

「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認

する。 

① 曲げ応力度と圧縮応力度

𝜎𝑏2 𝑓𝑏⁄ + 𝜎𝑐2 𝑓𝑐⁄ ≦ 1 

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

ｆb ：短期許容曲げ応力度（N/mm2） 

σc2 ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 

ｆc ：短期許容圧縮応力度（N/mm2） 

② 曲げ応力度とせん断応力度

√𝜎𝑏2
2 + 3𝜏2

2 ≦ 𝑓𝑡

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

τ2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

③ 曲げ応力度，圧縮応力度，せん断応力度（慣性力上向きの場合）

√(𝜎𝑏2 + 𝜎𝑐2)2 + 3 × 𝜏2
2 ≦ 𝑓𝑡

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

σc2 ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 

τ2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

④ 曲げ応力度，圧縮応力度，せん断応力度（慣性力が下向きの場合）

√(𝜎𝑏2 − 𝜎𝑐)2 + 3 × 𝜏2
2 ≦ 𝑓𝑡

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

σc2 ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 

τ2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 
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平面図  正面図 

図 4－4 柱に作用する荷重の例 

(3) はり

はりに生じる応力は，はりを単純支持のはりとして次式により算出し，はりの

短期許容応力度以下であることを確認する。はりに作用する荷重の例を図 4－5 に

示す。 

a. はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重Ｓｓ3

Ｓｓ3＝Ｇ・ｋＨ

Ｓｓ3 ：はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN) 

Ｇ ：防護対策設備の自重(kN) 

ｋＨ ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

b. はりに作用する単位長さ当たりの等分布荷重ｗss3

ｗss3＝Ｓｓ3/Ａ＋ｗ

ｗss3 ：はりに作用する単位面積当りの水平方向の等分布荷重 (kN/m2) 

Ｓｓ3  ：はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN) 

Ａ ：防護対策設備の面積(m2) 

ｗ ：風圧力(kN/m2) 

Ｌ 2ｗss2
Ｌ 2
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c. はりに生じる曲げ応力度σｂ3

σｂ3＝（Ｍmax3・106）／Ｚ3

Ｍmax3＝ｗss3・Ｂ3・Ｌ3
2／8

σｂ3 ：はりに生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax3 ：はりの最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ3  ：はりの断面係数（mm3） 

ｗss3 ：はりに作用する単位面積当りの水平方向の等分布荷重 (kN/m2) 

Ｂ3 ：はりの荷重載荷幅（m） 

Ｌ3 ：はりの部材長（m） 

d. はりに生じるせん断応力度τ3

τ3＝（Ｓmax3・103）／（ｈ3・ｔ3）

Ｓmax3＝ｗss3・Ｂ3・Ｌ3／2

τ3 ：はりに生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｓmax3 ：はりの最大せん断力（kN） 

ｈ3 ：はりのせん断負担幅（mm） 

ｔ3 ：はりの厚さ（mm） 

ｗss3 ：はりに作用する単位面積当りの水平方向の等分布荷重(kN/m2) 

Ｂ3 ：はりの荷重載荷幅（m） 

Ｌ3 ：はりの部材長(m)  

平面図  正面図 

図 4－5 はりに作用する荷重の例 

Ｌ 3

ｗss3 

Ｌ 3
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(4) ベースプレート

ベースプレートに生じる応力は，ベースプレートを片持ち梁として次式により

算出し，ベースプレートの短期許容応力度以下であることを確認する。ベースプ

レートに作用する荷重の例を図 4－6 に示す。

a. ベースプレートに生じる曲げ応力度（引張側）σｂ4

σｂ4＝（Ｍmax4・106）/Ｚ4 

Ｍmax4=Ｔ5・Ｌ4

σｂ4 ：ベースプレート引張側に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax4 ：ベースプレート引張側の最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ4 ：ベースプレートの断面係数（mm3） 

Ｔ5 ：アンカーボルト１本当たりの引張力（kN） 

Ｌ4 ：柱とアンカーボルト間の長さ（m） 

b. ベースプレートに生じるせん断応力度（引張側）τ4

τ4＝Ｓmax4/(t4・Ｂ4・103) 

Ｓmax4=Ｔ5・103

τ4 ：ベースプレート引張側に生じるせん断応力度(N/mm2)

Ｓmax4 ：ベースプレート引張側の最大せん断力(N) 

t4 ：ベースプレートの厚さ(mm) 

Ｂ4 ：部材断面有効幅(m) 

Ｔ5 ：アンカーボルト１本当たりに生じる引張力（kN） 

ベースプレートに生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応力度を

「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認

する。 

① 曲げ応力度とせん断応力度

√𝜎𝑏4
2 + 3𝜏4

2 ≦ 𝑓𝑡

σb4 ：ベースプレート引張側に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

τ4 ：ベースプレート引張側に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 
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c. ベースプレートに生じる曲げ応力度（押込側）σｂ4’ 

     σｂ4’＝（6・Ｍmax4’）/ t4
2 

Ｍmax4’=Ｍｘ4・Ｗ4・Ｌｘ4
2 

σｂ4’ ：ベースプレート押込側に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax4’ ：ベースプレート押込側の最大曲げモーメント（N・mm/mm） 

t4 ：ベースプレートの厚さ(mm) 

Ｍｘ4 ：等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 

Ｗ4 ：コンクリートの曲げ圧縮応力度（N/mm2） 

Ｌｘ4 ：ベースプレートの版の短辺長（mm） 

 

d. ベースプレートに生じるせん断応力度（押込側）τ4’ 

     τ4’＝Ｓmax4 ’/(t4・Ｂ4・103) 

Ｓmax4’=Ｗ4・Ａ4 

τ4’ ：ベースプレート押込側に生じるせん断応力度(N/mm2) 

Ｓmax4’ ：ベースプレート押込側の最大せん断力(N) 

t4 ：ベースプレートの厚さ(mm) 

Ｂ4 ：部材断面有効幅(m) 

Ｗ4 ：コンクリートの曲げ圧縮応力度（N/mm2） 

Ａ4 ：押込側ベースプレートの断面積（mm2） 

 

ベースプレートに生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応力度を

「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認

する。 

 

① 曲げ応力度とせん断応力度 

√𝜎𝑏4′
2 + 3𝜏4′

2 ≦ 𝑓𝑡 

 

σb4’ ：ベースプレート押込側に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

τ4’ ：ベースプレート押込側に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 
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図 4－6 ベースプレートに作用する荷重の例 

(5) アンカーボルト

アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力又はせん断力を「各種合成構造設計

指針」に基づき算定し，アンカーボルトの許容荷重を下回ることを確認する。ア

ンカーボルトに生じる荷重の例を図 4－7 に示す。

（Ｔ5／Ｔa）2＋（Ｑ5／Ｑa）2≦1 

Ｔ5＝Ｖmax2／Ｎ＋Ｍmax2×xi／Σn×xi
2 

Ｔ5／Ｔa ≦ 1.0

Ｖmax2 ：柱の最大鉛直荷重(kN) 

Ｎ ：柱に取り付くアンカーボルトの総本数（本） 

Ｍmax2 ：柱の最大曲げモーメント（kN・m） 

xi ：偏心距離（m） 

Σn×xi
2 ：2 次モーメントの合計値（m2） 

Ｔ5 ：アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力(kN) 

Ｔa ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力(kN) 

Ｑ5＝Ｓmax2／Ｎ 

Ｑ5／Ｑa ≦ 1.0

Ｓmax2 ：柱に生じる最大せん断力(kN) 

Ｑ5 ：アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力(kN) 

Ｑa ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力(kN) 

図 4－7 アンカーボルトに生じる荷重の例 

Ｌ4 

Ｔ5 

Ｌ4 
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4.2.6 評価条件 

「4.2.5 評価方法」に用いる入力値を表 4－10 に示す。 

表 4－10(1) 耐震評価に用いる入力値 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

ｋＨ － 基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 1.8 

ｋｖ － 基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 0.9 

Ｇ kN 防護対策設備の自重 4.5 

ｗ kN/m2 風圧力 1.71 

鋼板 

Ｓｓ1 kN 
鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平

方向の設計地震荷重 
8.1 

ｗss１ kN/m2 
鋼板に作用する単位面積当りの水平方向の等

分布荷重 
4.41 

Ｂ1 m 支柱間隔 1.5 

Ｈ1 m 鋼板の高さ 2.0 

σｂ1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 14.81 

Ｍmax1 kN・m 鋼板に生じる最大曲げモーメント 0.2 

Ｚ1 mm3 鋼板の断面係数 1.35×104 

Ｂ1’ m 鋼板の荷重載荷幅 1.0 

Ｌ1 m 鋼板の部材長 0.6 

τ1 N/mm2 鋼板に生じるせん断応力度 0.15 

Ｓmax1 kN 鋼板に生じる最大せん断力 1.32 

ｈ1 mm 鋼板のせん断負担幅 1000 

ｔ1 mm 鋼板の厚さ 9.0 

柱 

Ｓｓ2 kN 
柱に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方

向の設計地震荷重 
8.1 

Ｖ2 kN 
柱に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方

向の設計地震荷重 
4.05 

ｗss2 kN/m 
柱に作用する単位長さあたりの水平方向の

等分布荷重 
6.62 

Ｗ2 kN 柱に作用する風荷重 5.14 

Ｌ2 m 柱全長 2.0 

Ｗss2 kN 柱に作用する水平方向の荷重 13.24 

σb2 N/mm2 柱に生じる曲げ応力度 28.1 

Ｍmax2 kN・m 柱の最大曲げモーメント 13.24 
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表 4－10(2) 耐震評価に用いる入力値 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

柱 

Ｚ2 cm3 柱の断面係数 472 

Ｌ22 m 
柱に作用する単位長さあたりの水平方向の

等分布荷重を集中荷重にした時の作用位置 
1.0 

σc2 N/mm2 柱に生じる圧縮応力度 1.4 

Ｖmax2 kN 柱の最大鉛直荷重 8.55 

Ａ2 cm2 柱の断面積 63.5 

τ2 N/mm2 柱に生じるせん断応力度 9.41 

Ｓmax2 kN 柱に生じる最大せん断力 13.24 

Ａ2’ cm2 柱のせん断断面積 14.08 

はり 

Ｓｓ3 kN 
はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平

方向の設計地震荷重 
8.1 

ｗss3 
kN/ 

m2 

はりに作用する単位面積当りの水平方向の

等分布荷重 
4.41 

Ａ m2 防護対策設備の面積 3.0 

σｂ3 N/mm2 はりに生じる曲げ応力度 64.07 

Ｍmax3 kN・m はりの最大曲げモーメント 0.51 

Ｚ3 mm3 はりの断面係数 7960 

Ｂ3 m はりの荷重載荷幅 0.55 

Ｌ3 m はりの部材長 1.3 

τ3 N/mm2 はりに生じるせん断応力度 0.32 

Ｓmax3 kN はりの最大せん断力 1.58 

ｈ3 mm はりのせん断負担幅 550 

ｔ3 mm はりの厚さ 9 

ベースプ

レート

σｂ4 N/mm2 ベースプレート引張側に生じる曲げ応力度 85.59 

Ｍmax4 kN・m 
ベースプレート引張側の最大曲げモーメン

ト 
1.01 

Ｚ4 mm3 ベースプレートの断面係数 1.18×104 

Ｌ4 m 柱とアンカーボルト間の長さ 0.04 

τ4 N/mm2 ベースプレート引張側に生じるせん断応力度 10.00 

Ｓmax4 N ベースプレート引張側の最大せん断力 25190 

ｔ4 mm ベースプレートの厚さ 28 

Ｂ4 m 部材断面有効幅 0.09 

σｂ4 ’ N/mm2 ベースプレート押込側に生じる曲げ応力度 92.68 
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表 4－10(3) 耐震評価に用いる入力値 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

ベースプ

レート

Ｍmax4’ 
N・

mm/mm 

ベースプレート押込側の最大曲げモーメン

ト 
12110 

Ｍx4 - 等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 0.300 

Ｗ4 N/mm2 コンクリートの曲げ圧縮応力度 4.38 

Ｌx4 mm ベースプレートの版の短辺長 96 

τ4’ N/mm2 ベースプレート押込側に生じるせん断応力度 16.69 

Ｓmax4’ N ベースプレート押込側の最大せん断力 42048 

Ａ4 mm2 押込側ベースプレートの断面積 9600 

アンカー

ボルト

Ｔ5 kN アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力 25.19 

Ｔa kN 
アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張

力 
63 

Ｎ 本 柱に取り付くアンカーボルトの総本数 6 

xi m 偏心距離 0.140 

Σn×xi
2 m2 2 次モーメントの合計値 0.078 

Ｑ5 kN 
アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断

力 
2.21 

Ｑa kN 
アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん

断力 
8 
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5. 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-2）

5.1 固有振動数及び設計用地震力 

5.1.1 固有振動数の算出方法 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-2）の構造に応じて解析モデルを

設定し，固有振動数を算出する。 

(1) 解析モデルの設定

当該防護対策設備は，鋼板，はり及び柱の組合せにより剛な断面を有している

とともに，アンカーボルトにて躯体に固定する構造であることから，当該防護対

策設備の鋼板を四辺固定の長方形板に，柱を片側固定-片側自由はりに，はりを両

端ピンはりに単純化したモデルとし，モデル化に用いるはり長さは，柱及びはり

の全長とする。図 5－1 に解析モデル図を示す。 

図 5－1 固有値解析モデル 

鋼板 

鋼
板
の
短
辺
長
さ

はりの長さ 

はり 

柱の長さ

柱
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(2) 記号の説明

当該防護対策設備の固有振動数算出に用いる記号を表 5－1 に示す。

表 5－1 固有振動数算出に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｆ Hz 防護対策設備の 1 次固有振動数 

λ ― 定数 

ｈ m モデル化に用いる鋼板の厚さ

a m モデル化に用いる鋼板の短辺長さ

Ｅ N/m2 ヤング率

ν ― ポアソン比 

ρ kg/m3 材料の密度 

Ｌ mm モデル化に用いる架構の長さ

Ｉ m4 断面二次モーメント 

ｍ kg/m 質量分布 

(3) 固有振動数の算出方法

固有振動数ｆを「構造力学公式集」に基づき以下の式より算出する。

a. 四辺固定の長方形板モデル（鋼板をモデル化）

b. 片側固定-片側自由はりモデル（柱をモデル化）

2

2

π ＥＩ
ｆ＝

ｍ2 Ｌ

 2 2

πh Ｅ
ｆ＝

4a 3 1



  

1
T

f


1
T

f


λ2
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c. 両端ピンはりモデル（はりをモデル化）

2

2

π ＥＩ
ｆ＝

ｍ2 Ｌ

5.1.2 固有振動数の計算条件 

固有振動数の計算条件を表 5－2 に示す。 

表 5－2(1) 固有周期の計算条件（鋼板） 

項目 記号 単位 数値 

ヤング率 Ｅ N/m2 2.05×1011 

定数 λ ― 2.73 

モデル化に用いる鋼板の長さ a m 1.14 

モデル化に用いる鋼板の厚さ h m 0.012 

ポアソン比 ν ― 0.3 

材料の密度 ρ kg/m3 7.85×103 

表 5－2(2) 固有周期の計算条件（柱及びはり） 

項目 記号 単位 
数値 

柱 はり 

モデル化に用いる柱及びはりの長

さ 
Ｌ m 2.0 0.79 

ヤング率 Ｅ N/m2 2.05×1011 2.05×1011 

定数 λ － 1.8751 － 

断面二次モーメント Ｉ m4 39,800×10-8 29.4×10-8 

質量分布 ｍ kg/m 915.09 425.43 

1
T

f
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5.1.3 固有振動数の算出結果 

固有振動数の算出結果を表 5－3 に示す。固有振動数は 20Hz 以上であり，剛構

造であることを確認した。 

表 5－3 固有振動数 

扉名称 対象部位 固有振動数(Hz) 固有周期(s) 

取水槽海水ポンプエリア 

防護対策設備 

（区間-2） 

鋼板 61.23 0.017 

柱 41.77 0.024 

はり 29.96 0.034 
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5.1.4 設計用地震力 

基準地震動Ｓｓによる設計用地震力は，Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」

に基づき設定する。 

地震応答解析に基づいて算定された当該防護対策設備設置床の最大応答加速度

から設計震度を設定する。 

当該防護対策設備の設計震度を表 5－4 に示す。 

表 5－4 設計震度 

構造物 設置場所 

基準地震動Ｓｓの 

設計震度 

水平ｋＨ 鉛直ｋＶ 

取水槽 海水ポンプエリア 1.8 0.9 
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5.2 耐震評価方法 

当該防護対策設備の原子炉補機海水ポンプ，原子炉補機海水系配管等，取水槽水位   

計及び除じん系配管（ポンプ入口配管，ポンプ出口～取水槽海水ポンプエリア境界

壁）に対する波及的影響の評価はⅥ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位ク  

ラス施設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づ   

き，「2.2 構造の概要」に示す防護対策設備の構造を踏まえ，「5.2.2 評価対象部 

位」にて設定する評価部位において，「5.1 固有振動数及び設計用地震力」で算定し 

た固有振動数に基づく設計用地震力により算出した応力等が許容限界内に収まること 

を，「5.2.5 評価方法」に示す方法にて確認する。 

 

5.2.1 記号の説明 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-2）の評価に用いる記号を表 5－5

に示す。 

 

表 5－5(1) 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-2）の 

耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｋＨ － 基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

Ｇ1 kN/m2 鋼板の単位面積当りの自重 

Ｓｓ1 kN/m2 鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

ｗss１ kN/m2 鋼板に作用する単位面積当りの水平方向の等分布荷重 

σｂ1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 

Ｍmax1 kN・m 鋼板に生じる最大曲げモーメント 

Ｚ1 cm3 鋼板の断面係数 

Ｌ1 m 鋼板の部材長 

τ1 N/mm2 鋼板に生じるせん断応力度 

Ｓmax1 kN 鋼板に生じる最大せん断力 

Ａ1 m2 鋼板の断面積 

σb2 N/mm2 柱に生じる最大曲げ応力度 

Ｍmax2 kN・m 柱の最大曲げモーメント 

Ｚ2 cm3 柱の断面係数 

σc2 N/mm2 柱に生じる圧縮応力度 

Ｖmax2 kN 柱の最大鉛直荷重 

Ａ2 cm2 柱の断面積 
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表 5－5(2) 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-2）の 

耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

τ2 N/mm2 柱に生じるせん断応力度 

Ｓmax2 kN 柱に生じる最大せん断力 

Ａ2’ cm2 柱のせん断断面積 

Ｓｓ3 kN/m はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

ｈ3 m はりの荷重分担高さ 

Ｇ3 kN/m はりの自重 

ｗss3 kN/m はりに作用する単位長さ当りの水平方向の等分布荷重 

σｂ3 N/mm2 はりに生じる曲げ応力度 

Ｍmax3 kN・m はりの最大曲げモーメント 

Ｚ3 cm3 はりの断面係数 

Ｌ3 m はりの部材長 

τ3 N/mm2 はりに生じるせん断応力度 

Ｓmax3 kN はりの最大せん断力 

Ａ3 cm2 はりの断面積 

Ｓｓ4 kN 架構に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

Ｇ4 kN 架構の固定荷重 

σ4 N/mm2 架構に生じる曲げ応力度 

Ｍmax4 N・m 架構の最大曲げモーメント 

Ｚ4 mm3 架構の断面係数 

Ｌ4 mm 架構の支持スパン 

σｂ5 N/mm2 ベースプレート引張側に生じる曲げ応力度 

Ｍmax5 kN・m ベースプレート引張側の最大曲げモーメント 

Ｚ5 mm3 ベースプレートの断面係数 

Ｌ5 m 柱とアンカーボルト間の長さ 

τ5 N/mm2 ベースプレート引張側に生じるせん断応力度 

Ｓmax5 N ベースプレート引張側の最大せん断力 

ｔ5 mm ベースプレートの厚さ 

Ｂ5 m 部材断面有効幅 

σｂ5 ’ N/mm2 ベースプレート押込側に生じる曲げ応力度 

Ｍmax5’ N・mm/mm ベースプレート押込側の最大曲げモーメント 

Ｍｘ5 － 等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 
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表 5－5(3) 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-2）の 

耐震評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｗ5 N/mm2 コンクリートの曲げ圧縮応力度 

Ｌｘ5 mm ベースプレートの版の短辺長 

τ5’ N/mm2 ベースプレート押込側に生じるせん断応力度 

Ｓmax5’ N/mm ベースプレート押込側の最大せん断力 

Ｍｘ5’ － 等分布荷重によるせん断応力算定用の係数 

Ｖmax6 kN 柱に発生する最大鉛直荷重 

Ｎ 本 柱に取り付くアンカーボルトの総本数 

Ｍmax6 kN・m 柱に発生する最大曲げモーメント 

Ｌ6 m アンカーボルト距離 

ｎ6 本 アンカーボルトの本数 

Ｔ6 kN アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力 

Ｑ6 kN アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力 

Ｔa kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力 

Ｑa kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力 

ｆｔ N/mm2 短期許容引張応力度 

ｆｂ N/mm2 短期許容曲げ応力度 

ｆｃ N/mm2 短期許容圧縮応力度 
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5.2.2 評価対象部位 

当該防護対策設備の評価対象部位は「2.2 構造の概要」に示す構造上の特性を

踏まえ選定する。 

基準地震動Ｓs による地震力により当該防護対策設備に生じる慣性力及び風荷重

は鋼板，柱，はり，架構及びベースプレートに伝わり，ベースプレートを固定す

るアンカーボルトを介して躯体に伝達されることから，評価対象部位を鋼板，は

り，柱，架構，ベースプレート及びアンカーボルトとする。 

評価対象部位を図 5－2 に示す。 

平面図 

断面図 

図 5－2 評価対象部位 

鋼板 

(状 d 名)

架構 

(状 d

名)

アンカーボルト

柱 

(状 d

名)鋼板 

(状 d

名)
はり 

(状 d

名)

架構 

(状 d

名)

ベースプレート 
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5.2.3 荷重及び荷重の組合せ 

(1) 荷重の組合せ

当該防護対策設備の評価に用いる荷重の組合せを下記に示す。

Ｇ＋Ｗ＋Ｓｓ＋Ｆ

Ｇ ：固定荷重（kN） 

Ｗ  ：風荷重（kN） 

Ｓｓ ：地震荷重（kN） 

Ｆ  ：積雪荷重（kN） 

（取水槽海水ポンプエリア（区間-2）については，柱上部のブラケッ

ト部をモデル化し，竜巻防護ネット上の積雪荷重を考慮する。）

(2) 荷重の設定

a. 固定荷重（Ｇ）

固定荷重として当該防護対策設備の自重を考慮する。自重は「5.2.6 評価条

件」に示す。 

b. 風荷重（Ｗ）

風速 30m/s 時の風荷重を考慮する。風荷重は，評価対象部位周辺の風圧力に

当該部分の風の受圧面積を乗じた次式により算出する。風荷重の算定に用いる

風圧力を表 5－6 に示す。 

Ｗ＝ｗ・Ａ 

Ｗ  ：風荷重（kN） 

ｗ ：風圧力（kN/m2） 

Ａ   ：風の受圧面積(m2) 

表 5－6 風圧力 

風圧力 

ｗ（kN/m2） 
1.71 
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c. 地震荷重（Ｓｓ）

地震荷重は，基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。「5.1.4 設計用地震

力」で設定した設計震度を用いて，次式により算定する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

Ｓｓ  ：地震荷重(kN) 

Ｇ  ：固定荷重(kN) 

ｋ  ：設計震度 

なお，水平及び鉛直地震力による組合せ応力が作用する部位の評価は，水平

方向と鉛直方向の地震力が同時に作用するものとして評価する。 

d. 積雪荷重（Ｆ）

積雪荷重は，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対する自然現象等による損

傷の防止に関する基本方針」の「4.1 自然現象の組合せについて」で設定して

いる自然現象の組合せに従って考慮することとし，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子

炉施設に対する自然現象等による損傷の防止に関する基本方針」の「4.1 自然

現象の組合せについて」に示す組み合わせる積雪深を踏まえて，発電所敷地に

最も近い気象官署である松江地方気象台で観測された観測史上 1 位の月最深積

雪 100cm に平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を考慮し 35.0cm とす

る。積雪荷重については，松江市建築基準法施行細則により，積雪深 1cm ごと

に 20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 
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5.2.4 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏

まえて設定する。 

(1) 使用材料

当該防護対策設備を構成する鋼板，柱，はり，架構，ベースプレート及びアン

カーボルトの使用材料を表 5－7 に示す。

表 5－7 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

鋼板 SS400 

柱 SS400 

はり SS400 

架構 SS400 

ベースプレート SS400 

アンカーボルト SD295 

(2) 許容限界

a. 鋼板，柱，はり，架構，ベースプレート

鋼板，柱，はり，架構，ベースプレートの許容応力度は，「Ｓ規準」を踏ま

えて表 5－8 の値とする。 

表 5－8 鋼板，柱，はり，架構，ベースプレーの短期許容応力度 

材質 
短期許容応力度(N/mm2) 

引張 圧縮＊ 曲げ＊ せん断 

SS400 235 235 235 135 

注記＊：座屈による許容値の低減は不要。割増係数は 1.5 とした。 
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b. アンカーボルト

アンカーボルトの許容荷重は「各種合成構造設計指針・同解説」を踏まえて

表 5－9 の値とする。 

なお，アンカーボルトが引張力を受ける場合においては，アンカーボルトの

降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較して，いずれか小さ

い値を採用する。また，評価部位のアンカーボルトがせん断力を受ける場合に

おいては，アンカーボルトのせん断強度により決まる耐力，定着したコンクリ

ート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコーン状破壊により決まる耐力を比

較して，いずれか小さい値を採用する。 

表 5－9 アンカーボルトの基準強度 

材質 
許容耐力(kN) 

引張 せん断 

SD295（　  ） 67 35 
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5.2.5 評価方法 

当該防護対策設備を構成する鋼板，はり，柱，架構，ベースプレート及びアン

カーボルトに発生する応力より算定する応力度が，許容限界以下であることを確

認する。 

 

(1) 鋼板 

鋼板に生じる応力は，鋼板を単純支持のはりとして次式により算出し，鋼板の

短期許容応力度以下であることを確認する。鋼板に作用する荷重の例を図 5－3 に

示す。 

 

a. 鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる地震荷重Ｓｓ1 

Ｓｓ１＝Ｇ1・ｋＨ 

Ｓｓ１  ：鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN/m2) 

Ｇ1 ：鋼板の単位面積当りの自重(kN/m2) 

ｋＨ ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

 

b. 鋼板に作用する単位面積当たりの水平方向の等分布荷重ｗss1 

ｗss1＝Ｓｓ1＋ｗ 

 

ｗss1 ：鋼板に作用する単位面積当りの水平方向の等分布荷重(kN/m2) 

Ｓｓ１ ：鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重   

(kN/m2) 

ｗ ：風圧力(kN/m2) 

 

c. 鋼板に生じる曲げ応力度σｂ1 

σｂ1＝（Ｍmax1・106）／（Ｚ1・103） 

Ｍmax1＝ｗss1・Ｌ1
2／8 

 

σｂ1 ：鋼板に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax1 ：鋼板に生じる最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ1 ：鋼板の断面係数（cm3） 

ｗss1   ：鋼板に作用する単位面積当りの水平方向の等分布荷重(kN/m2) 

Ｌ1 ：鋼板の部材長（m）  
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d. 鋼板に生じるせん断応力度τ1 

τ1＝（Ｓmax1・103）／（Ａ1・106） 

Ｓmax1＝ｗss1・Ｌ1／2 

 

τ1 ：鋼板に生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｓmax1 ：鋼板の最大せん断力（kN） 

Ａ1 ：鋼板の断面積（m2） 

ｗss1   ：鋼板に作用する単位面積当たりの水平方向の等分布荷重(kN/m2) 

Ｌ1 ：鋼板の部材長（m） 

 

図 5－3 鋼板に作用する荷重の例 

 

(2) 柱 

柱に生じる応力は，フレーム解析（ＦＲＡＭＥ（面内） Ver.8.0）により算出

し，柱の短期許容応力度以下であることを確認する。 

柱に作用する荷重の例を図 5－4 に示す。 

 

a. 柱に生じる曲げ応力度σb2 

σb2＝（Ｍmax2・106）／（Ｚ2・103） 

σb2 ：柱に生じる最大曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax2 ：柱の最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2 ：柱の断面係数（cm3） 

 

 

 

Ｌ1 

ｗss1 

Ｌ1 
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b. 柱に生じる圧縮応力度σc2 

σc2＝（Ｖmax2・103）／（Ａ2・102） 

 

σc2 ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 

Ｖmax2 ：柱の最大鉛直荷重（kN） 

Ａ2 ：柱の断面積（cm2） 

 

c. 柱に生じるせん断応力度τ2 

τ2＝（Ｓmax2・103）／（Ａ2’・102） 

 

τ2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｓmax2 ：柱に生じる最大せん断力（kN） 

Ａ2’ ：柱のせん断断面積（cm2） 

 

柱に生じる曲げ応力度とせん断応力度及び圧縮応力度から，組合せ応力度を

「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認

する。 

① 曲げ応力度と圧縮応力度 

𝜎𝑏2 𝑓𝑏⁄ + 𝜎𝑐2 𝑓𝑐⁄ ≦ 1 

 

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

ｆb ：短期許容曲げ応力度（N/mm2） 

σc2 ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 

ｆc ：短期許容圧縮応力度（N/mm2） 

 

② 曲げ応力度とせん断応力度 

√𝜎𝑏2
2 + 3𝜏2

2 ≦ 𝑓𝑡 

 

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

τ2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 
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③ 曲げ応力度，圧縮応力度，せん断応力度（慣性力上向きの場合）

√(𝜎𝑏2 + 𝜎𝑐2)
2 + 3 × 𝜏2

2 ≦ 𝑓𝑡

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

σc2 ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 

τ2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

④ 曲げ応力度，圧縮応力度，せん断応力度（慣性力が下向きの場合）

√(𝜎𝑏2 − 𝜎𝑐)
2 + 3 × 𝜏2

2 ≦ 𝑓𝑡

σb2 ：柱に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

σc2 ：柱に生じる圧縮応力度（N/mm2） 

τ2 ：柱に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

図 5－4 柱に作用する荷重の例 

(3) はり

はりに生じる応力は，はりを単純支持のはりとして次式により算出し，はりの

短期許容応力度以下であることを確認する。はりに作用する荷重の例を図 5－5 に

示す。 
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a. はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重Ｓｓ3 

Ｓｓ3＝（Ｇ1・ｈ3＋Ｇ3）・ｋＨ 

Ｓｓ3 ：はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN/m) 

       Ｇ1   ：鋼板の単位面積当りの自重(kN/m2) 

ｈ3 ：はりの荷重分担高さ(m) 

Ｇ3 ：はりの自重(kN/m) 

ｋＨ ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

 

b. はりに作用する単位長さ当たりの等分布荷重ｗss3 

ｗss3＝Ｓｓ3＋ｗ・ｈ3 

 

ｗss3  ：はりに作用する単位長さ当りの水平方向の等分布荷重 (kN/m) 

Ｓｓ3  ：はりに作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計地震荷重 

(kN/m) 

ｗ ：風圧力(kN/m2) 

ｈ3 ：はりの荷重分担高さ(m) 

 

c. はりに生じる曲げ応力度σｂ3 

σｂ3＝（Ｍmax3・106）／（Ｚ3・103） 

Ｍmax3＝ｗss3・Ｌ3
2／8 

 

σｂ3 ：はりに生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax3 ：はりの最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ3   ：はりの断面係数（cm3） 

ｗss3  ：はりに作用する単位長さ当りの水平方向の等分布荷重 (kN/m) 

Ｌ3 ：はりの部材長（m） 
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Ｌ３ 

d.  はりに生じるせん断応力度τ3 

τ3＝（Ｓmax3・103）／（Ａ3・102） 

Ｓmax3＝ｗss3・Ｌ3／2 

 

τ3 ：はりに生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｓmax3 ：はりの最大せん断力（kN） 

Ａ3 ：はりの断面積（cm2） 

ｗss3   ：はりに作用する単位長さ当りの水平方向の等分布荷重(kN/m2) 

Ｌ3 ：はりの部材長(m) 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 架構 

架構に生じる応力は，架構を単純支持のはりとして次式により算出し，架構の

短期許容応力度以下であることを確認する。架構に作用する荷重の例を図 5－6 に

示す。 

 

a. 架構に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の地震荷重Ｓｓ4 

Ｓｓ4＝Ｇ4・ｋＨ 

Ｓｓ4 ：架構に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の地震荷重(kN) 

Ｇ4 ：架構の固定荷重(kN) 

ｋＨ ：基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 

  

図 5－5 はりに作用する荷重の例 

ｗｓｓ３ 



 

80 

 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-
11

-2
-5
 R
0 

Ｌ４ 

b. 架構に生じる曲げ応力度σ4 

σ4＝（Ｍmax4・10-3）／Ｚ4 

Ｍmax4＝（Ｓｓ4・Ｌ4・10-3）／4 

 

σ4 ：架構に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax4 ：架構の最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ4 ：架構の断面係数（mm3） 

Ｓｓ4 ：架構に作用する基準地震動Ｓｓによる水平方向の地震荷重(kN) 

Ｌ4 ：架構の支持スパン（mm） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) ベースプレート 

ベースプレートに生じる応力は，ベースプレートを片持ち梁として次式により

算出し，ベースプレートの短期許容応力度以下であることを確認する。ベースプ

レートに作用する荷重の例を図 5－7 に示す。 

 

a. ベースプレートに生じる曲げ応力度（引張側）σｂ5 

     σｂ5＝（Ｍmax5・103）/Ｚ5 

Ｍmax5=Ｔ6・Ｌ5・103 

σｂ5 ：ベースプレート引張側に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax5 ：ベースプレート引張側の最大曲げモーメント（N・m） 

Ｚ5 ：ベースプレートの断面係数（mm3） 

Ｔ6 ：アンカーボルト１本当たりに生じる引張力（kN） 

Ｌ5 ：柱とアンカーボルト間の長さ（m） 

  

Ｓｓ4 

Ｌ４ 
図 5－6 架構に作用する荷重の例 
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b. ベースプレートに生じるせん断応力度（引張側）τ5 

     τ5＝Ｓmax5/(t5・Ｂ5・103) 

Ｓmax5＝Ｔ6・103
 

τ5 ：ベースプレート引張側に生じるせん断応力度(N/mm2) 

Ｓmax5 ：ベースプレート引張側の最大せん断力(N) 

t5 ：ベースプレートの厚さ(mm) 

Ｂ5 ：部材断面有効幅(m) 

Ｔ6 ：アンカーボルト１本当たりに生じる引張力（kN） 

 

ベースプレートに生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応力度を

「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認

する。 

 

① 曲げ応力度とせん断応力度 

√𝜎𝑏5
2 + 3𝜏5

2 ≦ 𝑓𝑡 

 

σb5 ：ベースプレート引張側に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

τ5 ：ベースプレート引張側に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

c. ベースプレートに生じる曲げ応力度（押込側）σｂ5’ 

     σｂ5’＝（6・Ｍmax5’）/ t5
2 

Ｍmax5’=Ｍｘ5・Ｗ5・Ｌｘ5
2 

σｂ5’ ：ベースプレート押込側に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍmax5’ ：ベースプレート押込側の最大曲げモーメント（N・mm/mm） 

t5 ：ベースプレートの厚さ(mm) 

Ｍｘ5 ：等分布荷重による曲げ応力算定用の係数 

Ｗ5 ：コンクリートの曲げ圧縮応力度（N/mm2） 

Ｌｘ5 ：ベースプレートの版の短辺長（mm） 
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d. ベースプレートに生じるせん断応力度（押込側）τ5’ 

     τ5’＝Ｓmax5 ’/t5 

Ｓmax5’=Ｍｘ5’・Ｗ5・Ｌｘ5 

τ5’ ：ベースプレート押込側に生じるせん断応力度(N/mm2) 

Ｓmax5’ ：ベースプレート押込側の最大せん断力(N/mm) 

t5 ：ベースプレートの厚さ(mm) 

Ｍｘ5’ ：等分布荷重によるせん断応力算定用の係数 

Ｗ5 ：コンクリートの曲げ圧縮応力度（N/mm2） 

Ｌｘ5 ：ベースプレートの版の短辺長（mm） 

 

ベースプレートに生じる曲げ応力度とせん断応力度から，組合せ応力度を

「Ｓ規準」に基づく次式により算定し，短期許容応力度以下であることを確認

する。 

 

① 曲げ応力度とせん断応力度 

√𝜎𝑏5′
2 + 3𝜏5′

2 ≦ 𝑓𝑡 

 

σb5’ ：ベースプレート押込側に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

τ5’ ：ベースプレート押込側に生じるせん断応力度（N/mm2） 

ｆｔ ：短期許容引張応力度（N/mm2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－7 ベースプレートに作用する荷重の例 

 

  

Ｌ5 

Ｔ6 Ｌ5 
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 (6) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力又はせん断力を「各種合成構造設計

指針」に基づき算定し，アンカーボルトの許容荷重を下回ることを確認する。ア

ンカーボルトに作用する荷重の例を図 5－8 に示す。 

 

（Ｔ6／Ｔa）2＋（Ｑ6／Ｑa）2≦1 

 

Ｔ6＝Ｖmax6／Ｎ－Ｍmax6／（Ｌ6・ｎ6） 

Ｔ6／Ｔa ≦ 1.0 

       Ｖmax6 ：柱に発生する最大鉛直荷重(kN) 

Ｎ ：柱に取り付くアンカーボルトの総本数（本） 

Ｍmax6 ：柱に発生する最大曲げモーメント（kN・m） 

Ｌ6 ：アンカーボルト距離（m） 

ｎ6 ：アンカーボルトの本数（本） 

Ｔ6 ：アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力(kN) 

       Ｔa ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力(kN) 

 

Ｑ6＝Ｓmax2／Ｎ 

Ｑ6／Ｑa ≦ 1.0 

       Ｓmax2 ：柱に発生する最大せん断力(kN) 

Ｑ6 ：アンカーボルト 1 本当たりに生じるせん断力(kN) 

       Ｑa ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力(kN) 

 

 

 

図 5－8 アンカーボルトに生じる荷重の例 
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5.2.6 評価条件 

「5.2.5 評価方法」に用いる入力値を表 5－10 に示す。 

 

表 5－10(1) 耐震評価に用いる入力値 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 ｋＨ － 基準地震動Ｓｓの水平方向の設計震度 1.8 

鋼板 

Ｇ1 kN/m2 鋼板の単位面積当りの自重 2.772 

Ｓｓ1 kN/m2 
鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる

水平方向の設計地震荷重 
4.99 

ｗss１ kN/m2 
鋼板に作用する単位面積当りの水平方

向の等分布荷重 
6.7 

σｂ1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 11.4 

Ｍmax1 kN・m 鋼板に生じる最大曲げモーメント 1.09 

Ｚ1 cm3 鋼板の断面係数 96 

Ｌ1 m 鋼板の部材長 1.14 

τ1 N/mm2 鋼板に生じるせん断応力度 0.16 

Ｓmax1 kN 鋼板に生じる最大せん断力 3.82 

Ａ1 m2 鋼板の断面積 0.024 

柱 

σb2 N/mm2 柱に生じる最大曲げ応力度 24.0 

Ｍmax2 kN・m 柱の最大曲げモーメント 54.71 

Ｚ2 cm3 柱の断面係数 2280 

σc2 N/mm2 柱に生じる圧縮応力度 2.2 

Ｖmax2 kN 柱の最大鉛直荷重 37.77 

Ａ2 cm2 柱の断面積 171.9 

τ2 N/mm2 柱に生じるせん断応力度 10.52 

Ｓmax2 kN 柱に生じる最大せん断力 39.38 

Ａ2’ cm2 柱のせん断断面積 37.44 

はり 

Ｓｓ3 kN/m 
はりに作用する基準地震動Ｓｓによる

水平方向の設計地震荷重 
2.74 

ｈ3 m はりの荷重分担高さ 0.53 

Ｇ3 kN/m はりの自重 5.80×10-2 

ｗss3 kN/m 
はりに作用する単位長さ当りの水平方

向の等分布荷重 
3.65 

σｂ3 N/mm2 はりに生じる曲げ応力度 44.7 

Ｍmax3 kN・m はりの最大曲げモーメント 0.28 
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表 5－10(2) 耐震評価に用いる入力値 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

はり 

Ｚ3 cm3 はりの断面係数 6.26 

Ｌ3 m はりの部材長 0.79 

τ3 N/mm2 はりに生じるせん断応力度 4.1 

Ｓmax3 kN はりの最大せん断力 1.44 

Ａ3 cm2 はりの断面積 3.54 

架構 

Ｓｓ4 kN 
架構に作用する基準地震動Ｓｓによる

水平方向の設計地震荷重 
3.76 

Ｇ4 kN 架構の固定荷重 2.089 

σ4 N/mm2 架構に生じる曲げ応力度 8.19 

Ｍmax4 kN・m 架構の最大曲げモーメント 1.31 

Ｚ4 mm3 架構の断面係数 1.60×105 

Ｌ4 mm 架構の支持スパン 1390 

ベースプレ

ート 

σｂ5 N/mm2 
ベースプレート引張側に生じる曲げ応力

度 
147.8 

Ｍmax5 N・m 
ベースプレート引張側の最大曲げモー

メント 
2527 

Ｚ5 mm3 ベースプレートの断面係数 17.1×103 

Ｌ5 m 柱とアンカーボルト間の長さ 0.05 

τ5 N/mm2 
ベースプレート引張側に生じるせん断応

力度 
15.8 

Ｓmax5 N ベースプレート引張側の最大せん断力 50540 

ｔ5 mm ベースプレートの厚さ 32 

Ｂ5 m 部材断面有効幅 0.1 

σｂ5 ’ N/mm2 
ベースプレート押込側に生じる曲げ応力

度 
91.5 

Ｍmax5’ 
N・

mm/mm 

ベースプレート押込側の最大曲げモー

メント 
15624 

Ｍx5 - 
等分布荷重による曲げ応力算定用の係

数 
0.217 

Ｗ5 N/mm2 コンクリートの曲げ圧縮応力度 3.20 

Ｌx5 mm ベースプレートの版の短辺長 150 

τ5’ N/mm2 
ベースプレート押込側に生じるせん断応

力度 
10.9 
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表 5－10(3) 耐震評価に用いる入力値 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

ベースプレ

ート 

Ｓmax5’ N/mm ベースプレート押込側の最大せん断力 350 

Ｍｘ5’ － 
等分布荷重によるせん断応力算定用の

係数 
0.73 

アンカーボ

ルト 

Ｔ6 kN 
アンカーボルト 1 本当たりに生じる引

張力 
50.54 

Ｔa kN 
アンカーボルト 1 本当たりの短期許容

引張力 
67 

Ｖmax6 kN 柱に発生する最大鉛直荷重 1.98 

Ｎ 本 柱に取り付くアンカーボルトの総本数 5 

Ｍmax6 kN・m 柱に発生する最大曲げモーメント 50.94 

Ｌ6 m アンカーボルト距離 0.5 

ｎ6 本 アンカーボルトの本数 2 

Ｑ6 kN 
アンカーボルト 1 本当たりに生じるせ

ん断力 
7.88 

Ｑa kN 
アンカーボルト 1 本当たりの短期許容

せん断力 
35 
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6. 評価結果 

取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の耐震評価結果を表 6－1～表 6－3 に示す。当

該防護対策設備の各部材の断面検定を行った結果，発生応力度又は荷重は許容限界以下

であることから，当該防護対策設備が構造健全性を有することを確認した。 

 

表 6－1 耐震計算結果 

（取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（東側），（西側））） 

評価部材 
発生応力度 

又は荷重 
許容限界値 

発生応力度 

／ 

許容限界値 

鋼板 SS400 
曲げ 15 N/mm2 235 N/mm2 0.07 

せん断 1 N/mm2 135 N/mm2 0.01 

柱 SS400 

曲げ 29 N/mm2 235 N/mm2 0.13 

圧縮 2 N/mm2 235 N/mm2 0.01 

せん断 10 N/mm2 135 N/mm2 0.08 

組合せ（曲げ＋圧縮） - - - - 0.13 

組合せ（曲げ＋せん断） 33 N/mm2 235 N/mm2 0.15 

組合せ（曲げ＋せん断＋

圧縮）（上向き） 
34 N/mm2 235 N/mm2 0.15 

組合せ（曲げ＋せん断＋

圧縮）（下向き） 
33 N/mm2 235 N/mm2 0.15 

はり SS400 
曲げ 65 N/mm2 235 N/mm2 0.28 

せん断 1 N/mm2 135 N/mm2 0.01 

ベースプ

レート 
SS400 

曲げ（引張側） 87 N/mm2 235 N/mm2 0.38 

せん断（引張側） 7 N/mm2 135 N/mm2 0.06 

組合せ（曲げ＋せん断）

（引張側） 
88 N/mm2 235 N/mm2 0.38 

曲げ（押込側） 107 N/mm2 235 N/mm2 0.46 

せん断（押込側） 14 N/mm2 135 N/mm2 0.11 

組合せ（曲げ＋せん断）

（押込側） 
110 N/mm2 235 N/mm2 0.47 

アンカー 

ボルト 
SUS304 

せん断 4 kN 34 kN 0.12 

引張 22 kN 41 kN 0.54 

組合せ（せん断＋引張） － － － － 0.28 
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表 6－2 耐震計算結果 

（取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-1（南側））） 

評価部材 
発生応力度 

又は荷重 
許容限界値 

発生応力度 

／ 

許容限界値 

鋼板 SS400 
曲げ 15 N/mm2 235 N/mm2 0.07 

せん断 1 N/mm2 135 N/mm2 0.01 

柱 SS400 

曲げ 29 N/mm2 235 N/mm2 0.13 

圧縮 2 N/mm2 235 N/mm2 0.01 

せん断 10 N/mm2 135 N/mm2 0.08 

組合せ（曲げ＋圧縮） - - - - 0.13 

組合せ（曲げ＋せん断） 33 N/mm2 235 N/mm2 0.15 

組合せ（曲げ＋せん断＋

圧縮）（上向き） 
34 N/mm2 235 N/mm2 0.15 

組合せ（曲げ＋せん断＋

圧縮）（下向き） 
33 N/mm2 235 N/mm2 0.15 

はり SS400 
曲げ 65 N/mm2 235 N/mm2 0.28 

せん断 1 N/mm2 135 N/mm2 0.01 

ベースプ

レート 
SS400 

曲げ（引張側） 86 N/mm2 235 N/mm2 0.37 

せん断（引張側） 10 N/mm2 135 N/mm2 0.08 

組合せ（曲げ＋せん断）

（引張側） 
88 N/mm2 235 N/mm2 0.38 

曲げ（押込側） 93 N/mm2 235 N/mm2 0.40 

せん断（押込側） 17 N/mm2 135 N/mm2 0.13 

組合せ（曲げ＋せん断）

（押込側） 
98 N/mm2 235 N/mm2 0.42 

アンカー 

ボルト 
SUS304 

せん断 3 kN 8 kN 0.38 

引張 26 kN 63 kN 0.42 

組合せ（せん断＋引張） － － － － 0.24 
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表 6－3 耐震計算結果 

（取水槽海水ポンプエリア防護対策設備（区間-2） 

評価部材 
発生応力度 

又は荷重 
許容限界値 

発生応力度 

／ 

許容限界値 

鋼板 SS400 
曲げ 12 N/mm2 235 N/mm2 0.06 

せん断 1 N/mm2 135 N/mm2 0.01 

柱 SS400 

曲げ 24 N/mm2 235 N/mm2 0.11 

圧縮 3 N/mm2 235 N/mm2 0.02 

せん断 11 N/mm2 135 N/mm2 0.09 

組合せ（曲げ＋圧縮） - - - - 0.12 

組合せ（曲げ＋せん断） 31 N/mm2 235 N/mm2 0.14 

組合せ（曲げ＋せん断＋

軸力）（上向き） 
32 N/mm2 235 N/mm2 0.14 

組合せ（曲げ＋せん断＋

軸力）（下向き） 
29 N/mm2 235 N/mm2 0.13 

はり SS400 
曲げ 45 N/mm2 235 N/mm2 0.20 

せん断 5 N/mm2 135 N/mm2 0.04 

架構 SS400 曲げ 9 N/mm2 235 N/mm2 0.04 

ベースプ

レート 
SS400 

曲げ（引張側） 148 N/mm2 235 N/mm2 0.63 

せん断（引張側） 16 N/mm2 135 N/mm2 0.12 

組合せ（曲げ＋せん断）

（引張側） 
151 N/mm2 235 N/mm2 0.65 

曲げ（押込側） 92 N/mm2 235 N/mm2 0.40 

せん断（押込側） 11 N/mm2 135 N/mm2 0.09 

組合せ（曲げ＋せん断）

（押込側） 
94 N/mm2 235 N/mm2 0.40 

アンカー 

ボルト 
SD295 

せん断 8 kN 35 kN 0.23 

引張 51 kN 67 kN 0.77 

組合せ（せん断＋引張） － － － － 0.61 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方

針」に基づき，取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備が原子炉補機海水系配管，高圧

炉心スプレイ補機海水系配管等に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明するもの

である。 

その波及的影響の評価として，原子炉補機海水系配管，高圧炉心スプレイ補機海水系  

配管等の有する機能が保持されることを確認するために，施設の損傷による影響では，

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の構造部材の健全性評価を実施する。構造部材

の健全性評価にあたっては，Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」を基に算定した荷重

を評価式に代入することにより確認する。  
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2. 基本方針 

2.1 位置 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の位置図を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備 位置図 

  

 PN

：取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備 
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2.2 構造の概要 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の平面図を図 2－2 に，断面図を図 2－3 に 

示す。 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備は，鋼板，架構，ベースプレート及びアン   

カーボルトから構成され，取水槽躯体にアンカーボルトで固定する構造とする。 

 

 

図 2－2(1) 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備 平面図 

  

 PN

ａ部 

ｂ部 
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図 2－2(2) 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備 平面図（ａ部詳細図） 

 

 

 

 

図 2－2(3) 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備 平面図（ｂ部詳細図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－3（1） 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備 断面図（A－A 断面） 

 

 

 

 

 

図 2－3（2） 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備 断面図（B－B 断面） 

 

 

A 

A 

鋼板 

架構 

架構 

鋼板 

アンカーボルト 

B 

B 

ベースプレート 

 PN

C 

C 

D 

D 

3
5
0
 

3
5
0
 

5900 

6200 

 PN

ベースプレート アンカーボルト 



 

5 

 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
11

-2
-6
-3
 R
0 

 

 

 

図 2－3（3） 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備 断面図（C－C 断面） 

 

 

 

図 2－3（4） 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備 断面図（D－D 断面） 
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2.3 評価方針 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の波及的影響評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影

響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重

の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 構造の概要」に示す取水槽循環水ポンプエ

リア防護対策設備の構造を踏まえ，「3.5.2 評価対象部位」にて設定する評価対象部

位について，「3.3 固有振動数の算出結果」で算出した固有振動数に基づく設計用地

震力により算出した応力等が許容限界以下であることを，「3.5 耐震評価方法」に示

す方法にて確認する。応力評価の確認結果を「4. 評価結果」にて確認する。 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の波及的影響の評価フローを図 2－4 に示

す。 

 

図 2－4 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の波及的影響の評価フロー 

  

基準地震動Ｓｓ 

設計用地震力 

荷重及び荷重の組合せの設定 

許容限界の設定 

評価方法の設定 

評価条件の設定 

耐震評価 

固有値解析 

Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」 

 

評価対象部位の設定 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法及び同施行令 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定）（以下

「Ｓ規準」という。） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 改定）（以下「各種

合成構造設計指針・同解説」という。） 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 

・構造力学公式集（（公社）土木学会）（以下「構造力学公式集」という。） 
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3. 耐震評価 

3.1 固有振動数の算出方法 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の構造に応じて解析モデルを設定し，固有   

振動数を算出する。 

 

(1) 解析モデルの設定 

当該防護対策設備は，鋼板，架構，ベースプレートの組合せにより剛な断面を

有しているとともに，アンカーボルトにて取水槽躯体に固定する構造であること

から，当該防護対策設備の鋼板を四辺固定の長方形板に，架構を両端固定はりに

単純化したモデルとし，モデル化に用いるはり長さは，架構の全長とする。図 3－

1 に解析モデル図を示す。 

 

     

 

  

架構の全長 

架構 鋼板 
鋼
板
の
短
辺
長
さ 

図 3－1 解析モデル図 
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(2) 記号の説明 

当該防護対策設備の固有振動数算出に用いる記号を表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 固有振動数算出に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｆ Hz 防護対策設備の 1 次固有振動数 

λ ― 定数 

ｈ m モデル化に用いる鋼板の厚さ 

a m モデル化に用いる鋼板の短辺長さ 

Ｅ N/m2 ヤング率 

ν ― ポアソン比 

ρ kg/m3 材料の密度 

Ｌ mm モデル化に用いる架構の長さ 

Ｉ m4 断面二次モーメント 

ｍ kg/m 質量分布 

 

(3) 固有振動数の算出方法 

固有振動数ｆを「構造力学公式集」に基づき以下の式より算出する。 

 

a. 四辺固定の長方形板モデル（鋼板をモデル化） 

 

 

 

b. 両端固定はりモデル（架構をモデル化） 

2
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π ＥＩ
ｆ＝

ｍ2 Ｌ
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3.2 固有振動数の計算条件 

固有振動数の計算条件を表 3－2 に示す。 

 

表 3－2(1) 固有周期の計算条件（鋼板） 

項目 記号 単位 数値 

ヤング率 Ｅ N/m2 2.05×1011 

定数 λ ― 2.480 

モデル化に用いる鋼板の長さ a m 2.360 

モデル化に用いる鋼板の厚さ h m 0.024 

ポアソン比 ν ― 0.3 

材料の密度 ρ kg/m3 7.85×103 

 

表 3－2(2) 固有周期の計算条件（架構） 

項目 記号 単位 数値 

モデル化に用いる架構の長さ Ｌ m 6.3 

定数 λ － 4.73 

ヤング率 Ｅ N/m2 2.05×1011 

断面二次モーメント Ｉ m4 39.8×10-5 

質量分布 ｍ kg/m 745.41 

 

3.3 固有振動数の算出結果 

固有振動数の算出結果を表 3－3 に示す。固有振動数は 20Hz 以上であり，剛構造で 

あることを確認した。 

 

表 3－3 固有振動数 

防護対策設備名称 対象部位 固有振動数(Hz) 固有周期(s) 

取水槽循環水ポンプエリア 

防護対策設備 

鋼板 25.96 0.039 

架構 29.68 0.034 
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3.4 設計用地震力 

基準地震動Ｓｓによる設計用地震力は，Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」に基   

づき設定する。 

地震応答解析に基づいて算定された当該防護対策設備設置床の最大応答加速度から   

設計震度を設定する。 

当該防護対策設備の設計震度を表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 設計震度 

構造物 設置場所 

基準地震動Ｓｓの 

設計震度 

水平ｋＨ 鉛直ｋＶ 

取水槽 循環水ポンプエリア 1.8 0.9 
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3.5 耐震評価方法 

当該防護対策設備の原子炉補機海水系配管，高圧炉心スプレイ補機海水系配管等に

対する波及的影響の評価はⅥ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施

設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，

「2.2 構造の概要」に示す防護対策設備の構造を踏まえ，「3.5.2 評価対象部位」

にて設定する評価部位において，「3.3 固有振動数の算出結果」で算定した固有振動

数に基づく設計用地震力により算出した応力等が許容限界内に収まることを，「3.5 

評価方法」に示す方法にて確認する。 

 

3.5.1 記号の説明 

当該防護対策設備の波及的影響の評価に用いる記号を表 3－5 に示す。 

 

表 3－5(1) 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の波及的影響の評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

ｋｖ － 基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 

Ｖss1 kN/m 鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重 

Ｇ1 kN/m 鋼板の固定荷重 

Ｆ1 kN/m 鋼板が負担する積雪荷重 

Ｖ1 kN/m 鋼板に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重 

σ1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 

Ｍ1 kN・m  鋼板に生じる曲げモーメント 

Ｚ1 cm3 鋼板の断面係数 

Ｌ1 m 鋼板の支持スパン 

τ1 N/mm2 鋼板に生じるせん断応力度 

Ｑ1 kN 鋼板のせん断力 

ＡＳ1 m2 鋼板のせん断断面積 

Ｖss2 kN/m 架構に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重 

Ｇ2 kN/m 架構の固定荷重 

Ｇ2’ kN/m 架構が負担する鋼板の固定荷重 

Ｆ2 kN/m 架構が負担する積雪荷重 

Ｖ2 kN/m 架構に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重 

σ2 N/mm2 架構に生じる曲げ応力度 

Ｍ2 kN・m  架構に生じる曲げモーメント 

Ｚ2 cm3 架構の断面係数 

Ｌ2 m 架構の支持スパン 
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表 3－5(2) 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の波及的影響の評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

τ2 N/mm2 架構に生じるせん断応力度 

Ｑ2 kN 架構のせん断力 

ＡＳ2 cm2 架構のせん断断面積 

σb3 N/mm2 ベースプレートに生じる曲げ応力度 

Ｍ3 N・m ベースプレートの最大曲げモーメント 

Ｚ3 cm3 ベースプレートの断面係数 

Ｐ3 N アンカーボルト 1 本当たりの引張力 

Ｌ3 m リブプレートとアンカーボルト間の長さ 

τ3 N/mm2 ベースプレートに生じるせん断応力度 

Ｓmax3 N ベースプレートに生じるせん断力 

ｔ3 mm ベースプレートの厚さ 

Ｂ3 m 部材断面有効幅 

Ｔd4 kN アンカーボルト 1 本当たりの引張力 

Ｔa kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力 

Ｑｄ4 kN アンカーボルト 1 本当たりのせん断力 

Ｑa kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力 

Ｖ4 kN 架構等の固定荷重 

ｎ4 本 架構に取り付くアンカーボルトの本数 

Ｔ4 kN 
架構に発生する曲げモーメントによりアンカーボルト１本当た

りに生じる引張力 

Ｑ4 kN アンカーボルトのせん断力 
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3.5.2 評価対象部位 

当該防護対策設備の評価対象部位は「2.2 構造計画」に示す構造上の特性を踏

まえ選定する。 

基準地震動Ｓs による地震動により当該防護対策設備に生じる慣性力及び積雪荷

重は鋼板，架構，ベースプレートに伝わり，ベースプレートを固定するアンカー

ボルトを介して躯体に伝達されることから，評価対象部位を鋼板，架構，ベース

プレート及びアンカーボルトとする。 

評価対象部位を図 3－2 に示す。 

 

 

 

図 3－2 評価対象部位 

 

  

架構 

鋼板 

アンカーボルト ベースプレート 
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3.5.3 荷重及び荷重の組合せ 

(1) 荷重の組合せ 

当該防護対策設備の評価に用いる荷重の組合せを下記に示す。 

Ｇ＋Ｓｓ＋Ｆ 

Ｇ ：固定荷重(kN) 

Ｓｓ ：地震荷重(kN) 

Ｆ  ：積雪荷重(kN) 

 

(2) 荷重の設定 

a. 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として当該防護対策設備の自重を考慮する。自重は「3.5.6 評価条

件」に示す。 

 

b. 地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重は，基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。「3.4 設計用地震力」

で設定した設計震度を用いて，次式により算定する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

Ｓｓ  ：地震荷重(kN) 

 Ｇ  ：固定荷重(kN) 

 ｋ  ：設計震度 

 

c. 積雪荷重（Ｆ） 

積雪荷重は，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対する自然現象等による損

傷の防止に関する基本方針」の「4.1 自然現象の組合せについて」で設定して

いる自然現象の組合せに従って考慮することとし，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子

炉施設に対する自然現象等による損傷の防止に関する基本方針」の「4.1 自然

現象の組合せについて」に示す組み合わせる積雪深を踏まえて，発電所敷地に

最も近い気象官署である松江地方気象台で観測された観測史上 1 位の月最深積

雪 100cm に平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を考慮し 35.0cm とす

る。積雪荷重については，松江市建築基準法施行細則により，積雪深 1cm ごと

に 20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 
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3.5.4 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐

震評価方針」にて設定している許容限界を踏まえて設定する。 

 

(1) 使用材料 

当該防護対策設備を構成する鋼板，架構，ベースプレート及びアンカーボルト

の使用材料を表 3－6 に示す。 

 

表 3－6 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

鋼板 SS400 PL-20 

架構 SS400 H-350×350×12×19 

ベースプレート SS400 PL-32 

アンカーボルト SD345 D25 

 

 

(2) 許容限界 

a. 鋼板，架構，ベースプレート 

鋼板，架構，ベースプレートの許容応力度は，「Ｓ規準」を踏まえて表 3－7

の値とする。 

 

表 3－7 鋼板，架構，ベースプレートの短期許容応力度 

材質 
短期許容応力度(N/mm2) 

曲げ＊ せん断 

SS400 235 135 

        注記＊：座屈による許容値の低減は不要。割増係数は 1.5 とした。 

 

  



 

17 

 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
11

-2
-6
-3
 R
0 

b. アンカーボルト 

アンカーボルトの許容荷重は「各種合成構造設計指針・同解説」を踏まえて

表 3－8 の値とする。 

なお，アンカーボルトが引張力を受ける場合においては，アンカーボルトの

降伏により決まる耐力及び付着力により決まる耐力を比較して，いずれか小さ

い値を採用する。また，評価部位のアンカーボルトがせん断力を受ける場合に

おいては，アンカーボルトのせん断強度により決まる耐力，定着したコンクリ

ート躯体の支圧強度により決まる耐力及びコーン状破壊により決まる耐力を比

較して，いずれか小さい値を採用する。 

 

表 3－8 アンカーボルトの基準強度 

材質 
許容耐力（kN） 

引張 せん断 

SD345（D25） 94.3 60.7 
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3.5.5 評価方法 

当該防護対策設備を構成する鋼板，架構，ベースプレート及びアンカーボルト

に発生する応力より算定する応力度が，許容限界以下であることを確認する。 

 

(1) 鋼板 

鋼板に生じる応力は，鋼板を単純支持のはりとして次式により算出し，鋼板の

短期許容応力度以下であることを確認する。鋼板に作用する荷重の例を図 3－3 に

示す。 

 

a. 鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重Ｖss1 

Ｖss1＝(Ｇ1＋Ｆ1)・ｋｖ 

Ｖss1 ：鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重     

(kN/m) 

Ｇ1 ：鋼板の固定荷重(kN/m) 

Ｆ1 ：鋼板が負担する積雪荷重(kN/m) 

ｋＶ ：基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 

 

b. 鋼板に作用する鉛直荷重Ｖ1 

Ｖ1＝Ｖss1＋Ｇ1＋Ｆ1 

 

Ｖ1 ：鋼板に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｖss1 ：鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重     

(kN/m) 

Ｇ1 ：鋼板の固定荷重(kN/m) 

Ｆ1 ：鋼板が負担する積雪荷重(kN/m) 

 

c. 鋼板に生じる曲げ応力度σ1 

σ1＝（Ｍ１・106）／（Ｚ１・103） 

Ｍ1＝Ｖ1・Ｌ1
2／8 

 

σ1 ：鋼板に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ1 ：鋼板に生じる曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ1 ：鋼板の断面係数（cm3） 

Ｖ1 ：鋼板に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｌ1 ：鋼板の支持スパン（m） 
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d. 鋼板に生じるせん断応力度 

τ1＝（Ｑ1・103）／（ＡＳ1・106） 

Ｑ1＝Ｖ1・Ｌ1／2 

 

τ1 ：鋼板に生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ1 ：鋼板のせん断力（kN） 

ＡＳ1 ：鋼板のせん断断面積（m2） 

Ｖ1 ：鋼板に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｌ1 ：鋼板の支持スパン(m) 

 

 

図 3－3 鋼板に作用する荷重の例 

 

(2) 架構 

架構に生じる応力は，架構を単純支持のはりとして次式により算出し，架構の

短期許容応力度以下であることを確認する。架構に作用する荷重の例を図 3－4 に

示す。 

 

a. 架構に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重Ｖss2 

Ｖss2＝(Ｇ2＋Ｇ2’＋Ｆ2)・ｋｖ 

 

Ｖss2 ：架構に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重     

(kN/m) 

Ｇ2 ：架構の固定荷重(kN/m) 

Ｇ2’ ：架構が負担する鋼板の固定荷重(kN/m) 

Ｆ2 ：架構が負担する積雪荷重(kN/m) 

ｋＶ ：基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 

 

Ｖ1 Ｌ１ 
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b. 架構に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重Ｖ2 

Ｖ2＝Ｖss2＋Ｇ2＋Ｇ2’＋Ｆ2 

 

Ｖ2 ：架構に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重(kN/m) 

Ｖss2 ：架構に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の設計地震荷重     

(kN/m) 

Ｇ2 ：架構の固定荷重(kN/m) 

Ｇ2’ ：架構が負担する鋼板の固定荷重(kN/m) 

Ｆ2 ：架構が負担する積雪荷重(kN/m) 

 

c. 架構に生じる曲げ応力度σ2 

σ2＝（Ｍ2・106）／（Ｚ2・103） 

Ｍ2＝Ｖ2・Ｌ2
2／8 

 

σ2 ：架構に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ2 ：架構に生じる曲げモーメント（kN・m） 

Ｚ2 ：架構の断面係数（cm3） 

Ｖ2 ：架構に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重 (kN/m) 

Ｌ2 ：架構の支持スパン（m） 

 

d. 架構に生じるせん断応力度τ2 

τ2＝（Ｑ2・103）／（ＡＳ2・106） 

Ｑ2＝Ｖ2・Ｌ2／2 

 

τ2 ：架構に生じるせん断応力度（N/mm2） 

Ｑ2 ：架構のせん断力（kN） 

ＡＳ2 ：架構のせん断断面積（cm2） 

Ｖ2 ：架構に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等分布荷重 (kN/m) 

Ｌ2 ：架構の支持スパン(m)  
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図 3－4 架構に作用する荷重の例 

 

 (3) ベースプレート  

ベースプレートに生じる応力は，ベースプレートを片持ち梁として次式により

算出し，ベースプレートの短期許容応力度以下であることを確認する。ベースプ

レートに作用する荷重の例を図 3－5 に示す。 

 

a. ベースプレートに生じる曲げ応力度σｂ3 

     σｂ3＝Ｍmax3/Ｚ3 

Ｍ3=Ｐ3・Ｌ3 

σｂ3 ：ベースプレートに生じる曲げ応力度（N/mm2） 

Ｍ3 ：ベースプレートに生じる最大曲げモーメント（N・m） 

Ｚ3 ：ベースプレートの断面係数（cm3） 

Ｐ3 ：アンカーボルト１本当たりの引張力（N） 

Ｌ3 ：リブプレートとアンカーボルト間の長さ（m） 

 

b. ベースプレートに生じるせん断応力度τ3 

     τ3＝Ｓ3/(t3・Ｂ3・103) 

Ｓ3=Ｐ3 

τ3 ：ベースプレートに生じるせん断応力度(N/mm2) 

Ｓ3 ：ベースプレートに生じるせん断力(N) 

t3 ：ベースプレートの厚さ(mm) 

Ｂ3 ： 部材断面有効幅(m) 

Ｐ3 ： アンカーボルト１本当たりの引張力（N） 

 

 

 

Ｌ2 Ｖ2 
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図 3－5 ベースプレートに作用する荷重の例 

 

(4) アンカーボルト 

アンカーボルト 1 本当たりに生じる引張力又はせん断力を「各種合成構造設計

指針・同解説」に基づき算定し，アンカーボルトの許容荷重を下回ることを確認

する。アンカーボルトに作用する荷重の例を図 3－6 に示す。 

 

（Ｔｄ4／Ｔa）2＋（Ｑｄ4／Ｑa）2≦1 

 

Ｔｄ4＝Ｖ4／ｎ4―Ｔ4 

Ｔｄ4／Ｔa ≦ 1.0 

Ｔｄ4 ：アンカーボルト 1 本当たりの引張力(kN) 

Ｖ4 ：架構等の固定荷重 (kN/m) 

ｎ4 ：架構に取り付くアンカーボルトの本数（本） 

       Ｔ4 ：架構に発生する曲げモーメントによりアンカーボルト１本当た 

りに生じる引張力(kN) 

       Ｔa ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力(kN) 

 

Ｑｄ4＝Ｑ4／ｎ4 

Ｑｄ4／Ｑa ≦ 1.0 

       Ｑ4 ：アンカーボルトのせん断力(kN) 

Ｑｄ4 ：アンカーボルト 1 本当たりのせん断力(kN) 

       Ｑa ：アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断力(kN) 

 

 

 

 

 

 

図 3－6 アンカーボルトに作用する荷重の例 

Ｌ3 

Ｐ3 
Ｌ3 
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3.5.6 評価条件 

「3.5.5 評価方法」に用いる入力値を表 3－9 に示す。 

 

表 3－9(1) 耐震評価に用いる入力値 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

共通 ｋｖ － 基準地震動Ｓｓの鉛直方向の設計震度 0.9 

鋼板 

Ｖss1 kN/m 
鋼板に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方

向の設計地震荷重 
3.19 

Ｇ1 kN/m 鋼板の固定荷重 1.54 

Ｆ1 kN/m 鋼板が負担する積雪荷重 2.00 

Ｖ1 kN/m 
鋼板に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等

分布荷重 
6.73 

σ1 N/mm2 鋼板に生じる曲げ応力度 5.4 

Ｍ1 kN・m  鋼板に生じる曲げモーメント 0.36 

Ｚ1 cm3 鋼板の断面係数 67 

Ｌ1 m 鋼板の支持スパン 0.65 

τ1 N/mm2 鋼板に生じるせん断応力度 0.11 

Ｑ1 kN 鋼板のせん断力 2.19 

ＡＳ1 m2 鋼板のせん断断面積 0.02 

架構 

Ｖss2 kN/m 
架構に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直方

向の設計地震荷重 
9.42 

Ｇ2 kN/m 架構の固定荷重 3.83 

Ｇ2’ kN/m 
架構が負担する鋼板及びベースプレートの固

定荷重 
3.48 

Ｆ2 kN/m 架構が負担する積雪荷重 3.16 

Ｖ2 kN/m 
架構に作用する単位長さ当りの鉛直方向の等

分布荷重 
19.89 

σ2 N/mm2 架構に生じる曲げ応力度 43.3 

Ｍ2 kN・m  架構に生じる曲げモーメント 98.68 

Ｚ2 cm3 架構の断面係数 2280 

Ｌ2 m 架構の支持スパン 6.3 

τ2 N/mm2 架構に生じるせん断応力度 16.74 

Ｑ2 kN 架構のせん断力 62.65 

ＡＳ2 cm2 架構のせん断断面積 37.44 
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表 3－9(2) 耐震評価に用いる入力値 

対象部位 記号 単位 定義 数値 

ベースプ

レート 

σb3 N/mm2 ベースプレートに生じる曲げ応力度 73.0 

Ｍ3 N・m ベースプレートに生じる最大曲げモーメント 3036 

Ｚ3 cm3 ベースプレートの断面係数 41.6 

Ｐ3 N アンカーボルト 1 本当たりの引張力 15650 

Ｌ3 m リブプレートとアンカーボルト間の長さ 0.194 

τ3 N/mm2 ベースプレートに生じるせん断応力度 2.0 

Ｓmax3 N ベースプレートに生じるせん断力 15650 

ｔ3 mm ベースプレートの厚さ 32 

Ｂ3 m 部材断面有効幅 0.244 

アンカー

ボルト 

Ｔd4 kN アンカーボルト 1 本当たりの引張力 15.65 

Ｖ4 kN 架構等の固定荷重 97.28 

ｎ4 本 架構に取り付くアンカーボルトの本数 12 

Ｔ4 kN 
架構に発生する曲げモーメントによりアンカ

ーボルト１本当たりに生じる引張力 
23.75 

Ｔa kN アンカーボルト 1 本当たりの短期許容引張力 94.3 

Ｑｄ4 kN アンカーボルト 1 本当たりのせん断力 13.62 

Ｑ4 kN アンカーボルトのせん断力 92.19 

Ｑa kN 
アンカーボルト 1 本当たりの短期許容せん断

力 
60.7 
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4. 評価結果 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の耐震評価結果を表 4－1 に示す。当該防護対

策設備の各部材の断面検定を行った結果，発生応力度又は荷重は許容限界以下であるこ

とから，当該防護対策設備が構造健全性を有することを確認した。 

 

表 4－1 耐震評価結果 

評価部材 
発生応力度 

又は荷重 
許容限界値 

発生応力度 

／ 

許容限界値 

鋼板 SS400 
曲げ 6 N/mm2 235 N/mm2 0.03 

せん断 1 N/mm2 135 N/mm2 0.01 

架構 SS400 
曲げ 44 N/mm2 235 N/mm2 0.19 

せん断 17 N/mm2 135 N/mm2 0.13 

ベースプ

レート 
SS400 

曲げ 73 N/mm2 235 N/mm2 0.32 

せん断 2 N/mm2 135 N/mm2 0.02 

組合せ（曲げ，せん断） － － － － 0.10 

アンカー 

ボルト 
SD345 

せん断 14 kN 60.7 kN 0.24 

引張 16 kN 94.3 kN 0.17 

組合せ（せん断＋引張） － － － － 0.08 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評

価方針」の耐震評価方針に基づき，下位クラス施設である取水槽ガントリクレーン

（Ｃクラス施設）が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度を有してい

ることを確認することで，上位クラス施設である原子炉補機海水ポンプ，原子炉補機

海水系配管等に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明するものである。 

 

2. 一般事項 

2.1 配置概要 

取水槽ガントリクレーンは，取水槽海水ポンプエリア及び取水槽循環水ポンプエ

リアを跨いで設置されており，原子炉補機海水ポンプ等のメンテナンスに使用される

設備である。取水槽ガントリクレーンの設置位置について図 2－1 に示す。発電所の

運転中など原子炉補機海水ポンプ等のメンテナンスを実施しない期間は取水槽ガント

リクレーンは待機位置に待機しており，周辺の上位クラス施設とは十分な離隔距離が

あることから波及的影響を及ぼすおそれはない。一方で，定期事業者検査など原子炉

補機海水ポンプ等のメンテナンスを実施する期間には，上位クラス施設が設置されて

いる取水槽海水ポンプエリア付近に位置することとなるため，地震時に本機器が転倒

及び落下した場合は，原子炉補機海水ポンプ，原子炉補機海水系配管等に対して波及

的影響を及ぼすおそれがある。 
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図 2-1 取水槽ガントリクレーンの設置位置及び取水槽周辺の上位クラス施設概要 

2.2 構造計画 

取水槽ガントリクレーンの構造計画を表 2－1 に示す。

Ｎ  

Ｗ  Ｅ  

Ｓ  
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

取水槽ガントリクレーンは，取水槽海水ポンプエリ

アの北側と取水槽循環水ポンプエリアの南側に敷設

された走行レール上を脚下部にある走行車輪によっ

て東西方向に移動する。トロリは，クレーン本体ガ

ーダ上面の横行レール上を横行車輪によって南北方

向に移動する。ホイストは，クレーン本体ガーダ下

に設置されたホイストレールに沿って，南北方向に

移動する。吊荷はトロリに設置されたワイヤロープ

（主巻）及びフック（主巻）を介して吊上げ・吊下

げ・移動の作業を行う。脚下部継ぎは走行車輪間に

走行方向に設置されている。ガーダ継ぎは走行方向

にクレーン本体ガーダと接続されている。 

脚は転倒防止装置，トロリはトロリストッパを走行

部付近に備えており，各々浮上り代を設けた構造で

ある。クレーン脚部は一定以上の浮上りが発生しな

いように拘束されているが，トロリはレールと固定

されていないため浮上りを考慮する必要がある。 

単軸粘性ダンパはブレースと接続している。 

クレーン本体ガ

ーダ 

ガーダ継ぎ 

主巻（ワイヤロ

ー プ 及 び フ ッ

ク） 

脚 

脚下部継ぎ 

転倒防止装置 

走行レール 

トロリ

トロリストッパ

ホイスト（ワイ

ヤロープ及びフ

ック） 

単軸粘性ダンパ 

ブレース 

（単位：mm） 

転倒防止装置概略図 

走行レール 転倒防止装置 
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2.3 評価方針 

取水槽ガントリクレーンの応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれの

ある下位クラス施設の耐震評価方針」にて設定したＳクラス施設及び重大事故等対処

設備と同じ運転状態における，荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 

構造計画」にて示す取水槽ガントリクレーンの部位を踏まえ，「3. 評価部位」にて

設定する箇所において，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」により算出した基準

地震動Ｓｓによる荷重に基づく応力等が許容限界内に収まることを，「4.6 計算方法」

にて示す方法によって確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

取水槽ガントリクレーンの耐震評価フローを図 2－2 に示す。 

 

 

図 2－2 取水槽ガントリクレーンの耐震評価フロー  

  

クレーン本体ガーダ，脚部， 

吊具（ワイヤロープ及びフック）， 

単軸粘性ダンパ，ブレース，転倒防止装置 トロリストッパ 

固有値解析 

設計用地震力（基準地震動Ｓｓ） 

地震応答解析 

（非線形時刻歴解析） 

地震時における荷重， 

浮上り量，応力 

取水槽ガントリクレーンの構造強度評価 

地震力によりトロリストッパ

に作用する荷重 

解析モデル設定 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

(4) 発電用原子力設備規格 設計・建築規格（（社）日本機械学会， 2005/2007）

（以下「設計・建設規格」という。） 

(5) クレーン構造規格（平成１５年１２月１９日 厚生労働省告示 399 号）  
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2.5 記号の説明 

記 号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ１ 転倒防止装置の断面積 mm2 

Ａ２ トロリストッパの断面積 mm2 

Ａｃｌｉ *1 
脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの断面積 

（最大圧縮応力計算断面） 
mm2 

ＡＨｇ クレーン本体ガーダの主桁及び補桁の断面積（水平） mm2 

Ａｔｌｉ *1 
脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの断面積 

（最大引張応力計算断面） 
mm2 

ＡＶｇ クレーン本体ガーダの主桁及び補桁の断面積（鉛直） mm2 

ＡＸｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ．ガーダ継ぎのせん断断面積（Ｘ方向） mm2 

ＡＹｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎのせん断断面積（Ｙ方向） mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度（ＥＷ方向） ― 

ｅ 反発係数 ― 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

ＥＧ クレーン本体ガーダの縦弾性係数 MPa 

ＥＬ 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの縦弾性係数 MPa 

ＥＷ ワイヤーロープの縦弾性係数 MPa 

Ｆ ＊  設計・建設規格 SSB-3121.3に定める値 MPa 

Ｆａ 転倒防止装置に作用する力 N 

Ｆｃｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの圧縮荷重 N 

Ｆｔｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの引張荷重 N 

Ｆｔ トロリストッパ一個当たりに作用する力 N 

fｔｍ 許容引張応力 MPa 

fｃｍ 許容圧縮応力 MPa 

fｓｍ 許容せん断応力 MPa 

fｂｍ 許容曲げ応力 MPa 

fｗｉ *2 吊具（ワイヤロープ）の許容荷重 N 

fｈｉ *2 吊具（フック）の許容荷重 N 

fｄ  ダンパの許容荷重 N 

g 重力加速度（=9.80665） m/s2 

ｈ 減衰比 ― 

ｈt トロリの浮上り量 mm 

Ｈt トロリの許容浮上り量 mm 

Ｈd ダンパの許容変位 mm 

ｉ 断面二次半径 mm 
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記 号 記 号 の 説 明 単 位 

ｉｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの断面二次半径 mm 

１ 転倒防止装置荷重点からの根元部までの長さ mm 

２ 転倒防止装置のクレーン走行方向の長さ mm 

３ トロリストッパ鉛直材の長さ mm 

４ トロリストッパ水平材の長さ mm 

ｋ 座屈長さ mm 

ｋｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの座屈長さ mm 

Ｍａ 転倒防止装置の曲げモーメント N・mm 

Ｍｇ クレーン本体ガーダにおけるねじりモーメント N・mm 

Ｍｌｉ *1 脚部，脚継ぎ，ガーダ継ぎにおけるねじりモーメント N・mm 

ＭＨｇ クレーン本体ガーダの水平曲げモーメント N・mm 

ＭＶｇ クレーン本体ガーダの鉛直曲げモーメント N・mm 

ＭＸｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎのＸ軸回りの曲げモーメント N・mm 

ＭＹｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎのＹ軸回りの曲げモーメント N・mm 

ｍＧ クレーン本体質量（脚部を含む） kg 

ｍｔ トロリ質量 kg 

ｍｍ 主巻吊荷質量（フックを含む） kg 

Σｍ クレーン総質量（ｍＧ＋ｍｔ） kg 

Ｐｗ 吊具荷重（ワイヤロープ及びフック） N 

ＱＨｇ クレーン本体ガーダの水平せん断力 N 

ＱＶｇ クレーン本体ガーダの鉛直せん断力 N 

ＱＸｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎのＸ方向せん断力 N 

ＱＹｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎのＹ方向せん断力 N 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 
MPa 

ｔ１ 転倒防止装置の板厚 mm 

ｔ２ トロリストッパ鉛直材の板厚 mm 

ｔ３ トロリストッパ水平材の板厚 mm 

Ｚａ 転倒防止装置の断面係数 mm3 

Ｚｐｇ クレーン本体ガーダのねじり断面係数 mm3 

Ｚｐｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎのねじり断面係数 mm3 

ＺＸｇ クレーン本体ガーダのＸ軸回りの断面係数 mm3 

ＺＸｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎのＸ軸回りの断面係数 mm3 
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記 号 記 号 の 説 明 単 位 

ＺＹｇ クレーン本体ガーダのＹ軸回りの断面係数 mm3 

ＺＹｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎのＹ軸回りの断面係数 mm3 

μ 最大静止摩擦係数 ― 

ν ポアソン比 ― 

λ 有効細長比 ― 

Λ 限界細長比 ― 

σａ 転倒防止装置の組合せ応力（曲げ+せん断） MPa 

σｂａ 転倒防止装置の曲げ応力 MPa 

σｂｇ クレーン本体ガーダの曲げ応力 MPa 

σｃｔ トロリストッパの圧縮応力 MPa 

σｂｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの曲げ応力 MPa 

σｔｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの引張応力 MPa 

σｃｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの圧縮応力 MPa 

σｌｉ 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの組合せ応力（曲げ+せん断） MPa 

σｇ クレーン本体ガーダの組合せ応力（曲げ+せん断） MPa 

σＨｇ クレーン本体ガーダの曲げ応力（水平方向） MPa 

σＶｇ クレーン本体ガーダの曲げ応力（鉛直方向） MPa 

σＸｌｉ *1 
脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのＸ軸回りの曲げモーメント

による曲げ応力 
MPa 

σＹｌｉ *1 
脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのＹ軸回りの曲げモーメント

による曲げ応力 
MPa 

π 円周率 ― 

τａ 転倒防止装置のせん断応力 MPa 

τｇ クレーン本体ガーダのせん断応力 MPa 

τｌｉ
*1 脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのせん断応力 MPa 

τＨｇ クレーン本体ガーダのせん断応力（水平方向） MPa 

τＶｇ クレーン本体ガーダのせん断応力（鉛直方向） MPa 

τＸｌｉ
*1 脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのせん断応力（X方向） MPa 

τＹｌｉ
*1 脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのせん断応力（Y方向） MPa 

注記＊1：Ａｃｌｉ，Ａｔｌｉ，ＡＸｌｉ，ＡＹｌｉ，Ｆｃｌｉ，Ｆｔｌｉ，ｉｌｉ，ｋｌｉ，Ｍｌｉ，

ＭＸｌｉ，ＭＹｌｉ，ＱＸｌｉ，ＱＹｌｉ，Ｚｐｌｉ，ＺＸｌｉ，ＺＹｌｉ，σｂｌｉ， 

σｔｌｉ，σｃｌｉ，σＸｌｉ，σＹｌｉ，τｌｉ，τＸｌｉ，τＹｌｉの添字 i の意味は

以下のとおりとする。  

i = 1：脚部  

i = 2：脚下部継ぎ  
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i = 3：ガーダ継ぎ 

＊2： fｗ i，及び fｈ i の添字 i の意味は以下のとおりとする  

i = 1：主巻  

i = 2：ホイスト  

  



 

10 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-7
-1
4 
R0
 

2.6 計算精度と数値の丸め方 

計算精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

本資料で表示する数値の丸め方は，表 2－2 に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2 位＊2 四捨五入 小数点以下第 1 位＊3 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4 桁目 四捨五入 有効数字 3 桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊5 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 3 位の場合は，小数点以下第 3 位表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 2 位の場合は，小数点以下第 2 位表示とする。 

＊4：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊5：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及

び降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数

位までの値とする。 
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3. 評価部位 

取水槽ガントリクレーンの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」

に示す条件に基づき，クレーン及び吊荷の落下により，上位クラス施設が損傷するこ

とを防止するために，クレーン本体ガーダ，脚部，ガーダ継ぎ，脚下部継ぎ，転倒防

止装置，トロリストッパ，吊具（ワイヤロープ及びフック），単軸粘性ダンパ及びブレ

ースについて実施する。取水槽ガントリクレーンの耐震評価部位については，表 2－1

の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 構造概要 

取水槽ガントリクレーンは，脚，クレーン本体ガーダ，トロリ，ホイスト，単

軸粘性ダンパなどの構造体で構成されている。 

脚はクレーン本体ガーダを支持し，下部には走行車輪が設置されている。クレ

ーン本体ガーダは脚の上部にあり，その上面にトロリが移動するための横行レー

ルが設置されており，下部にはホイストレールが設置されている。ガーダ継ぎは

走行方向にクレーン本体ガーダと接続されている。脚下部継ぎは走行車輪間に走

行方向に設置されている。原子炉補機海水ポンプ等のメンテナンス時には，トロ

リに設置された巻上げ装置（主巻），又はホイストを使用して，ワイヤロープ及

びフックを介し，吊荷の吊上げ，吊下げ，移動等の作業を実施する。 

取水槽ガントリクレーンは大型の構造物であり，制震装置の設置による地震荷

重の低減が耐震性向上に有効である。取水槽ガントリクレーンの応答は，走行レ

ールの直交方向に脚が変形する振動モードが支配的であり，クレーン本体ガーダ

と脚の間にブレースを介して単軸粘性ダンパを制震装置として設置する。 

単軸粘性ダンパとクレーン本体ガーダの接続，ブレースと脚の接続部にはクレ

ビスと呼ぶ回転部を設けている。このクレビスは単軸粘性ダンパの伸縮方向と直

交する一方向にはピンを軸として自由に回転可能となっている。また，ピンの軸

受部は球面軸受となっており，単軸粘性ダンパに伸縮方向以外の荷重が加わらな

い構造としている。クレビス部詳細を図 4－1 に示す。 

取水槽ガントリクレーンは，取水槽海水ポンプエリアの北側と取水槽循環水ポ

ンプエリアの南側に敷設された走行レール上を脚下部にある走行装置及び車輪に

よって東西方向に移動する。トロリは，クレーン本体ガーダ上面の横行レール上

を横行装置及び横行車輪によって南北方向に移動する。ホイストは，クレーン本

体ガーダ下に設置されたホイストレールに沿って，南北方向に移動する。また，

取水槽ガントリクレーンの地震による転倒を防止するため，本体下部に転倒防止

装置が設置されており，地展時に浮上りが生じた場合でも転倒しない構造となっ
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ている。トロリにはトロリストッパを設置しており，浮上りによる脱線・落下を

防止する構造となっている。クレーン本体は浮上りを考慮しないが，トロリはレ

ールと固定されていないことから，地震力によるレールからの浮上りを考慮する

必要がある。 

ホイストは，ホイスト車輪がホイストレールを挟み込むことにより懸架されて

いる。 

 

(2) 横行方向（ＮＳ方向）の水平力 

a．クレーン本体（クレーン本体ガーダ及び脚） 

（a）クレーン本体は横行レールに対して直交方向に設置された走行レール上に

設置されていることから，横行方向(ＮＳ方向）の地震力は走行レールを介し

てクレーン本体へ作用する。 

 

b．トロリ 

（a）トロリは横行レール上に乗っており，横行レールとは固定されていないた

め，横行方向(ＮＳ方向）の水平力がトロリに加わっても，トロリは横行レー

ル上をすべり，トロリ本体には横行レールと横行車輪間の最大静止摩擦力以上

の荷重は作用しない。 

（b）トロリの横行車輪は 4 個であり，そのうちの 2 個は駆動輪，他の 2 個は従動

輪である。 

（c）トロリの駆動輪は，電動機及び減速機等の回転部分と連結されているため，

最大静止摩擦力以上の地震慣性力が車輪部に加わった場合，回転部分が追随で

きず，横行レール上をすべる。 

（d）従動輪は回転が拘束されていないため，トロリの動きに合わせて自由に回

転することからトロリ横行方向の水平力をトロリ本体に伝達しない。 

 

(3) 走行方向（ＥＷ方向）の水平力 

a．クレーン本体（クレーン本体ガーダ及び脚） 

（a）クレーン本体は走行レール上に乗っており，固定されていないため，走行

方向(ＥＷ方向）の水平力が加わっても，クレーン本体は走行レール上をすべ

り，クレーン本体には走行レールと走行車輪間の最大静止摩擦力以上の荷重は

作用しない。 

（b）クレーン本体の走行車輪は 8 個であり，そのうちの 4 個は駆動輪，他の 4 個

は従動輪である。 

（c）駆動輪は，電動機及び減速機等の回転部分と連結されているため，最大静

止摩擦力以上の地震慣性力が車輪部に加わった場合，回転部分が追随できず，
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走行レール上をすべる。 

（d）従動輪は回転が拘束されていないため，クレーン本体の動きに合わせて自

由に回転することからクレーン本体走行方向の水平力をクレーン本体に伝達し

ない。 

b．トロリ 

（a）トロリはクレーン本体の走行レールに対して直交方向に設置された横行レ

ール上に設置されていることから，走行方向(ＥＷ方向）の地震力はクレーン

本体ガーダ，横行レールを介してトロリヘ作用する。 

(4) 鉛直方向（ＵＤ方向）

クレーン脚部及びホイストの浮上りについては考慮しない。トロリは，レール

と固定されていないことから，鉛直方向の地震力によってレールから浮上りを考

慮する。 

(5) 評価ケース

表 4－1 に示す評価ケースにて評価を実施する。なおダンパ性能は 220kN を標準と

し，±20%のばらつきを考慮した。 

表 4－1 評価ケース 

ケース
トロリ *1

（吊荷） 

ホイスト*1

(吊荷)

1 中央*2 待機位置 

2 待機位置 中央*2

3 待機位置 待機位置 

注記＊1：トロリとホイストの同時運用は考慮しない。 

＊2：中央とは，クレーン本体ガーダ中央とする。 

(6) 地震力

地震力は基準地震動Ｓｓを用いる。クレーン本体ガーダ，脚部，転倒防止装置，

吊具（ワイヤロープ及びフック），単軸粘性ダンパ及びブレースに作用する荷重

並びにトロリの浮上り量の算定については，水平２方向及び鉛直方向同時入力

による非線形時刻歴解析を実施する。 

またトロリストッパについては，最大静止摩擦力以上の水平力がクレーンに加

えられた場合，すべりが生じ，クレーン走行方向（トロリ横行方向）にはレー

ルと走行車輪間の最大静止摩擦力以上の水平力は加わらないことから，摩擦係

数より求めた水平方向設計震度を用いて計算した設計用地震力による評価を実
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施する。 

 

(7) 寸法 

耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

 

 

図 4－1 クレビス部詳細 

ダンパ部 ブレース部 

クレビス 

単軸粘性ダンパ及びブレースの構造 

構造物側取付部  

ピン  

球面軸受（内輪）  

ダンパ側取付部  

球面軸受（外輪）  

初期設置状態 回転負荷状態 

クレビス部詳細 
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4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

取水槽ガントリクレーンの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象

施設の評価に用いるものを表 4－2 に，重大事故等対処設備の評価に用いるもの

を表 4－3 に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

取水槽ガントリクレーンの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基

づき表 4－4 に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件及び許容荷重評価条件 

取水槽ガントリクレーンの使用材料の許容応力評価条件及び許容荷重評価条件

を表 4－5 及び表 4－6 に示す。 

 

 



S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-14 R0 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 取水槽ガントリクレーン Ｃ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 4－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 取水槽ガントリクレーン ― ―＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡ

Ｓの許容限界を用い

る。） 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

16 
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表 4－4 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1, ＊2 

（ボルト等以外） 

一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 

ⅣＡＳ 

1.5・fｔ 1.5・fs 1.5・fc 1.5・fb ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用い

る。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設及び重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

クレーン本体ガーダ
SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

脚 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

ガーダ継ぎ 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

脚下部継ぎ 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

転倒防止装置 
S35C 

（厚さ≦100mm） 
周囲環境温度 40 305 510 ― 

トロリストッパ
SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

単軸粘性ダンパ SCM435 周囲環境温度 40 785 930 ― 

ブレース STKM13A 周囲環境温度 40 215 370 ― 

18 
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表 4－6 使用材料の許容荷重評価条件（設計基準対象施設及び重大事故等対処設備） 

評価部位 材料 
温度条件 

（℃） 

定格荷重 

（N） 
安全率 

許容荷重 

（N） 

ワイヤロープ

（主巻）
IWRC 6×Fi(29) 周囲環境温度 40 6.982×105 5.84 4.078×106 

ワイヤロープ

（ホイスト）
4×F(40) 周囲環境温度 40 1.999×105 7.40 1.479×106 

フック

（主巻） 
S35C 周囲環境温度 40 6.865×105 7.25 4.980×106 

フック

（ホイスト）
SCM435 周囲環境温度 40 1.961×105 10.48 2.060×106 

19 
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4.3 解析モデル及び諸元 

取水槽ガントリクレーンの解析モデルを図 4－2 に，解折モデルの概要を以下に示

す。各ケースの解析モデルについて表 4－7 に示す。また，機器の諸元を本計算書の

【取水槽ガントリクレーンの耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

(1) クレーンは，はり要素，トラス要素，ダンパ要素，ギャップ要素，ばね要素及び

減衰要素を用いた FEM モデルとし，クレーンの質量としてクレーン本体ガーダ，

脚部，ガーダ継ぎ，脚下部継ぎ，トロリ及び吊荷を考慮する。トロリは外周四辺

形の剛体としてモデル化し，本体及び機器の質量をその節点に等分に設定する。

走行車輪においては，EW 方向（クレーン本体走行方向）及び鉛直方向につい

て，それぞれすべり，浮上りを考慮しているため，非拘束条件としている。また，

NS 方向（クレーン本体走行方向に直交する方向）については，走行車輪と走行

レールとの間隙が小さく，地震時には走行車輪と走行レールが接触して荷重が伝

達されるため，並進方向拘束により，すべりを生じない条件としている。 

横行車輪においては，NS 方向（トロリ横行方向）及び鉛直方向について，そ

れぞれすべり，浮上りを考慮して非拘束条件としている。また，EW 方向（トロ

リ横行方向に直交する方向）については，横行方向と横行レールの間隙が小さく，

地震時には横行車輪と横行レールが接触して荷重が伝達されるため，並進方向拘

束により，すべりを生じない拘束条件としている。 

ホイスト車輪においては，NS 方向（ホイスト横行方向）及び鉛直方向につい

て，それぞれすべり，浮上りを考慮して非拘束条件としている。また EW 方向

（ホイスト横行方向に直交する方向）については，ホイスト車輪とホイストレー

ルの間隙が小さく，地震時にはホイスト車輪とホイストレールが接触して荷重が

伝達されるため，並進方向拘束により，すべりを生じない拘束条件としている。 

転倒防止装置は，浮上り時には，レール頭部下面に転倒防止装置の爪が接触す

るためギャップ要素を設けた。 

単軸粘性ダンパを用いた減衰構造は，線形ばねと速度依存の減衰要素で構成す

る Maxwell モデルによりモデル化する。 



S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-14 R0 

図 4－2 ガントリクレーン解析モデル 

2
1
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(2) 地震応答解析に用いる減衰定数は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づ

き，水平方向及び鉛直方向ともに 2.0%を用いる。

なお，減衰定数は Rayleigh 減衰により，減衰定数 2.0%となる固有周期点を取

水槽ガントリクレーンの固有周期に合わせて設定することで与える。この固有周

期点は，取水槽ガントリクレーンの水平方向 1 次固有周期及び鉛直方向 1 次固有

周期を踏まえて設定している。 

(3) クレーンと車輪部については，4.1(1)項にて示したクレーンの構造の特徴を踏ま

えて，解析の入力条件を以下のとおり設定する。

a．クレーンのすべりを考慮した水平力の設定

最大静止摩擦力以上の力が加われば，車輪がレール上をすべることを考慮した

水平力を設定する。ここで，最大静止摩擦係数をμ＝ とし，クレーン各構造

部材に発生する水平力は，走行車輪の数と駆動輪の数との関係から以下に示す式

から求める。 

クレーン本体ガーダの走行方向（ＥＷ方向）に作用する水平力

鉛直方向荷重×μ×
4

8
＝鉛直方向荷重×0.15 

トロリの走行方向（ＮＳ方向）に作用する水平力

鉛直方向荷重×μ×
2

4
＝鉛直方向荷重×0.15 

b．浮上りによる衝突の減衰 

クレーン及びトロリの浮上りによる衝突の減衰は，引用文献(1)の試験にて得

られた反発係数 e から換算した減衰比 h として， を用いる。反発係数 e と

減衰比 h との関係式は次式に，関係図を図 4－3 に示す。 

𝑒 = 𝑒𝑥𝑝 (−
ℎ𝜋

√1 − ℎ2
) 

図4－3 反発係数と減衰比の関係 
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(4) 固有値解析及び地震応答解析には，解析コード「ABAQUS」を用いる。解析コード

の検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コー

ド）の概要」に示す。
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表 4－7 各ケースにおける取水槽ガントリクレーン解析モデル 

ケース詳細 解析モデル図 

ケース：1

トロリ：中央

（吊荷 ） 

ホイスト：待機位置

要素数：

節点数：

ケース：2

トロリ：待機位置

ホイスト：中央

（吊荷 ） 

要素数：

節点数：

ケース：3

トロリ：待機位置

ホイスト：待機位置

要素数：

節点数：



25 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
7-
14
 R
0 

4.4 固有周期 

設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての評価ケースにおける各方向の

卓越モードの固有周期を表 4－8 に示す。また，各ケースにおける各方向の卓越モー

ドの振動モード図を図 4－4，図 4－5，図 4－6に示す。固有周期は，0.05 秒を超えて

おり，柔構造であることを確認した。 

表 4－8 設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の評価ケースの固有周期 

ケース

横行方向（ＮＳ方向） 

1 次 

鉛直方向（ＵＤ方向） 

1 次 

固有振動数 

（Hz） 

固有周期 

（s） 

固有振動数 

（Hz） 

固有周期 

（s） 

1 

2 

3 



26 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
7-
14
 R
0 

図 4－4 設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の評価ケース 1 の振動モード図 

（注：図中の赤が変形後のモードを示している。） 



27 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
7-
14
 R
0 

図 4－5 設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の評価ケース 2 の振動モード図 

（注：図中の赤が変形後のモードを示している。） 
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図 4－6 設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の評価ケース 3 の振動モード図 

（注：図中の赤が変形後のモードを示している。） 
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4.5 設計用地震力 

トロリストッパの評価に用いる設計用地震力を表 4－9 に示す。

表 4－9 設計用地震力（設計基準対象施設及び重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 
鉛直方向 

（ＵＤ方向） 

水平方向設計震度 
鉛直方向 

（ＵＤ方向） 走行方向 

（ＥＷ方向） 

横行方向 

（ＮＳ方向） 

走行方向 

（ＥＷ方向） 

横行方向 

（ＮＳ方向） 

取水槽 
EL.+8.800＊ 1 ―＊ 2 ―＊2 ―＊2 

    ＊ 3，＊ 4 

ＣＨ＝ 0.15 ―＊5 ―＊5 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期より設計震度を算出しないため，「－」と記載する。 

＊3：最大静止摩擦係数より求めた水平方向設計震度 

＊4：トロリストッパの評価に適用する。 

＊5：横行方向(ＥＷ方向）及び鉛直方向の設計震度を使用しないため，「－」と記載

する。 

クレーン本体ガーダ，脚部，ガーダ継ぎ，脚下部継ぎ，転倒防止装置，吊具（ワ

イヤロープ及びフック），単軸粘性ダンパ及びブレースに作用する荷重並びにトロリ

の浮上り量に対する地震応答解析は，Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」で得ら

れる取水槽ガントリクレーン EL 8.800m の時刻歴応答加速度を入力とし，水平２方向

と鉛直方向地震力の同時入力により解析を実施する。時刻歴加速度波形を図 4－7，

図 4－8 に示す。ガントリクレーンの評価に適用する地震動は，設計用床応答スペク

トルとガントリクレーンの固有周期の関係から評価が厳しくなる基準地震動を選定し

ている。 

また，時刻歴応答解析に対する保守性の考慮として，基準となる時刻歴加速度波

（固有周期シフトを考慮していないもの）による解析に加えて，ＡＳＭＥ  Boiler 

Pressure Vessel Code SECTION Ⅲ，DIVISION1-NONMANDATORY APPENDIX N-1222.3 

Time History Broadening の規定を参考に時刻歴加速度波を時間軸方向に±10％シフ

トさせた時刻歴加速度波による解析も実施する。さらに，±10％シフトさせた応答ス

ペクトルのピークにクレーンの固有周期が存在する場合は，ＡＳＭＥの規定に基づき

ピーク位置を考慮した評価も行う。 
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図 4－7 ケース 1,2（基本ケース）における時刻歴加速度波形 

  

(Ｓｓ－Ｄ，ＮＳ方向) 

(Ｓｓ－Ｄ，ＥＷ方向) 

（Ｓｓ－Ｄ，ＵＤ方向） 
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図 4－8 ケース 3（基本ケース）における時刻歴加速度波形 

 

  

(Ｓｓ－Ｄ，ＮＳ方向) 

(Ｓｓ－Ｄ，ＥＷ方向) 

（Ｓｓ－Ｄ，ＵＤ方向） 
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4.6 計算方法 

4.6.1 クレーン本体ガーダ及び脚部の応力の計算方法 

(1) 設計荷重

クレーン各部に加わる荷重を図 4－2 の解析モデルを用いて，非線形時刻歴解

析により求める。表 4－10 に解析モデルの概要を示す。クレーン本体ガーダの断

面図を図 4－9 に，脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの断面図を図 4－10 に示す。

また，転倒防止装置の概要図を図 4－11 に，トロリストッパの概要図を図 4－12

に示す。 

また，本評価の時刻歴解析には，4.5 項に示す時刻歴解析の保守性を考慮する。 

表 4－10 解析モデルの概要 

解析モデル 

構造物 

クレーン本体ガーダ

トロリ

脚 

ガーダ継ぎ 

脚下部継ぎ 

吊具 
吊荷 

ワイヤロープ

車輪部 

ガーダ車輪 

トロリ車輪

ホイスト車輪

解析モデル図 図 4－2 

(2) クレーン本体ガーダの応力

クレーン本体ガーダにおける最大発生応力を図 4－9 に示す断面で計算する。

(a) 曲げ応力

クレーン本体ガーダの鉛直曲げモーメントによるクレーン本体ガーダの曲

げ応力：σＶｇ 

σＶｇ= 
ＭＶｇ

ＺＸｇ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1）

クレーン本体ガーダの水平曲げモーメントによるクレーン本体ガーダの曲



 

33 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
7-
14
 R
0 

 

げ応力：σＨｇ 

σＨｇ= 
ＭＨｇ

ＺＹｇ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2） 

クレーン本体ガーダの曲げ応力：σｂ g 

σｂｇ=σＶｇ+σＨｇ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3） 

なお，クレーン本体ガーダの曲げ応力については，非線形時刻歴解析によ

り求まる時刻ごとのＭＶｇとＭＨｇからσＶｇとσＨ g を算出し，(4.6.1.3)式に

よって計算されるσｂｇの最大値を用いる。 

 

(b) せん断応力 

鉛直せん断力によるクレーン本体ガーダのせん断応力：τＶｇ 

τＶｇ= 
ＱＶｇ

ＡＶｇ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4） 

水平せん断力によるクレーン本体ガーダのせん断応力：τＨｇ 

τＨｇ= 
ＱＨｇ

ＡＨｇ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.5） 

クレーン本体ガーダのせん断応力：τｇ 

τｇ= √τＶｇ

2
+ τＨｇ

2
＋

Ｍｇ

Ｚｐｇ

 ・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.6） 

 

(c) 組合せ応力 

クレーン本体ガーダの組合せ応力：σｇ 

σｇ= √σｂｇ

2
+ ３τｇ

2
 ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.7） 
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図 4－9 クレーン本体ガーダ断面概略図 

(3) 脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎの応力

脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの評価断面は図 4-10 に示すように高さ方向の

位置によって断面が異なるため，解析モデルの各要素における断面積を求め，

最大引張応力及び最大圧縮応力を計算する。 

(a) 引張応力及び圧縮応力

脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎの引張応力：σｔｌｉ 

σｔｌｉ= 
Ｆｔｌｉ

Ａｔｌｉ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.8）

脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎの圧縮応力：σｃｌｉ 

σｃｌｉ= 
Ｆｃｌｉ

Ａｃｌｉ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.9）

(b) 曲げ応力

解析モデルの各要素位置における断面係数を求め，最大曲げ応力を計算す

る。 

脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのＸ軸回りの曲げモーメントによる曲げ応

力：σＸｌｉ

単位(mm) 

東側ガーダ 西側ガーダ 
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σＸｌｉ= 
ＭＸｌｉ

ＺＸｌｉ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.10） 

脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのＹ軸回りの曲げモーメントによる曲げ応

力：σＹｌｉ 

σＹｌｉ= 
ＭＹｌｉ

ＺＹｌｉ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.11） 

脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎの曲げ応力：σｂｌｉ 

σｂｌｉ=σＸｌｉ+σＹｌｉ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.12） 

 

(c) せん断応力 

Ｘ方向せん断力による脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのせん断応力 

：τＸｌｉ 

τＸｌｉ= 
ＱＸｌｉ

ＡＸｌｉ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.13） 

Ｙ方向せん断力による脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのせん断応力 

：τＹｌｉ 

τＹｌｉ= 
ＱＹｌｉ

ＡＹｌｉ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.14） 

脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのせん断応力：τｌｉ 

τｌｉ= √τＸｌｉ

2
+τＹｌｉ

2
＋

Ｍｌｉ

Ｚｐｌｉ

 ・・・・・・・・・・・・（4.6.1.15） 

 

(d) 組合せ応力 

引張+曲げ，圧縮+曲げの大きい方の値及び曲げ+せん断を脚部，脚下部継

ぎ，ガータ継ぎ組合せ応力とする。 

引張+曲げ 

σｔｌｉ + σｂｌｉ

fｔｍ
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.16） 

圧縮+曲げ 

σｃｌｉ

𝑓ｃｍ
＋

σｂｌｉ

𝑓ｂｍ
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.17） 
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曲げ+せん断：σｌｉ 

σｌｉ= √(σｃｌｉ+σｔｌｉ+σｂｌｉ)
2

+３τｌｉ

2
 ・・・・・・・（4.6.1.18） 
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図 4－10 脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎの断面概要図(1/2) 

単位(mm) 

Ａ－Ａ断面 Ｂ－Ｂ断面 
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図 4－10 脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎの断面概要図(2/2) 

単位(mm) 

Ｃ－Ｃ断面 Ｄ－Ｄ断面 

Ｅ－Ｅ断面 Ｆ－Ｆ断面 
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4.6.2 転倒防止装置の応力の計算方法 

転倒防止装置では，図 4－11 に示す爪部の応力を計算する。 

転倒防止装置のせん断応力τａ： 

τａ= 
Ｆａ

Ａ１

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.2.1） 

転倒防止装置の曲げモーメントＭａ： 

Ｍａ= Ｆａ・１ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.2.2） 

転倒防止装置の断面係数Ｚａ： 

Ｚａ= 
２・t１2

6
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.2.3） 

転倒防止装置の曲げ応力σｂａ： 

σｂａ= 
Ｍａ

Ｚａ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.2.4） 

転倒防止装置の組合せ応力σａ： 

σａ=√σｂａ

2
+3τａ

2
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.2.5） 

 

図 4－11 転倒防止装置の概要図 

  

２ 

１ 

正面 側面 

ｔ1 



 

40 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
7-
14
 R
0 

 

4.6.3 トロリストッパの応力の計算方法 

トロリには，水平方向荷重（ＥＷ方向）によって水平力が作用する。その水平

力が片側にあるトロリストッパ 1 個に作用すると考え，図 4－12 に示すトロリ

ストッパの応力を計算する。 

トロリストッパ 1 個当たりに作用する力：Ｆｔ 

Ｆｔ= ｍｔ・g・ＣＨ ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.3.1） 

トロリストッパの圧縮応力 

σｃｔ= 
Ｆｔ

Ａ２

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.3.2） 

 

図 4－12 トロリストッパの概要図 

 

4.6.4 トロリの浮上り量の計算方法 

トロリの浮上り量ｈｔを，図 4－2の解析モデルを用いて非線形時刻歴解析によ

り求める。 

 

4.6.5 吊具の荷重計算方法 

吊具に加わる荷重Ｐｗを，図 4－2の解析モデルを用いて非線形時刻歴解析によ

り求める。 

ワイヤロープ及びフックの計算に当たっては，以下の基本事項で行う。 

・吊荷荷重を受ける部位は，ワイヤロープ，フック，クラブシーブ（滑車），

エコライザシーブ（平衡装置）で，このうち吊荷を直接吊るもので，損

傷・破断により落下に至る可能性があるワイヤロープ及びフックを評価対

象とする。 

・主巻のワイヤロープに作用する荷重は，ロープに取り付けられたエコライザ

シーブ（平衡装置）とクラブシーブ（滑車）の回転により自動的に荷重を

トロリ 

横行車輪 

トロリストッパ 

Ａ 

Ａ 

Ａ－Ａ断面 

ｔ2 

ｔ3 

ｔ3 

ℓ3 

ℓ4 
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つり合い状態に保つため， 本掛けのワイヤロープに均等に荷重が作用す

るものとして評価する。ホイストのワイヤロープについても同様に評価す

る。 

・吊荷荷重算出の解析に当たっては，クレーン評価で実施の時刻歴解析の結果

よりワイヤロープの荷重を抽出し，その最大値を用いるものとする。

・ワイヤロープは，引張方向に荷重が作用する場合のみ引張ばねとして作用す

るよう設定し，圧縮方向の荷重を受けない設定とする。このようなモデル

にて時刻歴解析を実施することで吊荷の浮上りを含めた挙動を模擬する。

・ワイヤロープは長さを長く設定すると固有周期が大きくなり，短く設定する

と固有周期が小さくなる特徴を踏まえ，地震応答の関係から，吊具に対し

て応答が厳しくなる最大吊り上げ時のワイヤロープ長さでの地震応答解析

結果を用いて荷重評価を実施する。

4.6.6 単軸粘性ダンパ及びブレースの評価方法 

単軸粘性ダンパ及びブレースの評価は，図 4－2 の解析モデルを用いて非線形

時刻歴解析によって得られる値が許容限界以下であることを確認する。 

4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重（クレーン本体，吊具）及び荷重（地震荷重）は，本計算

書の【取水槽ガントリクレーンの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要

目に示す。 
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4.8 応力の評価 

4.8.1 クレーン本体ガーダ及び脚部の応力評価 

(1) クレーン本体ガーダの許容応力 

4.6.l 項の(2)で求めたクレーン部材のせん断応力，曲げ応力が下記の許容応

力以下であること。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容せん断応力 
fｓｍ  

 

許容曲げ応力 
fｂｍ 

・1.5
1.5

Ｆ
 

許容組合せ応力 ・1.5
1.5

Ｆ
 

 

 

(2) 脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎの許容応力 

4.6.1 項の(3)で求めた脚部の引張応力，圧縮応力，曲げ応力及び組合せ応力

が下記許容応力以下であること。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
fｔｍ 

・1.5
1.5

Ｆ
 

許容せん断応力 
fｓｍ  

 

許容曲げ応力 
fｂｍ 

・1.5
1.5

Ｆ
 

許容圧縮応力 
fｃｍ 

・1.5
ν

Ｆ
・

Λ

λ
0.4・1

2





















  

許容組合せ応力 ・1.5
1.5

Ｆ
 

 

 

・1.5
31.5・

Ｆ

・1.5
31.5・

Ｆ

＊  

′

 

＊  

＊  

＊  

＊  

＊  

＊  

＊  
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ただし， 

 ･･･････････････････････････････････････････ (4.8.1.1) 

0.6・Ｆ

・Ｅπ
Λ＝

2

 ･･････････････････････････････････････ (4.8.1.2) 

 ･･･････････････････････････････････ (4.8.1.3) 

 

曲げ応力と軸力が同時に作用する部材は次式を満足しなければならない。 

a. 圧縮力と曲げモーメントを同時に受ける部材 

σｃｌｉ

fｃｍ
+
σｂｌｉ

fｂｍ
≦1 ･･････････････････････････････ (4.8.1.4) 

b. 引張力と曲げモーメントを同時に受ける部材 

σｔｌｉ + σｂｌｉ

fｔｍ
≦1 ････････････････････････････ (4.8.1.5) 

 

4.8.2 転倒防止装置の応力評価 

4.6.2 項で求めた転倒防止装置の組合せ応力が下記の許容応力以下であるこ

と。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容組合せ応力 ・1.5
1.5

Ｆ
 

 

  

i

k
＝λ



2

Λ

λ
・
3

2
ν＝1.5 








′ 

＊  

＊  
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4.8.3 トロリストッパの応力評価 

4.6.3 項で求めたトロリストッパの圧縮応力が下記の許容応力以下であるこ

と。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容圧縮応力 
fｃｍ 

・1.5
1.5

Ｆ

4.8.4 トロリの浮上り量の評価 

4.6.4 項で求めたトロリの浮上り量ｈｔが，図 4－13 及び表 4－11 に示す許容

浮上り量Ｈｔ以下であること。 

図 4－13 許容浮上り量Ｈｔの概要図 

表 4－11 トロリの許容浮上り量 

トロリの許容浮上り量

Ｈｔ(mm) 

トロリ

横行車輪 

トロリストッパ Ａ－Ａ断面 

Ａ 

Ａ 

Ａ－Ａ断面 

ｔ３ 

ｔ３ 

ℓ３ 

ℓ４ 

ｔ２ 
Ｈｔ 

＊
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4.8.5 吊具の評価 

4.6.5 項で求めた吊具の荷重Ｐｗが，表 4-12 に示す許容荷重以下であること。 

表 4－12 吊具の許容荷重 

許容荷重 (N) 

吊具（ワイヤロープ（主巻））の許容荷重  

fｗ１ 

吊具（フック（主巻））の許容荷重  

fｈ１ 

吊具（ワイヤロープ（ホイスト））の許容荷重  

fｗ２ 

吊具（フック（ホイスト））の許容荷重  

fｈ２ 

4.8.6 単軸粘性ダンパ及びブレースの評価 

4.6.6 項で求めた単軸粘性ダンパの変位及び荷重，ブレースの発生応力が，表

4－13 に示す許容限界以下であること。 

表 4－13 単軸粘性ダンパ及びブレースの許容限界 

ダンパの許容変位 

Ｈｄ (mm) 

ダンパの許容荷重  

fｄ  (N) 

ブレースの許容圧縮応力（MPa） 

クレビスの許容せん断応力(MPa)

クレビスの許容曲げ応力(MPa)

クレビスの許容組合せ応力(MPa)
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

取水槽ガントリクレーンの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有して

いることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

取水槽ガントリクレーンの重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有

していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

6. 引用文献

(1) 平成 19 年度原子力施設等の耐震性評価技術に関する試験及び調査 動的上下動耐

震試験（クレーン類）に関わる報告書(08 耐部報－0021,(独）原子力安全基盤機構）
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【取水槽ガントリクレーンの耐震性についての計算結果】  

1．設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 
耐震重要度 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 基準地震動Ｓｓ＊4 
周囲環境 

温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向設計震度 
鉛直方向 

設計震度 
走行方向 

（ＥＷ方向） 

横行方向 

（ＮＳ方向） 

取水槽 

ガントリクレーン 
Ｃ 

取水槽ポンプ室 

EL8.800＊1
― ― ＣＨ＝ 0.15＊2，＊3 ― ― 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：摩擦係数より求めた水平方向設計震度 

  ＊3：トロリストッパの評価に適用する。 

  ＊4：地震応答解析では時刻歴加速度波を用いる。 

1.2 機器要目 

ｍＧ 

（kg） 

ｍｔ 

（kg） 

ｍｍ 

（kg） 

Σｍ 

（kg） 

ＭＨｇ 

(N・mm） 

ＭＶｇ 

（N・mm） 

ＭＸｌ１ 

（N・mm） 

ＭＹｌ１ 

（N・mm） 

ＭＸｌ２ 

（N・mm） 

ＭＹｌ２ 

（N・mm） 

ＭＸｌ３ 

（N・mm） 

ＭＹｌ３ 

（N・mm） 

5.549×108 1.870×109 6.618×108 8.144×108 1.133×109 2.747×107 2.501×109 3.390×108 

Ｍａ 

（N・mm） 

Ｍｇ 

（N・mm） 

Ｍｌ１ 

（N・mm） 

Ｍｌ２ 

（N・mm） 

Ｍｌ３ 

（N・mm） 

8.109×106 2.402×108 4.380×108 9.288×107 1.997×109 

ＱＨｇ 

（N） 

ＱＶｇ 

（N） 

ＥＧ 

（MPa） 

ＥＬ 

（MPa） 

ＥＷ 

（MPa） 
ν 

1.031×105 4.876×105 0.3 

Ｆｃｌ１ 

（N） 

Ｆｔｌ１ 

（N） 

Ｆｃｌ２ 

（N） 

Ｆｔｌ２ 

（N） 

Ｆｃｌ３ 

（N） 

Ｆｔｌ３ 

（N） 

1.929×106 1.557×105 6.410×105 3.561×105 2.982×105 2.674×105 
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ＱＸｌ１ 

（N） 

ＱＹｌ１ 

（N） 

ＱＸｌ２ 

（N） 

ＱＹｌ２ 

（N） 

ＱＸｌ３ 

（N） 

ＱＹｌ３ 

（N） 

5.958×104 2.188×105 2.848×104 4.016×105 9.372×104 1.098×106 

ℓ１ 

（mm） 

ℓ２ 

（mm） 

ℓ３ 

（mm） 

ℓ４ 

（mm） 

ｔ１ 

（mm） 

ｔ２ 

（mm） 

ｔ３ 

（mm） 

ℓｋｌ１ 

（mm） 

ℓｋｌ２ 

（mm） 

ℓｋｌ３ 

（mm） 

ｉｌ１ 

（mm） 

ｉｌ２ 

（mm） 

ｉｌ３ 

（mm） 

Ａ１ 

（mm2） 

Ａ２ 

（mm2） 

ＡＨｇ 

（mm2） 

ＡＶｇ 

（mm2） 

Ａｃｌ１ 

（mm2） 

Ａｔｌ１ 

（mm2） 

Ａｃｌ２ 

（mm2） 

Ａｔｌ２ 

（mm2） 

Ａｃｌ３ 

（mm2） 

Ａｔｌ３ 

（mm2） 

ＡＸｌ１

（mm2） 

ＡＹｌ１ 

（mm2） 

ＡＸｌ２ 

（mm2） 

ＡＹｌ２ 

（mm2） 

ＡＸｌ３ 

（mm2） 

ＡＹｌ３ 

（mm2） 

ＺＸｇ 

（mm3） 

ＺＹｇ 

（mm3） 

ＺＸｌ１ 

（mm3） 

ＺＹｌ１ 

（mm3） 

ＺＸｌ２ 

（mm3） 

ＺＹｌ２ 

（mm3） 

ＺＸｌ３ 

（mm3） 

ＺＹｌ３ 

（mm3） 

Ｚａ 

（mm3） 

Ｚｐｇ 

（mm3） 

Ｚｐｌ１ 

（mm3） 

Ｚｐｌ２ 

（mm3） 

Ｚｐｌ３ 

（mm3） 

クレーン本体ガーダ 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎ 転倒防止装置 トロリストッパ 吊具 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

fｗ１ 
（N） 

fｗ２ 
（N） 

245 400 280 245 400 280 305 510 357 245 400 280 
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1.3 計算数値 

1.3.1 クレーン本体ガーダに生じる応力  

 
せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

クレーン本体ガーダ τｇ = 27 σｂｇ = 126 σｇ = 130 

せん断応力，曲げ応力，組合せ応力（曲げ＋せん断）は，表 4-1 のケース 3 の評価結果 

 

1.3.2 脚に生じる応力 

 
圧縮応力 

（MPa） 

引張応力 

（MPa） 

せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

(圧縮＋曲げ) 

(-) 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

脚 σｃｌ１ = 43 σｔｌ１ = 5 τｌ１ = 77 σｂｌ１ = 192 0.787 σｌ１ = 225 

曲げ応力，組合せ応力（圧縮＋曲げ），組合せ応力（曲げ＋せん断）は，表 4－1 のケース 1 の評価結果 

圧縮応力，引張応力，せん断応力は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

1.3.3 脚下部継ぎに生じる応力 

 
圧縮応力 

（MPa） 

引張応力 

（MPa） 

せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

(圧縮＋曲げ) 

(-) 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

脚下部継ぎ σｃｌ２ = 26 σｔｌ２ = 15 τｌ２ = 54 σｂｌ２ = 229 0.859 σｌ２ = 247 

圧縮応力，引張応力，せん断応力，曲げ応力，組合せ応力(圧縮＋曲げ)，組合せ応力（曲げ＋せん断）は， 

表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

1.3.4 ガーダ継ぎに生じる応力 

 
圧縮応力 

（MPa） 

引張応力 

（MPa） 

せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

(引張＋曲げ) 

(-) 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

ガーダ継ぎ σｃｌ３ = 6 σｔｌ３ = 5 τｌ３ = 96 σｂｌ３ = 96 0.351 σｌ３ = 176 

圧縮応力，引張応力，せん断応力，曲げ応力，組合せ応力(圧縮＋曲げ)，組合せ応力（曲げ＋せん断）は， 

表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

1.3.5 転倒防止装置に生じる応力             （単位：MPa） 

部材 評価部位 荷重 応力 算出応力 

転倒防止 

装置アーム 
爪部 鉛直浮上り荷重 

組合せ応力 

(せん断＋曲げ) 
244 

組合せ応力は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 
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1.3.6 トロリストッパに生じる応力    （単位：MPa） 

 圧縮 

トロリストッパ 4 

最大静止摩擦係数を用いた静的水平震度による評価 

 

1.3.7  トロリ浮上り量       （単位：mm） 

 浮上り量 

トロリ 7.7 

トロリの浮上り量は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

1.3.8 吊荷荷重        （単位：N） 

 ワイヤ荷重 

主巻 1.289×106 

ホイスト 5.008×105 

主巻のワイヤ荷重は，表 4－1 のケース 1 の評価結果 

ホイストのワイヤ荷重は，表 4－1 のケース 2 の評価結果 

 

1.3.9 単軸粘性ダンパ及びブレース 

評価部位 評価項目 算出値 

単軸粘性ダンパ 荷重(N) 2.551×105 

単軸粘性ダンパ 変位(mm) 44 

ブレース 圧縮応力（MPa） 20 

クレビス せん断応力（MPa） 91 

クレビス 曲げ応力（MPa） 259 

クレビス 組合せ応力（MPa） 304 

単軸粘性ダンパの荷重，変位は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

ブレースの圧縮応力は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

クレビスのせん断応力，曲げ応力，組合せ応力は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 
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1.4 評価結果 

1.4.1 クレーン本体に生じる応力 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

クレーン本体

ガーダ 
SS400 

せん断(MPa) τｇ = 27 fｓｍ = 161 

曲げ(MPa) σｂｇ = 126 fｂｍ = 280 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｇ = 130 280 

脚 SS400 

圧縮(MPa) σｃｌ１  = 43
 fｃｍ = 279 

引張(MPa) σｔｌ１  = 5
 fｔｍ = 280 

せん断(MPa) τｌ１ = 77 fｓｍ = 161 

曲げ(MPa) σｂｌ１ = 192 fｂｍ = 280 

組合せ 

(圧縮＋曲げ) 
0.787 1.0 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｌ１ = 225 280 

脚下部継ぎ SS400 

圧縮(MPa) σｃｌ２  = 26
 fｃｍ = 263 

引張(MPa) σｔｌ２  = 15
 fｔｍ = 280 

せん断(MPa) τｌ２ = 54 fｓｍ = 161 

曲げ(MPa) σｂｌ２ = 229 fｂｍ = 280 

組合せ 

(圧縮＋曲げ) 
0.859 1.0 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｌ２ = 247 280 

ガーダ継ぎ SS400 

圧縮(MPa) σｃｌ３  = 6
 fｃｍ = 275 

引張(MPa) σｔｌ３  = 5
 fｔｍ = 280 

せん断(MPa) τｌ３ = 96 fｓｍ = 161 

曲げ(MPa) σｂｌ３ = 96 fｂｍ = 280 

組合せ 

(引張＋曲げ) 
0.351 1.0 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｌ３ = 176 280 

全て許容応力以下である。 

 

1.4.2 転倒防止装置に生じる応力          （単位：MPa） 

部材 評価部位 荷重 応力 算出応力 許容応力 

転倒防止装置

アーム 
爪部 鉛直浮上り荷重 

組合せ応力 

(せん断＋曲げ) 
σａ＝ 244 357 

全て許容応力以下である 
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1.4.3 トロリストッパに生じる応力 （単位：MPa） 

部材 圧縮 許容応力 

トロリストッパ 4 fｃｍ = 280 

全て許容応力以下である。 

1.4.4 トロリの浮上り量 （単位：mm） 

部材 浮上り量 許容浮上り量 

トロリ 7.7 

全て許容浮上り量以下である。 

1.4.5 吊具荷重 （単位：N） 

部材 材料 荷重 算出荷重 

吊具 

(主巻) 

ワイヤロープ IWRC 6×Fi(29) 
吊荷荷重 Ｐｗ = 1.289×106 

フック S35C 

吊具 

(ホイスト)

ワイヤロープ 4×F(40) 
吊荷荷重 Ｐｗ = 5.008×105 

フック SCM435 

全て許容荷重以下である。 

1.4.6 単軸粘性ダンパ及びブレース 

評価部材 評価項目 算出値 許容限界 

単軸粘性ダンパ 荷重（N） 2.551×105 

単軸粘性ダンパ 変位（mm） 44 

ブレース 圧縮応力(MPa) 20 

クレビス せん断応力（MPa） 91 

クレビス 曲げ応力（MPa） 259 

クレビス 組合せ応力（MPa） 304 

全て許容限界以下である。 
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【取水槽ガントリクレーンの耐震性についての計算結果】  

2．重大事故等対処設備  

2.1 設計条件 

機器名称 
耐震重要度 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 基準地震動Ｓｓ＊4 
周囲環境 

温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向設計震度 
鉛直方向 

設計震度 
走行方向 

（ＥＷ方向） 

横行方向 

（ＮＳ方向） 

取水槽 

ガントリクレーン 
Ｃ 

取水槽ポンプ室 

EL8.800＊1
― ― ＣＨ＝ 0.15＊2，＊3 ― ― 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：摩擦係数より求めた水平方向設計震度 

  ＊3：トロリストッパの評価に適用する。 

  ＊4：地震応答解析では時刻歴加速度波を用いる。 

2.2 機器要目 

ｍＧ 

（kg） 

ｍｔ 

（kg） 

ｍｍ 

（kg） 

Σｍ 

（kg） 

ＭＨｇ 

(N・mm） 

ＭＶｇ 

（N・mm） 

ＭＸｌ１ 

（N・mm） 

ＭＹｌ１ 

（N・mm） 

ＭＸｌ２ 

（N・mm） 

ＭＹｌ２ 

（N・mm） 

ＭＸｌ３ 

（N・mm） 

ＭＹｌ３ 

（N・mm） 

5.549×108 1.870×109 6.618×108 8.144×108 1.133×109 2.747×107 2.501×109 3.390×108 

Ｍａ 

（N・mm） 

Ｍｇ 

（N・mm） 

Ｍｌ１ 

（N・mm） 

Ｍｌ２ 

（N・mm） 

Ｍｌ３ 

（N・mm） 

8.109×106 2.402×108 4.380×108 9.288×107 1.997×109 

ＱＨｇ 

（N） 

ＱＶｇ 

（N） 

ＥＧ 

（MPa） 

ＥＬ 

（MPa） 

ＥＷ 

（MPa） 

ν 

1.031×105 4.876×105 0.3 

Ｆｃｌ１ 

（N） 

Ｆｔｌ１ 

（N） 

Ｆｃｌ２ 

（N） 

Ｆｔｌ２ 

（N） 

Ｆｃｌ３ 

（N） 

Ｆｔｌ３ 

（N） 

1.929×106 1.557×105 6.410×105 3.561×105 2.982×105 2.674×105 
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ＱＸｌ１ 

（N） 

ＱＹｌ１ 

（N） 

ＱＸｌ２ 

（N） 

ＱＹｌ２ 

（N） 

ＱＸｌ３ 

（N） 

ＱＹｌ３ 

（N） 

5.958×104 2.188×105 2.848×104 4.016×105 9.372×104 1.098×106 

ℓ１ 

（mm） 

ℓ２ 

（mm） 

ℓ３ 

（mm） 

ℓ４ 

（mm） 

ｔ１ 

（mm） 

ｔ２ 

（mm） 

ｔ３ 

（mm） 

Ａｃｌ１ 

（mm2） 

Ａｔｌ１ 

（mm2） 

Ａｃｌ２ 

（mm2） 

Ａｔｌ２ 

（mm2） 

Ａｃｌ３ 

（mm2） 

Ａｔｌ３ 

（mm2） 

ＡＸｌ１

（mm2） 

ＡＹｌ１ 

（mm2） 

ＡＸｌ２ 

（mm2） 

ＡＹｌ２ 

（mm2） 

ＡＸｌ３ 

（mm2） 

ＡＹｌ３ 

（mm2） 

ＺＸｇ 

（mm3） 

ＺＹｇ 

（mm3） 

ＺＸｌ１ 

（mm3） 

ＺＹｌ１ 

（mm3） 

ＺＸｌ２ 

（mm3） 

ＺＹｌ２ 

（mm3） 

ＺＸｌ３ 

（mm3） 

ＺＹｌ３ 

（mm3） 

Ｚａ 

（mm3） 

Ｚｐｇ 

（mm3） 

Ｚｐｌ１ 

（mm3） 

Ｚｐｌ２ 

（mm3） 

Ｚｐｌ３ 

（mm3） 

クレーン本体ガーダ 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎ 転倒防止装置 トロリストッパ 吊具 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

fｗ１ 
（N） 

fｗ２ 
（N） 

245 400 280 245 400 280 305 510 357 245 400 280 
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＊ ＊ ＊ ＊

ℓｋｌ１ 

（mm） 

ℓｋｌ２ 

（mm） 

ℓｋｌ３ 

（mm） 

ｉｌ１ 

（mm） 

ｉｌ２ 

（mm） 

ｉｌ３ 

（mm） 

Ａ１ 

（mm2） 

Ａ２ 

（mm2） 

ＡＨｇ 

（mm2） 

ＡＶｇ 

（mm2） 
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2.3 計算数値 

2.3.1 クレーン本体ガーダに生じる応力  

 
せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

クレーン本体ガーダ τｇ = 27 σｂｇ = 126 σｇ = 130 

せん断応力，曲げ応力，組合せ応力（曲げ＋せん断）は，表 4-1 のケース 3 の評価結果 

 

2.3.2 脚に生じる応力 

 
圧縮応力 

（MPa） 

引張応力 

（MPa） 

せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

(圧縮＋曲げ) 

(-) 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

脚 σｃｌ１ = 43 σｔｌ１ = 5 τｌ１ = 77 σｂｌ１ = 192 0.787 σｌ１ = 225 

曲げ応力，組合せ応力（圧縮＋曲げ），組合せ応力（曲げ＋せん断）は，表 4－1 のケース 1 の評価結果 

圧縮応力，引張応力，せん断応力は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

2.3.3 脚下部継ぎに生じる応力 

 
圧縮応力 

（MPa） 

引張応力 

（MPa） 

せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

(圧縮＋曲げ) 

(-) 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

脚下部継ぎ σｃｌ２ = 26 σｔｌ２ = 15 τｌ２ = 54 σｂｌ２ = 229 0.859 σｌ２ = 247 

圧縮応力，引張応力，せん断応力，曲げ応力，組合せ応力(圧縮＋曲げ)，組合せ応力（曲げ＋せん断）は， 

表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

2.3.4 ガーダ継ぎに生じる応力 

 
圧縮応力 

（MPa） 

引張応力 

（MPa） 

せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

(引張＋曲げ) 

(-) 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

ガーダ継ぎ σｃｌ３ = 6 σｔｌ３ = 5 τｌ３ = 96 σｂｌ３ = 96 0.351 σｌ３ = 176 

圧縮応力，引張応力，せん断応力，曲げ応力，組合せ応力(圧縮＋曲げ)，組合せ応力（曲げ＋せん断）は， 

表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

2.3.5 転倒防止装置に生じる応力             （単位：MPa） 

部材 評価部位 荷重 応力 算出応力 

転倒防止 

装置アーム 
爪部 鉛直浮上り荷重 

組合せ応力 

(せん断＋曲げ) 
244 

組合せ応力は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 
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2.3.6 トロリストッパに生じる応力 （単位：MPa） 

圧縮 

トロリストッパ 4 

最大静止摩擦係数を用いた静的水平震度による評価 

2.3.7 トロリ浮上り量  （単位：mm） 

浮上り量 

トロリ 7.7 

トロリの浮上り量は，表 4－1 のケース 3 の評価結果

2.3.8 吊荷荷重  （単位：N） 

ワイヤ荷重

主巻 1.289×106 

ホイスト 5.008×105 

主巻のワイヤ荷重は，表 4－1 のケース 1 の評価結果 

ホイストのワイヤ荷重は，表 4－1 のケース 2 の評価結果

2.3.9 単軸粘性ダンパ及びブレース 

評価部位 評価項目 算出値 

単軸粘性ダンパ 荷重(N) 2.551×105 

単軸粘性ダンパ 変位(mm) 44 

ブレース 圧縮応力（MPa） 20 

クレビス せん断応力（MPa） 91 

クレビス 曲げ応力（MPa） 259 

クレビス 組合せ応力（MPa） 304 

単軸粘性ダンパの荷重，変位は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

ブレースの圧縮応力は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

クレビスのせん断応力，曲げ応力，組合せ応力は，表 4－1 のケース 3 の評価結果
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2.4 評価結果 

2.4.1 クレーン本体に生じる応力 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

クレーン本体

ガーダ 
SS400 

せん断(MPa) τｇ= 27 fｓｍ = 161 

曲げ(MPa) σｂｇ = 126 fｂｍ = 280 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｇ = 130 280 

脚 SS400 

圧縮(MPa) σｃｌ１  = 43 fｃｍ = 279 

引張(MPa) σｔｌ１  = 5 fｔｍ = 280 

せん断(MPa) τｌ１ = 77 fｓｍ = 161 

曲げ(MPa) σｂｌ１ = 192 fｂｍ = 280 

組合せ 

(圧縮＋曲げ) 
0.787 1.0 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｌ１ = 225 280 

脚下部継ぎ SS400 

圧縮(MPa) σｃｌ２  = 26 fｃｍ = 263 

引張(MPa) σｔｌ２  = 15 fｔｍ = 280 

せん断(MPa) τｌ２ = 54 fｓｍ = 161 

曲げ(MPa) σｂｌ２ = 229 fｂｍ = 280 

組合せ 

(圧縮＋曲げ) 
0.859 1.0 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｌ２ = 247 280 

ガーダ継ぎ SS400 

圧縮(MPa) σｃｌ３  = 6 fｃｍ = 275 

引張(MPa) σｔｌ３  = 5 fｔｍ = 280 

せん断(MPa) τｌ３ = 96 fｓｍ = 161 

曲げ(MPa) σｂｌ３ = 96 fｂｍ = 280 

組合せ 

(引張＋曲げ) 
0.351 1.0 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｌ３ = 176 280 

全て許容応力以下である。 

2.4.2 転倒防止装置に生じる応力 （単位：MPa） 

部材 評価部位 荷重 応力 算出応力 許容応力 

転倒防止装置

アーム
爪部 鉛直浮上り荷重 

組合せ応力 

(せん断＋曲げ) 
σａ＝ 244 357 

全て許容応力以下である 
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2.4.3 トロリストッパに生じる応力 （単位：MPa） 

部材 圧縮 許容応力 

トロリストッパ 4 fｃｍ = 280 

全て許容応力以下である。 

2.4.4 トロリの浮上り量 （単位：mm） 

部材 浮上り量 許容浮上り量 

トロリ 7.7 

全て許容浮上り量以下である。 

2.4.5 吊具荷重 （単位：N） 

部材 材料 荷重 算出荷重 許容荷重 

吊具 

(主巻) 

ワイヤロープ IWRC 6×Fi(29) 
吊荷荷重 Ｐｗ = 1.289×106 

フック S35C 

吊具 

(ホイスト)

ワイヤロープ 4×F(40) 
吊荷荷重 Ｐｗ = 5.008×105 

フック SCM435 

全て許容荷重以下である。 

2.4.6 単軸粘性ダンパ及びブレース 

評価部材 評価項目 算出値 許容限界 

単軸粘性ダンパ 荷重（N） 2.551×105 

単軸粘性ダンパ 変位（mm） 44 

ブレース 圧縮応力(MPa) 20 

クレビス せん断応力（MPa） 91 

クレビス 曲げ応力（MPa） 259 

クレビス 組合せ応力（MPa） 304 

全て許容限界以下である。 
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Ⅵ-2-11-2-7-15 除じん機の耐震性についての計算書 

 



 

 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-7
-1
5 
R0
 

 

目  次 

 

1. 概要  ····································································  1 

2. 一般事項  ································································  2 

2.1 配置概要  ······························································  2 

2.2 構造計画  ······························································  2 

2.3 評価方針  ······························································  6 

2.4 適用規格・基準等  ······················································  7 

2.5 記号の説明  ····························································  8 

2.6 計算精度と数値の丸め方  ················································  10 

3. 評価部位  ································································  11 

4. 構造強度評価  ····························································  11 

4.1 構造強度評価方法  ······················································  11 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 ···············································  12 

4.3 解析モデル及び諸元  ····················································  16 

4.4 固有周期  ······························································  22 

4.5 設計用地震力  ··························································  23 

4.6 計算方法  ······························································  24 

4.7 計算条件  ······························································  32 

4.8 応力の評価  ····························································  32 

5. 評価結果  ································································  34 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果  ·······································  34 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果  ·····································  34 

 



 

 1 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-7
-1
5 
R0
 

 

1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価

方針」の耐震評価方針に基づき，下位クラス施設である除じん機（Ｃクラス施設）が基

準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認すること

で，水路下流側に設置された上位クラス施設である原子炉補機海水ポンプ（以下「RSW ポ

ンプ」という。）及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ（以下「HPSW ポンプ」という。）

に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明するものである。 
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2. 一般事項 

2.1 配置概要 

除じん機は，取水槽に設置されている。除じん機は，図 2－1 の位置関係図に示すよ

うに，上位クラス施設である RSW ポンプ及び HPSW ポンプの水路上流側に設置されて

いることから，地震時に水中にあるフレーム等が損傷して脱落した場合は，RSW ポン

プ及び HPSW ポンプに対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

 

図 2－1 除じん機と上位クラス施設の位置関係図  

 

2.2 構造計画 

除じん機の構造計画を表 2－1 に示す。  

除じん機 

RSW ポンプ 

HPSW ポンプ 

HPSW ポンプ 
RSW ポンプ 

除じん機 

取水槽 
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表 2－1 構造計画（1/3） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造  主体構造 

１．ハウジング＊は地上

部にあり，底部４辺を

ハウジング取付ボルト

によりハウジングベー

スを介して取水槽に固

定されている。  

鋼製溶接構造（鋼板，

形鋼） 

注記＊：損傷の際に水路部へ落下する構造ではないため，波及的影響の評価対象外とする。  

尾軸  

フレーム

水流  

ハウジング取付ボルト

尾軸取付ボルト  

フレーム耐震ピン
アジャストボルト

フレーム耐震
サポート

ハウジング

フレーム

ハウジングベース

フレーム取付ボルト

単位：mm 
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表 2－1 構造計画（2/3） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造  主体構造 

２．フレームは水路部

にあり，上部をフレー

ム取付ボルトによりハ

ウジングベースを介し

て取水槽に，中間部を

フレーム耐震サポート

により取水槽壁に，底

部をフレーム耐震ピン

（水平方向支持）及び

アジャストボルト（鉛

直方向支持）により取

水槽に 固定されてい

る。 

３．尾軸は尾軸取付ボ

ルトによりフレームに

固定されている。  

A 部 

取水槽 

フレーム
取付ボルト 

本(片側 本)/1 台 

B’-(B’’-) 

フレーム

ハウジング

ハウジング
取付ボルト

ハウジングベース

D
アジャストボルト
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表 2－1 構造計画（3/3） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造  主体構造 

C 部 

尾軸取付ボルト  

尾軸 

D 部 

E 

尾軸受 

E 部 

尾軸取付ボルト 
本(片側 本)/1 台 

尾軸 

フレーム
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2.3 評価方針 

除じん機の応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施

設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 

構造計画」にて示す除じん機の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所にお

いて，「4.3 解析モデル及び諸元」及び「4.4 固有周期」にて算出した固有周期に基

づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及

び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価

結果」に示す。 

除じん機の耐震評価フローを図 2－2 に示す。 

図 2－2 除じん機の耐震評価フロー 

設計用地震力  

解析モデル設定  

固有値解析  

地震時における応力  

除じん機の構造強度評価  
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電

気協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。）
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2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａａｂ 

Ａｃ 

Ａｈｂ 

Ａｉ 

Ｂ 

ＣＨ（ＥＷ） 

ＣＨ（ＮＳ） 

ＣＶ 

Ｄ 

ｄｏｉ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆａ 

Ｆａｃ 

Ｆａｄ 

Ｆａｔ 

Ｆａｗ 

Ｆｈ 

Ｆｈｃ 

Ｆｈｔ 

Ｆｈｗ 

Ｆｖ 

Ｆｖｃ 

Ｆｖｔ 

Ｆｖｗ 

Ｆｗ 

fｂｍ  

fｃｍ 

ƒｓｂ 

ƒｓｍ 

Ｈ 

Ｉｐ 

Ｉｙ 

Ｉｚ 

Ｊ 

ｉ 

フレーム耐震サポート断面積（水流方向） 

フレーム耐震ピンの断面積 

フレーム耐震サポート断面積（水流直角方向） 

ボルトの有効断面積＊1 

フレーム耐震サポート巾 

水流直角方向設計震度 

水流方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

フレーム耐震ピン径 

ボルトの有効径＊1 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 

付加質量による荷重（水流方向） 

付加質量による地震時荷重（水流方向） 

水圧荷重（水流方向） 

地震時における全荷重（水流方向） 

自重による地震時荷重（水流方向） 

付加質量による荷重（水流直角方向） 

付加質量による地震時荷重（水流直角方向） 

地震時における全荷重（水流直角方向） 

自重による地震時荷重（水流直角方向） 

付加質量による荷重（鉛直方向） 

付加質量による地震時荷重（鉛直方向） 

地震時における全荷重（鉛直方向） 

自重による地震時荷重（鉛直方向） 

フレーム荷重 

許容曲げ応力 

許容圧縮応力 

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力  

許容せん断応力 

フレーム耐震サポート高さ 

断面二次極モーメント 

断面二次モーメント 

断面二次モーメント 

ねじり定数 

断面二次半径 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm 

― 

― 

― 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

mm4 

mm4 

mm4 

mm4 

mm 

＊
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記号 記号の説明 単位 

Ｌ 

Ｌｃ 

ｌｋ 

Ｍａ  

Ｍｈ 

ｎｂ 

ｎｃ 

ｎｉ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ(ＲＴ) 

 

Ｚ 

Λ 

λ 

ν 

ν′ 

π 

σａｂ 

σｈｂ 

σｖｃ 

τａｋ 

τｂｋ 

τｈｋ 

τｖｋ 

フレーム耐震サポート長さ 

フレーム耐震ピン長さ 

部材長さ 

曲げモーメント（水流方向） 

曲げモーメント（水流直角方向） 

フレーム耐震サポート数 

フレーム耐震ピン数 

ボルトの本数＊1 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材

料の40℃における値 

断面係数 

限界細長比 

有効細長比 

ポアソン比 

座屈に対する安全率 

円周率 

フレーム耐震ピンに生じる曲げ応力（水流方向） 

フレーム耐震ピンに生じる曲げ応力（水流直角方向） 

アジャストボルトに生じる圧縮応力（鉛直方向） 

部材に生じる水流方向せん断応力＊2 

部材に生じる合成せん断応力＊2 

部材に生じる水流直角方向せん断応力＊2 

部材に生じる鉛直方向せん断応力＊2 

mm 

mm 

mm 

N･mm 

N･mm 

― 

― 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

 

mm3 

― 

― 

― 

― 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

注記＊1：Ａｉ，ｄｏｉ，ｎｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ = 1：フレーム取付ボルト 

ｉ = 2：アジャストボルト 

ｉ = 3：尾軸取付ボルト 

＊2：τａｋ，τｂｋ，τｈｋ，τｖｋの添字ｋの意味は，以下のとおりとする。 

ｋ = 1：フレーム取付ボルト 

ｋ = 2：フレーム耐震サポート 

ｋ = 3：フレーム耐震ピン 

ｋ = 4：尾軸取付ボルト 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2 に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長さ 
下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2 位＊2 四捨五入 小数点以下第 1 位＊3 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4 桁目 四捨五入 有効数字 3 桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊5 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 3 位の場合は，小数点以下第 3 位表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 2 位の場合は，小数点以下第 2 位表示とする。 

＊4：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊5：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 
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3. 評価部位 

除じん機の耐震評価は，「4.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，波及的影響

を及ぼすおそれのあるフレームに対し，耐震評価上厳しくなるフレーム取付ボルト，フ

レーム耐震サポート，フレーム耐震ピン，アジャストボルト，尾軸取付ボルトについて

実施する。除じん機の耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示す。 

 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

(1) 除じん機は，フレームを取水槽にフレーム取付ボルト，フレーム耐震サポート，

フレーム耐震ピン及びアジャストボルトにより固定する。 

(2) 地震力は，除じん機に対して，水平方向(水流(Ｘ)方向，水流直角(Ｚ)方向)及び

鉛直方向(鉛直(Ｙ)方向)から個別に作用させる。 

また，水平方向(水流(Ｘ)方向)及び鉛直方向(鉛直(Ｙ)方向)の動的地震力による

荷重の組合せには，ＳＲＳＳ法を適用する。 

(3) 除じん機の質量には，除じん機自身の質量のほか，付加質量＊を考慮する。 

(4) フレーム取付ボルトは，水流(Ｘ)方向と鉛直(Ｙ)方向の荷重を支持する構造とす

る。 

(5) フレーム耐震サポートは，水流(Ｘ)方向及び水流直角(Ｚ)方向の荷重を支持する

構造とする。 

(6) フレーム底部は，フレーム耐震ピンで水流(Ｘ)方向及び水流直角(Ｚ)方向の荷重

を支持し，アジャストボルトで鉛直(Ｙ)方向の荷重を支持する構造とする。 

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

注記＊：付加質量とは，機器が流体中で加速度を受けた場合に質量が増加したような効

果を模擬した，機器の形状により定まる仮想質量をいう。 
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4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

除じん機の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用

いるものを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

除じん機の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－3 に示

す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

除じん機の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用い

るものを表 4－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5 に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 除じん機 Ｃ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 除じん機 ― ―＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 4－3 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆs 1.5・ｆc 1.5・ｆb 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

  

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

フレーム取付ボルト SUS304 周囲環境温度 40 205 520 205 

フレーム耐震サポート SUS304 周囲環境温度 40 205 520 205 

フレーム耐震ピン SUS304 周囲環境温度 40 205 520 205 

尾軸取付ボルト SUS304 周囲環境温度 40 205 520 205 

 

 

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

フレーム取付ボルト SUS304 周囲環境温度 40 205 520 205 

フレーム耐震サポート SUS304 周囲環境温度 40 205 520 205 

フレーム耐震ピン SUS304 周囲環境温度 40 205 520 205 

尾軸取付ボルト SUS304 周囲環境温度 40 205 520 205 
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4.3 解析モデル及び諸元 

除じん機の解析モデルを図 4－1，断面番号を図 4－2，フレームの断面データを表 4

－6，フレームの断面形状を図 4－3 に示す。 

解析モデルの概要を以下に示す。なお，図中のＸは水流方向，Ｙは鉛直方向，Ｚは

水流直角方向を示す。また，機器の諸元を本計算書の【除じん機の耐震性についての

計算結果】のその他の機器要目に示す。 

(1) 除じん機のフレームをはり要素でモデル化した三次元ＦＥＭモデルを用いる。

(2) 拘束条件は，フレーム上部の取付部で，水流(Ｘ)方向，鉛直(Ｙ)方向，水流直角

(Ｚ)方向を並進・回転固定，フレーム中間部のフレーム耐震サポート点で，水流

(Ｘ)方向，水流直角(Ｚ)方向を並進固定・回転自由，鉛直(Ｙ)方向を並進・回転

自由，フレーム底部のフレーム耐震ピン位置で，水流(Ｘ)方向，鉛直(Ｙ)方向，

水流直角(Ｚ)方向を並進固定・回転自由とする。

(3) 除じん機の質量は，除じん機自身の質量及び付加質量を考慮し，付加質量は，フ

レームの全体にわたって与える。

(4) 解析コードは，「ＭＳＣ．ＮＡＳＴＲＡＮ２０１２ｒ２」を使用し，固有値を求め

る。なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，

Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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図 4－1 解析モデル 

（Ｘ：水流方向，Ｙ：鉛直方向，Ｚ：水流直角方向を示す。） 

図 4－2 断面番号 

0

1

1

1

1

8

1

8
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表 4-6 フレームの断面データ 

断面 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次モーメント(mm4) ねじり定数(mm4)Ｊ 

断面二次極モーメント(mm4)Ｉｐ＊ Ｉｙ Ｉz 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

注記＊：断面番号 9 は，断面二次極モーメントの値を示す。 
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図 4－3 フレームの断面形状(1/3) 

断面番号 1 

断面番号 2 

断面番号 3 単位：mm 
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図 4－3 フレームの断面形状(2/3) 

断面番号 4 

断面番号 5 

断面番号 6 断面番号 7 

単位：mm 
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図 4－3 フレームの断面形状(3/3) 

断面番号 8 断面番号 9 

断面番号 10 

単位：mm 
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4.4 固有周期 

固有周期解析の結果を表 4－7 に示す。固有周期は，0.05 秒以下であり，剛構造で

あることを確認した。また，１次の振動モード図を図 4－4 に示す。 

表 4－7 固有値解析結果 

モード 卓越方向 
固有周期

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 水流方向 水流直角方向 

1 次 水平 ― ― ― 

図 4－4 振動モード（1 次） 
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4.5 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 4－8 及び表 4－9 に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成

方針」に基づき設定する。 

表 4－8 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

（水流 

方向） 

水平方向 

設計震度 

（水流直

角方向） 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

（水流 

方向） 

水平方向 

設計震度 

（水流直角

方向） 

鉛直方向 

設計震度 

取水槽エリア 

（スクリーン室）
EL. 4.0m＊1

0.05
以下 

― ― ― 
ＣＨ（ＮＳ）

＝3.30＊2

ＣＨ（ＥＷ）

＝2.07＊2

ＣＶ＝ 

1.92＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。  

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

表 4－9 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

（水流 

方向） 

水平方向 

設計震度 

（水流直

角方向） 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

（水流 

方向） 

水平方向 

設計震度 

（水流直角

方向） 

鉛直方向 

設計震度 

取水槽エリア 

（スクリーン室）
EL. 4.0m＊1

0.05
以下 

― ― ― 
ＣＨ（ＮＳ）

＝3.30＊2

ＣＨ（ＥＷ）

＝2.07＊2

ＣＶ＝ 

1.92＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。  

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
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4.6 計算方法 

4.6.1 応力の計算方法 

フレーム取付ボルト，フレーム耐震サポート及びフレーム耐震ピンの水流方向

の全荷重Ｆａｔ，水流直角方向の全荷重Ｆｈｔ，鉛直方向の全荷重Ｆｖｔの負担割

合を図 4－5 に示す。 

図 4－5 フレーム各支持点での荷重負担 

4.6.1.1 フレーム取付ボルトの計算方法  

①せん断応力１－水流方向

τａ１=
Ｆａｔ

Ａ１×ｎ１
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.1）

ここで，フレーム取付ボルト有効断面積Ａ１及び水流方向の地震時にお

ける全荷重Ｆａｔは以下の式で算出される。 

Ａ１=
π×ｄｏ１

2

4
・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.2）

Ｆａｔ=Ｆａｗ+Ｆａｃ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.3） 

また，水流方向の自重による地震時荷重Ｆａｗ及び水流方向の付加質量に

よる地震時荷重Ｆａｃは以下の式で算出される。 
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Ｆａｗ=Ｆｗ×ＣＨ(ＮＳ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.4） 

Ｆａｃ=Ｆａ×ＣＨ(ＮＳ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.5） 

②せん断応力2－鉛直方向

τｖ１=
Ｆｖｔ

Ａ１×ｎ１
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.6）

ここで，鉛直方向の地震時における全荷重Ｆｖｔは以下の式で算出される。 

Ｆｖｔ=Ｆｖｗ+Ｆｖｃ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.7） 

また，鉛直方向の自重による地震時荷重Ｆｖｗ及び鉛直方向の付加質量に

よる地震時荷重Ｆｖｃは以下の式で算出される。 

Ｆｖｗ=Ｆｗ×ＣＶ+Ｆｗ ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.8） 

Ｆｖｃ=Ｆｖ×ＣＶ ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.9） 

③せん断応力合成

τｂ１=√τａ１
2
+τｖ１

2
 ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.10）
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4.6.1.2 フレーム耐震サポ―トの計算方法 

フレーム耐震サポートの評価は，構造が同じなため，荷重が大きい上側の

計算を実施する。 

①せん断応力１－水流方向

τａ２=
Ｆａｔ

Ａａｂ×ｎｂ
・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.1）

ここで，フレーム耐震サポート断面積Ａａｂ及び水流方向の地震時におけ

る全荷重Ｆａｔは以下の式で算出される。 

Ａａｂ=Ｂ×Ｌ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.2） 

Ｆａｔ=Ｆａｗ+Ｆａｃ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.3） 

また，水流方向の自重による地震時荷重Ｆａｗ及び水流方向の付加質量に

よる地震時荷重Ｆａｃは以下の式で算出される。 

Ｆａｗ=Ｆｗ×ＣＨ(ＮＳ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.4） 

Ｆａｃ=Ｆａ×ＣＨ(ＮＳ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.5） 

②せん断応力2－水流直角方向

τｈ２=
Ｆｈｔ

Ａｈｂ×ｎｂ
・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.6）

ここで，フレーム耐震サポート断面積Ａｈｂ，水流直角方向の地震時にお

ける全荷重Ｆｈｔは以下の式で算出される。 

Ａｈｂ=Ｂ×Ｈ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.7） 

Ｆｈｔ=Ｆｈｗ+Ｆｈｃ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.8） 

また，水流直角方向の自重による地震時荷重Ｆｈｗ及び水流直角方向の付

加質量による地震時荷重Ｆｈｃは以下の式で算出される。 

Ｆｈｗ=Ｆｗ×ＣＨ(ＥＷ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.9） 

Ｆｈｃ=Ｆｈ×ＣＨ(ＥＷ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.10） 
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4.6.1.3 フレーム耐震ピンの計算方法 

①せん断応力１－水流方向

τａ３=
Ｆａｔ

Ａｃ×ｎｃ
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.1）

ここで，フレーム耐震ピン断面積Ａｃ及び水流方向の地震時における全

荷重Ｆａｔは以下の式で算出される。 

Ａｃ=
π×Ｄ

2

4
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.2）

Ｆａｔ=Ｆａｗ+Ｆａｃ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.3） 

また，水流方向の自重による地震時荷重Ｆａｗ及び水流方向の付加質量

による地震時荷重Ｆａｃは以下の式で算出される。 

Ｆａｗ=Ｆｗ×ＣＨ(ＮＳ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.4）

Ｆａｃ=Ｆａ×ＣＨ(ＮＳ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.5）

②せん断応力2－水流直角方向

τｈ３=
Ｆｈｔ

Ａｃ×ｎｃ
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.6）

ここで，フレーム耐震ピン断面積Ａｃ及び水流直角方向の地震時におけ

る全荷重Ｆｈｔは以下の式で算出される。 

Ａｃ=
π×Ｄ

2

4
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.7）

Ｆｈｔ=Ｆｈｗ+Ｆｈｃ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.8） 

また，水流直角方向の自重による地震時荷重Ｆｈｗ及び水流直角方向の

付加質量による地震時荷重Ｆｈｃは以下の式で算出される。 

Ｆｈｗ=Ｆｗ×ＣＨ(ＥＷ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.9） 
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Ｆｈｃ=Ｆｈ×ＣＨ(ＥＷ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.10） 

③曲げによる引張応力１－水流方向

σａｂ=
Ｍａ

Ｚ
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.11）

ここで，曲げモーメントＭａ及び断面係数Ｚは次式で計算される。 

Ｍａ=
Ｆａｔ

ｎｃ
×Ｌｃ ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.12） 

Ｚ=
π×Ｄ

3

32
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.13）

④曲げによる引張応力2－水流直角方向

σｈｂ=
Ｍｈ

Ｚ
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.14）

ここで，曲げモーメントＭｈ及び断面係数Ｚは次式で計算される。 

Ｍｈ=
Ｆｈｔ

ｎｃ
×Ｌｃ ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.15） 

Ｚ=
π×Ｄ

3

32
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.16）
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4.6.1.4 アジャストボルトの計算方法 

①圧縮応力－鉛直方向

σｖｃ=
Ｆｖｔ

Ａ２×ｎ２
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.17）

アジャストボルト有効断面積Ａ２，鉛直方向の地震時における全荷重

Ｆｖｔは以下の式で算出される。 

Ａ２=
π×ｄｏ２

2

4
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.18）

Ｆｖｔ=Ｆｖｗ+Ｆｖｃ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.19） 

また，鉛直方向の自重による地震時荷重Ｆｖｗ及び鉛直方向の付加質量

による地震時荷重Ｆｖｃは以下の式で算出される。 

Ｆｖｗ=Ｆｗ×ＣＶ+Ｆｗ ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.20） 

Ｆｖｃ=Ｆｖ×ＣＶ ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.21） 
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4.6.1.5 尾軸取付ボルトの計算方法 

①せん断応力１－水流方向

τａ４=
Ｆａｔ

Ａ３×ｎ３
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.1）

ここで，尾軸取付ボルト有効断面積Ａ３及び水流方向の地震時における

全荷重Ｆａｔは以下の式で算出される。 

Ａ３=
π×ｄｏ３

2

4
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.2）

Ｆａｔ=Ｆａｗ+Ｆａｃ+Ｆａｄ ・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.3） 

また，水流方向の自重による地震時荷重Ｆａｗ及び水流方向の付加質量

による地震時荷重Ｆａｃは以下の式で算出される。 

Ｆａｗ=Ｆｗ×ＣＨ(ＮＳ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.4） 

Ｆａｃ=Ｆａ×ＣＨ(ＮＳ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.5） 

②せん断応力2－鉛直方向

τｖ４=
Ｆｖｔ

Ａ３×ｎ３
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.6）

ここで，尾軸取付ボルト有効断面積Ａ３及び鉛直方向の地震時における

全荷重Ｆｖｔは以下の式で算出される。 

Ａ３=
π×ｄｏ３

2

4
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.7）

Ｆｖｔ=Ｆｖｗ+Ｆｖｃ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.8） 

また，鉛直方向の自重による地震時荷重Ｆｖｗ及び鉛直方向の付加質量

による地震時荷重Ｆｖｃは以下の式で算出される 

Ｆｖｗ=Ｆｗ×ＣＶ+Ｆｗ ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.9） 
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Ｆｖｃ=Ｆｖ×ＣＶ ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.10） 

③せん断応力合成

τｂ４=√τａ４
2
+τｖ４

2
 ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.11）
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重（除じん機）及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【除じ

ん機の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

4.8 応力の評価 

4.8.1 部材の応力評価 

4.6 項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。  

基準地震動Ｓｓによる  

荷重との組合せの場合  

許容圧縮応力  

fｃｍ  
・1.5

ν

Ｆ
・

Λ

λ
0.4・1

2























許容せん断応力  

fｓｍ  

許容曲げ応力  

fｂｍ  
・1.5

1.5

Ｆ

ただし， 

･･･････････････････････････････････････････････ (4.8.1.1) 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合  

0.6・Ｆ

・Ｅπ
Λ＝

2

･･････････････････････････････････････････ (4.8.1.3) 

･･･････････････････････････････････････ (4.8.1.4) 

とする。 

・1.5
31.5・

Ｆ

i

k
＝λ



2

Λ

λ
・
3

2
ν＝1.5 










＊

′  

＊

＊

′  

＊
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4.8.2 ボルトの応力評価 

せん断応力τａｋ，τｂｋ，τｈｋ，τｖｋは，せん断力のみを受けるボルトの許容

せん断応力 ƒｓｂ以下であること。ただし，ƒｓｂは下表による。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合  

許容せん断応力  

ƒｓｂ 

 Ｆ  

1.5・ 3
・1.5

＊
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

除じん機の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認し

た。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

除じん機の重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容

限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認

した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【除じん機の耐震性についての計算結果】  

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び 
床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

（水流方向） 

水平方向 

設計震度 

（水流直角方向） 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

（水流方向） 

水平方向 

設計震度 

（水流直角方向） 

鉛直方向 

設計震度 

除じん機 Ｃ 

取水槽エリア 

（スクリーン室）

EL. 4.0＊1

0.05以下 ― ― ― ＣＨ（ＮＳ）＝3.30＊2 ＣＨ（ＥＷ）＝2.07＊2 ＣＶ＝1.92＊2 40 

1.2 機器要目 

部材 材質 
ｄｏｉ 

(mm) 

Ａｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ 

(MPa) 

フレーム取付ボルト SUS304 205 520 205 

部材 材質 
Ｂ 
(mm) 

Ｌ 
(mm) 

Ｈ 
(mm) 

Ａａｂ 
(mm2) 

Ａｈｂ 
(mm2) 

ｎｂ 
Ｓｙ

(MPa) 
Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ 

(MPa) 

フレーム耐震サポート SUS304 205 520 205 

部材 材質 
Ｄ 

(mm) 

Ａｃ 

(mm2) 
ｎｃ 

Ｌｃ 

(mm) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ 

(MPa) 

フレーム耐震ピン SUS304 205 520 205 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊

＊

＊
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部材 材質 
ｄｏｉ 

(mm) 

Ａｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

ｉ 

(mm) 

ｌｋ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ 

(MPa) 

アジャストボルト SUS304 194000 205 520 205 

部材 材質 
ｄｏｉ 

(mm) 

Ａｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙ

(MPa) 
Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ 

(MPa) 

尾軸取付ボルト SUS304 205 520 205 

(単位：N) 

荷重 

水流（Ｘ）方向 鉛直（Ｙ）方向 水流直角（Ｚ）方向 

フレーム荷重（Ｆｗ）

付加荷重（Ｆａ，Ｆｖ，Ｆｈ） 

＊

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 地震荷重 (単位：N) 

部材 荷重 地震荷重 

フレーム取付ボルト

せん断 

(水流方向) 
5.313×105 

せん断 

(鉛直方向) 
2.701×105 

フレーム耐震サポート

せん断 

(水流方向) 
5.313×105 

せん断 

(水流直角方向) 
4.351×105 

フレーム耐震ピン

せん断 

(水流方向) 
5.313×105 

せん断 

(水流直角方向) 
4.351×105 

曲げ 

(水流方向) 
5.313×105 

曲げ 

(水流直角方向) 
4.351×105 

アジャストボルト
圧縮 

（鉛直） 
2.701×105 

尾軸取付ボルト 

せん断 

(水流方向) 
1.022×105 

せん断 
(鉛直方向) 

2.709×104 

1.3.2 水圧荷重 (単位：N) 

部材 荷重 

水圧荷重 

水流（Ｘ）方向 鉛直（Ｙ）方向 水流直角（Ｚ）方向 

尾軸取付ボルト フレーム水圧
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期 (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 

鉛直方向 0.05以下 

1.4.2 応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

フレーム取付ボルト SUS304 せん断 ― ― τｂｋ＝39 ƒｓｂ＝118 

フレーム耐震
サポート

SUS304 せん断 ― ― τａｋ＝77 ƒｓｂ＝118 

フレーム耐震ピン SUS304 

せん断 ― ― τａｋ＝13 ƒｓｂ＝118 

曲げ ― ― σａｂ＝90 ƒｂｍ＝205 

アジャストボルト SUS304 圧縮 ― ― σｖｃ＝39 ƒｃｍ＝204 

尾軸取付ボルト SUS304 せん断 ― ― τｂｋ＝36 ƒｓｂ＝118 

すべて許容応力以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

フレーム要素

要素数 

節点数 

フレーム材料物性

材質 
使用温度 

(℃) 

Ｅ 

（MPa） 
ν 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

SS400 40℃以下 202000 0.30 245 400 

SUS304 40℃以下 194000 0.30 205 520 
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び 
床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

（水流方向） 

水平方向 

設計震度 

（水流直角方向） 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

（水流方向） 

水平方向 

設計震度 

（水流直角方向） 

鉛直方向 

設計震度 

除じん機 ― 

取水槽エリア 

（スクリーン室）

EL. 4.0＊1

0.05以下 ― ― ― ＣＨ（ＮＳ）＝3.30＊2 ＣＨ（ＥＷ）＝2.07＊2 ＣＶ＝1.92＊2 40 

2.2 機器要目 

部材 材質 
ｄｏｉ 

(mm) 

Ａｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ

(MPa) 

フレーム取付ボルト SUS304 205 520 205 

部材 材質 
Ｂ 
(mm) 

Ｌ 
(mm) 

Ｈ 
(mm) 

Ａａｂ 
(mm2) 

Ａｈｂ 
(mm2) 

ｎｂ 
Ｓｙ

(MPa) 
Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ 

(MPa) 

フレーム耐震サポート SUS304 205 520 205 

部材 材質 
Ｄ 

(mm) 

Ａｃ 

(mm2) 
ｎｃ 

Ｌｃ 

(mm) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ 

(MPa) 

フレーム耐震ピン SUS304 205 520 205 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊

＊

＊
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部材 材質 
ｄｏｉ 

(mm) 

Ａｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

ｉ 

(mm) 

ｌｋ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ 

(MPa) 

アジャストボルト SUS304 194000 205 520 205 

部材 材質 
ｄｏｉ 

(mm) 

Ａｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙ

(MPa) 
Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ 

(MPa) 

尾軸取付ボルト SUS304 205 520 205 

(単位：N) 

荷重(N) 

水流（Ｘ）方向 鉛直（Ｙ）方向 水流直角（Ｚ）方向 

フレーム荷重（Ｆｗ）

付加荷重（Ｆａ，Ｆｖ，Ｆｈ） 

＊

＊



42
 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-15 R0 

2.3 計算数値 

2.3.1 地震荷重 (単位：N) 

部材 荷重 地震荷重 

フレーム取付ボルト

せん断 

(水流方向) 
5.313×105 

せん断 

(鉛直方向) 
2.701×105 

フレーム耐震サポート

せん断 

(水流方向) 
5.313×105 

せん断 

(水流直角方向) 
4.351×105 

フレーム耐震ピン

せん断 

(水流方向) 
5.313×105 

せん断 

(水流直角方向) 
4.351×105 

曲げ 

(水流方向) 
5.313×105 

曲げ 

(水流直角方向) 
4.351×105 

アジャストボルト
圧縮 

（鉛直） 
2.701×105 

尾軸取付ボルト 

せん断 

(水流方向) 
1.022×105 

せん断 
(鉛直方向) 

2.709×104 

2.3.2 水圧荷重 (単位：N) 

部材 荷重 

水圧荷重 

水流（Ｘ）方向 鉛直（Ｙ）方向 水流直角（Ｚ）方向 

尾軸取付ボルト フレーム水圧
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2.4 結論 

2.4.1 固有周期 (単位：s)

方向 固有周期 

水平方向 

鉛直方向 0.05以下 

2.4.2 応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

フレーム取付ボルト SUS304 せん断 ― ― τｂｋ＝39 ƒｓｂ＝118 

フレーム耐震
サポート

SUS304 せん断 ― ― τａｋ＝77 ƒｓｂ＝118 

フレーム耐震ピン SUS304 

せん断 ― ― τａｋ＝13 ƒｓｂ＝118 

曲げ ― ― σａｂ＝90 ƒｂｍ＝205 

アジャストボルト SUS304 圧縮 ― ― σｖｃ＝39 ƒｃｍ＝204 

尾軸取付ボルト SUS304 せん断 ― ― τｂｋ＝36 ƒｓｂ＝118 

すべて許容応力以下である。 
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2.5 その他の機器要目 

フレーム要素

要素数 

節点数 

フレーム材料物性

材質 
使用温度 

(℃) 

Ｅ 

（MPa） 
ν 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

SS400 40℃以下 202000 0.30 245 400 

SUS304 40℃以下 194000 0.30 205 520 
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Ⅵ-2-11-2-7-16 タービン補機海水ストレーナの耐震性についての計算書 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」の

耐震評価方針に基づき，下位クラス施設であるタービン補機海水ストレーナ（Ｃクラス施設）が

基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認することで，隣接

している上位クラス施設である循環水系配管（ポンプ出口～タービン建物外壁）に対して，波及

的影響を及ぼさないことを説明するものである。 

2. 一般事項

2.1 配置概要 

タービン補機海水ストレーナは，取水槽に設置されている。タービン補機海水ストレーナは，

図 2－1の位置関係図に示すように，上位クラス施設である循環水系配管（ポンプ出口～タービ

ン建物外壁）に隣接していることから，地震時に本機器が転倒した場合は，循環水系配管（ポ

ンプ出口～タービン建物外壁）に対して波及的影響を及ぼすおそれがある。

図 2－1 タービン補機海水ストレーナと上位クラス施設の位置関係図 

2.2 構造計画 

タービン補機海水ストレーナの構造計画を表 2－1に示す。
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

胴をスカートで支持し，

スカート下端及び底板

（下）は４枚のベースプ

レートに接続され，ベー

スプレートは基礎ボルト

で基礎に据え付ける。 

たて置円筒形 

（４枚のベースプレー

トを有するスカート支

持たて置円筒形容器） 

基礎

（単位：mm） 

φ1400 

35
13
 

スカート

ベースプレート 
基礎ボルト 

底板（下） 

（側面図） （平面図） 

胴板

カバー

底板（上）

基礎ボルト

スカート

底板（下）

ベースプレート
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2.3 評価方針 

タービン補機海水ストレーナの応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下

位クラス施設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，

「2.2 構造計画」にて示すタービン補機海水ストレーナの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて

設定する箇所において，「4. 固有周期」にて算出した固有周期に基づく設計用地震力による応

力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施

する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

タービン補機海水ストレーナの耐震評価フローを図 2－2に示す。

図 2－2 タービン補機海水ストレーナの耐震評価フロー 

設計用地震力 

理論式による固有周期 

計算モデルの設定 

地震時における応力 

タービン補機海水ストレーナの

構造強度評価 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 胴の軸断面積 mm2 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

Ａｅ 胴の有効せん断断面積 mm2 

Ａｓ スカートの軸断面積 mm2 

Ａｓｅ スカートの有効せん断断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｄｓ スカートの内径 mm 

ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｅｓ スカートの縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa

Ｆ ＊ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｂ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

ƒｂm 曲げモーメントに対する許容座屈応力 MPa 

ƒｃm 軸圧縮荷重に対する許容座屈応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔm スカートの許容引張応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 
引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力（許

容組合せ応力） 
MPa 

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

Ｇｓ スカートのせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｉ 胴の断面二次モーメント mm4 

Ｉｓ スカートの断面二次モーメント mm4 

ＫＨ 水平方向ばね定数 N/m 

ＫＶ 鉛直方向ばね定数 N/m 

 胴のスカート接合点から重心までの距離 mm 

１ 重心と引張を受けるボルト間の水平方向距離 mm 

２ 重心と転倒支点となるボルト間の水平方向距離 mm 

ｓ スカートの長さ mm 

Ｍｓ スカートに作用する転倒モーメント N･mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｅ 容器のスカート接合部から上部の空質量 kg 
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記号 記号の説明 単位 

  ｎ 基礎ボルトの本数 ― 

ｎｆ 引張力を受ける基礎ボルトの本数 ― 

Ｑｂ 基礎ボルトに作用するせん断力 N 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 
MPa 

ＴＨ 水平方向固有周期 ｓ 

ＴＶ 鉛直方向固有周期 ｓ 

ｔ 胴板の厚さ mm 

ｔｓ スカートの厚さ mm 

η 座屈応力に対する安全率 ― 

π 円周率 ― 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｓ スカートの組合せ応力 MPa 

σｓ１ スカートの運転時質量による軸方向応力 MPa 

σｓ２ 
水平方向地震によりスカートに生じる曲げモーメントによる 

軸方向応力 
MPa 

σｓ３ スカートの鉛直方向地震による軸方向応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｓ 地震によりスカートに生じるせん断応力 MPa 

φ１(ｘ) 圧縮荷重に対する許容座屈応力の関数 MPa

φ２(ｘ) 曲げモーメントに対する許容座屈応力の関数 MPa 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりである。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1位 

スカートの厚さ mm ― ― 小数点以下第 1位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 
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3. 評価部位

タービン補機海水ストレーナの耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

タービン補機海水ストレーナの転倒により，上位クラス施設が損傷することを防止するために，

支持機能に関連するもののうち，スカート及び基礎ボルトについて評価を実施する。タービン補

機海水ストレーナの耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

4. 固有周期

4.1 固有周期の計算方法 

タービン補機海水ストレーナの固有周期の計算方法を以下に示す。計算に当たってはスカー

ト支持たて置円筒形容器の固有周期の計算方法を準用する。

(1) 計算モデル

モデル化に当たっては次の条件で行う。

a. 容器及び内容物の質量は重心に集中するものとする。

b. 容器はスカートで支持され，スカート下端及び底板（下）と接続したベースプレートを

基礎ボルトで基礎に固定しており，固定端とする。 

c. 胴とスカートをはりと考え，変形モードは曲げ及びせん断変形を考慮する。

d. スカート部材には，開口部はない。

e. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

本容器は，前記の条件より図4－1に示す下端固定の1質点系振動モデルとして考える。

図4－1 固有周期の計算モデル 

(2) 水平方向固有周期

曲げ及びせん断変形によるばね定数ＫＨは次式で求める。

)＋・3・・3・ ・( 
・Ｉ3・Ｅ

1
 ＋ 

3・Ｅ・Ｉ
 ／ ＝1000Ｋ  3  2  2 

3 

Ｈ ｓｓｓ
ｓｓ

＋ 










ｓｅｓ

ｓ

ｅ ・ＡＧ
 ＋ 

Ｇ・Ａ
 ＋


···························· (4.1.1) 

ここで，胴及びスカートの断面性能は次のように求める。 
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胴の断面性能は次式で求める。 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ 
8

Ｉ＝  3 
ｉ

π
 ·····································  (4.1.2)

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ・ 
3

2
＝Ａ ｉｅ π ·······························  (4.1.3)

スカートの断面性能は次式で求める。

ssss ・ｔ)＋ｔ・(Ｄ 
8

＝Ｉ
 3 π

 ······································ (4.1.4) 

sssse )・ｔ＋ｔ・(Ｄ・ 
3

2
＝Ａ π ·······························  (4.1.6)

したがって，固有周期は次式で求める。 

Ｈ

０
Ｈ

Ｋ

ｍ
・2・＝Ｔ π  ·········································· (4.1.7) 
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(3) 鉛直方向固有周期

軸方向変形によるばね定数ＫＶは，次式で求める。










ｓｓ

ｓ
ｖ

・ＡＥ
＋

Ｅ・Ａ
 ／ 1000＝Ｋ

  ·····························  (4.1.8) 

・ｔ＋ｔ)(Ｄ・Ａ＝ ｉπ  ·······································  (4.1.9)

ｓｓｓｓ ・ｔ)＋ｔ(Ｄ・π＝Ａ ··································· (4.1.10) 

したがって，固有周期Ｔｖは次式で求める。

ｖ

ｖ

Ｋ

ｍ
・・＝Ｔ

０

π2 ···········································  (4.1.11)
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4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【タービン補機海水ストレーナの耐震性に

ついての計算結果】の機器要目に示す。 

4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4－1に示す。計算の結果，固有周期は 0.05秒以下であり，剛構造

であることを確認した。 

  表 4－1 固有周期 （単位：s） 

水平 

鉛直 
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

4.1(1)項a.～e.のほか，次の条件で計算する。概要図を図5－1に示す。 

(1) 地震力は，容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。また，水平方向

及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，ＳＲＳＳ法を適用する。 

図5－1 概要図 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

タービン補機海水ストレーナの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 5－1に示す。 

5.2.2 許容応力 

タービン補機海水ストレーナの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき

表 5－2のとおりとする。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

タービン補機海水ストレーナの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 5－3に示す。
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S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-16 R0 

表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 タービン補機海水ストレーナ Ｃ －
＊

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 5－2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

引張 座屈＊3 引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・fｔ ＊

1.5・fb， 

1.5・fｓ

又は 1.5・fc 

1.5・fｔ ＊ 1.5・fｓ ＊

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊3：薄肉円筒形状のものの座屈の評価にあっては，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 
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表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

スカート
SS41＊ 

(厚さ≦16mm) 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

基礎ボルト 
SS41＊ 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 40 235 400 ― 

注記＊：SS400相当 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－4に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基

づき設定する。 

表 5－4 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

取水槽 

EL 1.1＊1 
― ― ＣＨ＝1.67＊2 ＣＶ＝1.26＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 



 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-7
-1
6
 R
0 

17 

5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 スカートの計算方法 

     スカート支持たて置円筒形容器のスカートの構造強度評価方法を準用する。 

(1) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

スカート底部に生じる運転時質量及び鉛直方向地震による圧縮応力は次式で求め

る。 

ｓｓｓ

ｓ

)・ｔ＋ｔπ・(Ｄ

・ｍ
＝σ

０

１

g
  ··························  (5.4.1.1.1) 

ｓｓｓ

ｖ
ｓ

)・ｔ＋ｔπ・(Ｄ

・Ｃ・ｍ
＝σ

０

３

g
  ···························  (5.4.1.1.2) 

 

(2) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力によりスカートに作用する曲げモーメントにより生じる軸方向応

力及び水平方向地震力によるせん断応力は次のように求める。 

 

)＋ｔ (Ｄ
4

π
 ・ｔ・ )＋ｔＤ(

Ｍ
＝σ

ｓｓｓｓｓ

ｓ
ｓ２

 

 ·············································  (5.4.1.1.3) 

ｓｓｓ

Ｈ
ｓ

)・ｔ＋ｔπ・(Ｄ

・・ｍ2・Ｃ
＝τ

０ g

   ·······················  (5.4.1.1.4) 

ここで， 

Ｍｓ＝ＣＨ・ｍ０・g・(ｓ＋)   ····················  (5.4.1.1.5) 

 

(3) 組合せ応力 

組合せ応力は次式で求める。 

2 2 2 
３

 2 
２１ ｓｓｓｓｓ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝   ·······  (5.4.1.1.6) 
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5.4.1.2 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は地震による震度により作用するモーメントによって生じる引張

力とせん断力について計算する。 

(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は，図 5－2でボルト列を支点とする転倒を考え，これ

を片側の最外列の基礎ボルトで受けるものとして計算する。 

 

  

図5－2 転倒モーメントによる引張荷重の計算モデル 

 

引張力 

)＋・(ｎ

・・ｍ－)・Ｃ＋))＋・(Ｃ ・・ｍ
＝Ｆ

２１

２２s

ｆ

0
2

ｖ
2

Ｈ0
ｂ



 gg ((
 

 ······················  (5.4.1.1.7) 

   引張応力 

ｂ

ｂ
ｂ

Ａ

Ｆ
σ ＝   ········································  (5.4.1.1.8) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

2 
ｄ＝ ・ 

4

π
Ａｂ   ····································  (5.4.1.1.9) 

 

(2) せん断応力 

   基礎ボルトに対するせん断力は基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

g・・ｍＣＱ 0Ｈｂ＝   ·····························  (4.3.1.1.10) 

せん断応力 

ｂ

ｂ
ｂ

ｎ・Ａ

Ｑ
τ ＝   ···································  (4.3.1.1.11)   
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5.5 計算条件 

 応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【タービン補機海水ストレーナの耐震性について

の計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

5.6 応力の評価 

5.6.1 スカートの応力評価 

(1) 5.4.1.1項で求めたスカートの組合せ応力が許容引張応力ƒｔm以下であること。

ただし，ƒｔmは下表による。 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔm 
1.5

1.5
・ 

Ｆ  

(2) 圧縮膜応力（圧縮応力と曲げによる圧縮側応力の組合せ）は次式を満足すること。

（座屈の評価）

 
1≦

η・σ
＋

＋σση・

ｂｍ

ｓ

ｃｍ

ｓｓ ２３１

 f f
·························· (5.6.1.1) 

ここで， 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・

ｓ

ｓｓ gg
より，ƒｃｍは次による。 























Ｆ

8000・
Ｆ－φ ・ 

6800・

1
 － 1  ・ ＝Ｆ  １ｃｍ

g

g
 f 













Ｆ

1200・
 － 

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ
・

g

···························· (5.6.1.2) 

ただし，φ１(ｘ)は次の関数とする。 


























ｘ・

16

1
－ｘｐｅ－11－0.901・・

ｘ

Ｅ
(ｘ)＝0.6・φ

ｓ
１  ·······  (5.6.1.3)

また，ƒｂｍは次による。 























Ｆ

9600・
φＦ－・

8400・

1
－1＝Ｆ・ ２ｂｍ

g

g
         f 













Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
・

ｓ

ｓｓ g
   

···························· (5.6.1.4) 

＊
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ただし，φ２(ｘ)は次の関数とする。 


























ｘ・

16

1
－－ｅｘｐ11－0.731・・

ｘ

Ｅ
0.6・＝(ｘ)φ

ｓ
２  ······ (5.6.1.5) 

ηは安全率で次による。 










Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ・ 

6800・

0.5・Ｆ
＝1＋

ｓ

ｓｓ
η

g

g
 ················ (5.6.1.6) 
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5.6.2 基礎ボルトの応力評価 

5.4.1.2項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力ƒｔｓ以

下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ·····················  (5.6.2.1) 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下である

こと。ただし，ƒｓｂは下表による。 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 
・1.5 

2

Ｆ 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 
・1.5 

 3  1.5・

Ｆ

＊
＊
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

タービン補機海水ストレーナの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有することを確認し

た。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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Ａ－Ａ矢視図 

【タービン補機海水ストレーナの耐震性についての計算結果】  

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

タービン補機海水ストレーナ Ｃ 
取水槽 

EL 1.1＊1 
― ― ＣＨ＝1.67＊2 ＣＶ＝1.26＊2 40 40 

 

1.2 機器要目 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｅ 

(kg) 

Ｄｉ

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｄｓ

(mm) 

ｔｓ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

Ｇｓ

(MPa) 

12300 6800 1400 14.0 1400 14.0 201000＊1 201000＊2 77300＊1 77300＊2 

ｄ

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｍｓ(N･mm) Ｆｂ(N) Ｑｂ(N) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

30 

(M30) 
706.9 － 3.652×108 － 1.222×105 － 2.014×105 

注記＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 

 

(mm) 

ｓ

(mm) 
ｎ ｎｆ

１

(mm) 

２

(mm) 

1638 175 4 2 619 619 

Ｓｙ(スカート) 
(MPa) 

Ｓｕ(スカート) 
(MPa) 

Ｆ

＊

(スカート) 

(MPa) 

245＊2 

（厚さ≦16mm） 

400＊2 

（厚さ≦16mm） 
280 

Ｓｙ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｓｕ(基礎ボルト) 

(MPa) 
Ｆ

＊

(基礎ボルト) 
(MPa) 

235＊2 

（ 1 6 m m＜ 径 ≦ 4 0 m m） 

400＊2 

（ 1 6 m m＜ 径 ≦ 4 0 m m） 
280 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 転倒方向

 ｍ０･g 

s
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1.3 計算数値 

1.3.1 スカートに生じる応力  (単位：MPa)  1.3.2 基礎ボルトに生じる応力  (単位：MPa) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

応力 組合せ応力 応力 組合せ応力 

運転時質量による応力 ― 

― 

σｓ１＝ 2 

σｓ＝22

引張応力 ― σｂ＝173 

鉛直方向地震による応力 ― σｓ３＝ 3 せん断応力 ― τｂ＝72 

水平方向地震

による応力 

曲げ ― σｓ２＝ 17 

せん断 ― τｓ＝ 7 

1.4 結論 

1.4.1 固有周期  (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 

鉛直方向 

1.4.2 応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

スカート SS41＊1 

(厚さ≦16mm) 

組合せ ― ― σｓ＝ 22 ƒｔｍ＝ 280 

圧縮と曲げ 

の組合せ 

(座屈の評価) 

― 

― 0.09（無次元） 

基礎ボルト 
SS41＊1 

(16mm＜径

≦40mm) 

引張 ― ― σｂ＝173 ƒｔｓ＝ 180＊2 

せん断 ― ― τｂ＝72 ƒｓｂ＝ 161 

すべて許容応力以下である。  注記＊1：SS400相当

＊2：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 

ƒ b m
+ 
η・ σ s2 η・ （ σ s1 + σ s3 ） 

ƒ c m
≦ 1 
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Ⅵ-2-12 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する 

影響評価結果 
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1. 概要 

 本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」のうち「4.1 地震力の算定法 (2) 動的

地震力」及びⅥ-2-1-8「水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」

に基づき，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せにより，施設が有する耐震性に及ぼす

影響について評価した結果を説明するものである。 

 

2. 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価に用いる地震動 

 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価には，基準地震動Ｓｓを用い

る。基準地震動Ｓｓは，Ⅵ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの策定概要」

による。 

 ここで，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価に用いる基準地震動 

Ｓｓは，複数の基準地震動Ｓｓにおける地震動の特性及び包絡関係を，施設の特性による

影響も考慮したうえで確認し，本影響評価に用いる。 

 

3. 各施設における水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに対する影響評価結果 

3.1 建物・構築物 

3.1.1 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価部位の抽出 

(1) 耐震評価上の構成部位の整理 

 建物・構築物における耐震評価上の構成部位を整理し，各建物・構築物において，

該当する耐震評価上の構成部位を網羅的に確認した。確認した結果を表 3－1－1 に

示す。 

 

(2) 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響が想定される応答特性の整理 

 建物・構築物における耐震評価上の構成部位について，水平 2 方向及び鉛直方向

地震力の組合せの影響が想定される応答特性を整理した。応答特性は，荷重の組合

せによる影響が想定されるもの及び 3 次元的な建物挙動から影響が想定されるもの

に分けて整理した。整理した結果を表 3－1－2 及び表 3－1－3 に示す。 

 なお，隣接する上位クラスの建物・構築物への波及的影響防止のための建物・構

築物の評価は，上位クラスの建物・構築物との相対変位による衝突の有無の判断が

基本となる。そのため，せん断及び曲げ変形評価を行うこととなり，壁式構造では

耐震壁（ラーメン構造では柱，はり）を主たる評価対象部位とし，その他の構成部

位については抽出対象に該当しない。 

 

(3) 荷重の組合せによる応答特性が想定される部位の抽出 

 表 3－1－1 に示す耐震評価上の構成部位のうち，表 3－1－2 に示す荷重の組合せ

による応答特性により，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響が想定
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される部位を抽出した。抽出した結果を表 3－1－4 に示す。 

 応答特性①-1「直交する水平 2 方向の荷重が，応力として集中」する部位として，

排気筒及び 1 号機排気筒の柱（隅部）並びに原子炉建物，制御室建物，タービン建

物，廃棄物処理建物，排気筒，緊急時対策所及びガスタービン発電機建物の基礎（矩

形）を抽出した。 

 また，応答特性①-2「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」す

る部位としては，燃料プールの壁（一般部）並びに原子炉建物，タービン建物，廃棄

物処理建物，1 号機原子炉建物，1 号機タービン建物及び 1 号機廃棄物処理建物の壁

（地下部）を抽出した。 

 

(4) 3 次元的な応答特性が想定される部位の抽出 

 表 3－1－1 に示す耐震評価上の構成部位のうち，荷重の組合せによる応答特性が

想定される部位として抽出されなかった部位について，表 3－1－3 に示す 3 次元的

な応答特性により，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定される部

位を抽出した。抽出した結果を表 3－1－5 に示す。 

 応答特性②-1「面内方向の荷重に加え，面外慣性力の影響が大きい」可能性があ

る部位として，原子炉建物（燃料取替階レベル）の壁（一般部）を抽出した。 

 応答特性②-2「加振方向以外の方向に励起される振動」が発生する可能性がある

部位として，抽出する部位はなかった。 
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－
 

－
 

－
 

は
り

 

一
般
部
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
（
水
平
材
）

 
○
 

○
 

地
下
部
 

○
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨
 

ト
ラ
ス
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

壁
 

一
般
部
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

円
筒
部
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

地
下
部
 

○
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨
 

ブ
レ
ー
ス
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
（
斜
材
）

 
－
 

－
 

床
・
 

屋
根

 
一
般
部
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

基
礎

 
矩
形
 

○
 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

○
 

杭
基
礎
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

凡
例

 
○
：
対
象
の
構
造
部
材
あ
り
，
－
：
対
象
の
構
造

部
材
な
し
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 Ⅵ
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表
3
－

1
－

1
(
2
)
 

各
建

物
・

構
築

物
に

お
け

る
耐

震
評

価
上

の
構

成
部

位
 

耐
震
性
評
価
部
位

 

１
号
機
原
子
炉
建
物
 

１
号

機
タ
ー
ビ
ン
建
物
 

１
号
機
 

廃
棄
物
 

処
理
建
物
 

サ
イ
ト
バ
ン
カ
 

建
物
 

サ
イ
ト
バ
ン
カ
 

建
物

(増
築
部
) 

１
号

機
 

排
気
筒

 

排
気
筒
 

モ
ニ
タ
室
 

燃
料
移
送
ポ
ン
プ

エ
リ
ア
竜
巻
防
護

対
策
設
備
 

 
上
部
鉄
骨
 

 
上
部
鉄
骨
 

R
C
造
 

S
造

, 

R
C
造
 

R
C
造
 

S
造
，
 

S
RC

造
 

R
C
造
 

R
C
造
 

S
造
，

SR
C
造
，

R
C
造
 

R
C
造
 

S
造
，

RC
造
 

R
C
造
 

S
造
 

柱
 

一
般
部
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
（
筒
身

）
 

－
 

○
 

隅
部
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
（
主
柱
材
）
 

－
 

○
 

地
下
部
 

○
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

は
り
 

一
般
部
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
（
水
平
材
）
 

○
 

○
 

地
下
部
 

○
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨
 

ト
ラ
ス
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

壁
 

一
般
部
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

－
 

円
筒
部
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

地
下
部
 

○
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨
 

ブ
レ
ー
ス
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
（
斜
材
）

 
－
 

○
 

床
・
 

屋
根
 

一
般
部
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

－
 

基
礎
 

矩
形
 

○
 

－
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

杭
基
礎
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

凡
例
 

○
：
対
象
の

構
造
部
材
あ
り
，
－
：
対
象
の
構
造

部
材
な
し
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 Ⅵ
-
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表 3－1－2 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定される応答特性 

（荷重の組合せによる応答特性） 

荷重の組合せによる 

応答特性 
影響想定部位 

①-1 

直交する水平 

2 方向の荷重

が，応力とし

て集中 

応力の集中する隅柱等 

（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①-2 

面内方向の 

荷重を負担 

しつつ， 

面外方向の 

荷重が作用 

土圧を負担する地下耐震壁等 

水圧を負担するプール壁等 

（例） 

 

 

 

 

 

 

  

荷重 

荷重 

荷重 

荷重 

応力が集中 

壁 

（隅柱）       （円筒壁） 

x 

y 

x 

y 

応力が集中 
荷重 

荷重 

水平荷重 水平荷重 

x y 
z 

（矩形の基礎スラブ） 

x 

y 

面内荷重 

面外荷重（土圧，水圧等） 

耐震壁 

x 

y 
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 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

表 3－1－3 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定される応答特性 

（3 次元的な応答特性） 

3次元的な応答特性 影響想定部位 

②-1 

面内方向の 

荷重に加え， 

面外慣性力 

の影響が大 

きい 

大スパン又は吹き抜け部に設置された部位 

（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②-2 

加振方向以 

外の方向に 

励起される 

振動 

塔状構造物等を含む，ねじれ挙動が想定される建物・構築物 

（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（耐震構造部材） 

面内荷重 

面外慣性力 

耐震構造部材 

x 

y 

（鉄骨トラス） 

面内荷重 
面外慣性力 

x 
y z 

x 
y 

z 

x 

y 

（壁）        （鉄骨架構） 

面内荷重 
柱 ブレース 

x 

y 

（床・屋根）         （ブレース） 

耐震構造部材 

荷重 

x 

y 

荷重 
スラブ 

壁 
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表
3
－

1
－

4
(
1
)
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

に
よ

る
影

響
の

確
認

が
必

要
な

部
位

の
抽

出
 

（
荷

重
の

組
合

せ
に

よ
る

応
答

特
性

を
踏

ま
え

た
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

）
 

耐
震
性
評
価
部
位

 

原
子
炉
建
物
 

制
御
室
建
物
 

タ
ー
ビ
ン
建
物

 
廃
棄
物
 

処
理
建
物
 

排
気
筒

 
緊
急
時
 

対
策
所
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン

 

発
電
機
建
物

 
 

燃
料
 

プ
ー
ル
 

上
部
鉄
骨
 

 
上
部
鉄
骨
 

R
C
造
 

R
C
造
 

S
造
，
 

S
RC

造
 

R
C
造
 

R
C
造
 

R
C
造
 

S
造
，
 

S
RC

造
 

R
C
造
 

R
C
造
 

S
造
，

RC
造
 

R
C
造
 

S
造
，

SR
C
造
，

R
C
造
 

柱
 

一
般
部
 

該
当
な
し
 

－
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し

 
該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し

 
該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

隅
部
 

該
当
な
し
 

－
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し

 
該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

要
①

-1
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

地
下
部
 

該
当
な
し
 

－
 

－
 

－
 

該
当
な
し

 
－
 

該
当
な
し
 

－
 

－
 

－
 

は
り
 

一
般
部
 

該
当
な
し
 

－
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し

 
該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し

 
該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

地
下
部
 

該
当
な
し
 

－
 

－
 

－
 

該
当
な
し

 
－
 

該
当
な
し
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨
 

ト
ラ
ス
 

－
 

－
 

該
当
な
し
 

－
 

－
 

該
当
な
し
 

－
 

－
 

－
 

－
 

壁
 

一
般
部
 

該
当
な
し
 

要
①

-2
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し

 
該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

－
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

円
筒
部
 

該
当
な
し
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

地
下
部
 

要
①

-2
 

－
 

－
 

－
 

要
①

-2
 

－
 

要
①

-2
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨
 

ブ
レ
ー
ス
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

該
当
な
し

 
－
 

－
 

床
・
 

屋
根
 

一
般
部
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し

 
該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

－
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

基
礎
 

矩
形
 

要
①

-1
 

－
 

－
 

要
①

-1
 

要
①

-1
 

－
 

要
①

-1
 

要
①

-1
 

要
①

-1
 

要
①

-1
 

杭
基
礎
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

凡
例
 

・
要
：
評
価
必
要
 

・
不
要
：
評
価
不
要
 

 
・
「
①

-1
」
：
応
答
特
性
「
直
交
す
る
水
平

2
方
向
の
荷
重
が
，
応
力
と
し
て
集
中
」

  
  
  
 ・
「
①

-2
」
：
応
答
特
性
「
面
内
方
向
の
荷
重
を
負
担
し
つ
つ
，
面
外
方
向
の
荷
重
が
作
用
」
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表
3
－

1
－

4
(
2
)
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

に
よ

る
影

響
の

確
認

が
必

要
な

部
位

の
抽

出
 

（
荷

重
の

組
合

せ
に

よ
る

応
答

特
性

を
踏

ま
え

た
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

）
 

耐
震
性
評
価
部
位

 

１
号
機
原
子
炉
建
物
 

１
号
機
タ
ー
ビ
ン
建
物
 

１
号
機
 

廃
棄
物
 

処
理
建
物
 

サ
イ
ト
バ
ン
カ
 

建
物
 

サ
イ

ト
バ
ン
カ
 

建
物

(増
築
部
) 

１
号
機
 

排
気
筒
 

排
気
筒
 

モ
ニ
タ
室
 

燃
料
移
送
ポ
ン

プ
エ
リ
ア
竜
巻

防
護
対
策
設
備

 
 

上
部
鉄
骨
 

 
上
部
鉄
骨
 

R
C
造
 

S
造

, 

R
C
造
 

R
C
造
 

S
造
，
 

S
RC

造
 

R
C
造
 

R
C
造
 

S
造
，

SR
C
造
，

R
C
造
 

R
C
造
 

S
造
，

RC
造
 

R
C
造
 

S
造
 

柱
 

一
般

部
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し

 
－
 

該
当
な
し
 

隅
部

 
該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

要
①

-1
 

－
 

該
当
な
し
 

地
下

部
 

該
当
な
し
 

－
 

該
当
な
し
 

－
 

該
当
な
し
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

は
り

 

一
般

部
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し

 
該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

地
下

部
 

該
当
な
し
 

－
 

該
当
な
し
 

－
 

該
当
な
し
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨

 

ト
ラ

ス
 

－
 

該
当
な
し
 

－
 

該
当
な
し
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

壁
 

一
般

部
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

－
 

該
当
な
し
 

－
 

円
筒

部
 

該
当
な
し
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

地
下

部
 

要
①

-2
 

－
 

要
①

-2
 

－
 

要
①

-2
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨

 

ブ
レ
ー

ス
 

－
 

該
当
な
し
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

該
当
な
し

 
－
 

該
当
な
し
 

床
・

 

屋
根

 
一
般

部
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

該
当
な
し
 

－
 

該
当
な
し
 

－
 

基
礎

 
矩
形

 
不
要

＊
 

－
 

不
要

＊
 

－
 

 
不
要

＊
 

不
要

＊
 

不
要

＊
 

不
要

＊
 

不
要

＊
 

－
 

杭
基

礎
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

凡
例
 

・
要
：
評
価
必
要
 

・
不
要
：
評
価
不
要
 

 
・
「
①

-1
」
：
応
答
特
性
「
直
交
す
る
水
平

2
方
向
の
荷
重
が
，
応
力
と
し
て
集
中
」

  
  
  
 ・
「
①

-2
」
：
応
答
特
性
「
面
内
方
向
の
荷
重
を
負
担
し
つ
つ
，
面
外
方
向
の
荷
重
が
作
用
」

 
 注

記
＊
：

上
位
ク
ラ
ス
の
建
物
・
構
築
物
へ
の
波
及
的
影
響
防
止
の
た
め
の
評
価
対
象
建
物
及
び

1
号
機
排
気
筒
は
，
上
部
躯
体
を
評
価

対
象
と
し
て
い
る
た
め
，
基
礎
は
対
象
外
と
す
る
。
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表
3
－

1
－

5
(
1
)
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

に
よ

る
影

響
の

確
認

が
必

要
な

部
位

の
抽

出
 

（
3
次

元
的

な
応

答
特

性
を

踏
ま

え
た

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
）

 

耐
震
性
評
価
部
位

 

原
子
炉
建
物
 

制
御
室
建
物
 

タ
ー
ビ
ン
建
物

 
廃
棄
物
 

処
理
建
物
 

排
気
筒

 
緊
急
時
 

対
策
所
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン

 

発
電
機
建
物
 

 
燃
料
 

プ
ー
ル
 

上
部
鉄
骨
 

 
上
部
鉄
骨
 

R
C
造
 

R
C
造
 

S
造
，
 

S
RC

造
 

R
C
造
 

R
C
造
 

R
C
造
 

S
造
，
 

S
RC

造
 

R
C
造
 

R
C
造
 

S
造
，

RC
造
 

R
C
造
 

S
造
，

SR
C
造
，

R
C
造
 

柱
 

一
般
部
 

不
要
 

－
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要

 
不
要
 

不
要
 

隅
部
 

不
要
 

－
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

要
①

-1
 

不
要
 

不
要
 

地
下
部
 

不
要
 

－
 

－
 

－
 

不
要
 

－
 

不
要
 

－
 

－
 

－
 

は
り
 

一
般
部
 

不
要
 

－
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要

 
不
要
 

不
要
 

地
下
部
 

不
要
 

－
 

－
 

－
 

不
要
 

－
 

不
要
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨
 

ト
ラ
ス
 

－
 

－
 

不
要
 

－
 

－
 

不
要
 

－
 

－
 

－
 

－
 

壁
 

一
般
部
 

要
②

-1
 

要
①

-2
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

－
 

不
要
 

不
要
 

円
筒
部
 

不
要
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

地
下
部
 

要
①

-2
 

－
 

－
 

－
 

要
①

-2
 

－
 

要
①

-2
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨
 

ブ
レ
ー
ス
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

不
要

 
－
 

－
 

床
・
 

屋
根
 

一
般
部
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

－
 

不
要
 

不
要
 

基
礎
 

矩
形
 

要
①

-1
 

－
 

－
 

要
①

-1
 

要
①

-1
 

－
 

要
①

-1
 

要
①

-1
 

要
①

-1
 

要
①

-1
 

杭
基
礎
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

凡
例
 

・
要
：
評
価
必
要
又
は
荷
重
組
の
合
せ
に
よ
る
応

答
特
性
で
の
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
で
抽
出
済
み
 

・
不
要
：
評
価
不
要
 

 
・
「
①

-1
」
：
応
答
特
性
「
直
交
す
る
水
平

2
方

向
の
荷
重
が
，
応
力
と
し
て
集
中
」

  
  
  
 
・
「
①

-2
」
：
応
答
特
性
「
面
内
方
向
の
荷
重
を
負
担
し
つ
つ
，
面
外
方
向
の
荷
重
が
作
用
」

 

 
・
「
②

-1
」
：
応
答
特
性
「
面
内
方
向
の
荷
重
に
加
え
，
面
外
慣
性
力
の
影
響
が
大
き
い
」

 
・
「
②

-2
」
：
応
答
特
性
「
加
振
方
向
以
外
の
方
向
に
励
起
さ
れ
る
振
動
」
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表
3
－

1
－

5
(
2
)
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

に
よ

る
影

響
の

確
認

が
必

要
な

部
位

の
抽

出
 

（
3
次

元
的

な
応

答
特

性
を

踏
ま

え
た

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
）

 

耐
震
性
評
価
部
位

 

１
号
機
原
子
炉
建
物
 

１
号
機
タ
ー
ビ
ン
建
物
 

１
号
機
 

廃
棄
物
 

処
理
建
物
 

サ
イ
ト
バ
ン
カ
 

建
物
 

サ
イ
ト
バ
ン
カ
 

建
物

(増
築
部
) 

１
号

機
 

排
気
筒

 

排
気
筒
 

モ
ニ
タ
室
 

燃
料
移
送
ポ
ン
プ

エ
リ
ア
竜
巻
防
護

対
策
設
備
 

 
上
部
鉄
骨
 

 
上
部
鉄
骨
 

R
C
造
 

S
造

, 

R
C
造
 

R
C
造
 

S
造
，
 

S
RC

造
 

R
C
造
 

R
C
造
 

S
造
，

SR
C
造
，

R
C
造
 

R
C
造
 

S
造
，

RC
造
 

R
C
造
 

S
造
 

柱
 

一
般
部
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要

 
－
 

不
要
 

隅
部
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

要
①

-1
 

－
 

不
要
 

地
下
部
 

不
要
 

－
 

不
要
 

－
 

不
要
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

は
り
 

一
般
部
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要

 
不
要
 

不
要
 

地
下
部
 

不
要
 

－
 

不
要
 

－
 

不
要
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨
 

ト
ラ
ス
 

－
 

不
要
 

－
 

不
要
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

壁
 

一
般
部
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

－
 

不
要
 

－
 

円
筒
部
 

不
要
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

地
下
部
 

要
①

-2
 

－
 

要
①

-2
 

－
 

要
①

-2
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨
 

ブ
レ
ー
ス
 

－
 

不
要
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

不
要

 
－
 

不
要
 

床
・
 

屋
根
 

一
般
部
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

不
要
 

－
 

不
要
 

－
 

基
礎
 

矩
形
 

 
不
要

＊
 

－
 

不
要

＊
 

－
 

不
要

＊
 

不
要

＊
 

不
要

＊
 

不
要

＊
 

不
要

＊
 

－
 

杭
基
礎
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

凡
例
 

・
要
：
評
価
必
要
又
は
荷
重
の
組
合
せ
に
よ
る
応
答
特
性
で
の
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
で
抽
出
済
み

 
・
不
要
：
評
価
不
要
 

 
・
「
①

-1
」
：
応
答
特
性
「
直
交
す
る
水
平

2
方
向
の
荷
重
が
，
応
力
と
し
て
集
中
」

  
  
  
 
・
「
①

-2
」
：
応
答
特
性
「
面
内
方
向
の
荷
重
を
負
担
し
つ
つ
，
面
外
方
向
の
荷
重
が
作
用
」

 

 
・
「
②

-1
」
：
応
答
特
性
「
面
内
方
向
の
荷
重
に
加
え
，
面
外
慣
性
力
の
影
響
が
大
き
い
」

 
・
「
②

-2
」
：
応
答
特
性
「
加
振
方
向
以
外
の
方
向
に
励
起
さ
れ
る
振
動
」

 

注
記
＊
：

上
位
ク
ラ
ス
の
建
物
・
構
築
物
へ
の
波
及
的
影
響
防
止
の
た
め
の
評
価
対
象
建
物
及
び

1
号
機
排
気
筒
は
，
上
部
躯
体
を
評
価
対
象
と
し
て
い
る
た
め
，
基
礎
は
対
象
外
と
す
る
。
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(5) 3 次元ＦＥＭモデルによる精査方法 

 上記(4)で抽出した 3 次元的な応答特性が想定される部位について，3 次元ＦＥＭ

モデルにより精査を行う。精査方法を表 3－1－6 に示す。 

 応答特性②-1「面内方向の荷重に加え，面外慣性力の影響が大きい」可能性があ

る部位については，原子炉建物（燃料取替階レベル）の壁（一般部）に対して 3 次

元ＦＥＭモデルによる精査を行う。 

 また，原子炉建物の耐震評価部位全般に対し，局所的な応答について，3 次元ＦＥ

Ｍモデルによる精査を行う。精査は，地震応答解析により水平 2 方向及び鉛直方向

入力時の影響を評価することで行う。 

 

(6) 3 次元ＦＥＭモデルによる精査結果 

 3 次元ＦＥＭモデルによる精査の結果，建物・構築物の有している耐震性への影響

が小さいことから，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価が必要な部

位は抽出されなかった。精査した結果を表 3－1－6 に示す。 

 ただし，原子炉建物の燃料取替階レベルの東西面の壁には面外方向に大きな加速

度が生じていることから，詳細評価を実施することとする。具体的には，原子炉建

物（燃料取替階レベル）の壁（一般部）に対して，面外慣性力による応答が面内応答

へ及ぼす影響検討を実施する。 
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表
3
－

1
－

6
 

3
次

元
Ｆ

Ｅ
Ｍ

モ
デ

ル
に

よ
る

精
査

 

耐
震

評
価

部
位

 
対

象
 

建
物

・
構

築
物

 
3
次

元
的

な
応

答
特

性
 

3
次

元
Ｆ

Ｅ
Ｍ

モ
デ

ル
に

よ
る

 

精
査

方
法

 

3
次

元
Ｆ

Ｅ
Ｍ

モ
デ

ル
に

よ
る

 

精
査

結
果

 

壁
 

（
一

般
部

）
 

原
子

炉
建

物
 

（
燃

料
取

替
階

レ
ベ

ル
）

 

②
-
1
 

「
面

内
方

向
の

荷
重

に
加

え
，

面
外

慣
性

力
の

影
響

が
大

き
い

」
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
入

力

時
の

応
答

の
水

平
1
方

向
入

力
時

の
応

答
に

対
す

る
増

分
が

小
さ

い

こ
と

を
確

認
す

る
。

 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震

力
の

組
合

せ
に

よ
る

左
記

の
対

象

の
耐

震
性

へ
の

影
響

が
想

定
さ

れ

な
い

た
め

抽
出

し
な

い
。

 

耐
震

評
価

部
位

 

全
般

 
原

子
炉

建
物

 
局

所
的

な
応

答
 

同
上

 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震

力
の

組
合

せ
に

よ
る

左
記

の
対

象

の
耐

震
性

へ
の

影
響

が
想

定
さ

れ

な
い

た
め

抽
出

し
な

い
。
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3.1.2 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価部位の抽出結果 

(1) 建物・構築物における影響評価部位の抽出結果 

 建物・構築物において，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響が想

定されるとして抽出した部位を表 3－1－7 に示す。 

 応答特性①-1「直交する水平 2 方向の荷重が，応力として集中」する部位のうち，

重要設備である非常用ガス処理系用排気筒を支持する排気筒の主柱材及び建物規模が比

較的大きく，重要な設備を多く内包している等の留意すべき特徴を有している原子

炉建物の基礎を代表として，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評

価を行う。 

 応答特性①-2「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」する部位

として施設の重要性，建物規模及び構造特性を考慮し，上部に床等の拘束がなく，

面外荷重（水圧）が作用する原子炉建物（燃料プール）の壁（一般部）を代表とし

て，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を行う。 

 

(2) 機器・配管系への影響が考えられる部位の抽出結果 

 建物・構築物において，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価対象

として抽出した耐震評価上の構成部位について，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の

組合せによる応答値への影響の観点から，機器・配管系への影響の可能性がある部

位について検討した。 

 原子炉建物の基礎及び排気筒の主柱材については，水平 2 方向及び鉛直方向地震

力の組合せにより応力集中する部位であり，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合

せによる応答値への影響がないため，機器・配管系への影響の可能性はない。 

 原子炉建物（燃料プール）の壁（一般部）については，面内方向の荷重を負担しつ

つ，面外方向の荷重が作用する部位であり，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合

せによる応答値への影響がないため，機器・配管系への影響の可能性はない。 
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表 3－1－7 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価部位の抽出結果 

応答 

特性 
耐震評価部位 

対象 

建物・構築物 
代表評価部位 

①-1 

柱 隅部 
・排気筒 

・１号機排気筒 

重要設備である非常用ガス

処理系用排気筒を支持する

排気筒の隅柱（主柱材）を

代表として評価する。 

基礎 矩形 

・原子炉建物 

・制御室建物 

・タービン建物 

・廃棄物処理建物 

・排気筒 

・緊急時対策所 

・ガスタービン発電機建物 

建物規模が比較的大きく，

重要な設備を多く内包して

いる等の留意すべき特徴を

有している原子炉建物の基

礎を代表として評価する。 

①-2 壁 
一般部 

地下部 

・燃料プール 

・原子炉建物 

・タービン建物 

・廃棄物処理建物 

・１号機原子炉建物 

・１号機タービン建物 

・１号機廃棄物処理建物 

上部に床等の拘束がなく，

面外荷重（水圧）が作用す

る燃料プールの壁を代表と

して評価する。 

凡例 ①-1：応答特性「直交する水平 2方向の荷重が，応力として集中」 

   ①-2：応答特性「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」 

注：下線部は代表として評価する建物・構築物を示す。 

 

 

  



 

15 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

3.1.3 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針 

 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価部位として抽出された

部位について，基準地震動Ｓｓを用い，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの

影響を評価する。評価は，従来設計手法に基づいた各部位の解析モデルによる水平

2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに対する評価結果を用いる。また，影響評価は，

水平 2 方向及び鉛直方向を同時入力する時刻歴応答解析による評価又は基準地震

動Ｓｓの各方向地震成分により個別に計算した最大応答値を用い，水平 2 方向及び

鉛直方向地震力を組み合わせる方法として，米国 Regulatory Guide 1.92＊の「2. 

Combining Effects Caused by Three Spatial Components of an Earthquake」を

参考に，組合せ係数法（1.0：0.4：0.4）に基づいた評価により実施する。 

 

注記＊： Regulatory Guide 1.92“Combining modal responses and spatial 

components in seismic response analysis” 
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3.1.4 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価結果 

(1) 排気筒の主柱材の評価 

 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価として，直交する水平 2 方向

の荷重が応力として集中する部位である排気筒の主柱材について評価を行う。 

 評価にあたっては，基準地震動Ｓｓを用い，水平 2 方向及び鉛直方向を同時に入

力（以下「3 方向同時入力」という。）する時刻歴応答解析に基づき，主柱材（鉄塔

脚部を含む）の断面算定結果（検定値）が，1.0 を超えないことを確認する。 

 解析モデルの詳細及び許容値については，Ⅵ-2-2-13「排気筒の地震応答計算書」

（以下「排気筒の地震応答計算書」という。）及びⅥ-2-2-14「排気筒の耐震性につ

いての計算書」（以下「排気筒の耐震計算書」という。）に示すものと同一である。 

 荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 排気筒の概要図を図 3－1－1 に，解析モデルを図 3－1－2 に示す。 

 排気筒の地震応答解析モデルへの入力地震動は，基準地震動Ｓｓを用いて評価を

行うが，基準地震動Ｓｓ－Ｄ及びＳｓ－Ｎ１については，水平方向成分に直交する

方向の地震動に位相特性の異なる地震波を入力する。 

 地震動の入力方法は，排気筒の地震応答計算書に基づくものとする。 

 鋼材の許容応力度及び使用材料の物性値は，排気筒の耐震計算書に示す内容と同

一である。 

 3 方向同時入力時及び排気筒の耐震計算書に記載のケース（以下「工認ケース」と

いう。）における主柱材の評価結果を表 3－1－8 に，鉄塔脚部の評価結果を表 3－1

－9 に示す。 

 評価の結果，工認ケースの検定値と比較し，3 方向同時入力時の検定値は増加傾向

にあるが，主柱材及び鉄塔脚部の検定値が 1.0 を超えないことを確認した。 

 以上より，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに対し，排気筒の主柱材が有

する耐震性への影響がないことを確認した。  
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図 3－1－1 排気筒の概要図（単位：m）  
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図 3－1－2 排気筒の地震応答解析モデル 

  

【凡例】 

：質点 

：曲げせん断ビーム要素 

：剛体要素 

EL  8.5 

EL 23.9 

EL 34.5 

EL 53.5 

EL 62.2 

EL 83.0 

EL 89.2 

EL 94.5 

EL104.5 

EL113.5 

(m)   

EL 69.5 

Ｘ（ＥＷ） 

Ｙ（ＮＳ） 

Ｚ 

（制震装置（粘性ダンパ）設置平面） EL109.4 

EL 99.9 

EL 76.8 

EL 45.0 

第 4 支持点 

第 3 支持点 

第 2 支持点 

第 1 支持点 

制震装置（粘性ダンパ）（8 箇所） 

第 4 支持点 

(EL 113.5m) 

EL 3.5 

EL 2.0 

EL 8.8 

K1 K2 
K3 

第 1 支持点 

(EL 34.5m) 

第 2 支持点 

(EL 62.2m) 

第 3 支持点 

(EL 89.2m) 

EL128.5 
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表 3－1－8 主柱材の評価結果 

高さ 

EL 区間 
使用部材 

(mm) 
工認ケース 3 方向同時入力＊ 

(m) 

113.5-104.5 Ｂ-Ｄ φ267.4× 6.6 0.18 0.20 

104.5- 94.5 Ｄ-Ｆ φ267.4× 6.6 0.48 0.52 

 94.5- 83.0 Ｆ-Ｈ φ355.6× 6.4 0.49 0.56 

 83.0- 69.5 Ｈ-Ｊ φ406.4× 7.9 0.48 0.65 

 69.5- 53.5 Ｊ-Ｌ φ508.0× 9.5 0.50 0.77 

 53.5- 34.5 Ｌ-Ｎ φ609.6×12.7 0.42 0.65 

 34.5-  8.5 Ｎ-Ｐ φ711.2×12.7 0.34 0.52 

注：下線部は検定値が最大となる値を示す。 

注記＊：風荷重との重畳を考慮する。 

 

表 3－1－9 鉄塔脚部の評価結果 

評価部位 応力分類 工認ケース 3方向同時入力＊ 

コンクリート（せん断プレート側面） 圧縮 0.39 0.55 

せん断プレート 曲げ 0.18 0.25 

コンクリート（ベースプレート下面） 圧縮 0.18 0.25 

フランジプレート，ベースプレート及び 

ウェブプレートから成る合成断面 

曲げ 0.19 0.32 

せん断 0.23 0.41 

組合せ 0.30 0.52 

ベースプレート 曲げ 0.46 0.66 

リブプレート 圧縮 0.20 0.29 

アンカー部（アンカー材） 引張 0.09 0.15 

アンカー部（アンカーボルト） せん断 0.27 0.47 

注：下線部は検定値が最大となる値を示す。 

注記＊：風荷重との重畳を考慮する。 
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(2) 燃料プールの壁の評価 

 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価として，面内方向の荷重を負

担しつつ，面外方向の荷重が作用する燃料プールの壁について評価を行う。 

 評価にあたっては，Ｓｓ地震時に対して，3 次元ＦＥＭモデルの応力解析結果を用

いた断面の評価について，許容値を超えないことを確認する。 

 解析モデルの詳細及び許容値については，Ⅵ-2-4-2-1「燃料プール（キャスク置

場を含む）の耐震性についての計算書」（以下「燃料プールの耐震計算書」という。）

に示すものと同一である。 

 燃料プール及びキャスク置場を含む原子炉建物の概略平面図及び概略断面図を図

3－1－3 及び図 3－1－4 に，燃料プール及びキャスク置場周りの概略平面図及び概

略断面図を図 3－1－5 及び図 3－1－6 に示す。 

 荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 コンクリート及び鉄筋の許容限界は，燃料プールの耐震計算書の「3.3 許容限界」

に示す内容と同一である。 

 解析モデルの概要図を図 3－1－7 に示す。解析モデルの詳細は，燃料プールの耐

震計算書の「3.4 解析モデル及び諸元」に示す内容と同一である。 

 Ｓｓ地震時の応力は，燃料プールの耐震計算書の「3.5.1 応力解析方法」に示す

次の荷重ケースによる応力を組み合わせて求める。 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

ＳｓＳＮ ：Ｓ→Ｎ方向 Ｓｓ地震荷重（Ｓｓ地震時動水圧荷重を含む） 

ＳｓＷＥ ：Ｗ→Ｅ方向 Ｓｓ地震荷重（Ｓｓ地震時動水圧荷重を含む） 

ＳｓＵＤ ：鉛直方向（下向き） Ｓｓ地震荷重 
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 燃料プールの壁の評価は，燃料プールの耐震計算書の「3.5.2 断面の評価方法」

に示す方法と同一である。 

 断面の評価結果を記載する要素は，軸力，曲げモーメント及び面内せん断力によ

る鉄筋及びコンクリートのひずみ，軸力による圧縮応力度，面内せん断力度並びに

面外せん断応力度に対する評価において，発生値に対する許容値の割合が最小とな

る要素とする。 

 選定した要素の位置を図 3－1－8 及び図 3－1－9 に，評価結果を表 3－1－10 及び

表 3－1－11 に示す。 

 Ｓｓ地震時における水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せにおいて，水平 1 方

向及び鉛直方向地震力の組合せに対する評価結果と水平 2 方向及び鉛直方向地震力

の組合せに対する評価結果を比較すると，水平 2 方向の地震力の影響により発生値

は増加傾向にあり，一部最大となる要素が変わるものもあるが，軸力，曲げモーメ

ント及び面内せん断力による鉄筋及びコンクリートのひずみ，軸力による圧縮応力

度，面内せん断応力度並びに面外せん断応力度が各許容値を超えないことを確認し

た。 

 以上より，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに対し，燃料プールの壁が有

する耐震性への影響がないことを確認した。 
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図 3－1－3 燃料プール及びキャスク置場を含む原子炉建物の概略平面図 

（EL 34.8m） 

  



 

23 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

R1

89.4
11.4 6.8 7.8 6.0 6.0 6.0 6.0 6.0 6.0 7.8 6.8 11.40.7

R13 R12 R11 R10 R9 R8 R7 R6 R5 R4 R3 R2

0.7

A

EL -4.7

EL  1.3

EL  8.8

EL 63.5

EL 51.7

EL 42.8

EL 34.8

EL 30.5

EL 23.8

EL 15.3EL 15.0(GL)

6
8.
2

A

PN

(単位:m)

燃料プール

原子炉ウェル

蒸気乾燥器・
気水分離器ピット

燃料取替階

 

 

図 3－1－4 燃料プール及びキャスク置場を含む原子炉建物の概略断面図 

（Ａ－Ａ断面，ＥＷ方向） 
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（単位：m） 

図 3－1－5 燃料プール及びキャスク置場周りの概略平面図 

 

 

（単位：m） 

図 3－1－6 燃料プール及びキャスク置場周りの概略断面図 

（Ｂ－Ｂ断面） 
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(a) 全体鳥瞰図 

 

 

(b) 燃料プール要素分割図 

図 3－1－7 解析モデルの概要図  
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(a) 南側壁 

 

 

(b) 西側壁 

 

図 3－1－8 選定した要素の位置 

（水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せ） 
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(a) 南側壁 

 

 

(b) 西側壁 

 

図 3－1－9 選定した要素の位置 

（水平 1 方向及び鉛直方向地震力の組合せ） 
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表 3－1－10 燃料プールの壁の評価結果 

（水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せ） 

部位 評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース 
発生値 許容値 

南側壁 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

＋ 

面内せん断力 

コンクリート 

圧縮ひずみ 

（×10-3） 

鉛直 128 3-20 0.180 3.00 

鉄筋引張ひずみ 

（×10-3） 
水平 122 3-8 1.46 5.00 

軸力 
圧縮応力度 

（N/mm2） 
鉛直 139 3-8 3.55 15.6 

面内せん断力 
面内せん断応力度

（N/mm2） 
― 107 3-20 2.58 4.39 

面外せん断力 
面外せん断応力度

（N/mm2） 
鉛直 74 3-17 0.557 1.41 

西側壁 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

＋ 

面内せん断力 

コンクリート 

圧縮ひずみ 

（×10-3） 

鉛直 449 3-19 0.270 3.00 

鉄筋引張ひずみ 

（×10-3） 
鉛直 449 3-19 1.78 5.00 

軸力 
圧縮応力度 

（N/mm2） 
水平 469 3-12 1.38 15.6 

面内せん断力 
面内せん断応力度

（N/mm2） 
― 475 3-19 1.34 3.04 

面外せん断力 
面外せん断応力度

（N/mm2） 
鉛直 440 3-17 0.695 1.22 
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表 3－1－11 燃料プールの壁の評価結果 

（水平 1 方向及び鉛直方向地震力の組合せ） 

部位 評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース 
発生値 許容値 

南側壁 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

＋ 

面内せん断力 

コンクリート 

圧縮ひずみ 

（×10-3） 

鉛直 128 2-12 0.170 3.00 

鉄筋引張ひずみ 

（×10-3） 
鉛直 85 2-10 1.40 5.00 

軸力 
圧縮応力度 

（N/mm2） 
鉛直 139 2-4 3.31 15.6 

面内せん断力 
面内せん断応力度

（N/mm2） 
― 107 2-12 2.37 4.39 

面外せん断力 
面外せん断応力度

（N/mm2） 
鉛直 74 2-9 0.550 1.42 

西側壁 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

＋ 

面内せん断力 

コンクリート 

圧縮ひずみ 

（×10-3） 

鉛直 449 2-11 0.261 3.00 

鉄筋引張ひずみ 

（×10-3） 
鉛直 449 2-11 1.68 5.00 

軸力 
圧縮応力度 

（N/mm2） 
水平 469 2-6 1.38 15.6 

面内せん断力 
面内せん断応力度

（N/mm2） 
― 475 2-9 1.31 3.02 

面外せん断力 
面外せん断応力度

（N/mm2） 
鉛直 440 2-11 0.694 1.22 
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(3) 原子炉建物基礎スラブの評価 

 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価として，直交する水平 2 方向

の荷重が応力として集中する部位である原子炉建物基礎スラブについて評価を行う。 

 評価にあたっては，Ｓｓ地震時に対して，3 次元ＦＥＭモデルの応力解析結果を用

いた断面の評価について，許容値を超えないことを確認する。 

 解析モデルの詳細及び許容値については，Ⅵ-2-9-3-4「原子炉建物基礎スラブの

耐震性についての計算書」（以下「基礎スラブの耐震計算書」という。）に示すもの

と同一である。 

原子炉建物基礎スラブの概略平面図及び概略断面図を図 3－1－10 及び図 3－1－

11 に示す。 

荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

コンクリート及び鉄筋の許容限界は，基礎スラブの耐震計算書の「4.3 許容限界」

に示す内容と同一である。 

解析モデルの概要図を図 3－1－12 に示す。解析モデルの詳細は，基礎スラブの耐

震計算書の「4.4 解析モデル及び諸元」に示す内容と同一である。 

Ｓｓ地震時の応力は，基礎スラブの耐震計算書の「4.5.1 応力解析方法」に示す

次の荷重ケースによる応力を組み合わせて求める。 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

ＳｓＳＮ  ：Ｓ→Ｎ方向 Ｓｓ地震荷重（地震時土圧を含む） 

ＳｓＮＳ  ：Ｎ→Ｓ方向 Ｓｓ地震荷重（地震時土圧を含む） 

ＳｓＥＷ  ：Ｅ→Ｗ方向 Ｓｓ地震荷重（地震時土圧を含む） 

ＳｓＷＥ  ：Ｗ→Ｅ方向 Ｓｓ地震荷重（地震時土圧を含む） 

ＳｓＵＤ  ：鉛直方向（下向き） Ｓｓ地震荷重 

ＳｓＤＵ  ：鉛直方向（上向き） Ｓｓ地震荷重 
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 基礎スラブの評価は，基礎スラブの耐震計算書の「4.5.2 断面の評価方法」に示

す方法と同一である。 

 断面の評価結果を記載する要素は，軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコン

クリートのひずみ並びに面外せん断力に対する評価において，発生値に対する許容

値の割合が最小となる要素とする。 

 選定した要素の位置を図 3－1－13 及び図 3－1－14 に，評価結果を表 3－1－12 及

び表 3－1－13 に示す。 

 Ｓｓ地震時における水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せにおいて，水平 1 方

向及び鉛直方向地震力の組合せに対する評価結果と水平 2 方向及び鉛直方向地震力

の組合せに対する評価結果を比較すると，水平 2 方向の地震力の影響により発生値

は増加傾向にあり，一部最大となる要素が変わるものもあるが，軸力及び曲げモー

メントによる鉄筋及びコンクリートのひずみ並びに面外せん断力が各許容値を超え

ないことを確認した。 

以上より，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに対し，原子炉建物基礎スラ

ブが有する耐震性への影響がないことを確認した。 
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図 3－1－10 原子炉建物基礎スラブの概略平面図（EL 1.3m） 
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(a) Ａ－Ａ断面，ＮＳ方向 

図 3－1－11(1) 原子炉建物基礎スラブの概略断面図 
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(b) Ｂ－Ｂ断面，ＥＷ方向 

図 3－1－11(2) 原子炉建物基礎スラブの概略断面図 
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(a) 全体鳥瞰図 

 

 

(b) 全体鳥瞰断面図（Ａ－Ａ’断面） 

図 3－1－12(1) 解析モデルの概要図 
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(c) 基礎スラブ要素分割図 

図 3－1－12(2) 解析モデルの概要図 
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図 3－1－13 選定した要素の位置 

（水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せ） 

 

 

図 3－1－14 選定した要素の位置 

（水平 1 方向及び鉛直方向地震力の組合せ） 
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表 3－1－12 原子炉建物基礎スラブの評価結果 

（水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せ） 

評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース 
発生値 許容値 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

コンクリート圧縮ひずみ 

（×10-3） 
ＮＳ 609 3-9 0.376 3.00 

鉄筋圧縮ひずみ 

（×10-3） 
放射 435 3-10 0.317 5.00 

面外せん断力 
面外せん断力 

（×103kN/m） 
ＮＳ 526 3-10 13.0 16.7 

 

表 3－1－13 原子炉建物基礎スラブの評価結果 

（水平 1 方向及び鉛直方向地震力の組合せ） 

評価項目 方向 
要素 

番号 

組合せ 

ケース 
発生値 許容値 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

コンクリート圧縮ひずみ 

（×10-3） 
ＮＳ 640 1-2 0.297 3.00 

鉄筋圧縮ひずみ 

（×10-3） 
放射 491 1-2 0.221 5.00 

面外せん断力 
面外せん断力 

（×103kN/m） 
ＮＳ 491 1-1 7.79 10.4 
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3.1.5 原子炉建物 3 次元ＦＥＭモデルによる面外応答の耐震壁への影響検討結果 

 3 次元ＦＥＭモデルの面外応答による影響検討対象として，原子炉建物燃料取替

階レベルの壁を抽出し，面外応答による影響検討を行った結果，原子炉建物の燃料

取替階レベルの東西面の壁には面外方向に大きな加速度が生じていることから，当

該壁に対して，面外慣性力に対する断面の評価を行う。 

Ｓｓ地震時の耐震壁の評価については，「Ⅵ-2-9-3-1 原子炉建物原子炉棟（二

次格納施設）の耐震性についての計算書」において，面内に生じるせん断ひずみが

許容限界である 2.0×10-3 を超えないことを確認している。そこで，原子炉建物燃

料取替階レベルの壁に対する面外慣性力の検討にあたっては，Ｓｓ地震時の面外慣

性力により鉄筋に生じる応力度が弾性範囲内であることを確認することで，面内に

生じるせん断ひずみの評価に対して面外慣性力の影響が小さいことを確認する。 

原子炉建物燃料取替階上部の概略平面図を図3－1－15に，解析モデルを図3－1－

16に示す。解析モデルは，柱，はり及び床を境界条件として固定する。 

評価結果を記載する部位は，面外慣性力によって生じる鉄筋応力度及び面外せん

断力が最大となる部位とする。 

評価結果を表3－1－14に示す。Ｓｓ地震時の面外慣性力に対する原子炉建物燃料

取替階レベルの壁の断面評価の結果，鉄筋に生じる応力度が弾性範囲内であり，面

内に生じるせん断ひずみの評価に対して面外慣性力の影響は小さいことを確認し

た。 
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：検討対象の壁を示す 

 

図 3－1－15 原子炉建物燃料取替階上部の概略平面図 
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：固定端とする部分を示す

PN

Ｙ

Ｘ

 

図 3－1－16 原子炉建物 3 次元ＦＥＭモデルによる面外応答の影響検討の解析モデル 

  

面外慣性力 
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表 3－1－14 耐震壁の評価結果 

（Ｓｓ地震時，面外慣性力） 

検討ケース Ｓｓ地震時 

検討位置 東面壁(R3 通り) 西面壁(R11 通り) 

厚さｔ(mm) 

×幅ｂ（mm） 
　　×1000 　　×1000 　　×1000 　　×1000 

有効せいｄ（mm）     

配
筋

縦筋 

（鉄筋断面積） 

D29＠200 

（3210 mm2/m） 

D35＠200 

（4785 mm2/m） 

D29＠200 

（3210 mm2/m） 

D35＠200 

（4785 mm2/m） 

横筋 

（鉄筋断面積） 

D25＠200 

（2535 mm2/m） 

D32＠200 

（3970 mm2/m） 

D25＠200 

（2535 mm2/m） 

D32＠200 

（3970 mm2/m） 

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト

方向 Ｘ方向 Ｘ方向 Ｘ方向 Ｘ方向 

発生曲げ 

モーメント

Ｍ（kN・m/m） 

283.8 155.5 217.9 195.8 

許容限界 

（kN・m/m） 
462.3 1105.9 462.3 1105.9 

検定値 0.62 0.15 0.48 0.18 

面
外
せ
ん
断
力

方向 Ｘ方向 Ｘ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 

発生せん断力 

Ｑ（kN/m） 
368.2 257.4 304.3 288.0 

許容限界 

（kN/m） 
867.9 1587.6 956.3 1587.6 

検定値 0.43 0.17 0.32 0.19 

判定 可 可 可 可 
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3.2 機器・配管系 

3.2.1 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価設備の抽出 

評価対象設備を機種ごとに分類した結果を表 3－2－1 に示す。機種ごとに分類し

た設備の各評価部位，応力分類に対し構造上の特徴から水平 2 方向の地震力による

影響を以下の項目により検討し，影響の可能性がある設備を抽出した。 

 

(1) 水平 2 方向の地震力が重畳する観点 

水平 1 方向の地震力に加えて，更に水平直交方向に地震力が重畳した場合，水平

2 方向の地震力による影響を検討し，影響が軽微な設備以外の影響検討が必要とな

る可能性のある設備を抽出する。以下の場合は，水平 2 方向の地震力による影響が

軽微な設備であると整理した。 

なお，ここでの影響が軽微な設備とは，構造上の観点から発生応力への影響に着

目し，その増分が１割程度以下となる機器を分類しているが，水平 1 方向地震力に

よる裕度が 1.1 未満の設備については，個別に検討を行うこととする。 

 

a. 水平 2 方向の地震力を受けた場合でも，その構造により水平 1 方向の地震力し 

 か負担しないもの 

制御棒・破損燃料貯蔵ラックのサポートや横置きの容器等は，水平 2 方向の地震

力を想定した場合，水平 1 方向を拘束する構造であることや水平各方向で振動特性

及び荷重の負担断面が異なる構造であることにより，特定の方向の地震力の影響を

受ける部位であるため，水平 1 方向の地震力しか負担しないものとして分類した。

その他の設備についても，同様の理由から水平 1 方向の地震力しか負担しないもの

を分類した。 

 

b. 水平 2 方向の地震力を受けた場合，その構造により最大応力の発生箇所が異なる 

もの 

一様断面を有する容器類の胴板等は，水平 2 方向の地震力を想定した場合，そ

れぞれの水平方向地震力に応じて応力が最大となる箇所があることから，最大応

力の発生箇所が異なり，水平 2 方向の地震力を組み合わせても影響が軽微である

ものとして分類した。その他の設備についても同様の理由から最大応力の発生箇

所が異なり，水平 2 方向の地震力を組み合わせても影響が軽微であるものを分類

した。 

 

c. 水平 2 方向の地震力を組み合わせても水平 1 方向の地震による応力と同等とい

えるもの 

原子炉圧力容器スタビライザ，原子炉格納容器スタビライザ及びシヤラグは，
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周方向 8 箇所を支持する構造で配置され，水平 1 方向の地震力を 6 体で支持する

設計としており，水平 2 方向の地震力を想定した場合，地震力を負担する部位が

増え，また，最大反力を受けもつ部位が異なることで，水平 1 方向の地震力によ

る荷重と水平 2 方向の地震力を想定した場合における荷重が同等になるものであ

り，水平 2 方向の地震力を組み合わせても 1 方向の地震による応力と同等のもの

と分類した。その他の設備についても，同様の理由から水平 2 方向の地震を組み

合わせても 1 方向の地震による応力と同等のものと分類した。 

 

d. 保守性（水平 2 方向の考慮を含む）を考慮した評価を行っているもの 

蒸気乾燥器支持ブラケット等は，従来評価において，水平 2 方向地震を考慮し

た評価を行っているため，水平 2 方向の影響を考慮しても影響がないものとして

分類した。その他の設備についても，同様の理由から保守性を考慮した評価を実

施しており，水平 2 方向の影響を考慮しても影響がないものを分類した。 

 

(2) 水平方向とその直交方向が相関する振動モード（ねじれ振動等）が生じる観点 

水平方向とその直交方向が相関する振動モードが生じることで有意な影響が生じ

る可能性のある設備を抽出する。 

機器・配管系設備のうち，水平方向の各軸方向に対して均等な構造となっている

機器は，評価上有意なねじれ振動は発生しない。 

一方，3 次元的な広がりを持つ配管系等は，系全体として考えた場合，有意なねじ

れ振動が発生する可能性がある。しかし，水平方向とその直交方向が相関する振動

モードが想定される設備は，従来設計より 3 次元のモデル化を行っており，その振

動モードは適切に考慮した評価としているため，この観点から抽出される設備はな

かった。 

 

(3) 水平 1 方向及び鉛直方向地震力に対する水平 2 方向及び鉛直方向地震力の増分の 

観点 

(1)(2)において影響の可能性がある設備について,水平 2 方向の地震力が各方向

1:1 で入力された場合に各部にかかる荷重や応力を求め,従来の水平 1 方向及び鉛直

方向地震力の設計手法による発生値を比較し,その増分により影響の程度を確認し,

耐震性への影響が懸念される設備を抽出した。 

水平 1 方向に対する水平 2 方向の地震力による発生値の増分の検討は,機種ごと

の分類に対して地震力の寄与度に配慮し耐震裕度が小さい設備(部位)を対象とする。

水平 2方向の地震力の組合せは米国 Regulatory Guide 1.92の「2.Combining Effects 

Caused by Three Spatial Components of an Earthquake」を参考として最大応答の

非同時性を考慮した Square-Root-of-the-Sum-of-the-Squares 法（以下「SRSS 法」
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という。）又は組合せ係数法（1.0：0.4：0.4）により組み合わせ,発生値の増分を算

出する。増分の算出は,従来の評価で考慮している保守性により増分が低減又は包絡

されることも考慮する。算出の方法を以下に示す。  

 

・従来の評価データを用いた簡易的な算出では,地震・地震以外の応力に分離可能な

ものは地震による発生値のみ組み合わせた後,地震以外による応力と組み合わせて

算出する。 

・設備(部位)によっては解析等で求められる発生荷重より大きな設計荷重を用いて

いるものもあるため,上記組合せによる発生値を設計荷重が上回ることを確認した

ものは,水平2方向の地震力による発生値の増分はないものとして扱う。 

・応答軸が明確な設備で,設備の応答軸の方向あるいは厳しい応力が発生する向きへ

地震力を入力している場合は,耐震性への影響が懸念されないものとして扱う。 
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3.2.2 建物・構築物，屋外重要土木構造物等，津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視

設備の検討結果を踏まえた機器・配管系の設備の抽出 

3.1 項，3.3 項及び 3.4 項における建物・構築物，屋外重要土木構造物等，津波防

護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の影響評価において機器・配管系への影響を

検討した結果，耐震性への影響が懸念される部位は抽出されなかった。 

 

3.2.3 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価設備の抽出結果 

3.2.1 項で検討した,水平 2方向の地震力が重畳する観点,水平方向とその直行方向

が相関する振動モード(ねじれ振動等)が生じる観点,水平 1 方向及び鉛直方向地震力

に対する水平 2 方向及び鉛直方向地震力増分の観点で,水平 2 方向の地震力による影

響の可能性がある設備を抽出した結果を表 3-2-2 に示す。 

 

3.2.4 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

3.2.1 項の観点から抽出される設備について,水平 2 方向及び鉛直方向地震力を想

定した発生値を以下の方法により算出する。 

発生値の算出における水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せは,米国 Regulatory 

Guide 1.92 の「2.Combining Effects Caused by Three Spatial Components of an 

Earthquake」を参考として最大応答の非同時性を考慮した SRSS 法又は組合せ係数法

を適用する。 

 

(1) 従来評価データを用いた算出 

従来の水平 1 方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた評価結果を用いて,以下の

条件により水平 2 方向及び鉛直方向地震力に対する発生値を算出することを基本と

する。 

・水平各方向及び鉛直方向地震力をそれぞれ個別に用いて従来の発生値を算出して

いる設備は,水平2方向及び鉛直方向地震力を組み合わせて水平2方向を考慮した発

生値の算出を行う。 

・水平1方向と鉛直方向の地震力を組み合わせたうえで従来の発生値を各方向で算出

している設備は,鉛直方向を含んだ水平各方向別の発生値を組み合わせて水平2方

向を考慮した発生値の算出を行う。 

・水平方向を包絡した地震力と鉛直方向地震力を組み合わせたうえで従来の発生値

を算出している設備は,鉛直方向を含んだ水平各方向同一の発生値を組み合わせて

水平2方向を考慮した発生値の算出を行う。 

また,算出にあたっては必要に応じて以下も考慮する。 

・発生値が地震以外の応力成分を含む場合,地震による応力成分と地震以外の応力成

分を分けて算出する。 
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3.2.5 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価結果 

3.2.1 項の観点から 3.2.3 項で抽出した以下の設備に対して, 3.2.4 項の影響評価

条件で算出した発生値に対して設備が有する耐震性への影響を確認した。評価した内

容を設備ごとに以下に示し,その影響評価結果については重大事故時等の状態も考慮

した結果を表 3－2－3 に示す。 

(1) 制御棒挿入性 

工認耐震計算書では，地震応答解析により算定される水平 1 方向の燃料集合体の

相対変位を用いて評価を実施している。水平 2 方向地震力による評価は，組合せ係

数法（1.0：0.4）を用いて燃料集合体相対変位を算出し，許容値を満足するため，

耐震性への影響がないことを確認した。 

 

3.2.6 まとめ 

機器・配管系において,水平 2 方向の地震力の影響を受ける可能性がある設備(部

位)について,従来設計手法における保守性も考慮したうえで抽出し,従来の水平 1 方

向及び鉛直方向地震力の組合せによる設計に対して影響を評価した。その結果,工認

耐震計算書の発生値を超えて耐震性への影響が懸念される設備については,水平 2 方

向及び鉛直方向地震力を想定した発生値が許容値を満足し,設備が有する耐震性に影

響のないことを確認した。 

本影響評価は,水平 2 方向及び鉛直方向地震力により設備が有する耐震性への影響

を確認することを目的としている。そのため, 工認耐震計算書の発生値をそのまま

用いて水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せを評価しており,以下に示す保守側と

なる要因を含んでいる。 

・工認耐震計算書の発生値(水平1方向及び鉛直方向地震力による応力成分と圧力等

の地震以外の応力成分の組合せ)に対して,係数(√2)を乗じて水平2方向及び鉛直

方向地震力を想定した発生値として算出しているため,係数を乗じる必要のない鉛

直方向地震力による応力成分と圧力等の地震以外の応力成分についても係数を乗

じている。 

・工認耐震計算書において水平各方向を包絡した床応答スペクトルを各方向に入力

している設備は各方向の大きい方の地震力が水平2方向に働くことを想定した発生

値として算出している。 

 

以上のことから,水平 2 方向及び鉛直方向地震力については,機器・配管系が有す

る耐震性に影響がないことを確認した。 
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表 3－2－1 水平 2 方向入力の影響検討対象設備（1/11） 

設備 部位 

燃料集合体 燃料被覆管 

炉
心
支
持
構
造
物 

炉心シュラウド 

上部胴 

下部胴 

中間胴 

上部格子板支持面 

炉心支持板支持面 

シュラウドサポート 

レグ 

シリンダ 

プレート 

下部胴 

上部格子板 グリッドプレート 

炉心支持板 

補強ビーム 

支持板 

スタッド 

燃料支持金具 
中央燃料支持金具 

周辺燃料支持金具 

制御棒案内管 
下部溶接部 

長手中央部 

原
子
炉
圧
力
容
器 

円筒胴 円筒胴 

下鏡 

下鏡 

下鏡と円筒胴の接合部 

原子炉圧力容器支持スカートと円筒胴の接

合部 

制御棒貫通孔 
ハウジング 

スタブチューブ 

原子炉中性子計装孔 原子炉中性子計装ハウジング 

ノズル 各部位 

ブラケット類 

スタビライザブラケット 

蒸気乾燥器支持ブラケット 

炉心スプレイブラケット 

給水スパージャブラケット 

原子炉圧力容器基礎ボルト 基礎ボルト 

原子炉圧力容器支持スカート 支持スカート 
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表 3－2－1 水平 2 方向入力の影響検討対象設備（2/11） 

設備 部位 

原
子
炉
圧
力
容
器
付
属
構
造
物 

原子炉圧力容器スタビライザ 
ロッド 

ブラケット 

原子炉格納容器スタビライザ 

パイプ 

フランジボルト 

ガセットプレート 

制御棒駆動機構ハウジング支持金

具 

レストレントビーム一般部 

レストレントビーム端部 

レストレントビーム結合ボルト 

ジェットポンプ計測配管貫通部シ

ール 
貫通部シール 

差圧検出・ほう酸水注入系配管（テ

ィーよりN11ノズルまでの外管） 
差圧検出管 

原
子
炉
圧
力
容
器
内
部
構
造
物 

蒸気乾燥器 

蒸気乾燥器ユニット 

耐震用ブロック 

気水分離器及びスタンドパイプ 

シュラウドヘッド 

原子炉中性子計装案内管 

各部位 

スパージャ 

炉内配管 
各部位 

ジェットポンプ 

ライザ 

ディフューザ 

ライザブレース 

使用済燃料貯蔵ラック 

ラック部材 

（板，シートプレート及びラックベース） 

ラック取付ボルト 

基礎ボルト 

制御棒・破損燃料貯蔵ラック 

ラック 

サポート 

底部基礎ボルト 

サポート部基礎ボルト 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 
架構 

基礎ボルト 
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表 3－2－1 水平 2 方向入力の影響検討対象設備（3/11） 

設備 部位 

燃料プール水位（ＳＡ） 
検出器保護管 

検出器架台基礎ボルト 

燃料プール監視カメラ 
基礎ボルト 

取付ボルト 

燃料プール監視カメラ用冷却設備 取付ボルト 

アキュムレータ 
胴板 

脚 

残留熱除去系熱交換器 

胴板 

ラグ 

基礎ボルト 

追設基礎ボルト 

立形ポンプ 

コラムパイプ 

バレルケーシング 

基礎ボルト 

取付ボルト 

ＥＣＣＳストレーナ 

原子炉隔離時冷却系ストレーナ 

各部位（フランジ，取付ボルト以外） 

フランジ 

ボルト 

ＥＣＣＳストレーナ部ティー 

原子炉隔離時冷却系ストレーナ部ティ

ー 

ティー 

フランジ 

ＥＣＣＳストレーナ取付部コネクタ 
コネクタ 

フランジ 

ＥＣＣＳストレーナ取付部サポート 

サポートパイプ 

サポートパイプ溶接部 

サポートプレート 

サポートボルト 

横形ポンプ 

補機海水ストレーナ 

ポンプ駆動用タービン 

空調ファン 

空調ユニット 

基礎ボルト 

取付ボルト 
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表 3－2－1 水平 2 方向入力の影響検討対象設備（4/11） 

設備 部位 

原子炉補機冷却系熱交換器 

胴板 

脚 

基礎ボルト 

連結板 

横置円筒形容器 

胴板 

脚 

基礎ボルト 

たて置円筒形容器（スカート支持） 

胴板 

スカート 

基礎ボルト 

制御棒駆動機構 フランジ 

水圧制御ユニット 
フレーム 

取付ボルト 

平底たて置円筒形容器 
胴板 

基礎ボルト 

核計測装置 各部位 

伝送器（矩形床置） 
基礎ボルト 

取付ボルト 

伝送器（矩形壁掛） 
基礎ボルト 

溶接部 

伝送器（サポート鋼材固定） 
取付ボルト 

溶接部 

制御盤，電気盤（矩形床置） 
基礎ボルト 

取付ボルト 

制御盤，電気盤（矩形壁掛） 取付ボルト 

モニタリング設備（矩形床置） 取付ボルト 

モニタリング設備（矩形壁掛） 
基礎ボルト 

取付ボルト 

通信連絡設備（アンテナ類）（矩形床置） 基礎ボルト 

通信連絡設備（アンテナ類）（矩形壁掛） 基礎ボルト 

中央制御室空調換気系配管 

ダクト本体（矩形） 

ダクト本体（円形） 

サポート 
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表 3－2－1 水平 2 方向入力の影響検討対象設備（5/11） 

設備 部位 

中央制御室待避室遮蔽 

構造フレーム（鉄骨，鋼板） 

基礎ボルト 

遮蔽パネル接合部ボルト 

構造フレーム接合部高力ボルト 

遮蔽パネル 

気密用鋼板 

原
子
炉
格
納
容
器 

ドライウェル 

ドライウェル上ふた球形部とナックル部の接

合部 

円筒部とナックル部の接合部 

ナックル部と球形部の接合部 

球形部の板厚変化部 

球形部と円筒部の接合部 

円筒部と球形部の接合部 

円筒部 

基部 

サプレッションチェンバ 

サプレッションチェンバ胴中央部上部 

サプレッションチェンバ胴中央部下部 

サプレッションチェンバ胴中央部内側 

サプレッションチェンバ胴中央部外側 

サプレッションチェンバ胴エビ継部上部 

サプレッションチェンバ胴エビ継部下部 

サプレッションチェンバ胴エビ継部内側 

サプレッションチェンバ胴エビ継部外側 

サプレッションチェンバ胴と内側サポート補

強板との接合部 

サプレッションチェンバ胴と外側サポート補

強板との接合部 

ベント管 

ヘッダ接続部 

ベント管円筒部 

ベント管とドライウェルとの接合部 
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表 3－2－1 水平 2 方向入力の影響検討対象設備（6/11） 

設備 部位 

原
子
炉
格
納
容
器 

サプレッションチェンバサポー

ト 

サポート 

ベースとベースプレートの接合部 

シアキー 

ベースプレート 

シアプレート 

コンクリート 

ボルト 

基礎ボルト 

シヤラグ 

内側メイルシヤラグ 

外側メイルシヤラグ 

内側フィメイルシヤラグ 

内側フィメイルシヤラグリブ付根部 

外側フィメイルシヤラグ 

内側メイルシヤラグ接触部 

外側メイルシヤラグ接触部 

内側フィメイルシヤラグ接触部 

外側フィメイルシヤラグ接触部 

コンクリート（ベースプレート部，シヤプレー

ト部） 

基礎ボルト 

ベースプレート 

シヤプレート 

内側シヤラグサポート 

シヤラグ取付部 

ハッチ類 
ハッチ円筒胴 

ハッチ本体と補強板との結合部 

原子炉格納容器配管貫通部 原子炉格納容器胴とスリーブとの取付部 

原子炉格納容器電気配線貫通部 ドライウェルとスリーブとの結合部 

真空破壊装置 
スリーブ 

スリーブとベント管との結合部 

ダウンカマ 
ダウンカマ 

ベントヘッダとダウンカマの結合部 
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表 3－2－1 水平 2 方向入力の影響検討対象設備（7/11） 

設備 部位 

ベントヘッダ 

ベントヘッダ 

ベントヘッダ強め輪取付部 

ベントヘッダサポート 

強め輪 

ピン 

ドライウェルスプレイ管 

 

上部スプレイ管案内管 

上部スプレイ管ティー部 

上部スプレイ管案内管サポート 

下部スプレイ管 

下部スプレイ管案内管 

下部スプレイ管ティー部 

下部スプレイ管サポート 

サプレッションチェンバスプレイ管 

スプレイ管 

スプレイ管えび状の管部 

スプレイ管ティー部 

スプレイ管案内管 

スプレイ管サポート 

ブローアウトパネル閉止装置 

シャフト 

コネクタ 

軸受取付ボルト 

駆動部取付ボルト 

取付ボルト 

可燃性ガス濃度制御系再結合装置ブロワ 
ブレース 

ベース取付溶接部 

可燃性ガス濃度制御系再結合装置 基礎ボルト 

静的触媒式水素処理装置 

静的触媒式水素処理装置本体 

架台 

取付ボルト 

基礎ボルト 

遠隔手動弁操作設備 
基礎ボルト 

取付ボルト 

ディーゼル発電機 
基礎ボルト 

取付ボルト 

ガスタービン発電機 
基礎ボルト 

取付ボルト 
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表 3－2－1 水平 2 方向入力の影響検討対象設備（8/11） 

設備 部位 

その他電源設備 
基礎ボルト 

取付ボルト 

配管本体，サポート（多質点はりモデル

解析） 
配管，サポート 

防波壁通路防波扉 

（１号機北側，２号機北側） 

ヒンジ部（ヒンジ板） 

ヒンジ部（ヒンジピン） 

ヒンジ部（ヒンジボルト） 

カンヌキ部 

アンカーボルト 

１号機取水槽流路縮小工 
縮小板 

ボルト 

屋外排水路逆止弁 
扉体 

固定部 

取水槽除じん機エリア水密扉（北） 

ヒンジ部 

締付装置 

アンカーボルト 

取水槽除じん機エリア水密扉（東） 

取水槽除じん機エリア水密扉（西） 

壁部 

固定部 

アンカーボルト 

水密扉（建物内，燃料移送ポンプエリア） 

ヒンジ部 

カンヌキ部 

アンカーボルト 

パネル部（パネル板） 

パネル部（パネル芯材） 

パネル部（柱，はり） 

パネル部（アンカーボルト） 

床ドレン逆止弁 

弁本体 

フロートガイド 

基礎ボルト 

漏えい検知器 基礎ボルト 

堰（柱支持型） 

鋼板 

はり材 

柱材 

アンカーボルト 
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表 3－2－1 水平 2 方向入力の影響検討対象設備（9/11） 

設備 部位 

堰（鋼板折曲げ型） 
鋼板 

アンカーボルト 

堰（鉄筋コンクリート製） 

アンカー筋 

主筋 

堰底部のコンクリート 

防水板 

鋼板 

芯材 

アンカーボルト 

貫通部止水処置 
モルタル 

電路貫通部金属ボックスのアンカーボルト 

取水槽水位計 取付ボルト 

津波監視カメラ 据付ボルト 

原子炉本体の基礎 

円筒部 

たてリブ 

基礎ボルト 

ベースプレート 

建物開口部竜巻防護対策設備（竜巻防護

ネット対策設備） 

フレーム 

アンカーボルト 

建物開口部竜巻防護対策設備（竜巻防護

鋼板対策設備） 

フレーム 

アンカーボルト 

取水槽循環水ポンプエリア防護対策設

備 

鋼板 

架構 

アンカーボルト 

取水槽海水ポンプエリア竜巻防護対策

設備 

鋼板 

架構 

アンカーボルト 

原子炉建物天井クレーン 

クレーン本体ガーダ 

落下防止ラグ 

トロリストッパ 

トロリ 

吊具 
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表 3－2－1 水平 2 方向入力の影響検討対象設備（10/11） 

設備 部位 

燃料取替機 

燃料取替機構造物フレーム 

ブリッジ脱線防止ラグ（本体） 

トロリ脱線防止ラグ（本体） 

走行レール 

横行レール 

ブリッジ脱線防止ラグ（取付ボルト） 

トロリ脱線防止ラグ（取付ボルト） 

吊具（ワイヤロープ） 

吊具（先端金具） 

チャンネル着脱装置 

ガイドレール 

カート 

固定ボルト 

ローラチェーン 

チャンネル取扱ブーム 

ブーム 

回転ポスト 

固定ポスト 

基礎ボルト 

制御棒貯蔵ハンガ 

制御棒落下防止ポール 

ポール支持金具 

基礎ボルト 

原子炉浄化系補助熱交換器 

胴板 

脚 

基礎ボルト 

追設基礎ボルト 

中央制御室天井照明 

補強材 

支持鋼材 

補強斜材 

取付ボルト（照明ボルト） 

継手ボルト 

基礎ボルト 

溶接部 

タービン補機冷却系熱交換器 

脚 

基礎ボルト 

追設基礎ボルト 
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表 3－2－1 水平 2 方向入力の影響検討対象設備（11/11） 

設備 部位 

主排気ダクト 

ダクト本体 

支持構造物部材 

支持装置 

取水槽ガントリクレーン 

ガーダ 

脚 

転倒防止装置 

トロリ 

吊具 

制震ダンパ 

除じん機 

フレーム取付ボルト 

フレーム耐震サポート 

フレーム耐震ピン 

アジャストボルト 

尾軸受取付ボルト 

原子炉ウェルシールドプラグ 
シールドプラグ本体 

支持部 

耐火障壁 
フレーム部材 

基礎ボルト 

ガンマ線遮蔽壁 
胴基部 

開口集中部 
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3.3 屋外重要土木構造物等 

3.3.1 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価部位の抽出 

(1) 構造形式の分類 

図 3－3－1 に屋外重要土木構造物等＊の配置図を示す。 

屋外重要土木構造物等は，その構造形式より 1)箱型構造物，2)線状構造物，3)円

筒状構造物，4)直接基礎及び 5)管路構造物の 5 つに大別される。 

屋外重要土木構造物等の構造形式を表 3－3－1 に示す。 

注記＊：屋外重要土木構造物，重大事故等対処施設のうち土木構造物及び波及的

影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設のうち土木構造物を「屋外重

要土木構造物等」という。 

 

 

図 3－3－1 屋外重要土木構造物等 配置図 
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表 3－3－1 屋外重要土木構造物等の構造形式 

構造物名称 

要求機能 

1)箱型 

構造物 

2)線状 

構造物 

3)円筒状 

構造物 

4)直接 

基礎 

5)管路 

構造物 

取水槽 ○     

屋外配管ダクト 

（タービン建物～排気筒） 
 ○    

Ｂ－ディーゼル燃料 

貯蔵タンク格納槽 
○     

屋外配管ダクト（Ｂ－ディー

ゼル燃料貯蔵タンク 

～原子炉建物） 

 ○    

屋外配管ダクト 

（タービン建物～放水槽） 
 ○    

取水管     ○ 

取水口   ○   

第１ベントフィルタ格納槽 ○     

低圧原子炉代替 

注水ポンプ格納槽 
○     

緊急時対策所用 

燃料地下タンク 
○     

ガスタービン発電機用 

軽油タンク基礎 
   ○  

屋外配管ダクト（ガスタービ

ン発電機用軽油タンク 

～ガスタービン発電機） 

 ○    

免震重要棟遮蔽壁  ○    

復水貯蔵タンク遮蔽壁   ○   

１号機取水槽ピット部及び１

号機取水槽漸拡ダクト部底版 
○     
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(2) 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重の整理 

表 3－3－2 に従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重を示す。

従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重として，動土圧及び動水

圧，摩擦力，慣性力が挙げられる。 

 

表 3－3－2 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重 

作用荷重 作用荷重のイメージ＊ 

①動土圧及

び動水圧 

従来設計手法における評価

対象断面に対して，平行に配

置される構造部材に作用す

る動土圧及び動水圧 

 

 

 

②摩擦力 

周辺の埋戻土と躯体間で生

じる相対変位に伴い発生す

る摩擦力 

 

 

 

③慣性力 躯体に作用する慣性力 

 

 

 

注記＊：作用荷重のイメージ図は平面図を示す。 
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(3) 荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式の抽出 

表 3－3－3 に，3.3.1(1)で整理した構造形式ごとに，3.3.1(2)で整理した荷重作

用による影響程度を示す。 

評価対象構造物の地震時の挙動は，躯体が主に地中に埋設されることから，周辺

地盤の挙動に大きく影響される。3.3.1(2)で整理した荷重のうち「②摩擦力」や「③

慣性力」は，「①動土圧及び動水圧」と比較するとその影響は小さいことから，水

平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響検討の対象とする構造物の抽出では，

「①動土圧及び動水圧」による影響を考慮する。ただし，「3)円筒状構造物」及び

「4)直接基礎」のうち，地上に設置されている構造物の場合，「③慣性力」の影響

が大きくなることから，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響検討の対象

とする構造物の抽出では，「③慣性力」による影響を考慮する。 

「1)箱型構造物」は，妻壁（評価対象断面に対して平行に配置される壁部材）等

を有することから，従来設計手法における評価対象断面に対して直交する「①動土

圧及び動水圧」が作用する。 

「2)線状構造物」については，その構造上の特徴として，妻壁等を有さない若し

くは妻壁（小口）の面積が小さいことから，従来設計手法における評価対象断面に

対して直交する「①動土圧及び動水圧」は作用しない。 

「3)円筒状構造物」及び「4)直接基礎」については，従来設計手法における評価

対象断面に対して直交する「①動土圧及び動水圧」が作用し，図 3－3－2 に示すよ

うに水平 2 方向入力による応力の集中が考えられる。同様に，「3)円筒状構造物」

及び「4)直接基礎」のうち地上に設置されている構造物については，従来設計手法

における評価対象断面に対して直交する「③慣性力」が作用することによる応力の

集中が考えられる。 

「5)管路構造物」については，その構造上の特徴として，妻壁等を有さない若し

くは妻側（小口）の面積が小さいことから，従来設計手法における評価対象断面に

対して直交する「①動土圧及び動水圧」は作用しない。一方，取水管は延長が長い

構造であることから，従来設計手法において，管軸方向と管軸直角方向の応力を合

成した応力評価を実施しており，水平 2 方向及び鉛直方向の地震力を同時に作用さ

せて評価を行っている。 

以上のことから，荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式として，「1)

箱型構造物」，「3)円筒状構造物」，「4)直接基礎」，及び「5)管路構造物」を抽

出する。 
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図 3－3－2 円筒状構造物及び直接基礎にかかる応答特性 

 

円筒状構造物 

（例：取水口） 

 応力が集中 

荷重 

荷重 x 

y 
直接基礎 

（ガスタービン発電機

用軽油タンク基礎） 
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(4) 従来設計手法における評価対象断面以外の 3 次元的な応答特性が想定される箇

所の抽出

(3)で抽出しなかった構造形式である線状構造物について，構造物ごとの平面図

及び断面図を以下に示す。各構造物の構造，地盤条件等を考慮したうえで，従来設

計手法における評価対象断面以外の 3 次元的な応答特性が想定される箇所を抽出

する。 

a. 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）

図 3－3－3～3－3－7 に屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の平面図及び

断面図を示す。屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）は，構造目地を設けるた

め，独立した線状構造物が接しているのみであり，3 次元的な応答特性は想定され

ず，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

図 3－3－3 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 平面図 

Ｂ 

Ｂ Ａ 

Ａ 

Ｃ Ｃ 

屋外配管ダクト 
（タービン建物～放水槽）

至 タービン 
建物 

至 排気筒 

屋外配管ダクト 
（タービン建物～排気筒）

Ｄ Ｄ 

至 放水槽 

：構造目地
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図 3－3－4 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 断面図（Ａ－Ａ断面） 

図 3－3－5 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

（単位:mm） 

（単位:mm） 

屋外配管ダクト 
（タービン建物～放水槽）

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 
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図 3－3－6 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 断面図（Ｃ－Ｃ断面） 

図 3－3－7 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 断面図（Ｄ－Ｄ断面） 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

屋外配管ダクト 
（タービン建物～放水槽） （単位:mm） 

（単位:mm） 

：構造目地
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b. 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）

図 3－3－8～3－3－13 に屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子

炉建物）の平面図及び断面図を示す。屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タ

ンク～原子炉建物）は，構造目地を設けるため，独立した線状構造物が接している

のみであり，3 次元的な応答特性は想定されず，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の

組合せの影響は小さい。 

図 3－3－8 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

平面図 
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図 3－3－9 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（Ａ－Ａ断面） 

図 3－3－10 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

図 3－3－11 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（Ｃ－Ｃ断面） 
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図 3－3－12 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（Ｄ－Ｄ断面） 

図 3－3－13 屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

断面図（Ｅ－Ｅ断面） 

屋外配管ダクト
（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）

原子炉建物

E→←W

▽EL+15000

単位：㎜

折
れ

点

折
れ

点

（単位:mm） 

：構造目地
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c. 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

図 3－3－14～3－3－18 に屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の平面図及

び断面図を示す。屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）は，構造目地を設ける

ため，独立した線状構造物が接しているのみであり，3 次元的な応答特性は想定さ

れず，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

図 3－3－14 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 平面図 

\\

￥

\\

￥

\\

￥
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図 3－3－15 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 断面図（Ａ－Ａ断面） 

図 3－3－16 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

図 3－3－17 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 断面図（Ｃ－Ｃ断面） 

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 3－3－18 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 断面図（Ｄ－Ｄ断面） 

（単位:mm） 

Ｓ Ｗ 
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d. 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

図 3－3－19 及び図 3－3－20 に屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タン

ク～ガスタービン発電機）の平面図及び断面図を示す。屋外配管ダクト（ガスター

ビン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）は，構造目地を設けるため，独立

した線状構造物が接しているのみであり，3 次元的な応答特性は想定されず，水平

2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

 

 

図 3－3－19 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

平面図 

  

（単位:mm） 

Ａ 

Ａ 

：構造目地



78 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

図 3－3－20 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 

断面図（Ａ－Ａ断面） 

（単位:mm） 
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e. 免震重要棟遮蔽壁 

免震重要棟遮蔽壁については，図 3－3－21 の平面図に示すとおり，屋外の上位

クラスの施設である緊急時対策所に波及的影響を及ぼす範囲に屈曲部や隅角部は

存在しないことから，3 次元的な応答特性が想定される箇所としては対象外である。 

 

 

図 3－3－21 免震重要棟遮蔽壁 平面図 

 

線状構造物として分類した屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒），屋外配管

ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物），屋外配管ダクト（タービ

ン建物～放水槽），屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスター

ビン発電機）及び免震重要棟遮蔽壁について，各構造物の構造，地盤条件等を考慮

したうえで，従来設計手法における評価対象断面以外の 3 次元的な応答特性が想定

される箇所を確認した。 

その結果，これらの構造物については，従来設計手法における評価対象断面以外

の 3 次元的な応答特性が想定される箇所がないことを確認した。 

 

  

対象範囲 

単位：m 

免震重要棟遮蔽壁 

：構造目地
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(5) 従来設計手法の妥当性の確認

図 3－3－22 に示すとおり，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の底版の

一部が屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の頂板の一部と一体化している部

位については，妻壁に相当する部位があり，3 次元的な拘束効果が発生するため，

従来設計では評価していない配力鉄筋への影響を確認する必要がある。よって，屋

外配管ダクト（タービン建物～排気筒）と屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

との一体化部については，弱軸方向への変形により発生する軸方向の引張力が配力

鉄筋に与える影響を確認するため，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる

影響評価を実施する。 

図 3－3－22 屋外配管ダクト(タービン建物～排気筒)と屋外配管ダクト（タービン建物

～放水槽）との一体化部イメージ 

イメージ図方向

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

Ｎ 

管軸方向

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽） :屋外配管ダクト一体化部

凡例

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）

タービン建物
東

西
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3.3.2 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出結果 

3.3.1 の検討を踏まえ，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価

を検討すべき構造形式として，構造及び作用荷重の観点から，箱型構造物及び線状

構造物を抽出した。以下に，構造形式ごとの選定結果を示す。 

(1) 箱型構造物

箱型構造物については，取水槽，Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽，第１ベ

ントフィルタ格納槽，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽，緊急時対策所用燃料地下

タンク，１号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版)の全ての構造

物に対して，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を行う。箱形

構造物の平面図及び断面図を図 3－3－23～図 3－3－47 に示す。 

 

図 3－3－23 取水槽 平面図 

Ａ Ｂ Ｃ Ｅ 

Ｃ Ａ Ｂ Ｅ 

Ｄ 

Ｄ 

（単位:mm） 
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図 3－3－24 取水槽 断面図(Ａ－Ａ断面) 

図 3－3－25 取水槽 断面図(Ｂ－Ｂ断面) 

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 3－3－26 取水槽 断面図(Ｃ－Ｃ断面) 

図 3－3－27 取水槽 断面図(Ｄ－Ｄ断面) 

Ａ Ｂ Ｃ Ｅ 

Ｃ Ａ Ｂ Ｅ 

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 3－3－28 取水槽 断面図(Ｅ－Ｅ断面) 

（単位:mm） 
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図 3－3－29 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 平面図 

図 3－3－30 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 断面図（Ａ－Ａ断面） 

\\

￥
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図 3－3－31 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

図 3－3－32 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 断面図（Ｃ－Ｃ断面） 
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図 3－3－33 第 1 ベントフィルタ格納槽 平面図 

図 3－3－34 第 1 ベントフィルタ格納槽 断面図（Ａ－Ａ断面） 

（単位:mm） 
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図 3－3－35 第 1 ベントフィルタ格納槽 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

図 3－3－36 第 1 ベントフィルタ格納槽 断面図（Ｃ－Ｃ断面） 

（単位:mm） 
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図 3－3－37 第 1 ベントフィルタ格納槽 断面図（Ｄ－Ｄ断面） 

図 3－3－38 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 平面図 
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図 3－3－39 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（Ａ－Ａ断面） 

図 3－3－40 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 3－3－41 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（Ｃ－Ｃ断面） 

図 3－3－42 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図（Ｄ－Ｄ断面） 

（単位:mm） 
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図 3－3－43 緊急時対策所用燃料地下タンク 平面図 

図 3－3－44 緊急時対策所用燃料地下タンク 断面図（Ａ－Ａ断面） 

図 3－3－45 緊急時対策所用燃料地下タンク 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

（単位:mm） 

Ａ 

Ａ 

Ｂ Ｂ 
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平面図 

図 3－3－46 １号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版平面図 

図 3－3－47 １号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版断面図 

（Ａ－Ａ断面） 

対象箇所位置 

Ａ 

\\

￥

Ａ 

\\

￥
（単位:m） 

漸拡ダクト部底版 

取水槽ピット部 
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(2) 線状構造物

線状構造物については，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の底版の一部

が屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の頂板の一部と一体化している部位に，

妻壁に相当する部位があり，3 次元的な拘束効果が発生するため，一体化部に対し

て水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を行う。屋外配管ダクト

（タービン建物～排気筒）の平面図及び断面図を図 3－3－48～図 3－3－50 に示す。

断面図は一体化部が関係するＢ－Ｂ断面及びＣ－Ｃ断面のみ示す。断面図には，一

体化部として影響評価を行う屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の底版を示

す。 

図 3－3－48 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 平面図 

Ｂ 

Ｂ Ａ 

Ａ 

Ｃ Ｃ 

屋外配管ダクト 
（タービン建物～放水槽）

至 タービン 
建物 

至 排気筒 

屋外配管ダクト 
（タービン建物～排気筒）

Ｄ Ｄ 

至 放水槽 

一体化部 

：構造目地
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図 3－3－49 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

図 3－3－50 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 断面図（Ｃ－Ｃ断面） 

屋外配管ダクト 
（タービン建物～放水槽）

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

屋外配管ダクト 
（タービン建物～放水槽） （単位:mm） 

一体化部 
（屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）底板） 

一体化部 
（屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）底板） 

（単位:mm） ：構造目地

：構造目地
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(3) 円筒状構造物 

円筒状構造物については，取水口及び復水貯蔵タンク遮蔽壁に対して，水平 2 方

向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を行う。円筒状構造物の平面図及び

断面図を図 3－3－51～図 3－3－55 に示す。 

 

図 3－3－51 取水口 平面図 

  

N 取水口Ⅰ 

取水口Ⅱ 
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図 3－3－52 取水口 断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

 

図 3－3－53 取水口 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

  

（単位:mm） 

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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図 3－3－54 復水貯蔵タンク遮蔽壁 平面図 

 

 

図 3－3－55 復水貯蔵タンク遮蔽壁 断面図（Ａ－Ａ断面） 
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(4) 直接基礎 

直接基礎については，ガスタービン発電機用軽油タンク基礎に対して，水平 2 方

向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を行う。ガスタービン発電機用軽油

タンク基礎の平面図及び断面図を図 3－3－56～図 3－3－58 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－3－56 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 平面図 

 

図 3－3－57 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 断面図（Ａ－Ａ断面） 

  

N 

ガスタービン発電機用軽油タ
ンク基礎 

Ａ 

Ａ 

Ｂ Ｂ 

（単位:mm） 
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図 3－3－58 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 
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(5) 管路構造物 

管路構造物については，取水管に対して，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合

せによる影響評価を行う。取水管の平面図及び断面図を図 3－3－59～図 3－3－62

に示す。 

 

図 3－3－59 取水管 平面図 

  

Ａ 

Ａ 

Ｃ 

Ｃ 

Ｂ Ｂ 

N 
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図 3－3－60 取水管 断面図（Ａ－Ａ断面） 

Ｂ Ｂ 

Ｃ Ｃ 
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図 3－3－61 取水管 断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

図 3－3－62 取水管 断面図（Ｃ－Ｃ断面） 
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3.3.3 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の影響評価結果 

(1) 箱型構造物

a. 評価方法

箱型構造物のうち，本書においては，矩形の構造物のうち構造が単純で水平 2 方

向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価が明確なＢ－ディーゼル燃料貯蔵

タンク格納槽，第１ベントフィルタ格納槽，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽及び

緊急時対策所用燃料地下タンクの評価結果を示す。 

なお，取水槽については，Ⅵ-2-2-19「取水槽の耐震性についての計算書」におい

て，１号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版については，Ⅵ-2-

11-2-4「１号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版の耐震性につい

ての計算書」において，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した耐震評

価を実施し，十分な構造強度を有していることを確認している。 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価については，箱型構造物

の弱軸方向断面及び強軸方向断面におけるそれぞれの 2 次元地震応答解析にて，互

いに干渉し合う断面力や応力を選定し，弱軸方向加振における部材照査において，

強軸方向加振の影響を考慮し評価する。 

強軸方向加振については，箱型構造物の隔壁・側壁が，強軸方向加振にて耐震壁

としての役割を担うことから，当該構造部材を耐震壁と見なし，「鉄筋コンクリー

ト構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－（日本建築学会，1999）」（以下「Ｒ

Ｃ規準」という。）に準拠し耐震評価を実施する。 

ＲＣ規準では，耐震壁に生じるせん断力（面内せん断）に対して，コンクリート

のみで負担できるせん断耐力と，鉄筋のみで負担できるせん断耐力のいずれか大き

い方を鉄筋コンクリートのせん断耐力として設定する。したがって，壁部材に生じ

るせん断力がコンクリートのみで負担できるせん断力以下であれば，鉄筋によるせ

ん断負担はなく鉄筋には応力が発生しないものとして取り扱う。 

一方，強軸方向加振にて生じるせん断力を，箱型構造物の隔壁・側壁のコンクリ

ートのみで負担できず，鉄筋に負担させる場合，図 3－3－63 に示すとおり，強軸

方向加振にて発生する側壁・隔壁の主筋の発生応力が，弱軸方向における構造部材

の照査に影響を及ぼす可能性がある。 

したがって，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価において

は，強軸方向加振にて発生する応力を，弱軸方向における構造部材の照査に付加す

ることで，その影響の有無を検討する。 

弱軸方向及び強軸方向の地震応答解析では，保守的に両方とも基準地震動Ｓｓを

用いる。 

図 3－3－64に水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せによる評価フローを示す。 
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図 3－3－63 強軸方向加振及び弱軸方向加振において発生する断面力・応力 

①強軸方向加振 ②弱軸方向加振 備考

My (y軸まわりの曲げモーメント) △ ×

Mx (x軸まわりの曲げモーメント) × ○

Nz (鉛直方向軸力) ○ ○ 互いに干渉する可能性あり

Nzx (zx平面面内せん断) ○ ×

Qz (z方向面外せん断) × ○

主筋 ○ ○ 互いに干渉する可能性あり

配力筋 ○ ×

せん断補強筋 × ○

（○：発生する可能性あり，△：発生する可能性があるが極めて軽微，×：発生しない）

断面力

応力

z 

y 
z 

x 

y 

①強軸方向加振 ②弱軸方向加振
（左図赤線断面）

主筋 
配力筋 
せん断補強筋 

地震力の向き 地震力の向き 
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b. 評価条件

箱型構造物の評価条件については，各構造物それぞれに対応する地震応答計算書

に記載の解析手法，解析モデルの設置，解析ケース及び地震動とする。 

c. 許容限界

許容限界は，ＲＣ規準を参考に，以下の式で求まるコンクリートの許容せん断力

（Ｑ１）から算定する短期許容せん断応力度τＡとする。 

Ｑ１＝ｔ・ｌ・ｆｓ 

ここで， 

ｔ：壁の厚さ 

ｌ：壁部材の幅 

ｆｓ：コンクリートの短期許容せん断応力度 

（（Ｆｃ/30 かつ 0.5＋Ｆｃ/100 以下）の 1.5 倍） 
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d. 評価結果

(a) Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽

強軸方向断面（Ｂ－Ｂ断面）にて発生する面内せん断応力度は，表 3－3－4 に

示すとおり最大で 0.47（N/mm2）である。一方で，ＲＣ規準による許容限界であ

る短期許容せん断応力度は 1.11（N/mm2）であり，照査値は 1.0 を下回ることか

ら強軸方向加振にて壁部材に生じるせん断応力は，弱軸方向断面の耐震評価に影

響を与えることはない。 

表 3－3－4 面内せん断に対する照査結果（対象部位①） 

解析 

ケース
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

τＡ（N/mm2） 

照査値 

τmax／τＡ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.39 

1.11 

0.36 

－＋ 0.34 0.31 

＋－ 0.40 0.37 

－－ 0.34 0.31 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.26 0.24 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.29 0.27 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.25 0.23 

－＋ 0.33 0.30 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.25 0.23 

－＋ 0.28 0.26 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.25 0.23 

－＋ 0.28 0.25 

② Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.37 0.34 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.47 0.43 

注：評価位置を図 3－3－65 に示す。 

図 3－3－65 評価位置図 
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(b) 第１ベントフィルタ格納槽

強軸方向断面（Ｃ－Ｃ断面）にて発生する面内せん断応力度は，表 3－3－5～

表 3－3－8 に示すとおり最大で 0.76（N/mm2）である。一方で，ＲＣ規準による

許容限界である短期許容せん断応力度は 1.11（N/mm2）であり，照査値は 1.0 を

下回ることから強軸方向加振にて壁部材に生じるせん断応力は，弱軸方向断面の

耐震評価に影響を与えることはない。 

表 3－3－5 面内せん断に対する照査結果（対象部位①） 

解析 

ケース
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

τＡ（N/mm2） 

照査値 

τmax／τＡ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.20 

1.11 

0.18 

－＋ 0.20 0.19 

＋－ 0.20 0.18 

－－ 0.18 0.16 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.16 0.15 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.14 0.13 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.14 0.13 

－＋ 0.13 0.13 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.13 0.12 

－＋ 0.13 0.12 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.14 0.13 

－＋ 0.12 0.11 

② Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.13 0.12 

③ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.14 0.13 

④ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.21 0.19 

⑤ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.21 0.19 

注：評価位置を図 3－3－66 に示す。 

図 3－3－66 評価位置図 
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表 3－3－6 面内せん断に対する照査結果（対象部位②） 

解析 

ケース
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

τＡ（N/mm2） 

照査値 

τmax／τＡ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.53 

1.11 

0.48 

－＋ 0.45 0.41 

＋－ 0.52 0.47 

－－ 0.45 0.41 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.38 0.34 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.35 0.32 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.36 0.33 

－＋ 0.39 0.36 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.34 0.31 

－＋ 0.34 0.31 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.35 0.32 

－＋ 0.33 0.30 

② Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.39 0.36 

③ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.39 0.36 

④ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.44 0.40 

⑤ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.44 0.40 

注：評価位置を図 3－3－67 に示す。 

図 3－3－67 評価位置図 
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表 3－3－7 面内せん断に対する照査結果（対象部位③） 

解析 

ケース
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

τＡ（N/mm2） 

照査値 

τmax／τＡ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.61 

1.11 

0.55 

－＋ 0.57 0.52 

＋－ 0.59 0.54 

－－ 0.57 0.52 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.44 0.40 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.42 0.38 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.37 0.34 

－＋ 0.46 0.41 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.37 0.34 

－＋ 0.37 0.34 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.35 0.32 

－＋ 0.39 0.36 

② Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.45 0.41 

③ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.46 0.42 

④ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.45 0.45 

⑤ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.45 0.45 

注：評価位置を図 3－3－68 に示す。

図 3－3－68 評価位置図 
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表 3－3－8 面内せん断に対する照査結果（対象部位④） 

解析 

ケース 
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

τＡ（N/mm2） 

照査値 

τmax／τＡ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.76  

1.11 

0.69  

－＋ 0.66  0.60  

＋－ 0.75  0.68  

－－ 0.71  0.64  

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.51  0.46  

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.55  0.50  

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.48  0.44  

－＋ 0.56  0.50  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.47  0.43  

－＋ 0.47  0.43  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.47  0.43  

－＋ 0.45  0.41  

② Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.55 0.50  

③ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.57 0.52 

④ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.59 0.53  

⑤ Ｓｓ－Ｎ１ －＋ 0.58 0.53  

注：評価位置を図 3－3－69 に示す。 

 

 

図 3－3－69 評価位置図 
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(c) 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 

強軸方向断面（Ｃ－Ｃ断面）にて発生する面内せん断応力度は，表 3－3－9～

表 3－3－13 に示すとおり最大で 0.96（N/mm2）である。一方で，ＲＣ規準による

許容限界である短期許容せん断応力度は 1.11（N/mm2）であり，照査値は 1.0 を

下回ることから強軸方向加振にて壁部材に生じるせん断応力は，弱軸方向断面の

耐震評価に影響を与えることはない。 

 

表 3－3－9 面内せん断に対する照査結果（対象部位①） 

解析 

ケース 
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

τＡ（N/mm2） 

照査値 

τmax／τＡ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.44  

1.11 

0.40  

－＋ 0.35  0.32  

＋－ 0.29  0.27  

－－ 0.37  0.34  

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.24  0.22  

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.26  0.24  

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.23  0.22  

－＋ 0.23  0.22  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.23  0.21  

－＋ 0.21  0.19  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.25  0.23  

－＋ 0.21  0.19  

② Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.29 0.27  

③ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.29 0.27  

④ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.40 0.37  

⑤ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.40 0.37  

注：評価位置を図 3－3－70 に示す。 

 

 

図 3－3－70 評価位置図  
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表 3－3－10 面内せん断に対する照査結果（対象部位②） 

解析 

ケース 
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

τＡ（N/mm2） 

照査値 

τmax／τＡ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.13  

1.11 

0.12  

－＋ 0.11  0.11  

＋－ 0.10  0.09  

－－ 0.13  0.12  

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.08  0.08  

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.09  0.09  

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.08  0.08  

－＋ 0.08  0.08  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.07  0.07  

－＋ 0.06  0.06  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.07  0.07  

－＋ 0.07  0.07  

② Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.10 0.09  

③ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.10 0.09  

④ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.11 0.11  

⑤ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.11 0.10  

注：評価位置を図 3－3－71 に示す。 

 

 

図 3－3－71 評価位置図 
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表 3－3－11 面内せん断に対する照査結果（対象部位③） 

解析 

ケース 
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

τＡ（N/mm2） 

照査値 

τmax／τＡ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.61  

1.11 

0.55  

－＋ 0.57  0.51  

＋－ 0.56  0.51  

－－ 0.58  0.53  

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.42  0.38  

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.47  0.43  

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.40  0.37  

－＋ 0.46  0.42  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.39  0.36  

－＋ 0.38  0.34  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.36  0.33  

－＋ 0.38  0.35  

② Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.57 0.52  

③ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.57 0.52  

④ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.69 0.63  

⑤ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.70 0.63  

注：評価位置を図 3－3－72 に示す。 

 

 

図 3－3－72 評価位置図 
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表 3－3－12 面内せん断に対する照査結果（対象部位④） 

解析 

ケース 
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

τＡ（N/mm2） 

照査値 

τmax／τＡ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.88  

1.11 

0.80  

－＋ 0.96  0.87  

＋－ 0.88  0.80  

－－ 0.94  0.85  

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.65  0.59  

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.74  0.67  

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.63  0.58  

－＋ 0.67  0.60  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.59  0.53  

－＋ 0.61  0.55  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.59  0.53  

－＋ 0.58  0.53  

② Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.88 0.80  

③ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.88 0.80  

④ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.93 0.84  

⑤ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.93 0.84  

注：評価位置を図 3－3－73 に示す。 

 

 

図 3－3－73 評価位置図 
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表 3－3－13 面内せん断に対する照査結果（対象部位⑤） 

解析 

ケース 
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

τＡ（N/mm2） 

照査値 

τmax／τＡ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.65  

1.11 

0.59  

－＋ 0.68  0.61  

＋－ 0.55  0.50  

－－ 0.70  0.63  

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.45  0.41  

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.59  0.53  

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.54  0.49  

－＋ 0.37  0.34  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.47  0.43  

－＋ 0.42  0.38  

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.45  0.41  

－＋ 0.42  0.38  

② Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.56  0.51  

③ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.57 0.51  

④ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.71 0.64  

⑤ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.70 0.64  

注：評価位置を図 3－3－74 に示す。 

 

 

図 3－3－74 評価位置図 
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(d) 緊急時対策所用燃料地下タンク 

強軸方向断面（Ｂ－Ｂ断面）にて発生する面内せん断応力度は，表 3－3－14 に

示すとおり最大で 0.23（N/mm2）である。一方で，ＲＣ規準による許容限界であ

る短期許容せん断応力度は 1.11（N/mm2）であり，照査値は 1.0 を下回ることか

ら強軸方向加振にて壁部材に生じるせん断応力は，弱軸方向断面の耐震評価に影

響を与えることはない。 

 

表 3－3－14 面内せん断に対する照査結果（対象部位①） 

解析 

ケース 
地震動 

面内せん断 

応力度 

τmax（N/mm2） 

短期許容 

せん断応力度 

τＡ（N/mm2） 

照査値 

τmax／τＡ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.22 

1.11 

0.20 

－＋ 0.20 0.18 

＋－ 0.23 0.21 

－－ 0.20 0.18 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.01 0.01 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.01 0.01 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.19 0.17 

－＋ 0.20 0.19 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.15 0.14 

－＋ 0.18 0.17 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.14 0.13 

－＋ 0.16 0.14 

② Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.23 0.20 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋－ 0.22 0.20 

注：評価位置を図 3－3－75 に示す。 

 

 

図 3－3－75 評価位置図  
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(2) 線状構造物 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）については，Ⅵ-2-2-21「屋外配管ダク

ト（タービン建物～排気筒）の耐震性についての計算書」において，水平 2 方向及

び鉛直方向地震力の組合せを考慮した耐震評価を実施し，十分な構造強度を有して

いることを確認している。 

 

(3) 円筒状構造物 

取水口については，Ⅵ-2-2-29「取水口の耐震性についての計算書」において，復

水貯蔵タンク遮蔽壁については，Ⅵ-2-11-2-12「復水貯蔵タンク遮蔽壁の耐震性に

ついての計算書」において，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した耐

震評価を実施し，十分な構造強度を有していることを確認している。 

 

(4) 直接基礎 

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎については，Ⅵ-2-2-36「ガスタービン発

電機用軽油タンク基礎の耐震性についての計算書」において，水平 2 方向及び鉛直

方向地震力の組合せを考慮した耐震評価を実施し，十分な構造強度を有しているこ

とを確認している。 

 

(5) 管路構造物 

取水管については，Ⅵ-2-2-28「取水管の耐震性についての計算書」において，水

平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した耐震評価を実施し，十分な構造強

度を有していることを確認している。 
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3.3.4 機器・配管系への影響 

屋外重要土木構造物等において，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響

評価対象として抽出した構造物について，機器・配管系への影響の可能性について

検討した。 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値への影響については，構造

物にねじれが発生する場合，応答に影響を与えると考えられる。 

 

(1) 箱型構造物 

箱型構造物については，鉄筋コンクリート部材の底版や側壁が厚く，全体の剛性

が大きいことから，地震力によるねじれが発生し難い構造となる。そのため，直交

するそれぞれの方向の加振の影響は互いに顕著な影響を及ぼさないと考えられる。 

 

(2) 線状構造物 

線状構造物のうち，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価対象とし

て抽出した屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の一体化部については，直交

するダクトが交差する箇所であり，剛性が大きいことから，地震力によるねじれが

発生し難い構造となる。そのため，直交するそれぞれの方向の加振の影響は互いに

顕著な影響を及ぼさないと考えられる。 

 

(3) 円筒状構造物 

円筒状構造物である取水口及び復水貯蔵タンク遮蔽壁については，機器・配管系

を支持していないことから影響はない。 

 

(4) 直接基礎 

直接基礎であるガスタービン発電機用軽油タンク基礎については，鉄筋コンクリ

ート部材の底版が厚く，全体の剛性が大きい。また，鉛直部材が左右対称に配置さ

れており，地震力によるねじれが発生し難い構造となる。そのため，直交するそれ

ぞれの方向の加振の影響は互いに顕著な影響を及ぼさないと考えられる。 

 

(5) 管路構造物 

管路構造物である取水管については，機器・配管系を支持していないことから影

響はない。 

  



 

121 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

3.3.5 まとめ 

屋外重要土木構造物等において，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の影響を受ける

可能性がある施設（部位）について，従来設計手法における保守性も考慮したうえ

で抽出し，水平 1 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる設計に対して影響を評価

した。その結果，水平 2 方向及び鉛直方向地震力を想定した発生応力が許容値を満

足し，施設が有する耐震性に影響のないことを確認した。 
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3.4 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備 

3.4.1 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出 

(1) 評価対象となる施設の整理 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価を実施する対象設備は，津波

防護施設である防波壁，防波壁通路防波扉及び１号機取水槽流路縮小工，浸水防止

設備である防水壁，屋外排水路逆止弁，水密扉，床ドレン逆止弁，隔離弁，貫通部

止水処置，ポンプ及び配管，津波監視設備である津波監視カメラ及び取水槽水位計

とする。各構造物の位置図を図 3.4.1－1 に，評価対象施設を表 3.4.1－1 に示す。 

 

 

 

 

 

図 3.4.1－1 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備位置図（1／5） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

２号炉 

 

復水器エリア防水壁 

貫通部止水処置 

復水器エリア水密扉 

タービン建物床ドレン逆止弁 Ｂ－非常用ディーゼル発電機（燃料移送系） 

屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃

料貯蔵タンク～原子炉建物） 

ガスタービン発電機用軽油タンク 

凡例 
津波防護施設 

津波監視設備 

設計基準対象施設（重大事故等対処 

設備を含む）の津波防護対象設備を 

内包する建物・区画 
 

浸水防止設備 

(外郭防護) 

浸水防止設備 

(内郭防護)＊ 

重大事故等対処施設の津波防護対象 

設備を内包する建物・区画  

注記＊：基準地震動Ｓｓによる地震力に対してバウンダリ機能保持のみを要求する機器・配管を除く。 

廃棄物処理建物 

制御室建物 

１号機取水槽流路縮小工 

取水槽水位計 

取水槽除じん機エリア防水壁 

取水槽除じん機エリア水密扉 

取水槽床ドレン逆止弁 

貫通部止水処置 

隔離弁 

貫通部止水処置 

防波壁 

第４保管エリア（EL 8.5m） 
屋外排水路逆止弁 

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 

隔離弁 

排気筒 

津波監視カメラ 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 

第１ベントフィルタ格納槽 

原子炉建物 

防波壁通路防波扉 
取水槽海水ポンプエリア， 

取水槽循環水ポンプエリア 

第３保管エリア（EL 13.0～33.0m） 

津波監視カメラ 

津波監視カメラ 

EL 6.5m 

EL 8.5m 

EL 44.0m 

EL 15.0m Ａ-非常用ディーゼル発電機（燃料移送系） 
高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機（燃料移送系） 

第２保管エリア（EL 44.0m） 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

タービン建物 

屋外排水路逆止弁 

屋外排水 

路逆止弁 
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図 3.4.1－1 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備位置図（2／5） 

 

 

 

図 3.4.1－1 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備位置図（3／5） 
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図 3.4.1－1 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備位置図（4／5） 
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図 3.4.1－1 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備位置図（5／5）  
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表 3.4.1－1 評価対象施設 

設備名称 施設分類 

防波壁 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

津波防護施設 

防波壁（逆Ｔ擁壁） 

防波壁（波返重力擁壁） 

防波壁通路防波扉 防波壁通路防波扉（１号機北側） 

防波壁通路防波扉（２号機北側） 

防波壁通路防波扉（荷揚場南） 

防波壁通路防波扉（３号機東側） 

１号機取水槽流路縮小工 

防水壁 取水槽除じん機エリア防水壁 

浸水防止設備 

復水器エリア防水壁 

屋外排水路逆止弁 

水密扉 取水槽除じん機エリア水密扉 

復水器エリア水密扉 

床ドレン逆止弁 取水槽床ドレン逆止弁 

タービン建物床ドレン逆止弁 

隔離弁 タービン補機海水系隔離システム 

（電動弁，漏えい検知器，制御盤） 

逆止弁 

ポンプ及び配管 

貫通部止水処置 

津波監視カメラ 

津波監視設備 

取水槽水位計 
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津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の水平 2 方向及び鉛直方向地震力

の組合せの影響評価は，Ⅵ-2-1-8「水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに関す

る影響評価方針」の「4.2 機器・配管系」，「4.3 屋外重要土木構造物等」に分

類し評価を行っていることから，その分類を表 3.4.1－2 に示す。 

浸水防止設備及び津波監視設備のうち，Ⅵ-2-1-8「水平 2 方向及び鉛直方向地震

力の組合せに関する影響評価方針」の「4.2 機器・配管系」に基づき，「3.2 機

器・配管系」にて評価結果を示している施設については，本章では評価は省略する。

浸水防止設備の間接支持構造物のうち，「3.1 建物・構築物」及び「3.3 屋外重

要土木構造物等」にて評価結果を示している施設についても，本章では評価は省略

する。 
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表 3.4.1－2 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の分類 

分類 名称 区分 

津波防護施設 

防波壁 

「3.3 屋外重要土木構造物等」の設

計方針に基づく。影響評価については

「3.4.5」に整理する。 

防波壁通路 

防波扉 

１号機北側 「3.2 機器・配管系」の設計方針に

基づく。なお，間接支持構造物の影響

評価は，「3.4.4」に整理する。 ２号機北側 

荷揚場南 「3.3 屋外重要土木構造物等」の設

計方針に基づく。影響評価については

「3.4.5」に整理する。 ３号機東側 

１号機取水槽流路縮小工 

「3.2 機器・配管系」の設計方針に

基づく。なお，間接支持構造物の影響

評価は，「3.3.4」に整理する。 

浸水防止設備 

防水壁 

「3.3 屋外重要土木構造物等」の設

計方針に基づく。影響評価については

「3.4.5」に整理する。なお，間接支持

構造物の影響評価は，「3.1.4」及び

「3.3.4」に整理する。 

屋外排水路逆止弁 

「3.2 機器・配管系」の設計方針に

基づく。なお，間接支持構造物の影響

評価は，「3.1.4」，「3.3.4」又は「3.4.4」

に整理する。 

水密扉 

床ドレン逆止弁 

隔離弁 

ポンプ及び配管 

貫通部止水処置 

津波監視設備 

津波監視カメラ 「3.2 機器・配管系」の設計方針に

基づく。なお，間接支持構造物の影響

評価は，「3.3.4」又は「3.4.4」に整理

する。 取水槽水位計 
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(2) 構造形式の分類 

本章における評価対象構造物である津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設

備並びにその間接支持構造物の構造形式の分類を表 3.4.1－3 に示す。 

構造形式により線状構造物及び鋼管杭基礎の 2 つの構造形式に分類される。 

 

 

  



 

130 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

表 3.4.1－3 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備 

並びにその間接支持構造物の構造形式の分類 

分
類 

構造物 線状構造物 鋼管杭基礎 

津
波
防
護
施
設 

防波壁 

多重鋼管杭式擁壁 
〇 

（上部工） 

〇 

（鋼管杭） 

逆Ｔ擁壁 
〇 

（上部工） 
 

波返重力擁壁 
〇 

（上部工・下部工） 
 

防波壁通路 

防波扉 

１号機北側 

○ 

（防波壁（多重鋼管杭

式擁壁）＊１） 

 

２号機北側 

○ 

（防波壁（多重鋼管杭

式擁壁）＊１） 

 

荷揚場南 
〇 

（上部工＊２） 

〇 

（鋼管杭） 

３号機東側 
〇 

（上部工＊２） 
 

浸
水
防
止
設
備 

防水壁 

取水槽除じん機 

エリア防水壁 

○ 

（防水壁） 
 

復水器エリア 

防水壁 

○ 

（防水壁） 
 

津
波
監
視
設
備 

津波監視カメラ 

〇 

（防波壁（波返重力擁

壁）＊１） 

 

注記＊1：間接支持構造物を示す。なお，本表に示している設備以外の浸水防止設備及び

津波監視設備の間接支持構造物については「3.1 建物・構築物」及び「3.3 屋

外重要土木構造物」にて評価結果を示していることから，本章では評価は省略

する。 
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＊2：主たる止水構造である防波扉（鋼製扉体）については，従来設計手法における

評価対象断面に対して直交方向（強軸方向）の断面係数が相対的に大きいため，

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さいことから評価は省略す

る。一方，防波扉（鋼製扉体）を支持する左右のＲＣ支柱については，線状構

造物である防波壁と一体構造であり，強軸方向の慣性力等の荷重が作用するこ

とで，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定されるため，評価

対象とする。 
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従来設計手法の評価対象断面

加
振
方
向

摩
擦
力

従来設計手法の評価対象断面

加
振
方
向

慣
性
力

従来設計手法の評価対象断面

加
振
方
向

動土圧・動水圧

(3) 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重の整理 

表 3.4.1－4 に従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重を示す。

従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重として，動土圧，動水圧，

摩擦力及び慣性力が挙げられる。 

 

表 3.4.1－4 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重 

作用荷重 作用荷重のイメージ 

①動土圧 

 及び 

 動水圧 

従来設計手法における評価

対象断面に対して，平行に

配置される構造部材に作用

する動土圧及び動水圧 

 

②摩擦力 周辺の埋戻土と躯体間で生

じる相対変位に伴い発生す

る摩擦力 

 

③慣性力 躯体に作用する慣性力 

 

 

 

  



 

133 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

(4) 荷重の組合せによる応答特性が想定される箇所 

表 3.4.1－5 に，3.4.1(2)で整理した構造形式，3.4.1(3)で整理した荷重作用に

よる影響程度と，各構造物の概略図と特徴を示す。 

また，荷重の組合せによる応答特性が想定される箇所として，鋼管杭基礎の防波

壁（多重鋼管杭式擁壁）及び防波壁通路防波扉（荷揚場南）の下部工を抽出する。 
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構
造
形
式
の
分
類

線
状
構
造
物

（
防
波
壁
（
多
重
鋼
管
杭
式
擁
壁

）
上
部
工
）

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
断
面
に

対
し
て
直
交
す
る

荷
重
の
作
用
状
況

①
動
土
圧
及
び
動
水
圧

作
用
し
な
い

②
摩
擦
力

作
用
し
な
い

③
慣
性
力

全
て
の
部
材
に
作
用

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
断
面
に

対
し
て
直
交
す
る
荷
重
の
影
響
程
度

・
従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
対
象
断
面
に
対
し
て

直
交

方
向
（
強
軸
方
向
）
に
①
動
土
圧
及
び
動
水
圧
に
よ
る
荷
重
が
作
用
し
な
い

た
め
影
響
の
程
度
が
小
さ
い
。

水
平
2方

向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の

影
響
が
想
定
さ
れ
る
応
答
特
性

・
防
波
壁
（
多
重
鋼
管
杭
式
擁
壁

）
の
上
部
工
に
は
，
左
記
に
示
す
よ
う
な
水

平
2方

向
入
力
に
よ
る
面
内
荷
重
及
び
面
外
荷
重
の
作
用
が
考
え
ら
れ
る
。

・
上
部
工
に
は
土
圧
及
び
水
圧
等
の
荷
重
が
作
用
し
な
い

こ
と
及
び
面
内
荷
重

と
し
て
強
軸
方
向
の
慣
性
力
に
よ
り
発
生
す
る
応
力
の
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か

ら
，
水
平
2方

向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
組
合
せ
の
影
響
は
小
さ
い
。

抽
出
結
果

×

埋
戻
土

岩
盤

鋼
管

杭

埋
戻
土

捨
石

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
対
象
断
面

加
振
方
向

防
波
壁
（
多
重
鋼
管
杭
式

擁
壁
）
の
上
部
工

 
面
内
荷
重

 

面
外
荷
重
（
土
圧
，
水
圧
等
）

 
x
 

y
 

防
波
壁
（

多
重
鋼
管
杭
式
擁
壁
）
の
上
部
工

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表
3
.
4
.
1
－

5
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
（

1
／

1
0
）
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S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

構
造

形
式

の
分

類
線

状
構

造
物

（
防

波
壁

（
逆

Ｔ
擁

壁
）

上
部

工
）

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
作

用
状

況

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
作

用
し

な
い

②
摩

擦
力

作
用

し
な

い

③
慣

性
力

全
て

の
部

材
に

作
用

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
影

響
程

度
・

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

に
対

し
て

直
交

方
向

（
強

軸
方

向
）

に
①

動
土

圧
及

び
動

水
圧

に
よ

る
荷

重
が

作
用

し
な

い
た

め
影

響
の

程
度

が
小

さ
い

。

水
平

2方
向

及
び

鉛
直

方
向

地
震

力
の

影
響

が
想

定
さ

れ
る

応
答

特
性

・
防

波
壁

（
逆

Ｔ
擁

壁
）

の
上

部
工

に
は

，
左

記
に

示
す

よ
う

な
水

平
2方

向
入

力
に

よ
る

面
内

荷
重

及
び

面
外

荷
重

の
作

用
が

考
え

ら
れ

る
。

・
上

部
工

に
は

土
圧

及
び

水
圧

等
の

荷
重

が
作

用
し

な
い

こ
と

及
び

強
軸

方
向

の
慣

性
力

に
よ

り
発

生
す

る
応

力
の

影
響

は
小

さ
い

こ
と

か
ら

，
水

平
2方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
影

響
は

小
さ

い
。

抽
出

結
果

×

埋
戻
土

岩
盤

グ
ラウ

ン
ドア

ン
カー

鋼
管

杭

改
良

地
盤

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

加
振

方
向

防
波

壁
（

逆
Ｔ

擁
壁

）
の

上
部

工

 
面
内
荷
重

 

面
外
荷
重
（
土
圧
，
水
圧
等
）

 
x
 

y
 

防
波

壁
（

逆
Ｔ

擁
壁

）
の

上
部

工

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表
3
.
4
.
1
－

5
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
（

2
／

1
0
）
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S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

構
造

形
式

の
分

類
線

状
構

造
物

（
防

波
壁

（
波

返
重

力
擁

壁
）

上
部

工
）

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
作

用
状

況

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
作

用
し

な
い

②
摩

擦
力

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

側
面

に
作

用
す

る

③
慣

性
力

全
て

の
部

材
に

作
用

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
影

響
程

度
・

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

に
対

し
て

直
交

方
向

（
強

軸
方

向
）

に
①

動
土

圧
及

び
動

水
圧

に
よ

る
荷

重
が

作
用

し
な

い
た

め
影

響
の

程
度

が
小

さ
い

。

水
平

2方
向

及
び

鉛
直

方
向

地
震

力
の

影
響

が
想

定
さ

れ
る

応
答

特
性

・
防

波
壁

（
波

返
重

力
擁

壁
）

の
上

部
工

に
は

，
左

記
に

示
す

よ
う

な
水

平
2方

向
入

力
に

よ
る

面
内

荷
重

及
び

面
外

荷
重

の
作

用
が

考
え

ら
れ

る
。

・
上

部
工

に
は

土
圧

及
び

水
圧

等
の

荷
重

が
作

用
し

な
い

こ
と

及
び

強
軸

方
向

の
慣

性
力

に
よ

り
発

生
す

る
応

力
の

影
響

は
小

さ
い

こ
と

か
ら

，
水

平
2方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
影

響
は

小
さ

い
。

抽
出

結
果

×

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

岩
盤

グ
ラウ

ン
ドア

ン
カー

護
岸

消
波

ブ
ロッ

ク

埋
戻
土

（
掘

削
ズ

リ）

改
良

地
盤

砂
礫

層

加
振

方
向

 
面
内
荷
重

 

面
外
荷
重
（
土
圧
，
水
圧
等
）

 
x
 

y
 

防
波

壁
（

波
返

重
力

擁
壁

）
の

上
部

工防
波

壁
（

波
返

重
力

擁
壁

）
の

上
部

工

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表
3
.
4
.
1
－

5
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
（

3
／

1
0
）
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S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

構
造

形
式

の
分

類
線

状
構

造
物

（
防

波
壁

（
波

返
重

力
擁

壁
）

下
部

工
）

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
作

用
状

況

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
作

用
し

な
い

②
摩

擦
力

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

側
面

に
作

用
す

る

③
慣

性
力

全
て

の
部

材
に

作
用

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
影

響
程

度
・従

来
設

計
手

法
に

お
け

る
評

価
対

象
断

面
に

対
し

て
直

交
方

向
（

強
軸

方
向

）
に

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
に

よ
る

荷
重

が
作

用
し

な
い

た
め

影
響

の
程

度
が

小
さ

い
。

水
平

2方
向

及
び

鉛
直

方
向

地
震

力
の

影
響

が
想

定
さ

れ
る

応
答

特
性

・防
波

壁
（

波
返

重
力

擁
壁

）
の

下
部

工
に

は
，

左
記

に
示

す
よ

う
な

水
平

2方
向

入
力

に
よ

る
面

内
荷

重
及

び
面

外
荷

重
の

作
用

が
考

え
ら

れ
る

。
・下

部
工

は
強

軸
方

向
の

慣
性

力
に

よ
り

発
生

す
る

応
力

の
影

響
は

小
さ

い
こ

と
か
ら
，
水
平
2方

向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
組
合
せ
の
影
響
は
小
さ
い
。

抽
出

結
果

×

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

岩
盤

グ
ラウ

ン
ドア

ン
カー

護
岸

消
波

ブ
ロッ

ク

埋
戻
土

（
掘

削
ズ

リ）

改
良

地
盤

砂
礫

層

加
振

方
向

防
波

壁
（

波
返

重
力

擁
壁

）
の

下
部

工

 
面
内
荷
重

 

面
外
荷
重
（
土
圧
，
水
圧
等
）

 
x
 

y
 

防
波

壁
（

波
返

重
力

擁
壁

）
の

下
部

工

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表
3
.
4
.
1
－

5
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
（

4
／

1
0
）
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S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

構
造
形
式
の
分
類

線
状
構
造
物

（
防
波
壁
通
路
防
波
扉
（
荷
揚
場
南
）

上
部
工
）

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
断
面
に

対
し
て
直
交
す
る

荷
重
の
作
用
状
況

①
動
土
圧
及
び
動
水
圧

作
用
し
な
い

②
摩
擦
力

作
用
し
な
い

③
慣
性
力

全
て
の
部
材
に
作
用

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
断
面
に

対
し
て
直
交
す
る
荷
重
の
影
響
程
度

・
従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
対
象
断
面
に
対
し
て

直
交

方
向
（
強
軸
方
向
）
に
①
動
土
圧
及
び
動
水
圧
に
よ
る
荷
重
が
作
用
し
な
い

た
め
影
響
の
程
度
が
小
さ
い
。

水
平
2方

向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の

影
響
が
想
定
さ
れ
る
応
答
特
性

・
防
波
壁
通
路
防
波
扉
（
荷
揚
場
南
）

の
上
部
工
に
は
，
左
記
に
示
す
よ
う
な

水
平
2方

向
入
力
に
よ
る
面
内
荷
重
及
び
面
外
荷
重
の
作
用
が
考
え
ら
れ
る
。

・
上
部
工
に
は
土
圧
及
び
水
圧
等
の
荷
重
が
作
用
し
な
い

こ
と
及
び
面
内
荷
重

と
し
て
強
軸
方
向
の
慣
性
力
に
よ
り
発
生
す
る
応
力
の
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か

ら
，
水
平
2方

向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
組
合
せ
の
影
響
は
小
さ
い
。

抽
出
結
果

×

 
面
内
荷
重

 

面
外
荷
重
（
土
圧
，
水
圧
等
）

 
x
 

y
 

防
波
壁

通
路
防
波
扉
（

荷
揚
場
南
）

の
上

部
工

：
従
来
設
計
手
法
に
お
け
る

評
価
対
象
断
面

加
振
方
向

防
波

壁
通

路
防

波
扉

（
荷

揚
場

南
）

の
上
部
工
（
防
波
壁
（
多
重
鋼
管
杭
式
擁
壁
）
と
一
体
構
造
）

防
波

壁
（

多
重

鋼
管

杭
式

擁
壁

）
防

波
壁

（
多

重
鋼

管
杭

式
擁

壁
）

防
波

壁
通

路
防

波
扉

（
鋼

製
扉

体
）

折れ点

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表
3
.
4
.
1
－

5
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
（

5
／

1
0
）

 



 

139 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

構
造
形
式
の
分
類

線
状
構
造
物
（
防
波
壁
通
路
防
波
扉
（

３
号
機
東
側
）

上
部
工

）

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
断
面
に

対
し
て
直
交
す
る
荷
重
の
作
用
状
況

①
動
土
圧
及
び
動
水
圧

作
用
し
な
い

②
摩
擦
力

作
用
し
な
い

③
慣
性
力

全
て
の
部
材
に
作
用

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
断
面
に

対
し
て
直
交
す
る
荷
重
の
影
響
程
度

・
従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
対
象
断
面
に
対
し
て

直
交
方
向
（
強
軸
方
向
）
に
①
動
土
圧
及
び
動
水
圧
に
よ
る
荷
重
が
作
用
し
な
い

た
め
影
響
の
程
度
が
小
さ
い
。

水
平
2方

向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の

影
響
が
想
定
さ
れ
る
応
答
特
性

・
防
波
壁
通
路
防
波
扉
（
３
号
機
東
側
）

の
上
部
工
に
は
，
左
記
に
示
す
よ
う
な

水
平
2方

向
入
力
に
よ
る
面
内
荷
重
及
び
面
外
荷
重
の
作
用
が
考
え
ら
れ
る
。

・
上
部
工
に
は
土
圧
及
び
水
圧
等
の
荷
重
が
作
用
し
な
い
こ
と
及
び
強
軸
方
向
の

慣
性

力
に

よ
り

発
生

す
る

応
力

の
影

響
は

小
さ

い
こ

と
か

ら
，
水
平
2方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
影

響
は

小
さ

い
。

抽
出
結
果

×

 
面
内
荷
重

 

面
外
荷
重
（
土
圧
，
水
圧
等
）

 
x
 

y
 

防
波
壁
通
路
防
波
扉

（
３
号
機
東
側
）
の
上
部
工

加
振
方
向

防
波

壁
（

逆
Ｔ

擁
壁

）

防
波

壁
通

路
防

波
扉

（
鋼

製
扉

体
）：
従
来
設
計
手
法
に
お
け
る

評
価
対
象
断
面

防
波

壁
（

逆
Ｔ

擁
壁

）

防
波

壁
通

路
防

波
扉

（
３

号
機

東
側

）
の
上
部
工
（
防
波
壁
（
逆
Ｔ
擁
壁
）
と
一
体
構
造
）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表
3
.
4
.
1
－

5
 

水
平

２
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
（

6
／

1
0
）
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構
造

形
式

の
分

類
線

状
構

造
物
（

取
水

槽
除

じ
ん

機
エ

リ
ア

防
水

壁
）

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
作

用
状

況

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
作

用
し

な
い

②
摩

擦
力

作
用

し
な

い

③
慣

性
力

全
て

の
部

材
に

作
用

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
影

響
程

度
・

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

に
対

し
て

直
交

方
向

（
強

軸
方

向
）

に
①

動
土

圧
及

び
動

水
圧

に
よ

る
荷

重
が

作
用

し
な

い
た

め
影

響
の

程
度

が
小

さ
い

。

水
平

2方
向

及
び

鉛
直

方
向

地
震

力
の

影
響

が
想

定
さ

れ
る

応
答

特
性

・
防

水
壁

に
は

，
左

記
に

示
す

よ
う

な
水

平
2方

向
入

力
に

よ
る

面
内

荷
重

及
び

面
外

荷
重

の
作

用
が

考
え

ら
れ

る
。

・
防

水
壁

に
は

土
圧

及
び

水
圧

等
の

荷
重

が
作

用
し

な
い

こ
と

及
び

強
軸

方
向

の
慣

性
力

に
よ

り
発

生
す

る
応

力
の

影
響

は
小

さ
い

こ
と

か
ら

，
水

平
2方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
影

響
は

小
さ

い
。

抽
出

結
果

×

 
面
内
荷
重

 

面
外
荷
重
（
土
圧
，
水
圧
等
）

 
x
 

y
 

防
水

壁

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面 加

振
方

向
加
振
方

向

固
定

ボ
ル

ト鋼
板

Ｈ
形
鋼
支
柱

基
礎

ボ
ル

ト

ベ
ー

ス
プ

レ
ー

ト

水
圧

作
用
方
向

取
水
槽
躯
体

AA

鋼
板

Ｈ
形
鋼
支
柱

梁 基
礎

ボ
ル

ト
取
水
槽
躯
体

鋼
板

下
端

固
定

材

Ａ
－
Ａ
断
面

は
り

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表
3
.
4
.
1
－

5
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
（

7
／

1
0
）
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構
造

形
式

の
分

類
線

状
構

造
物

（
復

水
器

エ
リ

ア
防

水
壁

）

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
作

用
状

況

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
作

用
し

な
い

②
摩

擦
力

作
用

し
な

い

③
慣

性
力

全
て

の
部

材
に

作
用

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
影

響
程

度
・

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

に
対

し
て

直
交

方
向

（
強

軸
方

向
）

に
①

動
土

圧
及

び
動

水
圧

に
よ

る
荷

重
が

作
用

し
な

い
た

め
影

響
の

程
度

が
小

さ
い

。

水
平

2方
向

及
び

鉛
直

方
向

地
震

力
の

影
響

が
想

定
さ

れ
る

応
答

特
性

・
防

水
壁

に
は

，
左

記
に

示
す

よ
う

な
水

平
2方

向
入

力
に

よ
る

面
内

荷
重

及
び

面
外

荷
重

の
作

用
が

考
え

ら
れ

る
。

・
防

水
壁

に
は

土
圧

及
び

水
圧

等
の

荷
重

が
作

用
し

な
い

こ
と

及
び

強
軸

方
向

の
慣

性
力

に
よ

り
発

生
す

る
応

力
の

影
響

は
小

さ
い

こ
と

か
ら

，
水

平
2方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
影

響
は

小
さ

い
。

抽
出

結
果

×

 
面
内
荷
重

 

面
外
荷
重
（
土
圧
，
水
圧
等
）

 
x
 

y
 

防
水

壁

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

加
振
方

向

正
面

図
断

面
図

は
り

柱

胴
縁

鋼
板

ア
ン

カ
ー

ボ
ル

ト

加
振
方

向
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3
.
4
.
1
－

5
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
（

8
／

1
0
）
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構
造
形
式
の
分
類

鋼
管
杭
基
礎
（
防
波
壁
（
多
重
鋼
管
杭
式
擁
壁
）
下
部
工
）

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
断
面
に

対
し

て
直

交
す

る
荷

重
の

作
用

状
況

①
動
土
圧
及
び
動
水
圧

作
用
す
る

②
摩

擦
力

作
用

す
る

③
慣

性
力

全
て

の
部

材
に

作
用

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
影

響
程

度
・

胴
体

部
に

お
い

て
，

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
に

よ
る

荷
重

，
③

慣
性

力
に

よ
る

荷
重

が
作

用
す

る
た

め
影

響
の

程
度

が
大

き
い

。

水
平

2方
向

及
び

鉛
直

方
向

地
震

力
の

影
響

が
想

定
さ

れ
る

応
答

特
性

・
鋼

管
杭

基
礎

で
あ

る
防

波
壁

（
多

重
鋼

管
杭

式
擁

壁
）

の
下

部
工

に
は

，
左

記
に

示
す

よ
う

な
水

平
2方

向
入

力
に

よ
る

応
力

の
集

中
が

考
え

ら
れ

る
。

・
下

部
工

で
は

，
上

部
工

法
線

方
向

の
水

平
地

震
力

に
よ

る
動

土
圧

及
び

動
水

圧
と

上
部

工
か

ら
の

荷
重

に
よ

る
発

生
応

力
，

並
び

に
上

部
工

法
線

直
交

方
向

の
水

平
地

震
力

に
よ

る
動

土
圧

及
び

動
水

圧
に

よ
る

発
生

応
力

が
足

し
合

わ
さ
れ
る
た
め
，
水
平
2方

向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
組
合
せ
の
影
響
が

想
定

さ
れ

る
。

抽
出
結
果

○

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

 

鋼
管

杭
 

①

②
埋
戻
土

岩
盤

埋
戻
土

捨
石

下
部

工
（

鋼
管

杭
基

礎
）

加
振

方
向

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表
3
.
4
.
1
－

5
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
（

9
／

1
0
）
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構
造
形
式
の
分
類

鋼
管
杭
基
礎
（
防
波
壁
通
路
防
波
扉
（
荷
揚
場
南
）
下
部
工
）

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
作

用
状

況

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
作

用
す

る

②
摩

擦
力

作
用

す
る

③
慣
性
力

全
て
の
部
材
に
作
用

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る

荷
重

の
影

響
程

度
・

胴
体

部
に

お
い

て
，

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
に

よ
る

荷
重

，
上

部
工

か
ら

の
荷

重
が

作
用

す
る

た
め

影
響

の
程

度
が

大
き

い
。

水
平

2方
向

及
び

鉛
直

方
向

地
震

力
の

影
響
が
想
定
さ
れ
る
応
答
特
性

・
鋼

管
杭

基
礎

で
あ

る
防

波
壁

通
路

防
波

扉
（

荷
揚

場
南

）
の

下
部

工
に

は
，

左
記

に
示

す
よ

う
な

水
平

2方
向

入
力

に
よ

る
応

力
の

集
中

が
考

え
ら

れ
る

。
・

下
部

工
で

は
，

上
部

工
法

線
方

向
の

水
平

地
震

力
に

よ
る

動
土

圧
及

び
動

水
圧
と
上
部
工
か
ら
の
荷
重
に
よ
る
発
生
応
力
，
並
び
に
上
部
工
法
線

直
交
方

向
の

水
平

地
震

力
に

よ
る

動
土

圧
及

び
動

水
圧

に
よ

る
発

生
応

力
が

足
し

合
わ

さ
れ

る
た

め
，

水
平

2方
向

及
び

鉛
直

方
向

地
震

力
の

組
合

せ
の

影
響

が
想

定
さ

れ
る

。

抽
出

結
果

○

従
来
設
計
手
法
に
お
け
る
評
価
対
象
断
面

 

鋼
管
杭

 

①

②

下
部

工
（

鋼
管

杭
基

礎
）

埋
戻
土

（
掘

削
ズ

リ）

埋
戻
土

（
粘
性
土
）

EL
+

15
.0

m

扉
幅

約
5m

岩
盤

防
波

扉

N
S

改
良

地
盤

鋼
管

杭

加
振

方
向

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表
3
.
4
.
1
－

5
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
組

合
せ

の
評

価
対

象
構

造
物

の
抽

出
結

果
（

1
0
／

1
0
）
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：構造目地

Ｎ

屈曲部

屈曲部

屈曲部

隅角部

隅角部

隅角部

防波扉部

防波扉部A

A

A-A 断面

鋼管杭（単管）

GL EL 8.5

埋戻土
鋼管杭（多重管）

埋戻土
（粘性土）

砂礫層改良地盤

捨石

捨石

被覆石

消波ブロック

EL 15.0

上部工

下部工

波返重力擁壁（岩盤部）延長約690m

波返重力擁壁
（岩盤部）
延長約30m

逆Ｔ擁壁
延長約320m

多重鋼管杭
式擁壁延長
約430m

波返重力擁壁
（改良地盤部）
延長約40m

輪 谷 湾

Ｎ

(5) 従来設計手法における評価対象以外の 3 次元的な応答特性が想定される箇所の

抽出 

(4)で抽出しなかった線状構造物のうち，防波壁（多重鋼管杭式擁壁，逆Ｔ擁壁，

波返重力擁壁）の上部工及び防波壁（波返重力擁壁）の下部工は，構造物の配置上，

屈曲部や隅角部を有する。また，浸水防止設備のうち取水槽除じん機エリア防水壁

及び復水器エリア防水壁は隅角部を有する。 

以上の構造物の構造等を考慮したうえで，従来設計手法における評価対象断面以

外の 3 次元的な応答特性を以下に示す。 

 

a. 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工 

図 3.4.1－2 に，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造目地の平面図を示す。防

波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工の屈曲部及び隅角部では，妻壁に相当する部

位を有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.1－2 防波壁(多重鋼管杭式擁壁)の構造目地(平面図)  
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表 3.4.1－6 に示すとおり，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工は下部工と

一体構造であることから，これを適切にモデル化し，上部工を鉛直方向のはりと

して設計する。屈曲部や隅角部では，妻壁側も同様に設計するが，妻壁と交差す

る壁は妻壁側を固定端とし，上部工が下部工と一体構造であることを適切にモデ

ル化し，上部工を水平方向のはりとして設計する。 

したがって，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工は，水平 2 方向及び鉛直方

向地震力の組合せを考慮した設計を行っていることから，水平 2 方向及び鉛直方

向地震力の組合せに関する影響評価は不要と判断する。 

 

表 3.4.1－6 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工の設計概要図 

 

 

 

 

 

 

  

一般部 隅角部（屈曲部）

鋼管杭（多重管）

上部工

鉛直方向の
はりとして設計

隅角部（屈曲部）

水平方向の
はりとして設計

固定端

妻壁
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Ｎ

：構造目地

隅角部

屈曲部

防波扉部

A

A

波返重力擁壁（岩盤部）延長約690m

波返重力擁壁
（岩盤部）
延長約30m

逆Ｔ擁壁
延長約320m

多重鋼管杭
式擁壁延長
約430m

波返重力擁壁
（改良地盤部）
延長約40m

輪 谷 湾

Ｎ

EL 8.5m

EL 15.0m

鋼管杭*

改良地盤

下部工

上部工

注記＊:鋼管杭の効果を
期待しない

A-A 断面

b. 防波壁（逆Ｔ擁壁）の上部工 

図 3.4.1－3 に，防波壁（逆Ｔ擁壁）の構造目地の平面図を示す。 

防波壁（逆Ｔ擁壁）の上部工の屈曲部では，妻壁に相当する部位の面積が小さ

く，慣性力の影響も小さいことから，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの

影響は小さい。 

隅角部については，隅角部に構造目地を設けるため，独立した線状構造物が接

しているのみであり，3 次元的な応答特性は想定されず，水平 2 方向及び鉛直方

向地震力の組合せの影響は小さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.1－3 防波壁(逆Ｔ擁壁)の構造目地(平面図) 
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隅角部

：構造目地

Ｎ

A

A

隅角部

屈曲部

岩盤

ＭＭＲ

EL 15.0m

EL 8.5m
上部工

下部工

A-A 断面

波返重力擁壁（岩盤部）延長約690m

波返重力擁壁
（岩盤部）
延長約30m

逆Ｔ擁壁
延長約320m

多重鋼管杭
式擁壁延長
約430m

波返重力擁壁
（改良地盤部）
延長約40m

輪 谷 湾

Ｎ

c. 防波壁（波返重力擁壁）の上部工及び下部工 

図 3.4.1－4 に，防波壁（波返重力擁壁）の構造目地の平面図を示す。 

防波壁（波返重力擁壁）の上部工の屈曲部では，妻壁に相当する部位の面積が

小さく，慣性力の影響も小さいことから，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合

せの影響は小さい。 

隅角部については，隅角部に構造目地を設けるため，独立した線状構造物が接

しているのみであり，3 次元的な応答特性は想定されず，水平 2 方向及び鉛直方

向地震力の組合せの影響は小さい。 

また，防波壁（波返重力擁壁）の下部工の屈曲部や隅角部では，独立した線状

構造物が接しているのみであり，3 次元的な応答特性は想定されず，水平 2 方向

及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.1－4 防波壁(波返重力擁壁)の構造目地(平面図)   
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固定ボルト

鋼板

Ｈ形鋼支柱

基礎ボルト

ベースプレート

水圧
作用方向

取水槽躯体

Ｎ

隅角部

A

A

d.  取水槽除じん機エリア防水壁の隅角部 

図 3.4.1－5 に，取水槽除じん機エリア防水壁の平面図及び断面図を示す。 

防水壁の隅角部では，妻壁に相当する部位を有することから，水平 2 方向及び

鉛直方向地震力の組合せの影響として，弱軸方向のせん断変形や強軸方向の曲げ

変形への影響が懸念される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ－Ａ断面図 

図 3.4.1－5 取水槽除じん機エリア防水壁平面図及び断面図  
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ｅ. 復水器エリア防水壁の隅角部 

図 3.4.1－6 に，復水器エリア防水壁の設置位置図及び断面図を示す。 

復水器エリア防水壁の隅角部では，妻壁に相当する部位を有することから，水

平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響として，弱軸方向のせん断変形や強

軸方向の曲げ変形への影響が懸念される。 

 

 

 

設置位置図 

 

 

断面図 

 

図 3.4.1－6 復水器エリア防水壁の設置位置図及び断面図  
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3.4.2 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出結果 

3.4.1 の検討を踏まえ，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造

物の抽出結果を以下に示す。 

 

(1)線状構造物 

構造及び作用荷重の観点から，取水槽除じん機エリア防水壁及び復水器エリア

防水壁の隅角部を抽出する。また，従来の設計手法で対応している防波壁（多重

鋼管杭式擁壁）の上部工についても，その妥当性を確認する。 

 

(2)鋼管杭基礎 

構造及び作用荷重の観点から，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）及び防波壁通路防波

扉（荷揚場南）の下部工を抽出する。 

ここで，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工は防波壁通路防波扉（荷揚場南）

の上部工よりも重量があり慣性力がより大きくなることで相対的に影響が大きい

と考えられることから，鋼管杭基礎は防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の下部工を代表

に評価する。 
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3.4.3 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の影響評価結果 

(1) 線状構造物 

a. 取水槽除じん機エリア防水壁の隅角部 

(a) 評価内容 

取水槽除じん機エリア防水壁の水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに

よる影響評価については，弱軸方向における構造解析にて評価した断面力を

用いることで,発生値／許容限界値が基準値以下であることを確認する。 

 

(b) 評価対象 

評価対象は，Ⅵ-2-10-2-8「防水壁の耐震性についての計算書」に示す全

区間の鋼板，柱，水平材及びアンカーボルトの発生値／許容限界値のうち，

最も厳しい区間の隅角部に位置する柱及びアンカーボルトを選定する。取水

槽除じん機エリア防水壁の評価対象を図3.4.3－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

隅角部位置図    柱平面図（Ａ－Ａ断面）  アンカーボルト配置図 

図 3.4.3－1 取水槽除じん機エリア防水壁 構造概要図（隅角部）  
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(c) 水平 2 方向及び鉛直方向地震力を考慮した照査値の評価方法 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力を考慮した照査は，従来の水平１方向及び

鉛直方向地震力が各方向１：１で入力された場合に，評価対象部位である柱

及びアンカーボルトにかかる荷重や応力を考慮し，(d) 評価条件の②発生

値／許容限界値の基準値で設定する値を用いて影響を検討する。 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力を考慮した照査の算定式はⅥ-2-10-2-8「防

水壁の耐震性についての計算書」に示す方法と同様とする。 

柱及びアンカーボルトに作用する荷重を図 3.4.3－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱に作用する荷重       アンカーボルトに作用する荷重 

図 3.4.3－2 柱及びアンカーボルトに作用する荷重 

 

(d) 評価条件 

①地震応答解析 

地震応答解析は，Ⅵ-2-10-2-8「防水壁の耐震性についての計算書」に示

すとおり水平方向の設計震度を 1.8，鉛直方向の設計震度を 0.9 とする。 

 

②発生値／許容限界値の基準値 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの裕度の基準値については，Ⅵ-

2-10-2-8「防水壁の耐震性についての計算書」の発生値／許容限界値 1.0 以

下に対し，水平 2 方向の地震力を考慮した発生値／許容限界値の基準値とし

て 1/√2(0.70)以下とする。 

  

柱 

荷重 
荷重 
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③評価結果 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに基づく影響評価結果を表 3.4.3－1

に示す。発生値／許容限界値は基準値 0.70 以下であることを確認した。 

 

表 3.4.3－1 耐震評価結果（取水槽除じん機エリア防水壁） 

評価対象部位 
発生値 

（応力度又は荷重） 
許容限界値 

発生値／ 

許容限界値 

柱 

曲げ 45 N/mm2 235 N/mm2 0.20＜0.70 

せん断 10 N/mm2 135 N/mm2 0.08＜0.70 

組合せ（上向き） 

（曲げ＋引張） 
－ － － － 0.19＜0.70 

組合せ（下向き） 

（曲げ＋圧縮） 
－ － － － 0.20＜0.70 

組合せ 

（曲げ＋せん断） 
48 N/mm2 235 N/mm2 0.21＜0.70 

組合せ（上向き） 

（曲げ＋引張 

＋せん断） 

49 N/mm2 235 N/mm2 0.21＜0.70 

組合せ（下向き） 

（曲げ＋圧縮 

＋せん断） 

50 N/mm2 235 N/mm2 0.22＜0.70 

アンカーボルト 

引張 21 kN 40 kN 0.53＜0.70 

せん断 3 kN 35 kN 0.09＜0.70 

組合せ 

（引張＋せん断） 
－ － － － 0.26＜0.70 
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b. 復水器エリア防水壁の隅角部 

(a) 評価内容 

復水器エリア防水壁の水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響

評価については，Ⅵ-2-10-2-8「防水壁の耐震性についての計算書」に示す水

平１方向及び鉛直方向地震力に対する発生値／許容限界値が基準値 1/√2 

(0.70)以下であることを確認する。 

 

(b) 評価対象 

評価対象は，Ⅵ-2-10-2-8「防水壁の耐震性についての計算書」に示す復水

器エリア防水壁のうち，発生値／許容限界値が最も大きい柱及びアンカーボル

トを選定する。 

  



 

155 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
12
 R
0 

(c) 評価結果 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに基づく影響評価結果を表 3.4.3－

2 に示す。発生値／許容限界値は基準値 0.70 以下であることを確認した。 

 

表 3.4.3－2 耐震評価結果（復水器エリア防水壁） 

評価対象部位 
発生値 

（応力度又は荷重） 
許容限界値 

発生値／ 

許容限界値 

柱 

曲げ（強軸） 6 N/mm2 304 N/mm2 0.02＜0.70 

曲げ（弱軸） 42 N/mm2 325 N/mm2 0.13＜0.70 

せん断 4 N/mm2 187 N/mm2 0.03＜0.70 

圧縮 2 N/mm2 217 N/mm2 0.01＜0.70 

組合せ 

（曲げ＋軸力） 
－ － － － 0.16＜0.70 

組合せ 

（曲げ＋せん断＋

軸力 ） 

51 N/mm2 325 N/mm2 0.16＜0.70 

アンカーボルト 

引張 24 kN 71 kN 0.34＜0.70 

せん断 1 kN 49 kN 0.03＜0.70 

組合せ 

（引張＋せん断） 
－ － － － 0.12＜0.70 
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弱軸方向の応答

強軸方向の応答

一般部における

評価断面

屈曲部・隅角部

における評価断面

c. 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工における屈曲部や隅角部における妻壁に

ついて，図 3.4.3－3 に示すように，一般部と同様に鉛直方向のはりとしての設

計する場合は弱軸方向の応答を用いており，妻壁と交差する壁は妻壁側を固定端

とし，上部工を水平方向のはりとして設計する場合は強軸方向の応答を用いてい

る。 

弱軸方向及び強軸方向の最大加速度を表 3.4.3－3 に示す。防波壁（多重鋼管

杭式擁壁）の上部工における屈曲部や隅角部における妻壁について，強軸方向と

比較して弱軸方向の加速度が大きくなること，弱軸方向の応答を用いて評価する

一般部のうち最も厳しい結果であった曲げ軸力の照査値は 0.23 であることから，

一般部と同様に設計することで照査値に十分な裕度があるため，水平 2 方向及び

鉛直方向地震力の組合せを考慮した設計となっていることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.3－3 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工における 

屈曲部や隅角部の設計イメージ 

 

表 3.4.3－3 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における 

弱軸方向及び強軸方向の最大加速度 

 
地震動 

弱軸方向 

加速度(m/s2） 

強軸方向 

加速度(m/s2） 

防波壁 

（多重鋼管杭式擁壁） 

（②－②断面） 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
24.78 13.83 
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：構造目地

Ｎ

屈曲部

隅角部

防波扉部

防波扉部

(2) 鋼管杭基礎 

a. 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の下部工 

(a) 評価内容 

鋼管杭基礎の水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価につ

いては，弱軸方向（評価対象断面）と強軸方向（評価対象断面に直交する断

面）におけるそれぞれの 2 次元動的有限要素法解析（有効応力解析）にて評

価した同部位及び同時刻の断面力を組み合わせて用いる。これにより算定し

た水平 2 方向及び鉛直方向地震力による発生応力が許容限界以下であること

を確認する。 

 

(b) 評価対象 

評価対象は，Ⅵ-2-10-2-3-3「防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の耐震性について

の計算書」に示す評価対象断面のうち，改良地盤部（②－②断面）及びその強

軸方向断面を選定する。 

改良地盤部（②－②断面）において，図 3.4.3－4 に示すように隣接するブ

ロックは屈曲部又は隅角部であるが，妻壁による効果を考慮せず強軸方向断面

をモデル化することで，強軸方向断面の断面力を保守的に算定し，水平 2 方向

及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を行う。本断面における水平 2 方

向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価の程度を踏まえ，他断面の水平

2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.3－4 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）改良地盤部（②－②断面）モデル化範囲  
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(c) 水平 2 方向及び鉛直方向地震力を考慮した照査値の算定方法 

本評価においては，鋼管杭基礎の水平 1 方向照査において最も厳しい結果

であった曲げ軸力照査にて水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影

響評価を検討する。 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力を考慮した曲げ軸力照査の算定式を以下に

示す。 

𝑅𝑚𝑎𝑥 = 𝑚𝑎𝑥 (
𝜎(𝑡)1
𝜎𝑎

,
𝜎(𝑡)2
𝜎𝑎

) 

𝜎(𝑡)1 = √(
1.0 × (𝑀(𝑡)弱)

𝑍
)

2

+ (
1.0 × (𝑀(𝑡)強)

𝑍
)

2

+
1.0 × (𝑁(𝑡)弱)

𝐴
 

𝜎(𝑡)2 = √(
1.0 × (𝑀(𝑡)弱)

𝑍
)

2

+ (
1.0 × (𝑀(𝑡)強)

𝑍
)

2

+
1.0 × (𝑁(𝑡)強)

𝐴
 

 

M(t)弱：時刻 t における弱軸方向の曲げモーメント 

M(t)強：時刻 t における強軸方向の曲げモーメント 

N(t)弱：時刻 t における弱軸断面の軸力 

N(t)強：時刻 t における強軸断面の軸力 

Ｚ：鋼管杭の断面係数  Ａ：鋼管杭の断面積 

σ(t)：時刻 t における曲げ軸応力  σa：短期許容応力度 

Rmax：時刻歴最大照査値 
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(d) 評価条件 

①地震応答解析 

地震応答解析は，Ⅵ-2-10-2-3-3「防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の耐震性につ

いての計算書」に示す方法と同様とする。 

 

②検討ケース 

水平 1 方向及び鉛直方向地震力の組合せに基づく耐震評価において，最も照

査値が厳しい地震動を対象に，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに対す

る検討を行う。 

表 3.4.3－4 に示す改良地盤部（②－②断面）の曲げ軸力照査結果より，地震

動はＳｓ－Ｄ（－＋）を選定する。 

 

表 3.4.3－4 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せを 

実施する地震動の選定（②－②断面） 

評価部位 地震動 
照査値 

（曲げ軸力照査） 
選定結果 

鋼管杭 

Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 0.62  

Ｓｓ－Ｄ（－＋） 0.85 ○ 

Ｓｓ－Ｄ（＋－） 0.68  

Ｓｓ－Ｄ（－－） 0.81  

Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 0.19  

Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 0.23  

Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 0.51  

Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 0.51  

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 0.31  

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 0.48  

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 0.46  

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 0.34  
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③評価結果 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）鋼管杭に対する水平 2 方向及び鉛直方向地震力

を考慮した曲げ軸力照査結果を表 3.4.3－5 に示す。水平 2 方向及び鉛直方向地

震力を考慮した場合でも鋼管杭の発生応力が許容限界以下であることを確認し

た。また，水平 1 方向及び鉛直方向地震力において最も厳しい照査値 0.85 に対

し，水平 2 方向及び鉛直方向地震力では照査値が 0.86 となった。よって，水平

2 方向及び鉛直方向地震力による鋼管杭への影響は，水平 1 方向及び鉛直方向

地震力の照査と比較して約 1.0％となった。 

 

表 3.4.3－5 鋼管杭の曲げ軸力照査結果（改良地盤部（②－②断面)） 

地震動 解析ケース 

発生断面力 
降伏曲げ 

モーメント 

(kN・m) 

照査値 
曲げ 

モーメント 

(kN・m) 

軸力 

(kN) 

Ｓｓ－Ｄ

（－＋） 

弱軸方向の軸力を用

いた場合 
75783 795 89056 0.85 

強軸方向の軸力を用

いた場合 
75783 2326 88320 0.86 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における評価対象断面のうち，最も照査結果が

厳しい施設護岸前出し部（③－③断面）においても水平 2 方向の影響を確認す

る。施設護岸前出し部（③－③断面）の鋼管杭における水平１方向及び鉛直方

向地震力の照査値に，水平 2 方向及び鉛直方向地震力による影響を考慮しても

照査値は許容限界以下であることを確認した（表 3.4.3－6）。 

 

表 3.4.3－6 鋼管杭の曲げ軸力照査結果（施設護岸前出し部（③－③断面）） 

 

水平 1 方向及び 

鉛直方向地震力 

水平 2 方向及び 

鉛直方向地震力 

(a) (a) × 1.01 

照査値 0.94 0.95 
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3.4.4 機器・配管系への影響 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響に対する評価対象構造物のうち，

間接支持構造物である防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工について，隅角部又は

屈曲部に支持される機器・配管系を支持していないことから影響はない。 

 

3.4.5 まとめ 

津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備において，水平 2 方向及び鉛直方

向地震力の影響を受ける可能性がある施設（部位）について，従来設計手法におけ

る保守性も考慮したうえで抽出し，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる

設計に対して影響を評価した。その結果，水平 2 方向及び鉛直方向地震力を想定し

た発生応力が許容値を満足し，施設が有する耐震性に影響のないことを確認した。 
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Ⅵ-2-別添 1-3 消火設備の耐震性についての計算書 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-別添2-1「溢水防護に係る施設の耐震計算の方針」に従い，溢水量低減

　を目的として，循環水ポンプ出口弁及び復水器水室出入口弁が基準地震動Ｓｓに対して十分

　に動的機能を維持していることを確認するものである。

　　循環水ポンプ出口弁及び復水器水室出入口弁は，設計基準対象施設においてはＣクラスの

　施設に分類される。以下，設計基準対象施設としての構造強度評価及び動的機能維持評価を

　示す。

　　なお，循環水ポンプ出口弁及び復水器水室出入口弁は，管と合わせて耐震評価を実施する

　ことから，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法　添付資料-6　管の耐震性について

　の計算書作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき評価を実施する。

　　計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。

(1) 管

概略系統図に示す評価対象範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価

　　結果を解析モデル単位に記載する。また，全15弁を全15モデルの配管系として解析モデル

　　を作成し，各応力区分における最大応力評価点の許容値／発生値（以下「裕度」という。）

　　が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載する。各応力

　　区分における代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を4.2.4に記載する。

(2) 支持構造物

評価対象範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評価結果

　  を代表として記載する。

(3) 弁

機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求

　　弁を代表として，弁型式別に評価結果を記載する。
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2. 概略系統図，鳥瞰図及び構造計画

 2.1　概略系統図

概略系統図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　本計算書に評価結果を記載する管（基準地震動Ｓｓに

　よる地震力に対して，十分な耐震性を有することを評

　価する範囲）

（細線） 　本計算書への評価結果記載対象の管であるが，他計算

　書にて評価結果を示す管

（破線） 　本計算書に評価結果を記載しない管であって系統の概

　略を示すために表記する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

アンカ

2

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
別
添
2
-
6
 
R
0



循環水系概略系統図（その１）

（取水槽廻り）

タービン建物取水槽

復水器へ

復水器へ

復水器へ

M

M

M

 [注] 本図記載の範囲の管は浸水防護施設として基準地震動Ｓｓに対する耐震性を確認していることから，

管の耐震計算結果は「Ⅳ-2-10-2-11　隔離弁，機器・配管の耐震性についての計算書」にて示す。

MV245-101A

MV245-101B

MV245-101C

A-循環水ポンプ

B-循環水ポンプ

C-循環水ポンプ

CSW-I-1A

CSW-I-1B

CSW-I-1C

3
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循環水系概略系統図（その２）

（復水器廻り）

CSW-T-2C-1 CSW-T-3C-1

CSW-T-2C-2

CSW-T-3B-1

CSW-T-2B-2

CSW-T-3A-1

CSW-T-2A-2CSW-T-3A-2

CSW-T-2A-1

CSW-T-3B-2

CSW-T-2B-1

CSW-T-3C-2

MV245-103C-1

MV245-102C-2

MV245-103B-1

MV245-102B-2

MV245-103A-1

MV245-102A-2

MV245-102C-1

MV245-103C-2

MV245-102B-1

MV245-103B-2

MV245-102A-1

MV245-103A-2

M

M

M

M

M

MM

M

M

M

M

M

A-復水器

B-復水器

C-復水器

循環水ポンプより

循環水ポンプより

循環水ポンプより

循環水ポンプより

循環水ポンプより

循環水ポンプより

放水路へ

4
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 2.2　鳥瞰図

鳥瞰図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　本計算書に評価結果を記載する管（基準地震動Ｓｓによる地震力

　に対して，十分な耐震性を有することを評価する範囲）

（破線） 　本計算書に評価結果を記載しない管であって解析モデルの概略を

　示すために表記する管

　質点

アンカ

レストレイント

レストレイント（斜め拘束の場合）

スナッバ

スナッバ（斜め拘束の場合）

ハンガ

リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に変

　位量を記載する。なお，Ｓｓ機能維持の範囲はＳｓ地震動による

　変位量のみを記載する。）

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

＊

Ｓs

Ｓd

Ｓd

Ｓs

Ｓd

Ｓs
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鳥瞰図 CSW-T-2A-1
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2.3   構造計画

循環水ポンプ出口弁(MV245-101A，B，C)は電動バタフライ弁であり，弁体を回転し弁座

　　に密着することで止水する。電動バタフライ弁の構造計画を表2－1に示す。

型式 主体構造 支持構造

表2－1　構造計画

設備名称
計画の概要

概略構造図

循環水系配管

及び支持構造

物に固定す

る。

弁体を含む弁

本体，弁体を

電動にて駆動

する駆動部で

構成する。

電動バ

タフラ

イ弁

循環水ポン

プ出口弁

駆動部

弁体

弁本体

循環水系配管

支持構造物

循環水ポンプ出口弁Ａ

Ａ－Ａ断面図

弁設置位置図

伸縮継手

Ａ
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構造計画

復水器水室出入口弁(MV245-102A-1，B-1，C-1，A-2，B-2，C-2，MV245-103A-1，B-1，C-

　　1，A-2，B-2，C-2)は電動バタフライ弁であり，弁体を回転し弁座に密着することで止水す

    る。電動バタフライ弁の構造計画を表2－2に示す。

型式 主体構造 支持構造

表2－2　構造計画

設備名称
計画の概要

概略構造図

復水器水室

出入口弁

電動バ

タフラ

イ弁

弁体を含む弁

本体，弁体を

電動にて駆動

する駆動部で

構成する。

循環水系配管

に固定する。

Ａ－Ａ断面図

弁体
駆動部

弁本体

弁設置位置図

復水器水室出入口弁 循環水系配管

Ａ

伸縮継手

Ａ
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3. 計算条件

 3.1　計算方法

管の構造強度評価は，基本方針に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは

   「ＨＩＳＡＰ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要について

    は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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施設名称 設備名称 系統名称
施設

　分類
＊1 設備分類

機器等
の区分

耐震
重要度
分類

荷重の組合せ
＊2，＊3 許容応力

状態

ⅠＬ＋Ｓｓ
＊4

ⅡＬ＋Ｓｓ
＊4

　　＊3：許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。

 3.2　荷重の組合せ及び許容応力状態

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

注記＊1：ＤＢは設計基準対象施設を示す。

　　＊2：運転状態の添字Ｌは荷重を示す。

　　＊4：溢水量低減を目的として，基準地震動Ｓｓに対する評価を実施する。

― ― 循環水系 ＤＢ ― ― Ｃ ⅣＡＳ

1
0
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　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

　 鳥  瞰  図　CSW-T-2A-1

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 0.31  30

ⅤＡＳ ― ―

 3.3　設計条件

    2～8A1

11

 S
2
 
補
 
Ⅵ

-
2
-
別
添
2
-
6
 
R
0
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　CSW-T-2A-1

管番号 対応する評価点
外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料
耐震
重要度
分類

縦弾性係数
(MPa)

  1     2～8A 2236.0  18.0 SS41 Ｃ 202333

設計条件
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フランジ部の質量

鳥  瞰  図　CSW-T-2A-1

質量 対応する評価点

    2

   7F
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　弁部の質量

鳥  瞰  図　CSW-T-2A-1

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

  100   101

  102   103
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　弁部の寸法

鳥  瞰  図　CSW-T-2A-1

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

1～100 100～101

101～102 102～103

100～2
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥　瞰　図　CSW-T-2A-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

8A

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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 3.4　材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓ

SS41  30 ― 235 400 ―

材    料
 許容応力（MPa）
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　3.5　設計用地震力

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答スペクトル及び

     等価繰返し回数を下表に示す。

なお，設計用床応答スペクトルは，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」

     に基づき策定したものを用いる。減衰定数は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に

     記載の減衰定数を用いる。等価繰返し回数は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

　　 き策定したものを用いる。

Ｓｄ Ｓｓ

CSW-T-2A-1 タービン建物

鳥瞰図 建物・構築物 標高
減衰定数
(％)

等価繰返し回数
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4. 解析結果及び評価

 4.1　固有周期及び設計震度

鳥  瞰  図　CSW-T-2A-1

応答鉛直
震度

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

注記＊1：固有周期が0.050ｓ以上のモードを示す。0.020ｓ以上0.050ｓ未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。

　  ＊2：設計用震度Ⅰ(基準地震動Ｓｓ)

　  ＊3：最大応答加速度を1.2倍した震度

動 的 震 度
＊2，＊3

適用する地震動等 基準地震動Ｓｓ

モード
＊1

固有
周期
（s）

応答水平震度
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  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次頁以降に示す。

代表的振動モード図
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鳥瞰図 ＣＳＷ－Ｔ－２Ａ－１

代表的振動モード図 (1次)

2
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下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

クラス２以下の管

疲労評価

計算応力
（MPa）

許容応力
（MPa）

疲労累積係数
ＵＳｓ

一次応力　Ｓｐｒｍ(0.9・Ｓｕ)  CSW-T-2A-1   8A 27 360 ―

一次＋二次応力　Ｓｎ(2・Ｓｙ)  CSW-T-2A-1   8A 30 470 ―

応力評価

鳥瞰図
番号

最大応力
評価点

ⅣＡＳ

4.2  評価結果

　4.2.1　管の応力評価結果

許容応力
状態

最大応力区分(許容応力)

2
2
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　4.2.2　支持構造物評価結果

下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。

支持構造物評価結果（荷重評価）

― メカニカルスナッバ ―

― オイルスナッバ ―

― ロッドレストレイント ―

― スプリングハンガ ―

― コンスタントハンガ ―

― リジットハンガ ―

注記＊1：あらかじめ設定した設計上の基準値を許容荷重として実施する評価

　　＊2：計算荷重があらかじめ設定した設計上の基準値を超過した箇所に対して，ＪＥＡＧ４６０１に定める許容限界を満足する範囲内で

新たに設定した設計上の基準値を許容荷重として実施する評価。なお，一次評価を満足する場合は「―」と記載する。

支持構造物評価結果（応力評価）

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

― レストレイント ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

― アンカ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

反力(kN) モーメント(kN･m) 応力
分類

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

支持点荷重 評価結果

―

― ―

― ―

評価結果

計算荷重
(kN)

許容荷重(kN)

一次評価
＊1

二次評価
＊2

支持構造物
番号

種類 型式 材質
温度
(℃)

支持構造物
番号

種類 型式 材質
温度
(℃)

 Ⅵ-2-1-12「配
 管及び支持構造
 物の耐震計算に
 ついて」参照

― ― ―

― ― ―

― ― ―

―

2
3
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　4.2.3　弁の動的機能維持の評価結果

下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は機能維持評価用加速度が動作機能確認済加速度以下かつ

計算応力が許容応力以下である。

水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直 評価部位
応力
分類

計算
応力

許容
応力

MV245-101A 電動バタフライ弁 β（Ｓｓ） 4.9 1.3 6.0 6.0 ― ― ― ― ― ―

MV245-101B 電動バタフライ弁 β（Ｓｓ） 4.9 1.3 6.0 6.0 ― ― ― ― ― ―

MV245-101C 電動バタフライ弁 β（Ｓｓ） 4.9 1.3 6.0 6.0 ― ― ― ― ― ―

注記＊1：弁に要求される機能に応じて以下を記載する。
α（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ時に動的機能が要求されるもの
α（Ｓｄ）：弾性設計用地震動Ｓｄ時に動的機能が要求されるもの
β（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されるもの
β（Ｓｄ）：弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されるもの

　　＊2：機能維持評価用加速度が機能確認済加速度を超過する場合は詳細評価を実施し，機能維持評価用加速度が動作機能確認済加速度以
下かつ計算応力が許容応力以下であることを確認する。なお，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下の場合は「―」と記
載する。

構造強度評価結果
＊2

(MPa)
弁番号 形式

要求

機能
＊1

機能維持評価用
加速度

(×9.8m/s
2
)

機能確認済
加速度

(×9.8m/s
2
)

動作機能確認済

加速度
＊2

(×9.8m/s
2
)

2
4
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代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを選定して鳥瞰

図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

クラス２以下の管

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
代
表

評価点
計算応力
(MPa)

許容応力
(MPa)

裕度
疲労累積

係数
代
表

1  CSW-T-2A-1   8A 27 360 13.33 ○   8A 30 470 15.66 ― ○

2  CSW-T-2A-2   8A 27 360 13.33 －   8A 30 470 15.66 ― －

3  CSW-T-2B-1   8A 27 360 13.33 －   8A 30 470 15.66 ― －

4  CSW-T-2B-2   8A 27 360 13.33 －   8A 30 470 15.66 ― －

5  CSW-T-2C-1   8A 27 360 13.33 －   8A 30 470 15.66 ― －

6  CSW-T-2C-2   8A 27 360 13.33 －   8A 30 470 15.66 ― －

7  CSW-T-3A-1   8A 27 360 13.33 －   8A 30 470 15.66 ― －

8  CSW-T-3A-2   8A 27 360 13.33 －   8A 30 470 15.66 ― －

9  CSW-T-3B-1   8A 27 360 13.33 －   8A 30 470 15.66 ― －

10  CSW-T-3B-2   8A 27 360 13.33 －   8A 30 470 15.66 ― －

11  CSW-T-3C-1   8A 27 360 13.33 －   8A 30 470 15.66 ― －

12  CSW-T-3C-2   8A 27 360 13.33 －   8A 30 470 15.66 ― －

注：鳥瞰図番号CSW-I-1A，CSW-I-1B，CSW-I-1Cの評価結果は，浸水防護施設の耐震計算書「Ⅳ-2-10-2-11　隔離弁，機器・配管の

    耐震性についての計算書」にて示す。

  4.2.4　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

No 鳥瞰図番号

許容応力状態ⅣＡＳ

一次応力評価 一次＋二次応力評価

2
5
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Ⅵ-2-別添 3 可搬型重大事故等対処設備の耐震性に関する説明書 
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Ⅵ-2-別添 3-4 可搬型重大事故等対処設備のうちボンベ設備の耐震性

についての計算書 
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Ⅵ-2-別添 4 地下水位低下設備の耐震性に関する説明書 
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Ⅵ-2-別添 4-2 地下水位低下設備の地震応答計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-別添 4-1「地下水位低下設備の耐震計算方針」に基づき実施する地下

水位低下設備のうち揚水井戸の地震応答解析について説明するものである。 

本地震応答解析は，地下水位低下設備が耐震性に関する技術基準へ適合することを確

認するために用いる応答値を抽出するものである。その際，耐震評価に用いる応答値

は，この地震応答解析により構造物に発生する断面力及び基礎地盤に発生する接地圧と

する。また，機器・配管系が耐震性に関する技術基準へ適合することを確認するために

用いる応答値の抽出を行う。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

地下水位低下設備の位置図を図 2－1 に示す。 

 

 

図 2－1 地下水位低下設備 位置図 

  

タービン建物

廃棄物
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2.2 構造概要 

地下水位低下設備のうち揚水井戸は，揚水ポンプ等を支持する，内径 3.5m，高さ

31.9m の鉄筋コンクリート造の円筒状の地中構造物であり，十分な支持性能を有する 

ＣＭ級岩盤に支持される。 

地下水位低下設備の構成概要を図 2－2 に，揚水井戸の構造図を図 2－3 に示す。 

なお，揚水井戸に接続する地下水を集水するためのドレーンの耐震評価について

は，Ⅵ-2-別添 4-3-6「ドレーンの耐震性についての計算書」に示す。 

 

 

 

 

図 2－2 地下水位低下設備の構成概要 
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図 2－3 揚水井戸 構造図 
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2.3 解析方針 

揚水井戸は，Ⅵ-2-別添 4-1「地下水位低下設備の耐震計算方針」に基づき，基準地

震動Ｓｓに対して地震応答解析を実施する。 

揚水井戸の地震応答解析フローを図 2－4 に示す。 

地震応答解析は,「2. 基本方針」に基づき，「3.1 評価対象断面」に示す断面に

おいて，「3.2 解析方法」に示す水平地震動と鉛直地震動の同時加振による時刻歴応

答解析により行う。 

時刻歴応答解析は，「3.3 荷重及び荷重の組合せ」及び「3.5 解析モデル及び諸

元」に示す条件を基に，「3.4 入力地震動」により設定する入力地震動を用いて実施

する。 

地震応答解析による応答加速度は，機器・配管系の設計用床応答スペクトルの作成

に用いる。また，断面力及び基礎地盤の接地圧は，揚水井戸の耐震評価に用いる。 

  



 

6 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
4-
2 
R0
 

 

 

図 2－4 揚水井戸の地震応答解析フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（土木学会，2002 年制定） 

・コンクリート標準示方書[設計編]（土木学会，2017 年制定） 

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会，

2005 年） 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1987（日本電気協会） 
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3. 解析方法 

3.1 評価対象断面 

揚水井戸の評価対象断面位置図を図 3－1 に示す。構造物の耐震設計における評価対

象断面及び機器・配管系に対する応答加速度抽出断面は，東西方向（Ａ－Ａ断面）及

び南北方向（Ｂ－Ｂ断面）の２断面とする。 

評価対象断面を図 3－2 及び図 3－3 に示す。 

 

 

 

図 3－1 評価対象断面位置図 
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図 3－2 評価対象断面図（Ａ－Ａ断面（東西方向）） 
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図 3－3 評価対象断面図（Ｂ－Ｂ断面（南北方向）） 
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3.2 解析方法 

地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち，「2.3 屋外重要土

木構造物」に示す解析方法及び解析モデルを踏まえて実施する。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元有限要素法を用い

て，基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐次

時間積分の時刻歴応答解析により行う。 

Ａ－Ａ断面は，揚水井戸周辺の設計地下水位が底版より高いが揚水井戸周辺に地下

水位以深の液状化対象層が存在しないため「全応力解析」を選定する。 

Ｂ－Ｂ断面は，地下水位以深の液状化対象層が揚水井戸側方に広範囲に分布するた

め，「有効応力解析」を選定する。 

地震応答解析については，解析コード「ＴＤＡＰⅢ」及び「ＦＬＩＰ」を使用す

る。なお，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プロ

グラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

3.2.1 構造部材 

構造部材は，線形はり要素にてモデル化し，水平方向には，構造物の幅に応じ

た仮想剛はりを設置する。 
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3.2.2 地盤 

埋戻土及び岩盤の平均物性を用いて，表 3－1 及び表 3－2 に示す解析ケースを

設定する。 

詳細な解析ケースの考え方は，「3.2.4 地震応答解析の解析ケースの選定」に

示す。 

 

表 3－1 解析ケース（Ａ－Ａ断面） 

解析ケース 解析手法 

地盤物性 

埋戻土 

（Ｇ０：初期せん

断弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断

弾性係数） 

ケース① 

（基本ケース） 
全応力解析 平均値 平均値 

 

表 3－2 解析ケース（Ｂ－Ｂ断面） 

解析ケース 解析手法 

地盤物性 

埋戻土 

（Ｇ０：初期せん

断弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断

弾性係数） 

ケース② 

（基本ケース） 
有効応力解析 平均値 平均値 
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3.2.3 減衰定数 

減衰定数は，粘性減衰及び履歴減衰で考慮する。 

全応力解析では，固有値解析にて求められる固有周期と各材料の減衰比に基づ

き，質量マトリックス及び剛性マトリックスの線形結合で表される以下の

Rayleigh 減衰を解析モデル全体に与える。 

有効応力解析では，剛性比例型減衰（α＝0，β＝0.002）とする。なお，係数

βの設定については，「FLIP 研究会 14 年間の検討成果のまとめ「理論編」」によ

る。 

設定したα，βを表 3－3 に示す。 

 

[C]＝α[M]＋β[K] 

[C] ：減衰係数マトリックス 

[M] ：質量マトリックス 

[K] ：剛性マトリックス 

α，β：係数 

 

表 3－3 Rayleigh 減衰における係数α，βの設定結果 

評価対象断面 解析手法 α β 

Ａ－Ａ断面 全応力解析 0.688 1.249×10-3 

Ｂ－Ｂ断面 有効応力解析 0.000 2.000×10-3 
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3.2.4 地震応答解析のケースの選定 

(1) 耐震評価における解析ケース 

耐震評価においては，基準地震動Ｓｓ全波（６波）及びこれらに位相反転を考

慮した地震動（６波）を加えた全 12 波に対し，基本ケース（Ａ－Ａ断面はケース

①，Ｂ－Ｂ断面はケース②）を実施する。耐震評価における解析ケースを表 3－4

に示す。 

 

表 3－4（1） 耐震計価における解析ケース（Ａ－Ａ断面） 

解析ケース 
ケース① 

基本ケース 

地盤物性 平均値 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

＋－＊ ○ 

－－＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位

相を反転させたケースを示す。 
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表 3－4（2） 耐震計価における解析ケース（Ｂ－Ｂ断面） 

解析ケース 
ケース② 

基本ケース 

地盤物性 平均値 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

＋－＊ ○ 

－－＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位

相を反転させたケースを示す。 
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(2) 機器・配管系に対する応答加速度抽出のための解析ケース 

機器・配管系に対する応答加速度抽出においても，基準地震動Ｓｓ全波（６

波）及びこれらに位相反転を考慮した地震動（６波）を加えた全 12 波に対し，基

本ケースを実施する。機器・配管系に対する応答加速度抽出のための解析ケース

（ケース①及びケース②）を表 3－5 に示す。 

 

表 3－5（1） 機器・配管系の応答加速度抽出のための解析ケース（Ａ－Ａ断面） 

解析ケース 
ケース① 

基本ケース 

地盤物性 平均値 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

＋－＊ ◯ 

－－＊ ◯ 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位

相を反転させたケースを示す。 
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表 3－5（2） 機器・配管系の応答加速度抽出のための解析ケース（Ｂ－Ｂ断面） 

解析ケース 
ケース② 

基本ケース 

地盤物性 平均値 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

＋－＊ ◯ 

－－＊ ◯ 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位

相を反転させたケースを示す。 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-別添 4-1「地下水位低下設備の耐震計算方針」に基

づき設定する。 

 

3.3.1 耐震評価上考慮する状態 

揚水井戸の地震応答解析において，地震以外に考慮する状態を以下に示す。 

(1) 運転時の状態 

発電用原子炉施設が運転状態にあり，通常の条件下におかれている状態。ただ

し，運転時の異常な過渡変化時の影響を受けないことから考慮しない。 

(2) 設計基準事故時の状態 

設計基準事故時の影響を受けないことから考慮しない。 

(3) 設計用自然条件 

積雪を考慮する。埋設構造物であるため，風の影響は考慮しない。 

(4) 重大事故等時の状態 

重大事故等時の影響を受けないことから考慮しない。 

 

3.3.2 荷重 

揚水井戸の地震応答解析において，考慮する荷重を以下に示す。 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重，機器・配管荷重及び蓋荷重を考慮する。 

(2) 積載荷重（Ｐ） 

積載荷重として，水圧及び積雪荷重Ｐｓを考慮する。 

(3) 積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重として，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観測

された観測史上１位の月最深積雪 100cm に平均的な積雪荷重を与えるための係数

0.35 を考慮し 35.0 ㎝とする。積雪荷重については，松江市建築基準法施行細則に

より，積雪量１㎝ごとに 20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 

(4) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 
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3.3.3 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－6 に示す。 

 

表 3－6 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

Ｇ：固定荷重 

Ｐ：積載荷重 

Ｓｓ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 
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3.4 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構

造物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを

一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入

力地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方

針」のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

入力地震動算定の概念図を図 3－4 に，入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応

答スペクトルを図 3－5～図 3－17 に示す。入力地震動の算定には，解析コード「ｍｉ

ｃｒｏＳＨＡＫＥ／３Ｄ」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認の概要につ

いては，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

 

 

図 3－4 入力地震動算定の概念図 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－5 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－6 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－7 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，水平成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－8 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，水平成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－9 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（南北方向，水平成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（東西方向，水平成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２） 

  

-1500

-750

0

750

1500

0 10 20 30 40 50 60

加
速
度

(c
m

/s
2

)

時刻 (s)

MAX  -422cm/s² (15.94s)

0

500

1000

1500

2000

0.01 0.1 1 10

加
速
度

(c
m

/s
2

)

周期 (s)

h=0.05



 

29 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
4-
2 
R0
 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－14 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－15 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＮＳ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－16 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＥＷ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－17 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２） 
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3.5 解析モデル及び諸元 

3.5.1 解析モデル 

揚水井戸の地震応答解析モデルを図 3－18 及び図 3－19 に示す。 

(1) 解析領域 

解析領域は，側方境界及び底面境界が構造物の応答に影響しないよう，構造物

と側方境界及び底面境界との距離を十分に大きく設定する。 

(2) 境界条件 

解析領域の側方及び底面には,エネルギーの逸散効果を考慮するため，粘性境界

を設ける。 

(3) 構造物のモデル化 

等価な剛性を有する２次元等価剛性モデルを作成して実施することとし，構造

部材については，線形はり要素によりモデル化する。水平方向には構造物の幅に

応じた仮想剛はりを設置する。 

機器・配管荷重及び蓋荷重は解析モデルに付加重量として与えることで考慮す

る。 

(4) 地盤のモデル化 

岩盤は線形の平面ひずみ要素でモデル化する。また，埋戻土は，地盤の非線形

性をマルチスプリング要素で考慮した平面ひずみ要素でモデル化する。 

(5) 隣接構造物のモデル化 

Ａ－Ａ断面（東西方向）の解析モデル範囲において隣接構造物となるタービン

建物は，等価剛性の線形平面ひずみ要素及び剛はり要素でモデル化する。 

Ｂ－Ｂ断面（南北方向）の解析モデル範囲において隣接構造物となる排気筒基

礎は，等価剛性の線形平面ひずみ要素でモデル化する。 

(6) ＭＭＲ及び埋戻コンクリートのモデル化 

ＭＭＲ及び埋戻コンクリートは無筋コンクリートとして線形平面ひずみ要素で

モデル化する。 

(7) ジョイント要素の設定 

地震時の「構造物と地盤」及び「構造物と埋戻コンクリート」との接合面にお

ける接触，剥離及びすべりを考慮するため，これらの接合面にジョイント要素を

設定する。 

  



 

35 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
4-
2 
R0
 

 

  

図 3－18 揚水井戸の地震応答解析モデル図（Ａ－Ａ断面（東西方向）） 
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図 3－19 揚水井戸の地震応答解析モデル図（Ｂ－Ｂ断面（南北方向）） 
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3.5.2 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3－7 に，材料の物性値を表 3－8 に示す。 

 

表 3－7 使用材料 

材料 仕様 

構造物 
コンクリート 設計基準強度 36.0N/mm2 

鉄筋 SD345，SD490 

埋戻コンクリート 設計基準強度 18.0N/mm2 

ＭＭＲ 設計基準強度 23.5N/mm2 

 

表 3－8 材料の物性値 

材料 
ヤング係数 

(N/mm2) 

単位体積重量 

(kN/m3) 
ポアソン比 

構造物 2.98×104 24.0＊１ 

0.2 埋戻コンクリート 2.20×104 
22.6＊２ 

ＭＭＲ 2.48×104 

注記＊1：鉄筋コンクリートの単位体積重量を示す。 

＊2：無筋コンクリートの単位体積重量を示す。 

 

3.5.3 地盤の物性値 

地盤については，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定してい

る物性値を用いる。 
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3.5.4 地下水位 

設計地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に基づき設定す

る。設計地下水位の一覧を表 3－9 に示す。 

 

表 3－9 設計地下水位の一覧 

施設名称 解析断面 設計地下水位（EL m） 

揚水井戸 

Ａ－Ａ断面（東西方向） 8.5 

Ｂ－Ｂ断面（南北方向） 
8.5～15.0 

（地表面） 
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4. 解析結果 

4.1 Ａ－Ａ断面（東西方向）の解析結果 

耐震評価のために用いる応答加速度として，解析ケース①（基本ケース）につい

て，すべての基準地震動Ｓｓに対する最大加速度分布図を図 4－1～図 4－12 に示す。 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平   (b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－1 最大応答加速度分布図（Ａ－Ａ断面）（1/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平   (b) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

 

図 4－2 最大応答加速度分布図（Ａ－Ａ断面）（2/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋－） 水平   (b) Ｓｓ－Ｄ（＋－） 鉛直 

 

 

図 4－3 最大応答加速度分布図（Ａ－Ａ断面）（3/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－－） 水平   (b) Ｓｓ－Ｄ（－－） 鉛直 

 

 

図 4－4 最大応答加速度分布図（Ａ－Ａ断面）（4/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 水平   (b) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－5 最大応答加速度分布図（Ａ－Ａ断面）（5/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 水平   (b) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－6 最大応答加速度分布図（Ａ－Ａ断面）（6/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 水平   (b) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－7 最大応答加速度分布図（Ａ－Ａ断面）（7/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 水平   (b) Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 鉛直 

 

 

図 4－8 最大応答加速度分布図（Ａ－Ａ断面）（8/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 水平  (b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－9 最大応答加速度分布図（Ａ－Ａ断面）（9/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 水平  (b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 鉛直 

 

 

図 4－10 最大応答加速度分布図（Ａ－Ａ断面）（10/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 水平  (b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－11 最大応答加速度分布図（Ａ－Ａ断面）（11/12）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 水平  (b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 鉛直 

 

 

図 4－12 最大応答加速度分布図（Ａ－Ａ断面）（12/12）（解析ケース①） 
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4.2 Ｂ－Ｂ断面（南北方向）の解析結果 

耐震評価のために用いる応答加速度として，解析ケース②（基本ケース）につい

て，すべての基準地震動Ｓｓに対する最大加速度分布図を図 4－13～図 4－24 に示す。 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平   (b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－13 最大応答加速度分布図（Ｂ－Ｂ断面）（1/12）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平   (b) Ｓｓ－Ｄ（－＋） 鉛直 

 

 

図 4－14 最大応答加速度分布図（Ｂ－Ｂ断面）（2/12）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋－） 水平   (b) Ｓｓ－Ｄ（＋－） 鉛直 

 

 

図 4－15 最大応答加速度分布図（Ｂ－Ｂ断面）（3/12）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－－） 水平   (b) Ｓｓ－Ｄ（－－） 鉛直 

 

 

図 4－16 最大応答加速度分布図（Ｂ－Ｂ断面）（4/12）（解析ケース②） 

  

1,161 

1,052 

692 

704 

697 

529 

519 

466 

491 

479 

460 

452 

構造スケール 応答値スケール

0
50
0(
cm
/s
²)

5(m)0 0 500(cm/s²)

5(m)
0



 

57 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
4-
2 
R0
 

 

 

(a) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 水平   (b) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－17 最大応答加速度分布図（Ｂ－Ｂ断面）（5/12）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 水平   (b) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－18 最大応答加速度分布図（Ｂ－Ｂ断面）（6/12）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 水平   (b) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－19 最大応答加速度分布図（Ｂ－Ｂ断面）（7/12）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 水平   (b) Ｓｓ－Ｎ１（－＋） 鉛直 

 

 

図 4－20 最大応答加速度分布図（Ｂ－Ｂ断面）（8/12）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 水平 (b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－21 最大応答加速度分布図（Ｂ－Ｂ断面）（9/12）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 水平 (b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋） 鉛直 

 

 

図 4－22 最大応答加速度分布図（Ｂ－Ｂ断面）（10/12）（解析ケース②） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 水平 (b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋） 鉛直 

 

 

図 4－23 最大応答加速度分布図（Ｂ－Ｂ断面）（11/12）（解析ケース②） 

  

649 

432 

429 

399 

383 

351 

375 

365 

345 

320 

298 

276 

構造スケール 応答値スケール

0
50
0(
cm
/s
²)

5(m)0 0 500(cm/s²)

5(m)
0



 

64 

 

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
別
添

4
-2
 R
0E
 

 

 

(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 水平 (b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋） 鉛直 

 

 

図 4－24 最大応答加速度分布図（Ｂ－Ｂ断面）（12/12）（解析ケース②） 
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Ⅵ-2-別添 4-3-1 揚水ポンプの耐震性についての計算書
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-別添 4-1「地下水位低下設備の耐震計算の方針」にて設定している耐震評

価方針に基づき，揚水ポンプ（Ｃクラス施設）が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構

造強度を有し，動的機能を維持できることを説明するものである。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

揚水ポンプの構造計画を表 2－1 に示す。 



表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

揚水ポンプは，４方向

からのサポートに支持さ

れ，サポートはポンプ支

持架台に取付ボルトで固

定され，ポンプ支持架台

は揚水井戸床面の埋込金

物に溶接で固定される。 

サポートは鉛直用サポ

ートと水平用サポートに

分類される。 

水中ポンプ 

（単位：mm） 

揚水ポンプ 

ポンプ支持架台 埋込金物 

溶接 取付ボルト 
揚水井戸床 

1590 

8
70
 1

48
8 

（正面図） 

（平面図） 

（Ａ－Ａ矢視図）

Ａ Ａ 

：鉛直用サポート 

：水平用サポート 

S2 補 Ⅵ-2-別添 14-3-  R0

2



計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

鉛直用サポートは，鉛

直用サポート取付ボルト

によりポンプ支持架台に

固定される。 

鉛直用サポート 

（単位：mm）

（正面図） 

（平面図） 

（鉛直用サポート詳細図）

337 

384 

鉛直用サポート取付ボルト

768 

ポンプ支持架台

鉛直用サポート

S2 補 Ⅵ-2-別添 14-3-  R0

3



計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

水平用サポートは水平

用サポート取付ボルトに

よりポンプ支持架台に固

定される。 

水平用サポート 

 

（正面図） （平面図） 

（Ａ－Ａ矢視図） 

（Ｂ－Ｂ矢視図）

Ａ Ａ

Ｂ

Ｂ

水平用サポート取付ボルト

水平用サポート

水平用サポート取付ボルト

ポンプ支持架台

S2 補 Ⅵ-2-別添 14-3-  R0

4
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2.2 評価方針 

揚水ポンプの応力評価は，Ⅵ-2-別添 4-1「地下水位低下設備の耐震計算の方針」にて設定し

た荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す揚水ポンプの部

位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で測定した固有周期

に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示

す方法にて確認することで実施する。また，揚水ポンプの機能維持評価は，Ⅵ-2-別添 4-1「地

下水位低下設備の耐震計算の方針」にて設定した動的機能維持の方針に基づき，機能維持評価

用加速度が機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認す

ることで実施する。確認結果を「7. 評価結果」に示す。 

揚水ポンプの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 揚水ポンプの耐震評価フロー 

揚水ポンプの 

動的機能維持評価 

機能維持評価用加速度 

揚水ポンプの

構造強度評価 

地震時における応力 

固有周期 

設計用地震力 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.4 記号の説明 

記号 記 号 の 説 明 単位 

Ａｂｉ 取付ボルトの軸断面積＊１ mm2

Ａｗ 溶接面積（１箇所当たり） mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

ｄｉ 取付ボルトの呼び径＊１ mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121又は3131に定める値＊１ MPa 

Ｆｉ
＊ 設計・建設規格 SSB-3121又は3133に定める値＊１ MPa 

Ｆｂｉ 取付ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊１ N 

fｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊１ MPa 

fｓｍ せん断力のみを受ける溶接部の許容せん断応力 MPa 

fｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊１ MPa 

fｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊１ MPa 

ｇ 重力加速度（=9.80665） m/s2 

ｈi 基準面から重心までの距離＊１ mm 

Ｌｉ 重心と取付ボルト間の水平方向距離＊１ mm 

１ 重心と溶接部間の水平方向距離＊２ mm 

２ 重心と溶接部間の水平方向距離＊２ mm 

ｂｉ 支点としている取付ボルトより評価に用いる取付ボルトまでの距離＊１ mm 

ｍ 揚水ポンプ質量（1台当たり）（水の付加質量を含む） kg 

ｍｓｉ サポートの質量（水の付加質量を含む）＊１ kg 

ｎｂ 鉛直用サポート取付ボルトの本数 － 

ｎｆｂｉ 評価上期待するサポート取付ボルトの本数＊１ － 

ｎfｗ 評価上期待する溶接部の数 － 

Ｑｂｉ サポート取付ボルトに作用するせん断力＊１ N 

Ｑｗ 溶接部に作用するせん断力 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値＊１ MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値＊１ MPa 

Ｗ ポンプ支持架台の質量（ｍｓ１，ｍｓ２及び水の付加質量を含む） kg 

σｂｉ サポート取付ボルトに生じる引張応力＊１ MPa 

π 円周率 － 

τｂｉ サポート取付ボルトに生じるせん断応力＊１ MPa 

τｗ 溶接部に生じるせん断応力 MPa 

注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ
＊，Ｆｂｉ，fｓｂｉ，fｔｏｉ，fｔｓｉ，ｈｉ，Ｌｉ，ｂｉ，ｍｓｉ，

ｎｆｂｉ，Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとす

る。

ｉ＝1：鉛直用サポート取付ボルト 
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ｉ＝2：水平用サポート取付ボルト 

ｉ＝3：溶接部 

＊2：１≦２ 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりである。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位

揚水ポンプの耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しく

なる揚水ポンプ支持架台の溶接部及び取付ボルトについて実施する。 

揚水ポンプの耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

4. 固有周期

4.1 基本方針 

揚水ポンプの固有周期は，振動試験（加振試験）にて求める。 

4.2 固有周期の確認方法 

振動試験装置により固有周期を確認する。揚水ポンプの外形図を表 2－1の概略構造図に示

す。 

4.3 固有周期の確認結果 

固有周期の確認結果を表 4－1に示す。試験の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛構造

であることを確認した。 

表 4－1 固有周期 （単位：s） 

水平 

鉛直 
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

(1) 揚水ポンプの質量は重心に集中させる。

(2) 転倒方向は，長辺方向及び短辺方向について検討し，荷重の組合せについて絶対値和にて計

算を行う。計算書には計算結果の厳しい方を記載する。

(3) 設計用地震力（基準地震動Ｓｓ）は，Ⅵ-2-別添 4-2「地下水位低下設備の地震応答計算

書」に示す地震応答から，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定

する。

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

揚水ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表 5－1 に示す。 

5.2.2 許容応力 

揚水ポンプの許容応力は，Ⅵ-2-別添 4-1「地下水位低下設備の耐震計算の方針」に基

づき表 5－2 のとおりとする。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

揚水ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるもの

を表 5－3に示す。 



S2 補 Ⅵ-2-別添 4-3-1 R0 

表 5－１ 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

設備名称 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

地下水位低下設備 揚水ポンプ Ｃ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

1
2
 



S2 補 Ⅵ-2-別添 4-3-1 R0 

表 5－2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 評価部位 

許容限界＊1，＊2 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 

鉛直用サポート 

取付ボルト 

1.5・ｆｔ
＊ 1.5・ｆｓ

＊

水平用サポート 

取付ボルト 

溶接部 － 1.5・ｆｓ
＊ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

1
3
 



S2 補 Ⅵ-2-別添 4-3-1 R0 

表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

鉛直用サポート 

取付ボルト 
SCM435 

(径≦60mm) 
周囲環境温度 40 785 930 ― 

水平用サポート 

取付ボルト 

溶接部 
SS400 

(板厚≦16mm) 
周囲環境温度 40 245 400 ― 1

4
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－4 に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-別添 4-2「地下水位低下設備の地震応答計算書」

に示す地震応答から，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

なお，水平方向及び鉛直方向それぞれ，各揚水井戸における設計震度が大きい方を設定する。 

表 5－4 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

地下水位低下設備 

揚水井戸 

EL-21.7＊1 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

― ― ＣＨ＝1.37＊2 ＣＶ＝1.11＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 鉛直用サポート取付ボルトの計算方法 

鉛直用サポート取付ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントに

よって生じる引張応力とせん断応力について計算する。図 5－1に計算モデルを示

す。 

図5－1 計算モデル（長辺方向転倒） 

 

鉛直用サポート

鉛直用サポート取付ボルト

水平方向

ｍｓ1・ＣＨ・ｇ

鉛直方向

（ｍ＋ｍｓ1）・（１－Ｃｖ）・ｇ 

ｈ1

ｂ1
Ｌ1 

転倒方向

（正面図） 

（平面図） 

転倒支点

（鉛直用サポート詳細図）
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(1) 引張応力

鉛直用サポート取付ボルトに対する引張力は，図5－1の取付ボルトを支点とする

転倒を考え，これを最外部の取付ボルトで受けるものとして計算する。なお，鉛直

方向荷重にはサポート質量のほか，ポンプ質量を含めて計算する。 

引張力 

Ｆｂ1 ＝ 

 ·································· (5.4.1.1.1)

引張応力 

σｂ1＝  ···································· (5.4.1.1.2)

ここで，取付ボルトの軸断面積Ａｂ１は次式により求める。 

Ａｂ1 ＝
π

4
・ｄ1 

2 ····································· (5.4.1.1.3)

(2) せん断応力

鉛直用サポート取付ボルトに対するせん断力は，取付ボルト全本数で受けるもの

として計算する。 

せん断力 

Ｑｂ1＝ｍｓ1・ＣＨ・ｇ  ······························· (5.4.1.1.4) 

せん断応力 

τｂ1＝  ································ (5.4.1.1.5)

ＣＨ・ｍｓ1・ｇ・ｈ1－（１－Ｃｖ）・（ｍ＋ｍｓ1）・ｇ・Ｌ1 

Ｆｂ1

Ａｂ1

Ｑｂ1

ｎｂ・Ａｂ1

ｎｆｂ1・ｂ1
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5.4.1.2 水平用サポート取付ボルトの計算方法 

水平用サポート取付ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメント

によって生じる引張応力とせん断応力について計算する。図 5－2 に計算モデルを示

す。図中の①～㉒はサポート箇所を示し，サポートの取付ボルトの本数を表 5－5 へ

示す。 

 水平用サポートのうち，⑮のサポート取付ボルトが最も厳しい条件となるため，⑮

の水平用サポート取付ボルトについて評価する。 

図5－2 計算モデル（長辺方向転倒） 

表5－5 サポート箇所の取付ボルト本数(1／2) 

 

 

表5－5 サポート箇所の取付ボルト本数(2／2) 

 

Ａ 

サポート

箇所
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪

ボルト本数 ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４ 

①

Ｂ

⑤ 

②

④

⑧

⑥ 

㉑

③

㉒

⑱

⑲

⑮

⑯ 

⑬

⑭

（正面図） 

（Ａ－Ａ矢視図）

水平用サポート上段を示す

（Ｂ－Ｂ矢視図）

水平用サポート下段を示す

Ｂ 

（  ＋ｍｓ2）・ＣＨ・ｇ

鉛直方向

２・ｍｓ2・(Ｃｖ＋１)・ｇ

水平用サポート

水平用サポート取付ボルト

水平方向

⑩

⑳

⑨

⑰ 

⑪

⑫

⑦

Ａ 

 転倒方向

２
ｍ

転倒支点

ｂ2

Ｌ2

水平用サポート

⑱水平用サポート

⑮水平用サポート

水平用サポート取付ボルト

詳細図

サポート

箇所
⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱ ⑲ ⑳ ㉑ ㉒

ボルト本数 ４ ４ ４ ２＊ ４ ４ ２＊ ４ ４ ４ ４ 

注記＊：⑮及び⑱のサポートの取付ボルト（計 4本）は共通のため，評価上期待するボルト本数は２本とする。
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(1) 引張応力

水平用サポート取付ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，⑮のサポー

トの転倒を考え，これを⑮のサポート取付ボルトで受けるものとして計算する。

なお，⑱のサポート取付ボルトを支点として転倒を考え，荷重は，⑱のサポート

質量も考慮する。 

引張力 

Ｆｂ2＝              ·················· (5.4.1.2.1)

引張応力 

σｂ2＝  ····································· (5.4.1.2.2)

ここで，取付ボルトの軸断面積Ａｂ2は次式により求める。 

Ａｂ2 ＝
π

4
・ｄ2 

2  ··································· (5.4.1.2.3)

(2) せん断応力

水平用サポート取付ボルトに対するせん断力は最も厳しい条件として，⑮のサ

ポート取付ボルトで水平方向地震により発生するポンプ質量及びサポート質量に

よる水平方向荷重を受けるものとして計算する。なお，水平用サポートは上下に

取付いており，⑮のサポートに発生するポンプ質量は④のサポートと受けるた

め，ポンプ質量は半分として計算する。 

せん断力 

Ｑｂ2 ＝（   ＋ｍｓ2）・ＣＨ・ｇ  ······················ (5.4.1.2.4) 

せん断応力 

τｂ2 ＝ ························ (5.4.1.2.5)

Ｆｂ2

Ａｂ2

Ｑｂ2

ｎｆｂ2・Ａｂ2

ｍ
２ 

２・ｍｓ2・(Ｃｖ＋１)・ｇ・Ｌ2 
ｎｆｂ2・ｂ2
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5.4.1.3 溶接部の計算方法 

溶接部の応力は，転倒モーメントによる鉛直方向せん断力が最も厳しい条件となる

ため，地震による震度により作用するモーメントによって生じるせん断応力について

計算する。図 5－3に計算モデルを示す。 

 

 

図5－3 計算モデル（短辺方向転倒） 

転倒支点

（２・ｍ＋Ｗ）・ＣＨ・ｇＡ

Ａ

Ｂ Ｂ

（Ａ－Ａ矢視図）

（Ｂ－Ｂ矢視図）

溶接部

転倒支点となる溶接列

引張を受ける溶接列

ｈ3

（２・ｍ＋Ｗ）・（1－Ｃｖ）・ｇ 

２１

転倒方向

（正面図） 
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(1) せん断応力

溶接部に対するせん断力は，厳しい条件として，図5－3に示すように溶接列を支

点とする転倒を考え，これを片側の溶接部で受けるものとして計算する。 

せん断力 

Ｑｗ ＝  

·································· (5.4.1.3.1)

溶接部に発生するせん断応力 

τｗ ＝  ········································ (5.4.1.3.2)

（2・ｍ＋Ｗ）・ＣＨ・ｇ・ｈ3＋（2・ｍ＋Ｗ）・（Ｃｖ－1）・ｇ・1 
1＋2

Ｑｗ

ｎｆｗ・Ａｗ 
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5.5 計算条件 

5.5.1 取付ボルトの応力計算条件 

取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【揚水ポンプの耐震性について

の計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。

5.5.2 溶接部の応力計算条件 

溶接部の応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【揚水ポンプの耐震性についての計

算結果】の設計条件及び機器要目に示す。



23 

S
2
 
補

 Ⅵ
-
2-
別
添

4
-3
-
1
 R
0

5.6 応力の評価 

5.6.1 取付ボルトの応力評価 

5.4.1.1 節で求めた鉛直用サポート取付ボルト及び 5.4.1.2 節で求めた水平用サポート

取付ボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容組合せ応力 ƒｔｓｉ以下であること。ただ

し，ƒｔｏｉは下表による。

ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ］  ················· (5.6.1.1)

せん断応力τｂｉは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ƒｓｂｉ以下であるこ

と。ただし，ƒｓｂｉは下表による。

基準地震動Ｓｓによる

荷重との組合せの場合

許容引張応力

ƒｔｏｉ

・1.5

許容せん断応力

ƒｓｂｉ

・1.5

5.6.2 溶接部の応力評価 

5.4.1.3 節で求めた溶接部の組合せ応力τｗは下表より求めた許容せん断応力 fｓｍ 
以下であること。

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容せん断応力 
fｓｍ

・1.5
Ｆｉ

＊ 

1.5・ 3

Ｆｉ
＊ 

2 

Ｆｉ
＊ 

1.5・ 3
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6. 機能維持評価

6.1 動的機能維持評価方法 

揚水ポンプの動的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-別添 4-2「地下水位低下設備の地震応答計算書」に示

す地震応答から，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，基準地震動Ｓ

ｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

揚水ポンプの機能確認済加速度は，Ⅵ-2-別添 4-2「地下水位低下設備の地震応答計算書」

に基づき，実機の据付状態を支持構造物を含めて加振台上で模擬した上で，当該機器が設置

される床における設計用床応答スペクトルを包絡する模擬地震波による加振試験において，

動的機能の健全性を確認した加振台の最大加速度を適用する。 

6.2 動的機能維持評価 

機能確認済加速度を表 6－1 に示す。 

6.1 項にて記載の模擬地震波による加速度を上回っており加振試験後の健全性確認でも揚

水ポンプに問題は確認されてないことから動的機能維持には問題はない。 

表 6－1 機能確認済加速度  (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

揚水ポンプ 

水平 

鉛直 
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7. 評価結果

7.1 設計基準対象施設としての評価結果 

揚水ポンプの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満

足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を維持できることを確認

した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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S2 補 Ⅵ-2-別添 4-3-1 R0 

【揚水ポンプの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

揚水ポンプ 

（P282-101A， 

P282-102A）

― 

地下水位低下設備 

揚水井戸 

EL-21.7＊1 

― ― ＣＨ＝1.37＊2 ＣＶ＝1.11＊2 40 

1.2 機器要目 

部材 
ｍ 

(kg) 

ｍｓi

(kg) 

Ｗ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄi 

(mm) 

Ａｂi 

(mm2)

Ａｗ 

(mm2)

ｎｂ

－

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

鉛直用サポート 

取付ボルト 

(ｉ＝1) 

945 218 ― 337 12 

(M12) 
113.1 ― 4 

785 

（径≦60mm） 

930 

（径≦60mm） 

水平用サポート 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

945 9 ― ― 16 

(M16) 
201.1 ― ― 785 

（径≦60mm） 

930 

（径≦60mm） 

溶接部 

(ｉ＝3) 

945 ― 3770 1488 ― ― 1.897×103 ― 
245 

（板厚≦16mm） 

400 

（板厚≦16mm） 

部材
Ｌi

(mm)

１

(mm) 
２

(mm) 
ｂi

(mm)
ｎｆｂi 

Ｆｉ 

(MPa) 
ｎｆｗ 

Ｆｉ
＊ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

鉛直用サポート 

取付ボルト 

(ｉ＝1) 

384 ― ― 768 1 ― ― 651 ― 長辺方向 

水平用サポート 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

175.5 ― ― 80 2 ― ― 651 ― 長辺方向 

溶接部 

(ｉ＝3) 
― 360 360 ― ― ― 3 280 ― 短辺方向 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
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S2 補 Ⅵ-2-別添 4-3-1 R0 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

鉛直用サポート 

取付ボルト（ｉ＝1） 
― 1.912×103 ― 2.929×103 

水平用サポート 

取付ボルト（ｉ＝2） 
― 408.5 ― 6.469×103 

1.3.2 溶接部に作用する力 (単位：N)

部材 

Ｑｗ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

溶接部 ― 1.602×105 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

鉛直用サポート 

取付ボルト 
SCM435 

引張 ― ― σｂ1＝17 ƒｔｓ1＝488＊

せん断 ― ― τｂ1＝7 ƒｓｂ1＝375 

水平用サポート 

取付ボルト 
SCM435 

引張 ― ― σｂ2＝2 ƒｔｓ2＝488＊

せん断 ― ― τｂ2＝16 ƒｓｂ2＝375 

すべて許容応力以下である。    注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]
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1.4.2 溶接部の応力    (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

溶接部 SS400 せん断 ― ― τｗ＝43 ƒｓｍ＝161

1.4.3 動的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

揚水ポンプ 
水平方向 1.00 

鉛直方向 0.73 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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鉛直用サポート

鉛直用サポート取付ボルト

水平方向

ｍｓ1・ＣＨ・ｇ

鉛直方向

（ｍ＋ｍｓ1）・（１－Ｃｖ）・ｇ 

ｈ1

ｂ1

Ｌ1 

転倒方向

（正面図） 
転倒支点 （鉛直用サポート詳細図）



3
0
 

S2 補 Ⅵ-2-別添 4-3-1 R0 

Ｂ 

（正面図） 

（  ＋ｍｓ2）・ＣＨ・ｇ

鉛直方向

２・ｍｓ2・(Ｃｖ＋１)・ｇ

水平用サポート取付ボルト

水平方向

 転倒方向

２
ｍ

水平用サポート

転倒支点

ｂ2
Ｌ2

詳細図
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S2 補 Ⅵ-2-別添 4-3-1 R0E 

（２・ｍ＋Ｗ）・ＣＨ・ｇ 

転倒支点

（側面図）

溶接部

（２・ｍ＋Ｗ）・（１－Ｃｖ）・ｇ

転倒支点となる溶接列

引張を受ける溶接列

ｈ3

1 2

転倒方向



　　Ⅵ-2-別添4-3-2　管の耐震性についての計算書

（地下水位低下設備）
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法　添付資料-6　管の耐震性に

　ついての計算書作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，地下水位低下

　設備の管（Ｃクラス施設），支持構造物及び弁が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分

　な構造強度を有し，動的機能を維持できることを説明するものである。

　　計算結果の記載方法は，以下に示すとおりである。

(1) 管

地下水位低下設備の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全4モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の許

　　容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計

　　算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデル

　　の評価結果を4.2.4に記載する。

(2) 支持構造物

地下水位低下設備の支持点のうち，反力が最大となる支持点の評価結果を代表として

　  て記載する。

(3) 弁

機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求

　　弁を代表として，弁型式別に評価結果を記載する。
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2. 概略系統図及び鳥瞰図

 2.1　概略系統図

概略系統図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　地下水位低下設備の管のうち，本計算書記載範囲の管

 （設計基準対象施設）

（破線） 　地下水位低下設備の管のうち，本計算書記載範囲外の管,

　又は地下水位低下設備の管のうち,他系統の管であって系

　統の概略を示すために表記する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

アンカ
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 2.2　鳥瞰図

鳥瞰図記号凡例

記 号 内 容

（太線） 　地下水位低下設備の管のうち，本計算書記載範囲の管

 （設計基準対象施設）

（破線） 　地下水位低下設備の管のうち，本計算書記載範囲外の管，又は

　地下水位低下設備の管のうち,他系統の管であって解析モデルの

　概略を示すために表記する管

　質点

アンカ

レストレイント（斜め拘束の場合）

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に変

　位量を記載する。なお，Ｓｓ機能維持の範囲はＳｓ地震動による

　変位量のみを記載する。）

  注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

＊

Ｓs

Ｓs Ｓs
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3. 計算条件

 3.1　計算方法

管の構造強度評価は，基本方針に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは

   「ＳＯＬＶＥＲ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要について

    は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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設
備
名
称

系
統
名
称

施
設

　
分

類
＊

1
設
備
分
類

機
器
等

の
区
分

耐
震

重
要
度

分
類

荷
重
の
組
合
せ

＊
2
，

＊
3

許
容
応
力

状
態

Ｉ
Ｌ
＋
Ｓ
ｓ

Ⅱ
Ｌ
＋
Ｓ
ｓ

　
　

＊
2
：
運
転
状
態

の
添
字
Ｌ
は
荷
重
が
作
用
し
て

い
る
状
態
を
示
す
。

　
　

＊
3
：
許
容
応
力

状
態
ご
と
に
最
も
厳
し
い
条
件

又
は
包
絡
条
件
を
用
い
て
評
価
を
実
施
す
る
。

 
3
.
2
　
荷
重
の
組
合
せ
及
び
許
容
応
力
状
態

本
計
算
書
に

お
い
て
考
慮
す
る
荷
重
の
組
合

せ
及
び
許
容
応
力
状
態
を
下
表
に
示
す
。
 

注
記

＊
1
：
Ｄ
Ｂ
は
設

計
基
準
対
象
施
設
，
Ｓ
Ａ
は
重

大
事
故
等
対
処
設
備
を
示
す
。

地
下
水
位
低
下
設
備

―
Ｄ

Ｂ
―

―
Ｃ

Ⅳ
Ａ
Ｓ
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図　OTA-001

管番号 対応する評価点 許容応力状態
最高使用圧力

(MPa)
最高使用温度

(℃)

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 1.00 40

ⅤＡＳ ― ―

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 1.00 40

ⅤＡＳ ― ―

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 1.00 40

ⅤＡＳ ― ―

ⅢＡＳ ― ―

ⅣＡＳ 1.00 40

ⅤＡＳ ― ―

4 　24,100,84,109

3 　19,97,79,106

 3.3　設計条件

1 　1～20,22～25,27～30
　62～80,82～85,87～90

2 　30～61,90～96
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鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号

    を示す。

鳥  瞰  図 OTA-001

管番号 対応する評価点
外径
(mm)

厚さ
(mm)

材料
耐震
重要度
分類

縦弾性係数
(MPa)

1 　1～20,22～25,27～30
　62～80,82～85,87～90

216.3 8.2 STPT370 Ｃ 201670

2 　30～61,90～96 318.5 10.3 STPT370 Ｃ 201670

3 　19,97,79,106 34.0 3.4 STPT370 Ｃ 201670

4 　24,100,84,109 60.5 3.9 STPT370 Ｃ 201670

設計条件
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フランジ部の質量

鳥  瞰  図　OTA-001

質量 対応する評価点

 1,62

 4,8,11,18,78,71,69,66

 20,22,82,80

 25,27,87,85

 31,35,36,39,42,45,49,54,60,95,91

 58

 97,106

 99,108,100,102,109,111

Ⅳ
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　弁部の質量

鳥  瞰  図　OTA-001

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

 21,81  26,86

 98,107  101,110
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　弁部の寸法

鳥  瞰  図　OTA-001

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

21 86

26 81

98 110

101 107
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥  瞰  図　OTA-001

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

** 5 **

5

** 9 **

** 12 **

** 17 **

** 28 **

** 43 **

** 48 **

** 53 **

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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　支持点及び貫通部ばね定数

鳥  瞰  図　OTA-001

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ
支持点番号

各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)

** 61 **

61

** 61 **

** 63 **

** 72 **

** 77 **

** 88 **

** 94 **

94

Ⅳ
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 3.4　材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓ

STPT370 40 ― 215 370 ―

材    料
 許容応力（MPa）

Ⅳ
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　3.5　設計用地震力

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答スペクトル及び等

価繰返し回数を下表に示す。

なお,設計用床応答スペクトルは,図3－1～3を用いる。減衰定数は，Ⅵ-2-1-6「地震応

答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。等価繰返し回数は，Ⅵ-2-1-9「機能維持

の基本方針」に基づき策定したものを用いる。

Ｓｄ Ｓｓ

OTA-001 地下水位低下設備

鳥瞰図 建物・構築物
標高

(O.P.(m))
減衰定数
(％)

等価繰返し回数

Ⅳ
-
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-
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添
4
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-
2
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構
造
物
名
：
地
下
水
位
低
下
設
備

標
高
：
E
L
8
.
5
0
0
m
 
～
 
-
2
1
.
7
0
0
m

設
計
用
床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
Ⅰ
（
N
S
方
向
）

減
衰
定
数
：
2
.
0
％

波
形
名
：
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ

図
3
－
1
　
設
計
用
床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
(
N
S
方
向
)

0
.
0

2
.
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4
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0
.
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0
.
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0
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0
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0
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構
造
物
名
：
地
下
水
位
低
下
設
備

標
高
：
E
L
8
.
5
0
0
m
 
～
 
-
2
1
.
7
0
0
m

設
計
用
床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
Ⅰ
（
E
W
方
向
）

減
衰
定
数
：
2
.
0
％

波
形
名
：
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ

図
3
－
2
　
設
計
用
床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
(
E
W
方
向
)

0
.
0

1
.
0
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.
0
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0
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.
0
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.
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0
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0
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0
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構
造
物
名
：
地
下
水
位
低
下
設
備

標
高
：
E
L
8
.
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0
0
m
 
～
 
-
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1
.
7
0
0
m

設
計
用
床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
Ⅰ
（
鉛
直
方
向
）

減
衰
定
数
：
2
.
0
％

波
形
名
：
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ

図
3
－
3
　
設
計
用
床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
(
鉛
直
方
向
)

0
.
0

1
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0
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.
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.
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.
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4. 解析結果及び評価

 4.1　固有周期及び設計震度

鳥  瞰  図　OTA-001

応答鉛直

震度
＊2

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

  11 次

注記＊1：固有周期が0.050ｓ以上のモードを示す。0.020ｓ以上0.050ｓ未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。

　  ＊2：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトル

により得られる震度
　  ＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度
　  ＊4：最大応答加速度を1.2倍した震度

動 的 震 度
＊3，*4

適用する地震動等 基準地震動Ｓｓ

モード
＊1

固有
周期
（s）

応答水平震度
＊2

Ⅳ
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　　各モードに対応する刺激係数

鳥  瞰  図　OTA-001

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

  11 次

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。

モード
固　有　周　期

（s）

刺  激  係  数
＊
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-
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-
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-
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R
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  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次頁以降に示す。

代表的振動モード図
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下
表
に
示
す
と
お
り
最
大
応
力
及
び
疲
労
累
積
係
数
は
そ
れ
ぞ
れ
の
許
容
値
以
下
で
あ
る
。

ク
ラ
ス
２
以
下
の
管

疲
労
評
価

計
算
応
力

（
M
P
a
）

許
容
応
力

（
M
P
a
）

疲
労
累
積
係
数

Ｕ
Ｓ
ｓ

一
次
応
力
　
Ｓ
ｐ
ｒ
ｍ
(
0
.
9
・
Ｓ
ｕ
)

O
T
A
-
0
0
1

4
5

1
2
9

3
3
3

―

一
次
＋
二
次
応
力
　
Ｓ
ｎ
(
2
・
Ｓ
ｙ
)

O
T
A
-
0
0
1

4
5

2
3
7

4
3
0

―

応
力
評
価

Ⅳ
Ａ
Ｓ

4
.
2
 
 
評
価
結
果

　
4
.
2
.
1
　
管
の
応
力
評
価
結
果

許
容
応
力

状
態

最
大
応
力
区
分
(
許
容
応

力
)

鳥
瞰
図

番
号

最
大
応
力

評
価
点

Ⅳ
-
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-
別
添
4
-
3
-
2
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4
.
2
.
2
　
支
持
構
造
物
評
価
結
果

下
表
に
示
す
と
お
り
計
算
応
力
及
び
計
算
荷
重
は
そ
れ
ぞ
れ
の
許
容
値
以
下
で
あ
る
。

支
持
構
造
物
評
価
結
果
（
荷
重
評
価
）

―
メ
カ
ニ
カ
ル
ス
ナ
ッ
バ

―

―
オ
イ
ル
ス
ナ
ッ
バ

―

―
ロ
ッ
ド
レ
ス
ト
レ
イ
ン
ト

―

―
ス
プ
リ
ン
グ
ハ
ン
ガ

―

―
コ
ン
ス
タ
ン
ト
ハ
ン
ガ

―

―
リ
ジ
ッ
ト
ハ
ン
ガ

―

注
記
＊
1
：
あ
ら
か
じ
め
設
定
し
た
設
計
上
の
基
準
値
を
許
容
荷
重
と
し
て
実
施
す
る
評
価

　
　
＊
2
：
計
算
荷
重
が
あ
ら
か
じ
め
設
定
し
た
設
計
上
の
基
準
値
を
超
過
し
た
箇
所
に
対
し
て
，
Ｊ
Ｅ
Ａ
Ｇ
４

６
０
１
に
定
め
る
許
容
限
界
を
満
足
す
る
範
囲
内
で

新
た
に
設
定
し
た
設
計
上
の
基
準
値

を
許
容
荷
重
と
し
て
実
施
す
る
評
価
。
な
お
，
一
次
評
価
を
満
足
す
る
場
合
は
「
―
」
と
記
載
す
る
。

支
持
構
造
物
評
価
結
果
（
応
力
評
価
）

Ｆ
Ｘ

Ｆ
Ｙ

Ｆ
Ｚ

Ｍ
Ｘ

Ｍ
Ｙ

Ｍ
Ｚ

S
P
A
-
0
1
1

レ
ス
ト
レ
イ
ン
ト

架
構

S
S
4
0
0

4
0

8
5

―
9
6

―
―

―
組

合
せ

1
6
3

4
9
0

―
ア
ン
カ

―
―

―
―

―
―

―
―

―
―

―
―

評
価
結
果

反
力
(
k
N
)

モ
ー
メ
ン
ト
(
k
N
･
m
)

応
力

分
類

計
算

応
力

(
M
P
a
)

許
容

応
力

(
M
P
a
)

―
―

支
持
構
造
物

番
号

種
類

型
式

材
質

温
度

(
℃
)

支
持
点
荷
重

 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
「
配

 
管
及
び
支
持
構
造

 
物
の
耐
震
計
算
に

 
つ
い
て
」
参
照

―
―

―

―
―

―

―
―

―
―

―
―

―

支
持
構
造
物

番
号

種
類

型
式

材
質

温
度

(
℃
)

評
価
結
果

計
算
荷
重

(
k
N
)

許
容
荷
重
(
k
N
)

一
次
評
価

＊
1

二
次
評
価

＊
2
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4
.
2
.
3
　
弁
の
動
的
機
能
維
持
の
評
価
結
果

下
表
に
示
す
と
お
り
機
能
維
持
評
価
用
加
速
度
が
機
能
確
認
済
加
速
度
以
下
又
は
機
能
維
持
評
価
用
加
速
度
が
動
作
機
能
確
認
済
加
速
度
以
下
か
つ

計
算
応
力
が
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。

水
平

鉛
直

水
平

鉛
直

水
平

鉛
直

評
価
部
位

応
力

分
類

計
算

応
力

許
容

応
力

―
―

―
―

―
―

―
―

―
―

―
―

―

注
記
＊
1
：
弁
に
要
求
さ
れ
る
機
能
に
応
じ
て
以
下
を
記
載
す
る
。

α
（
Ｓ
ｓ
）
：
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
，

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
時
に
動
的
機
能
が
要
求
さ
れ
る
も
の

α
（
Ｓ
ｄ
）
：
弾
性
設
計
用
地
震
動

Ｓ
ｄ
時
に
動
的
機
能
が
要
求
さ
れ
る
も
の

β
（
Ｓ
ｓ
）
：
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
，

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
後
に
動
的
機
能
が
要
求
さ
れ
る
も
の

β
（
Ｓ
ｄ
）
：
弾
性
設
計
用
地
震
動

Ｓ
ｄ
後
に
動
的
機
能
が
要
求
さ
れ
る
も
の

　
　
＊
2
：
機
能
維
持
評
価
用
加
速
度
が
機
能
確
認
済
加
速
度
を
超
過
す
る
場
合
は
詳
細
評
価
を
実
施
し
，
機
能

維
持
評
価
用
加
速
度
が
動
作
機
能
確
認
済
加
速
度
以

下
か
つ
計
算
応
力
が
許
容
応
力
以
下

で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
。
な
お
，
機
能
維
持
評
価
用
加
速
度
が
機
能
確
認
済
加
速
度
以
下
の
場
合
は
「
―
」
と
記

載
す
る
。

構
造
強
度
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果

＊
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)
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式
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1
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)
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)
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)
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代
表
モ
デ
ル
は
各
モ
デ
ル
の
最
大
応
力
点
の
応
力
と
裕
度
を
算
出
し
，
応
力
分
類
ご
と
に
裕
度
最
小
の
モ
デ
ル
を
選
定
し
て
鳥
瞰

図
，
計
算
条
件
及
び
評
価
結
果
を
記
載
し
て
い
る
。
下
表
に
，
代
表
モ
デ
ル
の
選
定
結
果
及
び
全
モ
デ
ル
の
評
価
結
果
を
示
す
。

ク
ラ
ス
２
以
下
の
管

評
価
点

計
算
応
力

(
M
P
a
)

許
容
応
力

(
M
P
a
)

裕
度

代 表
評
価
点

計
算
応
力

(
M
P
a
)

許
容
応
力

(
M
P
a
)

裕
度

疲
労
累
積

係
数

代 表

1
O
T
A
-
0
0
1

4
5

1
2
9

3
3
3

2
.
5
8

〇
4
5

2
3
7

4
3
0

1
.
8
1

―
〇

2
O
T
A
-
0
0
2

1
1
6

3
3
3

2
0
.
8
1

―
1

1
0

4
3
0

4
3
.
0
0

―
―

3
O
T
A
-
0
0
3

4
5

1
2
9

3
3
3

2
.
5
8

―
4
5

2
3
7

4
3
0

1
.
8
1

―
―

4
O
T
A
-
0
0
4

1
1
6

3
3
3

2
0
.
8
1

―
1

1
0

4
3
0

4
3
.
0
0

―
―

4
.
2
.
4
 
 
 
 
代
表
モ
デ
ル
の
選
定
結
果
及
び
全
モ
デ
ル
の
評
価
結
果
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鳥
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許
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力
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価
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1. 概要

本計算書は，VI-2-別添 4-1「地下水位低下設備の耐震計算の方針」にて設定している耐震評価

方針に基づき，地下水位低下設備水位計（Ｃクラス施設）が基準地震動Ｓｓによる地震力に対し

て十分な構造強度を有し，電気的機能を維持できることを説明するものである。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

地下水位低下設備水位計の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

 水位計は，取付ボルト

にて水位計架台に固定す

る。 

 水位計架台は，壁面の

後打ち金物に溶接にて設

置する。 

後打ち金物は基礎ボル

トにて壁面に固定する。

圧力式水位検出器 

（壁に設置された水位

計架台に，水位計を取

付ボルトにて固定する

構造） 

【水位計】 

正面（左右方向）  側面（前後方向） 

（単位：mm） 
取付ボルト 

水位計 

溶接 

後打ち金物 

水位計架台 

500 

基礎ボルト 

300 

壁 

EL -21.400m 
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2.2 評価方針 

地下水位低下設備水位計の応力評価は，VI-2-別添 4-1「地下水位低下設備の耐震計算の方針」

にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す地下

水位低下設備水位計の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周

期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 

構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，地下水位低下設備水位計の

機能維持評価は，VI-2-別添 4-1「地下水位低下設備の耐震計算の方針」にて設定した電気的機

能維持の方針に基づき，機能維持評価用加速度が電気的機能維持確認済加速度以下であること

を，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 評価結

果」に示す。 

地下水位低下設備水位計の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 地下水位低下設備水位計の耐震評価フロー 

地震時における応力 

設計用地震力（基準地震動Ｓｓ） 

理論式による固有周期 

支持構造物の構造強度評価 

計算モデルの設定 

機能維持評価用加速度 

水位計の電気的機能維持評価 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編(ＪＥＡＧ４６０１・補―1984） 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 (ＪＥＡＧ４６０１―1987）

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 (ＪＥＡＧ４６０１―1991追補版）

(4) ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 発電用原子力設備規格 設計・建設規格

（以下「設計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ ボルトの軸断面積 mm2 

ＡＳ 水位計架台の最小有効せん断断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

ｄ ボルトの呼び径 mm 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1) に定める値 MPa 

Ｆ ＊ 設計・建設規格 SSB-3121.3 に定める値 MPa 

Ｇ せん断弾性係数 MPa 

Ｆｂ ボルトに作用する引張力（１本当たり） N 

Ｆｂ１ 
鉛直方向地震及び壁掛取付面に対し左右方向の水平方向地震によりボルトに

作用する引張力（１本当たり） 
N 

Ｆｂ２

鉛直方向地震及び壁掛取付面に対し前後方向の水平方向地震によりボルトに

作用する引張力（１本当たり） 
N 

ƒｓｂ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力同時に受けるボルトの許容引張応力（許容組合せ応力） MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ 後打ち金物の取付面から重心までの距離 mm 

Ｉｙ 水位計架台の水平方向軸（左右方向）に対する断面二次モーメント mm4 

Ｉｚ 水位計架台の鉛直方向軸に対する断面二次モーメント mm4 

ＫＨ 水平方向（左右方向）に対する曲げ及びせん断変形によるばね定数 N/m 

ＫＶ 鉛直方向に対する曲げ及びせん断変形によるばね定数 N/m 

𝑎 水位計架台の幅 mm 

１ 重心と下側ボルト間の鉛直方向距離 mm 

２ 上側ボルトと下側ボルト間の鉛直方向距離 mm

３ 左側ボルトと右側ボルト間の水平方向距離 mm

ｍ 水位計，水位計架台及び後打ち金物の質量 kg

ｎ ボルトの本数 ―

ｎｆＶ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（前後方向） ― 

ｎｆＨ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（左右方向） ― 

Ｑｂ ボルトに作用するせん断力 N 

Ｑｂ１ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力 N 

Ｑｂ２ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力 N 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 40℃における値 MPa 

ＴＨ 水平方向固有周期 s 
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記号 記号の説明 単位 

ＴＶ 鉛直方向固有周期 s 

ｔ 水位計架台の板厚 mm 

π 円周率 ― 

σｂ ボルトに生じる引張応力 MPa 

τｂ ボルトに生じるせん断応力 MPa 

2.5 計算精度と数値の丸め方 

計算精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりである。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

断面二次モーメント mm4 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位＊3 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第１位の場合は，小数点以下第１位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 

3. 評価部位

地下水位低下設備水位計の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震

評価上厳しくなる基礎ボルトについて実施する。地下水位低下設備水位計の耐震評価部位につい

ては，表 2－1の構造計画に示す。 



S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
4-
3-
3 
R0

 

7 

4. 固有周期

4.1 固有周期の計算方法 

地下水位低下設備水位計が設置される，水位計架台の固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 計算モデル

a. 水位計架台の質量は，重心に集中するものとする。

b. 水位計架台は溶接で壁面の後打ち金物に固定されており，固定端とする。

c. 水位計架台をはりと考え，変形モードは曲げ及びせん断変形を考慮する。

d. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

e. 水位計架台を図 4－1に示す壁固定の１質点系振動モデルとし，その断面形状は，水

位計架台の重量を負担する前後方向に位置する２枚の板を合わせたものとして考える。 

f. 水の付加質量＊を考慮する。

注記＊：機器が流体中で加速度を受けた場合に質量が増加したような効果を模擬した質

量 

図 4－1 固有周期の計算モデル 

h 

鉛直方向 

前後方向 

左右方向 

（奥行方向） 

h

t 
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(2) 水平方向固有周期（前後方向，左右方向）

a. 前後方向は十分な剛性を有していることから，固有周期の計算を省略する。

b. 左右方向に対する曲げ及びせん断変形によるばね定数ＫＨは次式で求める。

   1000 

 ｈ３  ｈ 

3・Ｅ・Ｉｚ   Ａｓ・Ｇ 

したがって，左右方向に対する固有周期ＴＨは次式で求める。 

  ｍ 

ＫＨ 

(3) 鉛直方向固有周期

鉛直方向に対する曲げ及びせん断変形によるばね定数ＫＶは次式で求める。

   1000 

 ｈ３  ｈ 

3・Ｅ・Ｉｙ   Ａｓ・Ｇ 

したがって，鉛直方向に対する固有周期ＴＶは次式で求める。 

  ｍ 

ＫＶ 

ＴＨ＝ 2・π・ ・・・（4.1.2）

ＫＨ＝ ・・・（4.1.1）

＋ 

ＴＶ＝ 2・π・ ・・・（4.1.4）

ＫＶ＝ ・・・（4.1.3）

＋ 



S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
4-
3-
3 
R0

 

9 

4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【地下水位低下設備水位計の耐震性につい

ての計算結果】の機器要目に示す。 

4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4－1に示す。計算の結果，固有周期は 0.05秒以下であり，剛構造

であることを確認した。 

  表 4－1 固有周期 （単位：s） 

水平方向 鉛直方向 
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

4.1項(1)a.～f.のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は地下水位低下設備水位計に対して，水平方向及び鉛直方向から個別に作用させ

る。 

また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組み合わせには，絶対値和を適

用する。 

(2) 設計用地震力（基準地震動Ｓｓ）は，Ⅵ-2-別添 4-2「地下水位低下設備の地震応答計算

書」に示す地震応答から，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定す

る。 

(3) 転倒方向は，表 2－1構造計画における左右方向及び前後方向について検討し，計算書に

は計算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(4) 水位計架台の重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件が厳しくなる位置に

重心位置を設定して耐震性の計算を行う。 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

地下水位低下設備水位計の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち評価に用いるものを表

5－1に示す。 

5.2.2 許容応力 

地下水位低下設備水位計の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 5

－2のとおりとする。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

地下水位低下設備水位計の使用材料の許容応力評価条件のうち評価に用いるものを表 5

－3に示す。
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

設備名称 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

地下水位低下設備 地下水位低下設備水位計 Ｃ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 5－2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊１，＊２

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ
＊ 1.5・ｆｓ

＊ 

注記＊１：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

  ＊２：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

表 5－3 使用材料の許容応力評価条件 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ（ＲＴ） 

（MPa） 

基礎ボルト SUS304 周囲環境温度 40 205 520 ― 
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5.3 設計用地震力（基準地震動Ｓｓ） 

評価に用いる設計用地震力（基準地震動Ｓｓ）を表 5－4に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-別添 4-2「地下水位低下設備の地震応答計算書」

に示す地震応答から，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

なお，水平方向及び鉛直方向それぞれ，各揚水井戸における設計震度が大きい方を設定する。 

表 5－4 設計用地震力（基準地震動Ｓｓ） 

据付場所 

及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

地下水位低下設備 

揚水井戸 

EL -21.700＊1 

－ － ＣＨ＝2.60＊２ ＣＶ＝1.51＊２ 

注記＊１：基準床レベルを示す。 

＊２：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

  基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引

張力とせん断力について計算する。図 5－1に計算モデルを示す。 

図 5－1(1) 計算モデル（左右方向転倒の場合） 

ｍ・(１＋ＣＶ)・g 

ｍ・ＣＨ・g 

3

転倒支点 

転倒方向 

ｈ
 

引張を受ける 

ボルト列 

転倒支点となる 

ボルト列 

 1
，
 2
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図 5－1(2) 計算モデル（前後方向転倒の場合） 

転倒支点 

転倒方向 

ｍ・(１＋ＣＶ)・g 

ｍ・ＣＨ・g 

ｈ 

 1
，
 2

3

転倒支点となる 

ボルト列 

引張を受ける 

ボルト列 



S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
4-
3-
3 
R0

 

16 

(1) 引張応力

基礎ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として，図 5－1で最外列のボルトを支

点とする転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

 引張力 

計算モデル図 5－1(1)の場合の引張力 

Ｆｂ１=ｍ・g・(
ＣＨ・ｈ

ｎｆＨ・ ３
＋

(１＋ＣＶ)・ｈ

ｎｆＶ・２ 
) 

計算モデル図 5－1(2)の場合の引張力 

Ｆｂ２=ｍ・g・(
ＣＨ・１ + (１＋ＣＶ)・ｈ

ｎｆＶ・２ 
) 

Ｆｂ= Max(Ｆｂ１，Ｆｂ２) 

引張応力 

σｂ=
Ｆｂ

Ａｂ

 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ=
π

４
・ｄ

２
 

ただし，Ｆｂが負のとき基礎ボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行

わない。 

(2) せん断応力

基礎ボルトに対するせん断力は，基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。

せん断力 

Ｑｂ１=ｍ・g・ＣＨ 

Ｑｂ２=ｍ・g・(１ + ＣＶ) 

Ｑｂ=√(Ｑｂ１)
２

+(Ｑｂ２)
２

せん断応力 

τｂ=
Ｑｂ

ｎ・Ａｂ

・・・・・（5.4.1.1.1）

・・・・・・（5.4.1.1.2）

・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.3）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.4）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.5）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.6）

・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.7）

・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.8）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.9）
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5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【水位計の耐震性についての計

算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

5.6 応力の評価 

5.6.1 基礎ボルトの応力評価 

5.4 項で求めた基礎ボルトの引張り応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力 ƒｔｓ以下

であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

ƒｔｓ= Min[1.4 ∙ ƒｔｏ − 1.6 ∙ τｂ， ƒｔｏ]  ・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.10）

せん断応力τｂは，せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下である

こと。ただし，ƒｓｂは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ

Ｆ

2
・1.5

Ｆ
＊

2
・1.5

許容せん断応力 

ƒｓｂ

Ｆ

1.5・√3
・1.5

Ｆ

＊

1.5・√3
・1.5
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6. 機能維持評価

6.1 電気的機能維持評価方法 

 地下水位低下設備水位計の電気的機能維持評価について以下に示す。 

 なお，機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-別添 4-2「地下水位低下設備の地震応答計算書」に

示す地震応答から，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，基準地震動 

Ｓｓにより定まる応答加速度を設定する。 

地下水位低下設備水位計の機能確認済加速度は，VI-2-別添 4-1「地下水位低下設備の耐震

計算の方針」に基づき，実機の据付け状態を水位計架台を含めて加振台上で模擬したうえで，

正弦波による加振試験において電気的機能の健全性を確認した評価部位の加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 6－1に示す。 

表 6－1 機能確認済加速度  (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

地下水位低下設備水位計 

水平方向 

鉛直方向 
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7. 評価結果

7.1 設計基準対象施設としての評価結果 

地下水位低下設備水位計の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有している

ことを確認した。 

（１） 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

（２） 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【地下水位低下設備水位計の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 据付場所及び床面高さ 
（m） 

固有周期（s） 弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境
温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

地下水位低下設備 
水位計 

（LX282-101A） 
Ｃ 

地下水位低下設備 
揚水井戸 

EL -21.700＊1 
－ － ＣＨ＝2.60＊2 ＣＶ＝1.51＊2 40 

注記＊１：基準床レベルを示す。 

＊２：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

 1.2 機器要目 

部 材 
ｍ 

（kg） 

ｈ 

（mm） 

ｔ 

（mm） 

d 

（mm） 

𝑎 

（mm） 
1 

（mm） 
2 

（mm） 
3 

（mm） 
ｎ 

（-） 

ｎfH

（-） 

ｎfV

（-） 

Ａｂ 

（mm2） 

基礎ボルト 

部 材 
Ｓｙ

（MPa） 

Ｓｕ 
（MPa） 

Ｆ

（MPa） 

  Ｆ＊

（MPa） 

転倒方向 
ME 

(N･mm) 
弾性設計用 
地震動Ｓｄ又 
は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト ― ― 前後方向 ― 

Ｅ
（MPa） 

Ｇ
（MPa） 

Ｉｙ 
（mm4） 

Ｉｚ 
（mm4） 

ＡＳ 
（mm2） 

1.937×105 7.449×104 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 （単位：Ｎ） 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ― ― 

1.4 結論 

 1.4.1 固有周期     （単位：s） 

方向 固有周期 

水平方向 

鉛直方向 

 1.4.2 ボルトの応力 （単位：MPa） 

部 材 材 料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SUS304 
引張 ― ― 

せん断 ― ― 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓ = Min[1.4・ƒｔｏ-1.6・τｂ，ƒｔｏ ] 

 1.3.3 電気的機能維持の評価結果 （×9.8m/s2） 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

水位計 
水平方向 1.00 

鉛直方向 0.73 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度は，すべて機能確認済加速度以下である。
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正面 側面 

転倒支点 

転倒方向 

ｈ 

 1
，
 2

3
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Ⅵ-2-別添 4-3-4 地下水位低下設備制御盤の耐震性

についての計算書
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-別添 4-1「地下水位低下設備の耐震計算の方針」に示すとおり，地下水位

低下設備制御盤（Ｃクラス施設）が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度及び電気

的機能を有していることを説明するものである。

なお，地下水位低下設備制御盤は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載の

直立形盤であるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-9 盤の耐震性

についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

地下水位低下設備制御盤の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

地下水位低下設備制御盤

は，取付ボルトにてチャ

ンネルベースに設置す

る。 

チャンネルベースは，溶

接にて後打金物に固定す

る。 

後打金物は，基礎ボルト

にて基礎に設置する。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立閉鎖型の

盤） 

【地下水位低下設備制御盤】 

（単位：mm） 

チャンネルベース （長辺方向） 

取付ボルト

（短辺方向）

正面 側面

床

盤
たて 横 

高
さ

基礎ボルト 
（ケミカルアンカ） 

後打金物 

機器名称

地下水位低下

設備制御盤 A 
（2-1118） 

地下水位低下

設備制御盤 B 
（2-1119） 

たて

横

高さ
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3. 固有周期

3.1 固有周期の算出 

地下水位低下設備制御盤の固有周期は，プラスチックハンマ等により，当該設備に振

動を与え自由減衰振動を振動解析装置により記録解析し，確認する。試験の結果，剛構

造であることを確認した。固有周期の確認結果を表 3－1 に示す。 

表 3－1 固有周期  （単位：s） 

地下水位低下設備 

制御盤Ａ 

（2-1118） 

水平 

鉛直 

地下水位低下設備 

制御盤Ｂ 

（2-1119） 

水平 

鉛直 
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4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

地下水位低下設備制御盤の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 

添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行

う。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

地下水位低下設備制御盤の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表 4－1に示す。 

4.2.2 許容応力 

地下水位低下設備制御盤の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4

－2 のとおりとする。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

地下水位低下設備制御盤の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 4－3に示す。 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【地下水位低下設備制御盤Ａ（2-1118）の耐震性

についての計算結果】，【地下水位低下設備制御盤Ｂ（2-1119）の耐震性についての計算結果】

の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

設備名称 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

地下水位低下設備 地下水位低下設備制御盤 Ｃ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 4－2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊
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表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

基礎ボルト 
SS400 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 40 235 400 ― 

取付ボルト 
SS400 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 40 235 400 ― 
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5. 機能維持評価

5.1 電気的機能維持評価方法 

地下水位低下設備制御盤の電気的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成

の方法 添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づ

き行う。 

地下水位低下設備制御盤に設置される器具の機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基

本方針」に基づき，同形式の器具単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認

した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1 に示す。 

表 5－1 機能確認済加速度 (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

地下水位低下設備制御盤Ａ 

（2-1118） 

水平 

鉛直 

地下水位低下設備制御盤Ｂ 

（2-1119） 

水平 

鉛直 
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

地下水位低下設備制御盤の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を維持で

きることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【地下水位低下設備制御盤Ａ（2-1118）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

地下水位低下設備制御盤Ａ 

（2-1118） 
Ｃ 

原子炉建物 

EL 2.800

（EL 8.800 ＊1） 

－ － ＣＨ＝1.56 ＊2 ＣＶ＝1.16 ＊2 40 

1. 2 機器要目

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
235 

(16mm＜径≦40mm) 

400 

(16mm＜径≦40mm) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

235 

(16mm＜径≦40mm) 

400 

(16mm＜径≦40mm) 

部材
１ｉ＊

(mm)

２ｉ＊

(mm)
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ
＊

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
－ 280 － 短辺方向 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
－ 280 － 長辺方向 

 注記＊ ：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
－  －  

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
－  －  

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SS400 

引張 － －

せん断 － －

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張 － －

せん断 － －

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2)

注記＊ ：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

地下水位低下設備制御盤

Ａ 

（2-1118） 

水平方向 1.29 

鉛直方向 0.96 
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【地下水位低下設備制御盤Ｂ（2-1119）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

地下水位低下設備制御盤Ｂ 

（2-1119） 
Ｃ 

原子炉建物 

EL 2.800

（EL 8.800 ＊1） 

－ － ＣＨ＝1.56 ＊2 ＣＶ＝1.16 ＊2 40 

1. 2 機器要目

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
235 

(16mm＜径≦40mm) 

400 

(16mm＜径≦40mm) 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

235 

(16mm＜径≦40mm) 

400 

(16mm＜径≦40mm) 

部材
１ｉ＊

(mm)

２ｉ＊

(mm)
ｎｆｉ

＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ
＊ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
－ 280 － 短辺方向 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
－ 280 － 長辺方向 

 注記＊ ：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）

1
3
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N)

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
－ － 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
－ － 

1.4 結論

1.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SS400 

引張 － －

せん断 － －

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
SS400 

引張 － － 

せん断 － － 

すべて許容応力以下である。 注記＊ ：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]

1.4.2 電気的機能維持の評価結果  (×9.8m/s2)

注記＊ ：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

地下水位低下設備制御盤

Ｂ 

（2-1119） 

水平方向 1.29 

鉛直方向 0.96 

1
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Ⅵ-2-別添 4-3-5 揚水井戸の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は， VI-2-1-1-別添 1「地下水位低下設備の設計方針」で設定している構造強

度及び機能維持の設計方針に基づき,地下水位低下設備のうち，揚水井戸が基準地震動 

Ｓｓに対して十分な構造強度を有していることを確認するものである。 

揚水井戸に要求される機能の維持を確認するにあたっては,地震応答解析に基づく構造

部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価により行う。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

地下水位低下設備のうち揚水井戸の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

図 2－1 揚水井戸の設置位置 
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2.2 構造概要 

揚水井戸は，揚水ポンプ等を支持する，内径 3.5m，高さ 31.9m の鉄筋コンクリート

造の円筒状の地中構造物であり，十分な支持性能を有するＣＭ級岩盤に支持される。 

地下水位低下設備の構成概要を図 2－2 に，構造概要を図 2－3 に，概略配筋図を図

2－4 に示す。 

 

 

 

 

図 2－2 地下水位低下設備の構成概要 
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図 2－3 揚水井戸 構造概要 
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図 2－4 揚水井戸 概略配筋図 
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2.3 評価方針 

地下水位低下設備の要求機能は，原子炉建物等の建物・構築物に作用する揚圧力の

低減を目的とし，地下水位を一定の範囲に保持することであり，揚水井戸は支持・閉

塞防止機能を維持する必要がある。揚水井戸を含む地下水位低下設備はＣクラスに分

類されるが，その機能を維持するため，基準地震動Ｓｓに対して耐震性を確保する設

計としている。 

揚水井戸の耐震評価は地震応答解析に基づき実施し，表 2－1 に示すとおり，構造

部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を行う。 

構造部材の健全性評価については，Ⅵ-2-別添 4-1「地下水位低下設備の耐震計算の

方針」に基づき，発生する応力が許容限界以下であることを確認する。 

基礎地盤の支持性能評価においては，Ⅵ-2-別添 4-1「地下水位低下設備の耐震計算

の方針」に基づき，発生する応力（接地圧）が許容限界以下であることを確認する。 

構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実施することで，構造強度を

有することを確認する。 

揚水井戸の耐震評価フローを図 2－5 に，構造部材の応答値算定及び健全性評価に

ついての詳細フローを図 2－6 に示す。 

 

表 2－1 揚水井戸の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を

有すること 

構造部位の

健全性 

鉄筋コンク

リート部材 

発生する応力（曲げ軸力，せ

ん断力）が許容限界を下回

ることを確認 

短期許容応力度 

基礎地盤の

支持性能 
基礎地盤 

発生する接地圧が許容限界

を下回ることを確認 
極限支持力度＊ 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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図 2－5 揚水井戸の耐震評価フロー 
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・有効応力解析(南北方向(Ｂ－Ｂ断面)) 

詳細は図 2－6 
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図 2－6 構造部材の応答値算定及び健全性評価についての耐震評価詳細フロー 

  

鉛直断面の耐震評価 

・曲げ軸力に対する評価 

・せん断力に対する評価 

・側壁と底版の結合部における局所の曲げモーメント 

増分の廻り込みを考慮した耐震評価 

水平断面の耐震評価 

・水平断面の曲げ軸力及びせん断力に対する評価 

・水平２方向及び鉛直方向地震力に対する評価 

底版の耐震評価 
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2.3.1 ２次元地震応答解析 

揚水井戸の地震応答解析は，地盤と構造物の相互作用を考慮できる 2 次元有限

要素法を用いて，基準地震動ＳＳに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時

加振による逐次時間積分の時刻歴応答解析にて行う。揚水井戸は，中心位置にお

いて各構造部材と等価な剛性を有する構造はり(線形はり要素)によりモデル化す

る。 

２次元地震応答解析を実施し，揚水井戸の鉛直鉄筋の健全性評価のために，２

次元地震応答解析にて算出される線形はり要素の発生断面力(曲げモーメント，軸

力，せん断力)を抽出する。揚水井戸の水平鉄筋の健全性評価のために，揚水井戸

側方の地震時地盤反力の時刻歴最大値，すなわち地震時最大地盤反力を抽出す

る。さらに，底版の健全性評価のために，揚水井戸底面をモデル化した仮想剛は

り要素に地盤から作用する鉛直方向の地震時地盤反力を底面方向分布に応じて合

計した値，すなわち鉛直方向の地震時地盤反力の時刻歴最大値を抽出する。 

２次元地震応答解析からの応答値の抽出概念図を図 2－7 に示す。 

 

 

 

図 2－7 ２次元地震応答解析からの応答値の抽出概念図 
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2.3.2 鉛直断面に対する耐震評価 

（1）鉛直断面の曲げ軸力に対する評価 

揚水井戸は直交する２断面（東西方向（Ａ－Ａ断面），南北方向（Ｂ－Ｂ断

面））を解析断面として選定し，２次元地震応答解析を実施し部材の設計を行

う。揚水井戸の鉛直鉄筋は２次元地震応答解析において算出される線形はり要素

の発生断面力(曲げ軸力)を用いて２次元静的フレーム解析を実施し，照査を行

う。その際，水平２方向及び鉛直方向地震力に対して円筒状立抗の場合は，地震

動の加振方向に対して抵抗する部位が明確でない。そこで，円筒状立抗の曲げ軸

力が時刻歴最大となる時刻の曲げモーメントが直交する方向にも同時に作用する

ものと仮定(曲げモーメントを√２倍)して，構造部材の曲げ軸力による発生応力

が許容限界以下であることを確認する。２次元静的フレーム解析には解析コード

「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。なお，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要に

ついては，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

線形はり要素の鉛直断面設計概念図を図 2－8 に示す。 

 

 

 

 

図 2－8 線形はり要素の鉛直断面設計概念図 

 

（2）鉛直断面のせん断力に対する評価 

２次元地震応答解析において算出される線形はり要素の発生せん断力(Ｓ)に対

しコンクリートの有効断面積(Ａw)で抵抗するものとし，せん断力度τ＝Ｓ/Ａw が

コンクリート標準示方書に示される許容せん断応力度τ al を超える場合はせん断

補強筋が必要となる。 

本評価においては，２次元地震応答解析において算出される線形はり要素の発

生せん断力を用いて２次元静的フレーム解析を実施し，照査を行い，構造部材の

発生せん断力が鉄筋コンクリートとしての許容限界，すなわち短期許容せん断力

Ｖa 以下であることを確認する。 
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（3）側壁と底版の結合部における局所の曲げモーメント増分の廻り込みを考慮した

耐震評価 

側壁と底版の隅角部には，床版曲げモーメント(Ｍ1)が側壁に廻り込む。また側

壁が底版に支持される拘束効果により，地震時荷重を面外方向に受けた場合に曲

げモーメントが反転する(Ｍ2)。この現象は２次元地震応答解析において考慮する

ことができないため，側壁と底版の結合部における曲げモーメント増分の廻り込

みを考慮した設計を行う。 

底版から側壁に廻り込む曲げモーメント概念図を図 2－9 に示す。 

 

 

  

 

図 2－9 底版から側壁に廻り込む曲げモーメント概念図 
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側壁と底版を結合することにより底版に発生する端部の曲げモーメント(Ｍ1)

は，底版両端を固定支持とした理論解により算定する。荷重については，底版の

地盤反力の和が最大となる時刻の地盤反力を作用させる。 

また，側壁に作用する荷重による，側壁と底版の結合部に発生する曲げモーメ

ント(Ｍ2)は，底版と揚水井戸上端をスパンとした単位幅の 1 方向を考慮した両端

固定はりとしてモデル化し，２次元静的フレーム解析により算定する。荷重につ

いては，地盤反力の和が最大となる時刻の地盤反力を作用させる。 

底版の端曲げモーメント(Ｍ1)及び底版に拘束された側壁に発生する端曲げモー

メント(Ｍ2)の和を設計曲げモーメントとする。 

上記により得られる設計曲げモーメントから鉛直鉄筋の引張応力度(σｖ2)を算

定する。円筒状立抗の曲げ軸力が時刻歴最大となる時刻の曲げモーメントを直行

する方向にも同時に作用させるものと仮定(曲げモーメントを√2 倍)して求められ

た鉛直鉄筋の引張応力度(σｖ1’)を加算した鉛直鉄筋の引張応力度(σｖ1’＋ σｖ

2)が許容限界以下であることを確認する。 
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2.3.3 水平断面に対する耐震評価 

（1）水平断面の曲げ軸力及びせん断力に対する評価 

揚水井戸の水平断面については，側壁を線形はり要素によりモデル化した２次

元静的フレーム解析に基づき照査を行う。 

作用させる荷重は，２次元地震応答解析から抽出した，揚水井戸側方の地震時

地盤反力の時刻歴最大値である。 

水平断面については，地震応答解析結果より，各部材の照査値が最も厳しい荷

重条件を抽出して２次元静的フレーム解析を実施し，発生応力が許容限界以下で

あることを確認する。 

構造部材の発生断面力(曲げモーメント，軸力，せん断力)が許容限界以下であ

ることを確認する。なお，ここで設計する主鉄筋は，２次元静的フレーム解析モ

デルの側壁面外方向の地震時最大地盤反力で生じる曲げ応力に対する配筋であ

る。 

水平断面の評価概念図を図 2－10 に示す。 

 

 

 

 

図 2－10 水平断面の評価概念図(フレーム解析) 

  

地盤の土圧
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（2）水平２方向及び鉛直方向地震力に対する評価 

揚水井戸の設計における水平２方向及び鉛直方向地震力に対する耐震安全性

は，側壁面内方向の水平鉄筋の配筋量にて確認する。 

揚水井戸の側壁における面内方向の水平鉄筋として，２次元地震応答解析(鉛直

断面)モデルの側壁面内方向のせん断力に対するせん断補強鉄筋(Ａｓ1)と，水平断

面の２次元静的フレーム解析モデルの側壁面外方向の地震時最大地盤反力で生じ

る曲げ軸力に対する主鉄筋(Ａｓ２)は同じ向きの配筋となる。したがって，Ａｓ1 の

必要鉄筋量とＡｓ２の必要鉄筋量を足し合わせた合計必要鉄筋量以上の実配筋量が

側壁の面内方向に配置されていることを確認する。 

側壁の水平鉄筋の設計イメージを図 2－11 に示す。 

 

 

 

 

図 2－11 側壁の水平鉄筋の設計イメージ 

  

加振方向
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せん断補強筋量

As2:側壁の面外方向の地震時最大地
盤反力に対して水平輪切り断
面モデルで算定する曲げ軸力
に対する主鉄筋量

側壁における水平２方向及び
鉛直方向地震力に対する水平鉄筋
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2.3.4 底版に対する耐震評価 

底版は接続する側壁の中心間距離をスパンとした単位幅の 1 方向を考慮し，両

端を単純支持とした理論解により設計断面力を算定する。 

設計荷重は２次元地震応答解析において，仮想剛はり要素(底面)下面の地盤要

素に発生する地震時地盤反力の和が最大となる時刻を抽出し，その時刻における

地盤反力を作用させる。また，静水圧も分布荷重として考慮する。 

揚水井戸の底版の構造部材の発生応力が許容限界以下であることを確認する。

底版の応答解析概念図を図 2－12 に示す。 

 

 

 

図 2－12 底版の応答解析概念図 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・土木学会 2002 年 コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（以下「コンクリー

ト標準示方書」という。）」 

・日本道路協会 平成 24 年 3 月 道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編

（以下「道路橋示方書」という。）」 

・原子力発電所耐震設計技術指針（ＪＥＡＧ４６０１－1987） 
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3. 耐震評価 

3.1 評価対象断面 

揚水井戸の断面は，東西方向及び南北方向の２断面とする。 

評価対象断面の地質断面図位置を図 3－1 に，評価対象断面の地質断面図を図 3－2 

に示す。 

 

 

 

 

図 3－1 評価対象断面の地質断面図位置 
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図 3－2(1) 評価対象断面の地質断面図（Ａ－Ａ断面（東西方向）） 
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図 3－2(2) 評価対象断面の地質断面図（Ｂ－Ｂ断面（南北方向）） 
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3.2 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3－1 に，材料の物性値を表 3－2 に示す。 

 

表 3－1 使用材料 

材料 仕様 

構造物 
コンクリート 設計基準強度 36.0N/mm2 

鉄筋 SD345，SD490 

埋戻コンクリート 設計基準強度 18.0N/mm2 

ＭＭＲ 設計基準強度 23.5N/mm2 

 

表 3－2 材料の物性値 

材料 
ヤング係数 

(N/mm2) 

単位体積重量 

(kN/m3) 
ポアソン比 

構造物 2.98×104 24.0＊１ 

0.2 埋戻コンクリート 2.20×104 
22.6＊２ 

ＭＭＲ 2.48×104 

注記＊1：鉄筋コンクリートの単位体積重量を示す。 

＊2：無筋コンクリートの単位体積重量を示す。 

  



 

21 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
4-
3-
5 
R0
 

3.3 許容限界 

許容限界は, VI-2-別添 4-1「地下水位低下設備の耐震計算の方針」に基づき設定す

る。 

 

3.3.1 構造部材の健全性に対する許容限界 

揚水井戸は，許容応力度法による照査を行う。コンクリート及び鉄筋の許容限

界を表 3－3 に示す。 

 

表 3－3 構造部材の健全性に対する許容限界 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

コンクリート＊1 

ｆ ’ｃｋ＝36（N/mm2） 

短期許容曲げ圧縮応力度σｃａ 19.2 

短期許容せん断応力度τａl 0.795 

鉄筋 
SD490 短期許容引張応力度σsa（曲げ軸力）＊2 435 

SD345 短期許容引張応力度σsa（曲げ軸力）＊1 294 

注記＊１：コンクリート標準示方書 

  ＊２：道路橋示方書 

 

3.3.2 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，VI-2-1-3「地盤の支持性能に

係る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

基礎地盤の支持性能に対する許容限界を表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

評価項目 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 ＣＭ級岩盤 9.8 
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3.4 評価方法 

揚水井戸の耐震評価は，Ⅵ-2-別添 4-2「地下水位低下設備の地震応答計算書」に基

づく地震応答解析により算定した照査用応答値が「3.3 許容限界」において設定した

許容限界以下であることを確認する。 

 

3.4.1 構造部材の健全性評価 

（1）鉛直部材の構造部材の健全性評価 

鉄筋コンクリートの曲げ軸力照査及びせん断力照査に対して，地震応答解析によ

り算定した応力が許容限界以下であることを確認する。 

鉛直断面の構造部材の曲げ軸力照査及びせん断力照査に対して，地震応答解析に

より算定した発生応力が許容限界以下であることを確認する。照査は，配筋の異な

る位置毎（上部，中部及び下部）で実施する。 

東西断面（以下「Ａ－Ａ断面」）の曲げ軸力照査における最大照査値の評価時刻

での断面力図を図 3－3 に，せん断力照査における最大照査値の評価時刻での断面力

図を図 3－4 に示す。 

南北断面（以下「Ｂ－Ｂ断面」）の曲げ軸力照査における最大照査値の評価時刻

での断面力図を図 3－5 に，せん断力照査における最大照査値の評価時刻での断面力

図を図 3－6 に示す。 
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曲げモーメント図            軸力図 

 

 

 

図 3－3 曲げ軸力照査における最大照査値の評価時刻での断面力 

（Ａ－Ａ断面，Ｓｓ－Ｄ（－＋），t=10.26s）（解析ケース①） 
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せん断力図 

 

 

 

図 3－4 せん断力照査における最大照査値の評価時刻での断面力 

（Ａ－Ａ断面，Ｓｓ－Ｄ（－－），t=8.91s）（解析ケース①） 
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曲げモーメント図            軸力図 

 

 

 

図 3－5 曲げ軸力照査における最大照査値の評価時刻での断面力 

（Ｂ－Ｂ断面，Ｓｓ－Ｄ（＋－），t=11.99s）（解析ケース②） 
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せん断力図 

 

 

 

図 3－6 せん断力照査における最大照査値の評価時刻での断面力 

（Ｂ－Ｂ断面，Ｓｓ－Ｄ（＋－），t=9.05s）（解析ケース②） 
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（2）水平断面の構造部材の健全性評価 

水平断面については，地震応答解析結果より，各部材の照査値が最も厳しい荷重

条件を抽出して２次元静的フレーム解析を実施し，発生応力が許容限界以下である

ことを確認する。 

水平断面の曲げ軸力照査における最大照査値の評価時刻での断面力図を図 3－7

に，せん断力照査における最大照査値の評価時刻での断面力図を図 3－8 に示す。 

 

 

曲げモーメント（kN・m/m） 

 

 

軸力（kN/m） 

図 3－7 水平断面の曲げ軸力照査における最大照査値の評価時刻での断面力 

（中部，Ｓｓ－Ｎ１（＋＋），t=7.59s） 
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せん断力（kN/m） 

図 3－8 水平断面のせん断力照査における最大照査値の評価時刻での断面力 

（上部，Ｓｓ－Ｄ（＋－），t=30.70s） 
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3.4.2 基礎地盤の支持性能評価 

基礎地盤の支持性能評価においては，基礎地盤に生じる接地圧が極限支持力度

に基づく許容限界以下であることを確認する。 

接地圧が許容限界に対して最も厳しくなる解析ケースにおいて，基礎地盤に生

じる最大接地圧分布を図 3－9 に示す。 

 

 

図 3－9（1） Ａ－Ａ断面における最大接地圧分布図 

（Ｓｓ－Ｎ１（－＋），7.60s） 

 

 

図 3－9（2） Ｂ－Ｂ断面における最大接地圧分布図 

（Ｓｓ－Ｄ（－＋），28.1s） 
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4. 耐震評価結果 

4.1 構造部材の健全性に対する評価結果 

4.1.1 鉛直断面に対する評価結果 

（1）２次元有効応力解析に対する健全性評価 

２次元有効応力解析により得られるコンクリートの曲げ軸力に対する照査結果

を表 4－1 に，鉄筋の曲げ軸力に対する照査結果を表 4－2 に，せん断力に対する

評価結果を表 4－3 に示す。なお，発生応力は各地震動，各部材において最大とな

る値を示している。 

以上より，揚水井戸の鉛直断面の構造部材における発生応力が許容限界以下で

あることを確認した。 

 

表 4－1(1) コンクリートの曲げ軸力照査値結果（Ａ－Ａ断面） 

解析 

ｹｰｽ 

地震

動 

評価

位置 

断面形状 

鉄筋仕様 

(引張鉄筋) 

発生断面力 発生 

応力度 

σｃ

(N/mm2) 

短期許容

応力度 

σ ca 

(N/mm2) 

照査値 

σ c/σ ca 部材幅

b(mm) 

部材高

h(mm) 

有効高

d(mm) 

曲げ 

ﾓｰﾒﾝﾄ＊ 

(kN･m)  

軸力 

(kN) 

① 
Ss-D 

(-,+) 
上部 1772 4874 4463 

D29×60 本(外側) 

D29×60 本(内側) 
21216 3124 3.4 19.2 0.18 

① 
Ss-D 

(+,+) 
中部 1772 4874 4463 

D35×60 本(外側) 

D35×60 本(内側) 
18066 8395 2.1 19.2 0.11 

① 
Ss-N1 

(-,+) 
下部 1772 4874 4463 

D41×60 本(外側) 

D41×60 本(内側) 
22769 14463 2.4 19.2 0.13 

注記＊：曲げモーメントは直交する方向にも同時に作用するものと仮定して√２倍した値を記載 

 

表 4－1(2) コンクリートの曲げ軸力照査値結果（Ｂ－Ｂ断面） 

解析 

ｹｰｽ 
地震動 

評価

位置 

断面形状 

鉄筋仕様 

(引張鉄筋) 

発生断面力 発生 

応力度 

σｃ

(N/mm2) 

短期許容

応力度 

σ ca 

(N/mm2) 

照査値 

σ c/σ ca 部材幅

b(mm) 

部材高

h(mm) 

有効高

d(mm) 

曲げ 

ﾓｰﾒﾝﾄ＊ 

(kN･m) 

軸力 

(kN) 

② 
Ss-N1 

(-,+) 
上部 1772 4874 4463 

D29×60 本(外側) 

D29×60 本(内側) 
26377 4755 4.1 19.2 0.22 

② 
Ss-D 

(-,-) 
中部 1772 4874 4463 

D35×60 本(外側) 

D35×60 本(内側) 
27865 7514 3.6 19.2 0.19 

② 
Ss-D 

(-,-) 
下部 1772 4874 4463 

D41×60 本(外側) 

D41×60 本(内側) 
28313 7539 3.2 19.2 0.17 

注記＊：曲げモーメントは直交する方向にも同時に作用するものと仮定して√２倍した値を記載 
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表 4－2(1) 鉄筋の曲げ軸力照査値結果（Ａ－Ａ断面） 

解析 

ｹｰｽ 
地震動 

評価

位置 

断面形状 

鉄筋仕様 

(引張鉄筋) 

発生断面力 発生 

応力度 

σ s 

(N/mm2) 

短期許容

応力度 

σ sa 

(N/mm2) 

照査値 

σ s/σ sa 部材幅

b(mm) 

部材高

h(mm) 

有効高

d(mm) 

曲げ 

ﾓｰﾒﾝﾄ＊ 

(kN･m) 

軸力 

(kN) 

① 
Ss-D 

(-,+) 
上部 1772 4874 4463 

D29×60 本(外側) 

D29×60 本(内側) 
21216 3124 133.8 435 0.31 

① 
Ss-N1 

(+,+) 
中部 1772 4874 4463 

D35×60 本(外側) 

D35×60 本(内側) 
12519 297 72.8 435 0.17 

① 
Ss-D 

(+,-) 
下部 1772 4874 4463 

D41×60 本(外側) 

D41×60 本(内側) 
20273 9091 26.8 435 0.07 

注記＊：曲げモーメントは直交する方向にも同時に作用するものと仮定して√２倍した値を記載 

 

表 4－2(2) 鉄筋の曲げ軸力照査値結果（Ｂ－Ｂ断面） 

解析 

ｹｰｽ 
地震動 

評価

位置 

断面形状 

鉄筋仕様 

(引張鉄筋) 

発生断面力 発生 

応力度 

σ s 

(N/mm2) 

短期許容

応力度 

σ sa 

(N/mm2) 

照査値 

σ s/σ sa 部材幅

b(mm) 

部材高

h(mm) 

有効高

d(mm) 

曲げ 

ﾓｰﾒﾝﾄ＊ 

(kN･m) 

軸力 

(kN) 

② 
Ss-D 

(+,-) 
上部 1772 4874 4463 

D29×60 本(外側) 

D29×60 本(内側) 
20378 120 176.2 435 0.41 

② 
Ss-N1 

(+,+) 
中部 1772 4874 4463 

D35×60 本(外側) 

D35×60 本(内側) 
20335 2826 92.6 435 0.22 

② 
Ss-D 

(-,-) 
下部 1772 4874 4463 

D41×60 本(外側) 

D41×60 本(内側) 
28313 7539 70.2 435 0.17 

注記＊：曲げモーメントは直交する方向にも同時に作用するものと仮定して√２倍した値を記載 

 

表 4－3(1) 鉄筋コンクリートのせん断力照査値結果（Ａ－Ａ断面） 

解析 

ｹｰｽ 
地震動 

評価

位置 

断面形状 
鉄筋仕様 

(せん断補強筋) 

発生 

せん断力 

V(kN) 

短期許容 

せん断力 

Va(kN) 

照査値 

V/Va 部材幅

b(mm) 

部材高

h(mm) 

有効高

d(mm) 

① 
Ss-D 

(+,+) 
上部 1772 4874 4463 D29@200(2 段) 6584 17393 0.38 

① 
Ss-D 

(-,-) 
中部 1772 4874 4463 D35@200(2 段) 9154 24563 0.38 

① 
Ss-D 

(-,-) 
下部 1772 4874 4463 D38@200(2 段) 11581 28748 0.41 

 

表 4－3(2) 鉄筋コンクリートのせん断力照査値結果（Ｂ－Ｂ断面） 

解析 

ｹｰｽ 
地震動 

評価

位置 

断面形状 
鉄筋仕様 

(せん断補強筋) 

発生 

せん断力 

V(kN) 

短期許容 

せん断力 

Va(kN) 

照査値 

V/Va 部材幅

b(mm) 

部材高

h(mm) 

有効高

d(mm) 

② 
Ss-N1 

(-,+) 
上部 1772 4874 4463 D29@200(2 段) 3811 17393 0.22 

② 
Ss-D 

(+,-) 
中部 1772 4874 4463 D35@200(2 段) 8037 24563 0.33 

② 
Ss-D 

(+,-) 
下部 1772 4874 4463 D38@200(2 段) 8301 28748 0.29 
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（2）側壁と底版の結合部における局所の曲げモーメント増分の廻り込みを考慮した

耐震評価 

Ａ－Ａ断面，Ｂ－Ｂ断面それぞれで最大の照査値を示す評価位置，解析ケース

及び基準地震動での評価結果を示す。表 4－4 に鉛直断面の評価結果を示す。 

以上より，揚水井戸の鉛直断面の構造部材における発生応力が許容限界以下で

あることを確認した。 

 

表 4－4(1) 鉛直断面のコンクリートの曲げ軸力に対する評価結果 

断面 
解析 

ｹｰｽ 
地震動 評価位置 

断面形状 

鉄筋仕様 

(引張鉄筋) 

発生断面力 圧縮 

応力度 

σｃ

(N/mm2) 

短期許容

応力度 

σ ca 

(N/mm2) 

照査値 

σ c/σ ca 部材幅

b 

(mm) 

部材高

h 

(mm) 

有効高

d 

(mm) 

曲げ 

ﾓｰﾒﾝﾄ＊ 

(kN･m) 

軸力 

(kN) 

A-A 断面 ① 
Ss-N1 

(-,+) 

下

部 

全応力解析 σ v1’ 1772 4874 4463 

SD490 

22769 14463 2.4 19.2 0.13 

拘束効果 

による曲げ 
σ v2 1000 1000 800 564 0 5.0 19.2 0.27 

合計 
σ v1’+σ

v2 
－ － － － － － 7.4 19.2 0.39 

B-B 断面 ② 
Ss-D 

(-,-) 

下

部 

有効応力解析 σ v1’ 1772 4874 4463 

SD490 

28313 7539 3.2 19.2 0.17 

拘束効果 

による曲げ 
σ v2 1000 1000 800 557 0 5.0 19.2 0.27 

合計 
σ v1’+σ

v2 
－ － － － － － 8.2 19.2 0.43 

注記＊：全応力解析及び有効応力解析による曲げモーメントは直交する方向にも同時に作用するものと仮定して 

√２倍した値を記載 

 

表 4－4(2) 鉛直断面の鉄筋の曲げ軸力に対する評価結果 

断面 
解析 

ｹｰｽ 
地震動 評価位置 

断面形状 

鉄筋仕様 

(引張鉄筋) 

発生断面力 引張 

応力度 

σ s 

(N/mm2) 

短期許容

応力度 

σ sa 

(N/mm2) 

照査値 

σ s/σ sa 部材幅

b 

(mm) 

部材高

h 

(mm) 

有効高

d 

(mm) 

曲げ 

ﾓｰﾒﾝﾄ＊ 

(kN･m) 

軸力 

(kN) 

A-A 断面 ① 
Ss-D 

(+,-) 

下

部 

全応力解析 σ v1’ 1772 4874 4463 

SD490 

20273 9091 26.8 435 0.07 

拘束効果 

による曲げ 
σ v2 1000 1000 800 463 0 117.6 435 0.28 

合計 σ v1’+σ v2 － － － － － － 144.4 435 0.34 

B-B 断面 ② 
Ss-D 

(-,-) 

下

部 

有効応力解析 σ v1’ 1772 4874 4463 

SD490 

28313 7539 70.2 435 0.17 

拘束効果 

による曲げ 
σ v2 1000 1000 800 557 0 141.5 435 0.33 

合計 σ v1’+σ v2 － － － － － － 211.7 435 0.49 

注記＊：全応力解析及び有効応力解析による曲げモーメントは直交する方向にも同時に作用するものと仮定して 

√２倍した値を記載 
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4.1.2 水平断面に対する耐震評価結果 

（1）２次元静的フレーム解析に対する健全性評価 

コンクリートの曲げ軸力に対する照査結果を表 4－5 に，鉄筋の曲げ軸力に対す

る照査結果を表 4－6 に，鉄筋コンクリートのせん断力に対する評価結果を表 4－7

に示す。なお，発生応力は各地震動，各部材において最大となる値を示してい

る。 

以上より，揚水井戸の水平断面の構造部材の発生応力が許容限界以下であるこ

とを確認した。 

 

 

表 4－5(1) 水平断面のコンクリートの曲げ軸力照査結果（Ａ－Ａ断面） 

解析 

ｹｰｽ 
地震動 

評価 

位置 

決定ｹｰｽ 断面形状 

鉄筋仕様 

(引張鉄筋) 

発生断面力 発生 

応力度 

σｃ

(N/mm2) 

短期許容

応力度 

σ ca 

(N/mm2) 

照査値 

σ c/σ ca 荷重 

方法 

常時 

土水圧 

部材幅

b(mm) 

部材高

h(mm) 

有効高

d(mm) 

曲げ 

ﾓｰﾒﾝﾄ 

(kN･m) 

軸力 

(kN) 

① 
Ss-D 

(+,-) 
上部 両押し 最小 1000 1000 800 

D29@200 

(2 段) 
483 975 5.0 19.2 0.27 

① 
Ss-N1 

(+,+) 
中部 両押し 最小 1000 1000 800 

D35@200 

(2 段) 
506 660 4.8 19.2 0.25 

① 
Ss-N1 

(+,+) 
下部 両押し 最小 1000 1000 800 

D38@200 

(2 段) 
430 1026 3.7 19.2 0.20 

 

表 4－5(2) 水平断面のコンクリートの曲げ軸力照査結果（Ｂ－Ｂ断面） 

解析 

ｹｰｽ 
地震動 

評価 

位置 

決定ｹｰｽ 断面形状 

鉄筋仕様 

(引張鉄筋) 

発生断面力 発生 

応力度 

σｃ

(N/mm2) 

短期許容

応力度 

σ ca 

(N/mm2) 

照査値 

σ c/σ ca 荷重 

方法 

常時 

土水圧 

部材幅

b(mm) 

部材高

h(mm) 

有効高

d(mm) 

曲げ 

ﾓｰﾒﾝﾄ 

(kN･m) 

軸力 

(kN) 

② 
Ss-D 

(+,+) 
上部 両押し 最小 1000 1000 800 

D29@200 

(2 段) 
455 926 4.7 19.2 0.25 

② 
Ss-N1 

(-,+) 
中部 両押し 最小 1000 1000 800 

D35@200 

(2 段) 
430 531 4.1 19.2 0.22 

② 
Ss-D 

(-,-) 
下部 両押し 最小 1000 1000 800 

D38@200 

(2 段) 
327 808 2.8 19.2 0.15 

 

表 4－6(1) 水平断面の鉄筋の曲げ軸力照査結果（Ａ－Ａ断面） 

解析 

ｹｰｽ 
地震動 

評価 

位置 

決定ｹｰｽ 断面形状 

鉄筋仕様 

(引張鉄筋) 

発生断面力 発生 

応力度 

σ s 

(N/mm2) 

短期許容

応力度 

σ sa 

(N/mm2) 

照査値 

σ s/σ sa 荷重 

方法 

常時 

土水圧 

部材幅

b(mm) 

部材高

h(mm) 

有効高

d(mm) 

曲げ 

ﾓｰﾒﾝﾄ 

(kN･m) 

軸力 

(kN) 

① 
Ss-D 

(+,-) 
上部 両押し 最小 1000 1000 800 

D29@200 

(2 段) 
483 975 66.6 294 0.23 

① 
Ss-N1 

(+,+) 
中部 両押し 最小 1000 1000 800 

D35@200 

(2 段) 
506 660 83.5 294 0.29 

① 
Ss-N1 

(+,+) 
下部 両押し 最小 1000 1000 800 

D38@200 

(2 段) 
430 1026 28.8 294 0.10 
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表 4－6(2) 水平断面の鉄筋の曲げ軸力照査結果（Ｂ－Ｂ断面） 

解析 

ｹｰｽ 
地震動 

評価 

位置 

決定ｹｰｽ 断面形状 

鉄筋仕様 

(引張鉄筋) 

発生断面力 発生 

応力度 

σ s 

(N/mm2) 

短期許容

応力度 

σ sa 

(N/mm2) 

照査値 

σ s/σ sa 荷重 

方法 

常時 

土水圧 

部材幅

b(mm) 

部材高

h(mm) 

有効高

d(mm) 

曲げ 

ﾓｰﾒﾝﾄ 

(kN･m) 

軸力 

(kN) 

② 
Ss-D 

(+,+) 
上部 両押し 最小 1000 1000 800 

D29@200 

(2 段) 
455 926 61.8 294 0.22 

② 
Ss-N1 

(-,+) 
中部 両押し 最小 1000 1000 800 

D35@200 

(2 段) 
430 531 73.8 294 0.26 

② 
Ss-D 

(-,-) 
下部 両押し 最小 1000 1000 800 

D38@200 

(2 段) 
327 808 20.4 294 0.07 

 

表 4－7(1) 水平断面の鉄筋コンクリートのせん断力照査結果（Ａ－Ａ断面） 

解析 

ｹｰｽ 
地震動 

評価 

位置 

決定ｹｰｽ 断面形状 

鉄筋仕様 

(せん断補強筋) 

発生 

せん断力 

V(kN/m) 

短期許容 

せん断力 

Va(kN/m) 

照査値 

V/Va 荷重 

方法 

常時 

土水圧 

部材幅

b(mm) 

部材高

h(mm) 

有効高

d(mm) 

① 
Ss-D 

(+,-) 
上部 片押し 最小 1000 1000 800 D22@236@400 525 1116 0.48 

① 
Ss-N1 

(+,+) 
中部 両押し 最小 1000 1000 800 D22@236@400 488 1116 0.44 

① 
Ss-N1 

(+,+) 
下部 片押し 最小 1000 1000 800 D25@236@400 454 1375 0.34 

 

表 4－7(2) 水平断面の鉄筋コンクリートのせん断力照査結果（Ｂ－Ｂ断面） 

解析 

ｹｰｽ 
地震動 

評価 

位置 

決定ｹｰｽ 断面形状 
鉄筋仕様 

(せん断補強筋) 

発生 

せん断力 

V(kN/m) 

短期許容 

せん断力 

Va(kN/m) 

照査値 

V/Va 荷重 

方法 

常時 

土水圧 

部材幅

b(mm) 

部材高

h(mm) 

有効高

d(mm) 

② 
Ss-D 

(+,+) 
上部 片押し 最小 1000 1000 800 D22@236@400 494 1116 0.45 

② 
Ss-N1 

(-,+) 
中部 両押し 最小 1000 1000 800 D22@236@400 415 1116 0.38 

② 
Ss-D 

(-,-) 
下部 片押し 最小 1000 1000 800 D25@236@400 344 1375 0.26 
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(2) 水平２方向及び鉛直方向地震力に対する耐震評価結果 

揚水井戸の水平鉄筋については，直交する２断面の２次元地震応答解析による

側壁の面内方向のせん断力に対する必要せん断補強筋量(Ａs1)と面外方向の地震時

最大地盤反力に対する必要鉄筋量(Ａs2)をそれぞれ算定し，足し合わせた合計必要

鉄筋量以上が実配筋量として配置されていることを確認した。 

Ａ－Ａ断面，Ｂ－Ｂ断面それぞれで地震時最大地盤反力が生じる評価位置，解

析ケース及び基準地震動での必要鉄筋量と実配筋量との比率を表 4－8 に示す。 

 

表 4－8(1) 鉛直断面のせん断力に対する評価結果(Ａs1) 

鉛直断面モデルによる側壁の面内方向のせん断力に対する鉄筋量（Ａ－Ａ断面） 

(側壁の面内方向の鉄筋のうち，Ａ s1 のみを考慮) 

解析 

ｹｰｽ 
地震動 

評価 

位置 

発生 

せん断力 

V(kN) 

腹部幅 

b(mm) 

有効高 

d(mm) 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

許容 

せん断 

応力度 

τ al 

(N/mm2) 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

許容 

せん断力 

Vca 

(kN) 

せん断 

補強筋が 

負担する 

せん断力 

Vsreq 

(kN) 

必要せん断 

補強鉄筋 

Awreq 

(mm2/組) 

As1 

(mm2/m) 

① 
Ss-D 

(+,+) 
上部 6584 1772 4463 0.795 2734 3850 675 844 

① 
Ss-D 

(-,-) 
中部 9154 1772 4463 0.795 2734 6420 1125 1406 

① 
Ss-D 

(-,-) 
下部 11581 1772 4463 0.795 2734 8847 1551 1939 

 

表 4－8(2) 鉛直断面のせん断力に対する評価結果(Ａs1) 

鉛直断面モデルによる側壁の面内方向のせん断力に対する鉄筋量（Ｂ－Ｂ断面） 

(側壁の面内方向の鉄筋のうち，Ａ s1 のみを考慮) 

解析 

ｹｰｽ 
地震動 

評価 

位置 

発生 

せん断力 

V(kN) 

腹部幅 

b(mm) 

有効高 

d(mm) 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

許容 

せん断 

応力度 

τ al 

(N/mm2) 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

許容 

せん断力 

Vca 

(kN) 

せん断 

補強筋が 

負担する 

せん断力 

Vsreq 

(kN) 

必要せん断 

補強鉄筋 

Awreq 

(mm2/組) 

As1 

(mm2/m) 

① 
Ss-N1 

(-,+) 
上部 3811 1772 4463 0.795 2734 1077 189 236 

① 
Ss-D 

(+,-) 
中部 8037 1772 4463 0.795 2734 5303 930 1163 

① 
Ss-D 

(+,-) 
下部 8301 1772 4463 0.795 2734 5567 976 1220 
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表 4－8(3) 水平断面の曲げ軸力に対する評価結果(Ａs2) 

側壁の面外方向の地震時最大地盤反力に対して水平輪切り断面モデルで 

算定する曲げ軸力に対する鉄筋量（Ａ－Ａ断面） 

(側壁の面内方向の鉄筋のうち，Ａ s2 のみを考慮) 

解析 

ｹｰｽ 
地震動 

評価 

位置 

断面性状 

鉄筋 

種別 

発生断面力 
短期許容 

応力度 

必要 

鉄筋量 

部材幅 

b(mm) 

部材高 

h(mm) 

有効高 

d(mm) 

曲げ 

ﾓｰﾒﾝﾄ 

(kN・m/m) 

軸力 

 

(kN/m) 

σ sa 

(N/mm2) 

As2 

(mm2/m) 

① 
Ss-D 

(+,+) 
上部 1000 1000 800 SD345 462 935 294 669 

① 
Ss-D 

(-,-) 
中部 1000 1000 800 SD345 445 600 294 1793 

① 
Ss-D 

(-,-) 
下部 1000 1000 800 SD345 416 1000 294 0 

 

表 4－8(4) 水平断面の曲げ軸力に対する評価結果(Ａs2) 

側壁の面外方向の地震時最大地盤反力に対して水平輪切り断面モデルで 

算定する曲げ軸力に対する鉄筋量（Ｂ－Ｂ断面） 

(側壁の面内方向の鉄筋のうち，Ａ s2 のみを考慮) 

解析 

ｹｰｽ 
地震動 

評価 

位置 

断面性状 

鉄筋 

種別 

発生断面力 
短期許容 

応力度 

必要 

鉄筋量 

部材幅 

b(mm) 

部材高 

h(mm) 

有効高 

d(mm) 

曲げ 

ﾓｰﾒﾝﾄ 

(kN・m/m) 

軸力 

 

(kN/m) 

σ sa 

(N/mm2) 

As2 

(mm2/m) 

① 
Ss-N1 

(-,+) 
上部 1000 1000 800 SD345 231 486 294 156 

① 
Ss-D 

(+,-) 
中部 1000 1000 800 SD345 381 483 294 1615 

① 
Ss-D 

(+,-) 
下部 1000 1000 800 SD345 261 688 294 0 
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表 4－9(1) Ａs1 の必要鉄筋量とＡs2 の必要鉄筋量を足し合わせた 

必要合計鉄筋量と実配筋量との比率（Ａ－Ａ断面） 

解析 

ｹｰｽ 
地震動 評価位置 

鉛直断面の 

せん断力 

に対する 

必要鉄筋量 

As1 

(mm2/m/段) 

水平断面の 

曲げ軸力 

に対する 

必要鉄筋量 

As2 

(mm2/m) 

[１] 

合計必要 

鉄筋量 

 

As1+As2 

(mm2/m) 

[２] 

実配筋量 

 

 

As 

(mm2/m) 

比率 

[１]／[２] 

① 
Ss-D 

(+,+) 
上部 844 669 1513 3212 0.48 

① 
Ss-D 

(-,-) 
中部 1406 1793 3199 4783 0.67 

① 
Ss-D 

(-,-) 
下部 1939 0 1939 5700 0.35 

 

表 4－9(2) Ａs1 の必要鉄筋量とＡs2 の必要鉄筋量を足し合わせた 

必要合計鉄筋量と実配筋量との比率（Ｂ－Ｂ断面） 

解析 

ｹｰｽ 
地震動 評価位置 

鉛直断面の 

せん断力 

に対する 

必要鉄筋量 

As1 

(mm2/m/段) 

水平断面の 

曲げ軸力 

に対する 

必要鉄筋量 

As2 

(mm2/m) 

[１] 

合計必要 

鉄筋量 

 

As1+As2 

(mm2/m) 

[２] 

実配筋量 

 

 

As 

(mm2/m) 

比率 

[１]／[２] 

② 
Ss-N1 

(-,+) 
上部 236 156 392 3212 0.13 

② 
Ss-D 

(+,-) 
中部 1163 1615 2778 4783 0.59 

② 
Ss-D 

(+,-) 
下部 1220 0 1220 5700 0.22 
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4.1.3 底版に対する耐震評価結果 

コンクリートの曲げ軸力照査結果を表 4－10 に，鉄筋の曲げ軸力照査結果を表 4

－11 に，鉄筋コンクリートのせん断力に対する評価結果を表 4－12 に示す。な

お，発生応力は各地震動，各部材において最大となる値を示している。 

以上より，揚水井戸の底版の構造部材の発生応力が許容限界以下であることを

確認した。 

 

表 4－10(1) コンクリートの曲げ軸力照査結果(Ａ－Ａ断面) 

解析 

ｹｰｽ 
地震動 

評価

位置 

断面形状 

鉄筋仕様 

(引張鉄筋) 

発生断面力 発生 

応力度 

σｃ

(N/mm2) 

短期許容

応力度 

σ ca 

(N/mm2) 

照査値 

σ c/σ ca 部材幅

b(mm) 

部材高

h(mm) 

有効高

d(mm) 

曲げ 

ﾓｰﾒﾝﾄ 

(kN･m) 

軸力 

(kN) 

① 
Ss-N1 

(-,+) 
底版 1000 1700 1500 D38@200(2 段) 1417 0 4.4 19.2 0.23 

 

表 4－10(2) コンクリートの曲げ軸力照査結果(Ｂ－Ｂ断面) 

解析 

ｹｰｽ 
地震動 

評価

位置 

断面形状 

鉄筋仕様 

(引張鉄筋) 

発生断面力 発生 

応力度 

σｃ

(N/mm2) 

短期許容

応力度 

σ ca 

(N/mm2) 

照査値 

σ c/σ ca 部材幅

b(mm) 

部材高

h(mm) 

有効高

d(mm) 

曲げ 

ﾓｰﾒﾝﾄ 

(kN･m) 

軸力 

(kN) 

② 
Ss-D 

(-,+) 
底版 1000 1700 1500 D38@200(2 段) 1886 0 5.8 19.2 0.31 

 

表 4－11(1) 鉄筋の曲げ軸力照査結果(Ａ－Ａ断面) 

解析 

ｹｰｽ 
地震動 

評価

位置 

断面形状 

鉄筋仕様 

(引張鉄筋) 

発生断面力 発生 

応力度 

σ s 

(N/mm2) 

短期許容

応力度 

σ sa 

(N/mm2) 

照査値 

σ s/σ sa 部材幅

b(mm) 

部材高

h(mm) 

有効高

d(mm) 

曲げ 

ﾓｰﾒﾝﾄ 

(kN･m) 

軸力 

(kN) 

① 
Ss-N1 

(-,+) 
底版 1000 1700 1500 D38@200(2 段) 1417 0 183.3 435 0.43 

 

表 4－11(2) 鉄筋の曲げ軸力照査結果(Ｂ－Ｂ断面) 

解析 

ｹｰｽ 
地震動 

評価

位置 

断面形状 

鉄筋仕様 

(引張鉄筋) 

発生断面力 発生 

応力度 

σ s 

(N/mm2) 

短期許容

応力度 

σ sa 

(N/mm2) 

照査値 

σ s/σ sa 部材幅

b(mm) 

部材高

h(mm) 

有効高

d(mm) 

曲げ 

ﾓｰﾒﾝﾄ 

(kN･m) 

軸力 

(kN) 

② 
Ss-D 

(-,+) 
底版 1000 1700 1500 D38@200(2 段) 1886 0 243.9 435 0.57 
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表 4－12(1) 鉄筋コンクリートのせん断力照査結果(Ａ－Ａ断面) 

解析 

ｹｰｽ 

地震

動 

評価

位置 

断面形状 
鉄筋仕様 

(せん断補強筋) 

発生 

せん断力 

V(kN/m) 

短期許容

せん断力 

Va(kN/m) 

照査値 

V/Va 部材幅

b(mm) 

部材高

h(mm) 

有効高

d(mm) 

① 
Ss-N1 

(-,+) 
底版 1000 1700 1500 D22@200@400 1054 2374 0.45 

 

表 4－12(2) 鉄筋コンクリートのせん断力照査結果(Ｂ－Ｂ断面) 

解析 

ｹｰｽ 

地震

動 

評価

位置 

断面形状 
鉄筋仕様 

(せん断補強筋) 

発生 

せん断力 

V(kN/m) 

短期許容

せん断力 

Va(kN/m) 

照査値 

V/Va 部材幅

b(mm) 

部材高

h(mm) 

有効高

d(mm) 

② 
Ss-D 

(-,+) 
底版 1000 1700 1500 D22@200@400 1403 2374 0.60 
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4.2 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

基礎地盤の支持性能に対する照査結果を表 4－13 に示す。 

揚水井戸の基礎地盤に生じる最大接地圧が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 4－13(1) 基礎地盤の支持性能評価結果(Ａ－Ａ断面) 

解析ケース 地震動 
最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｕ 

① 
Ss-N1 

(-,+) 
1.35 9.8 0.14 

 

表 4－13(2) 基礎地盤の支持性能評価結果(Ｂ－Ｂ断面) 

解析ケース 地震動 
最大接地圧 

Ｒｄ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒｕ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒｕ 

② 
Ss-D 

(-,+) 
1.66 9.8 0.17 
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Ⅵ-2-別添 4-4 地下水位低下設備に係る施設の水平 2 方向及び 

鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-別添 4-1「地下水位低下設備の耐震計算の方針」の「4.4 水平 2 方

向及び鉛直方向地震力の考慮」に基づき，地下水位低下設備に係る施設について，基準

地震動Ｓｓによる地震力に対して，耐震性を有することを確認しているため，水平 2 方

向及び鉛直方向の組合せに関する影響評価について説明するものである。 

 

2. 機器・配管系の影響評価 

2.1 基本方針 

地下水位低下設備に係る施設に関する，水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによ

る影響評価については，Ⅵ-2-1-8「水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する

影響評価方針」の「4.2 機器・配管系」の評価方針及び評価方法を踏まえて，設備が

有する耐震性に及ぼす影響を評価する。 

 

2.2 評価条件及び評価方法 

Ⅵ-2-1-8「水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の「4. 

各施設における水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに対する影響評価方針」を踏

まえて，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して耐震評価を実施する設備のうち，従来

の設計手法における水平 1 方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた耐震計算（以下

「従来の計算」という。）に対して，設備の構造特性から水平 2 方向及び鉛直方向地

震力の組合せによる影響の可能性があるものを抽出し，設備が有する耐震性に及ぼす

影響を評価する。影響評価のフローを図 2－1 に示す。 

 

(1) 評価対象となる設備の整理 

地下水位低下設備に係る施設のうち，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して構造

強度又は機能維持を確認する設備を評価対象とする。（図 2－1①） 

 

(2) 構造上の特徴による抽出 

構造上の特徴から水平 2 方向の地震力が重畳する観点，若しくは応答軸方向以外

の振動モード（ねじれ振動等）が生じる観点にて検討を行い，水平 2 方向の地震力

による影響の可能性がある設備を抽出する。（図 2－1②） 

 

(3) 発生値の増分による抽出 

水平 2 方向の地震力による影響の可能性がある設備に対して，水平 2 方向の地震

力が各方向 1：1 で入力された場合に各部にかかる荷重や応力を求め，従来の水平 1

方向及び鉛直方向地震力の組合せによる設計に対して，水平 2 方向及び鉛直方向地

震力を考慮した発生値の増分を用いて影響を検討し，耐震性への影響が懸念される
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設備を抽出する。 

また，土木構造物の検討において，機器・配管系への影響の可能性がある部位が

抽出された場合は，機器・配管系への影響を評価し，耐震性への影響が懸念される

設備を抽出する。（図 2－1③） 

 

(4) 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の影響評価 

「(3) 発生値の増分による抽出」の検討において算出された荷重や応力を用い

て，設備が有する耐震性への影響を検討する。（図 2－1④） 
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図 2－1 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した影響評価フロー  
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2.3 評価結果 

2.3.1 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価設備（部位）の抽出 

地下水位低下設備に係る施設の評価対象設備を表 2－1 に示す。Ⅵ-2-1-8「水平

2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の「4. 各施設にお

ける水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに対する影響評価方針」の「4.2 機

器・配管系」の評価設備（部位）抽出方法を踏まえ，評価対象設備の各評価部

位，応力分類に対し構造上の特徴から，水平 2 方向の地震力による影響を以下の

項目により検討し影響の可能性がある設備を抽出した。抽出結果を表 2－2 に示

す。 

 

(1) 水平 2 方向の地震力が重畳する観点 

評価対象設備は，水平 1 方向の地震に加えて，更に水平直交方向に地震力が重

畳した場合，水平 2 方向の地震力による影響検討が必要となる可能性があるもの

として抽出した。なお，ここでの影響が軽微な設備とは，構造上の観点から発生

応力への影響に着目し，その増分が 1 割程度以下となる設備を分類しているが，

水平 1 方向地震力による裕度（許容応力／発生応力）が 1.1 未満の設備について

は，個別に検討を行うこととする。 

(2) 水平方向とその直交方向が相関する振動モード（ねじれ振動等）が生じる観点 

水平方向とその直交方向が相関する振動モードが生じることで有意な影響が生

じる可能性がある設備を抽出した。 

(3) 水平 1 方向及び鉛直方向地震力に対する水平 2 方向及び鉛直方向地震力の増分

の観点 

(1)及び(2)にて影響の可能性がある設備について，水平 2 方向の地震力が各方

向 1:1 で入力された場合に各部にかかる荷重や応力を求め，従来の計算による発

生値と比較し，その増分により影響の程度を確認し，耐震性への影響が懸念され

る設備を抽出した。 

 

2.3.2 土木構造物の検討結果を踏まえた機器・配管系の設備の抽出 

3.3.2 項における土木構造物の影響評価において機器・配管系への影響を検討

した結果，耐震性への影響が懸念される設備は抽出されなかった。  

また，Ⅵ-2-12「水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価結

果」に示す原子炉建物の検討において，地下水位低下設備制御盤への影響を検討

した結果，耐震性への影響が懸念されるものは抽出されなかった。 

 

2.3.3 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

表 2－2 にて抽出された設備について，水平 2 方向及び鉛直方向地震力を想定し
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た発生値を，Ⅵ-2-1-8「水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評

価方針」の「4.2 機器・配管系」の方法にて算出した。 

 

2.3.4 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の影響評価結果 

「2.3.3 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価」の影響評価条件

にて算出した発生値に対して，設備が有する耐震性への影響を評価した。影響評

価結果を表 2－3 に示す。 

 

2.3.5 まとめ 

地下水位低下設備に係る施設について，水平 2 方向及び鉛直方向地震力を想定

した場合でも地下水位低下設備に係る施設が有する耐震性への影響がないことを

確認したため，従来の水平 1 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる設計手法に

加えて更なる設計上の配慮が必要な設備はない。 

 

表 2－1 水平 2 方向入力の影響検討対象設備 

設備名称 評価対象部位 

揚水ポンプ 
鉛直用サポート取付ボルト・水平用サポート 

取付ボルト・溶接部・ポンプ 

配管 配管本体・サポート 

水位計 基礎ボルト・水位計 

制御盤 基礎ボルト・取付ボルト・制御盤 
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表
2
－

2
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
評

価
部

位
の

抽
出

結
果

(
1
／

5
)
 

(
1
)
 

構
造

強
度

評
価

 

設
備

名
称

 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
影

響
の

可
能

性
 

2
.
3
.
1
(
1
)
 

水
平

2
方

向
の

地
震

力
が

重
畳

す

る
観

点
（

以
下

「
重

畳

の
観

点
」

と
い

う
。

）
 

   

〇
：

影
響

あ
り

 

△
：

影
響

軽
微

 

2
.
3
.
1
(
2
)
 

水
平

方
向

と
そ

の
直

交
方

向
が

相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

（
ね

じ
れ

振
動

等
）

が

生
じ

る
観

点
（

以
下

「
ね

じ
れ

振
動

等
の

観

点
」

と
い

う
。

）
 

×
：

発
生

し
な

い
 

〇
：

発
生

す
る

 

2
.
3
.
1
(
3
)
 

水
平

1
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震

力
に

対
す

る
水

平
2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震

力
の

増
分

の
観

点
（

以

下
「

増
分

の
観

点
」

と

い
う

。
）

 

〇
：

影
響

あ
り

 

－
：

該
当

な
し

 

抽
出

結
果

 

揚
水

ポ
ン

プ
 

△
 

（
鉛

直
用

サ
ポ

ー
ト

 

取
付

ボ
ル

ト
）

 

一
次

応
力

（
引

張
）

 

×
 

－
 

水
平

2
方

向
入

力
に

よ
る

対
角

方
向

へ
の

転
倒

を
想

定
し

検
討

し
た

結
果

，
水

平
2
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
水

平
2
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

た
場

合
で

あ
っ

て
も

1
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

と
い

え
る

た
め

，
影

響
は

軽
微

と
な

る
。

 

△
 

（
鉛

直
用

サ
ポ

ー
ト

 

取
付

ボ
ル

ト
）

 

一
次

応
力

（
せ

ん
断

）
 

×
 

－
 

水
平

2
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，
水

平
2
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非

同
時

性
を

考
慮

す
る

こ
と

に
よ

り
，
水

平
2
方

向
の

地
震

を

組
み

合
わ

せ
た

場
合

で
あ

っ
て

も
1

方
向

の
地

震
に

よ
る

応
力

と
同

等
と

い
え

る
た

め
，

影
響

は
軽

微
と

な
る

。
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表
2
－

2
 

水
平

2
 
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
評

価
部

位
の

抽
出

結
果

(
2
／

5
)
 

(
1
)
 

構
造

強
度

評
価

 

設
備

名
称

 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
影

響
の

可
能

性
 

2
.
3
.
1
(
1
)
 

重
畳

の
観

点
 

〇
：

影
響

あ
り

 

△
：

影
響

軽
微

 

2
.
3
.
1
(
2
)
 

ね
じ

れ
振

動
等

の
観

点
 

×
：

発
生

し
な

い
 

〇
：

発
生

す
る

 

2
.
3
.
1
(
3
)
 

増
分

の
観

点
 

〇
：

影
響

あ
り

 

－
：

該
当

な
し

 

抽
出

結
果

 

揚
水

ポ
ン

プ
 

△
 

（
水

平
用

サ
ポ

ー
ト

 

取
付

ボ
ル

ト
）

 

一
次

応
力

（
引

張
）

 

×
 

－
 

水
平

用
サ

ポ
ー

ト
取

付
ボ

ル
ト

は
鉛

直
地

震
力

の
み

に
よ

り
引

張
力

が
発

生
す

る
た

め
，
水

平
2
方

向
入

力
の

影
響

は

な
い

。
 

△
 

（
水

平
用

サ
ポ

ー
ト

 

取
付

ボ
ル

ト
）

 

一
次

応
力

（
せ

ん
断

）
 

×
 

－
 

水
平

2
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，
水

平
2
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非

同
時

性
を

考
慮

す
る

こ
と

に
よ

り
，
水

平
2
方

向
の

地
震

を

組
み

合
わ

せ
た

場
合

で
あ

っ
て

も
1

方
向

の
地

震
に

よ
る

応
力

と
同

等
と

い
え

る
た

め
，

影
響

は
軽

微
と

な
る

。
 

△
 

（
溶

接
部

）
 

一
次

応
力

（
引

張
）

 

×
 

－
 

矩
形

配
置

の
溶

接
部

で
あ

る
た

め
，
ボ

ル
ト

と
同

様
に

水
平

2
方

向
入

力
に

よ
る

対
角

方
向

へ
の

転
倒

を
想

定
す

る
と

，

水
平

2
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

影
響

は
軽

微
と

な
る

。
 

△
 

（
溶

接
部

）
 

一
次

応
力

（
せ

ん
断

）
 

×
 

－
 

ボ
ル

ト
と

同
様

に
水

平
2

方
向

地
震

力
の

最
大

応
答

の
非

同
時

性
を

考
慮

す
る

こ
と

に
よ

り
，

影
響

は
軽

微
と

な
る

。
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表
2
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水
平
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方

向
及

び
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直
方

向
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震
力

の
評

価
部

位
の

抽
出

結
果

(
3
／

5
)
 

(
1
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構
造

強
度

評
価

 

設
備

名
称

 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
影

響
の

可
能

性
 

2
.
3
.
1
(
1
)
 

重
畳

の
観

点
 

 

〇
：

影
響

あ
り

 

△
：

影
響

軽
微

 

2
.
3
.
1
(
2
)
 

ね
じ

れ
振

動
等

の
観

点
 

×
：

発
生

し
な

い
 

〇
：

発
生

す
る

 

2
.
3
.
1
(
3
)
 

増
分

の
観

点
 

〇
：

影
響

あ
り

 

－
：

該
当

な
し

 

抽
出

結
果

 

配
管

 

△
 

（
配

管
本

体
，

 

サ
ポ

ー
ト

）
 

一
次

応
力

 

〇
 

－
 

配
管

系
は

，
水

平
2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

を
考

慮
済

み
で

あ
る

。
配

管
系

は
，

3
次

元
モ

デ
ル

を
用

い
た

解
析

に

よ
り

，
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て

い
る

た
め

，
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動

モ
ー

ド
に

よ
る

影
響

は
考

慮
済

み
で

あ
る

。
 

△
 

（
配

管
本

体
，

 

サ
ポ

ー
ト

）
 

一
次

＋
二

次
応

力
 

〇
 

－
 

配
管

系
は

，
水

平
2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

を
考

慮
済

み
で

あ
る

。
配

管
系

は
，

3
次

元
モ

デ
ル

を
用

い
た

解
析

に

よ
り

，
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て

い
る

た
め

，
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動

モ
ー

ド
に

よ
る

影
響

は
考

慮
済

み
で

あ
る

。
 

水
位

計
 

○
 

（
基

礎
ボ

ル
ト

）
 

一
次

応
力

（
引

張
）

 

×
 

〇
 

評
価

結
果

は
表

2
－

3
参

照
 

△
 

（
基

礎
ボ

ル
ト

）
 

一
次

応
力

（
せ

ん
断

）
 

×
 

－
 

壁
掛

け
の

ボ
ル

ト
は

，
壁

と
平

行
方

向
の

水
平

地
震

力
と

鉛

直
地

震
力

の
み

に
よ

り
せ

ん
断

力
が

発
生

す
る

た
め

，
水

平

2
方

向
入

力
の

影
響

は
な

い
。
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表
2
－

2
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
評

価
部

位
の

抽
出

結
果

(
4
／

5
)
 

(
1
)
 

構
造

強
度

評
価

 

 
設

備
名

称
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
影

響
の

可
能

性
 

2
.
3
.
1
(
1
)
 

重
畳

の
観

点
 

〇
：

影
響

あ
り

 

△
：

影
響

軽
微

 

2
.
3
.
1
(
2
)
 

ね
じ

れ
振

動
等

の
観

点
 

×
：

発
生

し
な

い
 

〇
：

発
生

す
る

 

2
.
3
.
1
(
3
)
 

増
分

の
観

点
 

〇
：

影
響

あ
り

 

－
：

該
当

な
し

 

抽
出

結
果

 

制
御

盤
 

△
 

（
基

礎
ボ

ル
ト

，
取

付

ボ
ル

ト
）

 

一
次

応
力

（
引

張
）

 

×
 

－
 

ボ
ル

ト
は

矩
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

2
方

向
入

力
に

よ
る

対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

2
方

向

地
震

力
の

最
大

応
答

の
非

同
時

性
を

考
慮

す
る

こ
と

に
よ

り
，

水
平

2
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

た
場

合
で

あ
っ

て

も
1
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

と
い

え
る

た
め

，
影

響
は

軽
微

と
な

る
。

 

△
 

（
基

礎
ボ

ル
ト

，
取

付

ボ
ル

ト
）

 

一
次

応
力

（
せ

ん
断

）
 

×
 

－
 

水
平

2
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を

検
討

し
た

結
果

，
水

平
2
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
水

平
2
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

た
場

合
で

あ
っ

て
も

1
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力

と
同

等
と

い
え

る
た

め
，

影
響

は
軽

微
と

な
る

。
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表
2
－

2
 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
評

価
部

位
の

抽
出

結
果

(
5
／

5
)
 

(
2
)
 

機
能

維
持

評
価

 

設
備

名
称

 

水
平

2
方

向
及

び
鉛

直
方

向
地

震
力

の
影

響
の

可
能

性
 

2
.
3
.
1
(
1
)
 

重
畳

の
観

点
 

〇
：

影
響

あ
り

 

△
：

影
響

軽
微

 

2
.
3
.
1
(
2
)
 

ね
じ

れ
振

動
等

の
観

点
 

×
：

発
生

し
な

い
 

〇
：

発
生

す
る

 

2
.
3
.
1
(
3
)
 

増
分

の
観

点
 

〇
：

影
響

あ
り

 

－
：

該
当

な
し

 

抽
出

結
果

 

揚
水

ポ
ン

プ
 

○
 

×
 

－
 

評
価

結
果

は
表

2
－

3
参

照
 

水
位

計
 

△
 

×
 

－
 

各
水

平
方

向
で

共
振

点
は

な
く

出
力

変
動

を
生

じ
な

い
た

め
，

水
平

2
方

向
で

も
共

振
す

る
こ

と
な

く
出

力
変

動
が

生

じ
な

い
。

 

制
御

盤
 

△
 

×
 

－
 

制
御

盤
に

取
付

け
ら

れ
て

い
る

リ
レ

ー
，

遮
断

器
等

の
電

気

品
は

，
基

本
的

に
1
次

元
的

な
接

点
の

O
N
－

O
F
F
に

関
わ

る

比
較

的
単

純
な

構
造

を
し

て
い

る
。

加
え

て
，

基
本

的
に

は

全
て

は
り

，
扉

等
の

強
度

部
材

に
強

固
に

固
定

さ
れ

て
い

る

た
め

，
器

具
の

非
線

形
応

答
は

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。
し

た

が
っ

て
，

電
気

品
は

水
平

1
方

向
の

地
震

力
の

み
を

負
担

し
，

他
の

水
平

方
向

の
地

震
力

は
負

担
し

な
い

た
め

，
水

平

2
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
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表 2－3 水平 2 方向及び鉛直方向地震力による影響評価結果(1／2) 

(1) 構造強度評価 （単位：MPa） 

設備名称 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

評価部位 応力分類 
1 方向入力

発生値＊1 

2 方向想定

発生値＊2 
許容値 判定 

水位計 基礎ボルト 
一次応力

（引張） 
122 〇 

注記＊1：基準地震動Ｓｓによる地震力において発生する応力値を記載している。 

＊2：「1 方向入力発生値」に対して，√2 を乗じた値を記載している。 

表 2－3 水平 2 方向及び鉛直方向地震力による影響評価結果(2／2) 

(2) 機能維持評価 （単位：×9.8m/s2） 

設備名称 

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

1 方向入力 

加速度＊1 

2 方向想定 

加速度＊2 

機能確認済 

加速度 
判定 

揚水ポンプ 1.00 1.42 〇 

注記＊1：基準地震動Ｓｓによる加速度を記載している。 

＊2：「1 方向入力加速度」に対して，√2 を乗じた値を記載している。 
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3. 土木構造物の影響評価 

3.1 基本方針 

地下水位低下設備に係る施設に関する，水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによ

る影響評価については，Ⅵ-2-1-8「水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する

影響評価方針」の「4.3 屋外重要土木構造物等」の評価方針及び評価方法を踏まえ

て，設備が有する耐震性への影響を評価する。 

 

3.2 評価条件及び評価方法 

基準地震動Ｓｓによる地震力に対して耐震評価を実施する設備のうち，従来の設計

手法における水平 1 方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた耐震計算に対して，設備

の構造特性から水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響の可能性があるも

のを抽出し，影響を評価する。 

 

3.3 評価結果 

3.3.1 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価設備（部位）の抽出 

水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響を受ける可能性のある設備を

抽出する。抽出した設備を表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響を受ける可能性のある設備 

設備 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の影響 影響評価の必要性 

揚水井戸 

円筒状の揚水井戸の側壁については，直交する水

平 2 方向の地震力により，応力が集中作用するこ

とにより水平 2 方向及び鉛直方向地震力の影響

を受ける。 

要 

ドレーン 

原子炉建物等の基礎底盤以深の岩盤を削孔した

空隙内に設置しており，岩盤とドレーンの間の空

隙内に砂があると仮定し，鉛直土圧を考慮してい

るが，水平土圧は鉛直土圧を打ち消すため保守的

に考慮していない。 

したがって，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の影

響を受けない。 

不要 
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3.3.2 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の影響評価結果 

揚水井戸の側壁については，水平方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した

設計を実施しており，具体的な内容については，Ⅵ-2-別添 4-3-5「揚水井戸の耐

震性についての計算書」に示す。 

また，土木構造物の影響評価において，機器・配管系への影響がある部位とし

て揚水井戸が抽出されたが，揚水井戸に支持される設備（揚水ポンプ，配管，水

位計）は 2.3 項に示す通り評価結果に十分な裕度を有しており耐震評価に影響が

ないことを確認した。 

 

3.3.3 まとめ 

地下水位低下設備の土木構造物について，水平 2 方向及び鉛直方向の組合せを

考慮した評価を行い，全ての評価対象部位で，許容値以下となることを確認し

た。 
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1. 概要 

 本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（以下「技術基準規

則」という。）第 54条及び第 71条並びにその「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に

関する規則の解釈」に適合する設計とするため，「11.原子炉冷却系統施設（蒸気タービンを除く。）

の基本設計方針，適用基準及び適用規格」にて耐震性を有する設計とした構内監視カメラ（ガス

タービン発電機建物屋上）（以下「構内監視カメラ」という。）が，基準地震動Ｓｓによる地震力

に対して耐震性を有することを確認するための耐震計算方針について説明するものである。 

 なお，構内監視カメラへの基準地震動Ｓｓによる地震力に対する耐震性の要求は，技術基準規

則の第 5 条及び第 50 条の対象ではない。 

代替淡水源を監視するための設備の計算結果は，Ⅵ-2-別添 5-2「代替淡水源を監視するための

設備の耐震性についての計算書」に示すとともに，動的地震力の水平２方向及び鉛直方向の組合

せに対する影響評価結果をⅥ-2-別添 5-3「代替淡水源を監視するための設備の水平２方向及び鉛

直方向地震力の組合せに関する影響評価」に示す。 
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2. 一般事項 

2.1 評価方針 

応力評価は，「5.2 荷重の組合せ及び許容応力」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに

許容応力に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出した

固有周期に基づく設計用地震力による応力が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」

にて示す方法にて確認することで実施する。また，機能維持評価は，地震時の応答加速度が機

能確認済加速度以下であることを「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施す

る。 

耐震評価フローを図2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 耐震評価フロー 

 

2.2 評価対象設備 

評価対象設備は，構内監視カメラを対象とする。 

構内監視カメラの構造計画を表2－1に示す。 

  

固有値解析 

地震時における応力 

設計用地震力 

構造強度評価 

機能維持評価用加速度 

機能維持評価 

解析モデルの設定 

地震応答解析 
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表 2－1 構内監視カメラの構造計画 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

構内監視カメラ 

監視カメラは，取付ボルトにて監視カメラ

架台に固定する。 

監視カメラ架台は，基礎ボルトにて基礎に

設置する。 

監視カメラ 図 2－2 

図 2－2 構内監視カメラの概要図 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005年度版（2007年追補

版を含む））（以下「設計・建設規格」という。）
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2.4 記号の説明 

  表 2－2 構内監視カメラの応力評価に用いる記号の定義 

記号 記号の説明 単位

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ ＊ 設計・建設規格 SSB-3133に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力（許容組

合せ応力）＊1 

MPa

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

ｍｉ 質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 

ＰＫｉ 風荷重＊1 N 

ＰＳｉ 積雪荷重＊1 N 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値＊1 MPa

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の

40℃における値＊1 

MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，１ｉ，２ｉ，ｎｉ，ｎｆｉ，

ＰＫｉ，ＰＳｉ，Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，

以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 
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＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：取付面 

＊3：１ｉ≦２ｉ 

2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表2－3に示すとおりである。 

表2－3 構内監視カメラの表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

速度圧 N/m2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降

伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値

とする。 
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3. 評価部位

代替淡水源を監視するための設備の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基

づき，以下について評価を実施する。 

(1) 構内監視カメラ

a. 基礎ボルト及び取付ボルト

構内監視カメラは，耐震性を有するガスタービン発電機建物にボルトで固定する。

構内監視カメラは，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，主要な構造部位が，代替淡水源

を監視する機能を維持可能な構造強度を有する設計とする。 

したがって，構内監視カメラを固定する基礎ボルト及び取付ボルトの許容限界は，基準地

震動Ｓｓによる地震力に対し，塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が微小なレベル

にとどまって破断延性限界に十分な余裕を有することを計算により確認する評価方針として

いる。これを踏まえ，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に準じて許容応力状態ⅣＡＳの許容応

力以下とすることを許容限界として設定する。 

4. 固有周期

構内監視カメラの固有周期は，三次元FEMモデルによる解析により求める。

5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

5.1.1 構内監視カメラ 

（1）構内監視カメラの質量は重心に集中しているものとする。 

（2）地震力は構内監視カメラに対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用させる。 

     また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，絶対値和を適用す

る。 

（3）構内監視カメラは監視カメラ架台に取付ボルトで固定されており，固定端とする。 

また，監視カメラ架台は基礎に基礎ボルトで設置されており，固定端とする。 

（4）転倒方向＊は，左右方向及び前後方向について検討し，計算書には結果の厳しい方（許

容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

（5）構内監視カメラの重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件が厳しくなる位

置に重心位置を設定して耐震性の計算を行うものとする。 

（6）耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

注記＊：構内監視カメラの正面を正面より見て左右に転倒する場合を「左右方向転倒」，前方又

は後方に転倒する場合を「前後方向転倒」という。 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の種類 

荷重は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に示す荷重を用いる。 
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5.2.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」の「3.1 構造強度上の制限」に示

す，機器・配管系の荷重の組合せを用いる。地震と組み合わせるべき荷重としては，積雪

荷重及び風荷重が挙げられる。地震と組み合わせる荷重の設定に当たっては，Ⅵ-2-1-9

「機能維持の基本方針」の図3－1 耐震計算における風荷重及び積雪荷重の設定フローに

基づき設定する。 

評価対象部位ごとの荷重の組合せを表5－1に示す。 

5.2.3 許容応力 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

各評価項目の許容限界を表5－2に示す。 

5.2.4 ボルト許容引張応力 

ボルトの許容引張応力ƒｔｓを次式に示す。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] ･･･････････････････････････ （5.2.4.1） 

許容引張応力ƒｔo は下表による。 

基準地震動Ｓｓによる

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ

 Ｆｉ 

2
・1.5

＊
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表 5－1 設備ごとの荷重の組合せ及び許容応力状態 

施設分類 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

ＳＡ 
構内監視 

カメラ
常設／その他 －

＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ

＋ＰＫ＋ＰＳ
＊3 

ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ

＋Ｓｓ＋ＰＫ＋ＰＳ 

ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとし

てⅣＡＳの許

容限界を用い

る。） 

注記＊1：「常設／その他」は常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備以外の常設重大事

故等対処設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ＋ＰＫ＋ＰＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を

省略する。 

表 5－2 構内監視カメラの許容限界 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・f t ＊ 1.5・f s ＊

ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとしてⅣＡ

Ｓの許容限界を用

いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表

可能である場合は評価を省略する。 
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5.3 設計用地震力 

地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づく地震力を設定する。 

5.4 計算方法 

5.4.1 構内監視カメラの計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの構造強度評価 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引

張力とせん断力について計算する。計算モデルを図5－1及び図5－2に示す。 

図 5－1 計算モデル（前後方向転倒） 

図 5－2 計算モデル（左右方向転倒） 
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（1）引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は，図5－1及び図5－2でそれぞれのボルトを支点とす

る転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

Ｆｂ1 ＝
(ｍ1・g＋0.35・ＰＳ1)・｛ＣＨ・ｈ1＋(ＣＶ－1)・21｝＋ＰＫ1・ｈ1

 ｎf1・(11＋21)

 ···························· (5.4.1.1.1)

引張応力 

σｂ1 ＝
Ｆｂ1

Ａｂ1
······································· (5.4.1.1.2)

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂ1は次式により求める。 

Ａｂ1 ＝
π

4
・ｄ1

 2  ··································· (5.4.1.1.3)

(2) せん断応力

基礎ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。

せん断力

Ｑｂ1 ＝ （ｍ1・g＋0.35・ＰＳ1）・ＣＨ＋ＰＫ1 ·········· (5.4.1.1.4)

せん断応力 

τｂ1 ＝
Ｑｂ1

ｎ1・Ａｂ1
 ··································· (5.4.1.1.5)
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  5.4.1.2 取付ボルトの構造強度評価 

  取付ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引 

張力とせん断力について計算する。計算モデルを図5－3及び図5－4に示す。 

図5－3 計算モデル（前後方向転倒） 

図5－4 計算モデル（左右方向転倒） 
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(1) 引張応力

取付ボルトに対する引張力は，図5－3及び図5－4でそれぞれのボルトを支点とす

る転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

Ｆｂ2 ＝
(ｍ2・g＋0.35・ＰＳ2)・｛ＣＨ・ｈ2＋(ＣＶ－1)・22｝＋ＰＫ2・ｈ2

 ｎf2・(12＋22)

 ···························· (5.4.1.2.1)

引張応力 

σｂ2 ＝
Ｆｂ2

Ａｂ2
······································· (5.4.1.2.2)

ここで，取付ボルトの軸断面積Ａｂ2は次式により求める。 

Ａｂ2＝
π

4
・ｄ2

 2  ···································· (5.4.1.2.3)

(2) せん断応力

取付ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。

せん断力

Ｑｂ2 ＝ （ｍ2・g＋0.35・ＰＳ2）・ＣＨ＋ＰＫ2 ·········· (5.4.1.2.4)

せん断応力 

τｂ2 ＝
Ｑｂ2

ｎ2・Ａｂ2
 ··································· (5.4.1.2.5)

6. 機能維持評価

構内監視カメラは，機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震後の電気

的機能を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，基準地

震動Ｓｓにより定まる加速度を設定する。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき加振試験により確認した加速

度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 



 

 

 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
5-
2 
R0

 

Ⅵ-2-別添 5-2 代替淡水源を監視するための設備の耐震性についての 

計算書



 
S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
5-
2 
R0

 

目  次 

 

1. 概要  ······································································  1 

2. 一般事項  ··································································  1 

2.1 構造計画  ································································  1 

2.2 評価方針  ································································  3 

2.3 適用規格・基準等  ························································  4 

2.4 記号の説明  ······························································  5 

2.5 計算精度と数値の丸め方  ··················································  6 

3. 評価部位  ··································································  7 

4. 固有周期  ··································································  7 

4.1 固有値解析方法  ··························································  7 

4.2 解析モデル及び諸元  ······················································  7 

4.3 固有値解析結果  ··························································  8 

5. 構造強度評価  ······························································  10 

5.1 構造強度評価方法  ························································  10 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 ·················································  10 

5.3 設計用地震力  ····························································  14 

5.4 計算方法  ································································  15 

5.5 計算条件  ································································  19 

5.6 応力の評価  ······························································  20 

6. 機能維持評価  ······························································  21 

6.1 電気的機能維持評価方法  ··················································  21 

7. 評価結果  ··································································  22 

7.1 重大事故等対処設備としての評価結果  ·······································  22 

 

 



 

 1 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-別

添
5-
2 
R0

 

1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，構内監視カメラ（ガスタービン発電機建物屋上）（以下「構内監視カメラ」とい

う。）が，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を維持できることを説明す

るものである。 

構内監視カメラは，重大事故等対処設備においては常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩

和設備以外の常設重大事故等対処設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強

度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

構内監視カメラの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

監視カメラは，取付ボル

トにて監視カメラ架台に

固定する。 

監視カメラ架台は，基礎

ボルトにて基礎に設置す

る。 

監視カメラ 
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2.2 評価方針 

構内監視カメラの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重

の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す構内監視カメラの部位を踏まえ

「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく設

計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて

確認することで実施する。また，構内監視カメラの機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基

本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，機能維持評価用加速度が機能確認済加

速度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認

結果を「7. 評価結果」に示す。 

構内監視カメラの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 構内監視カメラの耐震評価フロー 

設計用地震力 

解析モデル設定 

固有値解析 

地震時における応力 

支持構造物の構造強度評価 構内監視カメラの電気的機能維持

評価 

機能維持評価用加速度 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ
 設計・建設規格 SSB-3133に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力（許容組

合せ応力）＊1 

MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

ｍｉ 質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 

ＰＫｉ 風荷重＊1 N 

ＰＳｉ 積雪荷重＊1 N 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の

40℃における値＊1 

MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，１ｉ，２ｉ，ｎｉ，ｎｆｉ，

ＰＫｉ，ＰＳｉ，Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，

以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 

＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：取付面 

＊3：１ｉ≦２ｉ 

＊  

＊
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりである。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

速度圧 N/m2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降

伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値

とする。 
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3. 評価部位

構内監視カメラの耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳

しくなる基礎ボルト及び取付ボルトについて実施する。 

構内監視カメラの耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

4. 固有周期

4.1 固有値解析方法 

構内監視カメラの固有値解析方法を以下に示す。 

(1) 構内監視カメラは，「4.2 解析モデル及び諸元」に示す三次元 FEMモデルとして考える。

4.2 解析モデル及び諸元 

構内監視カメラの解析モデルを図 4－1に，解析モデルの概要を以下に示す。また，機器の

諸元を本計算書の【構内監視カメラの耐震性についての計算結果】のその他の機器要目に示

す。 

(1) 構内監視カメラははり要素でモデル化し，リブはシェル要素でモデル化する。

(2) 

(3) 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

(5) 解析コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値を求める。

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機

プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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図4－1 解析モデル 

4.3 固有値解析結果 

固有値解析の結果を表 4－1，振動モード図を図 4－2に示す。固有周期は，0.05秒以下であ

り，剛構造であることを確認した。 

表 4－1 固有値解析結果 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｚ方向 

1次 水平 ― ― ― 
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図 4－2 振動モード (1次モード 水平方向 s) 
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

(1) 構内監視カメラの質量は重心に集中しているものとする。

(2) 地震力は構内監視カメラに対して，水平方向及び鉛直方向から個別に作用させる。

また、水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには、絶対値和を適用する。 

(3) 構内監視カメラは監視カメラ架台に取付ボルトで固定されており，固定端とする。

また，監視カメラ架台は基礎に基礎ボルトで設置されており，固定端とする。 

(4) 転倒方向＊は，左右方向及び前後方向について検討し，計算書には結果の厳しい方（許容

値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(5) 構内監視カメラの重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件が厳しくなる位置

に重心位置を設定して耐震性の計算を行うものとする。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

注記＊：構内監視カメラの正面を正面より見て左右に転倒する場合を「左右方向転倒」，前方又

は後方に転倒する場合を「前後方向転倒」という。 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

構内監視カメラの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価に用

いるものを表 5－1に示す。 

5.2.2 許容応力 

構内監視カメラの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 5－2のと

おりとする。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

構内監視カメラの使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に用い

るものを表 5－3に示す。 

5.2.4 風荷重 

風荷重は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，風速 30m/sを使用し，構内監視

カメラの形状，風向きを踏まえ，作用する風圧力を算出する。風圧力の算出の基準となる

基準速度圧を表 5－4に示す。 

5.2.5 積雪荷重 

積雪荷重は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，積雪 100cmに平均的な積雪荷

重を与えるための係数 0.35を考慮し，構内監視カメラの形状を踏まえ，算出する。算出

した積雪荷重を表 5－5に示す。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却系

統施設 

非常用炉心

冷却設備そ

の他原子炉

注水設備 

構内監視カメラ 常設／その他 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＋ＰＫ＋ＰＳ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ＋ＰＫ＋ＰＳ 

ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。）

注記＊1：「常設／その他」は常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備以外の常設重大事故等対処設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ＋ＰＫ＋ＰＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 5－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊
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表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 周囲環境温度 

取付ボルト 周囲環境温度 

表 5－4 基準速度圧  (単位：N/m2) 

作用する部位 基準速度圧 

構内監視カメラ 

表 5－5 積雪荷重    (単位：N) 

作用する部位 積雪荷重 

構内監視カメラ 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－6に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基

づき設定する。 

表 5－6 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ガスタービン 

発電機建物 

EL      ＊1 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

0.05以下 ― ― ＣＨ＝ ＊2 ＣＶ＝ ＊2

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる

引張力とせん断力について計算する。 

図5－1 計算モデル（前後方向転倒） 

図5－2 計算モデル（左右方向転倒） 
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(1) 引張応力

基礎ボルトに対する引張力は，図5－1及び図5－2でそれぞれのボルトを支点とす

る転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

Ｆｂ1 ＝
(ｍ1・g＋0.35・ＰＳ1)・｛ＣＨ・ｈ1＋(ＣＶ－1)・21｝＋ＰＫ1・ｈ1

 ｎf1・(11＋21)

 ···························· (5.4.1.1.1)

引張応力 

σｂ1 ＝
Ｆｂ1

Ａｂ1
······································· (5.4.1.1.2)

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂ1は次式により求める。 

Ａｂ1 ＝
π

4
・ｄ1

 2  ··································· (5.4.1.1.3)

(2) せん断応力

基礎ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。

せん断力

Ｑｂ1 ＝ （ｍ1・g＋0.35・ＰＳ1）・ＣＨ＋ＰＫ1 ·········· (5.4.1.1.4)

せん断応力 

τｂ1 ＝
Ｑｂ1

ｎ1・Ａｂ1
 ··································· (5.4.1.1.5)
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5.4.1.2 取付ボルトの計算方法 

取付ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる

引張力とせん断力について計算する。 

図5－3 計算モデル（前後方向転倒） 

図5－4 計算モデル（左右方向転倒） 
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(1) 引張応力

取付ボルトに対する引張力は，図5－3及び図5－4でそれぞれのボルトを支点とす

る転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

Ｆｂ2 ＝
(ｍ2・g＋0.35・ＰＳ2)・｛ＣＨ・ｈ2＋(ＣＶ－1)・22｝＋ＰＫ2・ｈ2

 ｎf2・(12＋22)

 ···························· (5.4.1.2.1)

引張応力 

σｂ2 ＝
Ｆｂ2

Ａｂ2
······································· (5.4.1.2.2)

ここで，取付ボルトの軸断面積Ａｂ2は次式により求める。 

Ａｂ2＝
π

4
・ｄ2

 2  ···································· (5.4.1.2.3)

(2) せん断応力

取付ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。

せん断力

Ｑｂ2 ＝ （ｍ2・g＋0.35・ＰＳ2）・ＣＨ＋ＰＫ2 ·········· (5.4.1.2.4)

せん断応力 

τｂ2 ＝
Ｑｂ2

ｎ2・Ａｂ2
 ··································· (5.4.1.2.5)
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5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【構内監視カメラの耐震性につ

いての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

5.5.2 取付ボルトの応力計算条件 

取付ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【構内監視カメラの耐震性につ

いての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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5.6 応力の評価 

5.6.1 ボルトの応力評価 

5.4.1項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容組合せ応力 ƒｔｓｉ以下

であること。ただし，ƒｔｏiは下表による。 

ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]  ·············· (5.6.1.1) 

せん断応力τｂｉは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ƒｓｂｉ以下である

こと。ただし，ƒｓｂｉは下表による。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｉ 

 Ｆｉ 

2
・1.5

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 

 Ｆｉ 

1.5・ 3
・1.5

＊
 

＊
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6. 機能維持評価

6.1 電気的機能維持評価方法 

構内監視カメラの電気的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，

基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

構内監視カメラの機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，同形式

の監視カメラのサインビート波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した加振台の最

大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 6－1に示す。 

表 6－1 機能確認済加速度   (×9.8m/s2) 

機器名称 方向 機能確認済加速度 

構内監視カメラ 

水平 

鉛直 
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7. 評価結果

7.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

構内監視カメラの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を維持

できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【構内監視カメラの耐震性についての計算結果】  

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 
(℃) 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

構内監視カメラ 常設／その他 
ガスタービン発電機建物 

EL ＊１ 
0.05以下 ― ― ＣＨ＝ ＊2 ＣＶ＝ ＊2 

1.2 機器要目 

部材 
ｍi 

(kg) 

ｈi 

(mm) 

ｄi 

(mm) 

Ａｂi 

(mm2) 
ｎi 

Ｓｙｉ

(MPa) 

Ｓｕｉ

(MPa) 

Ｓｙｉ(ＲＴ)

(MPa) 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
      ＊1 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
         ＊1 

部材 
１ｉ＊2

(mm)

２ｉ＊2

(mm)
ｎｆi＊2 

ＰＫi 
(N) 

ＰＳi 
(N) 

Ｆi 
(MPa) 

Ｆi 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 

      ＊1       ＊1 
― ― 前後方向 

      ＊1       ＊1 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

        ＊1     ＊1 
― ― ― 前後方向 

    ＊1     ＊1 

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。 

＊2：各ボルトの機器要目における上段は前後方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は左右方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力   (単位：N) 

部材 

Ｆｂi Ｑｂi 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
― ― 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
― ― 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

引張 ― ― σｂ１＝ ƒｔｓ１＝      ＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝ ƒｓｂ１＝ 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

引張 ― ― σｂ２＝ ƒｔｓ２＝     ＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝ ƒｓｂ２＝ 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果 (×9.8m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

構内監視カメラ 
水平方向 

鉛直方向 

注記＊：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

項目 記号 単位 入力値 

材質(SUS304) 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

ポアソン比 ν ― 

温度条件（周囲環境温度） T ℃ 

質量 m kg 

要素数 ― 個 

節点数 ― 個 
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（前後方向） （左右方向） （前後方向） （左右方向） 
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Ⅵ-2-別添 5-3 代替淡水源を監視するための設備の水平２方向及び 

鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価結果 
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1. 概要 

 本資料は，Ⅵ-2-別添 5-1「代替淡水源を監視するための設備の耐震計算の方針」（以下「Ⅵ-2-

別添 5-1」という。）にて設定している構造強度及び機能維持の設計方針に基づき，代替淡水源を

監視するための設備が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，電気的機能を維持できるこ

とを確認するため，動的地震力の水平２方向及び鉛直方向の組合せに関する影響評価について説

明するものである。 

 

2. 影響評価 

2.1 基本方針 

代替淡水源を監視するための設備に関する，水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる

影響評価については，Ⅵ-2-1-8「水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価

方針」の「4.2 機器・配管系」の評価方針及び評価方法を踏まえて，設備が有する耐震性に

及ぼす影響を評価する。 

 

2.2 評価条件及び評価方法 

Ⅵ-2-1-8「水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の「4. 各施設

における水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに対する影響評価方針」を踏まえて，基準

地震動Ｓｓによる地震力に対して耐震評価を実施する設備のうち，従来の設計手法における

水平１方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた耐震計算（以下「従来の計算」という。）に

対して，設備の構造特性から水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響の可能性が

あるものを抽出し，設備が有する耐震性に及ぼす影響を評価する。影響評価フローを図2－1

に示す。 

 

（１） 評価対象となる設備の整理 

代替淡水源を監視するための設備のうち，基準地震動Ｓｓによる地震力に対してそ

の機能が維持できることを確認する設備を評価対象とする。（図2－1①） 

 

（２） 構造上の特徴による抽出 

構造上の特徴から水平２方向の地震力が重畳する観点，若しくは応答軸方向以外の

振動モード（ねじれ振動等）が生じる観点にて検討を行い，水平２方向の地震力に

よる影響の可能性がある設備を抽出する。（図2－1②） 

 

（３） 発生値の増分による抽出 

水平２方向の地震力による影響の可能性がある設備に対して，水平２方向の地震力

が各方向１：１で入力された場合に各部にかかる荷重や応力を求め，従来の水平１

方向及び鉛直方向地震力の組合せによる設計に対して，水平２方向及び鉛直方向地

震力を考慮した発生値の増分を用いて影響を検討し，耐震性への影響が懸念される
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設備を抽出する。 

また，建物・構築物及び屋外重要土木構造物の検討により，機器・配管系への影響

の可能性がある部位が抽出された場合は，機器・配管系への影響を評価し，耐震性

への影響が懸念される設備を抽出する。 

影響の検討は，機種ごとの分類に対して地震力の寄与度に配慮し耐震裕度が小さい

設備（部位）を対象とする。（図2－1③） 

 

（４） 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

（３）の検討において算出された荷重や応力を用いて，設備が有する耐震性への影

響を検討する。（図2－1④） 
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図 2－1 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した影響評価フロー  

②構造上水平２方向及び鉛直方向地震力

の影響の可能性がある設備か 

従来の設計手法で水平２方向及

び鉛直方向地震力は対応可能 

① 評価対象となる設備の整理 

水平２方向及び鉛直方向地震

力を考慮した発生荷重等を用

いた検討 

③水平２方向及び鉛直方向地震力を考

慮した発生値が従来の発生値と比べて

影響があるか 

④水平２方向及び鉛直方向地震力の組合

せの影響評価（水平２方向及び鉛直方向

地震力に対し，耐震性を有していること

への影響があるか） 

 

従来の設計手法に加えて更なる

設計上の配慮が必要な設備 

建物・構築物及び屋外重要土木

構築物の検討による機器・配管

系への影響検討結果 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 
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3. 評価結果 

3.1 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価設備（部位）の抽出 

水平２方向及び鉛直方向地震力の評価対象設備を表 3－1に示す。VI-2-1-8「水平２方向及

び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の「4.2 機器・配管系」の評価設備（部

位）の抽出方法を踏まえ，評価対象設備の各評価部位，応力分類に対し構造上の特徴から，

水平２方向の地震力による影響を以下の項目により検討し影響の可能性がある設備を抽出し

た。 

 

(1)  水平２方向の地震力が重畳する観点 

評価対象設備は，水平１方向の地震に加えて，さらに水平直交方向に地震力が重畳した

場合，水平２方向の地震力による影響を検討し，影響が軽微な設備以外の影響検討が必要

となる可能性があるものとして抽出した。なお，ここでの影響が軽微な設備とは，構造上

の観点から発生応力への影響に着目し，その増分が 1割程度以下となる設備を分類してい

るが，水平１方向地震力による裕度（許容応力／発生応力）が 1.1未満の設備について

は，個別に検討を行うこととする。 

 

(2) 水平方向とその直交方向が相関する振動モード（ねじれ振動等）が生じる観点 

水平方向とその直交方向が相関する振動モードが生じることで有意な影響が生じる可能

性がある設備を抽出した。 

 

(3) 水平１方向及び鉛直方向地震力に対する水平２方向及び鉛直方向地震力の増分の観点 

(1)及び(2)にて影響の可能性がある設備について，水平２方向の地震力が各方向１：１

で入力された場合に各部にかかる荷重や応力を求め，従来の計算による発生値と比較し，

その増分により影響の程度を確認し，耐震性への影響が懸念される設備を抽出した。 

 

3.2 建物・構築物及び屋外重要土木構造物の検討による機器・配管系への影響の検討結果 

建物・構築物及び屋外重要土木構造物の検討において，代替淡水源を監視するための設備

への影響を検討した結果，耐震性への影響が懸念されるものは抽出されなかった。 

 

3.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

表 3－2にて抽出された設備について，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価

に該当する設備はなかった。 
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3.4 まとめ 

代替淡水源を監視するための設備について，水平２方向及び鉛直方向地震力を想定した場

合でも代替淡水源を監視するための設備が有する耐震性への影響がないことを確認したた

め，従来の計算に加えて更なる設計上の配慮が必要な設備はない。 

 

 

表 3－1 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価対象設備 

設備名称 評価部位 

構内監視カメラ 

（ガスタービン発電機建物屋上） 

基礎ボルト 

取付ボルト 
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 表 3－2 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価部位の抽出結果（1/2） 

(1) 構造強度評価 

設備名称 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

3.1(1)水平２方向の地震

力が重畳する観点（以下

「重畳の観点」という。） 

 

 

〇:影響あり 

△:影響軽微 

3.1(2)水平方向とその直

交方向が相関する振動モ

ード（ねじれ振動等）が生

じる観点（以下「ねじれ振

動等の観点」という。） 

×：発生しない 

〇:発生する 

3.1(3)水平１方向及び鉛

直方向地震力に対する水

平２方向及び鉛直方向地

震力の増分の観点（以下

「増分の観点」という。） 

〇：影響あり 

―:該当なし 

抽出結果 

構内監視カメラ 

（ガスタービン

発電機建物屋

上） 

△ 

(取付ボルト） 

一次応力（引張）* 

× ― 

ボルトは矩形配置であり，水平２方向の入

力による対角方向への転倒を想定し検討し

た結果，水平２方向地震力の最大応答の非

同時性を考慮することにより，影響は軽微

である。 

注記＊:評価上厳しい応力を記載する。  
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 表 3－2 水平２方向及び鉛直方向地震力の評価部位の抽出結果（2/2） 

(2) 機能維持評価 

設備名称 

水平２方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

3.1(1)重畳の観点 

 

〇:影響あり 

△:影響軽微 

3.1(2)ねじれ振動等

の観点 

×：発生しない 

〇：発生する 

3.1(3)増分の観点 

 

〇：影響あり 

―：該当なし 

検討結果 

構内監視カメラ 

（ガスタービン

発電機建物屋

上） 

△ × ― 

掃引試験結果において，Ｘ，Ｙ各成分に共振点

はなく，出力変動を生じないことを確認してい

ることから，Ｘ，Ｙ２方向成分にも共振点はな

いものと考えられる。よって，Ｘ，Ｙ２方向入

力に対しても応答増加は生じないものと考え

られることから，水平２方向入力の影響は軽微

である。 

 




